




はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的
確に伝えることを目的に，1970年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきま
した。時代とともに対象国・地域も変化し，現在は23のアジアの国・地域およ
びアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業開始から50年以上経ちま
したが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の一次資料
や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタ
イルは現在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで
50年以上にわたりアジア各国・地域の動向を伝える書は，世界をみても類似の
ものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には2つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域
で起きた事象の時事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても
明らかにし，アジア各国を理解するうえで有用な情報を提供することです。もう
ひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。とはいえ，現在の『アジア動
向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追うには不
便との声が寄せられてきました。
　そこで50年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して10年ごと
に1冊に束ね，各国の動向を10年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バ
ンドル版〉』を作成することになりました。既刊のものをまとめるだけでなく，
冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国の10年間を理解するための解説
を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解しやすくなり，多く
の方にご利用いただけるのではないかと思います。昨年の第1巻（2010～2019年）
に引き続き今回は，2000年から2009年までの10年分を第2巻として公刊し，今
後は1970年までさかのぼり計5巻作成する予定です。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一
助となることを願っています。

　2023年２月
日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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本書に収載されている論文の内容や意見は，執筆者個人に属し，独立行政法人日本貿易振興機構
あるいはアジア経済研究所の公式見解を示すものではありません。
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中国

 国際社会での台頭と不安定化する社会

内藤寛子・山田七絵

　2000年代の中国は，江沢民から胡錦濤への政権交代がスムースに行われ，後任
選びだけでなくさまざまな政治活動の制度化が推進された。胡錦濤政権は，その
なかでも「民主」の拡充に重きを置き，安定した社会の実現を目指したが，その結果，
政策だけでなく政治体制に対する多様な意見が表面化した時代でもあった。
　経済面では世界貿易機構（WTO）加盟を果たし，旺盛な輸出と外国直接投資の
伸びに牽引され10％前後の高成長を維持した。世界金融危機後の緊急経済対策と
金融緩和により景気は急回復したが，「国進民退」や地方財政の不健全化につながっ
た。他方，国内格差の是正のため「三農」政策や社会保障制度の整備に着手した。
　対外関係面では，中国の台頭が顕著にみられるなかで，各国の対中認識も大き
く変化した時代であった。中国は国際社会での発言権を増やしていき，求められ
る責任の遂行を目指すとともに，アメリカの覇権主義への抵抗を強め，ロシアと
の関係強化や地域外交を積極的に推し進めた。

　2000年代の中国の国内政治は，江沢民の影響力を残しつつ胡錦濤に政権を移
行し，胡錦濤政権独自の政策が次第に色濃く出始めた時代であった。2002年ま
での江沢民政権下では，江沢民の思想工作の徹底が進められた。2001年7月1日
に中国共産党創立80周年を記念して行われた講話において，江沢民は「三つの
代表」重要思想を強調した。その重要思想とは，私営企業家の入党を理論的に可
能にさせるもので，中国共産党が「階級政党」から「国民政党」へ脱皮しようと
する「理論的突破」の第一歩として評価されている。江沢民は，自己の思想や功

概 況

国内政治 「民主」を重視した「調和社会」の実現への模索
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　解 説　　2000ー2009年の中国　 　　

績を残す作業を積極的に進めるなかで，自身の影響力を残しながらも後任を選出
し，2002年の中国共産党第16回全国代表大会で胡錦濤政権が誕生した。
　2002年から政権担当者となった胡錦濤は，前政権の影響下で政権運営を開始
したが，「三つの代表」重要思想の本質が「公のための立党」「民衆のための執政」
であることを強調し，民衆重視の姿勢を前面に打ち出した。そのため政治体制改
革として，中国共産党による命令的指導を基礎とした「民主」の拡充を目指した。
政治参加の拡大や法治主義の実現がその具体的な内容であり，そのなかでも党内
のさまざまな決定や人事を制度化することに重点を置いた「党内民主」を掲げた
ことは胡錦濤政権独自の政策である。中国共産党第16期中央委員会第4回総会で
採択された「党の執政能力建設強化に関する決定」（以下，「決定」）に記された
ように，「党内民主」を実施することは党員の主体性の向上をひとつの目的とし
ていた。その背景には，一部の地方や部門での汚職が深刻であったこと，地方の
基層党幹部の執政能力が低いことなどがある。そして，「決定」の採択と時を同
じくして，胡錦濤は「科学的発展観」を提起している。これは国内総生産（GDP）
至上主義ではなく，格差や環境などに配慮したバランスの取れた持続可能な発展
を目指す考え方に沿ったもので，社会矛盾の改善を目指す「調和社会」の構築と
ともに政権の政治スローガンとなった。
　胡錦濤政権下の国内政治は，人々が直面する諸問題の解決に重きを置いた親民
路線であったと言われているが，一方で，農民や労働者など社会的弱者と党・政
府との衝突が各地で多発した時代でもあった。その多くは土地の強制収用に関す
るもので，アモイ市に化学工場を建設する省政府計画への反対が起こったように，
公共政策の変更を迫る手段としてデモが用いられ始めた。これらは「群体性事件」
と呼ばれ，その発生件数は年々急増した。さらに2008年の北京五輪の開催前には，
チベット自治区ラサ市内でチベット人による大規模な抗議行動が発生し，鎮圧に
あたった治安部隊との衝突が発生した。暴徒化の背景には中国共産党の民族政策
に対するチベット人の不満があったと考えられている。くわえて，中国共産党の
統治に対する不満は群体性事件としてだけでなく，反体制派の学者や弁護士，新
聞記者ら303人が署名しネット上で発表した「08憲章」としても提起された。
　このように2000年代は，江沢民から権力を移譲された胡錦濤が，「民主」の拡
充を目指しさまざまな政治参加のチャネルを設けた結果，体制への多様な意見が
表面化した時代であった。しかし2010年代に入ると，習近平政権は，広げられ
た「民主」の裾野を中央に戻すように集権化を推し進めていく。� （内藤）

　2000年代の中国経済は，2003年の重症急性呼吸器症候群（SARS）の流行や
2008年秋のリーマンショックに端を発する世界的な不況にもかかわらず，平均
GDP成長率10.3％という高成長を遂げた。2001年のWTO加盟後，製造業分野
を中心とした旺盛な海外直接投資と輸出の伸びにより中国は「世界の工場」とし
ての地位を確立し，2007年にはドイツを抜いて名目GDPが世界第3位の経済大
国となった。2007年の党大会で自由貿易協定（FTA）が国家発展戦略に格上げ
され，ASEANを皮切りに香港，マカオ，シンガポール，ニュージーランドなど
８カ国・地域とFTAを結び，さらなる貿易自由化を進めた。
　ところが，世界金融危機の影響と人件費の高騰により，2008年後半以降は華
南地域で外資系企業の撤退が相次いだ。経済成長の牽引役であった外需の急減速
により，2003年以来続いていた2桁成長から2008年，2009年は9％台に落ち込
んだ。2008年夏に控えた北京五輪開催前の経済過熱とインフレ懸念から政府は
前年から金融引き締め措置を取っていたが，金融危機後は一転，内需拡大をねらっ
た金融緩和措置と四兆元の財政出動を伴う景気刺激策を実施した。国内のインフ
ラ建設，一連の産業振興や「汽車下郷」などの消費刺激策が功を奏し，世界経済
の低迷が続くなか中国の景気は急回復した。ただし，景気刺激策については投資
規模に対し経済効果が小さく，実行資金の大半を自主財源に委ねられた地方政府
が「融資プラットフォーム」から資金調達をしたことで多額の隠れ債務を抱える
結果となった。バブルや腐敗の温床となったという批判もある。
　また，2000年代前半は市場経済化にむけた国有商業銀行の民営化，金融や企
業関連の法制度（物権法，会社法など）の整備がほぼ完了し，銀行金利に関する
規制緩和が進展した時代でもあった。懸案の国有企業改革については，2003年
に国有資産管理監督委員会を設置し，国有企業の経営者人事権，財務・資産運営
の管理・監督等を担当する組織を一元化した。ところが金融危機後の緊急経済対
策の結果，土地の購入やM&Aなどの面で有利な国有企業がより多く恩恵を受け，
国有企業のシェアの拡大と民間企業の縮小傾向（「国進民退」）が顕著となった。
これは従来の改革の流れと逆行する動きで，経済成長への影響が懸念されている。
　一方，前政権期に構想された地域間の協調的な発展と持続可能な開発のための
長期戦略である「西部大開発」が2000年3月の全人代で採択された。12省・直轄市・
自治区を財政投入と金融面の優遇政策の対象となる「西部」に指定し，「南水北

経 済 「世界の工場」の躍進と国内格差の拡大
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　解 説　　2000ー2009年の中国　 　　

調」や「西気東運」などの資源・エネルギー開発や大型インフラ建設，「退耕還林」
など環境保全，公共サービスの改善に関するプロジェクトを実施した。
　続く胡錦濤政権では，「調和社会」のスローガンのもと経済発展とともに拡大し
た国内の経済格差の是正にむけた取り組みが始まった。とりわけ計画経済期以来
制度的に分断されてきた都市と農村の格差，いわゆる「三農」問題（農業の低生
産性，農村インフラの未整備，農民の所得低迷）が重視され，農業保護政策へと
大きく舵を切った。具体的には2004年以降，農業税等の廃止（「税費改革」）や義
務教育の無償化など農民負担の軽減，直接補助金による農業支援のほか，「社会
主義新農村建設」のスローガンのもと農村インフラ建設を行った。社会保障制度
も，都市部の国有企業などの就業者のみを対象とする「選別主義」からより広く
国民をカバーする「普遍主義」に転換し，農民と都市無業者層向けの医療保険と
公的年金制度を新設した。都市住民と農民の1人当たり年間所得の比は，2000年
の2.79倍から拡大を続けたが，2009年の3.33倍をピークに縮小に転じた。（山田）

　2000年代の中国の対外関係は，WTOへの加盟も実現し，「責任ある大国」へ
と国際社会の対中認識が大きく変化した時代であった。ブッシュ政権が中国を「戦
略的競争相手」とするなかで，中国もアメリカの覇権主義への抵抗を強めた。特に，
アメリカのミサイル防衛（MD）計画をめぐって両国の対立は続き，くわえて日
米両国がMDの共同開発や米軍再編を積極的に推進したことで，中国の警戒感は
さらに強まった。米中間のもうひとつの争点は台湾問題で，2005年の日米の共
同戦略目標に台湾に関する記述がなされたことに対し，中国は激しく反発した。
　このような台湾をめぐる諸問題は，中国大陸と台湾の間においても表出してい
る。2000年3月に台湾の総統選挙で民進党が初勝利したことで政権交代が実現
し，台湾独立の機運が高まった。胡錦濤政権は2005年に「反国家分裂法」を採択し，
台湾に対する武力行使の決定権を国務院と中央軍事委員会に付与している。その
後，2008年に台湾総統選挙で国民党の馬英九が当選し，中国が長く求めていた「三
通」（中台間の直接的な通商，通運，通郵）が実現するなど，中台関係の接近が
みられた。台湾域内の政治動向に伴って，中台関係は大きく変化した時代であっ
たといえる。
　2000年代に中国との対立を最も深めたのは日本であった。「政冷経熱」と揶揄
されたように，政治面における対立が一層先鋭化した。まず，中国の国防費が急

対外関係 孤立化への懸念から「責任ある大国」へ

増したことにより，対中円借款の見直しを求める見方が日本国内で強まった。く
わえて，東シナ海ガス田開発や尖閣諸島領有権問題といった海洋権益の拡大を
めぐる日中の対立が深まったことから，日本国内の対中感情が著しく悪化した。
2007年の日中の「共同プレス発表」では，1979年から続いた対中円借款の終了
が確認されるに至っている。さらに，小泉首相（当時）が在任中に靖国神社の
参拝を毎年断行したことにより，歴史認識が日中対立の争点になった。中国の反
日感情も高まり，2005年には中国各地で反日デモが発生し，日本大使館に対す
る投石や日系店舗における暴動が相次いだ。2006年に安倍晋三政権が発足した
ことで，両国の歩み寄りがみられるようになり，2009年には胡錦濤が来日した。
しかし，日本世論の対中感情は悪化の一途をたどっている。
　このように中国の台頭に対して各国が警戒感を強めるなかで，中国と各国が共
同して取り組む問題も現れるようになった。北朝鮮の核問題はそのひとつで，中
国は米朝間の仲介役としてだけでなく，6カ国協議の議長国として参加国間の調
整にも尽力した。北朝鮮に対する中国の積極的な説得工作が功を奏し，2005年
には6カ国協議初の共同声明が採択され，北朝鮮の完全核放棄や核拡散防止条約
（NPT）への早期復帰，国際原子力機関（IAEA）の査察受け入れなどが盛り込
まれた。しかしその後，北朝鮮が6カ国協議の再開を拒否し，くわえて核実験の
予告声明を出したことから，各国が共同して取り組む対北朝鮮の関与外交は事実
上休止状態となっている。
　多国間外交における中国の存在感の高まりは，2001年に設立された上海協力機
構からも見受けられる。前年に中国は，ロシア，カザフスタン，キルギス，タジキ
スタンといういわゆる「上海ファイブ」で初の国防相会議を開催し，その後地域
の安全と安定の強化を目的として上海協力機構を設立した。中国は日米の関心の
薄い中央アジア地域におけるリーダーシップ確立の拠点として上海協力機構を重
視している。さらに多国間外交を通じてロシアとの関係緊密化を図るという考え
があったのであろう。現にアメリカの覇権主義を牽制するなかで，ロシアとの関係
は安定しており，2005年に中ロが調印した「21世紀の国際秩序に関する共同声明」
では国際秩序の主要な基礎は多国間主義，平等互恵，国連主導の国際秩序の構築
を謳い，暗にアメリカの単独行動主義（ユニラテラリズム）を批判した。�（内藤）

（内藤：地域研究センター）
（山田：新領域研究センター）
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言 語 漢語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

宗 教 道教，仏教，イスラーム教，キリスト教

政 体 社会主義共和制

元 首 江沢民国家主席
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政治的引き締め強化と経済体制転換の進展

概 況

2000年の国内政治は，解決困難な諸問題を抱え危機感に見舞われる共産党と2002

年に開催予定の第16回党大会以降も影響力を行使したい江沢民個人が，政治的な

引き締めの強化に乗り出した１年であった。具体的には，第１に�三つの重視�

教育や�三つの代表�学習といった思想政治工作が強化されたこと，第２に幹部

汚職に対する取り締まりが厳しく行われたこと，第３に法輪功に対する取り締ま

りが厳しく行われたことが挙げられる。

外交では，中国が大国としての存在感を示した１年であった。象徴的だったの

は，江沢民国家主席が出席した９月の国連ミレニアム・サミットで，その際，�中

国の提唱�により国連設立以来，初めて安保理常任理事国５カ国による首脳会談

が開かれた。大国としての中国の存在感を世界にアピールする絶好の機会を自ら

作り出した。二国間関係でも，中国は大国アメリカを意識した関係構築を行い，

とりわけロシアと北朝鮮(朝鮮民主主義人民共和国)との関係強化に積極的であっ

た。台湾との関係では，陳水扁新政権にどう対応するかが注目された。また日本

に対しては、江沢民国家主席

の重要講話発表や朱鎔基総理

の訪日など関係改善の姿勢を

示したが，日本での反中国感

情の高まりにより，関係改善

は思うように進まなかった。

経済では，引き続き実施さ

れた公共投資の追加と内需・

外需の回復により，５年ぶり

に前年を上回る８％の経済成

長を達成した。期待された

佐々木智弘・今井健一

2000年の中国
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WTO年内加盟は実現しなかったものの，加盟後の環境変化に備え国有企業民営化

や独占部門の改革など市場経済への転換そしてグローバル化への対応は一層進展

しており，事実上の非社会主義化の方向が鮮明になりつつある。目下の経済政策

上の最大課題の一つである地域間格差の拡大に対処するため，政府は西部地域の

大規模な開発に本格的に着手した。

国 内 政 治

思想政治工作と言論統制の強化

２月20日，江沢民総書記は広東省高州市で開かれた�指導幹部�三つの重視(三

講)�教育会議�に出席し，重要講話を行った。その中で江沢民は，�三つの重視�

教育，すなわち�学習を重視し，政治を重視し，正しい気風を重視する�教育の

重点を，中央省庁，省レベルの党・政府組織から県・市の党・政府組織へと移す

ことを提起した。しかし，この講話の重要性は別のところにあった。３月５日付

�人民日報�に掲載された評論員論文によれば，江沢民が広東視察で，�三つの代

表�(三個代表)という新しい�え方を提起した。その後，５月８日から15日までの

江蘇・浙江・上海視察で江沢民が関連の重要講話を行い，同月18日には鄭必堅中

央党校副校長の関連の重要論文が�人民日報�に掲載された。そして６月28日に

は，建国以来初の中央思想政治工作会議が開かれ，省レベルでの思想政治工作の

強化を求めた。そして，中央，省レベルの党や政府の機関，軍，大学などで�三

つの代表�学習，県・市レベルで�三つの重視�教育を通じて，思想政治工作が

進められていった。

�三つの代表�とは，(1)�中国の社会生産力の発展要求�，すなわち経済発展を

さらに進めること，(2)�中国の先進文化の前進方向�，すなわち経済発展に必要

な教育，科学，文化を発展させることであり，また道徳思想を建設し，崇高な精

神を養うこと，(3)�中国の最も広い人民の根本利益�，すなわち地域間の収入格

差の問題，大量のレイオフ人員と農村の余剰労働力の問題，幹部の官僚主義と腐

敗の問題，人民の民主的権利の保障の問題といった現在の中国が抱える難題を解

決すること，以上３項目を中国共産党が代表するというものである。

�三つの代表�が提起された背景として，(1)1980年代末からの世界的な社会主

義国の崩壊，(2)改革・開放，市場経済化の進展に伴う，政治・経済・社会全ての

面での多様化，(3)党幹部の資質の低下という状況がある。こうした状況の中で，
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中国共産党は存在理由を問われており，危機感を深めている。そのため，共産党

のあるべき姿，役割を新しく定義したのが�三つの代表�である。

12月３日には全国農村�三つの代表�重要思想学習工作会議が開かれ，今後２

年間にわたり全国の県・市の党・政府部門，郷鎮・村の指導グループ，基層幹部

に対し，�三つの代表�の学習を実施することが打ち出された。そして，同月16，

17日には全国�三つの重視�教育工作総括会議が開かれ，２年間にわたる県レベ

ル以上の党・政府指導グループ，指導幹部に対する�三つの重視�の集中教育が

基本的に終了したことが宣言された。

こうした思想政治工作の深化は，党員や知識人，マスコミなどの言論統制の強

化をもたらした。１月14日に開かれた中央規律委員会第４回全体会議で江沢民は

�現在一部の党員幹部は新聞・雑誌・書籍や講演において，党の路線，方針，政策

に対し，中央がすでに決定した重大な理論問題と歴史の結論に対し，公開で反対

意見を発表している�と述べ，�教育を経て改めず，引き続き党の主張に公開で反

対し，誤った立場を堅持する者に対しては，しかるべき党規処分を課すべきであ

る�と警告した。こうした警告は知識人にも拡大した(�光明日報�2000年３月29

日)。例えば，急進的な政治改革を提唱する中国社会科学院副院長の李慎之や同院

政治学研究所の劉軍寧研究員がその職を追われたと言われている(�日本経済新聞�

2000年４月18日)。６月３日には，党中央政治局員兼中国社会科学院院長の李鉄映

が，�現在，社会科学研究の中に，わが国の実際に合わない現象が存在し，海外の

観点や理論を軽率に，盲目的に当てはめようとしている。前提，国情の異なる状

況下では，多くの海外の理論をそのまま引用することは不可能である。多くの論

文や著作の中で海外の観点が繰り返し引用され，著者自らの問題認識や対策を見

つけることはできない。このような研究には大きな実際の意義はない�と述べ，

研究者の研究内容に苦言を呈した。また，６月には党中央宣伝部と新聞出版署が

連名で�規律・規則違反の新聞・雑誌への警告制度実施細則�，11月には情報産業

部が�インターネット電子公告サービス管理規定�，国務院新聞 公室と情報産業

部が連名で�インターネット・サイトのニュース掲載業務管理暫定規定�を発表

し，メディアに対する規制を強めた。

第16回党大会への準備

思想政治工作の強化は，2002年に開催が予定されている第16回党大会と大きく

関係している。�三つの代表�学習は，第16回党大会に向けての安定確保のために
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中央と地方の党・政府幹部の思想を統一するという共産党自身の要請の側面があ

った。他方，江沢民自身が第16回党大会以降も党内で影響力を行使するための権

威作りの一環でもあった

�三つの代表�が引用される時，�江沢民同志の�三つの代表��と枕詞が必ず

つく。それは，�三つの代表�が共産党の思想であると同時に，江沢民の思想であ

ることを示している。1998年から始まった�三つの重視�教育からその後の�三

つの代表�学習に至る一連の思想政治工作は，江沢民の思想の体系化と江沢民の

思想の徹底を目的としている。そこには，思想政治工作を通じて，江沢民の権威

を高めようという意図がある。

他方，人事配置も進んだ。省レベルでは，江蘇，安徽，四川，河北，河南各省

とチベット自治区で党委員会書記が，青海，福建，四川，山西，安徽，黒龍江の

各省長，内モンゴル自治区主席，重慶市長がそれぞれ交代した。また，国務院の

部・委員会レベルの組織の人事でも，28の副部長クラスのポストの異動が確認さ

れている。多くの場合，若手が登用されており，第16回党大会以降をにらんだ人

事といえる。また，６月には中国人民解放軍の上将に16人が昇進した。その他，

国務院部・委の部長クラスの交代もあった。１月の国土資源部長(周永康→田鳳山)

の場合は西部大開発を進めるため，４月の国家体育総局長(伍紹祖→袁偉民)の場合

は後述する法輪功絡みの措置であり，12月の司法部長(高昌礼→張福森)と人事部長

(宋徳福→張学忠)の場合は汚職絡みの措置であり，第16回党大会との関係は薄い

が，定年退職制など人事配置の規範化が進んでいるものと思われる。

汚職取り締まり：相次ぐ大物指導者の検挙とアモイ密輸事件

�三つの代表�が提起された背景のうち，党幹部の資質の低下は，幹部による汚

職の深刻さを意味している。2000年３月の第９期全国人民代表大会第３回会議で

の最高人民検察院工作報告によれば，1999年に５万元以上の賄賂事件が7725件(対

前年比40％増)，10万元以上の公金流用事件が5244件(対前年比35％増)も摘発され，

庁局長クラスの幹部136人，部長クラス３人が取り調べを受けた。2000年も汚職取

り締まりで，高級幹部の検挙と大型事件の摘発が相次いだ。

２月15日には胡長清江西省元副省長に死刑判決が下った。胡は，1994年上半期

から1999年８月までの国務院宗教事務局副局長，江西省副省長時期に，90回にわ

たり計544万元(約7000万円)の賄賂を受け取った。７月31日には全人代常務委員会

副委員長で，広西チワン族自治区元主席の成克 に死刑判決が下った。成は建国
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以来，最高額となる4000万元(約５億3000万円)あまりの賄賂を受け取り，最高地位

者の極刑となった。両者とも判決から２カ月足らずで，死刑が執行された。また

1998年の会計検査の中で，水利部が４億元近くの予算流用を行い，元水利部長と

２人の元同副部長が行政処分された。

９月13日からは，建国以来最大規模の密輸事件といわれるいわゆるアモイ遠華

事件の裁判が始まった。この事件は，福建省アモイ市の貿易会社である遠華集団

が，1990年代に入り同省の政府，軍，警察，税関などの幹部を買収し，原油や車

を密輸し，その総額は530億元(約6900億円)に，賄賂総額も100億元(約1300億円)に

上った。また起訴されたのは300人以上で，そのうち局長級以上だけで30人以上に

上り，李紀周公安部副部長も巨額賄賂の受領の罪に問われたと言われている。11

月９日の一審判決で，藍甫アモイ市元副市長ほか同市元税関長，福建省公安庁元

副庁長ら14人に死刑判決が，12人に無期懲役，58人に実刑判決が言い渡された。

1999年末から2000年初めにかけて，事件当時の福建省党委員会書記で，現在中

央政治局委員兼北京市党委書記の 慶林が監督責任により処分されるかどうかに

関心が集まった。 は江沢民と関係が深いこと，またこの事件への妻の直接関与

疑惑も持ち上がっていたことがさらに関心を高めた。１月14日に開かれた中央規

律検査委員会第４回全体会議で，江沢民自らが，指導幹部が職権を利用して，自

分の配偶者や子女が不法に利益を得ることを禁止すると述べたが，結局， への

処分は見送られた。

党・政府幹部の汚職の深刻さが言われて久しい。政府はこれまでさまざまな対

策をとってきた。腐敗の温床になるとして人民解放軍，武装警察部隊，政治・法

律機関が商業活動を行わないようにする改革が1998年７月から進められてきたが，

成果をあげて2000年３月で基本的に終了した。また同年９月には中央規律検査委

員会と人事部が連名で指導幹部の配偶者や子女が関連業務範囲内で商業活動を行

うことを禁止する通達を出した。しかし，こうした汚職撲滅の対策が有効な解決

策にはならず，解決の糸口が見いだせない以上，党の信頼感を高めるためには，

より高い地位の幹部を取り締まり，見せしめ的に極刑を課すことしかないのが現

状だ。他方，２月８日付�人民日報�１面に掲載されたコラムの中に�諸葛亮が

泣いて馬 (三国時代の蜀の武将 筆者注)を斬ったのは，軍令を執行する�厳格�

からである。朱元璋が辛い思いで婿を殺したのは，�王子が法を犯せば，庶民と同

罪である�という�厳格�からである�という故事が引用された。これは，幹部

汚職の取り締まりが中央のハイレベルの指導者にまで及ばないことへの批判であ
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ると同時に， を守った江沢民への批判でもあった。信頼を回復するために汚職

取り締まりを徹底したい党と自らの腹心を守るために例外を設けてしまう江沢民

との間には，汚職取り締まりをめぐる温度差があり，対策にも限界がある。

法輪功の陰いまだ消えず

中国共産党にとってのさし当たっての脅威は法輪功である。当局の発表では，

法輪功信者の一斉取り締まりを行った1999年７月以降，１年間で300人以上のデモ

は全国で78回に及んだ(�人民日報�2000年７月22日)。当局によって邪教として扱わ

れている法輪功の修練者は健康維持のための気功の修練を公然と行うことができ

なくなり，法輪功に対する邪教認定の取り消しと合法的な地位を求めて，記念日

や祝日を狙って抗議活動を行い，外国メディアに訴えた。また，一般家庭のポス

トに抗議のビラを配り，一般の人々の支持を直接求める行動も増えた。他方，当

局は1999年４月の法輪功信者約１万人による中南海取り囲み事件の恐怖からいま

だに脱しきれず，信者に対する厳しい取り締まりを引き続き行っている。旧暦の

大晦日の2000年２月４日と国慶節の10月１日には，天安門広場で大規模な抗議活

動を行った数百人の信者が，公安や武装警察らに拘束された。大がかりな取り締

まりだけではなく，小規模な信者の拘束は全国各地で断続的に行われている。

法輪功の影響を受け，２月には気功集団�中功�が邪教に指定され，取り締ま

りを受けた。９月19日には�健康維持の気功管理暫行条例�，同月26日には�中国

国内の外国人の宗教活動管理規定実施細則�がそれぞれ公布され，気功や宗教活

動に対する管理を強化する措置が採られた。11月13日には反邪教協会が設立され

た。取り締まりは法輪功を超えて拡大の傾向にある

当局は宗教界の動きに対しても，敏感に対応した。１月７日，中国政府はチベ

ット仏教カギュ派の活仏であるカルマパ17世が宗教儀式で使う楽器の収集のため

に中国を出国したことを発表した。カルマパ17世本人はゲルク派のダライ・ラマ

14世のいるインドで宗教などを学ぶためとしており，事実上の亡命と見られてい

る。カルマパ17世の出国を受けて，１月11日，全国宗教局長会議が開かれ，朱鎔

基総理が全国各地の宗教局長に対し，宗教問題を重視し，宗教工作に関心を持つ

よう指示した。同月16日には，２歳の少年をゲルク派の活仏であり，ダライ・ラ

マの摂政役でもあるレティン７世に即位させた。また，２月２日にはパンチェン

ラマ11世が初めて北京に行き，王兆国党中央統一戦線部長と会談するなど，懐柔

策も採られた。
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６月23日，国務院は�チベット文化の発展�と題する白書を発表した。ダライ･

ラマ14世やカルマパ17世などが海外で共産党によるチベット文化の破壊への危機

感を表明していることや，西部大開発でチベット族を中心に開発による文化破壊

が争点に上がっている現状に対し，中国当局がチベット文化を長年にわたり保護

してきたことを主張する文書だが，その内容はチベット族を無視した文化論であ

ったことは否めない。さらに，６月24日，ゲルク派高位の活仏のアギャが中国人

民政治協商会議全国委員会常務委員から解任された。彼は1998年に布教目的でア

メリカに行ったまま帰国せず，事実上亡命状態にあった。2000年３月に入り，ア

メリカで中国のチベット政策を批判したことが解任の原因と見られる。

（佐々木）

経 済

2000年の中国経済は，1996年以来５年ぶりに前年(1999年)を上回る8.0％の成長

を達成した。前年に引き続き実施された長期建設国債発行による公共投資の拡大

が鋼材など重工業部門を中心に波及効果をもたらしたことに加え，分譲住宅やパ

ソコン，移動体通信などの新規分野の需要が飛躍的に伸長し，消費・投資両面の

回復に貢献した。経済危機からの立ち直りをみせた東・東南アジア諸国をはじめ

とする海外への輸出も，全般的にめざましい伸びを示した。

1999年の米中交渉妥結により大きく進展していたWTO加盟交渉は終盤の段階に

入ったが，EUとの二国間交渉とそれに続く作業部会での交渉は予想を上回って難

航し，期待された年内加盟は実現しなかった。だが中国国内では，加盟に向けて

一段の市場開放や自由化が決定ないし実施された。国有企業民営化は前年の四中

全会決定を受けて事実上公式路線に組み込まれ，非社会主義化の方向はいよいよ

鮮明になった。市場経済化・グローバル化の進展とともに中国は，世界の工業生

産基地として台頭しつつある。

マクロ経済 成長減速に歯止めか

1998年から1999年にかけて中国経済には，景気後退の様相が強まっていた。成

長率は1998年に8年ぶりに政府目標を下回り，翌1999年も低めの目標をようやく達

成する7.1％に止まった。中国では７％の成長率は，雇用の安定を確保する下限と

みなされている。成長の減速に政府は危機感を深め，1998年下半期以降，公共投
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資拡大による内需拡大政策を実施してきた。

だが1999年後半以降の輸出回復を契機として，景気は好転する傾向を見せ始め

た。GDPは2000年第１四半期に8.1％の成長を実現して以来高い成長率を維持し，

通年では目標を上回る8.0％の成長が実現した。米ドル換算のGDPは史上初めて

１兆㌦を超えた。産業別では鉱工業部門が前年を１ポイ
ント上回って9.9％の高成長とな

った(実質・粗付加価値額ベース)。

成長の回復は内需・外需両面で支えられている。外需では商品輸出の伸びが2000

年に入り加速し，通年でも27.8％の高い伸びを示した(�対外経済�の項参照)。ただ

し商品輸入の伸びが輸出を上回って35.8％に達したため貿易黒字は前年比３割減

の241億㌦となり，外需全体としては成長への寄与度は0.1ポイント程度となった見込み

である(国務院発展研究センター推計)。

内需では投資が前年を４ポイ
ント上回る9.3％の伸びを示した。とりわけ，1999年には

前年比0.7％というきわめて低い伸びに止まった鉱工業部門の投資は，2000年には

9.3％と顕著に回復した。

投資の高い伸びにはいくつかの要因が�えられる。第一に，引き続き実施され

た内需拡大政策の効果は大きい。通年の成長が前年を上回るとの見通しは2000年

第1四半期時点で示されていたが，３月に開催された全国人民代表大会(国会に相当)

で政府は，前年に引き続き７％前後という低めの成長目標を打ち出し，達成に向

けて内需拡大政策を継続することを表明した。当初予算で決定された1000億元の

長期建設国債発行に続き，８月末の全人代常務委では500億元の長期建設国債を追

加発行する補正予算が承認された。国務院発展研究センターの推計では，長期国

債を財源とする公共投資は2000年の経済成長率を1.7ポイント底上げする効果をもったと

される。重工業の伸びが軽工業を４ポイ
ント近く上回ったことや，国有企業・国家資本

支配企業による鉱工業生産の伸びが1994年以来最高の10.1％に達したことも，鉱

工業生産の回復に公共投資が大きな役割を果たしていることを裏づけている(いず

れも実質粗付加価値額ベース)。

政策的要因に加えて自律的な成長要因として，新規の需要分野が浮上している

ことにも注意を向ける必要がある。その筆頭には住宅需要が挙げられる。1998年

以来の持ち家推進政策の下で，個人による住宅購入が急増しており，企業・機関

による社宅・宿舎用途の購入に代わって住宅市場の主役となった。市場価格で販

売される商品住宅の個人向け販売額は，前年比50～60％という高い伸びを示して

いる。個人向け商品住宅販売の伸びは，2000年に入って急速に普及しつつある住
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図１ 鉱工業主要5000社DIの動き

宅ローン制度に支えられているとみられる。商業銀行各行は住宅ローン・消費者

ローンを新たな業務領域として重視する姿勢を打ち出している。事実，住宅ロー

ンの供与額は2000年１～10月期の銀行新規融資のうち40％余りを占めた。住宅需

要の伸びは建設部門や建材部門に直接の波及効果をもたらすうえ，居住面積の向

上によって耐久消費財の買い換え・買い増し需要にもつながる可能性がある。

移動体通信やパソコンなど情報技術関連分野の新規需要の伸びもめざましい。

携帯電話加入台数は固定電話加入台数を上回る約6000万台に達し，日本を抜いて

アメリカに次ぎ世界第2位となった(2000年８月時点)。インターネット利用者は，1999

年末の890万人が2000年末には2250万人までに増加するという飛躍的な伸びを示し

ている。こうした新規の消費需要に加えて設備投資や輸出の面でも，情報技術を

中心とする電子産業への需要の伸びは大きい。2000年１～10月期の電子機器・通

信機器の実質売上高伸び率は43.9％と飛び抜けて高く，鉱工業部門全体の売上の

伸びの２割近くが，電子機器・情報機器分野の伸びによって実現されている。

新規需要に支えられ，小売部門売上高の伸びは前年を３ポイ
ント上回る9.8％となっ

た。これによって企業の設備投資心理も改善し，投資の復調につながっていると

みられる。中国人民銀行が鉱工業主要企業5000社を対象に実施している景気動向

調査(日本の日銀短観に相当)は，1999年後半頃から販売・収益の改善と設備投資の

(中国人民銀行四半期調査)
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回復が同時並行的に進んでいることを示している(図１)。近年低調だった非国有部

門の投資も，2000年には８％前後の伸びを示した。

一連の好ましい変化にも関わらず，2001年には再び成長率が７％台に低下する

と観測されている。アメリカを中心とする主要輸出市場は，2001年以降伸びが鈍

化することは避けられない見込みである。国内では，供給超過によるデフレとい

う基調に明らかな変化はみられない。1998年以来２年連続で低下していた消費者

物価指数と鉱工業製品出荷価格指数は2000年通年で前年比それぞれ0.4％および

2.8％と，２年ぶりで上昇に転じた。だがこれは主として不作の生鮮野菜価格と国

際市況が波及した石油製品価格が大幅に上昇したことが原因であり，大部分の品

目では依然として価格低下が続いている。

1998年以降の成長は公共投資によって下支えされてきた。しかし財政赤字は同

年以降年々拡大しており，財政赤字のGDP比は1997年時点では0.7％にすぎなかっ

たが，2000年には2.9％にまで上昇した。国債残高のGDP比は13％余りであり国際

的に高い水準ではないが，財政収入の国債依存度はすでに31.2％に達している。

財政部は2001年も内需拡大政策を継続する方針を表明しているが，積極財政の過

度の長期化は，将来の財政硬直化とクラウディング・アウトにつながる懸念があ

る。

国有企業改革の進展

いわゆる三大改革の一つである国有企業改革の赤字解消目標は，2000年が最終

年度となった。国有企業の経営業績は経常収益が前年比倍増という大幅な改善を

みた。赤字解消目標の対象範囲である国有大型・中型企業6599社のうち約７割に

相当する4391社が黒字を計上し，政府は目標達成を宣言した。

だが業績の改善は景気回復や政策支援など，外部要因によるところが大きい。

鉱工業部門国有企業の１～10月期経常収益2038億元のうち，国家重点企業520社の

収益が2106億元に上った(重点企業以外の国有企業は全体として赤字であることにな

る)。これら重点企業に対しては債務・株式転換による金利負担軽減などの手厚い

支援策が実施されている(�金融�の項参照)。また，重点520社の収益の７割強は，石

油，石化，電信，電力，自動車，タバコなど独占・寡占的業種により生み出され

ている(http://finance.sina.com.cn/d/33700.html)。原油価格上昇の追い風を受けた

中国石油天然ガス集団は，国有企業全体の収益の約４分の１に相当する600億元の

経常収益を生み出した(http://finance.sina.com.cn/g/33775.html)。
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政府は比較的少数の重要企業に支援を集中する一方，前年の四中全会決定を受

け(本年報 2000年版 参照)，国有企業民営化を事実上既定路線とする姿勢をとっ

た。財政部は前年に引き続き，国有株の売却により社会保障基金の不足を補う方

針を表明した。中央政府の民営化是認を背景に，地方政府主導の民営化は先行し

て加速しており，軽工業・紡織業など市場競争の激しい低収益分野では，企業規

模の大小を問わず全面的な民営化を進める方向が各地で鮮明になりつつある。国

家統計局は，鉱工業196業種のうち国有資本は146業種からの段階的退出を進める

べきだとする研究報告を発表した(�中国証券報�2000年11月８日報道)。上場企業で

も１～８月期に77社で国有株の全面的または部分的な売却が実施されたと報じら

れている(http://finance.sina.com.cn/3000-08-30/9365.html)。

産業構造調整や民営化に伴って，国有部門の労働力削減は引き続き進展した。

2000年中に国有企業のレイオフ対象者のうち361万人が再就職し，年末時点でレイ

オフ状態にある国有企業労働者はほぼ例年並みの657万人となった。政府は今後５

年程度をかけて，現行のレイオフ制度(対象者の雇用契約をレイオフ後原則２年間維持

し，政府と企業が共同で生活手当と再就職対策費を負担する)から失業保険制度への移

行を進める方針を明らかにしている。

都市の登録ベース失業率は，1999年並みの3.1％に抑えられた。だがレイオフ対

象者の再就業先は，月収400～500元程度の低所得のインフォーマルな雇用・就労

が多数を占めている模様である。全国総工会が再就職したレイオフ労働者を対象

に実施したサンプル調査によれば，再就職者の大多数はサービス部門の民間企業･

個人業者に低賃金の臨時労働力として雇用されている。

産業発展と産業政策 競争重視への政策シフト

政府は前年に引き続き，鉄鋼，石炭などの業種で生産規模・生産能力の圧縮を

進めた。鉄鋼では年間生産量を前年比1200万㌧削減(前年比9.7％減)する目標が打

ち出された。製鉄所の新規設立一律禁止，小規模製鉄所の閉鎖など強力な行政措

置が功を奏し，輸出の大幅な伸びにも関わらず生産量の伸びは1999年の半分以下

の3.2％増に止まり，市況も回復傾向を示した。調整政策の３年目に入った石炭で

は年間生産量1.6億㌧削減の目標達成には至らなかったものの，価格は1999年まで

の低下傾向を脱して安定に向かった。市況の好転は企業収益の回復を助けた。

製品価格の低下が著しい一部の業界では，事実上のカルテルにより価格維持を

図る動きがみられた。鉄鋼業では４月初旬に華北地区の主要鉄鋼メーカー９社が
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連合して鋼材価格の共同引き上げを決定した。さらに６月には，価格競争による

収益低下に悩むカラーテレビの主要メーカー９社が�中国カラーテレビ企業サミ

ット�を結成し，共同最低価格の設定に踏み切ることを決定した。鉄鋼カルテル

は所管官庁である国家冶金工業局の支持の下に実施されたとみられる。一方，カ

ラーテレビのカルテルに対しては国家発展計画委が価格法違反であるとして介入

し，メーカー側は撤回を余儀なくされた。そもそも，正式の撤回以前に合意に違

反する低価格での販売を継続するメンバー企業が現れるなど，カルテルはほとん

ど実効性を持っていなかった模様である。

急速な市場化の進展とともに，産業政策の重点はむしろ競争促進に移りつつあ

る。目下競争政策の最大の焦点となっているのは，IT化の中で重要性が増大しつ

つある電気通信部門である。1999年に決定した旧中国電信の４分割は2001年に入

り実施が本格化し，４月にはそれぞれ固定電話と携帯電話を主要業務とする新中

国電信と中国移動の二大通信会社が設立された。中国移動の香港上場子会社であ

る中国移動(香港)は中国移動から国内の主要移動電話網を買収し，市場シェア50％

を超える国内最大の携帯電話事業者となった。一方，第二電電に相当する中国聯

通は６月に香港・ニューヨーク両証券市場に同時上場し，中国企業としては過去

最高の約60億㌦を海外調達した。新中国電信も海外上場に向け大規模な人員削減

を計画している。だが国内通信部門の高料金・非効率に対する批判は依然根強く，

WTO加盟による市場開放への期待が高まるなか，電気通信各社は一層の効率化を

迫られている。電気通信部門の規制緩和の枠組みとして，電信条例が制定・公布

された(10月)。

1998年に国内石油・石化業界の再編により成立した中国石油天然ガス集団公司

と中国石油化工集団公司は，主要資産を本体から分離して株式会社として独立さ

せた。これにより成立した中国石油天然ガス株式会社と中国石油化工株式会社(以

下，中国石油および中国化工)は，それぞれ４月と10月に海外上場を実現した。中国

聯通，中国石油，中国化工の３社の海外資本調達は併せて180億㌦以上に及んだ。

中国政府は大型国有企業の海外上場が資本調達と経営効率化の両面で有意義であ

るとして，今後一層これを推進する方針である。2001年にも引き続き中国電信，

中国海洋石油など大型の海外上場が予定されている。

中小企業政策の展開

中国政府は近年，雇用対策やサポーティング・インダストリー育成の観点から，
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中小企業政策を強化してきている。国家経済貿易委員会は中小企業支援の基本方

針を定める中小企業促進法の策定に着手しており，2001年には成立が見込まれる。

同委は上海など全国10都市を中小企業支援制度実験地域に指定し，支援体制の整

備を進めている。支援制度の中心となる信用保証制度は，すでに80余りの都市で

設立された。保証基金残高は40億元余りとまだ小さいものの，今後は各地で同様

の制度が設置される見込みである。さらに政府は中小企業支援政策の一環として，

中小企業向け金融制度の整備も進めている(�金融�の項参照)。国務院は中小企業を

対象とする政策金融機関の設立を目下検討中であると伝えられる。

金融 不良債権の処理と制度改革の推進

金融面では最大の懸案である国有銀行４行の不良債権処理が一定の進展をみた。

国有銀行は債権残高の約２割に相当する延滞債権約１兆3939億元を，1999年設立

の資産管理会社４社に譲渡した(12月初旬時点)。これによって国有銀行の不良債権

比率は10ポイント低下して25％となった(うち回収不能債権は約３％)。

譲渡された延滞債権のうち経営再建の見込みがある主要国有企業の債権に対し

ては，債務・株式交換を実施することとなっており，各資産管理会社はすでに国

有企業587社と債務・株式交換合意を締結した(対象債権は3400億元)。うち債務・株

式交換第一号として前年合意が締結されていた北京セメント廠は有限責任公司に

改組され，建設銀行の債権を受け継いだ信達資産管理公司が最大の株主として経

営参画を開始した。債務・株式交換の際には３割の減額が行われている。

債務・株式交換の結果，資産管理会社が主要な株主として企業経営に参与する

ことに対しては，企業と主管の政府部門の双方からの抵抗があると伝えられる。

また，資産管理公司は一定期間経過後に株式を売却して債権を回収するとされて

いるものの，株式の売却先を確保できるかどうかの見通しは不透明である。北京

セメント廠を含む多数企業では，企業側による株式買い戻しが計画されているが，

いずれの方法を採るにせよ企業収益の回復が前提条件となる。

債務・株式交換の対象外の譲渡延滞債権に関しても，資産管理会社は抵当資産

の処分などによる債権回収に着手した。だが規模は今のところきわめて小さく，

回収には相当の時間を要するとみられる。資産管理会社は政府保証付き金融債を

財源として簿価で延滞債権を国有銀行から買い取っており，今後損失が表面化す

れば，政府が巨額の二次負担を強いられる可能性がある。海外格付機関の中国専

門家は，譲渡延滞債権の回収率は10％程度に止まると予想している(FarEastern
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EconomicReview,June15,2000,p.60)。

政府は国有銀行の不良債権処理を進めると同時に，WTO加盟に伴う国内金融市

場の段階的開放を視野に入れ，金融部門の市場化を一層推進する姿勢を示してい

る。政府は新興の民間企業や中小企業など市場経済の新たな担い手の借入需要に

応える金融機関として，非国有系商業銀行の発展を重視しており，その一環とし

て金融当局は銀行の株式上場を奨励する方針を打ち出した。12月には，中国最初

の非国有資本を主体とする銀行である民生銀行が上海Ａ株市場への上場を実現し

た。過去に上場した深�発展銀行，上海浦東発展銀行はいずれも地方銀行であり，

全国銀行の上場は民生銀行が最初である。今後はこれに次いで交通銀行，華夏銀

行，福建興業銀行などの上場が予定されている。さらに，従来一部エコノミスト

の提案に止まっていた国有銀行の株式会社化についても，人民銀行総裁がこれに

肯定的な発言を行うなど，当局にもやや積極的な姿勢がみられた。中国銀行が香

港・マカオの子会社12銀行を１行に集約し，工商銀行が香港友聯銀行を買収する

など，株式会社化への伏線と思われる動きもある。

金融当局は金利自由化へ向けたステップとして，９月に外貨預金および国内銀

行の外貨貸付金利の条件付き自由化を決定した。貸付金利および300万㌦以上の大

口預金金利は完全自由となり，小口金利は年初に設立された業界団体の中国銀行

業協会が決定し金融当局の認可を得ることとした。金融当局は金利自由化の次の

ステップとして，農村金融機関の預貸金利自由化や貸出金利変動幅の拡大を進め

ていく方針を表明している。

活況呈する資本市場

低金利政策の継続や証券市場の制度改革の動きなどを背景に，株式市場は前年

に引き続き一層活発化した。長年低迷していたＢ株市場(外国投資家向け株式市場)

も，A株市場(国内投資家向け株式市場)への統合の観測により高騰した。上海株価指

数(Ａ株)は７月に史上最高の2000ポイントを突破し，年末終値は年初比で51.7％の上げ幅

となった。深�指数も58.1％の上昇となり，世界の主要な株式市場が軒並み大幅

な落ち込みを見せるなか，中国の株式市場は対照的な活況を呈した。

政府は資本市場の整備に一層積極的な取り組みを見せた。機関投資家の育成が

重視され，主要保険会社に対し投資ファンドの対総資産組み入れ比率の５％から

10％への引き上げを認めるなどの措置がとられた。株式市場に投資する国内機関

投資家数は急速に増加しており，すでに上場株式の10％強を掌握している(2000年
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５月中旬時点)。証券監督管理委はさらに，外国投資ファンドのＡ株市場参入を認

可する方針を打ち出している。また，ベンチャー企業育成のため新たに深�にベ

ンチャー企業向け株式市場を設置することが決定され，2001年開設を目指して関

連規定の整備が進められている。だが，投資ファンドによる違法な相場操作の広

範な存在が報道されて波紋を呼ぶなど(�財経�2000年10月報道)，市場の健全性とい

う点では依然として課題が多い。

難航する信託投資公司の整理

不良債権のため多数が経営危機に陥っている信託投資公司は，既存の239社を40

ないし50社に整理し，原則として１省に１社のみ残すという政府方針が決定され

た。対外債務の多い地方政府系信託投資公司では，７月に海南省国際信託投資公

司(海南省ITIC)発行の円建て外債が中国発行の同債としては初めてデフォルト(債

務不履行)に陥り，同公司の閉鎖が決定した。この他，大連ITIC，広州ITICなどで

外銀が債権の大幅削減への同意を余儀なくされた(大連ITICは閉鎖が決定)。地方政

府が債務削減によって財政負担回避を図っているとの観測もあり，中国の対外信

用に影響する可能性が指摘されている(�日本経済新聞�2000年12月14日報道)。

農業・農村 農業所得の停滞

農業では穀類の余剰対策のため政府が保護価格での買付範囲縮小などの措置を

採ったことなどにより，作付面積が前年比５％以上の減少となった。加えて自然

災害の影響もあり，穀物生産は前年比4500万㌧減の大幅減産となった。減産にも

関わらず穀物価格は一段と下落した。農民１人当たり現金純収入の実質伸び率は

４％に止まり，うち農業収入は引き続きマイナス成長となった見込みである。農

村世帯の約６割を占める専業農家(非農業所得の比率が10％以下である農家)は，所得

の絶対減という厳しい事態に直面している。

人口移動制限の緩和

都市・農村間所得格差是正のためには農村人口の都市への移動が不可欠である

という認識の下に，都市化の推進が政策課題として重視されてきている。７月に

は党中央と国務院が連名で，�小都市の健全な発展の促進に関する若干の意見�を

発表し，県以下のレベルの小都市で安定した職業を有する農村戸籍者の都市戸籍

取得を認める方針を打ち出した。第10次５カ年計画の党中央提案でも農村人口の
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受け皿としての小都市の発展は重要課題の一つに挙げられており，今後人口移動

制限の緩和は一層進展することが予想される。

西部大開発の始動

政府は前年に引き続き内陸開発への取り組みを強化した。1999年11月の中央経

済工作会議で江沢民総書記により提起された西部大開発は，2000年３月の全人代

の場で中央政府の政策重点として具体化された。12省・直轄市・自治区(四川，重

慶，貴州，雲南，甘粛，陝西，青海，寧夏，新疆，チベット，広西，内モンゴル)が，政

策支援の対象となる西部地域に指定され，国務院に西部開発に関わる政策立案を

担う西部開発指導グループとその事務局が設置された(事務局主任は曽培炎国家発展

計画委主任が兼任)。政府は前年に長期国債を資金源とする公共投資の60％を中西部

地域に投入したが，2000年には財政投入，外国政府と金融機関の優遇融資を加え，

西部地域への公共投資の投入比率を70％に引き上げることを決定した。同時に政

府は2000年に西部地域で10項目の大型プロジェクトに着工し，さらに５項目の長

期的な建設プロジェクトの事前準備に着手することを決定した(表１)。うち�西気

東輸�(西部地域の天然ガスの東部輸送)プロジェクトの計画投資額は3000億元に達

し，三峡ダムに次ぐ史上第二の巨大プロジェクトである。同プロジェクトでは新

疆タリム盆地から上海に至る全長4200㌖のパイプラインを敷設し，西部の天然ガ

スを輸送して沿海地域のエネルギー不足の解消を図る。

政府は多額の資金を要する西部開発を推進する上で，海外資本を活用すること

を重視している。2000年には西部・中部を対象とする外資誘致措置が多数決定さ

れた。年初に国家税務総局は�外国投資産業ガイドライン�の奨励業種に属する

中部・西部地域の外資系企業に対して，既存の租税優遇期間終了後，さらに３年

間15％の所得税優遇を供与する旨通達した。６月には，中西部地域の20省・直轄

市・自治区を対象とする�中西部地域の外国投資優位性産業リスト�を発表し，

各地域の外資導入重点業種を指定した。同リストで重点業種に指定された業種の

一部は，�ガイドライン�では一般業種・制限業種に指定されている業種である。

西部地域で重点業種・奨励業種に対して外資が投資する場合，所得税の減税や輸

入設備の関税免除などの優遇措置を享受できる。また，外資全額出資企業による

鉱物資源探査の容認，�西気東輸�プロジェクトへの外資過半出資容認など，資源･

エネルギー分野でも対外開放が強化された。

国務院は年末に�西部大開発に関わるいくつかの政策措置を実施することにつ
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表1 西部大開発関連の大型プロジェクト

いての通知�を発表し，西部地域に対する優遇供与の基本方針を打ち出した。12

月の党中央経済工作会議で提出された第10次５カ年計画(2001～2005年)の党中央提

案でも，西部大開発は重要課題の一つに挙げられている。

対外経済 近づくWTO加盟

2000年には中国のWTO加盟交渉が大きく進展した。前年の米中交渉妥結に続き

焦点となった中国・EU交渉は，米中合意より進んだ内容の合意を目指すEU側と

抵抗する中国側の間で難航したが，５月19日にようやく妥結をみた。EUとの間で

はその後合意の解釈に食い違いが生じたため再交渉が行われ，10月末に最終合意

が実現した。WTO加盟の事実上の最終関門とみられていたアメリカの対中最恵国

待遇恒久化法案は，アメリカ下院(５月24日)および上院(９月19日)を通過して10月

に発効した。９月26日にスイスとの交渉が妥結したことで，二国間交渉の未妥結

2010年までに西部地域の国道幹線の基本的完成を目指す。

東部～西部間路線の増設，チベットを含む西部域内の鉄道
網整備，近隣諸国との鉄道網整備，在来線の電化等を行う。

四川・貴州等西部地域の電力資源を広東・華北・長江デル
タ地域に送電する送電網を拡充する。

新疆タリム盆地から上海まで4200kmの天然ガスパイプライ
ンを敷設し，長江デルタ地域のエネルギー不足緩和を図
る。総投資額3000億元，2007年に幹線完成予定。

長江およびその支流等から華北・西北地域に導水して水不
足解消を図る。2010年完成目途の東部ライン(第1期・第2期)
・中部ライン(第1期)の投資額1400億元前後。

⑸ 西部地域の自動車道路建設

⑷ 西部地域の鉄道建設

⑶�西電東送�プロジェクト

⑵�西気東輸�プロジェクト

⑴�南北水調�プロジェクト

概 要プロジェクト

(出所) 大西康雄編�中国の西部大開発 内陸発展戦略の行方 �(�アジ研トピックレ
ポート�No.42) アジア経済研究所 2001年，および中国報道を参�に作成。

５カ年計画期の５大プロジェクト

2000年着工の10大プロジェクト
・西安市(陝西省)～南京市(江蘇省)間鉄道の西安市～合肥市(安徽省)区間
・西部地域の道路建設(国道幹線および国家認定貧困県の道路など)
・重慶市高架軽軌交通
・四川省紫坪舗および寧夏黄河沙坡頭の水利センター
・青海自治区カリ肥料プロジェクト
・重慶市～懐化市(湖南省)間鉄道
・西部地域の空港建設(西安咸陽国際空港の建設、西部支線航空網の整備など)
・チャイダム盆地渋北～西寧～蘭州天然ガスパイプライン
・中西部の耕地を林・草地に戻す事業と生態系整備，育苗事業
・西部高等教育機関インフラ整備
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国はメキシコを残すのみとなった。

二国間交渉の進展を背景に年内加盟実現への気運が高まったが，９月に開催さ

れた中国加盟に関するWTO作業部会での多国間交渉は予想外に難航し，年内加盟

は不可能となった。11月と12月に開催された作業部会でも決着には至らず，加盟

は2001年後半にずれ込むとの観測が強まっている。多国間交渉難航の最大の要因

は，優遇措置を与えられる発展途上国扱いでの加盟を主張する中国側に対して，

欧米を中心に強い抵抗があるためと報道されている。

EUとの交渉を経て，WTO加盟後に実現する中国の国内市場開放は，サービス

業を中心に米中合意の内容よりさらに進んだものとなった。EU側が重視していた

保険・電気通信(携帯電話)・自動車の分野では，外資出資比率規制については中国

側の強い抵抗により米中合意並みに止まったものの，市場開放実施時期の前倒し

が合意された。さらに，大規模小売店の出資制限撤廃が合意されるなど，EU側は

中国側の譲歩を引き出すことに成功した。

中国政府はまた，間近となったWTO加盟に対応する措置を積極的に実施した。

11月に全人代常務委員会は，国務院の提案した外資３法の改正提案のうち合作企

業法と全額外資企業法の改正を可決した(合弁企業法は2001年３月の全人代で可決見

込み)。これによって，外資全額出資企業に対して製品輸出義務，原材料の国内調

達優先義務，外貨バランス義務などを課す条項が削除された。

個別の分野でも，加盟交渉の焦点となったサービス業を中心に，WTO加盟を視

野に収めた開放措置が実施された。流通では三井物産が外資系企業として初めて，

規制品以外のすべての国内調達商品を輸出できる�輸出貿易権�を付与された。

金融では上海・深�所在の外銀７支店が人民元業務取扱いを認可され，認可支店

は34支店に増加した(いずれも３月)。また，国内保険会社として初めて新華生命保

険が，当局の認可を受けて外国資本受入を決定した。資本市場でも外国ファンド

のA株投資条件付き容認に加え，外資企業の株式市場上場を認める方針が打ち出さ

れ，近くアメリカのユニリーバ社が第１号として上場する見込みである(金融部門

の対外開放については�金融�の項も参照)。電気通信では，正式に認可された通信

業務分野の合弁第１号として，アメリカのAT&T社と上海電信がインターネット

利用の高速通信サービスの合弁事業設立で合意した(12月)。

直接投資は再び活発化

対中直接投資は前年に契約額が２割減と著しく落ち込み，実行額も1984年以来
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初めて減少したが，2000年第１四半期を境に増勢に転じた。通年での実績は実行

額が前年比0.9％増の407.7億㌦に止まったが，認可件数は31.8％増の２万2532件，

契約額は50.8％増の626.6億㌦と大きく伸長した。WTO加盟条件が概ね固まった

ことで市場開放への期待感が高まっており，アメリカのモトローラ社による天津

の携帯電話・半導体生産拠点への19億㌦の追加投資，トヨタの乗用車合弁会社設

立など，国内市場向けの大型投資案件が相次いだ。また，日本企業を中心に，コ

スト節減のため生産拠点を中国に移転する動きが加速している。こうした状況を

背景に，近年低迷していた日本の対中投資(契約額)が2000年１～９月期に前年同期

比45.1％と顕著に回復したほか，アメリカおよび韓国，台湾，ASEANなど東・東

南アジア諸国からの投資が２割から５割の伸びを示した。WTO加盟が実現すれ

ば，サービス分野を中心に直接投資の一層の増加が予想される。

輸出は全般的にめざましい回復を示し，通年の貿易総額は絶対額・前年比伸び

率ともに史上最高となった(4743億㌦，前年比31.5％増)。主要貿易国の中で落ち込

みの目立っていた日本，韓国，ASEAN諸国などとの貿易が伸びを回復した。輸出

の伸長の結果，中国はオランダを追い越して世界第８位の輸出国となった。輸出

に関連して特筆すべきことは，品目構成の高度化が一層進展したことである。な

かでも電子機器は海外からの生産移転の進展を反映し，３割から５割の伸びを示

した。中国製品の品質向上は顕著であり，海外市場での評価も改善してきた。家

電やオートバイなどの品目では国内メーカーによる輸出が急速に伸びており，先

進国の市場でも一定のプレゼンスを示しつつある。これらの業種では国内主要メ

ーカーが海外に生産拠点を設置する動きも活発化している。

通商摩擦の表面化

輸出国としての中国のプレゼンスが増大するに伴って，貿易相手国との間の通

商摩擦も頻発するようになってきている。５月末に韓国が中国からのニンニクの

輸入激増により国内農家が打撃を蒙っているとして禁止的高関税の実施に踏み切

り，これに対して中国は韓国からの携帯電話輸入禁止など報復措置を採った(�対外

関係�の項参照)。日本でもネギ，タマネギ等農産物や衣料品，タオル等繊維製品の

中国からの輸入急増に対し，国内生産者の間にセーフガード(緊急輸入制限)発動を

申請する動きが表面化している。

一方中国も，増加する通商摩擦に際して法的措置により対抗する姿勢を示して

いる。アメリカ向け冷延鋼板輸出のダンピング審査では，応訴していた中国側の
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主張が通り，アメリカ国際貿易委はダンピングの事実がないとの裁定を下した。

EU向けカラーテレビ輸出のダンピング審査でも，国内主要メーカー９社が応訴に

踏み切った。中国国内への輸入を対象とする反ダンピング措置の運用も積極化し

ている。９月にはロシアの冷延鋼のダンピングが国家経済貿易委により認定され

た(1998年のカナダ，韓国，アメリカの新聞用紙に次ぎ２件目)。次いで12月には，新日

本製鉄など日本メーカー８社のステンレス冷延鋼板に対しダンピングが認定され

た(他に日本メーカー７社と韓国の浦項総合製鉄が中国当局と最低価格取り決めで合

意)。この他アクリル酸エステル，塩化メチレン等の化学製品でダンピング調査を

実施中である。

（今井）

対 外 関 係

アメリカのTMD配備に強く反対

2000年の米中関係は，１月に熊光楷中国人民解放軍総参謀長がアメリカを，７

月にはコーエン国防長官が中国をそれぞれ訪問するなど，1999年５月のNATO軍

による駐ユーゴスラビア中国大使館爆撃事件以降途絶えていた米中の軍事高官交

流が再開された。また，５月24日にアメリカ下院が，９月19日に上院がそれぞれ

対中恒久的最恵国待遇(MFN)供与法案を可決した。これにより，１年ごとの議会

承認を条件にMFNを供与するという中国への差別待遇は解消され，中国のWTO

加盟を一歩前進させた。しかし，多国間協議では，発展途上国待遇での加盟を求

める中国とそれを拒むアメリカとの間で合意が成立せず，2000年内の中国のWTO

加盟は実現しなかった。

米中関係が改善するなか，アメリカの戦域ミサイル防衛(TMD)と国家ミサイル

防衛(NMD)配備が両国間の争点となっていった。中国は，アメリカのNMD配備に

より自国の弾道弾ミサイルによる抑止力が低下すること，アメリカのTMDへの台

湾の参加が台湾統一の障害になることから，両構想に強く反対した。

７月に訪中したコーエン国防長官は江主席と会談したが，配備に対する中国側

の理解は得られなかった。そして９月１日にクリントン・アメリカ大統領がNMD

配備の延期を決定したことに対し，中国外交部はいち早く評価のコメントを発表

した。また10月16日には中国の国防政策と国防現代化に対する見解を示す�2000

年中国の国防�と題する文件が発表され，その中でも台湾のTMDへの参加が台湾
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の分裂勢力の勢いを助長するとして，アメリカの構想を非難した。

中国は，アメリカのミサイル防衛構想に対し反対で一致するロシアとの協調に

重点を置いたため，ロシアとの関係が緊密化した。３月30日には中国，ロシア，

カザフスタン，キルギス，タジキスタンのいわゆる�上海ファイブ�が初めての

国防相会議を開催した。プーチン・ロシア大統領とは江沢民国家主席が６月８日

に電話会談を行い，７月６日，タジキスタンで上海ファイブ首脳会談が開かれ，

17日からはプーチン大統領が訪中し，26日には再びプーチン大統領と江主席が電

話会談を行った。同月18日の中ロ首脳会談では，対弾道ミサイル(ABM)問題に関

する共同声明が発表され，NMD計画導入のためアメリカが要求するABM制限条

約修正への反対，TMD配備への反対などが盛り込まれた。

17年ぶりの金正日の訪中

５月29日から31日まで金正日朝鮮労働党総書記が17年ぶりに非公式に訪中した。

1999年６月の金永南最高人民会議常任委員会委員長の訪中から約１年後の最高指

導者自らの訪問とあって，中国共産党と朝鮮労働党の関係，そして両国の国家間

関係が新たな段階に入ったことを意味していた。2000年に入り，中朝関係が動く

サインはすでに出ていた。３月５日，金総書記は，駐平壌中国大使の離任を前に，

自ら大使館を訪問した。同月17日からは上海で，北朝鮮と韓国の高官が南北首脳

会談に向けた秘密会談を行ったが，お膳立てをしたのは，中国だったと言われて

いる。翌18日に白南淳北朝鮮外相が訪中したのも秘密会談に関する説明のためで，

両国関係の親密さが窺われる。

金総書記の訪中では，江沢民総書記との会談がもたれ，�両党･両国関係，国際･

地域情勢などの問題で意見交換を行い，共通の認識を得た�。また，金総書記は，

1999年の金委員長訪中で合意した中国側からの15万㌧の食糧と40万㌧のコークス

の無償援助が2000年２月に完了したのを受け，感謝の意を述べた。コンピュータ

ーメーカーの聯想集団も視察した。

数週間後に南北首脳会談を控えた時期の金総書記の訪中は，中国との協調関係

を確認し，それを対外的に示すという北朝鮮側の意向によるものと思われるが，

中国側にも独自の狙いがあった。江沢民は金総書記との会談で�中国は朝鮮半島

に隣接しており，半島の平和と安定に力を尽くすことは，中国の半島問題処理の

根本原則である。中国は南北双方の自主的平和統一の実現を支持し，南北双方の

関係改善を希望し，南北首脳会談を歓迎し，支持する�と述べた。�南北双方�と
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いう表現を繰り返したのは，朝鮮半島の和平プロセスを主導するアメリカの影響

力の排除を意図したものである。さらに，韓国の金大中大統領が南北首脳会談前

に，日本の森首相およびクリントン・アメリカ大統領と会い，日米韓三カ国の協

調体制を固める予定であることから，中国も北朝鮮との協調関係を確認すること

で，影響力を誇示しようとしたのである。

南北首脳会談終了直後の６月15日，中国外交部は会談を評価するとのコメント

を発表した。翌16日，北朝鮮人民武力相が訪中した。中国に対し，南北首脳会談

の報告を行ったものと思われる。これを受け，翌17日，江沢民は，金総書記と韓

国の金大中大統領に対し，会談成功を祝う書簡をそれぞれ送った。10月には江沢

民が北京で開かれた朝鮮労働党成立55周年祝賀宴会に出席し，北朝鮮との友好関

係重視の姿勢を示した。今後は，江沢民がいつ北朝鮮を訪問するのかに注目が集

まる。

2000年は朝鮮戦争勃発50周年にあたった。遅浩田党中央軍事委員会副主席兼国

防部長が，中国人民志願軍朝鮮戦争参戦50周年を記念する集会に参加するため，

10月22日から北朝鮮を訪問した。そして，遅副主席は集会で両国の友好協力関係

の発展を強調した。１日前の21日からオルブライト・アメリカ国務長官も平壌を

訪れており，遅副主席の訪朝はアメリカ主導の朝鮮半島の和平プロセスに対し，

中国の存在感をアピールする結果となった。

他方，韓国との関係では，朝鮮半島の和平プロセスではなく，貿易が大きな問

題となった。韓国政府は６月１日から1998年以降輸入が急増している中国産ニン

ニクに315％の輸入関税をかける輸入制限を実施した。これに対し，中国政府は韓

国製携帯用無線電話機とプラスチック原料のポリエチレンの輸入を中断するとい

う報復措置を取った。7月31日，韓国が2000年は中国産ニンニクを低関税で3.2

万㌧輸入し，今後２年間毎年5.25％ずつ輸入量を増やしていくことで両国は合意

した。

台湾総統選挙をめぐる中国の対応

2000年３月に行われた台湾総統選挙をめぐり，中国による選挙前の影響力の行

使と選挙後の対応が注目された。

２月21日，中国政府は�一つの中国の原則と台湾問題�と題する白書を発表し

た。白書は主に，台湾は中国の領土の不可分の一部であるとする�一つの中国�

の原則の歴史的正当性を再確認したものである。また長期的な交渉拒否には武力
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行使もあり得るとの見解は，海外で大きな反発を招いた。３月６日の�解放軍報�

は�台湾独立は戦争を意味する�と題する評論員論文を掲載し，同月15日には朱

鎔基自らが記者会見の席で強い口調で�誰が当選しようと，絶対台湾独立をさせ

ないし，いかなる形式の台湾独立も認めない�と述べた。選挙１カ月前になって，

中国が選挙干渉を強めた背景には，選挙戦が国民党主席の連戦と民進党主席の陳

水扁，無党派の宋楚 の三つどもえ状況の中，独立派と目される陳の当選を阻止

するための圧力行使であった点と，選挙後の交渉での主導権を確保しようという

意図があったと思われる。

３月18日の選挙では陳が当選した。これに対し，中国政府は同日，台湾の新た

な指導者の�言葉を聞き，行動を見る�とコメントし，陳の出方を窺う方針を示

した。同月21日には江沢民自らが，一つの中国の原則の下でなら，どんなことで

も話し合うことができると述べた。他方，次期副総統の呂秀蓮が４月２日に香港

のメディアに対し，台湾独立支持の発言を行ったことに対しては，同月８日から

積極的な批判キャンペーンを繰り広げた。５月20日，台湾総統の就任式が行われ

た。同日，中国共産党と中国政府は就任式直後に声明を発表し，陳が就任演説で

台湾が独立しないことについて条件を付けたこと，そして��未来の�一つの中国�

と言及したことに対し，�一つの中国の原則を受け入れることについて，回避，あ

いまいな態度をとった。彼の�善意，和解�は誠意に欠けている�と非難した。

新政権に対し頑なに�一つの中国�の原則の受け入れを迫るだけの中国は，選挙

後の数カ月間，新政権への対応に苦慮したように思われる。

６月21日，台湾の企業家団体と会談した銭其 副首相は�一つの中国，両岸関

係�という表現を使い，�一つ中国�に対し，これまでの�台湾は中国の一部であ

る�という解釈よりも柔軟な，大陸も台湾も一つの中国に属するという解釈を示

した。これにより，中国の対台湾政策は変化の兆しが見られた。その後７月に新

党と国民党，８月には親民党と台湾の野党代表団がそれぞれ中国を訪問した。ま

た９月には，台北市副市長が訪問した。そして，11月には呉伯雄国民党副主席が

訪中し，銭副首相と会談した。台湾の国内情勢も不安定であるため，陳水扁との

直接接触を避け，野党との間で，�一つの中国�という原則を確認しながら，交流

を深めていくという５年後の総統選挙までにらんだ長期的な戦略を打ち出したと

言える。
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日中関係

1998年の江沢民訪日以来のぎくしゃくした日中関係は，2000年も改善される見

通しが立っていない。

１月末に日中中間線付近で中国が海底油田試掘に成功，４月から７月までには

ノルウエー船籍の地質調査船をチャーターして中間線を越えて海底資源調査を行

うなど，中国の海洋調査船が日本の領海や日本側の排他的経済水域(EEZ)に無断で

侵入し，海洋調査を行っており，日本政府によれば，2000年上半期に10件，６月

だけで５件に及んだ。また，中国海軍の軍艦が５月末から６月にかけ，対馬から

津軽海峡を経て，房総沖などで調査活動と見られる行動をとった。この問題につ

いては，�産経新聞�が積極的に報道し，日本の他のメディアも追随し，日本国内

の反中国感情を高める結果となった。日本政府は８月下旬までに中国への特別円

借款172億円の実施決定を予定していた。しかし，こうした反中感情に加え，中国

の国防費が1998年以降二桁の増加を続けている現状からODAはもはや必要ない，

ODAが軍事力増強に使われている，円借款を受けながら中国は第三国への援助も

積極的に行っているといった中国に対する厳しい見方が強まり，８月24日の自民

党外交関係合同会議で決定が先送りされた。

８月29日から北京を訪れた河野外相は，唐部長との会談で，海洋調査船の活動

に対し強い懸念を表明し，中国海軍の艦船の行動については自制するよう強く求

め，対中ODAについては，国民の理解と支持が必要だとして，国防費の増加や第

三国への援助に関する情報公開を求めた。両者は海洋調査船の活動は相互に�事

前通報�することで合意した。しかし調査内容にまでは踏み込まれなかった。唐

部長は，中国の海軍艦艇活動については当面自制する方針を示唆した。また，国

防費の増加については国防白書を発表しており，第三国への援助については建国

以来の貧しい友人の間の協力であると答えるにとどまった。河野外相は日本の厳

しい対中感情を率直に伝えたが，個々の議論は必ずしもかみ合ったものにはなら

なかった。９月６日，国連ミレニアム・サミットを利用して日中首脳会談が開か

れ，日朝正常化に向けての日中両国の連携と日中関係の発展が確認され，７日の

自民党外交部会の了承を経て，10月６日に日本政府は特別円借款供与を正式に決

定した。

他方，中国側にはかなり積極的な対日関係改善の意図が見られた。江沢民は５

月20日，日中関係に関する重要演説を行い，歴史問題に一切触れることなく，両

国人民の相互理解と友好協力を発展させることを強調した。しかしこの日が台湾
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総統就任式と重なったことから，日本が台湾支持に傾かないよう中国側に取り込

む意図があったと見られたことや，海洋調査船問題などで中国への不信感が高ま

った時期であったことなどから，江沢民の重要講話は日本では大きな注目を集め

なかった。また対中ODAに対し，中国国内での宣伝が十分でないことや中国側か

ら感謝の意が十分伝えられていないことへの日本側の不満に配慮して，10月７日

には北京で日中経済協力20周年記念式典が開かれ，中国側が日本の対中ODAを評

価した。

10月12日から17日まで朱鎔基首相が訪日した。森首相との会談では，安全保障

分野での対話を強化することで一致し，両国艦艇の相互訪問の実現，情報技術分

野での協力などで合意した。朱首相は歴史問題，台湾問題への言及を極力避け，

テレビに出演し市民と直接対話するなど，ソフトなイメージ作りに努めた。

関係改善の動きに対しては，中国国内でも賛否両論が見られた。例えば，雑誌

�世界知識�(2000年第１期)に掲載された，日中友好関係の強化を唱えた 昭奎論文

をめぐっては，同誌上やインターネット・サイト上で�日本に媚びる外交�であ

るとする反論意見や賛成意見が飛び交った。また，日本周辺での一連の動きにつ

いては，朱首相が外交部と海洋調査船を管轄する国家海洋局，艦艇を保有する人

民解放軍との間の連絡不足が原因となっていることを明らかにした(�日本経済新聞�

同年９月７日)が，中国国内の部門利益が錯綜しており，その調整の難しいことを

窺わせた。

日中間の長い間の懸案事項のいくつかが解決に向かった。９月13日から黒龍江

省北安市で旧日本軍が中国に遺棄した毒ガスなど化学兵器の回収作業が始まった。

化学兵器禁止条約に基づき2007年までの処理義務を日本は負っているが，中国全

土に70万発が埋まっていると推定されており，道のりは長い。また，日本への中

国人団体観光客旅行が試験的に解禁され，９月13日に第１陣95人が成田に到着し

た。日本の旅行業界は大きな期待を寄せていたが，費用も高く，失踪者が出るこ

とを懸念して参加者は北京市，上海市，広東省の住民に限定され，かつ約５万元

の保証金が必要であり，失踪者が出た場合は旅行会社にもペナルティが課せられ

るなど，旅行者にとっても旅行会社にとっても決して魅力的ではないようだ。実

際に2000年末までに４人の失踪者が出ており，先行きは明るくない。11月29日に

は，秋田県花岡町の鉱山で1945年６月に過酷な労働に抵抗した中国人労働者が蜂

起して多数死亡した�花岡事件�裁判では，生存者と遺族計11人と鹿島組(現在の

鹿島)との間で，鹿島が５億円を提供して被害者救済の基金を設立することなどで
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和解した。当時の中国人労働者約1000人全員を一括救済することになり，戦後補

償訴訟では中国人を対象にした初の和解となった。

（佐々木）

2001年の課題

第16回党大会に向けての準備がすでに始まっており，2001年には政治的引き締

めがさらに強まるだろう。地方の基層幹部に対する�三つの代表�学習が始まり，

思想政治工作は深化し，言論統制も強まっていくだろう。また，法輪功に対して

は，これまで以上の取り締まりが予想される。しかし党への信頼感が回復しない

状況では，こうした引き締め強化に対する社会の反発が懸念される。

対外関係では，アメリカのブッシュ新政権との関係が注目される。クリントン

政権と違い，ブッシュ政権は中国に厳しい政策を取ってくると予想されているも

のの，両国とも現実的な関係構築を目指すと思われる。また，秋には上海でAPEC

首脳会議が予定されており，中国の大国としての存在感を示すには絶好の機会と

なるだろう。

2000年の景気回復には，公共投資の拡大や輸出の復調などの短期的要因が重要

な役割を果たした。だがこれらの要因はいずれも，中長期的な成長を支えうるも

のではない。中国が2001年以降成長を持続していくには，９億の農村人口を所得

水準の向上と新規需要の拡大の好循環に組み込んでいくことが必要である。その

ためには，膨大な農村余剰労働力を生産的に雇用する産業を見いだして発展させ

ていくことが，最も重要な課題になるだろう。

(佐々木：地域研究第１部)

(今井：地域研究第１部)
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重要日誌

１月４日 江沢民総書記の宣伝思想工作と精

神文明建設に対する重要コメントを公開。

６日 中国共産党中央委員会，江蘇省党委

員会書記に回良玉，安徽省党委書記に王太華，

四川省党委書記に周永康を決定。

７日 国務院新聞 公室，カルマパ17世の

中国出国を発表。

８日 黒龍江省人民代表大会，代理省長に

宋法棠を任命。

10日 青海省長に趙楽際が当選。

11日 全国宗教局長会議開催。朱鎔基首相

が重要演説。

12日 中央規律検査委員会第４回全体会議

開催(～14日)。江沢民が重要演説。

17日 パキスタンのムシャラフ陸軍参謀長

来訪。

�個人独資企業登記管理 法�公布，施

行。

18日 新華社，新華社香港，澳門各分社が

中央人民政府駐香港，駐マカオ各特別行政区

聯絡 公室と改称したことを公表。

19日 西部地区開発会議開催(～22日)。

22日 熊光楷人民解放軍副総参謀長，アメ

リカ訪問。駐ユーゴ中国大使館爆撃事件(1999

年５月)以降，初の軍事関係者の訪米。

24日 外交部，大阪で開かれた�南京大虐

殺検証�集会を批判。

27日 福建省長に習近平，重慶市長に包叙

定，四川省長に張中偉が当選。

28日 山西省長に劉振華，安徽省長に許仲

林が当選。

２月１日 江沢民，�教育問題に関する談話�

を発表。

２日 北朝鮮に食糧15万㌧，コークス40

万㌧を無償援助(�朝鮮中央通信�)。

15日 胡長清元江西省副省長に死刑判決。

20日 江沢民，広東省高州市指導幹部�三

の重視(三講)�教育会議での重要講話で，�三

つの代表(三個代表)�を発表。

21日 国務院新聞 公室，�一つの中国の原

則と台湾問題�と題する白書を発表。

22日 外交部，沖縄サミット不参加を発表。

26日 第２回日中韓環境相会合開催(～27

日)。

27日 黒龍江省長に宋法棠が当選。

日中新漁業協定合意文書調印。

３月１日 全人代，国土資源部長に田鳳山を

決定。

３日 中国人民政治協商会議第９期全国委

員会第３回会議開幕(～12日)。

５日 金正日朝鮮労働党総書記，駐平壌中

国大使館を訪問。

第９期全国人民代表大会第３回会議開幕

(～16日)。

15日 全人代，立法法採択。

18日 中央台湾工作 公室・国務院台湾事

務 公室，台湾総統選挙に関し声明を発表。

白南淳北朝鮮外相来訪(～22日)。

30日 ロシア，中央アジア３カ国国防相会

議開催。

４月１日 �個人存款帳戸実名制規定�施行。

４日 財政部，中央予算管理に組み込む行

政事業単位の資産整理を決定。

曾慶紅中央組織部長，日本訪問。

７日 中台 ・国台 ，呂秀蓮台湾副総統

予定者の�台湾独立�発言に対し談話を発表。

10日 外交部，ユーゴ大使館爆撃事件(2000

年５月)に関するアメリカの調査結果を非難。

11日 李嵐清副総理，南米・欧州４カ国を

訪問(～21日)。

12日 江沢民，イスラエル，パレスチナ，

トルコ，ギリシャ，南アフリカ共和国訪問(～

中 国 2000年
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28日)。

国家発展計画委員会・中国人民銀行，�外

債発行管理をさらに強化することに関する意

見�を発表。

13日 日本製と韓国製のステンレス冷延薄

板鋼板に反ダンピング臨時措置を実施。

14日 中共中央・国務院，農村の税費用改

革を試験的に実施することを発表。

20日 成克 全人代常務委員会副委員長，

前広西チワン族自治区主席の党籍剝奪。８月

22日に死刑判決確定。

５月１日 �人民幣管理条例�施行。

７日 国家経済貿易委員会，�2000年国有大

中型赤字企業の困難脱出工作指導意見�を発

表。

８日 江沢民，江蘇・浙江・上海視察で，

党建設に関する重要演説。

李瑞環政協主席，アメリカ大陸４カ国を

訪問(～21日)。

10日 唐家 外交部部長，日本訪問(～13

日)。

李福祥国家外為管理局長自殺。

18日 �人民日報�，鄭必堅��三つの代表�

の重要論述と21世紀に直面する中国共産党�

と題する論文を掲載。

19日 EUとのWTO加盟交渉が合意。

20日 中台 ・国台 ，当面の両岸関係問

題に関する声明発表。

江沢民，日中関係に関する重要講話を発

表。

24日 アメリカ下院，�対中国最恵国待遇

(MFN)恒久化�法案を可決。

28日 江沢民，クリントン・アメリカ大統

領と電話会談。

インド大統領来訪(～６月３日)。

29日 金正日朝鮮労働党総書記来訪(～31

日)。

トヨタ自動車，天津での乗用車合弁生産

事業の正式認可取得。

６月１日 邦銀６行，大連国際信託投資公司

向け債権の４割放棄を表明。

５日 中共中央，�21世紀に向かい，党校工

作を強化し，改進することに関する決定�を

発表。

７日 対外貿易経済合作部，韓国のニンニ

ク輸入制限措置を非難。７月31日，中韓ニン

ニク貿易協議締結。

８日 江沢民，プーチン・ロシア大統領と

電話会談。

９日 江沢民，全国党校工作会議で，幹部

登用に関する重要講話を発表。

11日 李鵬全人代常務委員会委員長，ユー

ゴスラビア，スロベニア，クロアチア，スロ

バキア，アゼルバイジャン，ウクライナを訪

問(～26日)。

12日 雲布龍内蒙古自治区主席，事故死。

国内大手カラーテレビメーカー９社が価

格カルテルを締結。

15日 農業部など７部，郷鎮企業に対する

無秩序な費用徴収，罰則等の管理に関する決

定を発表。

16日 金一哲北朝鮮人民武力相来訪(～17

日)。

17日 江沢民，南北朝鮮首脳に南北首脳会

談成功を祝う書簡を送付。

19日 第７回日中安保対話開催。

日本の統合幕僚会議議長来訪。

20日 ベトナムに5500万㌦の資金援助を決

定(�日本経済新聞�)。

21日 上将に16人が昇進。

22日 オルブライト・アメリカ国務長官来

訪。

ハタミ・イラン大統領来訪(～26日)。

国務院新聞 公室，�チベット文化的発
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展�と題する白書を発表。

�中西部地区外商投資優勢産業目録�を

発表。

24日 全国政協，アギャ常務委員を解任。

27日 朱鎔基，ブルガリア，スペイン，ド

イツ，ルクセンブルグ，イタリア，ベルギー

を訪問(～７月13日)。

中央思想政治工作会議開催(～29日)。建

国以来初。

30日 中共中央，河北省党委書記に王旭東

を決定。

７月２日 江沢民，バラク・イスラエル首相

と電話会談。

３日 江沢民，タジキスタン，トルクメニ

スタン訪問(～７日)。ロシア・中央アジア３

カ国との首脳会談に出席。

４日 中共中央・国務院，�小都市の健全発

展を促進することに関する若干の意見�を発

表。

11日 コーエン・アメリカ国防長官来訪(～

15日)。

12日 イスラエル，AWACS(空中警戒管制

機)の中国への売却を断念(�東京新聞�)。

13日 国計委，西部から東部へのガス輸送

プロジェクトを全面的に対外開放すると発表。

16日 胡錦涛国家副主席，アジア・欧米５

カ国を訪問(～30日)。

17日 プーチン・ロシア大統領来訪(～19

日)。ABM問題に関する共同声明を発表。

19日 戴相龍中国人民銀行長，金融改革に

関する重要方針を発表。

26日 江沢民，プーチン・ロシア大統領と

電話会談。

27日 国家統計局，国内で社会調査ができ

る機関を国家が認可した国内29社に限定する

と発表。

29日 日中外相会談開催。

８月13日 中央組織部・人事部，�事業単位人

事制度改革の推進を加速させることに関する

意見�を発表。

20日 中央 公庁，�幹部人事制度改革深化

綱要�を発表。

23日 内蒙古自治区代理主席に鳥雲其木格

を決定。

27日 江沢民，東北三省党建設・第10次五

カ年計画期間経済社会発展座談会で重要講話。

28日 河野外相来訪(～31日)。日本の排他

的経済水域での海洋調査船活動の事前通報と

首脳ホットライン開設で合意。

李鵬，アメリカ，アイスランド，リトア

ニア，エストニア，ラトビア，ロシアを訪問

(～９月19日)。国連ミレニアム議長大会に参

加。

29日 国務院 公庁・国計委，�国家重大建

設プロジェクト査察方法�を発表。

９月１日 外交部，アメリカ大統領のNMD配

備延期決定を評価。

３日 白秀雄台北市副市長来訪。

４日 江沢民，アメリカ訪問(～９日)。国

連ミレニアムサミットに出席。

６日 日中首脳会談開催。

７日 経貿委，�中小企業の発展を奨励し，

促進することに関する若干の政策意見�を発

表。

８日 米中首脳会談開催。

新疆ウイグル自治区ウルムチ市郊外でト

ラックが爆発。60人が死亡，173人が重軽傷。

13日 厦門特大密輸事件に関する裁判開始。

中国人の団体観光旅行第１陣訪日。

日中外相会談開催。

日本政府による旧日本軍の遺棄化学兵器

回収作業が黒龍江省北安市で開始。

19日 国家体育総局，�健身気功管理暫定

法�を発表。
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アメリカ上院，�対中国MFN恒久化�法

案を可決。

21日 外貨貸出金などの金利が一部自由化。

22日 国計委・経貿委，�当面国家が重点的

に鼓励する産業，製品及び技術目録(2000年改

定)�を発表。

25日 カイ・ベトナム首相来訪(～28日)。

28日 中規委，指導幹部の配偶者，子女の

経済活動範囲に関する規定を発表。

10月６日 日本政府，特別円借款172億円供与

を決定。

８日 日中経済協力20周年招待会開催。

９日 中共中央第５回全体会議開催(～11

日)。第10次五カ年計画に関する建議を採択。

10日 中国・アフリカ合作フォーラム閣僚

級会議開催。

住友銀行など社債管理会社，海南省国際

信託投資公司(海南ITIC)の円建て外債に対

し，債務不履行を宣言(�日本経済新聞�)。

11日 江沢民�党の作風を改善することに

ついて�と題する講話を発表。

中規委，徐鵬航国防科学技術委員会副主

任の解任，２年間の観察処分を決定。

12日 朱鎔基，日本，韓国を訪問。ASEM

に出席(～22日)。

13日 中国作家協会，高行健のノーベル文

学賞受賞を非難。

人民解放軍，三軍１万人以上が参加する

過去最大の軍事演習を実施(�東京新聞�)。

16日 中共中央，河南省党委書記に陳奎元，

チベット自治区党委書記に郭金龍を決定。

国務院新聞 公室，�2000年中国的国防�

と題する白書を発表。

20日 中国西部フォーラム開催(～22日)。

22日 遅浩田中央軍事委員会副主席・国防

部長，北朝鮮訪問(～27日)。

23日 シラク・フランス大統領来訪。

25日 中国人民志願軍抗米援朝出国作戦50

周年大会開催。

27日 �国有大中型企業が現代企業制度を

打ち立て，管理を強化することに関する基本

規範(試行)�案を発表。

11月１日 第５次全国人口センサス実施。

10日 �金融資産管理条例�公布，施行。

11日 江沢民，ラオス，カンボジア，ブル

ネイを訪問(～18日)。APEC非公式首脳会議

に出席。

14日 深�経済特区成立20周年慶祝大会開

催。

16日 米中首脳会談。

23日 朱鎔基，ASEAN＋日韓中首脳会議

出席のためシンガポールを訪問(～26日)。

銭其 副首相，呉伯雄台湾国民党副主席

と会談。

28日 中央経済工作会議開催(～30日)。

29日 花岡事件和解成立。

12月３日 全国農村�三個代表�重要思想学

習工作会議開催。県レベル以下での学習工作

を開始。

４日 全国統一戦線工作会議開催(～６日)。

11日 全国経貿工作会議開催。国有企業改

革３年目標の達成を宣言。

16日 全国�三講�教育工作総括会議開催

(～17日)。

18日 日本製と韓国製のステンレス冷延薄

板鋼板にダンピング認定。関税率は最高58％。

25日 ルオン・ベトナム国家主席来訪(～28

日)。トンキン湾の領海確定協定に調印。

中規委第５回全体会議開催(～27日)。

27日 �中国人民解放軍装備条例�公布。

国務院，�西部大開発実施の若干の政策措

置に関する通知�を発表。

28日 全人代，司法部長に張福森，人事部

長に張学忠を決定。

29日 対外貿易経済合作部，�対台湾地区貿

易管理 法�を公布。
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国家機構図

中国共産党・国家指導者名簿

参�資料

①

②

１．中国共産党第15期中央委員会

中央委員会総書紀 江沢民

政治局常務委員 江沢民 李 鵬 朱鎔基

李瑞環 胡錦涛 尉健行

李嵐清

政治局委員 丁関根 田紀雲 李長春

李鉄映 呉邦国 呉官正

遅浩田 張万年 羅 幹

姜春雲 慶林 銭其

黄 菊 温家宝 謝 非(死亡)

政治局候補委員 曾慶紅 呉 儀

中央書紀処書紀 胡錦涛 尉健行 丁関根

張万年 羅 幹 温家宝

曾慶紅

中央規律検査委員会

書 紀 尉健行

副書紀 韓 濱 曹慶澤 何 勇

周子玉 夏 忠 劉麗英

中央軍事委員会

主 席 江沢民

副主席 張万年 遅浩田 胡錦涛

委 員 傳全有 于永波 王 克

王瑞林 郭伯雄 徐才厚

中央組織部長 曾慶紅

中 国 2000年

海軍・空軍
・第二砲兵

大軍区司令部

人民政治
協商会議
各級委員会

全国人民代表大会 国家主席 人民政治
協商会議
全国委員会

各 級
人民検察院

最 高
人民検察院

各局・庁
・委員会

各 級
人民政府

各 級
党委員会

各 級
人民法院

最 高
人民法院

各 級
人民代表
大 会

人民解放軍

各部・
委員会

国務院
中央委員会 国 家

中央軍事
委 員 会

党
中央軍事
委 員 会

中 央
規律検査
委 員 会

中国共産党
全国代表大会
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中 国

中央宣伝部長 丁関根

中央統一戦線工作部長 王兆国

中央対外連絡部長 戴 国

２．国家最高機関

国家主席 江沢民

国家副主席 胡錦涛

全国人民代表大会常務委員会委員長 李 鵬

中国人民政治協商会議主席 李瑞環

国務院総理 朱鎔基

国家中央軍事委員会主席 江沢民

最高人民法院院長 蕭 揚

最高人民検察院検察長 韓 濱

３．軍首脳

総参謀長 傳全有

総政治部主任 于永波

総後勤部長 王 克

総装備部長 曹剛川

海軍司令員 石雲生

空軍司令員 劉順堯

第二砲兵司令員 楊国梁

４．国務院閣僚名簿

総理 朱鎔基

副総理 李嵐清 銭其 呉邦国 温家宝

国務委員 遅浩田 羅幹 呉儀 イスマイル

・アマット 王忠禹（兼国務院秘書

長）

外交部部長 唐家

国防部部長 遅浩田

国家発展計画委員会主任 曽培炎

国家経済貿易委員会主任 盛華仁

教員部部長 陳至立

科学技術部部長 朱麗蘭

国家科学技術工業委員会主任 劉積斌

国家民族事務委員会主任 李徳洙

公安部部長 春旺

国家安全部部長 許永躍

監察部部長 何 勇

民政部部長 ドジュツリン

司法部部長 張福森

財政部部長 項懐誠

人事部部長 張学忠

労働社会保障部部長 張左己

国土資源部部長 田鳳山

建設部部長 兪正声

鉄道部部長 傳志

交通部部長 黄鎮東

情報産業部部長 呉基傳

水利部部長 汪恕誠

農業部部長 陳耀邦

対外貿易経済合作部部長 石広生

文化部部長 孫家正

衛生部部長 張文康

国家計画生育委員会主任 張維慶

中国人民銀行行長 戴相竜

審計署審計長 李金華
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各省，市，自治区首脳名簿

人代常務
委員会主任

省 長
市 長
主 席

党委員会
書 記

省・市・
自治区

人代常務
委員会主任

省 長
市 長
主 席

党委員会
書 記

関広富蔣祝平志傑湖 北張健民劉慶林

楊正午儲 波楊正午湖 南張立昌李盛霖張立昌

朱森林盧瑞華李長春広 東程維高紐茂生王旭東

趙富林李兆曹伯純広 西盧功勲劉振華田成平

劉方仁銭運録劉方仁貴 州徐有芳宋法棠徐有芳

謝世傑張中偉周永康四 川王雲坤洪 虎王雲坤

王雲龍包叙定賀国強重 慶王懐遠張国光聞世震

杜青林江嘯風杜青林海 南劉明祖烏雲其木格劉明祖

盧克倹宋照粛孫 英甘孟富林許仲林王太華

李建国程安東李建国西李沢民柴松岳張徳江

熱 地列 確郭金龍チ ベ ッ ト陳煥友李允石回良玉

尹 俊李嘉延令狐安雲 南陳鉄迪徐匡迪黄 菊

任克礼陳奎元馬忠臣

ハムディ･ニヤツアブレト・
アブドルシット王楽泉新 疆趙志浩李春亭呉官正

毛如柏馬啓智毛如柏寧 夏舒恵国舒聖佑舒恵国

白恩培趙楽際白恩培青 海袁啓習近平陳明義福 建

江 西

山 東

河 南

上 海

江 蘇

浙 江

安 徽

内モンゴル

遼 寧

吉 林

黒 龍 江

山 西

河 北

天 津

北 京

省・市・
自治区

③ （2000年末現在）
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2000年 参�資料

４ 産業別国内総生産成長率

３ 生産別国内総生産

２ 国内総支出

１ 基礎指標

主要統計

…6.16.77.78.49.311.4１人当り国内総生産

…7.17.88.69.89.012.6国 民 総 生 産

8.07.17.88.69.610.512.6国 内 総 生 産

7.87.58.39.17.98.49.6第 ３ 次 産 業

9.68.18.910.512.113.918.4第 ２ 次 産 業

2.42.83.53.55.15.04.0第 １ 次 産 業

2000(速報値)199919981997199619951994

7,0636,5346,3076,0535,5764,8543,929１人当りＧＤＰ(元)
46,25150,83951,23049,41750,45446,66244,510食糧�生産量(万トン)

…80,422.876,967.173,142.763,850.357,494.946,670.0国 民 総 生 産

89,40481,910.978,345.274,462.667,884.658,478.146,759.4国 内 総 生 産

…27,035.825,173.523,028.720,427.517,947.214,930.0第 ３ 次 産 業

…40,417.938,619.337,222.733,612.928,537.922,372.2第 ２ 次 産 業

…14,457.214,552.414,221.213,884.211,993.09,457.2第 １ 次 産 業

2000(速報値)199919981997199619951994

82,429.779,003.374,894.269,330.458,510.5国 内 総 支 出 額

2,248.83,051.52,857.21,459.3998.5財･サービス純輸出額

30,496.329,545.928,457.626,876.223,877.0資 本 形 成 総 額

10,286.09,484.88,724.87,851.66,690.5政 府 消 費

39,398.636,921.134,854.632,152.326,944.5民 間 消 費

49,684.646,405.943,579.440,003.933,635.0最 終 消 費

19991998199719961995

8.27848.27838.27798.28908.35078.35078.6187為替レート(1ドル=元�平�)
3.13.13.13.12.92.92.8都市部失業率(％)
0.4－1.4－0.82.88.317.124.1消費者物価上昇率(％)

71,15070,58669,95769,60068,85067,94767,199就 業 人 口(万人)
126,583125,909124,810123,626122,389121,121119,850人 口(万人)
2000199919981997199619951994

(注) ＊穀物・豆類・イモ類。
(出所)�中国統計年鑑 2000�国家統計局発表による。

(出所) 表３に同じ。

(出所)�中国統計年鑑 2000�。

(出所)�中国統計年鑑 2000�；ChinaMonthlyStatistics，2000-12；国家統計局発表による。

(％)

(単位：億元)

(単位：億元)

(名目価格)

(名目価格)

中 国 2000年
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2001

China

2001年の中国

国内政治

経　　済

対外関係

重要日誌

参考資料

主要統計

Yearbook of Asian Affairs:
2000 - 2009

６ 国際収支

７ 国家財政

５ 国・地域別貿易

1999
362.06

1,947.16
－1,585.10
－75.09
－179.73
49.43
156.67
76.42
－0.26
76.68
369.78
－17.74
387.52

－112.34
－105.35
－6.99

－180.77
－244.00
63.19

－148.04
－85.05n.a.－357.24準 備 資 産

－12.83－169.52誤 差 脱 漏
－0.6484.30負 債
－121.76339.29資 産
6.38－254.98そ の 他 投 資

－350.4177.03負 債
－38.308.99資 産
－37.3368.04証 券 投 資
437.52422.36流 入
－26.34－25.62流 出
411.18416.74直 接 投 資
－62.75229.79金 融 収 支
－0.47－0.21資 本 収 支
－63.21229.59資 本 ･金 融 収 支
293.24297.17経 常 収 支
42.7851.43移 転 収 支

－166.44－159.22所 得 収 支
－49.25－57.25貿 易 外 収 支

－1,369.16－1,364.48輸 入
1,835.291,826.70輸 出
466.14462.22貿 易 収 支
19981997

(出所)�中国統計年鑑 1999�，�中国統計年鑑 2000�。

(単位：億ドル)

n.a.n.a.82.1664.79119.5138.90146.68海 外 借 り 入 れ
n.a.3,702.133,228.772,412.031,847.771,510.861,028.57国内公債･国債

4,180.103,715.033,310.932,476.821,967.281,549.761,175.25債 務 収 入
-2,499.33-1,743.59-922.23-582.42-529.6-581.5-574.5財 政 収 支
15,879.4413,187.6710,798.189,233.567,937.66,823.75,792.6財 政 支 出
13,380.1111,444.089,875.958,651.147,408.06,242.25,218.1財 政 収 入
2000199919981997199619951994

2,250.972,492.121,657.181,949.311,401.701,837.60合 計
818.54773.29522.02581.76418.30540.76そ の 他
57.6922.3342.2314.9736.4118.40ロ シ ア
104.0992.7883.3677.7869.9473.54ド イ ツ
50.6057.6140.6145.0242.2439.30シ ン ガ ポ ー ル
232.07112.93172.2878.08149.9562.69韓 国
254.9450.40195.2839.50166.3038.70台 湾
94.29445.2068.92368.9166.58387.53香 港
415.12416.54337.98323.99282.07296.92日 本
223.63521.04194.80419.46169.61379.76ア メ リ カ
輸入輸出輸入輸出輸入輸出

200019991998
(単位：億ドル)

(単位：億元)

(出所)�中国統計年鑑 2000�，2000年は全人代での財政報告による。

(出所) 1999年までは�中国統計年鑑 2000�，2000年は海関総署。
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中 国
中華人民共和国

面 積 万万万

人 口 億億億 万人（万万 年末）年年

首 都 北京

言 語 漢語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

宗 教 道教，仏教，イスラーム教，キリスト教

政 体 社会主義共和制

元 首 江沢民国家主席

通 貨 元（ 米ドル米 元元元， 年末現在年年 ，売渡

しと買入れの中値。対日は 年末で年年 元元

円）円円

会計年度 暦年に同じ



世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年

佐佐々々々々木木木木智智智智弘弘弘弘弘・大・大 原原原 盛盛盛 樹樹

年夏季オリンピックの北京開催決定，上海での年 APEC非公式首脳会議開

催，WTO（世界貿易機関）への加盟承認など， 年の中国は国際社会における年

存在感をアピールするのに絶好の機会が目白押しで，大きな自信を得た 年だっ

た。

この勢いを受け，国内政治では江沢民党総書記が 三つの代表三 思想の党幹部

へのさらなる浸透を図った。また中国共産党は創立 周年を迎え，私営企業家な周周

ど新しい階級を入党させるという方針を打ち出した。しかし，高級幹部の腐敗に

ついては，取り締まりは進むが，減る気配はなく，打つ手がないのが現状だ。さ

らに，アメリカのテロ事件を口実に，少数民族の分離独立派の摘発が強化された。

経済でも世界の注目を一身に集めた 年だった。世界各地で不況色が濃くなる

なか，年途中から失速気味になりながらも旺盛な投資に牽引されて ％の成長％

を達成した。輸出は増加率が 年より大幅に減少したが，それでも年 ％の伸％

びを見せた。WTOに正式加盟したことで法整備が進むなど市場化が一層進展し，

ビジネスチャンスを期待して国内外からの投資が急増した。特に IT，エレクト

ロニクス産業を中心に，中国は東アジアの域内分業再編の中心的舞台となった。

一方で， 年から始まった第年 次次次 カ年計画が 戦略的な構造調整戦 を中心課

題としているように，国際競争の激化や国有企業改革の一層の進展により失業率

が増加するなど，国内的な課題の重さも明確になった。

外交面では，米軍偵察機事故でアメリカのブッシュ政権との関係はスタートで

つまずいたが，反テロで協調関係が強まった。しかし，アメリカのミサイル防衛

構想に対してはロシアとともに一貫して反対した。日中関係では，教科書，首相

靖国参拝などの問題が発生したが，中国は抑制的に対応した。 上海協力機構上

の設立，ASEANとの自由貿易協定に関する協議開始は地域統合への積極的な姿

勢を示した。

概 況

年の中国年

新たな方向性を示した 七一講話七

年は，翌年 年秋に開催予定の第年 回党大会の準備期間にすでに入ってお回

り，国内政治は共産党支配の安定に重点が置かれた。そのカギは 年年 月に提

起された 三つの代表三 思想の党幹部への浸透にあった。この 三つの代表三 思

想とは， 先進的な生産力の発展要求，先 先進的な文化の前進方向，先 最も広範な

人民の根本利益，を共産党が代表するという考え方（本年報 年版参照）年 である。

党中央弁公庁は 月 日， 農村で農 三つの代表三 重要思想の学習教育活動を

展開することに関する意見 を発表し，今後 年間の 三つの代表三 思想の学習

教育活動の重点が郷・鎮と県（市）クラスの機関であるとして， 年冬から春に年

かけてまずこのクラスで展開し，徐々に村クラスの指導部と機関の出先に拡大す

ることを決定した。 三つの代表三 思想を基層レベルに定着させる試みである。

こうした学習教育活動を通じて， 江沢民同志の江 三つの代表三 重要思想 とい

う呼び名も定着してきている。第 回党大会以降も政治的影響力を維持したい江回

沢民の権威づけが着々と進んでいると言える。

月 日，中国共産党は創立 周年を迎えた。記念大会では江沢民が講話周 （七

一講話）を行った。この講話では， 年間の共産党の成果が謳われ，年 三つの代三

表 思想の内容が詳しく述べられた。しかし，この演説のポイントは 新たな歴新

国 内 政 治

年の中国

史条件の下で，どのような党を建

設し，どのように党を建設する

か という党建設に関する新たな

方向性を示した点にあった。 経経

済発展と社会進歩の実際に基づい

て，絶えず党の階級基礎を強化し

党の大衆基礎を拡大し，党の社会

的影響力を高め るために，改

革・開放以降新たに現れた 民営民

科学技術企業の創業者や技術者，

外資系企業に招聘された管理・技

術者，個人業者，私営企業家，仲

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません
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介組織従業員，自由業者などの社会階層 の広範な人々を， 誠実な労働と仕事誠

を通じ，また合法的経営を通じ，社会主義社会の生産力とその他の事業を発展さ

せるため貢献し，……彼らも中国の特色ある社会主義事業の建設者である と位

置づけた。そして 労働者，農民，知識人，軍人，幹部の党員は党の隊列の最も労

基本的な構成部分であり，中核勢力である。同時に党の綱領と規約を受け入れ，

党の路線と綱領のため自覚して奮闘し，長期の試練に耐え，党員としての条件に

かなった社会のその他方面の優秀な者も党内に入れるべきで あるとした。これ

は，新たな社会階層の入党を認める方針を示した点で画期的なものであった。

とりわけ注目すべきは私営企業家の入党を認めた点であった。共産党はいわゆ

る 六・四天安門事件六 の直後の 年年 月，私営企業家の入党を禁止する通知

を発表している。現在入党している私営企業家数に関するデータを筆者は持ち合

わせていないが，もともと党員である労働者や農民，幹部などが私営企業家にな

っているケースが多い。しかし，私営企業は年 ％以上の発展を見せており，％

年の私営企業の年 GDP は全国のそれの ％を占めるに至った。また毎年％

万人もの雇用を創出し，全国の商工業企業からの納税額の ％近くを担っており，％

私営企業の経済的プレゼンスは年々高まっており，私営企業家は今や無視できな

い存在となっている。

しかし，この方針転換に対しては党内で異論も出た。保守系の雑誌と見られる

真理の追求真 や 中流中 には，前年 年から私営企業の入党に反対する論文年

が掲載された。例えば， 真理の追求真 月号に掲載された黄如桐論文は，私営

企業家の入党に積極的な中央党校の李君如副校長を名指しで批判した。また同誌

月号に掲載された吉林省党委員会副書記の林炎志の論文は，私営企業家を資

本家と位置づけ，その本性は搾取であり，資本家を入党させるならば，党名と党

章，党の綱領を全て変えてしまわなければならないとして，私営企業家の入党に

強く反対した。 月 日から日 日まで胡錦涛党中央政治局常務委員が吉林省を視日

察し，七一講話の学習を強調したことは，林論文と無関係ではないだろう。 真真

理の追求 は，同年 月号をもって停刊となった。私営企業家の共産党への吸収

という方針は，共産党の支持基盤強化のためであり，また彼らを反共産党勢力に

しないためでもあり避けられない選択である。そして，共産党が 階級政党階 か

ら 国民政党国 へ脱皮しようとするへ 理論的突破理 の第一歩と位置づけることが

できる。

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

絶えない高級幹部の腐敗

七一講話は マルクス主義執政党の最大の危機は，大衆から遊離することだマ

と指摘しているが，大衆が党に対し最も不満を感じている党幹部の腐敗は相変わ

らず深刻である。 月に開かれた第 期全国人民代表大会における最高人民検察期

院活動報告によれば， 年に立件された汚職・腐敗は年 万 件と件件 年に比年

べ ％増加し，また％ 万元を超える事件が万 件に上り高額化の傾向が見ら件

れる。これは取り締まりが厳しくなったことを示しているが，一向に汚職が減ら

ないことをも示している。

当局の措置も依然として高級幹部の腐敗摘発による見せしめに頼るしかない。

月 日，広西チワン族自治区政治協商会議副主席の党籍・公職はく奪が決定さ日

れた。 月 日にアモイ特大密輸事件日 （本年報 年版参照）年 の第 陣判決が行わ

れ，被告 人のうち，人 人が死刑， 人が無期懲役の判決を受けた。またこの

事件に関連して密輸犯から巨額のわいろを受け取った李紀周公安部副部長兼全国

密輸取締指導小組元副組長が 日，党籍・公職を剥奪され，日 月月 日，死刑日 （執

行猶予 年）の判決を受けた。

月の党中央委員会第 回全体会議では，元福建省党委副書記・元アモイ市党

委書記の石兆彬と 月 日に辞任した雲南省の李嘉廷前省長に対する審査報告が

行われた。石については燕新元福建省石油公司社長ら 人から，合計 万万 元元

相当の賄賂を受け取ったこと， 回にわたり法執行部門のアモイ特大密輸事件の

調査に介入し，案件の徹底的な処理をできなくしたことなどが，また李について

は鄒某ら 人から合計 万元の賄賂を受け取ったこと，職権を利用して，他人万

のために利益をはかり，李の子供は相手から合計 万元相当の金品を受け取っ万

たことなどが報告された。

月には党中央規律検査委員会と監察部が 各級指導幹部の現金，有価証券，各

支払指示書授受に対する処分規定 をまとめるなど当局も対策を採っているが対

症療法にすぎず，汚職が発生しないシステム作りまでには至っていない。

活発に行われている人事

地方人事，中央部・委員会（中央省庁に相当）人事も活発に行われた（表 ）。省

レベルでは， 人の省長・自治区の党委員会書記， 人の省長， 人の市長が交

代した。汚職事件の引責辞任である雲南省や省長から党委書記への横滑り以外は

歳以上での辞任がほとんどである。新任者も雲南省，湖北省以外の多くは歳 歳歳

年の中国1
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代である。また，中央部・委員会のトップも 人の部長， 人の主任が交代し，

兪正声を除く 人は 歳以上である。第歳 回党大会を控え，幹部の若返りが進ん回

でおり，省レベルや中央部・委員会のトップが年齢により辞任するというパター

ンが定着してきているように思われる。しかし，これらからは第 回党大会での回

中央指導部の人事は見えていない。この時期に抜擢された地方指導者は年齢から

見て，さらに 年後の第 回党大会以降，中央指導部に抜擢される可能性がある回

にすぎない。

政府機構改革と行政審査・認可制度改革の進展

市場経済化を進めるうえで政府（国務院）と企業の役割を分離するために，

年 月から始まった政府機構改革が 年を経た。朱鎔基総理は 月の全人代にお

いて，国務院の機関幹部を 万 人から人 万 人余りに減らし，各省，自治人

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

表 年の主な地方と中央部・委員会の人事

役 職 場 所 前任者（年齢） 新任者（年齢と主な前職）

書 記
書 記
書 記
書 記
書 記
書 記
書 記
書 記
書 記
省 長
省 長
省 長
省 長
省 長
省 長
省 長
省 長
市 長

甘粛省
貴州省
湖北省
江西省

内モンゴル自治区
海南省
雲南省
青海省
湖北省
甘粛省
貴州省
遼寧省
湖北省
江西省
雲南省
湖南省
山東省
上海市

孫英 （ ））
劉方仁（ ））
賈志傑（ ））
舒恵国（ ））
劉明祖（ ））
杜青林（ ））
令狐安（ ））
白恩培（ ））
蒋祝平（ ））
宋照粛（ ））
銭運録（ ））
張国光（ ））
蒋祝平（ ））
舒聖佑（ ））
李嘉廷（ ））
儲波 （ ））
李春亭（ ））
徐匡迪（ ））

宋照粛（ 同省長）同
銭運録（ 同省長）同
蒋祝平（ 同省長）同
孟建柱（ 上海市党委副書記）上上
儲波 （ 湖南省長）湖湖
白克明（ 人民日報社長）人人
白恩培（ 青海省党委書記）青青
蘇栄 （ 吉林省党委副書記）吉吉
兪正声（ 建設部長）建建
陸浩 （ 同省党委副書記）同
石秀詩（ 同省党委副書記）同
薄煕来（ 同省大連市党委書記）同
張国光（ 遼寧省長）遼遼
黄智権（ 同省党委副書記）同
徐栄凱（不明国務院副秘書長）
張雲川（ 新疆ウイグル党委副書記）新新
張高麗（ 広東省深広広 市党委書記）市
陳良宇（ 同市副市長）同

国家経済貿易委員会主任
科学技術部長
農業部長
建設部長

盛華仁（ ））
朱麗蘭（ ））
陳耀邦（ ））
兪正声（ ））

李栄融（ 同委副主任）同
徐冠華（ 同部副部長）同
杜青林（ 海南省党委書記）海海
汪光 （不明北京市副市長）

場 所

（注） 省長，市長の就任は代理省長，代理市長になった時を指す。省 年齢は，前任者の場年
合離任時，新任者の場合着任時。

区，直轄市の政府機関も同様の割合で人員を削減し，その結果政府の効率が高ま

り，職務を転換するうえで大きな利点があり，政府の事務能率が大きく高まった

と評価した。これに先立つ 月 日に開かれた全国市県郷機構改革会議では，

年には改革を全国の市県郷レベルに拡大し，それらの機関人員を年 ％削減し，％

特に郷鎮の機構改革に力を入れ，郷鎮の機構設置を一段と規範化し，機構と人員

を削減し，過剰人員と臨時招聘人員を整理し，人件費を圧縮する方針を打ち出した。

これまでのところ政府機構改革は一定の成果を収めている。しかし，国務院レ

ベルの改革では，人員削減により一時的に大学院に進学させていた多くの人たち

が卒業の時期を迎え，再び元の機関に就職しているケースが見られるなど人員削

減は徹底していない。人員削減は再就職問題と表裏一体であり，社会保障制度や

戸籍制度の改革，私営企業奨励といった周辺部分の改革が同時に進まなければな

らないが，まだ途上である。

WTO加盟に伴い，国際基準に合わない渉外体制，法規，政策の調整が必要な

ことから，政府の行政審査・認可を整理し，大幅に減らすことが求められている。

例えば，国家経済貿易委員会は 年の年初より技術改造プロジェクトの審査段年

階を 段階から段 段階に削減し，最終的には届出制度を推進していくことを明ら段

かにしている。地方政府では，例えば浙江省では あった審査・認可事項のうあ

ち （ ％）％ が廃止，または下級政府への権限委譲などにより削減された。ま

た広東省でも の審査・認可事項のうちの （ ％）％ が廃止された。 月月 日，日

行政審査・許可制度に関するテレビ電話会議が開かれ， 各地域，各省庁が政治各

的，大局的見地から，行政審査・認可制度改革の重要性と緊急性を十分に認識し，

この改革を加速し，成果をあげる ことが確認された。政府機構改革と行政審

査・認可制度改革の成否は郷鎮レベルの政府での出来にかかっている。上級政府

の行政審査・認可の削減では，下級政府に権限が委譲されているケースが多く見

られる。しかし，それは郷鎮政府の業務負担増加を意味しており，それに伴い人

員削減は難しいのが現状だ。

アメリカ同時多発テロ事件と国内少数民族

月 日に発生したアメリカ同時多発テロ事件は中国当局に，長年にわたり新日

疆ウイグル自治区におけるイスラーム系少数民族であるウイグル族の一部が続け

る中国からの分離・独立を目指す 東トルクメスタン東 運動を取り締まる絶好の

機会となった。アフガニスタン内でビン・ラーディンによる軍事訓練を受けたウ

年の中国1
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イグル分離独立派の数は 人を超えると言われており人 （ 三聯生活周刊三 年年

月月 日）， 月月 日の中ロ首脳会談で両首脳はチェチェンのイスラム武装勢力日

と 東トルクメスタン東 運動をテロと位置づけた。 月月 日，新疆ウイグル自治日

区党委書記は 重点取り締まりの度合いを強め，今後も民族分裂勢力やテロリズ重

ム勢力に対して，高圧的な姿勢をとっていく と言及し，反テロキャンペーンを

開始した。 月月 日から日 日まで全国宗教工作会議が日 年ぶりに開かれた。江沢年

民はこの会議で 当面の国内外の情勢下で，党の宗教工作に対する指導，政府の当

宗教問題に対する管理は強めこそすれ，弱めてはならない と述べており，この

会議開催はウイグル族の分離独立派に対する取り締まり強化と無関係ではないだ

ろう。

チベット問題については， 月にインド政府が 年インドに出国したカルマ年

パ 世に対し，難民としての在留資格を認めた。また世 月 日，外交部はダラ日

イ・ラマが訪米し，ブッシュ大統領と会談したことに対し，強い不満を表明した。

月，チベット 平和解放平 から 年を迎えた。これに先立ち，年 月 日から日

日まで第 回チベット工作座談会が 年以来年 年ぶりに開かれ，インフラ整備

など資本投資の加速を打ち出し， 億元規模の政府予算の配分が確定している億億

ことが明らかになった。他方， 月 日，解放日 周年記念式典が開かれ，胡錦涛周周

が 旗幟を鮮明にしてダライ・ラマ集団と国際反中国勢力の分裂破壊活動との闘旗

争を行う と述べた。 （佐々木）

内需主導で安定成長を続けるマクロ経済

GDP 成長率は年間で ％となった。中国では一般的に，経済改革を進めなが％

ら，かつ失業問題，社会不安を回避するには年率 ％の成長が必要だと言われる。

政府も ％を年初の経済成長目標として掲げていた。世界的に成長が減速するな

か，安定的な成長を維持した 年だったと評価できる。ここ数年を振り返ると，

GDP 成長率は 年年 ％，％ 年年 ％，％ 年年 ％と下降を続けたが，それ％

に対応して積極的な内需拡大政策がとられていた。 年には，それに加えて輸年

出が大幅な伸びを見せ，同成長率は ％に回復した。しかし％ 年後半から海年

外，特にアメリカ市場の需要減退により輸出が伸び悩み， 年は月を経るごと年

に成長が鈍化していた。

経 済

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

産業別の内訳では，第一次産業が ％増の％ 兆 億元億億 （GDP に占めるシェア

％）％ ，第二次産業が ％増の％ 兆 億元億億 （同 ％）％ ，第三次産業が ％増％

の 兆 億元億億 （同 ％）％ であった。年末の人口は 億億億 万人。人口の自然増万

加率は ％で，伸び率は低下している。都市人口は％ 億 万人万 （全体の

％）％ ，農村人口は 億億 万人万 （ ％）％ だった。

農業と工業

農業では，主に食糧作付け面積の減少により，食糧生産量が 億億 万万 で前

年に比べ ％減少した。綿花（ ％増）％ ，搾糖作物（ ％増）％ は増収となり，搾

油（ ％減）％ は減収だった。一方，野菜生産は高い伸びを見せ，肉生産量（ ％％

増），水産物生産量（ ％増）％ も増大した。経済的付加価値の高い農業分野へのシ

フトが進んでいる。

工業生産額の伸びは大きく，付加価値ベースの生産額は ％増の％ 兆 億億億

元だった。国有部門全体と年間売上 万元以上の非国有企業の生産額万 兆

億元のうち，国有企業および政府の過半出資企業は ％増の％ 兆 億元億億 （全体

の ％）％ であった。また集団所有制部門が ％増の％ 億元億 （同 ％）％ ，株式

制企業が ％増の％ 億元億億 （同 ％）％ ，外資系および香港・台湾・マカオ企業

（広義の外資企業）が ％増の％ 億元億億 （同 ％）％ であった（これらの分類では一部

企業が重複するので，シェアの合計は ％にならない）％ 。重工業が ％増で％ 兆

億元，軽工業が億億 ％増の％ 兆 億元であった。億億

第 次次 カ年計画のスタート

中華人民共和国国民経済および社会発展第中 次次 カ年計画要綱 （以下，十五

計画）が， 月 日の第日 期全国人民代表大会第 回会議において承認された。

十五計画は 年から年 年までの経済，社会発展の方針を示す年 青写真青 であ

り，国家戦略の意図と政府活動の重点を明示するものである。個別の産業分野に

ついては，企業にある方向性を与える 指導的意見指 と定義されており，従来の

ような国有部門を通じた国家投資により必ず達成せねばならない 奮闘目標奮 と

はすでに位置づけが異なる。

同計画では，まず 年間の改革開放期を経て，国際的な現代的国家建設の基礎年

ができ，社会・経済が新しい発展段階に入ったという自己認識を示している。外

部環境については， 経済のグローバル化がますます深化し，同時に経 科学技術科
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革命が急速に進展している，それに応じて各国で 産業の構造調整が加速して，

国際競争が激化している，と認識されている。そのような環境下でWTOに加盟

することは，中国の各分野に厳しい試練をつきつけることになるが，しかし全体

的には今後の 年間が年 飛躍的発展を遂げるための歴史的チャンス飛 だと見

なしている。 戦略的な構造調整戦 が十五計画を貫く最重要なキーワードだが，

それはこのような環境認識からくるものである。

同時に， 経済成長経 の確保に重点が置かれている。経済成長があって初めて

社会は構造調整に耐えられるのであり，今後増加することが必至な失業，広がる

所得格差，農業・農村の停滞と言った問題が社会不安を引き起こさないためにも，

年間に年平均 ％の成長が必要とされた。 年の年 GDP 規模が 兆兆 億元，億億

国民 人当たり GDP 元が目標だとされている。また国際競争に勝ち抜き，元

豊かさを実現するための 科学技術・教育科 の向上や，国民の 生活水準向上生

のための都市・農村の社会福祉や環境政策の充実に重点が置かれている。最重要

課題である失業については，都市の登録失業率が 年末の年 ％から％ 年に年

は ％に上るという厳しい見通しを示している。

農業・農村対策は最重要任務だとされ，農業の産業化を促進し，土地経営権移

転制度，穀物流通制度，課税制度の改革が重点とされた。産業構造調整では，ハ

イテク産業が重視され，伝統産業のハイテク化によるレベルアップや， IT 産業，

基礎素材産業，ナノテク，バイオ産業等の振興が目指される。特に IT 産業は重

視されており， 年までの年 IT 強国化の実現が目指される。地域経済構造の調

整では，引き続き 西部大開発政策西 による内陸発展の加速が強調されており，

西気東輸西 （西部地域の天然ガスをパイプラインで東部に送る）， 西電東送西 （西部

の水力発電で得られた電力を東部に送る），鉄道ネットワークの整備など，戦略的

プロジェクトを実施してゆくとしている。

構造調整のために経済効率を優先するという十五計画の基本姿勢は， 西部大西

開発政策 の扱いに端的に現れている。江沢民が 年にこの政策を打ち出した年

時点では政治主導色が強く，内陸地域への政府の力強い介入が格差是正への重要

な手段として期待されていた。その後，具体的な政策手段を検討してゆく過程で，

地域優遇税制や内陸経済特区建設および内陸金融市場創設構想等， 年代に沿年

海地域を優遇した当時並の地域傾斜的制度措置を期待する声が高まったが，結局

それらが採用されることはなかった。十五計画に盛り込まれる頃には，過度の地

域優遇制度に頼らず，市場メカニズムにおける競争優位の獲得によって発展しよ

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

うという発想に基づく従来の地域開発政策と，内容的にほとんど同じものに落ち

着いたのである。

内需拡大政策と成果

積極的な財政政策と安定した通貨政策による内需拡大が 年代後半以降の経年

済政策の柱の一つだが， 年も内需により下支えられた年だった。年 GDP の約

％を占める総固定資本投資は対前年で％ ％増加し，％ 年の伸び率年 ％を％

上回った。年間の固定資産投資は 兆 億元に上り，対前年増加率は億億 年の年

％，％ 年の年 ％から％ 年は年 ％まで加速した。うち国有部門％ （集団所

有企業，個人事業の投資を除くその他経済部門を含む）が ％増の％ 兆 億元億億 （全

体の ％）％ と，公的部門が投資を牽引している姿が見られる。投資の種類では，

生産設備の更新改造投資の伸び率が前年の ％から％ ％へ，不動産開発投資％

が同 ％から％ ％へと急増した。工業部門の投資では，素材産業が％ ％，％

機械・電子が ％，軽工業・繊維が％ ％と，それぞれ高い伸びを示した。％

高い投資の伸びは，国債発行で調達した資金による政府投資により支えられた

部分が大きい。 年に続き，年 年も建設国債年 億元，特別国債億億 億元が億億

発行され，国債資金を利用した事業の投資総額は 兆元近くに達した。これは

年にアジア金融危機の影響で輸出の伸びが止まり，同年に年 億元の国債を億億

発行して以来続いている積極財政政策の一環である。 年間で発行された長期建

設国債は 億元に上り，それによる公共投資は経済成長率を億億 年に年 ％，％

年年 ％，％ 年年 ％，％ 年に年 ％上昇させ，就業機会を％ 年年 万人分，万

年年 万人分，万 年年 万人分，万 年年 万人分創出したと推計されている。万

年から提唱され始めた西部大開発政策により，内陸地域への投資が増大し年

ている。 年には国債により調達された資金の年 ％以上が西部地域に投入され％

た。固定資産投資額で地域別に集計できる部分のうち，東部地域で 兆 億元億億

（前年比 ％増。全体の％ ％を占める）％ ，中部地域 億元億 （同 ％増，シェア％

％）％ ，西部地域 億元億 （同 ％増，シェア％ ％）％ であった。同年，青海チ

ベット鉄道， 西電東送西 という重点プロジェクトが着工された。

消費は個人消費が旺盛で， GDP の ％を占める個人消費の対前年伸び率が％

年の年 ％から％ ％に上昇した。一方，％ ％を占める公共消費は％ ％から％

％へ鈍化した。消費財小売総額の対前年増加率は％ 年の年 ％，％ 年年

％，％ 年年 ％に対し，％ 年には年 ％の％ 兆 億元に増大した。都市億億
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部住民の可処分所得は前年比 ％増加し，ここ数年で最も高い伸びを見せた。％

月の公務員給与の ％引き上げや，都市住民の最低生活保障対象者の拡大％ （年

初の 万人から年末に万 万人に増加）万 ，定年退職者の年金水準の引き上げ等で，

中央財政だけで支出が 億元以上増加した。一方，農民の億 人当たり純収入は

元で，実質収入増加率は元 ％にとどまった。農村部の消費拡大は，重要な％

政策課題となっている。リストラの進展やWTO加盟等で社会不安が広がりかね

ない情勢のなか，政府は低所得者の収入増加を重要な政策課題として意識し始め

ている。

物価は若干のデフレ傾向を残しつつも安定しており，消費者物価指数は対前年

比 ％増となった。％ 年，年 年と年 を下回ってデフレ傾向を示していた

が， 年から年 を回復するようになっていた。しかし 年の後半に入り，年

再び下落傾向を見せている。品目分野別には，教育費，住宅費は上昇しているが，

その他の財はむしろ下落傾向にある。商品小売価格指数は と を下回り，を

工業製品の出荷価格も ％低下し，財に関してはデフレ傾向が引き続き深刻な％

ことを示している。

通貨供給量は，MMについては，に 年半ばに前年同月比で年 ％増という水準％

まで上昇したが， 年上旬には年 ％となり，年末には％ ％という水準ま％

で落ち着いた。MMもも 年は年 ％増の水準で安定している。％

雇用情勢の悪化

全体の成長率は安定しているものの，経済体制改革，企業改革の進展により雇

用情勢の悪化が顕在化している。国有企業の一時帰休者は 万人で前年より万

万人減少したが，都市の登録失業率は 年の年 ％から％ 年年 月時点で ％％

に，年末には ％まで上昇した。今後は％ WTO加盟により競争のさらなる激化

とリストラの進展が予想され，労働・社会保障省が年末に出した 年の登録失年

業率の目標は ％以内と高めに設定された。これは都市部で失業登録を済ませ％

た者についての数字であり，未登録の一時帰休者を加えると ％以上に達すると

も言われる。失業増大による社会不安を緩和することは現政権の最重要課題とな

っており，各地方の都市部で最低生活保障制度，退職者基本養老年金制度，一時

帰休者基本生活保障・失業保険制度（ 三つの保障ライン三 と呼ばれる）の整備が進

められている。一方，都市部に比べて社会保障制度の形成と浸透が著しく遅れて

いる農村部においても，社会年金保険制度の初歩的な整備が試みられており，農

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

村部の年金保険加入者は 月末で 万人に上った。万

好調な税収に支えられた財政

中央と地方を合わせた全国の財政収入は 年に税制改革が始まって以来最高年

の伸びを見せ，前年比 ％増加の％ 兆 億元に上った。特に企業所得税が億

％増加し，税収の％ ％を占めるに至った。国有株売却収入の財政上納％ （ 億億

元）や人民銀行の過年度上納（ 億元）億 等の一時的な増収要因を除いた歳入増加率

は ％であった。企業改革が進み，赤字国有企業に対する補填は％ ％の増加％

にとどまった。一方，歳出は ％増の％ 兆 億元で，歳入を億億 億元上回った。億億

中央財政の歳入は前年比 ％増の％ 億元で，うち中央レベルの収入が億億

億元，地方財政から中央への上納収入が 億元だった。中央の歳出は億億 兆

億元で，うち地方への助成支出は 億元であった。地方歳入は前年比億億 ％増％

の 兆 億元，支出は億億 兆 億元だった。億億

中央財政の赤字は 億元で，対億億 GDP 比 ％である。中央の債務収入は％

億元で，歳入の債務依存度は全体の ％に上る％ （ 年は年 ％）％ 。債務収入のう

ち， 億元が国内外債務の元金償還に，億億 億元が本年度財政赤字補填に使わ億億

れた。債務残高は 兆 億元で，対億 GDP 比 ％に上る。しかし国際的に見％

れば，十分に安全な範囲にあると政府は認識している。

中央財政を活用した政策の重点は， 地方財政の助成，調整 中央から地方へ

の交付金は 年の年 億元から億億 年で 億元に，平均で年率億億 ％伸びた。％

社会保障システム整備 年金保険基金への補助支出，国有企業一時帰休者への補

助支出 億元，社会保障基金補充億億 億元，都市最低生活保障補助支出億億 億元等で億億

億元を支出した億 （ 年の年 倍）倍 ， 農業支援， 教育・科学技術の振興である。教

銀行の不良債権処理

金融分野では，昨年に引き続き，銀行の不良債権処理が最重要課題として進め

られた。重点は四つの国有商業銀行で， 年年 月末の段階での 行貸し出し額行

兆元のうち，兆 ％にあたる％ 兆元が不良債権とされている。不良債権処理兆

が本格化したのは 年で，年 年末に年 行と政策金融を実施する国家開発銀行行

の不良債権のうち 兆 億元を，新設した四つの金融資産管理会社億 （華融，長

城，東方，和信の各社）に譲渡した。当時，それにより国有 行の不良債権比率は行

％低下し，％ 年前半にもさらに年 ％低下した。％ 年年 月末で，資産管理
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社は 億元分を処理し，億 億元を回収したという億 （うち現金での回収は

億元）。債務 株式交換の対象となった株 社については社社 億元の利子免除が行わ億億

れ，経営再建も進んでいるという。また海外投資家への資産売却が奨励されること

になった。 月に華融資産管理公司が海外投資家を交えて国際公開入札を実施し，月

月には東方資産管理公司が月 億元近くの不良債権を海外の投資家に売却した。億億

株式市場改革と混乱

株式市場では前期に好調だった株価は年半ばから大きく値を下げた。その原因

には，後半の景気失速の他に，市場の健全性，公正性と機能に対する投資家の懐

疑が背景にあった。上場企業が公開する財務情報が必ずしも信用できないこと，

そして政府等が所有する 非流通株非 が大きく（総量の約 分の を占める），市場

取引を通じて 流通株流 を購入した株主による企業のガバナンスが行われないた

め，株式市場が単なる投機の場所を脱皮できないという，いずれも市場の存在価

値に関わる深刻な問題である。 年に入る前に，この二つの問題は呉敬年 等の等

改革派論客により提起され，メディアで激しく議論され始めたが， 年に入っ年

て証券市場の管理強化，市場規範の確立に向けた積極的な措置がとられるように

なった。証券監督管理委員会は 月に 赤字上場企業上場廃止規定赤 を公布し，

翌月にそれに基づき数年前から虚偽報告発覚により経営破綻に陥っていた鄭州百

文公司（集団）の上場を取り消した。さらに優良株とされていた広夏（銀川）実業股

有限公司の虚偽報告事件のスピード調査および告訴を始めとして，有名上場企有

業の虚偽報告，詐欺，不正融資，株価違法操作等を次々に明らかにして市場の健

全化を促進していった。

国有株の証券市場での流通の問題に対しては，国務院は 月 日に日 国有株放国

出による社会保障資金調達の管理に関する暫定弁法 （規則）を公布した。新株発

行時に調達額の ％に相当する政府保有の国有株を市場で売却し，その売却益を％

資金不足が懸念される社会保障制度の整備に使おうというものだった。しかし上

海，深 の両証券取引所では，政府保有株の大量放出が株価の下落をもたらすと

懸念されて株価は下落を始め，下げ止まる気配を見せなくなった。元来，国有株

流通の方法について議論が分かれていたこともあり， 月月 日に証券監督管理委日

員会が同弁法の暫時停止を宣言すると，翌 日から株価は反発し上昇に転じた。日

しかし 月に上昇した株価は月 月に再び失速し，結局月 月末の株価は，前年末に月

比べて上海，深 両証券取引所で，それぞれ ％，％ ％下回った。国有株流％

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年 年の中国

表 中国のWTO 加盟に関する主要合意事項

物品貿易関連
・貿易権

・関税

・非関税措置

・アンチダンピング
・輸出規制
・補助金等
・産業政策

・貿易関連投資措置
（TRIMs）

・自動車

・農業

・繊維
（対中繊維セーフガード）
・経過的セーフガード
（対中特別セーフガード）

貿易権の段階的自由化（加盟後 年以内）。外資 ％企業を含むあらゆる企業％
に無条件に付与。

年（最終）年 に平均関税率を ％（％ 年年 ％）％ に。農産品が ％（％ 年年
％）％ ，鉱工業品が ％（％ 年年 ％）％ に。情報技術協定（ITA）への参加。

IT 関連品目の関税率を 年に年 ％。
Ex. 乗用車 ％（％ 年）年 ％（％ 年）年 ，エアコン ％（％ 年）年 ％％
（ 年），コンピュータ年 ％（％ 年）年 ％（ 年）年
WTOに非整合的な非関税措置を撤廃（ 年まで）。年
Ex. 自動車の輸入割当制を，輸入枠を段階的に拡大した上で， 年までに年
撤廃。
国内法制（ 年制定）を年 WTO協定に整合的に改正。
輸出に関わる課税，課徴金を廃止。補助金協定に定める輸出補助金を廃止。
国営企業に対する資金面の支援を，合意スケジュールに従い段階的に廃止。
経済特区における輸出要求，ローカル コンテント等を条件とした補助金の見コ
直し。
ローカル・コンテント要求，外貨バランス要求，輸出要求，技術移転， RR DD
に関わる要求等，パフォーマンス要求を条件とした輸入 投資許可，割り当て投
をしない。
自動車の種類，型式，モデル制限の撤廃（加盟 年以内）。自動車エンジン製
造に関わる出資制限（外資 ％以下）を撤廃。％
削減等が求められない補助金の上限は，生産総額の ％までに制限。輸出補％
助金の撤廃。
中国製品の輸入により市場が攪乱する恐れが有る場合，協議要請に基づき輸
出抑制を行う（ 年まで最長年 年）。
中国製品の輸入急増による市場攪乱（およびその恐れ）がある場合，協議を要
請し，合意できない場合に輸入制限を発動できる（加盟後 年の経過措置）。年

知的所有権制度 TRIPS協定に整合的な知的所有権法を整備し，権利行使を強化。

サービス貿易関連
・流通

・保険

・銀行

・電気通信

加盟後 年以内に地理的制限，店舗数制限，外資出資制限等を段階的に廃止。
加盟時より外資系企業が中国国内で製造した製品を流通させることができる。
外資出資制限（生保は ％以下，損保は％ ％以下）について，損保は加盟後％
年以内に制限撤廃。地理的制限は加盟後 年以内に撤廃。
加盟後 年以内に外国銀行が中国企業に対し人民元業務開始。 年以内に個
人に対し業務開始。地理的制限は 年以内に撤廃。
インターネット等付加価値通信・基本通信 加盟後 年以内に外資比率 ％％
に。地理的制限は 年以内に撤廃。移動体通信・データ情報サービス 加盟
後 年以内に外資比率 ％に。地理的制限％ 年以内撤廃。国内・国際通信
加盟後 年以内に外資出資比率 ％に。地理的制限％ 年以内撤廃。

経過的審査メカニズム WTO上の義務の履行条項を，物品， TRIPs，サービス貿易の各理事会，市場
アクセス，アンチダンピング，セーフガード等の各委員会および一般理事会
等が，加盟後 年間は毎年レビューを行う。

（出所） 中国WTO加盟議定書，経済産業省公正貿易推進室資料（同省ホームページに掲載）から作成。
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通の問題については，その方向は正しいとされながらも，市場の安定を損なわな

い具体的な導入方法について現在でも議論が続いている。

WTO 加盟の実現

月月 日から 日にカタールのドーハで開催されたに第日 回WTO閣僚会議で，

中国が正式にWTOへ加盟することが承認された。 月月 日に議定書が発効とな日

り， 番目のメンバーとして正式に加盟した。中国承認の翌日には台湾の加盟番番

も承認された。第二次世界大戦直後，国際的に中国を代表すると認識されていた

中華民国は， 年に創設された年 GATT（関税と貿易に関する一般協定）の原加盟

国だった。しかし中華人民共和国成立と中華民国政権の大陸支配の喪失により，

年に脱退した。中華人民共和国政府は年 年に中国代表として年 GATT 復復

帰 の申請を開始し，途中 GATT が 年に年 WTOとして発足した後， 復帰復

申請以来 年目にして念願の加盟承認となった。年

二国間交渉については， 年に日中間で物品に関する合意がなされ，年 年年

月にサービスに関する日中合意， 月には物品とサービスに関する米中合意が月

得られた。 年年 月には EU との合意を獲得し，さらにアメリカの対中最恵国

待遇恒久化法案が上下院で可決されていた。 年年 月には最後の二国間交渉相

手国であるメキシコと合意が得られた。多国間交渉（加盟国全体で加盟に際しての

約束を具体的に文書化するための加入議定書交渉）では膨大な作業量に加えて農業，

サービス分野で欧米と意見対立が続いて難航していたが， 月のジュネーブでの

作業部会で最終的な合意が得られた。 月の作業部会では，工業製品の関税率を

平均 ％から％ 年までに年 ％に引き下げる，農業の国内助成金の上限を生％

産総額の ％とする，加盟後％ 年間の経過措置として中国からの輸入急増が年

市場攪乱のおそれがある市 場合について 対中特別セーフガード対 および 対対

中繊維セーフガード を創設する（WTOルールでは特定国を対象とするセーフガー

ドは原則として認めていない），などの条件を中国側が受け入れた。また 中国監中

視機構 を創設して，モノ，サービス，知的所有権等の各理事会が，市場開放や

自由貿易ルールの遵守状況を加盟後 年間に毎年点検するとした。これも通常の

貿易政策検討制度よりも厳しい内容である。中国の国際経済との一体化には，小

国とは異なる大きな摩擦が伴うという，既加盟国側の懸念に配慮したものである。

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

WTO 加盟にあわせた体制改革，法整備

中国政府は，WTO加盟後をにらんでの一層の経済体制改革，法整備を進めた。

WTO加盟で打撃を受けると目される，政府に保護された大型国有企業の大規模

な再編が行われた。中国石化総公司（SINOPEC）が従業員の 万人削減計画を発表万

し（ 月），七つの国有アルミ企業を合併して中国アルミ業公司が設立された。

月にはそれまで通信市場で大部分のシェアを有していた中国電信が南北二つの企

業に分割された。リストラによる効率化，規模の経済の発揮，競争促進と手法は

異なるが，いずれも国内企業がWTO加盟後に国際競争力を確保するための，競

争力強化政策の一部と考えられる。

市場自由化の動きとしては， 月に の電気・機械製品の非関税輸入制限措置の

が撤廃され， 月に国産車価格の自由化が決定された。金融面でも中国人民銀行

長はWTO加盟後に人民元の変動幅を拡大することを発表し， 月に人民銀行副月

行長が人民元自由化の検討に着手すると発表した。関税率の引き下げは順次進ん

でいたが， 月に半導体やコンピュータ等の関税を撤廃する情報技術協定月 （ITA）

に加わる方針が発表された。工業製品の平均関税率は， 年年 月に ％から％

％に，％ 年年 月 日には ％に引き下げられた。％

WTO加盟により各国との貿易摩擦が多発することが予想されるが，政府はそ

れに対処するための専門部局として，対外貿易経済合作部が輸出入公正貿易局

（ダンピング調査等），世界貿易機関局（WTOでの日常的交渉），世界貿易機関通報

諮問局（通商政策を審議）の 組織を，経済貿易委員会は産業損害調査局を，それ

ぞれ 月に設置した。月

法整備面でも多くの進展が見られた。知的所有権関連では，中国には商標法，

著作権法，コンピューターソフト保護条例等，主要な法律がすでにあるが， 月

にWTO協定に整合させるため改正特許法が公布された。政府は 月に月 年年

末以前に公布された一部行政法規の廃止に関する決定 を発表し，WTO協定と

不整合な 法規を全面的に整理した。法 月には月 セーフガード条例セ を公布し，

アンチダンピング条例ア ，， 反補助金条例反 ，， 保障措置条例保 の施行内容を発表

した。 年初めから施行する自由化法案として，中国企業がライセンス契約等年

で外国企業から技術導入する際の過度の規制を廃し，技術導入の自由化を行う

技術輸入管理条例技 ，サービス分野への外資の参入要件を定めた， 外商投資電訊外

企業管理条例 ，， 旅行社管理条例旅 ，， 外国弁護士事務所駐華代表機構管理条例外

等が年末に発表された。

年の中国1
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中国政府はWTO加盟が， GDP を年平均 ％引き上げると試算している。一

方，国際競争力の劣る産業でリストラが進むため，例えば農業で 万人，自動万

車産業で 万人の失業が発生するとも予想している。万

好調な輸出と深化する国際分業

アメリカを始めとする世界経済が減速するなか，輸出は 億億 と前年比

％増加し，輸入は％ 億億億 で ％の伸びを見せた。年末の外貨準備高は前年％

末より 億億億 増え， 億億億 となった。

輸出入の伸びは， 年の輸出年 ％増，輸入％ ％増という急増ぶりと比べ％

ると，相当落ち着いた感がある。年初の 月に輸出が対前年同月比 ％増加した％

が，それをピークに増加率は急落し， 月には ％まで落ち込んだ。しかし 月，月

月になって月 ％前後まで上昇し，通年で％ GDP 成長率並みに持ち直した。中国

の最大の輸出相手（全体の ％を占める）％ であるアメリカでは，年間輸入額が ％％

低下したなか，中国からの輸入は前年比 ％増加した％ （アメリカ側統計）。アメリ

カの対中貿易赤字額は 年から対日赤字額を抜いて最大となり，今年は年 億億億

で，同国の貿易赤字額全体の 割を占めるにいたった。

輸入は，最大の相手国である日本からは ％増の％ 億億億 にとどまったが，第

位の台湾は位 ％増の％ 億億億 ，第 位のアメリカからは位 ％増の％ 億億億 と

なった。台湾，韓国は中国への輸出シフトを続けており，両国の輸出全体に占め

る中国の割合は台湾で ％，韓国で％ ％にまで上昇した。貿易依存度の高い両国％

にとって，中国はアメリカについで 番目に重要な市場となっている。番

製品別では，機械製品の輸出が ％増加し，輸出全体に占める機械製品の割％

合は ％まで上昇した。この割合は％ 年には年 ％に満たなかったが，％ 年間で年

倍増した。機械製品の中ではエレクトロニクス製品が ％増加して％ 億億億 と

なり，機械輸出の ％を占めるに至った。貿易金額が多い品目として，輸出でコ％

ンピュータ・同部品（HS コード ）が対前年 ％増の％ 億億 ， OA 機器・同

部品が ％増の％ 億億 ，携帯電話（同 ）が ％増の％ 億億 等， IT 関連製

品が中国の輸出を牽引していることがわかる。またエアコン（同 ）が ％増％

の 億億億 ，冷蔵庫（同 ）が ％増の％ 億億億 等，白物家電の輸出増も顕著である。

輸入では IC（集積回路）が ％増の％ 億億 ， OA 機器部品が ％増の％

億 ，通信機器・部品が ％増の％ 億億億 ，コンピュータ・同部品が ％増の％

億億億 等，輸出製品に関連する部品やキーデバイスが増大している。このほか等

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

成型機械，プレス機械，印刷設備等の産業用機械の輸入も急増している。輸出が

拡大するとそのために必要な生産財の輸入が増える国際分業体制になっており，

機械製品全体では貿易赤字となっている。エレクトロニクス製品輸入に占める日

本製品の割合はここ数年で ％に低下し，逆に韓国と台湾のシェアの合計が％

％まで上昇して日本に並んだ。この割合は，％ 年に日本が年 ％，韓国・台％

湾合計が ％だったものである。エレクトロニクス産業を主要舞台として，中国％

を国際的な製造拠点としたアメリカ，台湾，韓国，日本の国際分業の拡大・深化

が顕著になっており，それが中国全体の輸出を牽引する格好となっている。

摩擦を伴う日中経済関係の緊密化

日本は，中国との輸出入総額が 億億 となり（中国側統計）， 年連続で中国

の最大の貿易相手国となった。中国から日本への輸出は，中国側統計では ％％

増の 億億億 だが，日本側統計では対中輸入は 億億億 で ％増加し，日本の％

輸入全体の ％を占めるに至った％ （両国で統計数字が大きく異なる主な原因は，香港

を仲介した貿易統計の処理の相違によると考えられる）。日本の対中貿易赤字は ％％

増の 兆 億円に上った。日本での中国からの輸入急増は大きな反響を引き起億億

こし，国内の長引く不況が背景となって，メディアの一部で 中国脅威論中 も喧

伝されるようになった。

日本では，急激に拡大する中国からの輸入に国内市場シェアを奪われ，経営が

なり立たないとして，政府に対策を求める産地，業界が多数現れた。 月にタオ

ル工業連盟がセーフガードの発動を政府に申請し， 月にウナギ，ワカメ，木材

の各業界団体がセーフガード調査を農水省に要請した。日本政府は， 月 日に日

輸入のほとんどが中国産であるねぎ，生シイタケ，畳表（農業 品目）について，

セーフガードの暫定措置を発動した。それに対して中国政府は 月 日に日本製日

の自動車，エアコン，携帯電話（工業 品目）に対し，現行課税に ％の報復関％

税を上乗せした。 年の日本の農業年 品目の輸入は合計 億元だが，工業億億

品目の対中輸出額は 億円に上っていた。日本政府は特定国に対する報復措置億億

はWTOの無差別原則に反し，日中貿易協定の最恵国待遇義務に反するとして非

難したが，中国側は報復措置を許す国内法に基づき撤回を拒否した。しかし，そ

の後の交渉で，両国の生産団体レベルで協議機関を設置し，生産計画を策定する

という合意に達し，日本政府は暫定措置発動期間の 日がすぎる直前の日 月月

日に正式発動を行わないことを決定した。
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急増する外国直接投資とアジアの産業再編

WTO加盟以後のビジネスチャンスを見込んで，外国企業の対中投資が増大し

た。 年の実行ベースでの外資企業認可数は前年比年 ％増の％ 万 件，投件件

資額は実行ベースで ％増の％ 億億億 ，契約ベースでは ％増の％ 億億億 に上

った。実行ベース投資額は 年の年 億億億 を抜き過去最高となった。通貨危機

によるアジア経済の低迷で，投資額は 年に前年実績を割り込み，年 年も横年

這い状態だったものである。

地域別で見ると，上半期の契約額 億億億 のうち，日本が占める割合は ％，％

アメリカ ％，％ EU ％，香港％ ％，台湾％ ％，韓国％ ％であった。対％

前年比伸び率で見ると，日本が ％増，台湾が％ ％増，韓国％ ％増と大き％

く伸びており， ASEAN カ国も ％増加した。アメリカは％ ％，％ EU が

％と堅調だった。特に％ IT 関連，電子電気関連産業で，中国を拠点にした生

産体制の再編が東アジアで加速している。

製造業の対中シフトが進む台湾では，中国との直接的な 三通三 （通航，通商，

通信）を規制し，ハイテク産業を中心とする対中投資を制限していたが，産業界

の強い要望により 月に大幅な見直しが行われた。対中投資の上限規制が緩和さ月

れ，ノートブックパソコンやデジカメ，携帯電話など，従来禁止されていた品目

で対中投資ができるようになった。

日本では IT，エレクトロニクス関連を中心に，製造業の対中シフトが進んで

いる。東芝，三菱電機がブラウン管テレビを国内から完全撤退して中国に移管す

る等，大手家電メーカーは軒並み中低級品の開発・生産拠点を中国に移管してい

る。精密製品でもキャノンは中低級複写機を，オリンパスやミノルタもカメラを

中国生産へ集約する。日本が現状では優位を保つと思われる基礎素材分野や研究

開発分野でも中国に進出あるいは拠点を強化する動きが活発化している。新日鐵

は上海宝山鋼鉄と自動車用薄板鋼板で提携に入り，東芝，松下，ソニー， NEC

等が中国に製品開発拠点やソフト開発拠点を新規に設置したり，既存のものを強

化するとした。ホンダも上海にオートバイの製品開発拠点を設立し，中国からの

低価格スクータの輸入を開始するという。大手メーカーの対中シフトは，中低級

品の製造にとどまらず，広範囲の組立加工型製品分野の研究・開発から基礎素材

分野まで，各社が東アジア地域内で分業する時代にすでに入っていること，そし

て中国がその流れの中で需要と供給の両面で，分業再編の重要な舞台となってい

ることを示すものと考えられる。 （大原）

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

ブッシュ政権の出方

中国を 戦略的パートナーシップ戦 と位置づけた前政権とは対照的に， 月に

発足したブッシュ政権は 戦略的競争相手戦 と位置づけた。そのブッシュ政権が

実際にどのような対中国政策を打ち出してくるのか，まだはっきりしない 月

日，中国の海南島南東の公海上で偵察活動中の米軍偵察機 EP が，緊急発進しが

た中国軍機と接触する事故が発生した。中国軍機は海面に落下し，パイロットは

行方不明となり，米軍機は海南島に緊急着陸した。中国側は事故責任がアメリカ

にあるとして，事故直後からアメリカ側に謝罪を求め， 日にアメリカ政府から日

の おわびの書簡お を受け取ったことで， 日になって米偵察機乗員日 人を解放人

した。 日から事後処理協議が始まったが，事故責任や機体返還，偵察行動続行日

をめぐり対立した。その後交渉は継続され，事故責任は解明されなかったが，

月 日に機体を解体して空輸により搬出することで合意し，日 月 日に搬送作業

は終了した。この事故により，両国は一時的に対立したが， 月 日からパウエ日

ル国務長官が訪中し， 建設的な協力関係建 の発展が確認され，両国関係は正常

化した。その後 月月 日に江沢民とブッシュ大統領の初めての会談が行われ，ブ日

ッシュ大統領は アメリカは中国との関係を非常に重視している。中国は偉大なア

国であり，アメリカの敵ではない と述べた。

米中関係はこうした偶発事件により一時的に緊張することはあっても，経済関

係が密接であるため，深刻な関係悪化に陥ることはない。しかし，中国がアメリ

カの覇権主義を批判することに変わりはなく，特にアメリカのミサイル防衛

（MD）計画をめぐっては両国の対立は続いた。 月 日，外交部は NMD（戦域ミ

サイル防衛）推進と大幅な核削減を表明したブッシュ大統領の演説（ 月 日）を，

ABM（弾道弾迎撃ミサイル）制限条約に違反するとして批判した。中国がこの問題

に神経質なのは，中国の核抑止力低下と台湾のMD計画への参入の可能性があ

るからだ。 月 日にはケリー国務省次官補が訪中し，アメリカの日 MD計画が

中国の脅威にならないことを説明したが，中国は断固反対の姿勢を示した。また，

月月 日にはアメリカが日 ABM制限条約脱退を発表した際には，ブッシュ大統領

との電話会談で江沢民国家主席が 現在の情勢の下，国際軍備管理と軍縮体制を現

守ることが非常に重要である と強調した。

対 外 関 係
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アメリカが指摘する中国の第三国へのミサイル技術拡散疑惑に対しては，中国

が激しく反発した。 ワシントン・ポストワ が 月 ， の両日，中国機械設備

輸出入公司が少なくとも 回，パキスタンにミサイル部品を提供したと報じたが，回

同公司はこれを否定した。また 月 日には外交部が，パキスタンにミサイル技

術を輸出したとしてアメリカ政府が中国冶金設備公司に経済制裁を発動したこと

に反論した。他方， 月月 日にミサイル不拡散協議，日 月月 日には軍備管理・日

（大量破壊兵器などの）拡散防止問題をめぐるアメリカとの外務次官級協議が開催

されたものの合意に至らず，継続協議となった。

米中間のもう一つの争点である台湾問題では， 月 日にアメリカ政府が台湾日

に対し，キッド級駆逐艦，ディーゼル式潜水艦などを売却することを決定したが，

外交部は EP 事故の協議中ということもあり，事事 両国関係に破壊的な損害をもた両

らす と厳しく非難した。他方，イージス艦売却が見送られたことはアメリカの

中国に対する配慮と見られる。また同日，ブッシュ大統領が米 ABCテレビのイ

ンタビューで，台湾が中国に攻撃された際は 全力を挙げて守る全 と述べたこと

も波紋を呼んだ。

上海協力機構の設立

ロシアとの関係は引き続き強化され，江沢民とプーチン大統領との間では直接

もしくは電話による会談がたびたびもたれた。その背景には，アメリカの MD

構想への対抗という共通の目標がある。 月 日の電話会談では，江沢民は米ロ日

首脳会談（ 日）日 でプーチン大統領が ABM制限条約維持を表明したことを支持し

た。また江沢民は 月 日から日 日までロシアを訪問し，中ロ共同声明を発表し，日

ABM制限条約の遵守，アメリカのミサイル防衛構想への反対姿勢を示した。ま

たこの時中ロ善隣友好協力条約が締結された。この条約は，同盟を結ばず，対抗

せず，第三国に対するものではなく，今後 年間の中ロ関係の原則と方向を規定年

した綱領的な文件と位置づけられている。 月 日の電話会談では，米ロ国防相日

会談と金正日朝鮮労働党総書記訪ロに関する意見交換を行った。 月月 日の電話日

会談では，アメリカの ABM条約脱退について協議し，軍縮体系の維持が重要で

あることを確認した。

中国が積極的に関与する地域協力機構である 上海ファイブ上 （中国，ロシア，

カザフスタン，キルギス，タジキスタン）は新たな展開を見せた。 月 日，上海日

ファイブにウズベキスタンが正式加盟し，上記 カ国からなる 上海協力機構上

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

が設立された。設立の目的は地域の安全と安定の強化にあるが，中国はアメリカ，

日本などの関心の薄い中央アジア地域におけるリーダーシップ確立の拠点にした

い考えだ。同時に開かれた首脳会議では， 反テロ・反分離主義・反過激主義に反

関する上海条約 が調印され，イスラーム過激勢力への対処が盛り込まれた。ま

た 軍備管理に関するコミュニケ軍 が調印され， ABM制限条約維持とアメリカ

のMD構想反対で一致した。

アメリカ同時多発テロ事件で存在感をアピール

アメリカでの同時多発テロ事件では，中国はアメリカをはじめ関係諸国との協

調姿勢を示し，国際社会における存在感をアピールした。事件発生直後のブッシ

ュ大統領との電話会談で江沢民は，反テロの姿勢を強調した。 月 日の上海協日

力機構の第 回メンバー国首相会議では，アメリカのテロ事件に関する声明を発

表した。同月 日には唐家日 外交部長が訪米し，テロに関する専門家会議を開催外

し，情報交換を行うことで合意した。 月月 日の米中首脳会談でブッシュ大統領日

は中国の反テロ支持に感謝を述べた。翌 日の上海での日 APEC第 回非公式首

脳会談では，中国は主催者として反テロ声明をとりまとめた。

他方，中国は一貫して国連主導によるテロへの対応を強調した。 月月 日のア

メリカによるアフガニスタンへの空爆開始に際しては，支持を示しながらも，軍

事行動が他国に拡大しないよう報復を急ぐアメリカにクギを刺し，国連の役割を

強調した。こうして中国は国連主導を強調することで，アメリカ主導を牽制した。

しかし，反テロで米ロが急接近しており，中ロ関係の脆弱さを露呈している。

またウズベキスタンやキルギスにはアメリカを中心とした NATO軍が駐留する

など，上海協力機構の相対的地位の低下も見られる。

古い問題と新しい問題が共存した日中関係

月 日付日 朝日新聞朝 に，韓国や中国などから批判が出ていた 新しい歴史新

教科書を作る会 が編集する中学歴史教科書に対する文部科学省の検定で 政府政

は検定合格を容認する判断 ，との記事が掲載された。これをきっかけに教科書，

問題が浮上した。 月 日，王毅外交部副部長が中国駐在臨時代理日本大使を呼

び，中国側の重大な関心と厳正な立場を表明した。 月 日，文部科学省が検定

合格を発表したため，唐部長は中国駐在日本大使に対し強い憤りを表明した。

同じ時期，日中関係に波紋を投げかけるもう一つの出来事が浮上してきた。
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月 日，李登輝台湾前総統が病気治療を理由に日本入国のビザ申請を行った。こ日

れに対し外交部は同月 日，日 いかなる名目であれ，李登輝が日本を訪れ活動すい

ることに断固反対する と日本を牽制した。しかし同月 日，日本政府は日本で日

の活動を病気治療に限定することなどを条件にビザ発給を認めた。王副部長は翌

日，中国駐在日本大使に対し強く抗議し，日 中国側は必要な対抗措置をとらざ中

るを得ない と表明し，同月 日，李鵬全国人民代表大会常務委員会委員長の訪日

日の取りやめが発表された。

これら問題に対し田中外相は 月 日，唐部長と電話会談を行い，教科書問題

を 適切に処理適 し，李登輝への訪日ビザ発給を今後は認めないと言及した。し 月

日，外交部アジア司が在北京日本大使館公使に対し，一部の歴史教科書で日 カ

所の修正を要求した。これに対し，日本政府は 月 日，中韓の教科書記述修正要

求に対する文部科学省の検討結果として，近現代史に誤りなしと双方に通知した。

さらに小泉首相の靖国神社公式参拝問題も持ち上がった。小泉首相は自民党総

裁選の際，靖国神社参拝を掲げてきた。 月 日，日 ARF の場で唐部長は田中外

相に対し，小泉首相の 月 日の靖国参拝中止を要求した。日 月 日，小泉首相日

は日程を繰り上げて靖国参拝を実施した。これに対し，王副部長が中国駐在日本

大使に厳正な申し入れを行った。

以上の三つの問題は，これまでたびたび日中関係の争点となってきた歴史認識

と台湾に関わるものである。これらに関係する問題が発生した場合，過去には中

国国内で当局が主導してマスコミを通じて反日キャンペーンを実施し，学生や知

識人らが反日行動を起こすケースが多かった。しかし，今回は三つの問題がほぼ

同時に発生したにも関わらず， 月 日の清華大学学生日 人の日本大使館前での人

抗議行動が伝えられただけで，中国のマスコミも大規模な反日報道を行わなかっ

た。日中関係重視と国内の混乱回避から当局が抑制したものと思われる。関係改

善に向けて 月月 日，小泉首相が日帰りで中国を訪問し，廬溝橋，抗日戦争記念

館を見学し，歴史重視の姿勢を示した。首脳会談では，江沢民が 日中関係は良日

くない時期があったが，本日をもって日中間の緊張した側面は改善の方向に踏み

出した と述べ，関係悪化に歯止めがかかった。

他方，歴史認識や台湾の問題とは直接関係のない経済問題や領土問題などが日

中間の争点としての重要度を高めてきている。具体的には，セーフガード問題

（ 経済経 参照），対中円借款問題，中国の調査船問題などである。

日本政府が 年の対中年 ODA を ％削減したことに対し， 月 日，項懐誠

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

財政部長は理解を示しながらも， 非常に残念非 と述べた。また龍永図対外貿易

経済合作部副部長は対中 ODA が中国の改革や経済発展に 積極的な役割を果た積

した と評価している。しかし，日本の財政状況が悪化していること，中国が急

速な経済成長を遂げていること，また中国が対外援助を積極的に行っているなど

の報道が広がっていることから，日本国内では対中 ODA 見直し論が強まった。

田中外相は 月 日の参議院外交防衛委員会で対中日 ODA を 特別扱いする気は特

毛頭ない と述べた。また塩川財務相も 月 日，中国などを念頭に核爆弾保有日

国への ODA を見直すことを示唆した。 月月 日には外務省が，沿海部のインフ日

ラ整備を援助対象から除外し，重点分野を環境，市場経済化支援など 分野とし，分

援助対象を絞り込み，審査を強化することを盛り込んだ今後 年間の 対中国経対

済協力計画 を発表した。

年の朱鎔基訪日時の合意に基づき，年 月に排他的経済水域（EFZ）での調査

では事前通報することなどを盛り込んだ相互事前通報制度が発足した。 月 日，

事前通報の中国調査船が東シナ海で活動を再開した（ 東京新聞東 月 日）日 。しか

し，通報済みの船が国際法に反する調査を行うケースも多く， 月 日には中国日

の海洋調査船 海監海 号号 による日本の EFZ 内での違法調査が確認された（ 産産

経新聞 月 日）。 月 日，在北京日本大使館が外交部に対し日本近海での中日

国軍艦艇の活動を自制し，事前通報の枠組みを尊重するよう要請した（ 読売新読

聞 月 日）日 。

中朝両首脳の相互訪問

月 日から日 日まで金正日朝鮮労働党総書記が非公式に中国を訪問した。訪日

中の目的は，上海を訪問し，上海 GM自動車有限公司，上海華虹 NEC電子有限

公司，浦東新区，上海証券取引所などを視察し，中国の改革・開放の成功経験を

吸収することと，発足したばかりのブッシュ政権への対応を協議することにあり，

両首脳は 共通の認識を得た共 その後。 月 日から 日まで，江沢民が朝鮮民

主主義人民共和国を訪問した。この訪問はこれまでの金総書記の二度の訪中に対

する答礼の意味合いが強い。しかし，ロシア・タス通信によれば，金総書記は北

朝鮮のミサイル発射実験の停止継続を表明し，双方はアメリカのミサイル防衛構

想に反対することを確認した。また，中国は食糧 万万 ，ディーゼル油 万 の

無償提供を約束した。中朝両首脳の相互訪問が実現したことにより，両国関係は

年年 月の金日成死去以前の状態に戻り，強固なものとなった。
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ASEAN との経済統合の第一歩

月月 日，朱鎔基がブルネイでの ASEAN・中国首脳会議に出席した。前年

（ 年）年 の同会議で朱鎔基が中国・ ASEAN自由貿易協定（FTA）締結の可能性を

探る作業部会の設置を提案し， 月に中国・ASEAN協力委員会が経済協力専門

家グループを設置し，双方で検討を重ねた結果，今回の会議で今後 年かけて年

FTA を締結するための高級事務レベル協議を開始することで合意した。専門家

グループが FTA 締結により双方の輸出が ％増え，％ GDP 伸び率も ASEAN全体

で ，中国が 伸びるとする研究結果を発表するなど経済的メリットは大伸

きいが，むしろ，景気後退のアメリカと長期不況の日本のASEANへの関心の低

下に乗じて，中国がASEANへの関与を強め，アジアにおける勢力圏を拡大しよ

うという意図がある。

ベトナムとの関係では， 月 日から 日まで李鵬がハノイを訪問した。日 月月

日に中国海軍のミサイル・フリゲート艦がホーチミン市に寄港した。日 月月 日日

から 月月 日までノン・ドク・マイン・ベトナム共産党書記長が中国を訪問した。

陳水扁の孤立化を目指す

台湾の馬祖から乗客 人を乗せた福建省への直航船が人 月 日，馬尾港に到

着した。これは国民党が台湾に移ってから初めての合法的な中台間の直接交流で

あった。台湾当局が認めたことにより台湾の金門，馬祖両島と中国福建省との間

に限定された 小三通小 （通商，通航，通信）が実現したことを大陸側は歓迎し，

月までに 便が就航し，便 万 人近くが大陸を訪れた。人 月 日には中国日

籍の貨物船が金門島に入港した。 月月 日には台湾の日 両岸空運直航訪問団両 が

中国を訪問し，両岸の航空機の直行問題についての民間協議を行った。直行便運

航の合意はできなかったが，中台間の非政治的な交流は少しずつ拡大している。

政治面では直接対話に至る進展は見られなかった。中国当局は中国からの独立

を掲げる陳水扁民進党政権を孤立化させるために，民進党以外の政党との交流を

進めた。 月 日に親民党代表団， 月 日には蕭万長台湾国民党副主席が中国

を訪問した。銭其 副首相は蕭副主席に対し 台湾当局が両岸の経済交流と協力台

の発展のために，現実的なことに取り組み，障害を設けるのをやめることを望ん

でいる と述べ，両岸の直接 三通三 の実現を呼びかけた。 月 日には江沢民日

が APEC人材育成ハイレベル会議に出席した陳博志台湾経済建設委主任と接触

した。江沢民が初めて接触する陳政権の現職閣僚となった。 月 日，章考厳国日

世界の注目を浴び，大きな自信を得た 年年

民党常務委員が中国を訪問した後も， 月 日には台湾新党メンバー，日 月月 日日

には 中国統一連盟中 が訪中し，江沢民らと会見した。また，が 月 日に共産党が第日

回中国国民党大会に祝電を送ったこともこれまでに見られなかったことである。回

月月 日に行われた台湾立法院選挙で，民進党が第一党となったことに対して，

月月 日，国務院台湾事務辧公室は，一つの中国の原則を認めず， 年の共年

通認識 （民間交流団体による一つの中国の原則を堅持することに関する共通認識）を

否定する民進党政権との接触はないとして，台湾政策に変化はないことを表明し

た。 （佐々木）

年の中国は，秋の第年 回党大会までは政治的安定重視が続くであろう。党回

大会では新しい党中央の人事が決定する。最大の注目は江沢民の去就である。党

総書記，国家主席，中央軍事委員会主席のどれにとどまるのか，それともすべて

を手放すのか。そして，世代交代が進むのか。また 三つの代表三 思想が党規約に思

盛り込まれるかどうかは，党大会後の江沢民の影響力を図るバロメーターになる。

政府は 年に入っても，年 億元の国債発行による投資を行うことを表明す億億

るなど，内需主導による ％前後の経済成長の達成を目指している。東アジア全

体の産業調整の主要舞台という地位は当分続き，海外からの直接投資も堅調に推

移するものと考えられる。 年から続く積極財政策で財政赤字が拡大している年

が，今年は中央財政赤字を 億元以内に抑える方針である。市場化は一層進展億億

し，国際化の進展，競争激化で苦況に陥る産業，企業が徐々に顕在化してくると

予想できる。政府は都市の登録失業率を ％前後に抑えることを目標としてい％

るが，そのほかにも農村の所得向上や社会保障制度の構築等，社会的安定により

注力することになるだろう。

党大会を控え，外交面でも安定した周辺環境の維持が優先されるだろう。アメ

リカとの関係では，反テロをめぐるアジアでの主導権争いから，協調関係が今後

も継続されるのか注目される。また日中関係では国交正常化 周年を迎え，両国周周

とも関係重視を打ち出している。歴史認識問題等による関係悪化は避けたいとこ

ろだ。

（佐々木 地域研究第 部）

（大原 地域研究第 部）

年の課題年

年の中国1
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日 中国人民政治協商会議第 期全国期

委員会第 回会議開幕（ 日）。日

日 第第 期全人代第期 回会議開幕（

日）。第 次次次 カ年計画要項，中外合弁企業

法改正案を採択。

日日 年第年年 回全国人口センサス主要

データ公報を発表。

日 党中央，江西省党委書記に孟建柱党

を決定。

南シナ海沖を偵察中のアメリカの電子偵南

察機 EP が緊急発進した中国機と接触し，が

海南島に緊急着陸。 月月 日，機体の返還方

法で米中が最終合意。

日 市場経済秩序整頓・規範化全国会議市

開催（ 日）。朱鎔基首相が重要講話。 市市

場経済秩序の整頓と規範化に関する決定 を

採択。

日 江沢民国家主席，チリ，アルゼンチ江

ン，ウルグアイ，ブラジル，キューバ，ベネ

ズエラを訪問（ 日）。日

日 国務院新聞弁公室， 年の中国年年

人権事業の進展 と題する人権白書を発表。

日日 対外貿易経済合作部，日本政府が中対

国産のネギ，生シイタケ，畳表の 品目につ

いてセーフガード（緊急輸入制限措置）を 月

日から暫定発動することに断固反対を表明。日

日日 王毅外交部副部長，中国駐在日本大王

使に対し，日本政府が李登輝の訪日を認めた

ことについて，中国側の厳正な立場を表明。

日日 国務院， 市場経済活動における地市

域封鎖の実行を禁止することに関する規定

を公布。

日日 外交部，キッド級駆逐艦，対戦哨戒外

機 P ，ディーゼル潜水艦など台湾への武器，

売却を決定したアメリカを非難。

日日 李鵬全人代常務委委員長の訪日延期李

月

月

重要日誌重要日誌 中 国 年年年

日 中国共産党中央委員会，甘粛省党

委員会書記に宋照粛を決定。

日 党中央，貴州省党委書記に銭運録を党

決定。

日 甘粛省人民代表大会，代理省長に陸甘

浩を決定。

貴州省人代，代理省長に石秀詩を決定。貴

日 党中央弁公庁，党 農村で農 三つの代三

表 の重要思想の学習教育活動を展開するこ

とに関する意見 を発表。

日日 遼寧省人代，代理省長に薄煕来を決遼

定。

日日 党中央，湖北省党委書記に蒋祝平を党

決定。

湖北省人代，代理省長に張国光を決定。湖

日日 金正日朝鮮労働党総書記来訪金 （

日）。

日日 甘粛省長に陸浩が当選。甘

日日 天安門広場で法輪功メンバー天 人が人

焼身自殺を図り， 人が死亡。人

日日 党中央工作会議開催（党 日）。日

日日 湖北省長に張国光が当選。湖

日日 国家経済貿易委員会，九つの国家局

を廃止。

日日 王慶録広西チワン族自治区人民政治王

協商会議副主席の党籍，公職を剥奪。

日日 遼寧省長に薄煕来が当選。遼

日日 党中央規律検査員会・監察部が連名党

で，李紀周公安部副部長の党籍，公職剥奪を

発表。

博鰲（ボアオ）アジア・フォーラム開催。博

日日 全人代常務委員会，経貿委主任に李全

栄融を，科学技術部部長に徐冠華を決定。

全人代常務委，国連の全 経済的，社会的経

および文化的権利に関する国際規約 （ 規規

約）を批准する決定を可決。

月

月

を通達。

法輪功メンバー約法 人，天安門広場で拘人人

束される。

日日 全人代常務委，婚姻法改正案を採択。全

日 小泉首相，江沢民，朱鎔基総理に小

親書。

日 唐家唐 外交部長，田中外相と電話会外

談。

日 蕭万長中国国民党副主席来訪。銭其蕭

副首相らと会談。副

日日 党中央，党 全国訓練計画幹全全

部教育 を発表。

国家発展計画委員会，国産自動車の販売

価格の自由化を発表。

日日 朱鎔基，パキスタン，ネパール，モ朱

ルディブ，スリランカ，タイを訪問（ 日）。日

日日 江沢民，北京での江 APEC 人材育成

ハイレベル会議で陳博志台湾経済建設委主任

と接触。

日日 外交部アジア司，中国駐在日本公使外

に対し，一部の歴史教科書で カ所の修正を

要求。

日日 江西省長に黄智権が当選。江

日日 李鵬，カンボジア，ブルネイ，韓国李

を訪問（ 日）。日

日日 チベット平和解放チ 周年式典開催。周周

胡錦濤が出席，講話。

日日 中央扶貧開発工作会議開幕。 中国中

農村扶貧開発綱要 を発表。

ASEM外相会議，北京で開催（ 日）。日

田中外相来訪（ 日）。日

日 李嘉廷雲南省長辞任。省人代は代李

理省長に徐栄凱を決定。

上海・深 証券取引所で外貨建て株式

（ 株）を国内投資家に開放。株

日 人民解放軍，福建省東山島で陸海空人

三軍による大規模上陸演習 解放解 号号 を開

月

月

始。

日 中国のWTO加盟多国間交渉でアメ

リカと合意。

日日 国務院弁公庁，国有炭鉱が経営する

小型炭坑と郷鎮炭鉱をすべて生産停止にし，

整理する通達を出す。

日日 中国・ロシア・カザフスタン・タジ

キスタン・ウズベキスタン・キルギス カ国

首脳会議開催（ 日）。日 上海協力機構上 設設

立。

中ロ首脳会談開催。

日日 マケドニアと国交を回復。マ

日日 中ロ首脳電話会談開催。

日日 EU とWTO加盟協議で合意。

日日 日本製の自動車，携帯・自動車電話，

エアコンに対し 日から日 ％の特別関税を％

課す決定を発表。

日日 朝鮮民主主義人民共和国の住民朝 人人

が北京の国連難民高等弁務官事務所に難民申

請。 月月 日，中国を出国。日

日日 米中外相電話会談開催。関係改善で米

一致。

第 回中国回 WTO加盟作業部会開催（

月月 日）。 月加盟承認で合意。月月

日日 青海チベット鉄道着工。朱鎔基が記青

念式典に出席。

日 中国共産党創立 周年祝賀大会開周周

催。江沢民が重要講話を発表。

日 中国石油化工株式公司，上海 株市株

場に 億株を上場。中国の証券市場で発行株億億

数と株主資本が最も多い上場企業となる。

日 全国外資工作会議開催（全 日）。

日 国務院負担軽減弁公室，郷鎮企業の

負担軽減 項目措置を発表。項

日 外交部，法輪功メンバー外 人が集団人人

自殺を図ったと発表。

米中首脳電話会談開催。米

月

中 国
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日 遼寧省で国務院の同意した都市社会遼

保障システム整備のための改革実験が開始。

日 日本与党 党幹事長来訪（党 日）。日

日日 年夏季オリンピック開催地に北年年

京が決定。

日日 江沢民，ロシア，ベラルーシ，マケ江

ドニア，ウクライナ，マルタを訪問（ 日）。日

日日 中ロ善隣友好協力条約締結。

日日 全人代常務委法制工作委員会，香港全

最高裁による本土夫婦の男児の香港永住権を

認める判決を 遺憾遺 とコメント。

日日 日中外相会談開催。

日日 中ロ首脳電話会談開催。

日日 パウエル米国務長官来訪（パ 日）。日

日日 党中央，第党 回中国国民党大会に祝回

電を送る。

日 国計委， 第第 次次 カ年計画の

WTO加盟と国際競争力向上についての重点

特別計画 を発表。

日日 王毅，小泉首相の靖国参拝で，中国王

駐在大使に厳正な申し入れを行う。

日日 党中央，内蒙古自治区党委書記に儲党

波を決定。

日日 党中央，海南省党委書記に白克明を党

決定。

湖南省人代，代理省長に張雲川を決定。湖

日日 胡錦涛，吉林省を視察（胡 日）。日

中ロ首脳電話会談開催。

日日 ユニバーシアード北京大会開幕ユ （

月月 日）。

日日 海軍艦隊，初の欧州訪問でドイツ，海

イギリス，フランス，イタリアに寄港（

月 日）。日

日日 全人代常務委，農業部部長に杜青林全

を決定。

全人代常務委，刑法改正案を採択。全

財政部・国計委・農業部が連名で，農民財

月

の負担軽減に関する 項目政策を発表。項

日 朱鎔基，アイルランド，ベルギー，朱

ロシア，カザフスタンを訪問（ 日）。日

日 江沢民，朝鮮民主主義人民共和国を江

訪問（ 日）。

日 党中央と国務院が連名で党 社会治安社

総合管理をさらに強化することに関する意

見 を発表。

日 李鵬，ベトナムを訪問（李 日）。日

日日 江沢民，同時多発テロ事件でブッシ江

ュ米大統領にお見舞い電報を送る。

日日 米中首脳電話会談開催。米

日日 中英，中仏，中ロ首脳電話会談をそ

れぞれ開催。

日日 中仏首脳電話会談。

米中外相会談開催。テロに関する専門家米

会議開催で合意。

日日 党中央第党 回全体会議開催（ 日）。日

党の作風建設を強化，改善することに関す党

る決議 を採択。石兆彬と李嘉廷の問題に関

する審査報告が提出される。

日日 中・エジプト首脳電話会談開催。

日日 中・パキスタン首脳電話会談開催。

日 小泉首相来訪。廬溝橋，抗日戦争小

記念館を見学。

米中首脳電話会談開催。米

日日 台湾の台 両岸空運直航訪問団両 来訪。来

日日 国務院新聞辧公室， 中国農村の貧中

困対策開発 を発表。

日日 上海で上 APEC第 回閣僚会議回 （

日）， APEC 第 回非公式首脳会談（

日）開催。

日日 米中首脳会談開催。米

自民党，対中円借款削減を決定。

日日 中ロ首脳会談開催。 東トルキスタ東

ン 独立運動を批判。独

日日 日中首脳会談開催。日本側が対中

月

月月

年 重要日誌年年

ODA 削減を通告。

日日 公安部元副部長の李紀周，汚職で死公

刑（執行猶予 年）判決。年

日本外務省， 対中国経済協力計画対 を

発表。

日日 党中央，党 公民道徳建設実施綱要公

を通達。

日日 党中央，雲南省党委書記に白恩培を党

決定。

党中央，青海省党委書記に蘇榮を決定。党

日日 胡錦濤，ロシア，イギリス，フラン胡

ス，スペイン，ドイツを訪問（ 月月月 日）。日

全人代常務委，労働組合法改正案採択。全

日日 李鵬，アルジェリア，キューバ，ア李

ルゼンチン，ウルグアイ，チュニジアを訪問

（ 月月 日）。日

日 朱鎔基，朱 ASEAN・日中韓首脳会

議などに参加のため，ブルネイ，インドネシ

アを訪問（ 日）。日 ASEANと自由貿易協定

締結のための高級事務レベル協議開始で合意。

日 国務院新聞辧公室， チベットの現チ

代化発展 と題する白書を発表。

日 第第 回WTO閣僚会議開催（ 日）。日

中国のWTO加盟を承認。

日日 国務院辧公庁 都市住民最低生活保都

障工作をさらに強化することに関する通知

を発表。

米中首脳電話会談開催。米

日日 中国証券監督委員会・外貿経部が連

名で， 国内の外資系企業による株式発行，国

上場の規範化に関する若干の意見 を発表。

日日 中・パキスタン首脳電話会談開催。

日日 中ロ首脳電話会談開催。

日日 外貿経部，国家工商行政管理総局，外

外資系企業の合併と分割に関する規定外 を

月月

改正し，施行。

日日 国務院， 金融機関閉鎖条例金 を公

布。

日日 中央経済工作会議開催（ 日）。日

日日 ノン・ドク・マイン・ベトナム共産

党書記長来訪（ 月月月 日）。

日 山東省人代，代理省長に張高麗を

決定。

日 上海市人代，代理市長に陳良宇を決上

定。

党中央，湖北省党委書記に兪正声を決定。党

日 中国人民銀行，外資金融機関に対す

る第 次開放内容を発表。次

日日 全国宗教工作会議開催（全 日）。江日

沢民，朱鎔基が重要講話。

日日 江沢民，ミャンマーを訪問（江 日）。日

日日 米中，中ロ首脳電話会談をそれぞれ米

開催。

日日 江沢民，董建華香港特別行政区行政江

長官と会談。

日日 中・パキスタン首脳会談。中国政府

によるアフガニスタンへの 万元の人道援万万

助供与を表明。

国務院， 外資通信企業管理規定外 を公

布。

国計委西部辧公室， 西部大開発の若干西

の政策措置に関する実施意見 を発表。

日日 セーフガード問題に関する日中閣僚

級協議，日本側の農産品 品に対するセーフ

ガード正式発動を中止し，中国側の報復措置

解除などで合意。

日日 人民銀行，全国の各種銀行に対して人

融資リスクの分類（五段階分類）管理を全面的

に実施すると発表した。

日日 全人代，建設部部長に汪光全 を決定。

月月

中 国
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中央書記処書記 胡錦涛 尉健行 丁関根

張万年 羅 幹 温家宝

曾慶紅

中央規律検査委員会

書 記 尉健行

副書記 韓杼濱 曹慶澤 何 勇

周子玉 夏贊忠 劉麗英

中央軍事委員会

主 席 江沢民

副主席 張万年 遅浩田 胡錦涛

委 員 傳全有 于永波 王 克

王瑞林 郭伯雄 徐才厚

中央組織部長 曾慶紅

参考資料参考資料 中 国 年年年

． 中国共産党第． 期中央委員会期期

中央委員会総書記 江沢民

政治局常務委員 江沢民 李 鵬 朱鎔基

李瑞環 胡錦涛 尉健行

李嵐清

政治局委員 丁関根 田紀雲 李長春

李鉄映 呉邦国 呉官正

遅浩田 張万年 羅 幹

姜春雲 賈慶林 銭其

黄 菊 温家宝 謝 非（死亡）

政治局候補委員 曾慶紅 呉 儀

国家機構図

中国共産党・国家指導者名簿

中国共産党　
全国代表大会　

　

全国人民代表大会　
　常務委員会　
　専門委員会　
　

国家主席　
　

人民政治　
協商会議　
全国委員会　

　
常務委員会　

　

中　　央　
規律検査　
委 員 会　

　

中央委員会　
　総書記　
　中央政治局　
　常務委員会　

中央書記処　
　

党　
中央軍事　
委 員 会　

国　　家　
中央軍事　
委 員 会　

　

人民解放軍　
　総参謀部　
　総政治部　
　

総装備部　
　

総後勤部　

国務院　
　

各部・　
委員会　

最　　高　
人民法院　

各　　級　
人民法院　

最　　高　
人民検察院　

　

各　　級　
人民代表　
大　　会　

　
人民政治　
協商会議　
各級委員会　

　

各　　級　
党委員会　

大軍区司令部　
　

各　　級　
人民政府　

各局・庁　
・委員会　

海軍・空軍　
・第二砲兵　

各　　　級　
人民検察院　

中央宣伝部長 丁関根

中央統一戦線工作部長 王兆国

中央対外連絡部長 戴秉国

． 国家最高機関．

国家主席 江沢民

国家副主席 胡錦涛

全国人民代表大会常務委員会委員長 李 鵬

中国人民政治協商会議主席 李瑞環

国務院総理 朱鎔基

国家中央軍事委員会主席 江沢民

最高人民法院院長 蕭 揚

最高人民検察院検察長 韓杼濱

． 軍首脳．

総参謀長 傳全有

総政治部主任 于永波

総後勤部長 王 克

総装備部長 曹剛川

海軍司令員 石雲生

空軍司令員 劉順堯

第二砲兵司令員 楊国梁

． 国務院閣僚名簿．

総理 朱鎔基

副総理 李嵐清 銭其 呉邦国 温家宝

国務委員 遅浩田 羅幹 呉儀 イスマイル

アマット 王忠禹（兼国務院秘書

長）

外交部部長 唐家

国防部部長 遅浩田

国家発展計画委員会主任 曽培炎

国家経済貿易委員会主任 李栄融

教員部部長 陳至立

科学技術部部長 徐冠華

国家科学技術工業委員会主任 劉積斌

国家民族事務委員会主任 李徳洙

公安部部長 賈春旺

国家安全部部長 許永躍

監察部部長 何 勇

民政部部長 ドジュツリン

司法部部長 張福森

財政部部長 項懐誠

人事部部長 張学忠

労働社会保障部部長 張左己

国土資源部部長 田鳳山

建設部部長 汪光

鉄道部部長 傳志寰

交通部部長 黄鎮東

信息（情報）産業部部長 呉基傳

水利部部長 汪恕誠

農業部部長 杜青林

対外貿易経済合作部部長 石広生

文化部部長 孫家正

衛生部部長 張文康

国家計画生育（出産）委員会主任 張維慶

中国人民銀行行長 戴相竜

審計（会計検査）署審計長 李金華

中 国
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年 参考資料年年

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

北 京
天 津
河 北
山 西
内モンゴル
遼 寧
吉 林
黒 龍 江
上 海
江 蘇
浙 江
安 徽
福 建
江 西
山 東
河 南

賈慶林
張立昌
王旭東
田成平
儲 波
聞世震
王雲坤
徐有芳
黄 菊
回良玉
張徳江
王太華
宋徳福
孟建柱
呉官正
陳奎元

劉 淇
李盛霖
紐茂生
劉振華
烏雲其木格
薄 来来
洪 虎
宋法棠
陳良宇
李允石
柴松岳
許仲林
習近平
黄智権
張高麗
李克強

于均波
張立昌
程維高
盧功勲
劉明祖
王懐遠
王雲坤
徐有芳
陳鉄迪
陳煥友
李沢民
孟富林
宋徳福
孟建柱
趙志浩
任克礼

湖 北
湖 南
広 東
広 西
海 南
重 慶
四 川
貴 州
雲 南
チベット
陜 西
甘 肅
青 海
寧 夏
新 疆

兪正声
楊正午
李長春
曹伯純
白克明
賀国強
周永康
銭運録
白恩培
郭金龍
李建国
宋照粛
蘇
毛如柏
王楽泉

張国光
張雲川
盧瑞華
李兆
汪嘯風
包叙定
張中偉
石秀詩
徐栄凱
列 確
程安東
陸 浩
趙楽際
馬啓智

アブレト・
アブドルシット

関広富
楊正午
張幗英
趙富林
白克明
王雲龍
謝世傑
劉方仁
尹 俊
熱 地
李建国
盧克倹
白恩培
毛如柏

ハムディ ニヤツニ

各省，市，自治区首脳名簿（ 年末現在）年年
主要統計主要統計 中 国 年年年

基礎統計

人 口（万人）
就業人口（万人）

消費者物価上昇率（％）
都市部失業率（％）
為替レート（ ドルド 元，平均）元

（出所） 中国統計年鑑中 , 国家統計局発表，による。

国内総支出（名目価格） （単位 億元）億

最 終 消 費
民 間 消 費
政 府 消 費

総 資 本 形 成 額
財・サービス純輸出額
国 内 総 支 出 額
（出所） 中国統計年鑑中 。。

産業別国内総生産（名目価格） （単位 億元）億

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産 …
食料 生産量（万トン）
人当り GDP（元）

（注） 穀物・豆腐・イモ類。穀
（出所） 中国統計年鑑中 および国家統計局発表による。

産業別国内総生産成長率 （％）

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
人当り国内総生産人 …
（出所） 表 に同じ。
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2002

China

2002年の中国

国内政治

経　　済

対外関係

重要日誌

参考資料

主要統計

Yearbook of Asian Affairs:
2000 - 2009

国・地域別貿易 （単位 億ドル）億

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ア メ リ カ
日 本
香 港
台 湾
韓 国
シンガポール
ド イ ツ
ロ シ ア
そ の 他
合 計

輸入 輸出 輸入 輸出

（出所） 年までは年年 中国統計年鑑中 ，， 年は海関総署。年年

国際収支 （単位 億ドル）億

貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支

資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
流 出
流 入
証 券 投 資
資 産
負 債

そ の 他 投 資
資 産
負 債

誤 差 脱 漏
準 備 資 産 n. a.

（出所） 中国統計年鑑中 ，， 中国統計年鑑中 。。

国家財政 （単位 億元）億

財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
国内公債・国債
海外借り入れ n. a.

…
…

（出所） 中国統計年鑑中 ，， 年は全人代での財政報告による。年年

年 主要統計年年

p.087

p.095

p.106

p.114

p.118

p.121
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国 境
省・市・自治区境
首 都

特別行政区

タジキスタン
アフガニスタン

ロシア

カザフスタン

キルギス

パキスタン

（
カ
シ
ミ
ー
ル
）

モンゴル

新疆ウイグル自治区

黒龍江省

内
モ
ン
ゴ
ル
自
治
区

吉林省

朝鮮民主主義鮮民鮮鮮朝
人民共和国民民民

大韓民国大韓民国大韓民国大韓民国

青海省

遼寧省遼北京市北京市

天津市天津市天津市天津市天天天天河
北
省省

山
西
省 山東省山

甘 粛 省

寧夏回族自治区

上海市上上上上

陝
西
省

江江江
蘇蘇
省

河南省

湖北省

安
徽
省 浙

江
省

日日
本

東

海

（
東
シ
ナ
海
）

福
建
省

四川省
重慶市慶市

雲南省

貴州省

湖
南
省

江
西
省

台
湾

広西チワン族広西チワン族
自治区 広東省族

省海南省海南省海南省海南省
香港マ

カ
オ

フ
ィ
リ
ピ
ンン

ブブ
ルル
ネ
イイ

南 海
（南シナ海）

中
沙
諸
島

西西
沙沙
諸
島

南沙諸島南沙 パ
ラ
ワ
ン

ミ
ャ
ン
マ
ー

マレーシア

レレ

ア

インドネシア
シンガポール

マレーシアーシマ ーーママ

ベベベベ
ト
 ナ 
  ムムムム

カンボジア

ラ
オ
ス

タ イ

チベット自治区
ネパール

イ

ン

ド

バ
ンンンン
ググググ
ラ
デ
ララ

シ
ュ

ブータン

中 国
中華人民共和国

面 積 万万万

人 口 億億億 万人（万万 年末）年年

首 都 北京

言 語 漢語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

宗 教 道教，仏教，イスラーム教，キリスト教

政 体 社会主義共和制

元 首 江沢民国家主席

通 貨 元（ 米ドル米 元元元， 年末現在年年 ，売渡

しと買入れの中値。対日は 年末で年年 元元

円）円円

会計年度 暦年に同じ



安定と成長のバランスを求めて

中中 居居 良良 文文文・大・大 原原原 盛盛盛 樹樹

年末に年 WTOに加盟した中国は， 年を経済の全球化年 （グローバリゼーシ

ョン）に向けた国内整備の年と位置づけた。問題はその仕事を誰が担うかであっ

た。 年秋には年 年に一度の共産党大会が予定されていた。経済発展を継続す

るためには幹部の若返りが必要であり，天安門事件以来 年間続いた江沢民政権年

の交替は必至とみられた。国内政治の焦点は江沢民総書記の引退とその後任人事

にあった。中央指導部は若返ったものの，江沢民は半引退にとどまり，結果とし

て政権交替は中途半端なものとなった。

経済面では，積極的な財政出動と輸出の急増により，年率 ％の高成長を達成

した。直接投資は 年に引き続き高い増加率をみせ，グローバルな産業再編の年

主要舞台となっている。国内需要も堅調で，自動車などの高額消費財の需要も加

速し始めた。WTO加盟で心配された国内産業への打撃も，現状では軽微なもの

に止まっている。政府も，ここ数年財政収入が堅実に伸び，社会保障支出を充実

させるなど，所得再分配の機能を一応発揮できるようになった。一方，失業率が

上昇し，地域格差が拡大するなど，社会を不安定化させる要素はいまだ残ってい

る。需要の伸びを上回る供給力の増大は相変わらず続いており，高成長にも関わ

らず，消費者物価指数は二年ぶりにマイナスに転じた。世界にその潜在力を見せ

つけながらも，足下はいまだ盤石でないことを示している。

グローバリゼーションは中国の対外関係においても起きつつある。アメリカの

ブッシュ大統領は 月に日本と韓国に続いて北京を公式訪問した。国際社会は中

国が反テロ世界戦線の一翼を担うことを期待し，中国は国連や地域協定への参加

を通して，自らの存在感を示すに到った。中国と周辺諸国との関係は伝統的な二

国間関係を越えて，多国間関係へと変貌しつつある。中国はロシアを含む中央ア

ジアの地域主義やASEANや APECに積極的に関与する一方，朝鮮民主主義人民

共和国（北朝鮮）をめぐる脱出者問題や核兵器開発問題への対応をも迫られている。

概 況

年の中国年
中国の新指導部は政治・経済のグローバリゼーションという 新しい酒新 を，

中国共産党による単独統治という 古い器古 に納めることができるであろうか。

試練は続きそうである。

歴史上重要な年歴 の静かな幕開け

月 日，江沢民国家主席は新年恒例の談話で 年は党と国家の歴史上，年

非常に重要な年 と発言した。党のトップと軍のトップであり国家元首をも兼任

する江沢民にとって， 年は確かに重要な節目の年であった。年 年に一度の中

国共産党大会が秋に開催されることが予定されていたからである。党大会は党の

主要人事──中国の場合それは政府と軍の主要人事でもある──を決めるだけで

はなく，党の憲法ともいえる党規約も改定する。すなわち，今年の党大会は江沢

民の進退を決めるだけでなく，天安門事件以来 年にわたって中国のトップにい年

た江沢民の歴史的評価をも決めることになる。いうなれば，今回の党大会は江沢

民にとって最後の晴れ舞台だったのである。

江沢民の功績は激動を続ける世界の中で中国の政治的安定を維持してきたこと

である。経済発展も大きな成果であるが，それは多分に総理の朱鎔基の功績であ

った。江沢民が影響力を残すとすれば，それは経済よりは，思想，安全保障，対

外関係，組織といった分野であった。これらの分野では 党が領導する党 原則が原

貫徹しているからである。このうち，思想に関しては，江沢民はかなり早い時期

から自己の思想を残すための準備作業をしてきた。その一例が 年年 月 日，

中国共産党創立 周年を記念して江沢民が行ったいわゆる周周 七一講話七 である。

この講話は江の発案とされる 三つの代表三 を党の 重要思想重 として，すなわ

ち公式イデオロギーとして，位置づけた。そして直ちに全国で宣伝が開始された。

年に入ると，年 三つの代表三 という 重要思想重 が来る第 回党大会の基調回

となるべく，徹底して宣伝が進められた。

中国で歴史に名を残すには大規模な事業を興すのが有効である。中国政府は

月早々，北部の慢性的水不足を解決すべく 南水北調南 （長江水系から北部の水不

足地域に水を引く事業）の着工を決定した。また，同じく慢性的な農業不振に対し

ては， 月初旬の会議で党が農民の増収をはかる方針を確認した他，政府も

WTO加盟によって農業セクターが被る不利益を軽減する措置をとると約束した。

国 内 政 治

年の中国2002
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長期的政策としての 西部大開発西 にも今年新たな梃子入れがなされた。夏まで

に 退耕還林退 （耕地を林地，草地に戻す事業）や 西気東輸西 （西部の天然ガスを東

部に送る事業）が開始された。宇宙開発にも力が注がれた。中国は 月末，甘粛省

まで出向いた江沢民国家主席が見守る中， 機目の有人衛星実験ロケットを打ち機

上げた。

中国は 月に全国人民代表大会（以下，全人代）を開催した。例年この大会は朱

鎔基首相が政府の機構改革や金融制度改革を提起する場となってきた。また，同

大会での最高人民検察院長の報告は，年々増加する幹部の汚職・腐敗を暴露して

きた。しかし，今大会の基調は改革の推進よりも，安定の維持に軸足を置いたも

のであった。任期満了を控えた全人代は 改革指向改 から 安定指向安 へと舵をへ

切ったのである。朱鎔基首相はその政府活動報告で 現在の経済，社会生活には現

早急に解決すべき問題が少なからずある と指摘し，農業の生産性低下，地方の

給与遅配，産業構造の不合理さ，生態環境問題，地方保護主義，形式主義，官僚

主義， 一部の腐敗現象一 等を列記したが，全体として中国は 好調な経済発好

展 を維持し， 経済体制改革はさらに深まった経 と評価した。そして，これら

の成果は 江沢民同志を中核とする党中央が全体を見わたし，情勢をよく判断し，江

適時に正しい政策決定と部署配置を行ったたまもの だとしたのである。朱鎔基

はまた今年度の中国の経済成長見通しを前年度並みの ％に設定した。

同大会で最高人民検察院長は， 年に立件された汚職・腐敗は年 万 件で件件

あり， 年に比べて年 ％減少していると報告した。これは％ 年に立件数が年

万 件と前年比件件 ％増加したことに比べればかなり大きな減少である。ま％

た，同報告によれば， 万元を超える事件は万 件であり，これも件 年の年

件に比べてわずかに減少している。これらの数字が実際の汚職・腐敗の減少件件

傾向を示すのかどうかは不明である。高級幹部の見せしめ的大型摘発が相継いだ

昨年までと比べ， 年の省・部年 （行政区・省庁）クラス幹部の摘発は継続案件も

含めて 件にとどまった。 月には朱鎔基のブレーンと言われた朱小華元光大

（集団）総公司会長が党籍剥奪，また 月には中央規律委員・中央委員候補で元中月

国建設銀行行長の王雪氷が同じく党籍剥奪の処分を受けたが，いずれも海外投資

家との関連をうかがわせるものであった。政府の 安定指向安 に沿って汚職・腐

敗の摘発も沈静化したといえる。

安定と成長のバランスを求めて

党大会の準備作業

党大会の準備作業は三つの方面で進められた。まず，党大会の基調報告に盛る

べき中身を決める必要があった。次に，新指導部の顔触れを決めなくてはならな

い。そして最後に大会の日程を決め，それまでに必要な政治日程を消化しなくて

はならない。このうち最も順調に進行したのは第一の中身の問題であった。江沢

民は 月 日中央党校の省・部クラス幹部研修班の卒業式で演説し，日 三つの代三

表 を強調した。この講話が党大会の政治報告のベースになったのである。

三つの代表三 とは中国共産党が 先進的生産力の発展要求，先進文化の前進先

方向，最も広範な人民の根本利益 を代表することを意味する。これだけでは何

を言っているのか解りにくいが， 先進的生産力先 を非公有経済（すなわち，資本

主義経済）， 最も広範な人民最 をこれら非公有経済の担い手たちを含む全人民と

考えると意味がとれよう。要するに， 三つの代表三 とはこれまで労働者，農民，

先進的知識人といったプロレタリアートに限定していた党員資格を，資本主義経

済の担い手たち──かってブルジョア階級とされて差別されてきた人たち──に

も広げようという一種の 門戸開放宣言門 である。

門戸開放には抵抗がつきものである。事実， 三つの代表三 が提示された

年には党の ブルジョア化ブ に反対する意見が雑誌やインターネットで巻き起こ

った。しかし， 年年 月の時点で， 三つの代表三 への反対意見は少なくとも

公式メディアからは完全に姿を消した。新指導部の選出に向けて， 三つの代三

表 に反対するものは排除されたと思われる。 三つの代表三 は新指導部に参入

するための 踏み絵踏 となったのである。

第 の準備作業である党人事に関しては，基本線はすでに固まっていた。党の

総書記の後任は 年の第年 回党大会で中央政治局常務委入りし，回 年には国年

家副主席となっていた胡錦涛以外には考えられなかったからである。胡錦涛の総

書記就任は故 小平の遺言であるという噂も広く流布されていた。共産党青年団小

を支持母体とし，地方の党書記を主な経歴とする胡錦涛には，経済運営と対外関

係の経験が不足していた。経験不足を補うかのように，胡錦涛は 月末，マレー

シア，シンガポール，アメリカを歴訪した。 月末に訪中したブッシュ大統領に

付きそって母校の清華大学に赴いたのは胡錦涛であり，この講演は中国全国にテ

レビ生中継された。胡錦涛は 月 日にホワイトハウスでブッシュ大統領と再会

した。

地方指導者たちの世代交代も順調に進展した。省の党委書記と省長の人事異動
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は 年にすでに半分近くの省が済ませていた。年 動向年報動 が指摘するよ

うに，省レベルの定年 歳に達した幹部はほとんどが退任し，新任者の圧倒的多歳

数は 代であった。代代 年夏までに広西省，湖南省，青海省，上海市，寧夏自治年

区，山東省，貴州省，海南省，黒龍江省，陝西省，吉林省，湖北省で地方の三役，

即ち党委書記，省長，そして人民代表大会常務委主任，のいずれかが交替した。

党中央は 月末，幹部の定年制を定めた 幹部任用条例幹 を発表し， 月には

幹部任用条例幹 の実施を迫るかのような 原則の堅持を動揺させてはならな原

い と題した署名記事を 人民日報人 に掲載した。党大会直前の 月には浙江省，月

福建省，安徽省，湖北省，北京市，上海市，重慶市といった重要な地方で人事異

動があり， 月月 日には党中央の重要ポストである中央組織部長に賀国強，中央日

宣伝部長に劉雲山が就任した。党大会直後に人事異動があった地方は山東省，広

東省，浙江省，河北省，海南省，四川省である。この 年間でほとんどの地方指

導者が若返ったことになる。

しかし，党中枢に座る江沢民の去就は大会直前まで不明であった。江沢民は党

総書記の地位は譲っても，中央軍事委主席と国家主席の地位は去りがたかったで

あろう。江には 小平のような党と軍における権威はなく，小 院政院 を敷くこと

は困難とみられた。天安門事件直後に中央に抜擢された江沢民は，政治が混乱し

たときに最後に頼りになるのは軍であることをよく理解していたに違いない。ま

た，国家主席のポストは国の代表として外交活動をするにはうってつけの地位で

ある。中央軍事委主席には定年がなかったが，国家主席についても 定年はな定

い という見解を中国政府は 月に発表した。地方指導者の若返りが進行するな

かで，中央指導者の人事に関しては白紙の状態が続いた。

中央の人事が決まらないなかで，第 の準備作業である日程調整も難航した。

年の場合，問題を複雑にしたのは江沢民の訪米スケジュールであった。年 月

のブッシュ大統領訪中を受けて，秋には江沢民が訪米する予定であった。予定ど

おり 月に党大会を開催した場合，訪米する江沢民の地位はどうなるのか。一介

の平党員となった江沢民がブッシュ大統領に会う必要があるのか。党中央は 月

になってようやく党大会の 月開催を公表した。江沢民は党のトップとして訪米月

することになったのである。通常 月もしくは 月に開催される党大会が月 月に月

ずれ込むのは 年の第年 回党大会以来である。第回 回党大会は中央指導者にと回

ってあまり良い前例ではない。その大会で趙紫陽が胡耀邦に替わって総書記に就

任したものの， 年半後には趙自らが天安門事件で失脚したからである。 年年

安定と成長のバランスを求めて

の場合，党大会の開催延期は中国の政権交替にまつわる不透明感を高めただけで

なく，重要な政策決定を数カ月にわたって店晒しにした。中国はトップが決まら

なければ何事も進まない国であることを内外に示したのである。

第 回党大会回

第 回党大会は回 月月 日から 日まで開催された。ここではこの党大会の意味日

を人事と政策の二つの面からみることにする。

まず，今大会で決まった党中央指導部の特徴をみてみよう（表 ）。総書記には

予定どおり胡錦涛が就任した。残る二つの中央ポスト，中央軍事委主席と国家主

席には江沢民が留任した。 年年 月の全人代で胡錦涛がこれら二つのポストを

手に入れるかどうかは不明である。現在のところ，江沢民は完全引退していない。

当面，中国のトップは 江・胡江 の順でならぶ二頭体制となる。

政治局常務委員会は胡錦涛を除く前任者全員が辞任し，ほぼ総入れ替えとなっ

た。常務委の平均年齢は 歳から歳 歳へと歳 歳近く若返った。ただし， 年前

の前党大会の常務委の平均年齢と比べた場合，実質の若返りは 歳ほどである。

一方，前大会との組織的継続性は維持された。常務委に昇格した大多数は前党大

会の政治局委員である。曾慶紅は先の大会では政治局候補委員であったが，今回

年の中国

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません
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安定と成長のバランスを求めて

表 新旧党中央指導部

役 職 新任者（年齢） 前任者（年齢） 新任者の現職 新任者の予想職務
総 書 記 胡錦涛（ 江沢民（） 国家副主席） 国家主席
政治局常務委
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上

胡錦涛（ ）
呉邦国（ ）
温家宝（ ）
賈慶林（ ）
曾慶紅（ ）
黄菊（ ）
呉官正（ ）
李長春（ ）
羅幹（ ）

江沢民（ ）
李鵬（ ）
朱鎔基（ ）
李瑞環（ ）
胡錦涛（ ）
尉健行（ ）
李嵐清（ ）

国家副主席
副総理
副総理
北京市委書記
中央書記処書記
上海市委書記
中央規律検査委書記
広東省委書記
国務委員

国家主席
全人代常務委員長
総理
全国政協主席
国家副主席
副総理
中央規律検査委書記

政治局委員
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上
同上

王楽泉（ ）
王兆国（ ）
回良玉（ ）
劉淇（ ）
劉雲山（ ）
李長春（ ）
呉儀（ ）
呉邦国（ ）
呉官正（ ）
張立昌（ ）
張徳江（ ）
陳良宇（ ）
羅幹（ ）
周永康（ ）
胡錦涛（ ）
正声（ ）
賀国強（ ）
賈慶林（ ）
郭伯雄（ ）
黄菊（ ）
曹剛川（ ）
曾慶紅（ ）
曾培炎（ ）
温家宝（ ）

丁関根（ ）
田紀雲（ ）
朱鎔基（ ）
江沢民（ ）
李鵬（ ）
李長春（ ）
李嵐清（ ）
李鉄映（ ）
李瑞環（ ）
呉邦国（ ）
呉官正（ ）
遅浩田（ ）
張万年（ ）
羅幹（ ）
胡錦涛（ ）
姜春雲（ ）
賈慶林（ ）
銭其 （ ）
黄菊（ ）
尉健行（ ）
温家宝（ ）

新彊ウイグル自治区委書記
統一戦線工作部長
副総理
北京市委書記
中央宣伝部長
広東省委書記
国務委員
副総理
中央規律検査委書記
天津市委書記
広東省委書記
上海市委書記，市長
国務委員
中央書記処書記，四川省委書記
国家副主席
湖北省委書記
中央書記処書記，中央組織部長
北京市委書記
中央軍事委副主席
上海市委書記
中央軍事委副主席
中央書記処書記
国家発展計画委主任
副総理

新彊ウイグル自治区委書記
統一戦線工作部長
副総理
北京市書記
中央宣伝部長

副総理
全人代常務委員長
中央規律検査委書記
天津市委書記
広東省委書記
上海市委書記，市長

中央書記処書記
国家主席
湖北省委書記
中央書記処書記，中央組織部長
全国政協主席
中央軍事委副主席
副総理
中央軍事委副主席
国家副主席
副総理
総理

候補委員
同上

王剛（ 曾慶紅（） ）
呉儀（ ）

中央弁公庁主任 中央弁公庁主任，中央書記処
書記

軍事委員会主席 江沢民（ 江沢民（） 国家主席）
軍事委員会副主席
同上
同上

胡錦涛（ ）
郭伯雄（ ）
曹剛川（ ）

胡錦涛（ ）
張万年（ ）
遅浩田（ ）

国家副主席 国家主席

軍事委員会委員
同上
同上
同上
同上
同上
同上

徐才厚（ ）
梁光烈（ ）
廖錫龍（ ）
李継耐（ ）

溥全有（ ）
于永波（ ）
王克（ ）
王瑞林（ ）
曹剛川（ ）
郭伯雄（ ）
徐才厚（ ）

総政治部主任
総参謀長
総後勤部長
総装備部長

総政治部主任
総参謀長
総後勤部長
総装備部長

新任者（年齢） 前任者（年齢）

（注） 年齢は 年年年 月時点。月月

例外的に常務委員に昇格した。逆に，もう一人の政治局候補委員の呉儀はただ一

人常務委員に昇格せず，政治局入りしたにとどまった。常務委員は全員が工程師

（エンジニア兼工場長）である。常務委員の序列から，彼らの政府でのポストを予

想することができる。序列 位の呉邦国が全人代常務委員長，序列位 位の温家宝位

が総理，序列 位の賈慶林が全国政治協商会議位 （政協）主席につく可能性が高い。

政治局委員は常務委員と候補委員から昇格した呉儀以外の全員が新任である。

常務委員を含む政治局委員の平均年齢は 歳から歳 歳へと歳 歳以上若返った

が，これも 年前の前党大会の常務委の平均年齢と比べた場合，実質の若返りは

歳ほどである。政治局委員総数は 人から人 人に増えた。政治局候補委員は人

人から 人に減った。政治局委員が党中央の主要ポスト，例えば書記処書記，規

律検査委員会書記，組織部長，宣伝部長，を占める体制は変わらない。また，政

治局委員が主要な地方，例えば北京市，上海市，天津市，広東省，四川省の党委

書記であるのも変わらない。政治局委員の経歴でみると，党務官僚が多く，経済

運営に実績のある幹部は少ない。また，中央と地方という視点でみると， 人中人

人が省や市の党委書記出身であり，国務院出身はわずか人 人である。人的繋が

り，いわゆる 関係関 （グアンシー）でみると，政治局委員の圧倒的多数は江沢民

あるいは曾慶紅と職場ないしは組織を通してなんらかの関係を持っている。

中央軍事委員会は総数が 人から人 人に減った他には目立った変化は見られな人

い。軍事委員の平均年齢は 歳と現時点では歳 歳ほど下がったが，前党大会と

比較した実質の若返りは 歳にすぎない。主席の江沢民，副主席の胡錦涛を含め

て 人が留任した。新任の 人はいずれも陸軍の主要軍区の司令員ないしは中央

部局の出身者であり，近代化に熱心と思われるミサイル部隊，海軍，空軍からは

委員が出なかった。中央軍事委の 人の副主席が政治局入りするパターンも変わ

らない。副主席の郭伯雄と委員の徐才厚は胡錦涛と同年代であり，江沢民が引退

した場合，軍内で胡錦涛を支えていくことになろう。

中央委員とその下の中央候補委員には，大幅な世代交代が起きた。中央委員選

出にあたっては厳しい年齢制限が設けられたとみられる。中央委員の総数は

から へ，また中央候補委員もへへ からか へと微増した。これらへへ 人の半分以人

上の 人が新人である。これら委員は全て人 年の新中国成立以後に入党した年

党員であり，革命前の中国を知らない世代である。委員の平均年齢は 歳で，歳

歳以下の委員が歳 割以上である。委員の高学歴化も進んだ。委員の ％が大％

専以上の学歴を持つとされる。いわゆる頭脳集団のメンバーが委員に昇格したの
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も今大会の特徴で， 歳で中央委員となった王滬寧中央政策研究室副主任はその歳

代表である。

これら委員の中には有力幹部を両親に持ついわゆる 高幹子弟高 が相当数含ま

れている。組織部長として今回の人事を仕切ったと思われる曾慶紅自身が 高幹高

子弟 であり，世代交代とともに 高幹子弟高 が中央に進出する可能性もある。

若い中央委員たちが党務だけでなく経済の実務に携わる傾向も増えよう。その結

果，彼らが汚職・腐敗摘発の対象になる機会も増えるであろう。事実，前中央候

補委員からは 人の除名者を出している。

次に，政策面からこの党大会の意味を振り返ってみよう。まず，第 回党大会回

は 三つの代表三 を マルクス・レーニン主義，毛沢東思想，マ 小平理論小 と並

ぶ 重要思想重 として党規約に書き加えた。以後，全ての共産党員は 三つの代三

表 を自己の行動指針とすることが要求される。つまり，今大会はこれまで共産

党が階級敵とみなしていたブルジョア階級に対して，共産党のチャンネルを通し

ての政治参加の道を開いたといえる。今大会は中国政治が多元化するための 突突

破口 を開いたといってもよい。これまでも実数は明らかではないが，相当数の

党員が私有企業の経営に参加したり，自ら経営者になっている例がある。今大会

はそうした動きをはっきりと公認した。

しかし，ここで現実と願望を区別することが必要である。現時点では 三つの三

代表 とは中国共産党の理想の姿を表した努力目標にすぎず，中国共産党が 先先

進的生産力，先進文化，中国人民の根本利益 を代表しているという実態はない。

今大会では私有企業家たちが大挙して代表に選ばれることはなかった。私企業経

営者代表たちの中央政界進出は 年後の次期党大会を待たなければならない。中

国共産党は 年の建国直後，一時的にブルジョア階級の代表を受け入れた経験年

がある。しかし，それ以後の 年間，共産党は政権を独占してきた。共産党が本年

当に異端分子を受け入れるかどうか，進展を見守る必要がある。

三つの代表三 を党規約に書き入れた以外，今大会には政治面での新展開はな

い。これはWTO加盟に向けての国内経済制度の整備や海外への経済進出，いわ

ゆる 走出去走 ，をうたった経済政策の充実ぶりと好対照をなしている。今大会，

の政治報告は直接選挙の導入とか党の活動範囲の制限といった政治改革に関して

は，前大会より後退した。原文で ページに及ぶ江沢民の政治報告が唯一具体的ペ

な方策に言及したのは，市・県レベルにおける党代表の常任制の試行拡大だけで

ある。 （中居）

安定と成長のバランスを求めて

好調を続けるマクロ経済

GDP 成長率は年間で ％となった。失業問題 社会不安を回避するためには社

％の成長が必要だと言われ，政府も ％を年初の経済成長目標として掲げてい

たが，それを十分に上回った。ここ数年を振り返ると， GDP 成長率は 年年

％，％ 年年 ％，％ 年年 ％と下降を続け，政府は積極的な内需拡大路線％

を打ち出していた。輸出が急拡大した 年に年 ％の成長を達成したが，％

年は年後半からのアメリカ経済の失速を受けて ％と下降した。％ 年に入っ年

て輸出は再び活発になり，外資進出がラッシュの様相を呈した。国内市場も住宅

や自動車のような大型耐久消費財に対する需要が拡大し，また低所得者対策も功

を奏して景気を押し上げた。世界経済の回復が不透明ななか，一年が終わってみ

れば，一人勝ちの様相を呈する好調ぶりであった。

産業別の内訳では 第一次産業が第 ％増の％ 兆 億元億 （GDP に占めるシェア

％）％ 第二次産業が第 ％増の％ 兆 億元億億 （同 ％）％ 第三次産業が第 ％増の％

兆 億元億億 （同 ％）％ であった。

年末の人口は 億億億 万人，人口の自然増加率は万 ％で，伸び率は毎年低％

下している。都市人口は 億 万人万 （ ％）％ 農村人口は農 億 万人万 （ ％）％

で，都市化率は年々高まっている。

農業と工業

農業では 食糧作付面積は減少したものの，食糧生産量は食 億億 万万 で前年

に比べ ％とわずかながら増加した。綿花は作付面積の大幅な減少により生産は

％減少した。一方，搾糖作物％ （ ％増）％ のような経済作物は生産を大幅に伸

ばし，肉生産量（ ％増），水産物生産量（ ％増）も増大した。経済的付加価値の

高い農業分野へのシフトが進んでいる。

工業生産額の伸びは大きく，付加価値ベースの生産額は ％増の％ 兆 億億億

元だった。国有部門全体と年間製品売上 万元以上の非国有企業の生産額万 兆

億元のうち，国有企業および政府の過半出資企業は億億 ％増の％ 兆 億元億億

（全体の ％）％ であった。また集団所有制部門が ％増の％ 億元億億 （同 ％）％ 株株

式制企業が ％増の％ 兆 億元億 （同 ％）％ 外資系および香港・台湾・マカ外

経 済
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オ企業（広義の外資企業）が ％増の％ 億元億億 （同 ％）％ であった（この分類では一

部企業が重複するので，シェアの合計は ％にならない）％ 。重工業が ％増で％ 兆

億元億億 軽工業が軽 ％増の％ 兆 億元であった。工業部門の利益は億億 ％％

増の 億元となり，産業の全体的な好調さを印象づけた。特に自動車等の輸送億億

機器産業では利益が ％増の％ 億元を記録した。億億

再分配機能の強化を掲げた政府活動報告

マクロ経済は全体的に好調であったが，政府の下支えによる貢献も大きかった。

年初頭に政府が最も強調した役割は，内需拡大のための投資，支出増加と再年

分配機能の発揮による社会の安定維持であった。

月 日の全国人民代表大会での朱鎔基首相による政府活動報告では，同年の

重点活動の第一に内需拡大を唱え，わけても低所得者層の収入増加による消費の

拡大を最初に挙げている。まず長期建設国債を 億元発行することを決定し，億億

農民収入の増加と負担軽減，都市部における社会保障システムの整備，政府機関

の確実な給与支払い，就業機会の増大，消費環境の整備等を最重要課題に掲げた。

特に就業と社会保障については， 二つの確保二 （国有企業の一時帰休者の生活費

と定年退職者年金の確実な支払い）と 三本の保証ライン三 （一時帰休者の基本生活保

障制度，失業者保険制度，都市住民の最低生活保障制度）を守るというスローガンを

掲げて重視を鮮明にした。

内需拡大政策と成果

高い経済成長率は，第一に旺盛な国内の投資が牽引した。年間の固定資産投資

は 兆 億元に上り，対前年増加率は億億 年の年 ％，％ 年の年 ％，％ 年年

の ％から％ 年に年 ％にまで加速した。これは％ 年以来最高の伸び率で年

ある。そのうち国有部門による投資が ％増％ （ 年は年 ％増）％ の 兆 億億

元（全体の ％）％ という伸びを見せ，公的部門が投資を牽引している姿がかいま見

られる。投資の種類別では不動産開発投資が ％増の高い伸びを見せた。産業％

別では第一次産業が ％増，第二次産業が％ ％増，第三次産業が％ ％の増％

加であった。

高い投資の伸びは，国債発行で調達した資金による政府投資により支えられた

部分が大きい。 年の建設国債年 億元億億 特別国債特 億元の発行に続き，億億

年も長期建設国債 億元が発行された。億億 月の政府活動報告によれば，この資

安定と成長のバランスを求めて

金は重点インフラ建設，西部大開発， 南水北調南 プロジェクト，農村インフラ

建設，教育等に重点的に投入するとしている。この 年間に発行された長期建設

国債は 億元に達し，それによりなされた公的投資は，銀行ローンやその他出億億

資等をあわせて中国全体で 兆 億元の投資を誘発したという。これが毎年の億億

経済成長率を ％増加させ， 万人分の雇用を創出したと試算されている。万

年から提唱された西部大開発政策が引き続き実施された。西部地域には年

年までの年 年間に電力，インフラ建設等に 億元が投入され，政府資金で億億

は長期建設国債の 分の分 以上にあたる 億元が投入された。税制改革により億億

所得税が中央と地方で再分割され，中央の増加分になった 億元は全て西部大億億

開発プロジェクトに投入された。

地域別投資について，国有およびその他部門の固定資産投資を見ると，東部地

域で 兆 億元億 （前年比 ％増。全体の％ ％を占める）％ 中部地域中 億元億 （同

％増，シェア％ ％）％ ，西部地域 億元億億 （同 ％増，シェア％ ％）％ が投資さ

れた。

国家的な重点プロジェクトも進展した。長江三峡ダムの仮排水路締め切り工事，

青海チベット鉄道工事， 西電東送西 （西部地域の豊富な水力資源を開発して得た電

力を東部地域に運ぶ送電インフラ建設プロジェクト）等が進展し， 西気東輸西 プロ

ジェクト， 南水北調南 プロジェクトの東ルートが正式に着工された。

所得向上とデフレの再来

消費に関しては，消費財小売総額が前年比実質 ％増の％ 兆 億元に達し億億

た。うち家電製品が ％，通信機器％ ％，自動車が％ ％と大幅な伸びを見せ，％

個人の大型耐久消費財に対する需要が急上昇する段階に入ったようだ。貯蓄につ

いては，個人の預金残高は前年末より ％増の％ 兆 億元となった。億億

都市部住民の 人当たり平均可処分所得は 元で，前年比元 ％と大幅に増％

加した。 年から段階的に続いている公務員・団体職員給与の大幅引き上げ，年

定年退職者の基本年金基準の引き上げ等が効果を発揮したようである。公務員・

団体職員給与の基本給は， 年の年 倍の水準まで増加しているという。都市部倍

の低所得者に関して政府は社会保障に前年比 ％増の％ 億元を支出し，最低生億億

活保障金の受給者は 年末の年 万人から万 年末に年 万人まで増加した。万

一方，農民の 人当たり純収入は 元で元 実質増加率は実 ％と，都市部との％

格差は一段と広まった。農村部については最低生活水準を保証する公的制度は，
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一部のテスト地域や特定貧困地域以外には実質的に存在しない。マイクロ・ファ

イナンス等，地域の半官半民組織の自助努力による貧困対策への期待がむしろ高

まっている。農村貧困人口は前年より 万人減少して万 万人となったが，以万

前よりも減少のペースは緩やかになっている。山岳地域や辺境地域，荒漠地域な

ど，自然環境的に貧困脱出が困難な地域が最後に取り残されたからである。

物価については， 年からデフレ傾向にあったが年 年から消費者物価指数年

がプラスに転じていた。しかし 年の後半から再び下落傾向を見せ，年 年の年

消費者物価指数は ％，商品小売物価指数が％ ％，工業製品出荷価格指数は％

％，それぞれ低下した。物的財の価格下落がより深刻である。品目分野別に％

見ても 教育費等のサービス分野で若干物価が上昇した他は，軒並み低下してい教

る。これまで上昇を続けていた住居費も今年から下落に転じた。

通貨供給量は，狭義の通貨供給量（MM））と広義の通貨供給量（MM））について，

年の年末にそれぞれ前年同期比 ％増加した。金融機関の預金残高は％ ％増％

加して 兆兆 億元，貸出残高は億億 ％増加し％ 兆兆 億元となった。金融政策億億

は，財政政策と異なり，安定重視の慎重な運営が続いている。

雇用情勢の悪化

年から国有企業改革が本格化したことなどを受け，雇用情勢の悪化が顕在年

化している。年末の国有企業の一時帰休者は 万人で，万 年末に比べて年 万万

人（約 ％）％ 減少した。これは 年から一時帰休の制度が段階的に廃止される方年

向にあり，一部が失業者として扱われるようになったからである。年末の都市の

登録失業率は ％で，％ 年の年 ％，％ 年の年 ％から悪化を続けている。％

労働・社会保障省は，年初，WTO加盟後の競争激化とリストラの進展により年

末の都市登録失業率が ％以内に収まればいいと予想していた。好景気により％

そこまでの悪化は避けられた形となった。ところで，都市登録失業率とは，都市

部で失業登録を済ませた者についての数字であり，未登録の一時帰休者や出稼ぎ

労働者等を加えれば，実質的な失業率は約 ％に達するとも言われている。

財政基盤の強化

中央と地方を合わせた全国の財政収入は 昨年に引き続き高い伸びを見せ，対昨

前年比 ％増の％ 兆 億元に上った。歳出は億億 ％増の％ 兆 億元であっ億億

た。

安定と成長のバランスを求めて 年の中国

中央財政の歳入は ％増の％ 兆 億元，歳出は同億億 ％増の％ 兆 億元億億

で，赤字額は同 ％増加の％ 億元であった。赤字額は億億 GDP 比で ％となり，％

昨年の水準（ ％）％ を若干上回った。地方の歳入および歳出は ％増の％ 兆

億元であった。中央財政の債務収入は億億 億元で，うち億億 億元が国内外の億億

債務の元金償還に， 億元が同年度の赤字補填にあてられた。億億

財政赤字は，他国と比べて膨大な額ではなく，十分コントロールの範囲内にあ

る正常なものだと政府は認識している。しかし赤字の拡大に伴い， 年度の長年

期建設国債の発行額は 億元と若干減額されることが億億 年年 月に発表された。月

上述のように財政支出の第 の重点は低所得者層の支援であり，社会保障全体

で前年比 ％増の％ 億元が振り向けられた。第億億 の重点である農業・農村分

野には同 ％増の％ 億元が，第億億 の重点の科学技術・教育分野には ％増％

の 億元が，それぞれ支出された。億億

政府の財政規模は，近年急速に拡大している。 年から年 年までの年 年間

に歳入規模は毎年平均 ％以上のペースで増加しており，％ 年前の 倍に達し倍倍

た。財政収入規模を GDP と比べた割合を見ると， 年の年 ％から％ 年に年

は ％まで上昇した。％

近年，中央から地方への財政移転が増加し，全国レベルでの所得分配機能が強

化されている。 年の中央から地方への移転支出は年 億元で，歳入の億億 ％が％

地方に移転されていることになる。移転支出の規模は 年に比べて約年 倍まで倍

増加している。社会の安定を弱者対策や社会保障と言った経済手段で達成する制

度基盤が，着々とできつつあることを示している。

銀行の不良債権処理

金融分野では，昨年に引き続き 銀行の不良債権処理が最重要課題として進め銀

られた。重点は四つの国有商業銀行で， 年末の年 行の不良債権額は約行 兆元

に上ると伝えられている。不良債権額は 年末の段階から年 億元減少し，貸億億

し出しに占める不良債権額の比率は ％減少したという。不良債権の規模につ％

いては， 年年 月末の段階で，国有商業銀行 行の貸し出し額 兆元の兆

％にあたる％ 兆元が不良債権だと公表されていたものである。一方，外国兆

の専門家筋には実質的な不良債権比率が ％に上るという者もあり，実態は明ら％

かでない。政府は 年までに不良債権比率を年 ％以内に減少させることを目標％

に掲げている。
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外資系銀行については，WTO加盟により上海，深 ，天津，大連の 都市で都

人民元業務が解禁され， 年年 月には広州，珠海，青島，南京，武漢の月 都市都

でも解禁された。 年年 月末の段階で，中国に外資銀行の営業機関が 社あ社社

り，うち 社が人民元業務の経営許可を得ているという。一方，政府は，金融シ社社

ステムの安定のために年末に銀行間取引を通じた人民元の調達規制案を発表した。

人民元調達が本格化していない外資銀行は，実態として中国の銀行からの借入に

依存している。外資銀行は，この規制は実質的に外資銀行の活動に制限を加える

ためのものだと見て，反発を強めている。

株式市場の低迷と国有株の流通化問題

株式市場は低迷を続けている。 年年 月に国務院が 国有株放出による社会国

保障資金調達の管理に関する暫定弁法 を公布すると，それまで上り調子だった

株価が一転して下げに転じた。この法規は，新株発行時に調達額の ％に相当す％

る政府保有の国有株を市場で売却し その売却益を資金不足が懸念される社会保そ

障制度の整備に使うというものだった。しかし政府保有株の大量放出による株価

下落を懸念して市場は売りにまわり，株価の下落が続いた。 月に同法規の暫時月

停止が宣言されたものの，株価は年末から再び下落を始めた。 年年 月には今

後国有株の放出を中止するという通達が発表されたが，株価は結局維持できず，

月には株価指数は月 年年 月の水準の約 ％まで落ち込んでしまった。％

国有株の流通化問題は，株式市場の健全化と同時に，国有企業改革にとっても

重要な意味を持つ。旧国有企業が大半を占める上場企業の株式は，総量の 分の分

は政府が所有する 非流通株非 として売買の対象にならない。そのため市場取

引を通じて 流通株流 を購入した株主が経営の最終決定権を行使することが実質

上困難で，これが企業改革を阻む要素の一つだと言われている。 年年 月に国

有株放出の中止が宣言されたことで，この問題は足踏み状態に入ったと言える。

一方，後述するように，外資企業が本格的に国有企業の株式を購入するのを認

める法規が定められることが年末にかけて明らかになった。今後，国営企業の所

有権を巡る改革は，外資企業との合併，買収が一つの焦点となって進むと見られ

ている。

大幅な輸出増と国際分業の深化

大幅な輸出増は，積極財政と並んで，経済成長を牽引したもう一つの原動力と
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なった。輸出は ％増の％ 億億億 ，輸入は ％増の％ 億億億 に上った。年末

の外貨準備高は前年末より ％増加し，％ 億億億 となった。輸出入の大幅増加

は，国際分業の深化を強く印象づけるものでもあった。

年は最大の輸出相手国であるアメリカの経済失速により輸出が前年比年

％増，輸入は％ ％増という水準に止まっていた。％ 年初頭は輸出回復につ年

いて楽観視されておらず，第 四半期の輸出も前年比 ％の増加に止まってい％

た。しかし年末に向けて加速し，最終的に大きな伸びを記録した。

国別では，最大の輸出相手はアメリカで 億億 （ ％増）％ ，次いで香港 億億億

（ ％増）％ ，日本 億億 （ ％増）％ ，韓国 億億 （ ％増）％ であった。 EU 全

体では 億億 （ ％増）％ で，欧米日向けが全体の ％を占めている。対米輸出％

の回復が全体の好調を支えた格好である。アメリカは全体の輸入額が ％増と伸

び悩むなか，中国からの輸入が ％を超える増加を見せた。アメリカ側統計では，％

年のアメリカの香港を含む対中輸入額は年 億億億 で，日本からの輸入 億億億

（対前年比 ％減）を初めて抜いた。日本にとっても対中輸入額は対米輸入額を

抜き，最大の輸入相手国となった。中国がすでに世界最大級の製品供給国となっ

ていることがわかる。

輸入は，最大の相手国である日本から 億億億 （ ％増）％ ，台湾 億億億 （ ％％

増），韓国 億億 （ ％増）％ ，アメリカ 億億 （ ％）％ ， EU 全体で 億億

（ ％増）％ であった。日本，台湾，韓国の三カ国で，対中輸出額がそれぞれの全

体の輸入に占めるシェアは，日本 ％，台湾％ ％，韓国％ ％となっており，東ア％

ジア カ国の相互依存が深まっていることがわかる。

製品別では，機械製品の輸出が ％増加し，輸出全体に占める機械製品の割合％

は ％まで上昇した。この割合は％ 年代に入る頃には年 ％に満たなかったが，現％

在は機械製品が中国の貿易の主役になっている。機械の他で主要な貿易品目は，

輸出では繊維・アパレル ％，靴・家具・玩具％ ％と軽工業加工品が多く，％

輸入では石油 ％，プラスチック ％，鉄鋼％ ％といった素材・原材料が多％

い。

機械製品の中で最大の項目であるエレクトロニクス製品（HSコード ）が ％増％

加して 億億億 ，一般機械（同 ）が ％増の％ 億億億 となり，この二つで機械製品

輸出の ％を占める。なかでもコンピュータ・同部品が％ 億億億 （HSコード ，，

％増）％ ， OA 機器部品 億億億 （同 ，， ％増）％ ，通信機器（特に携帯電話） 億億億

（同 ，， ％増）％ が多い。また輸入品目を見ると， ICが 億億億 （同 ，， ％増）％ ，
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半導体デバイス 億億億 （同 ，， ％増）％ ， OA 機器部品 億億億 （同 ，， ％増）％ ，

コンピュータ・同部品 億億 （同 ，， ％増）％ が量的に多く，しかも伸び率が高

い。コンピュータ，通信機器等 IT 関連で膨大なデバイス，部品を輸入し，完成

品，部品を大量に輸出している様子が分かる。また大幅に輸入が伸びた製品とし

て液晶ディスプレイ・デバイス 億億億 （同 ，， ％増）％ ，乗用車 億億億 （同 ，，

％増）％ がある。

なお 中国統計年鑑中 によれば輸出全体の約半分は外資企業が行っているとい

う。詳細は明らかではないが，機械産業に限れば輸出入の大半は外資企業が担っ

ているものと考えられる。機械産業分野で，中国が欧米，台湾，韓国，日本等の

企業の国際分業拡大，深化の主要舞台となっており，それが中国の全体の輸出を

牽引していると考えられる。

直接投資の増加と企業の大型提携の動き

年の外資による対中直接投資は，実行額ベースで前年比年 ％増の％

億 で過去最高となった。契約ベースでは ％増の％ 億億億 ，外資企業認可件

数では前年比 ％増の％ 万 社であった。実行額ベースでは社社 年をピークに年

年，年 年と落ち込んだが，年 年から再び投資が活発化している。これは年

年末の年 WTO加盟を契機に，規制緩和と市場拡大を見込んで投資意欲が高ま

ったことが原因であった。

地域別では，上半期を見ると，実行額ベースで香港 億億億 ，アメリカ 億億億 ，

日本 億億億 ， EU 億億億 ，台湾 億億億 ，韓国 億億億 と続いている。一方，今後の

投資の先行指標と考えられる契約額ベースの統計でみると，香港 億億億 ，台湾

億億億 ，アメリカ 億億億 ，日本 億億億 ，韓国 億億億 ， EU 億億億 となり，台湾企

業の勢いが目立つ。特に IT 関連 電子電器関連産業で電 外国企業が中国を軸とし外

た生産体制の再編を東アジアで加速させているものと思われる。

対中投資では，従来の製造加工，輸出拠点という位置づけのものに加え，本格

的な中国市場開拓型の投資が目立つようになった。中国市場に適した製品の開

発・設計や販売，流通分野の投資が活発化している。また重要部品や素材のよう

な，これまで輸入に頼っていた分野での投資が増えている。

例えば日本企業の研究開発分野での対中投資を見ると， NEC（ソフト，携帯電

話），三洋電機（半導体），パイオニア（DVDプレイヤー），松下（エアコン等家電），

キャノン（複写機），スズキ（二輪車），小糸製作所（自動車用ランプ），味の素（食品）

安定と成長のバランスを求めて

等，多数の企業が中国に R D拠点を設立した。日系以外の外資でもモトロー

ラ（半導体）， LGグループ（次世代携帯），オラクル（コンピュータ・ソフト），ワー

ルプール（電子レンジ）等，同様の動きが加速している。

現状で大幅な輸入超過となっている半導体と乗用車についても，新たな外資企

業の進出や提携が相次いだ。コンピュータ，携帯電話，家電等の生産急増により，

世界の半導体市場における中国のシェアは 年の年 ％から 年の年 ％に上昇％

した。アジアで日本に続いて第 位となった巨大な需要を見込んだ外資企業の進位

出が相次いでいる。例えば製造装置大手の TOWA が蘇州に進出し， NECは上

海工場で行っていたDRAM生産を中止し，付加価値の高いロジック ICに特化す

るとした。台湾最大の TSMC（台湾積体電路製造）は，台湾当局の許可が得られ次

第，上海で工場の建設に入るという。

乗用車についても新規のプロジェクトが進んでいる。トヨタ自動車と中国最大

手の第一汽車グループが包括提携に入り，天津での高級乗用車の生産も合意され

た。日産自動車は東風汽車と合弁で乗用車を生産することに合意した。すでに広

州での高級セダン生産が好調なホンダは，輸出専用の乗用車工場を新規に建設す

ると発表した。

中国企業による海外進出や海外企業との包括提携も進んだ。例えば，海爾集団

が三洋電機および台湾の声宝集団と販売や OEM等で，松下電器と TCL が販売

やプラズマ・ディスプレイ・パネル等のデバイス供給で，海信集団と住友商事が

日本での販売面で， TCL とフィリップス電子が中国での販売で，それぞれ提携

関係に入った。従来のように中国側が海外企業の技術導入を目的として合弁生産

するだけでなく，中国側と外国企業側の双方が，相互のブランド，販売，技術等

に関する優位を中国国内と海外市場の両方で最大限活用するための戦略的提携関

係を結ぶ時代に入っている。

中国企業の海外進出では，海爾がタイの家電企業，ダイスター・エレクトリッ

クの工場を買収し， TCLが破産したドイツのテレビ工場を買収するなどした。

WTO 加盟後の展開──セーフガードと知的財産権問題

WTO加盟後，さまざまな産業で輸入の増大による国内産業への影響が心配さ

れたが，自由化の措置が段階的に進んでいるため，大きな打撃を受けた産業は今

のところ少ない。最も心配された農業分野の輸入を見ると，食料と食品加工を合

わせて全体で 億億億 から 億億億 へへ ％増加したが，一方，国内販売価格が割高％
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だとして輸入自由化による影響が最も懸念されていた穀類を見ると， 億億億 か

ら 億億億 へ却って減少した。全体的な経済成長による輸入増加分を考慮すれば，

今のところ打撃は限定的であるようだ。

最も打撃が心配された自動車産業では，輸入は，自動車全体（部品含む）の金額

ベースで ％増の％ 億元，台数ベースでは億億 ％増の％ 万台に上った。乗用車万

（ノックダウン輸入を含む）のみだと金額で ％増の％ 億元，台数で億億 ％増の％

万台であった。輸入乗用車の 台当たりの単価が近年上昇しているが，これは所

得向上により高額車輌への需要が増大したことによると見られる。

輸入は急増したが，国内での自動車生産も好調で， 年の自動車生産は前年年

比 ％増の％ 万台となった。うち乗用車の生産は万 ％増の％ 万台まで急拡大し万

た。自動車業界全体の利益は，前年比 ％の増の％ 億元と絶好調である。中国億億

市場は本格的なモータリゼーションを迎える時期にあり，拡大する需要によって

国内の自動車関連企業はWTO加盟の衝撃を当面吸収できそうである。

一方，自動車については，輸入自由化の進展が遅れているという批判もある。

中国は自動車の輸入割当制度があるが，WTO加盟時にこれを段階的に緩和し，

年までに割当制度を撤廃することを約束している。年 年については年 億億億

の割当をするとしていたが，メーカー，車種ごとの割当方法について情報公開

がされず，運営が不透明で輸入も割当枠に満たない。特に中国への自動車輸出の

多い日本でこの問題への不満が高まっている。

鉄鋼については，関税の低下と輸入許可制度の緩和を受け，鉄鋼製品全体で輸

入が ％増加した。中国政府は，％ 月に冷延薄板等の鉄鋼製品 品目に対し暫定

セーフガードを発動し，次いで 月に正式にセーフガード措置を発動した。この月

理由について中国政府の主張は，同年 月にアメリカ政府が鉄鋼製品輸入に対し

てセーフガードを発動し，次いで EU も暫定セーフガードを発動したことで，売

り先を失った日本，韓国，台湾，ロシア等の鉄鋼製品が中国になだれ込み，自国

の製鉄産業に深刻な損害を与えたからだ，というものである。一方， 年の国年

内の粗鋼生産は ％，鋼材生産は％ ％増加している。鉄鋼輸入の増加は，自％

動車の増産に象徴されるような国内需要の拡大によるものであり，国内産業の損

害も明確でない保護主義的措置だとして，日本等諸外国は非難している。

中国政府は化学製品を中心にアンチダンピング調査を続けざまに行うなど，自

国産業保護のためにWTOの制度を乱用していると見る向きが多い。

知的財産権についても，WTO加盟前後に特許，商標，意匠等に関する法律が

改正され， 年に年 市市

場経済秩序整頓規範化小

組 が経済貿易委員会に

設置されて反偽物製品の

取り締まりが強化される

など，中国側で改善の努

力は続いている。しかし

諸外国では，まだ不十分

だとして不満の声が上が

っている。日本では経済

産業省が日本企業の知的

財産権保護を支援するた

め， JETRO 等を通じて

上海，北京等に支援窓口

を設置した。

年の中国

全面的な 小康社会小 建設建 ──今後の経済目標

第十六回党大会で江沢民による報告が行われ，経済面で中国が今後向かうべき

方向と重点が示された。

同報告では， 年までの目標として，年 まずまず豊かな社会ま （小康社会）の

全面的な実現全 がうたわれた。これは 小平が小 年末に掲げた長期目標年 （

年の GDP を 年までに年 倍にし， 世紀末までに世 倍にする。さらに 世紀半ばま世

でに社会主義の現代化を成し遂げ中進国の水準に至る，というもの）を実現するため

に，この 年間に果たすべき任務を述べたものである。年 年まで毎年平均年 ％

の成長を続けることが目標とされる。

党の認識では，現在，中国は相当の進歩を遂げたが，これは一部の人に富が集

中する バランスのとれていない小康バ である。今後， 全面的な小康社会全 を

実現するために，むしろこれまで発展に取り残されてきた，失業者，貧困者，農

村，内陸地域等の弱者や工業化の犠牲となった環境・資源問題により注意を集め

ねばならないと訴えている。なお，図 は全国に 余りある県レベルの行政区余余

の人口を，その行政区の 人当たり平均 GDP 水準ごとに積み上げたものである。

これによれば，確かに一部地域の経済水準が大幅に伸びているものの，膨大な人

1人当たりGDP（ドル）
16,000
7,400
6,100
5,500
5,100
4,400
4,100
3,800
3,400
3,100
2,800
2,500
2,200
1,900
1,600
1,300
1,000
700
400
100

18,0002,0000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000
人口（万人）

平均980ドル*

図 中国の経済水準による人口階層
（県レベル行政区の 人当たり人 GDP と人口， 年）年年

（注） 中国統計年鑑中 によると同年の中国全体の 人人
当たりGDP は ドル。ド

（出所） 県レベル行政区のうち，都市部（市轄区）について
は 中国城市統計年間中 年版，それ以外は国家統年年
計局信息諮詢中心の県別データによる。

2002

105104



安定と成長のバランスを求めて

口の相当部分が依然として低所得域に留まっていることがわかる。

同報告では，情報化，科学技術・教育振興とセットになった ニュータイプのニ

工業化 という考え方が提示された。情報化の中でイノベーションを促進するた

め，教育と同様，知的財産権保護制度の強化を意識している。一方，資源や環境

と調和した持続可能な発展がその考えのもう一つの側面となっている。

同報告では，当面の経済改革，体制改革について，国有資産管理体制の改革方

向を示したことが重要である。法律を制定した上で，中央政府と各級地方政府が

それぞれ国有資産管理機構を設け，各国有企業をそれらに割り振って明確な出資

者としての責任と権益を与えるというものである。重要大型国有企業，インフラ，

重要自然資源等に関わる企業は中央政府，その他の国有企業は地方政府が，それ

ぞれ国家を代表して責務を履行する。これにより実質的な所有権を持つ政府の積

極性が増し，国有資産の価値の増大を図るという。一方，この措置は，上述した

ように，実際には地方政府による国有資産の売却，すなわち民営化を押し進める

ものだと見られている。

同時に，同報告では外資を 国有企業の改組，改造に結びつける国 と述べ，外

資への国有資産の売却を加速する方針を明確化した。これについては，中国証券

取引監督委員会が，証券取引所に上場する国有企業の株式のうち，国などが所有

してきた非流通株を外資に売却する際の規定を通達しており，外資への売却によ

る民営化も本格化しそうである。

また，今回の党大会の基本思想とされた 三つの代表三 論により，私営企業家論

の入党が 理論的に理 認められただけでなく，大々的に喧伝された。同報告では，認

持っている財産の多少ではなく， 中国の特色ある社会主義事業中 への貢献によ

って政治的立場を判断すると述べている。今回，約 人の党代表の一員として，人

数人の私営企業家も選ばれた。また経済体制改革として，私営企業の市場参入領

域の規制をゆるめ，投融資，税収，土地使用，対外貿易等で平等な競争環境を確

保することが確認された。私営企業のイデオロギー的立場がさらに強化され，今

後のビジネスの主流になる下地を作ったと言える。 （大原）

年，中国はアメリカの一極支配に対抗するため，多方面で多彩な外交を繰年

り広げた。この年，従来二国間関係で処理されてきた問題が地域や世界の問題と

対 外 関 係

して拡大したことも中国の対外関係

を多角的なものにした。中国は台湾

問題や貿易問題だけでなく，対イラ

ク制裁や北朝鮮の核開発といった問

題にも関与を迫られた。日本との間

でも北朝鮮との国交正常化交渉や脱

出者（いわゆる脱北者）問題といった

新たな問題が浮上した。

アメリカとの関係

年の米中関係は，前年末に形年

年の中国

成された反テロ行動を軸に推移した。中国はアメリカを中心とする国際的反テロ

行動への協力を維持したのである。なかでも， 月月 日の国連安保理での対イラ

ク決議，いわゆる 号決議で中国が棄権せず，制裁決議が満場一致で可決され号号

たことをアメリカは歓迎した。米中の協力関係を裏づけるかのように， 月のブ

ッシュ大統領訪中， 月の胡錦涛国家副主席の訪米，そして 月の江沢民国家主月

席の訪米が予定どおり行われた。

しかし， 年の米中関係が目立って改善したわけでもない。反テロ協力以外年

の分野ではむしろ対立は表面化した。とりわけ，ブッシュ大統領の北朝鮮に対す

る強硬姿勢と台湾問題での非妥協的姿勢は，中国にとって大きな懸念材料となっ

た。 月末のブッシュ大統領のいわゆる 悪の枢軸悪 発言に中国は不快感を隠さ発

なかった。また， 月末のブッシュ訪中は，人権や民主主義，台湾問題における

米中の見解の相違を際だたせることになった。中国に 日間も滞在した 年の年

クリントン訪中に比べて，ブッシュ訪中は 同盟国同 である日本と韓国を経由し，

滞在も 泊だけであった。しかも，ブッシュ大統領は江沢民も同席した清華大学

での講演で，アメリカの 自由と民主主義自 を賛美し， 台湾の防衛はアメリカ台

の義務である と宣言した。北京のある中国人研究者は，米中関係は 先の見え先

ない暗闇にある と指摘した。

アメリカが軍事力の使用に関して単独行動主義（中国語では単辺主義）の傾向を

露わにしつつあることも中国にとっては大きな懸念材料であった。 月，アメリ

カは国土防衛のためには 先制攻撃先 をも辞さないという防衛政策を発表した。

また， 月末には国連安保理がイラク制裁決議を討議したが，その交渉過程でア月

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません
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メリカはたとえ国連決議がなくともイラクを攻撃することは可能という解釈を示

した。そうした中， 月月 日江沢民国家主席はテキサス州クロフォードの牧場で日

ブッシュ大統領と非公式会談を行った。会談後の声明は米中が朝鮮半島の非核化

を目指すことで合意したと述べただけである。しかし，会談のタイミングからみ

て，イラク問題に対する中国の対応，なかでも国連における上記制裁決議への対

応，が確認された可能性もある。江沢民は常にアメリカとの関係を重要視した。

月の訪米は江沢民が外交から引退するためのいわば花道だったのかもしれない。月

日本との関係

年は日中国交回復年 周年であった。また，周周 月に日本と韓国で開催された

サッカーのワールドカップに中国チームも参加を決め，日中韓の友好協力関係が

一層進展するとの期待感が高まった。国交回復記念行事は着実に進行した。 月

日，李鵬全人代常務委員長が日本を公式友好訪問し，天皇と会見した。夏には

日中の友好団体の相互訪問が行われた。中国は 月末，北京で盛大な祝賀レセプ

ションを開き，江沢民国家主席と胡錦涛国家副主席が姿を見せた。中国は政権交

替の年に日中関係が緊張することを望まなかったのである。

しかし，これらの友好行事は期待どおりの成果をあげることはできなかった。

例年どおりの，古い問題が持ち上がっただけでなく，北朝鮮という新たな問題が

発生したのである。まず， 月早々親中派と目された田中真紀子外相が更迭され

た。 月，中国は少数の日本の公立高校が 反中的反 な歴史教科書を採用したこ

とを非難した。そして，小泉首相が 月 日突然靖国神社を参拝したことに中国日

は 強い不満強 を表明した。小泉首相は 月の参拝は行わないと言明したが，中

国は参拝そのものが問題とし， 月末には江沢民国家主席が 遺憾の意遺 を表明

した。また，中国は中谷防衛庁長官の訪中を延期すると通告，年内に予定されて

いた小泉首相の訪中も無期延期された。ただし，江沢民の側近である曾慶紅中央

書記処書記の訪日は予定どおり行われた。

こうしたなか 月 日，瀋陽の日本総領事館に北朝鮮からの亡命を求める 人

が逃げ込み，彼らを中国の武装警官が連行するという事件が起きた。北京では

月にスペイン大使館に北朝鮮の住民 人が駆け込んでおり，中国政府は大使館の人

警備を強化しつつあった。中国は北朝鮮との協定に基づき，彼ら逃亡者を拘束し

北朝鮮に送り返す予定であった。しかし，これら 人のうち 人の女性と 人の

幼い少女が，中国の警備員に取り押さえられる場面がビデオに収められ，日本で

安定と成長のバランスを求めて

放映されたことから，事件は大きな広がりをみせることになった。日本の世論は

領事館と北京の大使館の対応が悪かったとして，日本側責任者の処分を求めたし，

武装警官が領事館に許可なく立ち入った 主権侵害主 を訴える声も挙がった。

人の亡命問題は日中の外交問題に発展したのである。

中国は当初事件を公式な場で取り上げなかった。しかし，日本の一部で 対中対

制裁 とか 対中援助全面停止対 といった極論が出るに及んで， 人民日報人 で

不審者の連行は領事館の安全を保証するための措置不 であり， 連行に際しては連

日本側の同意があった とする公式見解を発表した。これに対し，日本は 主権主

侵害 に関しては 遺憾の意遺 を表明するにとどめ，中国側の 謝罪謝 は求めな

いという姿勢をとった。 月 日中国外務省報道官は，領事館侵入者を日 適切に適

処分 したと発表， 人は中国を出国し韓国に到着した。

中国に潜伏する北朝鮮住民は少なくとも数万人にのぼると考えられることから，

この種の事件はこれからも避けられないであろう。瀋陽領事館事件は突発事件を

契機に日中関係が感情的に対立し，一気に険悪化する可能性を示した。一方，日

中の実務者がこうした事件を 適切に処分適 する経験を積んだことも確かである。

中国は 主権の尊重主 といういわば名をとり，日本は 亡命者の保護亡 という実

をとった。事件が一段落した 月 日，中国政府は日本が東中国海に沈んだ不審日

船を引き揚げることに同意した。日本と北朝鮮との非公式国交正常化交渉は北京

で開催され， 月末に小泉首相が 月の訪朝を発表すると，中国は直ちにこれを

歓迎した。

しかし，小泉訪朝は日朝の国交正常化をもたらさず，いわゆる日本人拉致事件

によって，日本の対北朝鮮世論は一気に硬化した。中国の新指導部は日本の反北

朝鮮感情が中国に波及することを慎重に避ける必要が出てきた。こうしたなか，

中国の知識人から新たな日中関係観が提起されたことが注目に値する。年末，自

由主義的論調で知られる 戦略与管理戦 という雑誌に 対日関係新思維──中日対

民間之憂 という論文が掲載された。著者の馬立誠は 人民日報人 の記者で，

年には年 交鋒交 という中国中央指導部内部の思想闘争を活写した本を書いて

いる。馬は中国人が懸念する日本軍国主義の復活は多分に誇張されたものだと指

摘し，日中関係の進展のためにはまず中国が日本に対する誤解を解けと主張する。

さらに，戦争の謝罪は もう済んだも 問題であり，日本からの円借款についても

中国政府は正確な評価をすべきだとする。これまで，中国の公式メディアにここ

まで率直な見解が掲載されたことはない。背景に対日関係の好転を望む党中央の
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意向が存在する可能性もある。現在この馬論文に対してインターネットで厳しい

批判が寄せられているが，それはまた中国の 思想開放思 を示す一例であろう。

朝鮮半島との関係

中国と北朝鮮との関係は表面的には順調に推移した。しかし，夏以降北朝鮮が

日本とアメリカとの直接交渉に動き出すに伴い，中朝間の亀裂も表面化した。中

国は南北朝鮮の対話を推進する立場から，北朝鮮からの脱出者問題を政治問題化

せず，穏便に処理してきた。中国のサッカー代表が韓国でワールドカップに参加

したことは，両国の経済・文化交流の進展を示すものであった。

中国は経済的困難が続く北朝鮮を側面から支援した。 月には遼寧省丹東市と

北朝鮮新義州市との国境河川鴨緑江に新たな橋を架けることに合意し， 月には

賈慶林北京市党委書記（当時， 月の党大会で政治局常務委入り）月 が北朝鮮を友好訪

問した。 月には中国はディーゼル油 万 を無償供与するとともに，おりから

北朝鮮が公表した新義州特別行政区設置を歓迎すると発表した。この間，中国と

日本の間には瀋陽総領事館事件が起き，また北朝鮮と韓国との間には黄海での銃

撃戦が起きていたが，中国は北朝鮮の価格改革や公務員の給与引き上げを報道し

た。

しかし， 月に北朝鮮がアメリカに対して核開発を認めるかのような発言をし月

て以来，中国の北朝鮮に対する態度は微妙に変化した。 月初旬，プノンペンで月

行われた日中韓首脳会談で，朱鎔基首相は北朝鮮核開発問題の平和的解決を確認

した。そして，党大会を終えた 月末，中国瀋陽市の公安機関は楊斌・瀋陽欧亜月

実業有限公司会長を贈賄や契約詐欺などの容疑で逮捕した。楊斌は北朝鮮が新義

州特別行政区長官に任命した人物である。彼の逮捕で国境地帯への外資導入を目

指した新義州特別行政区構想は頓挫した。

中国は 月の小泉首相の靖国神社参拝を韓国と共に非難したが， 強烈な不強

満 を表明した中国に対し，韓国は 深い遺憾の意深 にとどまった。ワールドカ

ップ共同開催というイベントを控えた韓国の日本非難は中国とは一線を画した形

となった。夏から秋にかけて，中国は党大会，韓国は大統領選挙への準備に忙殺

された。政治的には休止した中韓関係は経済関係で順調な進展をみせた。北朝鮮

の新義州特別行政区と中国の丹東経済開発区とは鴨緑江を隔てて隣合わせである。

今後，この地域への韓国からの投資を巡って中国と北朝鮮の利害が対立する可能

性もある。

安定と成長のバランスを求めて

台湾との関係

中国と台湾との関係には経済交流で部分的な改善がみられたものの，政治面で

の進展はみられなかった。中国中央指導部の世代交替により台湾問題を担当する

部署の構成に変化が起きる可能性がある。台湾に対する新たな働きかけは新指導

部が固まり，台湾の総統選挙が行われる来年にずれこむ可能性が高い。

昨年開始された中台間の船便の往来は徐々に進展した。 月末には台湾の金門

と対岸の中国のアモイを結ぶ貨物輸送直航船便が就航した。金門は台湾から見れ

ば大陸に近い離島であり，この船便の経済的効果は台湾にとっては小さいが，象

徴的意味はある。航空機の直行便については，チャーター便を香港経由で運行す

る方向で協議が行われた。中国は民進党の陳水扁総統の孤立化をはかるため台湾

の野党との交流を強めており，そうした動きは 年も継続された。年 月には海

峡両岸交流協会の会長で，党中央の対台工作領導小組の成員でもある汪道涵が許

信良元民進党主席と会見した。

月 日，陳水扁総統が 世界台湾同郷連合会世 の年次総会に送ったメッセー

ジで，海峡両岸を それぞれ一つの国そ と呼んだことに中国は敏感に反応した。

中国はこの発言は， 年年 月の李登輝総統（当時）の 両国論両 と同じ流れを汲

み，それに勝るとも劣らぬものであると非難した。このいささか過敏ともいえる

反応は，当時中国の中央指導部の人事異動が進行していたことを物語る。

党の人事配置が完了した 月の党大会における江沢民の政治報告では，台湾政月

策は 一つの中国という前提の下であれば，何でも話すことができる一 という従

来の対話路線に戻った。そして，話すことのできる内容をやや具体的に述べてい

る。それらは， 両岸の敵対状態を正式に終わらせること， 台湾地区の国際上

の身分，およびその身分にふさわしい経済文化社会活動空間， 台湾当局の政治

地位等である。

その他の国・地域・国連との関係

年中国とアジアの三つの地域主義，年 ASEAN， APEC， ARF（ASEAN地域

フォーラム）との関係はいずれも緊密度を深めた。 月末，江沢民国家主席がベ

トナムを公式訪問， 月にはブルネイで開催された ARF に唐家 外相が参加し外

た。唐外相は ARF でアメリカのパウエル国務長官と会談し，反テロ協力で合意

しただけでなく，北朝鮮の白南舜外相とも会見した。 APEC首脳会談は江沢民

国家主席が 年以来毎回出席している会合である。年 年も年 月月 日メキシコ日
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での会議に，テキサスでの米中非公式首脳会談を終えた直後の同主席が参加した。

党大会直前の 月月 日，朱鎔基首相がカンボジアを公式訪問し，カンボジア，ミ

ヤンマー，ラオスの 国に対し中国が特別優遇関税を適用すると発表した。直後

の 日に朱鎔基首相はプノンペンで，中国とASEANが 年までに自由貿易区年

を設立することに合意したと発表した。

ロシア・中央アジアとの関係は昨年 月に発足した上海協力機構を中心に展開

した。中国はロシア・中央アジアとの経済協力を相継いで打ちだす一方，反テロ

協力でも共同歩調をとった。 月 日，上海協力機構の正式発足に合せて，江沢

民国家主席がカザフスタン，ロシア，バルト三国と続く海外歴訪に出発した。

月 日今度はロシアのプーチン大統領が訪中，年末にはカザフスタンのナザルバ

エフ大統領が訪中，総書記を退いた江沢民国家主席が依然外交の最前線に立って

いることを示した。

中国が展開する 全方位外交全 は欧州・南アジアにも向けられた。中国はイン

ド・パキスタン両国に対しては，両国との交流のバランスをとりながら，仲介者

としての役割を世界に印象づけた。 月に朱鎔基首相がインドを公式訪問すると，

月には中国はパキスタンとの国境検問所を再開した。 月には訪問先のカザフ

スタンで，江沢民国家主席が印パ首脳と会談した。 年，欧州と中国との討議年

に新たな内容が加わった。イラクと北朝鮮の大量破壊兵器問題が相互に関心のあ

るテーマとなったのである。原油の輸入を中東，なかでもイランに依存する中国

にとって，欧州の戦争回避路線は好ましいものであった。 月には江沢民国家主

席がイランを公式訪問する途上，ドイツに立ちよっている。 月には朱鎔基首相

がコペンハーゲンでASEM（アジア欧州会合）に参加した。

中国は 月の対イラク制裁決議こそ賛成したものの，国連やその他の国際会議月

においてアメリカとの違いを際立たすことに意を用いた。 月初旬の南アフリカ

での環境開発サミットに朱鎔基首相が参加し，中国は京都議定書を承認した。

月には江沢民国家主席が訪中したアナン国連事務総長と会見し，イラク問題の平

和的解決を強調した。 （中居）

中国の政治・経済を実際に運営するのは 年年 月の全人代で決まる政府であ

る。次期総理と目されている温家宝は党中央書記処書記として大いに手腕を発揮

したが，その経済運営能力は未知数である。はたして胡錦涛と温家宝は良好な関

年の課題年
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係を保てるのであろうか。胡錦涛が政策面で独自色を出すためには，早い時期に

江沢民を完全引退に追い込まなければならないであろう。中国政治に二つの中心

はいらないからである。また新指導部はイラクや北朝鮮で危機的状況が発生した

場合の対応を考えておく必要がある。

経済面では，税制改革による税収増加により積極財政が継続されるであろう。

WTO加盟で投資環境はさらなる改善が見込まれ，海外からの投資はしばらく続

くと思われる。輸出増加のペースが継続するかどうかは不透明だが，中国の製造

能力はさらなる強化が見込まれ，海外市場の開拓は当分続くであろう。国内の格

差拡大は深刻な問題だが，低所得者層の底上げも確実に進むであろう。問題を予

想するとすれば，外国との経済関係悪化が考えられる。増大する一方のプレゼン

スにより，アンチダンピングやセーフガード，知的財産権等を巡る問題において，

WTO等を舞台にした先進諸国との経済的対立がより多く生じることが予想され

る。東アジア諸国やASEANとの経済関係の改善と補完関係の構築を進めること

が重要だと思われる。

対外関係では英米とイラクとの間の戦争を阻止することが 年の最初の外交年

課題となろう。戦争が阻止できなかった場合，中国がこれまで進めてきた 全方全

位外交 は重大な試練にたつ。加えて，中国は朝鮮半島での戦争も避けなければ

ならない。中国と世界との関わりは 年よりも一層深くかつ複雑なものとなろ年

う。

（中居 地域研究第 部主任研究員）

（大原 地域研究第 部）

年の中国2002
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アのメガワティ大統領と会談。

寧夏党委書記に陳建国。寧

日日 機目の有人衛星実験船を打ち上げ，機

江沢民国家主席が視察。

西安市委書記に栗戦書。西

日日 山東省長に張高麗，人代常務委主任

に韓喜凱。

日日 朱鎔基首相，山西省視察朱 （ 月

日），農民の増収を強調。

日 西安で西部大開発座談会。西

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）と国境朝

河川鴨緑江に新しい大橋建設で合意。

日 李鵬・全人代常務委員長，日本を公李

式友好訪問（ 日），天皇陛下と会見。

軍人の公務以外での軍服着用禁止。軍

日 江沢民国家主席，ドイツ，リビア，江

ナイジェリア，チュニジア，イランを公式訪

問（ 日）。日

日 朱鎔基首相，海南省視察（朱 日）。日

日日 外務省報道官，日本の高校歴史教科外

書問題に言及。

日日 中国の旅客機，韓国で墜落， 人人

を超える死者。

日日 パキスタンとの国境検問所再開。パ

日日 朱鎔基首相，エジプト，ケニア，訪朱

問（ 日）。日

日日 外務省報道官，小泉首相の靖国参拝外

に強い不満表明。

日日 寧夏人代主任に陳建国。寧

日日 中国政府，中谷防衛庁長官の訪中と

中国海軍艦艇の訪日を延期。

日日 曾慶紅中央書記処書記が来日曾 （

日）

日日 中国初のプロ野球リーグ開幕。

日日 貴州省党委書記に銭運録，海南省党貴

委書記に白克明。

月

重要日誌重要日誌 中 国 年年年

日 党中央と国務院，党 南水北調南 （長

江水系から北部の水不足地域に水を引く事

業）着工を決定。

日 中央農村工作会議，農民の増収を優

先する方針を採択。

日日 全国農業工作会議， WTO 対策，

退耕還林退 （耕地を林地，草地に戻す事業）

実施方針を採択。

日日 朱鎔基首相インド公式訪問。朱

日日 曽培炎国家発展計画委員会主任，

％の成長維持に自信表明。

日日 新華社，田中外相の更迭を報道。新

日日 広西人民代表大会常務委主任に曹伯広

純，党書記を兼任。

日 湖南省省長に張雲川，武漢市党委湖

書記に羅清泉，青海省人代主任に蘇栄。

日 新華社，ブッシュ大統領の新 悪の枢悪

軸 は作り話と論評。

日 税関統計，日本は税 年連続で中国の年

最大の貿易相手国。

日日 ブッシュ大統領訪中（ 日），首脳日

会談。

日日 上海市長に陳良宇。上

外務省，東中国海の沈没船引き揚げで日外

本に慎重な対応求める。

日日 江沢民国家主席ベトナム訪問江 （

日），ハノイで中越首脳会談。

金門（台湾）とアモイ（中国本土）を結ぶ貨金

物輸送直航船便が 数年ぶりに就航。数数

湖北人代主任に兪正声。湖

日 第第 期中国人民政治協商会議期 （政

協）第 回会議開幕（ 日）。日

日 第第 期全国人民代表大会（全人代）第期

回会議開幕（ 日），朱鎔基首相が政府活日

動報告，経済発展目標 ％。

日日 江沢民国家主席，北京でインドネシ江

月

月

月

日日 江沢民国家主席，北京で公明党代表江

団と会見，小泉首相の靖国参拝に遺憾表明。

黒竜江省党委書記に徐有芳，寧夏人代主黒

任に陳建国。

日 ブッシュ米大統領，ホワイトハウ

スで胡錦涛国家副主席と会見。

日 賈慶林北京市党委書記，北朝鮮を友賈

好訪問（ 日）。日

日 中国北方航空機，大連沖に墜落。

人死亡。

雲南省大理自治州でバス転落事故，日本雲

人 人を含む人 人死亡。人

日 瀋陽駐在日本総領事館に北朝鮮から瀋

の亡命を求める 人が侵入，中国の公安要員人

が全員を連行。

日日 外務省報道官，瀋陽駐在日本総領事外

館に侵入した不審者の連行は領事館の安全を

保証するための措置と表明。

日日 外務省報道官，瀋陽駐在総領事館で外

の不審者の連行に日本側の同意があったと主

張。

日日 青海省党委書記に蘇栄。青

日日 江沢民国家主席，東ティモールの独江

立に祝電，国交樹立。

陝西省長代行に賈治邦。陝

日日 外務省報道官，日本総領事館侵入者外

を適切に処分したと表明。

日日 中国人民銀行総裁，外貨準備 億億億

と発表。

日日 吉林省党委書記に王雲坤。吉

日日 中米外相が電話会談，印パ情勢で意

見を交換。

日日 陜西省党委書記に李建国。陜

日 江沢民国家主席，カザフスタン訪江

問（ 日）， アジア相互協力会議ア に出席。

日 江沢民国家主席，訪問中のアルマト江

イで印パ首脳と会見。

月

月

日 江沢民国家主席，ロシア訪問江 （

日），プーチン大統領と会談。

中国科学院水利部， 年の年年 水危機水

を警告。

日 上海協力機構が正式に発足，カザフ上

スタン，中国，キルギスタン，ロシア，タジ

キスタン，ウズベキスタン カ国。

山東省党委書記に呉官正。

日日 江沢民国家主席，ラトビア，エスト江

ニア，リトアニア公式訪問（ 日）。日

寧夏党委書記に陳建国。寧

日日 湖北省党委書記に兪正声。湖

日日 北京市の違法ネットカフェの火災で北

人が死亡。人人

日日 中国政府，東中国海で日本が沈没船

を引き揚げることに同意。

日日 中日外相会談。

中韓外相会談，不法入国者問題を協議。

日日 江沢民国家主席，北京で日本民主党江

代表団と会見。

日 香港で復帰香 周年祝賀集会，江沢周

民国家主席が出席。

日 海外観光に対する規制緩和，過去海

年間で海外旅行者が倍増，累計 万人に。万万

日 北京で北 西気東輸西 （西部の天然ガ

スを東部に送る事業）起工式，朱鎔基首相が

出席。

日 中国の弁護士 万人に。万万

日 海峡両岸交流協会（海協会）の汪道涵海

会長，許信良元民進党主席と会見。

日日 北京のバー街に共産党支部設立。北

日日 唐家唐 外相，ブルネイで外 ASEAN地

域フォーラム（ARF）に参加，川口外相と会見。

日日 唐家唐 外相，ブルネイでアメリカの外

パウエル国務長官と会見，テロ対策協力強化

で合意，北朝鮮の白南舜外相と会見。

日 江沢民国家主席，北京でパキスタ江

月

月

中 国
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ンのムシャラフ大統領と会見。

日 新華社評論員，陳水扁台湾総統の新

両岸はそれぞれ一つの国両 発言を批判。発

日日 中国政府，全国で違法音響・映像製

品 万枚を一斉廃棄処分。万万

日日 中央規律検査委，朱小華元中国光大

（集団）総公司会長の党籍をはく奪，公職を解

任。

日日 安徽省，一人っ子政策変更へ。安

日日 胡錦涛国家副主席，北京でアメリカ胡

のアーミテージ国務副長官と会見。

日日 銭其銭 副首相，北京でイラクのサブ副

リ外相と会見，イラクへの武力行使に反対。

日 中国共産党の党員 万人に。万万

日 朱鎔基首相，南アフリカ・ヨハネス朱

ブルクでの環境開発サミットに参加，京都議

定書を承認。

日 北朝鮮にディーゼル油北 万万 を無償

供与。

日 江沢民国家主席，ブッシュ米大統領江

と電話会談。

日 江沢民国家主席，北京で川口外相と江

会見。

日日 北京で中日正常化北 年交流大会，江年年

沢民国家主席が演説。

朱鎔基首相，アジア欧州会合朱 （ASEM）に

出席，コペンハーゲンで小泉首相と会見。

日日 外務省報道官，北朝鮮の新義州特別外

行政区設置を歓迎すると表明。

中国・キルギス両軍，国境地区で反テロ

軍事演習。

日日 北京の人民大会堂で，中日国交正常北

化 周年祝賀レセプション，胡錦濤国家副主周周

席が出席。

日日 対外貿易経済協力省，対 月の海月

峡両岸貿易が前年同期比 ％増と発表。％

日日 国慶節休暇で北朝鮮が人気。

月

月月

日 国家統計局，第 次産業の就業者が次

年には年年 ％に低下と発表。％

日 中国の外資系企業 万社，税収の万

％，工業生産額の％ ％，輸出額の％ ％。％

民政省，新任の村民委員会幹部の民 割が割

共産党員と報告。

日日 浙江省長代行に習近平。浙

日日 福建省長代行に盧展工。福

日日 江沢民国家主席，北京で国連のアナ江

ン事務総長と会見，イラク問題の政治解決を

強調。

安徽省長代行に王金山。安

日日 国務院， 少年工使用禁止規定少 を

公布。

日日 湖北省長代行に羅清泉。湖

日日 江沢民国家主席，アメリカを実務訪江

問（ 日）。日

北京市党委書記に劉淇，上海市党委書記北

に陳良宇，重慶市党委書記に黄鎮東。

日日 中央組織部部長に賀国強，中央宣伝

部部長に劉雲山。

日日 江沢民国家主席，テキサス州クロフ江

ォードでブッシュ米大統領と会談。

日日 江沢民国家主席，メキシコで江 APEC

第 回非公式首脳会合に出席，小泉首相と会回

見。

日日 朱鎔基首相，国家統計局を視察，

うその数字を出すなう と指示。

日 朱鎔基首相，カンボジアを公式訪朱

問（ 日）。

日 中国はカンボジア，ラオス，ミャン

マーの カ国に特別優遇関税を適用すること

を決定。

日 プノンペンで，中国と ASEAN が

年までに中国・年年 ASEAN自由貿易区を設

立することに合意。

中日韓首脳会談，北朝鮮核開発問題の平

月月

年 重要日誌年年

和的解決を確認。

日 共産党第共 回全国代表大会開幕回 （

日），江沢民国家主席・総書記が報告，日 三三

つの代表 （先進的生産力発展の要請，先進

的文化の前進方向，最も広範な人民の根本的

利益の三つを代表すること）を強調。

日日 新しい中央委員会，中央規律検査委新

員会を選出，党規約に 三つの代表三 を盛り

込む。

国家統計局， 年に中国が世界第年年 の

経済大国になる可能性を示唆。

日日 共産党第共 期中央委員会第期期 回総会，

総書記に胡錦涛，江沢民国家主席は中央軍事

委員会主席に留任。

日日 江沢民国家主席，北京で韓国の盧泰江

愚元大統領一行と会見，朝鮮半島の非核化を

支持。

日日 山東省党委書記に張高麗，広東省党

委書記に張徳江，浙江省党委書記に習近平，

河北省党委書記に白克明，海南省党委書記に

王岐山。

日日 瀋陽の公安機関，楊斌・瀋陽欧亜実瀋

業有限公司会長を贈賄や契約詐欺などの容疑

で逮捕。

日日 国務院，深 香港西部ルート工事を香

認可。

日 江沢民国家主席，訪中したロシア江

のプーチン大統領と会談，共同声明。

日 上海市，上 年万博開催権獲得。年年

中国輸出入銀行，ロシアに 億億 の輸出

信用供与。

月月

日 中央党学校校長に曾慶紅，中央統一

戦線工作部部長に劉延東，四川省党委書記に

張学忠。

日 上海にユニバーサル・スタジオ，

年完成予定。年年

日 国家情報センター，国民 人当たり人

国内総生産は ，前年より， 増。増

日 国務院報道弁公室， 年の中国年年

の国防白書 を発表。

中央経済工作会議開幕（ 日），内需拡日

大，構造調整，改革・開放，就業と社会保障

を重点目標に。

日日 梁光烈・軍総参謀長，北京で米国の梁

アーミテージ国務副長官と会見。

日日 情報産業省，中国の携帯電話加入者情

が 億を突破と発表。億

日日 中国のネット加入者 万，アメリ万万

カに次いで世界 位。位

日日 河北省省長代行に季允石。河

日日 中国の私営企業 万社，非公有制万万

企業従業員 億超。億

日日 江沢民国家主席，北京でカザフスタ江

ンのナザルバエフ大統領と会談，善隣友好協

力条約に調印。

日日 国家統計局， 年中国の経済成長年年

％， GDP 兆兆兆 億元，食糧生産億億 億億億

前年比前 ％増と発表。

有人衛星実験船有 神舟神 号打ち上げ。号

日日 上海リニア営業線試験運転，中独首上

相がテープカット。

中 国
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郭伯雄 黄 菊 曹剛川

曾慶紅 曾培炎 温家宝

政治局候補委員 王 剛

中央書記処書記 曾慶紅 劉雲山 周永康

賀国強 王 剛 徐才厚

何 勇

中央規律検査委員会

書 記 呉官正

副書記 何 勇 夏賛忠 李至倫

張樹田 劉錫栄 張恵薪

劉峰岩

中央軍事委員会

主 席 江沢民

参考資料参考資料 中 国 年年年

（ 年年年 月末現在）月月

．． 中国共産党第 期中央委員会期期

中央委員会総書記 胡錦涛

政治局常務委員 胡錦涛 呉邦国 温家宝

賈慶林 曾慶紅 黄 菊

呉官正 李長春 羅 幹

政治局委員 王楽泉 王兆国 回良玉

劉 淇 劉雲山 李長春

呉 儀 呉邦国 呉官正

張立昌 張徳江 陳良宇

羅 幹 周永康 胡錦涛

兪正声 賀国強 賈慶林

国家機構図

中国共産党・国家指導者名簿

中国共産党　
全国代表大会　

　

全国人民代表大会　
　常務委員会　
　専門委員会　
　

国家主席　
　

人民政治　
協商会議　
全国委員会　

　
常務委員会　

　

中　　央　
規律検査　
委 員 会　

　

中央委員会　
　総書記　
　中央政治局　
　常務委員会　

中央書記処　
　

党　
中央軍事　
委 員 会　

国　　家　
中央軍事　
委 員 会　

　

人民解放軍　
　総参謀部　
　総政治部　
　

総装備部　
　

総後勤部　

国務院　
　

各部・　
委員会　

最　　高　
人民法院　

各　　級　
人民法院　

最　　高　
人民検察院　

　

各　　級　
人民代表　
大　　会　

　
人民政治　
協商会議　
各級委員会　

　

各　　級　
党委員会　

大軍区司令部　
　

各　　級　
人民政府　

各局・庁　
・委員会　

海軍・空軍　
・第二砲兵　

各　　　級　
人民検察院　

副主席 胡錦涛 郭伯雄 曹剛川

委 員 徐才厚 梁光烈 廖錫龍

李継耐

中央弁公庁主任 王 剛

中央組織部長 賀国強

中央宣伝部長 劉雲山

中央統一戦線工作部長 劉延東

中央対外連絡部長 戴秉国

．． 国家最高機関

国家主席 江沢民

国家副主席 胡錦涛

全国人民代表大会常務委員会委員長 李 鵬

中国人民政治協商会議主席 李瑞環

国務院総理 朱鎔基

国家中央軍事委員会主席 江沢民

最高人民法院院長 蕭 揚

最高人民検察院検察長 韓杼濱

．． 軍首脳

総参謀長 梁光烈

総政治部主任 徐才厚

総後勤部長 廖錫龍

総装備部長 李継耐

海軍司令員 石雲生

空軍司令員 喬清晨

第二砲兵司令員 楊国梁

．． 国務院閣僚名簿

総理 朱鎔基

副総理 李嵐清 銭其 呉邦国 温家宝

国務委員 遅浩田 羅幹 呉儀 イスマイル

アマット 王忠禹（兼国務院秘書

長）

外交部部長 唐家

国防部部長 遅浩田

国家発展計画委員会主任 曾培炎

国家経済貿易委員会主任 李栄融

教員部部長 陳至立

科学技術部部長 徐冠華

国家科学技術工業委員会主任 劉積斌

国家民族事務委員会主任 李徳洙

公安部部長 賈春旺

国家安全部部長 許永躍

監察部部長 何 勇

民政部部長 ドジュツリン

司法部部長 張福森

財政部部長 項懐誠

人事部部長 （空席）

労働社会保障部部長 張左己

国土資源部部長 田鳳山

建設部部長 汪光

鉄道部部長 傳志寰

交通部部長 張春賢

信息（情報）産業部部長 呉基傳

水利部部長 汪恕誠

農業部部長 杜青林

対外貿易経済合作部部長 石広生

文化部部長 孫家正

衛生部部長 張文康

国家計画生育（出産）委員会主任 張維慶

中国人民銀行行長 戴相竜

審計（会計検査）署審計長 李金華

中 国
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年 参考資料年年

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

北 京
天 津
河 北
山 西
内モンゴル
遼 寧
吉 林
黒 龍 江
上 海
江 蘇
浙 江
安 徽
福 建
江 西
山 東
河 南

劉 淇
張立昌
白克明
田成平
儲 波
聞世震
王雲坤
徐有芳
陳良宇
回良玉
習近平
王太華
宋徳福
孟建柱
張高麗
陳奎元

劉 淇
李盛霖
紐茂生
劉振華
烏雲其木格
薄 来来
洪 虎
宋法棠
陳良宇
李允石
習近平
王金山
盧展江
黄智権
張高麗
李克強

于均波
張立昌
程維高
盧功勲
劉明祖
王懐遠
王雲坤
徐有芳
陳鉄迪
陳煥友
李沢民
孟富林
宋徳福
孟建柱
韓喜凱
任克礼

湖 北
湖 南
広 東
広 西
海 南
重 慶
四 川
貴 州
雲 南
チベット

西
甘 肅
青 海
寧 夏
新 疆

兪正声
楊正午
張徳江
曹伯純
王岐山
黄 東東
張学忠
銭運録
白恩培
郭金龍
李建国
宋照粛
蘇
陳建国
王楽泉

羅清泉
張雲川
盧瑞華
李兆
汪嘯風
王鴻挙
張中偉
石秀詩
徐栄凱
列 確
賈治邦
陸 浩
趙楽際
馬啓智

アブレト・
アブドルシット

兪正声
楊正午
張幗英
曹伯純
白克明
王雲龍
謝世傑
劉方仁
尹 俊
熱 地
李建国
盧克倹
蘇 栄
陳建国

ハムディ ニヤツニ

各省，市，自治区首脳名簿（ 年末現在）年年
主要統計主要統計 中 国 年年年

基礎統計

人 口（万人）
就業人口（万人）

消費者物価上昇率（％）
都市部失業率（％）
為替レート（ ドルド 元，平均）元

（出所） 中国統計年鑑中 国家統計局発表，による。

国内総支出（名目価格） （単位 億元）億

最 終 消 費
民 間 消 費
政 府 消 費

総 資 本 形 成 額
財・サービス純輸出額
国 内 総 支 出 額
（出所） 中国統計年鑑中 。。

産業別国内総生産（名目価格） （単位 億元）億

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
食料 生産量（万トン）
人当り （元（元）

（注） 穀物・豆腐・イモ類。穀
（出所） 中国統計年鑑中 および国家統計局発表による。

産業別国内総生産成長率 （％）

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
人当り国内総生産人

…
…

（出所） 表 に同じ。
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2003

China

2003年の中国

国内政治

経　　済

対外関係

重要日誌

参考資料

主要統計

Yearbook of Asian Affairs:
2000 - 2009

国・地域別貿易 （単位 億ドル）億

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ア メ リ カ
日 本
香 港
台 湾
韓 国
シンガポール
ド イ ツ
マレーシア
そ の 他
合 計

輸入 輸出 輸入 輸出

（出所） 年までは年年 中国統計年鑑中 ，， 年は海関総署。年年

国際収支 （単位 億ドル）億

貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支
資本・金融収支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
流 出
流 入
証 券 投 資
資 産
負 債

そ の 他 投 資
資 産
負 債

準 備 資 産

（出所） 中国統計年鑑中 ，， 中国統計年鑑中 。。

国家財政 （単位 億元）億

財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
国内公債・国債
海外借り入れ

…
…

（出所） 中国統計年鑑中 ，， 年は全人代での財政報告による。年年

年 主要統計年年

p.127

p.134

p.147

p.156

p.160

p.163
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国 境
省・市・自治区境
首 都

特別行政区

タジキスタン
アフガニスタン

ロシア

カザフスタン

キルギス

パキスタン

（
カ
シ
ミ
ー
ル
）

モンゴル

新疆ウイグル自治区

黒龍江省

内
モ
ン
ゴ
ル
自
治
区

吉林省

朝鮮民主主義鮮民鮮鮮朝
人民共和国民民民

大韓民国大韓民国大韓民国大韓民国

青海省

遼寧省遼北京市北京市

天津市天津市天津市天津市天天天天河
北
省省

山
西
省 山東省山

甘 粛 省

寧夏回族自治区

上海市上上上上

陝
西
省

江江江
蘇蘇
省

河南省

湖北省

安
徽
省 浙

江
省

日日
本

東

海

（
東
シ
ナ
海
）

福
建
省

四川省
重慶市慶市

雲南省

貴州省

湖
南
省

江
西
省

台
湾

広西チワン族広西チワン族
自治区 広東省族

省海南省海南省海南省海南省
香港マ

カ
オ

フ
ィ
リ
ピ
ンン

ブブ
ルル
ネ
イイ

南 海
（南シナ海）

中
沙
諸
島

西西
沙沙
諸
島

南沙諸島南沙 パ
ラ
ワ
ン

ミ
ャ
ン
マ
ー

マレーシア

レレ

ア

インドネシア
シンガポール

マレーシアーシマ ーーママ

ベベベベ
ト
 ナ 
  ムムムム

カンボジア

ラ
オ
ス

タ イ

チベット自治区
ネパール

イ

ン

ド

バ
ンンンン
ググググ
ラ
デ
ララ

シ
ュ

ブータン

中 国
中華人民共和国

面 積 万万万

人 口 億億億 万人（万万 年末）年年

首 都 北京

言 語 漢語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

宗 教 道教，仏教，イスラーム教，キリスト教

政 体 社会主義共和制

元 首 胡錦濤国家主席

通 貨 元（ 米ドル米 元元元， 年末現在年年 ，売渡

しと買入れの中値。対日は 年末で年年 元元

円）円円

会計年度 暦年に同じ



新政権─波乱の船出

佐佐々々々々木木木木智智智智弘弘弘弘・今・今今井井井井健健健健一一

年年 月の第 期全国人民代表大会第期期 回会議で温家宝が国務院総理（首相）

に選ばれ， 年年 月の中国共産党第月 回全国代表大会で発足した胡錦濤政権が回

本格的にスタートした。

政治では，民衆重視の方針を打ち出し，農村の貧困問題や都市の失業者問題に

取り組み，また情報公開を進めるなどして胡政権は人々の高い支持を得ている。

重症急性呼吸器症候群（SARS）は政治や社会のシステムの弊害により予想以上の

被害拡大を見せたが，胡錦濤，温家宝の強力な指導のもと収束に成功した。しか

し軍では依然江沢民中央軍事委員会主席の影響力が大きい。

中国経済は前年以来の成長加速傾向をさらに強めた。懸念された SARS流行の

影響は予想外に限定的であり，経済は投資主導の高成長軌道に入った。投資・融

資の伸びや物価動向は経済過熱の兆候を示しており，政策当局は警戒姿勢を強化

している。高成長とは対照的に所得の伸びが低迷する農民や都市低所得者層への

対策が重要な政策課題として浮上した。新政権は成長の安定性確保と農民・低所

得者層の雇用機会拡大の双方に配慮した，微妙な経済運営を迫られている。

世界経済のなかでの中国経済の存在感は高まりつつある。史上最大の貿易赤字

を記録したアメリカとの間では，為替管理制度やダンピング訴訟などをめぐる通

商摩擦が増大した。政府は経済の国際化を強く意識し，自由貿易協定（FTA）推進

や中国企業の海外進出支援など，積極的に外向きの通商政策を打ち出している。

外交では，アメリカとの関係を中心とし，特に北朝鮮の核問題では米朝間の調

整役として大いに存在感を示した。また， 善意をもって隣国に対処し，隣国を善

パートナーとみなす という隣国関係重視の姿勢を鮮明にし，ASEANとの関係

強化を図った。日中関係では関係強化の方向性を示しながらも，小泉首相の靖国

参拝だけでなく各種の問題が中国国内での反日感情を高めており，不安定な状況

が続いている。

概 況

年の中国年

年年 月の第 期全国人民代表大会期期 （ 全人代）全 第 回会議を経て，国務院や

地方の人事も整い，本格的に胡錦濤政権がスタートした。しかしその直後を襲っ

た SARSに対しては，縦割り行政や情報隠ぺいといった政治や社会のシステムの

弊害によって中央の対応が遅れたため被害は予想以上に拡大した。しかし，胡錦

濤や温家宝が人事刷新を断行するなど強力な指導力を発揮し， 月末までに収束

した。この対応が胡政権に対する評価を高める結果となった。

胡政権の基本方針は 民衆のための執政民 である。未解決の課題である農村の

貧困問題や都市の失業問題などに積極的に取り組む姿勢を見せている。また政治

文明建設を掲げ，党内民主や情報公開を進めるなど独自路線を強調した。

国務院と地方の人事

年年 月の 全人代第全全 回会議で国家主席に胡錦濤，国務院総理（首相）に温

家宝が選ばれた。副総理には黄菊，呉儀，回良玉，曾培炎の 人が，副総理級の

国務委員には周永康，曹剛川，唐家 ，華建敏，陳至立の 人が選ばれ，また国

家軍事委員会主席には江沢民が再選された。

投票結果を見ると，胡錦濤と温家宝への批判票（反対票と棄権票の合算）は ％，％

％にすぎなかったのに対し，江沢民には％ ％の批判票が投じられた。これま％

での江沢民の執政，そして軍事委主席留任への批判と見られる。また国家副主席

に選ばれた曾慶紅に対しては ％の批判票が投じられた。これは曾慶紅への直％

接的な批判であると同時に，側近の曾慶紅を国家副主席という高位に据えた江沢

民への間接的な批判でもある。それは江沢民に近いと見られる副総理の黄菊，政

協主席の賈慶林に高い批判票が集まっていること（各 ％，％ ％）％ にも言える。

第 回党大会直前の回 年年 月以降月 年末までに，全年 部・委員会のうち部

でトップ（部長・主任）が交代した（衛生部長と国土資源部長の交代は含まれない）。そ

のほとんどは，副部長・副主任からの昇格で，経済部門については専門家が配置

されているケースが多い。胡錦濤総書記の出身母体である清華大学の卒業生は

名，共青団の出身者は 名である。

の省レベルの首長の （省長，自治区主席，直轄市長）については で交代した。そで

のほとんどは副職からの昇格で，全体として一貫して同省内で仕事をし，出世し

国 内 政 治

年の中国
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てきた幹部が昇格している。最年少は楊晶（内モンゴル自治区主席）と韓正（上海市

長）の 歳である。また清華大学卒業者は歳 人，共青団出身者は 人である。

政府機構改革の実施

全人代第全全 回会議では政府機構改革が決定された。国務院の改革では，第

に国有資産の管理機能を強化するために，国家経済貿易委員会や党中央企業工作

委員会，財政部，労働社会保障部に分散されていた管理機能を統合し， 国務院国

国有資産監督管理委員会 を設立し，国務院直属の正部級特設機構とした（国家

経済貿易委員会と党中央企業工作委員会は廃止）。第 にマクロ管理システムの改善

のために国家発展計画委員会を 国家発展改革委員会国 に改組した。第 に金融

分野の監督・管理体制を健全化するために 中国銀行業監督管理委員会中 を設立

した。第 に通商，流通の管理体制改革を進めるために対外貿易経済合作部を母

体として，国家経済貿易委員会の国内商取引管理に関する部門，対外経済貿易調

整に関する部門，重要な工業製品や原材料の輸出入の計画と実行に関する部門，

国家発展計画委員会内の農産品輸出入の計画と実行などに関する部門などを統合

し， 商務部商 を設立した。第 に食品の安全管理と安全な生産管理の体制を確

立するために 国家食品薬品監督管理局国 を設立し，国家経済貿易委員会が管理

する 国家安全生産監督管理局国 を国務院直属機構とした。第 に国家計画生育

委員会を 国家人口計画生育委員会国 と改名した。

この改革の特徴として次の 点を挙げることができる。第 に，監督・管理機

能が強化されることである。第 に，マクロ管理の強化である。建国以来存続し

てきた 計画計 の文字が国務院の部・委員会の名称から消えたことはミクロ的な

統制から市場を介したマクロ管理強化に傾斜している現実を象徴していると言え

る。第 に，WTO加盟への対応である（ 経済経 の項参照）。

国務院の改革に伴い，省レベルでも政府改革が行われている。例えば，上海市

では 年年 月に省レベルでは最初の機構改革計画を作成し，中央の認可を受け

た。その内容は国務院の改革に沿ったものとなる。

SARS 問題への対応

胡政権にとっての最初の試練は SARS問題だった。広東省を中心に 年年 月月

頃から各地で広がっていた SARSだったが，中央政府はこれといった対策はとっ

ていなかった。 月 日の外交部定例記者会見で，海外メディアから SARS関連
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の情報公開の遅れに対する非難が続出したものの，同 日に張文康衛生部長は

中国での生活，旅行は安全中 と述べた。同 日， SARS が原因で ILO職員が死

亡したことを機に， SARSが国際問題へと発展し，ようやく中央は対策に乗り出

した。このように中央の対応が遅くなった原因には，地方の衛生部門が当地の党

委員会の指導を受けるため，衛生部への報告が遅れたことや軍の医療機関での発

生状況は衛生部への報告義務がないことなどの縦割り行政，また 月の全人代開

催で北京市当局が被害状況を発表しなかったことやWHO調査員の広東省での調

査を長く認めなかったことなどの情報隠ぺいが被害を拡大させた。

月 日，胡総書記が広東省を視察し，日 SARS対策を指示した。同 日開かれ日

た全国 SARS予防・治療工作会議で温首相が， SARSに対するこれまでの対応を

批判し 決して報告を遅らせたり，報告をごまかしたり，報告を漏らしてはなら決

ない。さもなければ，関係する地方や部門の指導者の責任を厳しく追及する と

指示した。この会議を機に中央の対応が本格化した。同 日，衛生部は北京市の日

SARS 発症者数を従来の発表の 倍の 名であると発表し，それまでの発表件名

数を大きく修正した。この日，対応の遅れの責任をとり張衛生部長と孟学農北京

市長の事実上の解任が発表された。同 日，衛生部長には副総理の呉儀の兼務が日

決定された。その後，衛生部は患者数を毎日発表し，また記者会見の回数を増や

年の中国
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すなど情報公開に努めた。また，各地方政府は患者隔離など封じ込めを強化した。

また，出稼ぎ農民 万人が帰郷し，農村での万 SARS 感染が拡大したことから，

月 日には衛生部などが日 農村での農 SARS予防治療活動を強化することに関す

る指導意見 を発表した。

感染経路については特定できなかったものの， 月 日，日 WHOは SARSによ

る北京の 渡航延期勧告渡 と 流行地域流 の指定を解除した。これにより中国国

内全てで SARS関連の指定が解除され， SARSは収束をみた（経済への影響につい

ては 経済経 の項参照）。

民衆のための執政民 を強調

SARS でつまずいた胡政権だがその施政への評価は高い。それは民衆重視の姿

勢を前面に打ち出しているからだ。そのことは胡総書記が 月 日の 三つの代三

表 重要思想理論シンポジウムで行った重要講話（七一講話）に表れている。胡総

書記は， 各級の党委員会と政府は，大衆から大衆までという業務路線を堅持し，各

大衆の声に耳を傾け，大衆の望みを反映し，大衆の知恵を結集し，絶えず人民大

衆に本当の利益を与えなければならないこと， 指導幹部は，基層に入り，大衆指

に入り，特に最も困難な地方に行き，民衆からの意見が多く出ている地方に行き，

仕事の進んでいない地方に行き，そこの幹部や民衆といっしょになって難題や矛

盾を解決すること， 特にレイオフ特 （下崗）労働者，農村貧困人口，都市貧困住民

など生活に困難な大衆が直面する実際問題に対し，深い親しみをもって解決を助

け，中央の貧困解決のための各種政策，措置を至る所で実行に移さなければなら

ないことなどと述べた。

胡総書記はこの講話を通じて，第 回党大会で党の指導方針に位置づけられた回

三つの代表三 重要思想の本質が 公のための立党公 ，， 民衆のための執政民 であ

ることを強調した。そして地方の党・政府の指導幹部に対し，民衆重視の仕事を

進めるよう指示した。江沢民前総書記が 三つの代表三 重要思想の提起を通じて，

私営企業家など 新しい社会階層新 という特定の階層を重視してきたことに比べ

ると，胡総書記が方針転換を打ち出したということができる。

この指示を浸透させるために，中共中央は七一講話以前にすでに学習キャン

ペーンをスタートさせた。 月 日の中央政治局会議では全党を挙げて日 三つの三

代表 重要思想の学習貫徹の新しい高潮を起こすなどの活動が研究され， 月

日にそれに関する通知が発せられた。そしてこの活動に関する内容は 三つの三
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代表 重要思想学習綱要 としてまとめられた。

マスコミに対しても 月の国務院全体会議において，党や政府の仕事に対し指

導意義のある，民衆が関心を持つ内容を多く報道し， 実際に近づき，大衆に近実

づき，生活に近づく （三貼）ことが提起され，民衆に身近なマスコミを目指すよ

う指示が出された。

農村問題と失業問題への対応

民衆重視を象徴した出来事が， 月に広東省広州市で居住許可証のないことを

理由に強制収容された青年李志剛が集団暴行を受け，死亡した事件への対応であ

る。これを機に中国国内で人権をめぐる大きな議論が巻き起こり， 月に主犯格

の元看護士ら 人に死刑判決がくだされ，国務院常務会議では ホームレス収容ホ

移送規則 が廃止され， ホームレス救助管理規則ホ が採択された。これまで取

り締まりの対象だったホームレスが保護の対象になった。

胡総書記は民衆重視としてまず農民の収入増加や失業者の再就職といった弱者

救済に取り組んだ。胡総書記が就任後最初の国内視察先として内モンゴル自治区

を選んだ（ 月）ことは貧困地域重視の現れといえる。温首相も 全人代第全全 回会

議の記者会見で，自らの公約として挙げた四つの改革のうち， 番めと番 番めに番

農村と企業を置き，胡総書記の方針を支持した。温首相自身も第 回党大会後の回

最初の視察は山西省だった（ 月）。

農民の収入増加に対しては農村からの出稼ぎ者（農民工）に対する措置が重視さ

れた。 月，農業部などが農民工に対し権利や義務を理解させ，職業訓練を受け

させるための計画を発表した。また同 日から開かれた中華総工会日 （労働組合）第

回全国代表大会の大会報告では農民工について言及されたが，このことは農民回

工を労働者（工人）階級に加えることを意味していた。以上のことは，農村からの

出稼ぎ者の権利を認めようという姿勢の現れと言える。 月に開かれた中央農村月

工作会議では党中央と国務院の連名による 農民の収入増加を促進するための若農

干の政策に関する意見 の案を討論している。 月には中共中央と国務院が 党党

政部門の新聞・雑誌が乱立し職権を利用して発行されているのをさらに整理・管

理し，基層と農民の負担を軽減することに関する通知 を出した。

失業者の再就業については， 月 日に開かれた全国再就業工作座談会で胡総日

書記が 項目の指示を発表した。また，再就業業務の責任者である黄菊副首相は項

国有企業の多い重慶市（ 月），湖南省（ 月），河南省，山西省（ 月），遼寧省（

年の中国
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月），黒龍江省，吉林省（ 月）月 を視察し，再就業業務や社会保障制度の整備を指

示した。 月 日，国務院常務会議では経営不振の国有重工業企業が集まる東北日

地区などの振興戦略問題が集中的に議論された（東北地区などの振興戦略問題につ

いては 経済経 の項参照）。

胡総書記が民衆重視を打ち出した背景には二つの要因が考えられる。一つは，

胡政権が抱える多くの課題が，改革開放，市場経済化の進む中で生まれ，そして

これまで解決できなかったものであり，民衆の不満も大きい。そのため，胡政権

は否応なくこれらの課題に対応しなければならない。もう一つは，江前総書記の

影響力に直面している胡総書記にとって，江前総書記の残した課題に取り組むこ

とで，自らの政治基盤を強化する必要があったからである。

深刻な構造的問題と政治文明建設

長年続いてきた構造的な問題はますます深刻なものとなっている。一つは，生

産現場における度重なる事故である。 月月 日，重慶市開県で天然ガス噴出事故日

が発生し， 人が死亡，人 万人以上が中毒症状で治療を受けた。 年に発生年

した炭鉱などでの事故は， 月に安徽省で 人が死亡するなど大きいもので人 件，件

小さいものを含むと多数に上る。政府も各地に検査グループを派遣するなど対処

しているが効果をあげていない。とにかく生産量を上げることを自らの政治的な

業績（政積）と考える地方幹部にとって安全対策は二の次であり，こうした事故は

人為的なものである。

二つめは幹部の汚職である。劉方仁元貴州省党委員会書記の逮捕（ 月），李嘉

廷元雲南省長に死刑判決（猶予 年， 月），中国銀行（香港）の劉金宝元総裁の逮

捕（ 月），程維高・元河南省人代主任が党籍除籍処分（ 月），現職の田鳳山国土

資源部長が重大な規律違反のため解任（ 月）月 ，王雪冰元建設銀行頭取に対し懲役

年年（ 月）月 ，王懐忠・元安徽省副省長に死刑の判決（ 月）月 といった具合に相変わ

らず高級幹部の摘発，死刑判決が続いた。

こうした構造的な問題を解決するためには，結局は政治改革が伴わなければな

らない。胡政権が政治文明建設と呼ぶ政治改革の内容は， 民主的な形式，手続

き，秩序を持った政治参加の拡大，民主選挙・政策決定・管理， 政策決定の科

学化，民主化， 法治主義， 司法体制改革， 政府の役割改革，効率的な行政

管理体制， 監督システムの整備などが挙げられる。その一つは党内のさまざま

な決定や人事を制度化することに重点を置く 党内民主党 である。 月月 日から日

開かれた中国共産党第 期中央委員会第期期 回全体会議（ 中全会）では，胡総書記

が中央政治局を代表して 活動報告活 を行った。中央政治局の活動が中央委員会

の監督を受ける形となったが，報告の内容は公開されておらず，実際にどのよう

な効果があるかは不明である。 月には月 党内監督条例党 （試行） と 党規律処分党

条例（改正） が発表された。腐敗をもたらす不透明な行政手続きを規範化する法

規として 月に認証認可条例と行政許可法が採択された。また情報公開も進んで

いる。すでに述べたとおり SARS騒動はその推進力になった。

しかし，政治改革は制度や法規を整備するだけでは進まない。 月 日に温首日

相が中央テレビ局を視察し 各級政府はテレビメディアが世論の宣伝と世論の監各各

督作用を発揮することを支持しなければならない 世論監督を強化し，さまざ世

まな不良現象を暴露し，政府の活動に対し批判・建議を提起し，各級政府が業務

を改善するよう促さなければならない とマスコミの監督機能の強化を指示した。

さらに，制度運用や法規遵守には幹部だけでなく民衆の意識改革も必要である。

それが 誠信誠 （誠実と信頼）や 社会信用社 である。 月 日付日 人民日報人 で

は署名評論 誠信を論じる誠 が掲載され，同 日には一部の省・市，部で社会信日

用体系建設実験活動がスタートした。 月月 日，中共中央・国務院が連名で日 人人

材工作をさらに強化することに関する決定 を出し，人材育成も重視している。

人民解放軍を掌握する江沢民

第 回党大会で中央軍事委員会主席に留任した江沢民は，回 月の国家主席辞任

以降，メディアへの登場回数が海外からの軍事関係者らとの交流や軍の行事への

出席に限られている。しかし，軍における江中央軍事委主席の影響力はまだ強い。

現在中国では冷戦以後の国際情勢の変化に伴う局地戦争とハイテク戦争に対応

するため， 機械化機 情報化情情 を軸とするを 軍事変革軍 を進めている。その内容は，を

ハイテクを利用した兵器配備，情報戦への対応， 陸軍の縮小，ネットワークを

利用した部隊編成，陸海空三軍の統合した司令部，統合指揮官の設置などである。

例えば， 月の国防科学技術大学 周年式典に出席した江中央軍事委主席は中共周周

中央と中央軍事委が解放軍の 万人削減を決定したことを明らかにした。また，万

月月 日にアメリカ，ロシアに次ぐ有人飛行船日 神舟神 号号 の打ち上げに成功し

た。国威発揚とともにロケット技術水準の高さを世界に示した。

軍事変革に関する報道や論文では，江中央軍事委主席が 年に制定した年 新新

時期の戦略方針 の中で軍事戦略思想の基礎をの ハイテク発展下での局地戦争にうハ
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ち勝つこと に転換させ，に 年年 月には月 情報化建設の強化情 を提起したとして，を

現在進行中の軍事変革が江中央軍事委主席によって提起されたものであることが

強調されている（例えば 南方周末南 年年 月 日）日 。そして江沢民の中央軍事委

主席としてのこれまでの功績を 江主席の国防・軍隊建設思想江 と体系づけている。と

月 日，人民解放軍総政治部は全軍・武警部隊に対し，胡総書記の七一講話を

真剣に学習するように伝達したが， 断固として中共中央と江主席の指揮に従う断

江主席の国防・軍隊建設思想を指導とすることを堅持する江 に言及している。

これに対し胡総書記兼中央軍事委副主席は次期中央軍事委主席就任に向け，実

績を積んで軍の支持を得るために，積極的に軍に関与している。 月 日の中共日

中央政治局の集団学習会は世界の軍事変革を議題とし，胡政権が進行中の軍事変

革を支持していることを示した。また 月 日に開かれた全国軍隊退職幹部再就日

業工作テレビ電話会議では，胡総書記が退職幹部の軍在籍期間中の活躍を讃え，

地方に対し再就職業務をしっかりやるように重要指示を行った。

月 日，新華社が山東省沖で人民解放軍の通常型潜水艦 号事故が発生し，号

名全員が死亡したことを伝えた。調査により不適切な指揮や操縦が原因で引き名

起こされたことが確認され， 月 日，海軍司令官・石雲生と海軍政治委員・楊日

懐慶が解任され，後任に張定発と胡彦林が任命された。情報公開や幹部の引責辞

任という胡錦濤政権の方針は軍も無縁ではない。 （佐々木）

前年以来の成長の加速傾向は， 年に入ってさらに強まった。投資は大きく年

伸長し，素材部門を中心に鉱工業生産を牽引する役割を果たした。 SARSの流行

は 月から 月にかけて小売・観光・運輸などサービス部門に大きな打撃を与え，

中国シフトを強めていた外資も動揺した。だが景気拡大の中心を担う製造業部門

への影響は限定的であり，かえって目下の成長ドライブの強靱さを際立たせた。

減速が予想された下半期にも投資主導の高成長は持続し，通年の成長率は目標を

大きく上回る ％に達した％ （速報値）。一方，不動産・素材部門などの一部では

過剰投資傾向が表面化しつつある。中央政府は年初以来警戒感を強め，不動産向

け融資の窓口規制や準備率引き上げなど一連の引き締め措置を実施し，投資の過

度の加速にブレーキをかける姿勢を示している。

対外経済では，輸出が高成長を維持し外貨準備が積み上がるとともに，人民元

経 済
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の為替管理体制が一つの焦点となった。ことに 年の大統領選をめぐる動きが年

本格化したアメリカは，変動相場制の採用に向けて中国に対し強い圧力をかけ続

けた。これに対し中国は現行の為替管理体制の正当性を主張しつつ，近い将来の

改革着手を示唆する態度を表明している。また，黒字環流策の一環として対外直

接投資の奨励策を強化した。

投資主導の高成長

年前後から表面化していた投資主導の景気回復傾向は，年 年後半からさ年

らに強まり， 年に入って本格的な好景気の様相を呈した。年 月末の全人代時

点で政府は ％という控えめな成長目標を掲げた。だが実際には， SARSの流行

という大きな攪乱要因にもかかわらず，通年の成長率は ％という％ 年以来年

の高水準に達した（速報値）。 人当たりGDP は の大台を超えた。

供給面で成長を支えたのは鉱工業部門である。鉱工業部門の実質成長率（付加

価値ベース，小規模部門除く）は 年以来最高の年 ％に達している。高成長の結％

果，鉱工業部門の収益は素材・自動車などの業種を中心に大幅に改善した（全体

で前年比 割増）。

年には投資主導の成長パターンが一層顕著になった。投資年 （全部門）の伸び

は名目で前年を ポイント上回るポ ％という％ 年以来の高水準に達してい年

る（実質では ％）％ 。経済成長に対する投資需要の寄与率は 年，年 年には年

％前後に達していたが，％ 年にはさらに年 ％前後に高まったと推定される％

（アジア経済研究所景気予測に基づき筆者推計）。鉱工業部門の投資は前年を ポイポ

ント上回る ％という，％ 年代前半の経済過熱期に匹敵する記録的な伸びを年

示した。設備投資の伸びは素材部門を中心とする重工業部門の成長を誘発した。

鉱工業部門の成長に対する重工業部門の寄与率は ％に達する。％

輸出も ％を超えるきわめて高い伸びを実現した。鉱工業部門の成長に対する％

輸出の寄与率は前年を上回る ％となった％ （中国経済改革研究基金国民経済研究所

推計）。だが輸入は輸出を上回って伸びたため需要面での海外部門の貢献は小さ

く，基本的には内需主導の成長パターンが持続している。

年の中国経済は年 SARSの流行という大きな攪乱要因に見舞われた（ 国内政国

治 の項参照）。 月の流行拡大以降都市を中心に人の動きが著しく制限されたこ

とで，観光・旅行・小売などサービス関連業種は甚大な損害を被った。最も影響

が大きかった観光部門では，天安門事件が発生した 年以来のマイナス成長を年

年の中国

135134



記録した。若年労働力・出稼ぎ労働力の雇用創出の要である都市サービス部門の

不振は，雇用問題の深刻化に拍車をかけた。 SARS の影響で出稼ぎ労働者の約

％が職を失ったと推定される。第 四半期の農村家計出稼ぎ所得は前年同期比

％と大幅に低下した％ （国家統計局推計）。流行がピークに達した 月末から

月前半にかけては経済の見通しにも悲観論が強まり，通年の成長率は年初予想を

下回る ％前後に留まるとの観測が国内外で打ち出された。

しかし 月以降流行が収束に向かい生産・消費活動が常態に戻るにつれ，経済

は予想外に短期間のうちに成長軌道に復帰した。比較的影響の小さかった鉱工業

部門はすでに 月時点で前年同期比 ％という高い伸びを記録し，サービス部％

門も 月までにはほぼ成長を回復した。小売部門売上高の伸びは 月から 月に

かけて大幅に落ち込んだが， 月には回復による反動もあり ％という高成長％

を実現した。

SARSの影響は局部的には深刻だったにせよ，懸念されていた流行長期化を回

避できたことが幸いし，経済の大勢を左右するに至らなかった。終息後の回復の速

さは，むしろ目下の中国経済の成長ドライブがきわめて強靱であることを示したと

いえる（外資への影響については後述 対外経済──高まる中国のプレゼンス対 参照）参 。

経済過熱への警戒感

業種別にみて成長加速に最も大きく貢献したのは，自動車産業である。マイ

カー需要は沿海地域都市部を中心とする所得水準の上昇，WTO合意に基づく輸

入関税引き下げや国内メーカーの競争激化による価格低下，自動車ローン制度の

整備など複数の要因が相まって，前年来著しい伸びを示していた。 年もこの年

傾向は持続し，マイカー市場の飛躍的な拡大が進行した。市場の高い伸びに対応

して各社は一層の増産に乗り出し，乗用車生産台数は上半期には前年同期比で倍

増という驚異的な成長を示した。各社が市場シェア争奪のため数度にわたり販売

価格の大幅引き下げを断行したことも，一層の市場拡大に貢献した。下半期には

やや減速したものの，通年の生産台数は前年比 ％増の％ 万台に達した。自万

動車全体でも ％増の％ 万台を達成し，中国はフランスを抜いてアメリカ，万

日本，ドイツに次ぐ世界第 の自動車生産国となった。機械工業の成長への自動

車産業の寄与率は ％近くに達している。政府は自国ブランドの育成を重視する％

新たな自動車産業政策を策定中と伝えられる。

製造業では，素材産業が自動車産業とならんで突出した活況を呈した。ことに

新政権─波乱の船出

鉄鋼業では鋼材価格上昇（通年で ％弱）％ による収益改善に刺激を受け，増産機運

が一層強まった。生産財部門全体の売上高は ％という％ 年来の速度で成長した。年

旺盛な需要を反映した素材・原材料輸入の大幅増は，国際市場でも価格上昇や需

給逼迫を招き，中国経済のプレゼンス拡大を改めて印象づけた。鉄鋼・セメン

ト・紡績など素材部門の一部業種では第 第 四半期の新規投資案件が前年同

期比 ％増加し，通年の投資規模は前年比で％ ％増に達した。％

鉱工業部門・不動産部門を中心とする投資の記録的な伸びは，近い将来生産能

力の過剰問題が再燃するとの懸念を呼んでいる。主要鉱工業企業 社を対象と社社

する人民銀行の定点観測によれば，在庫水準は 年下半期以来上昇傾向を示し年

ている（図）。好況の自動車部門でも，前年同期比 ％の速度で在庫が増加してい％

ると伝えられる。同定点観測によれば主要企業の売掛債権回収は比較的好調であ

るため，景気加速局面での在庫積み増しとも考えられる。ただ，政府統計の対象

はメーカー段階が中心であり，流通段階の在庫・販売・代金回収状況に関しては

情報が乏しい。中国では流通部門の非効率のため流通在庫が積み上がり，市況の

攪乱要因となる場合が少なくない。需給バランスの動向を慎重に観察する必要が

あるだろう。

不動産投資は前 年来 ％を超える高い伸びを維持していたが，％ 年に入っ年

てさらに加速した。ことにオフィス・商業施設等非住宅関連の不動産投資の伸び

は通年で ％を超えたとみられる。地域的には，中部・西部内陸地域の伸びが東％

部沿海地域を上回っていることが注目される。これまでのところ不動産販売面積

は竣工面積にほぼ対応する伸びを示しており，過剰感は表面化していない。公式

年の中国

主要鉱工業企業 社の在庫動向（ 年年 月 ）

（注） 名目金額ベース，季節調整なし。
（出所） 中国人民銀行統計季報中 ，より作成。，，
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統計でも 年の商業用不動産在庫率年 （期末の在庫面積 最近 年の竣工面積）は比

較的安定して推移している。ただ，北京の不動産市場に関する調査によれば，販

売・賃貸されても所期の収益を生まない低利用状態にある事実上の在庫面積を含

む 潜在在庫率潜 が上昇しているという（ 北京晨報北 年年 月 日報道）日 。また，

建設業の売掛債権が増加傾向にあるとの観測もある（中国経済改革研究基金会国民

経済研究所 年第年 四半期経済指標分析報告）。

人民銀行は年初に発表した 年度の通貨政策実施状況報告で不動産投資の一年

部に過熱傾向がみられることを指摘し，金融政策によりバブル発生を抑える姿勢

を打ち出した。これに対応して不動産開発向け融資に対する窓口規制が導入され

た。 月末には建設部が土地供給規制の強化を要求する緊急通知を発した。人民

銀行の調査によれば，不動産開発のうち違法案件が約 分の分 を占めるとされる。

月以降人民銀行は窓口規制をさらに強化した。

旺盛な投資ブームを資金面で支えているのは，銀行融資の急速な伸びである。

上半期の新規融資総額が前年の通年実績に迫る 兆 億元に達したことで，政億億

策当局は危機感を強めた。 月末には人民銀行が現行 ％の預金準備率を ％に

引き上げることを決定した（ 月 日実施）日 。預金準備率の変更は， 年に金融年

緩和策として ポイントの引き下げを実施して以来 年ぶりである。ただ市中銀

行は一般に公定の準備率を上回る超過準備金を保有しているため，直接の融資抑

制効果は小さく，主としてアナウンスメント効果をねらったものとされる。第

四半期には融資・投資の伸びは鈍化する傾向を示しており，引き締め措置は効を

奏し始めているとみられるが，依然として伸び率は高く，当局は警戒姿勢を崩し

ていない。通年の融資総額は年初の目標 兆 億元を大きく突破し，億億 兆元の

大台に乗った。

一部農産物・素材・エネルギーを中心とする価格上昇など，デフレからインフ

レへの転換を示す兆候も現れている。消費者物価指数は通年で ％前後，経済全

体の物価動向を示すGDP デフレーターは ％という近年にない高い伸びを示し％

た（中国人民銀行発表）。

資源・エネルギー制約の表面化

投資主導の成長加速は，資源・エネルギー制約の表面化を招いている。鉄鋼・

非鉄金属など高エネルギー消費部門の急拡大に牽引されて，第 第 四半期の

電力需要は前年同期比 ％増という記録的な伸びを示した。電力供給は需要の伸％

新政権─波乱の船出 年の中国

びに追いつかず，華東・華南など沿海部の主要工業地域を中心に 省で給電制限省

が実施される事態となった。電力不足は 年にはさらに深刻化するとみられる。年

中国の原油消費増は世界全体の消費増の ％を占めた。速報値によれば，原油％

消費量はすでに日本を抜き，アメリカに次ぐ世界第 位の規模となったとみられ位

る。原油の輸入依存度は現在の ％から，％ 年までに年 ％以上に上昇する見込％

みである（新華社 年年 月月 日・日 年年 月 日報道）日 。中国政府は原油輸入依存

度上昇をにらみ， 万万 規模の備蓄基地建設に着手した。国有石油・天然ガス

各社による海外資源確保の動きも活発化している。 月には中国石油天然ガスグ

ループ（CNPC）がロシアの石油大手ユコス社と原油供給の長期供給契約を締結し

た。だが同時に建設に向けての基本原則が合意に達した中ロ間原油パイプライン

に関しては，競合する日ロ間ライン建設計画とロシア国内の政争がからみ，見通

しは不透明である。また中国海洋石油（CNOOC）と中国石化グループ（Sinopec）の

社は株式取得を通じた北カスピ海油田開発事業への参画を模索していたが，既存

株主のシェルとエクソン・モービルの 社の優先購入権行使により頓挫を余儀な社

くされた。主要消費国との競合に直面しつつも， 月には月 CNPC傘下のペトロ

チャイナがインドネシアの天然ガス開発への参画を表明するなど，海外資源確保

への動きは続いている。

国家国有資産監督管理委員会の設立

月の全人代で決定された行政機構改革では，経済官庁の大幅な再編が行われ

た（ 国内政治国 の項参照）。再編の焦点となったのは，経済運営の総合官庁として

従来強い権限をふるってきた国家経済貿易委員会である。同委の貿易・流通行政

機能は対外貿易経済合作部に吸収，産業政策担当機能は国家発展計画委員会に吸

収された上で，それぞれ商務部と国家発展改革委員会に再編された。さらに国有

企業行政担当部分は財政部の国有資本管理担当部局，および主要国有企業の経営

者人事を所轄する党中央企業工作委員会とあわせて国務院国有資産監督管理委員

会（以下，国資委）に再編された。また銀行部門の監督機能が人民銀行から分離さ

れ，新たに設立された銀行業監督管理委員会（CBRC）に移管された。同時に，従

来国有銀行の経営監督を担っていた党中央金融工作委員会は廃止された。

国資委の設立は，国有企業改革に関わる重要な動きとして注目される。同委の

設立の趣旨は，従来それぞれ党中央企業工作委，財政部，国家経済貿易委の三省庁

に分散していた中央直轄国有企業の経営者人事権，財務・資産運営監督権，投資・
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合併等認可権を単一の組織に集中することにある。同委の主任（責任者）には旧国

家経済貿易委の李栄融主任が横滑りで就任し，旧国家経済貿易委庁舎がそのまま

国資委庁舎に模様替えする形をとった。国有資本管理を統括する委員会の設置は

年に国家経済貿易委が組織した研究会の報告書で提案されたという経緯もあ年

り，国資委の設立には国家経済貿易委が主導的な役割を果たしたとみてよいだろう。

同委の管轄下に置かれるのは，国有企業中最主力の中央直轄企業 社である。社社

国資委の機能としては，これら中央直轄企業に対して出資者として経営監督を行

い，国有資本価値の最大化を図ることが第 に掲げられている。具体的には中共

中央企業工作委の組織をほぼそのまま踏襲し，国資委の任命する監事若干名から

構成される監事会を通じて経営者を監督するという形式をとる。省レベル行政区

でも中央の国資委に対応する機構の設置作業を完了する計画だったが，進捗はや

や遅れている模様であり， 年中期の完了が見込まれる。年

国有企業の経営監督責任が国資委という単一の機構に集約されたことは，企業

統治の観点からみれば前進といえる側面もある。だが産業政策を担ってきた国家

経済貿易委を事実上母体として設立された国資委が，純粋に国有資本価値の最大

化の観点から経営監督を行うことははたして可能だろうか。産業政策上の目標と

国有資本価値の最大化目標が整合しない場合，いずれが優先されるのか。そもそも

これまでの党・政府と国有企業の関係からみて，党・政府官僚を中心に構成され

る監事会が，企業経営に対して過剰な関与を回避しつつ適正な監督を行うことは

難しい。効率的な企業統治のためには，株式会社化を通じた非政府株主の導入が

不可欠である。国資委も所轄企業の株式会社化を推進する方針を表明している。

大企業民営化の模索

月に開催された第月 期三中全会では，国有企業改革が主要議題の一つとなっ期期

た。全会決議では 投資主体の多様化を実現し，株式制度を公有制の主要な実現投

形態とする との表現で，国有大企業の株式会社化を進める方針が再確認された。

株式市場は前年に引き続き低迷基調で推移した。上海総合指数は一時 年を年

下回る水準にまで低下し，第 四半期以降ようやく回復傾向を示している。

PER（株価収益率）が依然高水準であることに加え，国有株の流通問題の出口が依

然見いだせないことによる先行き不透明感が低迷の大きな原因である。

月には国資委の李主任が，株式市場を通じた国有株の売却が困難であること

は認めつつ，売却を推進する方針自体に変わりがないことを強調した。国資委は

新政権─波乱の船出

前年の市場売却停止以来の政策の流れを受け継ぎ，企業統治に積極的な役割を果

たす意図と能力を有する，内外の機関投資家や民間企業・外資による国有企業へ

の資本参加や買収を奨励する姿勢をとっている。

機関投資家の株式市場参入に関しては二つの大きな動きがあった。第 に，海

外機関投資家に対して審査に基づき国内人民元建て株式（ 株）への投資資格を与

える海外適格機関投資家制度（QFII）が始動した。年末までにクレディ・スイス，

野村證券，モルガン・スタンレーなど 社が社 QFII 資格の認可を受け， 株市場株

での株式購入を開始した。ただ年末時点で認可された運用枠は 社合計でも国内社社

流通株式時価総額の ％前後にすぎず，当面 QFII 制度導入の市場への影響は限

られるだろう。第 に，全国社会保障基金による株式購入が開始した。同基金は

年に一部地域の年金基金補填のために設立され，年 億元の資金を有する億

（ 年末時点）年 。現在のところ株式での運用は数十億元程度とみられる。

民間企業による上場国有企業買収は引き続き活発に展開している。比較的大き

な案件としては， 月に鉄鋼中堅の南京鋼鉄が投資会社の上海復星に事実上買収

された。続いて 月には，冷蔵庫大手の美菱が同業最大手の科龍の筆頭株主であ

るグリーンクール（Greencool）に買収された。これと平行してグリーンクールは洗

濯機大手の小天鵝の買収を試みたが失敗し，小天鵝は結局ハイテク関連投資会社

の斯威特（SVT）に買収された。大手・中堅上場国有企業の相次ぐ買収は，民間資

本による産業再編の本格化を象徴する。

外資による国内企業へのアプローチは，戦略的提携の一環としての資本参加が

主流である。シティグループは国有株買収を通じて，地銀系大手の上海浦東発展

銀行に ％出資した。また，フィルム業界で事実上唯一の民族資本である凱楽グ

ループは，上場子会社の国有株 ％を譲渡することでコダックと合意に達した。％

譲渡後はコダックの出資比率は凱楽本社に次ぐ第二位株主となる。

経営陣による買収（MBO）は従来から中小国有・公有企業を中心に実施されてお

り，一部の大企業でもMBOを模索する動きがある。一方財政部は前年来，不当

な低価格で国有資本が買収され国庫に損害を与えることを避けるという観点から，

大企業のMBOの認可を凍結してきた。国資委も基本的に従来の方針を引き継ぎ，

月に公表した月 国有企業制度改革の規制に関する指針国 では国有資本売却に関

わる意思決定への経営者の関与を禁じるなど，MBOに対してきわめて制限的な

規制を課している。だが，実際には家電など市場競争の先鋭な業種を中心に，経

営者が企業経営に対して実質的な支配権を行使している国有企業も少なくない。

年の中国
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その意味でMBOを厳しく規制する現在の政策は必ずしも合理的とはいえず，近

い将来変更を迫られる可能性が大きい。

金融改革の前進

金融部門の改革は，マクロ経済の安定と企業改革の推進のいずれにとってもき

わめて大きな意義を持つ。なかでも間接金融の 割以上を担う国有商業銀行 行行

の改革は，目下の最重要課題である。国際基準に準拠する 段階分類による段 行行

全体の不良債権比率は，年末時点で ％に低下した％ （CBRC発表）。年初比

ポイント低下というペース自体は， 年に人民銀行が打ち出した年 年内に ％％

まで引き下げという目標と整合する。なかでも中国建設銀行の不良債権比率は，

月末時点で月 行中最低の行 ％にまで低下した。だが国有商業銀行の不良債％

権比率の低下の 割強は分母である融資残高の増加に起因しており，不良債権残

高減の寄与は 割程度にすぎないと推定される（ 財経財 年年 月 日号報道）日 。

年中の大幅な融資増は，将来の不良債権問題再燃に対する懸念を残している。年

月には上海市の大規模不動産開発を手がける農凱グループに対する中国銀行

（香港）の巨額の不正融資疑惑が表面化し，国有銀行の内部監督が依然として問題

を抱えていることを示した。

月には中国工商銀行から移管された不良債権処理を担う華融資産管理会社が，月

海外投資家を主たる対象とする 年ぶり 回目の不良債権の競争入札を実施した。

だが 案件のうち最低落札価格に達したものは案 件にすぎず，入札は低調に終わ件

った（ 紙，紙 年年 月 日報道）日 。今回の入札の低調ぶりは，

資産管理会社 社による今後の不良債権処理の先行きを占ううえで不安材料とな社

った。不良債権処理の過程で生じた損失は，最終的には財政による補填が必要と

なると見込まれる。

国有銀行の経営改革を進めるうえで，株式会社化と上場を通じて非政府資本の

出資を導入し，政府全額出資の所有構造から脱却することが不可欠である。

WTO加盟合意に基づく 年末の銀行部門全面開放をにらみ，年 年には国有年

銀行の株式会社化と上場に向けた動きが始動した。政府は経営状態が相対的に良

好な中国建設銀行，中国銀行の 行を先行ケースとして行 年ないし年 年中の年

上場実現を目標に株式会社への改組を進めることを決定した。その第一歩として，

外国為替管理局が保有する外貨準備から両行に各 億億億 ずつ，計 億億億 を資本

注入した。 年にも年 行を対象として特別国債行 億元による資本注入が実施億億

新政権─波乱の船出

されており，今回が 回目の資本注入となる。

資本注入の規模は両行の既存の自己資本にほぼ相当する。これにより両行の

BIS 基準による資本充足率は ％を上回ったとされる（ 北京娯楽信報北 年年 月

日報道）。自己資本比率の改善により，既存の国家資本を不良債権の償却原資

に充てることが可能になった。中国工商銀行に関しても，近い将来同様の資本注

入を実施し， 年中の上場実現が計画されている。年

国有商業銀行の改革と並行して，引き続き銀行部門の規制緩和が進められた。

人民銀行は 年度通貨政策執行報告で段階的な利率自由化の構想を打ち出した。年

月にはその第一歩として，月 年年 月より商業銀行・都市信用合作社の貸出利

率の変動幅を従来の公定利率の 倍倍倍（中小企業向けは 倍）倍 から 倍に引き上げ倍倍

ることを決定した（農村信用合作社は 倍）。 CBRCは規制緩和の一環として銀行

部門への民間資本の参入や外資の資本参加を奨励する方針を示しており， 月に月

は国内銀行に対する外資出資比率の上限を ％に引き上げることを決定した。ま％

た各地で民間銀行の設立計画が打ち出されているが， CBRCは認可に際して慎

重に審査する姿勢をとっている。

安定維持への課題──三農問題

成長が加速するなか，農村世帯の所得向上が最重要課題の一つに浮上してきた。

都市世帯の 人当たり実質可処分所得は経済成長率並みの ％の伸びを維持し％

たのに対し，農村世帯の所得伸び率は前年を ポイント下回るポ ％に止まった。％

一部農産物価格の大幅な上昇にもかかわらず農村世帯所得の伸びが鈍化したのは，

上半期に SARS発生の影響で出稼ぎ収入が急減したため，所得全体の伸びが大き

く低下した（前年同期比 ％）％ ことが大きい。言い換えれば，それだけ農村世帯に

とって農業収入の比重が低下し，出稼ぎ収入の比重が上昇してきているといえる。

年時点では出稼ぎによる所得増が農村家計の所得増の約年 割を占めており，

年にはさらに比率が高まったとみられる。政府推計によれば年 年中に農村年

世帯の出稼ぎ者数は約 ％増加し， 万人に達した万 （新華社 年年 月月 日報道）日 。

これは農村労働力の約 割に相当する。

都市への男子出稼ぎ者の約 割が就労する建設部門では，賃金不払いが深刻な

社会問題となっている。 年末時点の不払い賃金総額は推定年 億元に達する億億

と伝えられる（ 中華工商時報中 年年 月 日報道）日 。出稼ぎ労働者の相次ぐ自殺

などを契機に，政府は賃金不払いの取り締まり強化に乗り出している。

年の中国
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月末に開催された中央経済工作会議で党は，農業・農村・農民のいわゆる月

三農問題三 を党活動の 重点中の重点重 に掲げた。三農関連の政策では，開発

区等不動産開発目的の耕地収用を厳しく規制する措置が打ち出された。また国務

院は一部地域で実験的に進めていた農村租税公課制度改革を，全国規模で実施す

ることを決定した。農村租税公課制度改革は，農業特産税の廃止・農業税及び付

加税の税率上限の厳格化などを通じた農村家計の租税公課負担の軽減，農村行政

機構の合理化，食糧生産農家への直接補助の支給などを主な内容とする。改革に

伴って生じる地方政府の歳入減に対応し，中央政府は 年下半期に地方への財年

政移転 億元を支出する計画と伝えられる億億 （ 財経時報財 年年 月 日報道）日 。

財政・地域政策──転機迎える内需拡大策

成長の加速に対応して政府は， 年以来約年 年にわたり継続してきた内需拡

大政策を調整する姿勢を強めた。 月の全人代では内需拡大自体は引き続き政策

課題に掲げられたものの，重点は家計消費需要の拡大に置かれた。過去 年来

億元の水準を保ってきた特別建設国債の発行規模は億億 億元に引き下げられ億億

た。政府は 年の発行規模をさらに年 億元削減し，億億 億元とする方針を表億億

明している。

財政投資拡大の余地が限られるなか，新たな重点として東北地区振興政策が浮

上した（ 国内政治国 の項参照）。党・政府は 月に月 東北地区等伝統的工業地帯の東

振興戦略実施に関する中共中央・国務院の意見 をまとめた。計画では第一期と

して 年以降，重工業企業支援を中心とする年 案件に対し，国債を財源とす案

る 億元の財政支出を実施すると報道されている億 （ 日本経済新聞日 年年 月月

日等報道）。ただ 意見意 本文が公表されていないことが示すように，東北優遇

に不満を示す他地域との調整のため，振興計画の具体化は難航している模様であ

る。

対外経済──高まる中国のプレゼンス

SARS の流行は外資系企業の投資活動に一時的な動揺を与えた。直接投資受け

入れの実行額は前年比 ％増の％ 億億億 に留まった。契約額は前年比 ％増とい％

う高い伸びを維持しており，海外資本の対中投資意欲は依然衰えていない。だが

SARSショックは中国一極集中のリスクを改めて認識する契機となった。

輸出は下半期失速するとの大方の予期に反して，通年で ％という前年並み％

年の中国

の高成長を維持した。一方輸入の伸びは輸出を上回って ％に達したため，貿％

易黒字は前年より減少し 億億 となった。下半期に輸出が予想外に伸びたの

は，増値税（付加価値税）還付率の引き下げ決定に対応した駆け込み輸出によると

ころが大きいとされる（ 年年 月より ポイント引き下げを実施）。経常収支黒字

と投資流入により外貨準備はさらに積み上がり，年末時点で前年比 億億億 増の増

億億億 に達した。外貨準備増加分のうち 億億億 前後が人民元の実質切り上げ

を期待した投機資金の流入によるという観測もある（ 紙，紙

年年 月 日報道）。

通商関係ではアメリカとの関係が最大の焦点となった。アメリカ側統計によれ

ば，アメリカの対中貿易赤字は前年比 ％増の％ 億億億 に達した（中国側統計で

は 億億 ）。対中赤字増はアメリカの貿易赤字増の 割に相当する。 年年 月月

に大統領選を控え，米政権と議会は中国に対する圧力を強めている。中国製繊維

製品 品目に対するセーフガード発動，中国企業 社のカラーテレビのダンピン社

グ仮認定など，米中間の貿易摩擦は本格化の傾向を示した。

また米中間では人民元為替制度をめぐって，活発な駆け引きが行われた。実質

上対ドルペッグである現行の人民元為替制度については日・欧も批判的であるが，

直接的な圧力行使を控えている。対照的にアメリカは強硬な対中通商政策を求め

る一部産業界・議会勢力の政治的要求の高まりに対応し， 月のスノー財務長官

訪中， 月の月 APEC開催時の胡錦濤・ブッシュ会談， 月の温家宝首相訪米時月

の首脳会談などを通じて中国に変動相場制への早期移行を促す姿勢をとった。

これに対し中国側は現在の為替体制の正当性を主張すると同時に，中長期的な

為替制度改革の必要性を認め，これに関する米中専門家チームの設置という形で

アメリカ側に譲歩した。温・ブッシュ会談で中国側は通商問題に関する定期協議

を提案し，さらに数度にわたりアメリカに電子・機械・航空機・農産物等の調達

ミッションを派遣するなど，対米通商関係を重視する構えをみせた。為替制度に

ついては米政権も急激な変更は好ましくないとの立場をとっており，米中協議を

通じて変動幅の小幅拡大やバスケット制採用など，漸進的な改革が模索される見

込みである。

国内企業の海外進出を奨励

外貨準備が急速に積み上がるなか，中国政府は引き続き国内企業の海外投資を

奨励する動きを強めた。一部地域の外為管理分局の対外投資認可権拡大など，海
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外投資の規制を緩和する措置が実施された。温首相は 月にバリで開催された月

ASEANプラス 会議の経済人会合で，中国企業のアジア向け投資を推進する意

向を表明した。並行して開催された投資フォーラムには，中国企業の代表者

名以上が参加した。

月には家電最大手の月 TCL が仏トムソン社とテレビ・ DVD製造の合弁事業

設立で合意した。 TCLが経営権を握る形で設立される合弁企業は，売上高約

億 に達し，テレビメーカーとして世界で首位の座に就くと予想される。さらに

月には化学大手の中国藍星グループが韓国第月 位の自動車メーカー双竜グルー位

プの買収で優先交渉権を獲得した。双竜の労働組合は藍星による買収に強い抵抗

を示しているとされるが，実現すれば非資源部門では最大の中国企業の海外投資

案件となる。

海外進出奨励には人民元切り上げ圧力への対応という側面もあるが，中長期的

には国際市場で競争可能な企業を育成するという産業政策上の意図が反映されて

いる。政府は政策融資を通じてプラント輸出など市場面でも国内企業の海外進出

を後押ししている。中国輸出入銀行の融資規模はすでにアメリカ，日本に次ぎ世

界第 位となった位 （ 日刊中国通信日 年年 月 日報道）日 。

FTA 締結に積極姿勢

呂福源商務部長は 月末の就任直後の記者会見で， ASEANとの FTA 締結を

最重要課題に掲げる方針を表明した。タイとの間では FTA 締結に向けた早期自

由化の一環として野菜・果物の関税を撤廃することで合意に達した（ 月月 日より

実施）。今後数年内に，中国・ ASEAN間で 品目におよぶ農産物関税を段階的品

に廃止する計画である。

月末には香港との間で，香港製品 品目を対象とするゼロ関税実施，品

WTO加盟合意に基づくサービス分野開放の香港企業への優先適用などの内容の

経済・貿易緊密化協定（CEPA）を締結した。 月にはマカオとほぼ同様の協定を月

締結した。中国はさらに胡錦濤国家主席のオーストラリア・ニュージーランド訪

問の際，両国との間で FTA 締結に関する研究会設置に合意するなど，きわめて

積極的な動きをみせている。

日中経済関係──注目される 中国特需中

中国の成長加速は，日本経済にも目に見える影響を及ぼしつつある。日本の対

年の中国

中輸入は前年比 ％増の％

兆 億円に達し，中国億億

は日本にとってアメリカを

上回る最大の輸入相手国と

なった。対中輸出は前年比

％増の％ 兆 億円と億億

引き続き輸入を上回る伸び

を示し，日本側の貿易赤字

は ％減少した％ （財務省

通関統計による）。ことに機

械・電子電機類の輸出は

％ないし％ ％以上という％

飛躍的な伸びを記録した

（表）。なかでも中国の完成

品生産増に対応し，部品輸

出の伸びが大きい。また鉄

日本の対中輸出（ 年，一部品目）年年
（単位 万円，％）万万

（注） 主要品目のうち伸び率の高い品目を選択した。
（出所） 日中経協ジャーナル日 年年年 月号（原出所

財務省通関統計）より作成。

鋼・建機などの業種では，前年以来の中国市場の活況が収益を押し上げた。一時

期の 中国脅威論中 は後退し， 中国特需中 への期待感が高まってきている。へ

（今井）

年の中国外交は，対米関係重視，近隣諸国重視の二つの方針のもとに展開年

された。

中国にとって外交上アメリカとの関係が最も重要であり，イラク戦争ではアメ

リカに対して直接批判することなく抑制した対応をとった。また北朝鮮の核問題

では多国間協議を進めるために米朝間の調整役を担い，大国としての存在感を示

した。

もう一つの外交方針は 善意をもって隣国に対処し，隣国をパートナーとみな善

す という隣国関係重視の姿勢であり，ASEANとの関係緊密化と上海協力機構

（SCO）の発展に力を入れた。

他方，日本との関係は，言論界での 新思考新 の登場で対日重視への大転換が

対 外 関 係

輸出額 前年比

総 額

一 般 機 械
う ち 原 動 機

事 務 用 機 器
建 設 ・ 鉱 山 用 機 械
電 気 機 器
うち 音響・映像機器の部分品音
半 導 体 等 電 子 部 品
輸 送 用 機 器
うち 自動車の部分品

精 密 機 器
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期待されたが，小泉首相が靖国神社を参拝し，また西安市で反日デモが発生する

など個別の問題も少なくないため，依然中国国内の反日感情は強い。胡錦濤政権

も国益重視から関係強化の方針を示しながらも，国内の世論にも配慮しなければ

ならないという不安定な対応になっている。

アメリカとの協力関係の深化

胡錦濤国家主席の外交デビューは， 月のロシア，フランス，カザフスタ

ン，モンゴル訪問だった。この間，途上国の代表として出席した南北首脳非公式

対話会議では，国際関係の民主化， 相互信頼，互恵，平等，協力相 を中心とす

る中国の新しい安全保障観を表明した。 月にはタイ，オーストラリア，ニュー月

ジーランドを訪問した。この間， APEC非公式首脳会議で， 相互信頼を強化

し，アジア太平洋地区の安定を保持する， 経済社会の協調発展を促進する，経

相互の市場開放を進め，多国間貿易体制を健全化するという三つの提案を行った。

アメリカとの関係（経済については 経済経 の項参照）では，胡国家主席は 月と

月にブッシュ大統領と会談し，温首相も月 月にアメリカを訪問するなどハイレ月

ベルの交流が行われた。中国は国際社会におけるアメリカの一国主義を覇権主義

と非難する一方で，経済関係の深化と ・ 事件以降の反テロという共通認識に事事

よりアメリカとの協力関係は深まっている。そのため中国のイラク問題への対応

も抑制的なものであった。

中国は国連安保理 決議に基づくイラクでの大量破壊兵器の査察を継続する決

立場を表明し，ロシア，フランス，ドイツとともにアメリカが提案する国連安保

理でのイラク非難の決議採択に反対した。 月 日の開戦以降の中国は，日 関係

国の軍事行動の即時停止， 国連の枠組み内での政治解決，という基本原則を繰

り返した。戦争終結後の中国の懸念は， アメリカ中心の秩序強化， 北朝鮮へ

の関心の移行， イラクでの石油権益，の 点だった。米中両国が直接対峙する

わけでないイラク戦争で対米関係を必要以上に悪化させたくない中国は，直接的

なアメリカ批判を控えてきた。中国にとってアメリカとの間でさらに重要なイシ

ューは北朝鮮の核問題であり（後述），台湾問題だった。

月，台湾の陳水扁総統が住民投票計画を発表した。中国からの独立の是非を

問う住民投票実施につながることを懸念する中国は，国務院台湾事務辧公室を通

じて台湾独立の動きと批判を繰り返す一方， 年の台湾海峡危機で最後はアメ年

リカの圧力に屈したことを教訓として，台湾海峡付近での軍事演習やミサイル発
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射訓練などの軍事行動は控え，計画中止に対するアメリカの支持を取り付けた上

で台湾に圧力をかける戦術に出た。

台湾で 月に住民投票法が成立し，陳総統は月 年年 月実施の住民投票で 台台

湾に照準をあてた弾道ミサイルの即時撤去と武力行使の放棄宣言 への賛否を問へ

うことを明らかにした。 月に訪米した温首相に対しブッシュ大統領は月 台湾独台

立に反対するという政策に変化はない。最近台湾から台湾の現状を変えようとい

う試みが伝えられているが，人々を不安にさせており，アメリカは賛成しない。

われわれは一方的な台湾の現状を変えようという試みのやり方には反対する と

述べ，同時に中国に対しても台湾周辺での軍事行動を自制するよう要請した。

月 日にスノー米財務長官が，中国が為替政策の見直しを検討しているとの日

見方を発表したことで，米中間のもう一つの争点として人民元切り上げ問題が浮

上した。詳細は 経済経 の項に譲るが， 年大統領選挙での再選をねらうブッ年

シュ大統領は，対中国製品の大量輸入に苦しむ一部製造業界の支持を得るために，

対中強硬姿勢をとっている。温首相も訪米時に 相互利益，相 発展を第発 とする，

二国間の経済貿易協調システム作用を発揮する， 平等に協商する，平 経済貿経

易問題を政治化しない，とする米中経済貿易関係発展 原則を発表した。原

年の米中軍用機接触事故により途絶えていた軍事交流も全面再開された。年

月には米海軍ミサイル巡洋艦が広東省湛江港に入港した。これは， 年年 月月

の米駆逐艦の青島寄港以来のことである。 月には人民解放軍の海軍艦艇編隊も月

アメリカに寄港した。さらに 月月 日から日 月月 日まで曹剛川国防部長が訪米し

た。国防部長の訪米は 年ぶりのことである。

アメリカと北朝鮮の調整役として奮闘

国際的に関心の高い朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核保有問題に対し，朝

鮮半島の非核化と対話による平和解決という基本姿勢の中国は，伝統的に北朝鮮

との特殊な関係を持ち，また同国の最大の援助国として，関係各国の調整役とい

う役割を果たし，存在感を示した。ブッシュ大統領も中国のリーダーシップに再

三感謝を表明した。

アメリカとの二国間協議を望む北朝鮮と中国，韓国，日本，ロシアを含めた多

国間協議を主張するアメリカとの間で， 月に銭其 副首相（当時）が多国間協議

に応じるよう金正日総書記を説得するため北朝鮮を訪問した。北朝鮮がこれに応

じ， 月 日から日 日まで米朝中日 カ国協議が北京で開催された。これをステッ
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プに多国間協議開催に中国は動いた。

月の米中首脳会談で，胡国家主席は北朝鮮の求めに応じ，多国間協議の前提

としての二国間協議を検討するよう要請したが，ブッシュ大統領は拒否した。そ

の後開かれた日中韓 カ国外相会談で李肇星外交部長が多国間協議への日韓の参

加を基本的に支持する姿勢を表明した。その後 月 日に王毅外交部副部長がア

メリカを，同 日からは戴秉国外交部副部長がロシアと北朝鮮を訪問した。日

月 日から日 日まで北京で日 カ国協議が開催された。議長総括で， カ国協

議のプロセスを継続すること，非核化には北朝鮮の安全への配慮をすることなど

共通認識 項目が発表された。項

その後も中国は 年中の第年 回 カ国協議開催に向けて各国との調整に奔走

した。 月月 日から日 日まで呉邦国全国人民代表大会常務委員長が北朝鮮を訪問日

し，無償援助としてガラス工場の建設に協力することを伝えた。また，金総書記

と会談し カ国協議継続で原則一致した。 月月 日から 日まで王外交部副部長

が訪米し，ケリー国務次官補やパウエル国務長官らと意見交換を行った。同 日日

から 日まで北朝鮮の金永日副首相が訪中した。日 月の温首相訪米でも米中は月

カ国協議の開催で一致したが， 年中の開催は実現しなかった。年

王，戴の両外交副部長らのシャトル外交の結果開かれた多国間協議の制度化を

図る動きも見られる。 月月 日，中国が北朝鮮核問題で日 カ国実務者による 特特

別グループプ 設置を提案していることが判明した。また設 月月 日，外交部が北朝鮮日

の核問題担当大使ポストを新設し，寧賦魁前駐カンボジア大使の任命を発表した。

月に徐才厚人民解放軍総政治部主任が北朝鮮を訪問し，軍事的伝統的友誼と

年年 月に江沢民総書記（当時）と金総書記の間で合意された両国関係発展のた

めの 字方針字 （伝統を継承し，未来に向かい，隣国と仲良くし友好的であり，協力を強

化する）を確認した。また金総書記も 中国の新しい中央指導部が中朝関係に大中

きな関心を抱いてくれていることをうれしく思う と述べた。しかし，国際社会

の一員として中国は北朝鮮との関係の見直しを模索している。 月，中共中央連

絡部副部長が朝鮮労働党との関係を 改革開放政策実施以来，一種の新たな政党改

対政党の関係建設に全力を挙げている と述べている。これより先の 月には中

国が北朝鮮に対し現在の中朝相互援助条約から軍事支援条項を削除した新条約の

締結を打診していることも伝えられた。また北朝鮮が必ずしも中国の意向に添わ

ない場合，圧力をかけることもあった。 月にはエネルギー供給を停止し，多国

間協議に応じるよう求めた。また 月には北朝鮮が輸出するミサイルの中国通過
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を不許可にした。 月には， 国境防衛管理体制の整備， 難民流入や麻薬密輸

の取り締まり強化， 北朝鮮での不測の事態に備えるために北朝鮮の国境防衛任

務が武装警察から人民解放軍に移管された。

新思考に揺れた日中関係

胡政権発足直後に雑誌 戦略与管理戦 に掲載された馬立誠（ 人民日報人 評論員）

の論文 中日関係の新思考中 （ 年第年 期）と時殷弘（中国人民大学教授）の論文

中日関係と外交革命中 （ 年第年 期）が日中双方で大きな反響を呼んだ。馬は感

情的な反日を批判し，また歴史認識問題について 日本の中国に対する謝罪問題日

はすでに解決した とも言及し， 古い観念を投げ捨て古 ，日本との友好関係を促，

進させることが重要と主張する。また時はアメリカに対抗するために日本との関

係強化は必要で，歴史認識問題を棚上げし，日本の国連安保理常任理事国入りを

支持することなどを求めた。日本のマスコミはこれら 新思考新 を胡錦濤政権に

よる対日路線の転換と大きく報じた。他方，中国ではインターネットを中心に両

者への批判が高まり，また日本研究者の間でも論争を呼んだ。

他方， 年の日中関係は年 月 日の小泉首相の靖国神社参拝で幕が開けた。日

小泉首相は 月にも靖国参拝の継続に言及し，月 今後の日中友好の障害にはなら今

ない と述べた。これに対し中国は公式に批判するとともに，これが原因で小泉

首相の訪中が実現しないと繰り返した。確かに両国首脳の相互訪問こそなかった

ものの 月の南北サミットと 月の月 APEC首脳会議で小泉首相と胡国家主席の

会談が実現している。また， 月の訪日時に呉全人代委員長と 月の月 ASEANプ

ラス 首脳会議で温首相が小泉首相と会談しており，ハイレベルの対話チャンネ

ルは確保された。また 月には川口外相が， 月には李外交部長が相互訪問して

いる。さらに 月には石破防衛庁長官が訪中した。防衛庁長官の訪中は 年年

月以来である。

月の首脳会談で胡国家主席は，日中関係重視の姿勢を表明しながらも， 歴歴

史問題と台湾問題を慎重に処理する必要がある と述べた。また， 月の小泉首月

相との会談で胡国家主席は 歴史問題を慎重に処理し，戦争の被害を受けた国の歴

人民の感情を傷つけてはならない と述べ，小泉首相の靖国参拝継続発言に釘を

刺したが，抑制されたものだった。

胡政権は全体として歴史的な問題と現実の国益のバランスをとりながら，対日

関係重視の姿勢を見せている。訪日した呉全人代委員長は， ハイレベルの直接
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対話を保持すること， 経済貿易と人的交流を強化すること，経 大局的，長期的

な戦略的な見地から， 歴史をもって鑑とし，未来に向かう歴 をもとに存在する

問題を適切に処理することを希望すると述べた。 月に訪日した戴外交部副部長月

も小泉首相との会談の中で新世紀の日中友好協力は今重要な発展のチャンスを迎

えていると述べた。こうした動きは新体制になって方向転換したものではなく，

年以降の対日政策の転換の継続，発展とみるべきである。日本重視が政治的年

にもまた経済的にも中国の国益に見合っているという合理的な考え方に基づくも

のである。

こうした考えの下では，日中間の個別問題にいかに対応し，両国民の民族意識

を刺激しないかが重要になってくる。 月 日，黒龍江省チチハル市で旧日本軍

の遺棄化学兵器から毒ガスが噴出し，男性 人が死亡， 人が被害を受けた。人 中

国政府は日本政府の対応の遅さに再三不満を表明した。小泉首相との会談で胡国

家主席と温首相もこの問題に言及した。日本政府は被害者に対し 億円の拠出を億

決定したが，外交部は生命の安全と民族感情を損ねたことが問題で，金銭の問題

ではないとコメントした。また， 月の珠海市での日本人会社員の買春事件や

月には西北大学での日本人留学生らの宴会芸に端を発した西安市での数千人に上

る反日デモなど一般の日本人の行動が反日感情を高めた。

他方，日本国内の対中感情も決していいわけではない。日本の警察庁によれば，

年の来日中国人の検挙件数が前年比約年 ％増の％ 人に達し，人 年前の約年

倍に増えている（ 朝日新聞朝 ，， 毎日新聞毎 年年 月 日夕刊）日 。 月 日未明に発日

生した中国人 人による福岡での一家殺害事件や 月の瀋陽市での日本人誘拐事月

件は一般の日本人の対中感情を大きく悪化させた。

月，日中間で対中 ODA 文書が調印され，総額は 億億億 万円と前年に比万

べ ％の削減となった。％ 月には日本政府が ODA 大綱の見直し案を提示し，

月に外務省 ODA 総合戦略会議で了承された。今後人道援助から国益重視の援

助へと重点が移ってくる。

その他北京と上海の間の高速鉄道の誘致では， 月に扇国土交通相が訪中する

など日本は政官民挙げて売り込みを進めてきたが進展を見ていない。 月のシュ月

レーダー独首相訪中時に温首相自身が初めて 高速鉄道は公開入札高 と言及する

など日本，ドイツ，フランスなどの間で繰り広げられる激しい誘致合戦は 年年

に引き継がれる。
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ロシア， SCO との関係

アメリカの一国主義へのけん制から中国はイラク問題や北朝鮮問題でロシアと

の協力関係を重視してきた。 月と 月の月 回，胡国家主席とプーチン大統領が

会談した。 月には北朝鮮問題解決のための共同声明を採択した。 月にはカシ

ヤノフ首相が訪中した。また 月には曹国防部長がロシアを訪問した。月

中ロが中心となる上海協力機構（SCO）の活動も強化されてきた。 月の SCO第

回首脳会談では， 年中に北京に事務局を置き，事務局長に中国の張徳広駐年

ロ大使を選任することを承認した。また 月 日から 日までカザフスタンと中日

国・新疆ウイグル自治区で反テロ共同軍事演習を実施した。さらに， 月の首相

会合では，経済貿易協力を主要テーマとし， 多国間経済貿易協力綱要多 を批准

した。この会議で温首相は， 貿易・投資の便利化，貿 経済技術協力項目の確定，経

FTA を目指すことを提案した。

中ロ間ではエネルギー分野での協力が進められた。ロシアの東シベリア・パイ

プラインのルート選定問題で，中国を抜ける大慶ルートとナホトカまでの太平洋

ルートをめぐり日中間の争いが見られた。 月の中ロ首相会談で発表された共同

コミュニケでは， 年年 月の両国首脳間で交換された共同声明に基づくエネル

ギー領域での協力を促進するとされたことから中国有利と見られたが，ロシアは

環境への影響を理由に，最終決定を先延ばししている。建設費を引き下げたいロ

シアは日中の出方を見ている状況で，選定にはさらに時間をかけると見られる。

善意をもって隣国に対処し，隣国をパートナーとみなす善

善意をもって隣国に対処し，隣国をパートナーとみなす善 という隣国関係重

視の姿勢は特に ASEANに向けられた。 月 日，中国日 ASEAN・ SARS 対策

緊急首脳会議が開かれ，温首相が中国政府の初期対応に不手際があったことを認

め，基金設立に中国が 万元を拠出することを表明した。さらに万 月月 日，東

南アジア友好協力条約に加盟した。

月に開かれた第月 回ASEANプラス 首脳会議で温首相は地域経済協力の重

要性を強調し， 東アジア FTA のフィージビリティー・スタディーの実施，

財政・金融の協力関係の推進， 政治・安全対話の強化， 文化，科学技術強力

の推進という四つの提案を行った。また同時に開かれた日中韓 カ国首脳会議で

も温首相は， 国委員会の設置， 中日間 FTA の研究の深化， 物流，品質

検査・検疫での協力システムの構築， 東北地区振興戦略での 国の協力関係の
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構築を提案した。

インドとの関係も大きく改善した。 月 日から日 日までヴァジュペイー首相日

がインド首相として 年ぶりに訪中し，年 中印関係の原則と全面協力の宣言中 に

調印した。その内容は， 長期的建設的協力パートナーシップの構築， 軍事交

流の拡大， インドがチベットを中国の領土の一部と認め，チベット人がインド

国内で反中国的政治活動を行うことを認めないことなどが盛り込まれた。 月に月

は上海で中印両国海軍の合同海難救助演習が初めて実施された。他方パキスタン

との関係では， 月に訪中したジャマーリー首相と中パ友好フォーラム設置で合

意した。また 月には胡国家主席がムシャラフ大統領と会見し，月 両国の協力発両

展の方向に関する共同宣言 に調印した。印パのバランスをとった形となった。

一国二制度一 の不安定要素

台湾総統選挙を控え，中国は反陳水扁の動きを活発化させた。中国政府は 月月

日，日 三通三 （通信，通航，通商）に関する政策説明書を発表した。政策説明書は，

三通三 は一部実現しているものの，全面的というにはほど遠く，それは台湾当

局が同意しないことによるものであるとし， 三通三 の実現が台湾の経済発展に

いかに役立つかを説明している。それは台湾住民に対して陳政権の不当性を訴え

ることを意図したものだった。また， 月月 日には胡国家主席が中国各地の台資日

企業協会会長と会見し，陳総統が唱える台湾独立は台湾企業にとって利益になら

ないと訴えた。同 日に中国当局が台湾の情報機関員日 人と中国側協力者人 人の人

計 人を身柄拘束したことを発表したことも陳総統への揺さぶりと見られる。人

中国は国際社会での台湾の活動範囲の拡大阻止にも力を入れた。 月 SARS騒

ぎを機に，台湾がWHOへのオブザーバー加盟を求めたのに対し，中国が強く反

発し，総務委員会総会の議題にならなかった。また 月月 日，中国は台湾と国交日

のあったリベリアと国交を回復した。しかしキリバスが台湾と国交を樹立したこ

とで， 月月 日に国交断絶を決定した。台湾と国交を持つ国は日 である。で

しかし，実態面では 三通三 は進展を見せている。例えば， 月には台湾・遠

東航空が旧正月中の中台間の直行チャーター便機を運行した。また 月，中華航

空と中国東方航空が提携し那覇経由で台北 上海間を 時間半で結ぶサービスを

開始した。

香港については， 一国二制度一 の安定性を示すため， CEPA 調印と国家公安

条例制定の動きへの対応とが中国（内地）にとって重要だった（CEPA については

新政権─波乱の船出

年の香港特別行政区年 を参照）。

他方，香港政庁が中国への敵対行為を禁止する国家公安条例の制定を推進した

のに対し， 月 日，香港でこれに反対する 万人のデモが発生し，同万 日，香

港政庁は条例の採決延期を発表した。これに対し同 日，胡国家主席は董建華香日

港特別行政区長官と会談し，民意を得た形での条例制定に期待を表明した。また，

月月 日の香港区議会選挙で親中派が惨敗したことに対し，日 月月 日，胡国家主

席は董建華に対し，民主派が長官直接選挙を求める動きがあることもふまえて香

港の政治体制改革の急速な進展に釘を刺した。

（佐々木）

民衆重視の姿勢を掲げた胡錦濤政権が具体的な成果を求められるのが 年で年

ある。最重要課題である農民の貧困問題と失業者の再就職の問題が厳しい状況に

あることは変わりなく，成果を出すのはなかなか難しいだろう。民衆の支持に頼

る胡政権としては，成果が見えなければ民衆の支持が後退し，また体制内で政策

をめぐる意見の相違が顕在化し，不安定な状況に陥る可能性も否定できない。

目下の投資主導の高成長を景気過熱あるいはその予兆と判断すべきか否かにつ

いては，中国国内でも見解が分かれている。だが GDP 比 ％を超える高率の投％

資が今後生産力に転化してゆく過程で，対応する需要の確保には大きな不確実性

が残されていることは明らかである。政府はマクロ経済のバランスに気を配りつ

つ，農村世帯所得の向上を通じた消費需要の拡大，金融部門の市場化推進など，

中長期的な安定成長に向けた施策を着実に進めていく必要に迫られている。

外交では，アメリカとの関係，隣国との関係を重視する方針が継続される。し

かし，アメリカ大統領選挙と台湾総統選挙の結果によって，短期的に外交戦術が

修正される可能性がある。日本との関係も小泉政権が続く限り大きな変化はない

が，個別の問題が双方の国民感情を悪化させ，関係悪化をもたらすケースが増え

てくることが懸念される。

（佐々木 地域研究センター）

（今井 地域研究センター）

年の課題年

年の中国
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改革推進を明言。

日日 外交部，米国の対イラク軍事攻撃開外

始に対し声明を発表。

日日 ジャマーリー・パキスタン首相来訪

（ 日）。日

日日 国務院 農村の税・費用改革の実験農

工作を全面的に推進することに関する意見

を発表。

日日 日中政府，対中 ODA 文書に調印。

総額は 億億億 万円。万万

日日 中国共産党中央委員会，黒龍江省党

委員会書記に宋法棠を決定。

湖南省人代，代理省長に周伯華を選出。湖

日 広西チワン族自治区人代，陸兵を広

代理主席に決定。

外交部定例記者会見で，重症急性呼吸器外

症候群（SARS）関連の情報公開が遅いことに

非難続出。

日 中共中央，王家瑞を中央対外連絡部

長に決定。

李長春中央政治局常務委員，中央宣伝思李

想文化部門責任者会議で 実際に近づき，大実

衆に近づき，生活に近づくこと という思想

宣伝工作の原則に言及。

日 内モンゴル自治区人代，代理主席に

楊晶を決定。

張文康衛生部長，張 SARS問題で記者会見

し， 中国での生活，旅行は安全中 と言明。

日 川口外相来訪（川 日）。

ILO 職員が北京で SARS が原因で死亡。

日 マイン・ベトナム共産党書記長来訪マ

（ 日）。日

日日 胡錦濤総書記，広東省を視察胡 （

日）。董建華香港特別行政区行政長官と会見

し， SARSへの対応に支持を表明。

日日 黒龍江省人代，張左己を代理省長に黒

月

重要日誌重要日誌 中 国 年年年

日 中国民航総局，台湾・遠東航空の

旧正月中の中台間のチャーター便機運航の申

請を許可。

日 中央農村工作会議開催（ 日）。

日日 山東省人民代表大会，代理省長に韓

寓群を決定。

日日 小泉首相が靖国神社を参拝。外交部小

副部長，駐北京日本大使に抗議。

日日 朱鎔基総理（首相），遼寧省での社会朱

保障改革実験工作の報告に対し 一応の評価一 。

日日 中国公安当局， NGO関与の脱北者

人を山東省で拘束。人人

日日 台湾・中華航空機が中台分裂以後初台

めて大陸に乗り入れ。

日日 中央規律委員会第 回全体会議開

催（ 日）。日

日日 唐家唐 外交部長，金永南北朝鮮委員外

長と会談。

日日 パウエル米国務長官来訪（パ 日）。日

日日 中国共産党第 期中央委員会第期期 回

全体会議開催（ 日）。日 行政管理体制と機行

構の改革深化に関する意見 を採択。

日日 イワノフ露外相来訪（ 日）。朝鮮日

半島情勢とイラク問題で共同コミュニケを発

表。

日 中国人民政治協商会議開幕（

日）。

対外貿易経済合作部，外資系企業・機構対

の審査・認可手続き簡素化改革実験の実施を

発表。

日 第第 期全国人民代表大会第期期 回会議

開幕（ 日）。日

日 銭其銭 前副総理が北朝鮮を訪問。前

日日 国家主席に胡錦濤が当選。

日日 国務院総理（首相）に温家宝が任命。

日日 温首相，全人代閉幕記者会見で温 大大

月

月

月

任命。

日日 中央政治局常務委員会， SARSに関

する会議開催。

日日 唐家唐 国務委員，イラク復興での基

本原則を提示。

日日 中共中央，衛生部党グループ書記に

高強，北京市党委副書記に王岐山，海南省党

委書記に汪嘯風を決定。

日日 東京海上火災保険，生命人寿保険に東

出資を発表。中国の生保事業に日本初の参入。

日日 北京市人代，代理市長に王岐山を任北

命。

日日 米朝中米 カ国協議，北京で開催（

日）。日

日日 劉方仁元貴州省党委書記が紀律・法劉

律違反で中規委の審査を受ける。

日日 全人代常務委員会，張文康の衛生部全

長辞任，後任に呉儀副総理の兼務を決定。

日日 中央政治局会議， 三つの代表三 重重

要思想の学習貫徹の新しい高潮を起こす工作

を研究。

日日 中国 ASEAN・ SARS 対策緊急首

脳会議開催。共同宣言を発表。

日 山東省沖で人民解放軍の通常型潜

水艦 号に事故が発生し，号号 名全員が死亡名名

したことを新華社が報道。

日 北京第二中級人民法院，李嘉廷元雲北

南省長に死刑判決（執行猶予 年）。年

日日 国務院第 回全体会議， SARS対策

と経済建設に力を入れることを確認。

日日 胡錦濤国家主席，ロシア，フランス，胡

カザフスタン，モンゴルを訪問（ 月月 日）。

国務院新聞辧公室 新疆の歴史と発展新

白書を発表。

日日 胡国家主席，プーチン・ロシア大統胡

領と会談。

日日 上海協力機構上 （SCO）第 回首脳会議

月

開催。事務局を北京に，地域反テロ機構をキ

ルギス・ビシケクに設置すると決定。

日日 胡国家主席，小泉首相と会見。胡

日 胡国家主席，南北首脳非公式対話胡

会議に出席。

胡国家主席，ブッシュ米大統領と会見。胡

日 国務院常務会議開催， SARSと経済

工作を研究。

日 中国銀行，劉金宝中国銀行（香港）元

総裁が不正融資疑惑に関与していたことを認

め，内部調査を開始したと発表。

日 広州市中級人民法院，ホームレスの広

孫志剛集団暴行殺害事件の主犯格の元看護士

ら 人に死刑判決。人

日日 中共中央， 三つの代表三三 重要思想重

学習綱要 印刷配布に関する通知を発表。印

日日 中央軍事委員会，海軍司令員に張定

発，海軍政治委員に胡彦林を発令。

日日 中共中央，全党が 三つの代表三 重重

要思想の学習貫徹の新しい高潮を起こすこと

に関する通知を発表。

日日 日中韓 カ国外相会談開催。

日日 ヴァジュペイー・インド首相来訪

（ 日）。日 中印関係の原則・全面協力宣中

言 に調印。

日日 WHO，中国国内で最後になる

SARS による北京の 渡航延期勧告渡 と 流流

行地域 指定を解除。指

日日 国務院台湾事務辧公室，台湾の住民

投票実施計画を非難。

日日 スノー米財務長官，中国が為替政策ス

の見直しを検討との見方を発表。

日日 さらに緊密な経済貿易関係を打ちさ

建てることに関する本土と香港の取り決め

（CEPA）調印式典開催。

日 胡総書記，胡 三つの代表三 重要思重

想理論シンポジウムで重要講話を行う。

月

月

中 国
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日 国務院， 農村信用社改革実験計農

画 を発表。

日 盧武鉉韓国大統領来訪（盧 日）。日

日 スイス・ USBが外資として初めて

株の取引を開始。株

日日 戴秉国外交部副部長，北朝鮮を訪問戴

（ 日）。金正日と会談。日

日日 中央辧公庁・国務院辧公庁 党・政党

府部門の新聞・雑誌が散乱し職権を利用して

発行されているのをさらに整理・管理し，基

層と農民の負担を軽減することに関すること

に関する通知 を発表。

日日 胡国家主席，董建華香港特別行政区胡

長官と会談。民意を得た形での国家公安条例

制定に期待を表明。

日日 ブレア英首相来訪（ 日）。日

日日 新日鉄，上海宝山鉄鋼と自動車用鋼新

板の合弁生産で基本合意。

日日 朝鮮戦争休戦協定調印朝 周年。周周

日日 胡総書記，全国胡 SARS予防治療工作

会議で重要講話を行う。

日日 中央軍事委，全軍官兵に対し，江沢

民の国防・軍隊建設思想を真剣に学習し，貫

徹するよう通達。

日 黒龍江省チチハル市で旧日本軍の黒

遺棄化学兵器から毒ガスが噴出し， 名が死名

亡， 名が被害を受ける。名名

日 温首相，米シティバンクトップとの温

会見で，人民元の安定を保持することが世界

経済にとって有利と言及。

国務院辧公庁 各種開発区の整頓，建設各

用地管理の強化に関する通知 通達。通

日 SCO合同反テロ軍事演習実施。

日 日中平和友好条約 周年記念レセプ周周

ション開催。

程維高・元河南省人代主任が党籍除籍処程

分。

月

日日 李肇星外交部長，日本を訪問李 （

日）。

日日 胡総書記，全国再就業工作座談会胡

（ 日）で重要講話。日

日日 徐才厚人民解放軍総政治部主任，北徐

朝鮮を訪問。金正日と会談（ 日）。日

日日 中共中央，甘粛省党委書記に蘇栄，

青海省党委書記に趙楽際を決定。

農村信用社改革実験農 項目政策を発表。項

日日 全人代常務委，行政許可法採択。全

北朝鮮核問題をめぐる カ国協議開催

（ 日）。議長総括を発表。日

日日 呉邦国全人代常務委員長，フィリピ呉

ン，韓国，日本を訪問（ 日）。日

日 石破防衛庁長官来訪（石 日）。

江沢民中央軍事委主席，人民解放軍江 万万万

人削減の決定を発表。

日 温首相，スノー米財政長官と会見。温

胡総書記，中央党校省部級指導幹部の胡

三つの代表三 重要思想を学習，貫徹する専重

門研究討論班の開班式で重要講話を行う。

日 上海市公安機関，周正毅上海農凱集上

団総経理を逮捕。

日日 国務院常務会議，東北地区など古い

工業基地の振興戦略問題を研究。

日日 中国人民銀行，預金準備金率 ％引

き上げを実施。

日日 カシヤノフ・ロシア首相来訪（

日）。

日日 SCO首相会合第 回会議開催。 多多

国間経貿合作綱要 を批准。

日日 李外交部長，川口外相と会見。李

日 温首相，第温 回 ASEANプラス

首脳会議， ASEAN 中国首脳会議などに出

席のためインドネシアを訪問（ 日）。

温首相，小泉首相と会談。温

日 東南アジア友好協力条約に加盟。東

月

月月

年 重要日誌年年

日日 中国共産党第 期中央委員会第期期 回

全体会議開催（ 日）。日 社会主義市場経済社

体制整備の若干の問題に関する決定 と 憲憲

法修正の部分的内容についての建議 を採択。

リベリアと国交回復。

日日 UE に対する中国の政策文件 を

発表。

国務院， 現行の輸出払い戻し税システ現

ムの改革に関する決定 を公布。

日日 有人飛行船有 神舟神 号号 の打ち上げ

に成功。

日日 胡国家主席， APEC 首脳会談出席

などのため，タイ・オーストラリア・ニュー

ジーランドを訪問（ 日）。日

日日 外交部，チチハル市での旧日本軍の外

遺棄化学兵器の毒ガス噴出事故で，日本政府

が 億円拠出を決定したことにコメント発表。億

日日 胡国家主席，小泉首相と会見。胡

李外交部長，パウエル国務長官と会見。李

青海省人代，代理省長に楊傳堂を決定。青

日日 海南省人代，代理省長に衛留成を決海

定。

日日 曹剛川国防部長，米国を訪問曹 （

月 日）。

日日 全人代，重大な規律違反による田鳳全

山国土資源部長の免職を決定し，後任に孫文

盛を決定。

日日 呉全人代委員長，北朝鮮を訪問呉 （

日）。日

日日 西北大学の日本人留学生の寸劇に端西

を発する反日デモが西安市内で発生。

日 ボアオ・アジアフォーラム開催

（ 日）。

TCL，仏大手テレビメーカー，トムソ

ンとの合弁企業設立で覚書に調印。

日日 中小企業融資試点工作スタート。

日日 米政府，中国製繊維製品 品目に

月月

セーフガードの発動を決定

日日 中国人民銀行と香港金融管理局が香

港の銀行が香港で人民元業務を行うことで覚

書に調印。

日日 李栄融中国国有資産監督管理委員会李

（国資委）主任，国有企業改組再編に関する

項目措置を発表。

日日 金永日北朝鮮副首相来訪（金 日）。日

日日 中央経済工作会議開催（ 日）。日

日日 キリバスとの国交断絶を決定。

日 中国の核拡散防止政策と措置中

白書を発表

日 温首相，米国，カナダ，メキシコ，温

エチオピアを訪問（ 日）。日

日日 北京市第二中級人民法院，王雪冰元北

中国銀行行長に対し，懲役 年の一審判決。年年

日日 人民解放軍政治工作条例人 改定公改

布。

日日 李国資委主任，李 年の中央企業改年年

革の四つのポイントを発表。

日日 国台弁， 人民を基本とし，人民の人

ために利益をはかり，両岸の 三通三 を積極

的に実務的に推進する 政策説明書を発表。政

日日 重慶市開県の天然ガス田で有毒ガス重

が噴出し， 名が死亡。名名

日日 中央農村工作会議閉幕。

日日 商務部，商 月に鉄鋼製品月月 品目に発

動した緊急セーフガードの全面解除を発表。

中共中央・国務院， 人材工作をさらに人

強化することに関する決定 を発表。

日日 衛生部，広州市に入院中の男性が衛

SARS感染の疑いがあると発表。

日日 中共中央， 党内監督条例党 （試行）

と 党規律処分条例（改正）党 に関する通知を

発表。

中共中央・国務院， 農民の増収促進政農

策に関する意見 を発表。

月月

中 国
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羅 幹 周永康 胡錦濤

兪正声 賀国強 賈慶林

郭伯雄 黄 菊 曹剛川

曾慶紅 曾培炎 温家宝

中央政治局候補委員

王 剛

中央書記処書記 曾慶紅 劉雲山 周永康

賀国強 王 剛 徐才厚

何 勇

中央規律検査委員会

書 記 呉官正

副書記 何 勇 夏賛忠 李至倫

張樹田 劉錫栄 張恵新

参考資料参考資料 中 国 年年年

（ 年末現在）年年

．． 中国共産党

第 期中央委員会期期

総書記 胡錦濤

中央政治局常務委員

胡錦濤 呉邦国 温家宝

賈慶林 曾慶紅 黄 菊

呉官正 李長春 羅 幹

中央政治局委員 王楽泉 王兆国 回良玉

劉 淇 劉雲山 李長春

呉 儀 呉邦国 呉官正

張立昌 張徳江 陳良宇

国家機構図

中国共産党・国家指導者名簿

中 国 共 産 党 　
全国代表大会　

　

全国人民代表大会　
　常務委員会　
　専門委員会　
　

国家主席　
　

中国人民政治　
協 商 会 議 　
全 国 委 員 会 　
　
常務委員会　

　

中　　央　
規律検査　
委 員 会　

　

中央委員会　
　総書記　
　中央政治局　
　常務委員会　

中央書記処　
　

党　
中央軍事　
委 員 会　

国　　家　
中央軍事　
委 員 会　

　

人民解放軍　
　総 参 謀 部 　
　総 政 治 部 　
　

総 装 備 部 　
　

総 後 勤 部 　

国務院　
　

各部・　
委員会　

最　　高　
人民法院　

各　　級　
人民法院　

最　　　高　
人民検察院　

　

各　　級　
人民代表　
大　　会　

　
中国人民政治　
協 商 会 議　
各級委員会　

　

各　　級　
党委員会　

大軍区司令部　
　

各　　級　
人民政府　

各局・庁　
・委員会　

海軍・空軍　
・第二砲兵　

各　　　級　
人民検察院　

劉峰岩

中央軍事委員会

主 席 江沢民

副主席 胡錦濤 郭伯雄 曹剛川

委 員 徐才厚 梁光烈 廖錫龍

李継耐

中央直属機関

中央弁公庁主任 王 剛

中央組織部長 賀国強

中央宣伝部長 劉雲山

中央統一戦線工作部長 劉延東

中央対外連絡部長 王家瑞

．． 国家最高機関

国家主席 胡錦濤

国家副主席 曾慶紅

全国人民代表大会常務委員会委員長 呉邦国

中国人民政治協商会議主席 賈慶林

国務院総理 温家宝

国家中央軍事委員会主席 江沢民

最高人民法院院長 蕭 揚

最高人民検察院検察長 賈春旺

．． 人民解放軍

総参謀長 梁光烈

総政治部主任 徐才厚

総後勤部長 廖錫龍

総装備部長 李継耐

海軍司令員 張定発

空軍司令員 喬清晨

第二砲兵司令員 靖志遠

．． 国務院

総理 温家宝

副総理 黄 菊 呉 儀 曾培炎 回良玉

国務委員 周永康 曹剛川 唐家 華建敏

（兼国務院秘書長），陳至立

外交部部長 李肇星

国防部部長 曹剛川

国家発展改革委員会主任 馬 凱

教員部部長 周 済

科学技術部部長 徐冠華

国家科学技術工業委員会主任 張雲川

国家民族事務委員会主任 李徳洙

公安部部長 周永康

国家安全部部長 許永躍

監察部部長 李至倫

民政部部長 李学挙

司法部部長 張福森

財政部部長 金人慶

人事部部長 張柏林

労働社会保障部部長 鄭斯林

国土資源部部長 孫文盛

建設部部長 汪光

鉄道部部長 劉志軍

交通部部長 張春賢

信息（情報）産業部部長 王旭東

水利部部長 汪恕誠

農業部部長 杜青林

商務部部長 呂福源

文化部部長 孫家正

衛生部部長 呉 儀

人口計画生育（出産）委員会主任 張維慶

中国人民銀行行長 周小川

審計（会計検査）署審計長 李金華

中 国
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年 参考資料年年

各省，市，自治区首脳名簿（ 年末現在）年年

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

北 京
天 津
河 北
山 西
内モン
ゴル
遼 寧
吉 林
黒龍江
上 海

江 蘇

浙 江
安 徽
福 建
江 西

山 東

河 南

劉 淇
張立昌
白克明
田成平

儲 波

聞世震
王雲坤
宋法棠
陳良宇

李源潮

習近平
王太華
宋徳福
孟建柱

張高麗

李克強

王岐山（代）
戴相龍
李允石
劉振華

楊 晶

薄 来来
洪 虎
張左己
韓 正

梁保華

呂祖善
王金山
盧展江
黄智権

韓寓群

李成玉

于均波
房風友
白克明
田成平

儲 波

聞世震
王雲坤
宋法棠
学平学

李源潮

習近平
王太華
宋徳福
孟建柱

張高麗

李克強

湖 北
湖 南
広 東
広 西

海 南

重 慶
四 川
貴 州
雲 南

チベット

西
甘 肅
青 海
寧 夏

新 疆

兪正声
楊正午
張徳江
曹伯純

汪嘯風

黄 東東
張学忠
銭運録
白恩培

郭金龍

李建国
蘇 栄
趙楽際
陳建国

王楽泉

羅清泉
周伯華（代）
黄華華
曹伯純

衛留成（代）

王鴻挙
張中偉
石秀詩
徐栄凱
シャンバ
ビンツオ
賈治邦
陸 浩
楊傳堂
馬啓智
イスマイ
ル・ティリ
ワルディ

楊永良
楊正午
廬鐘鶴
曹伯純

汪嘯風

黄鎮東
張学忠
銭雲録
白恩培

列 確

李建国
蘇 栄
趙楽際
陳建国

アブドライ
ム アミティア

主要統計主要統計 中 国 年年年

基礎統計

人 口（万人）
就業人口（万人）

消費者物価上昇率（％）
都市部失業率（％）
為替レート（ ドルド 元，平均）元

（出所） 中国統計年鑑中 および国家統計局発表による。

国内総支出（名目価格） （単位 億元）億

最 終 消 費
民 間 消 費
政 府 消 費

総 資 本 形 成 額
財 サービス純輸出額サ
国 内 総 支 出 額
（出所） 中国統計年鑑中 。。

産業別国内総生産（名目価格） （単位 億元）億

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
食料 生産量（万トン）
人当たり GDP（元）
（注） 穀物・豆類・イモ類。穀
（出所） 中国統計年鑑中 および国家統計局発表による。

産業別国内総生産成長率 （％）

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
人当たり国内総生産人

n. a.
n. a.

（出所） 表 に同じ。
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2004

China

2004年の中国

国内政治

経　　済

対外関係

重要日誌

参考資料

主要統計

Yearbook of Asian Affairs:
2000 - 2009

年 主要統計年年

国・地域別貿易 （単位 億ドル）億

輸 出 輸 入 輸 出 輸 入 輸 出 輸 入
日 本
ア メ リ カ
香 港
韓 国
台 湾
ド イ ツ
マレーシア
シンガポール
そ の 他
合 計

輸 入 輸 出 輸 入 輸 出

（出所） 年までは年年 中国統計年鑑中 ，， 年は海関総署。年年

国際収支 （単位 億ドル）億

貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支
資本・金融収支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
流 出
流 入
証 券 投 資
資 産
負 債

そ の 他 投 資
資 産
負 債

誤 差 脱 漏
準 備 資 産

（出所） 中国統計年鑑中 ，， 中国統計年鑑中 。。

国家財政 （単位 億元）億

財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
国内公債・国債
海外借り入れ

n. a.
n. a.
n. a.

（出所） 中国統計年鑑中 ，， 年は全人代での財政報告による。年年

p.168

p.175

p.188

p.198

p.202

p.205
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国　境　
省・市・自治区境
首　都　

特別行政区　

タジキスタン
アフガニスタン　

ロシア

カザフスタン

キルギスタン　

パキスタン　

（
カ
シ
ミ
ー
ル
）

モンゴル

新疆ウイグル自治区　

黒龍江省　

内
モ
ン
ゴ
ル
自
治
区

吉林省　

朝鮮民主主義鮮民鮮鮮朝
人民共和国民民民

大韓民国大韓民国大韓民国大韓民国

青海省　

遼寧省　遼北京市　北京市

天津市　天津市天津市天津市天天天天河
北
省省

山
西
省 山東省山

甘　粛　甘
省

寧夏回族自治区　

上海市上上上上

陝
西
省

江江江江
蘇蘇
省

河南省　

湖北省　

安
徽
省 浙

江
省

日日
本

東

海

（
東
シ
ナ
海
）

福
建
省

四川省　
重慶市慶市

雲南省　

貴州省

湖
南
省

江
西
省

台
湾

広西チワン族　広西チワン族
自治区 広東省　族　

省海南省海南省海南省海南省
香港　マ

カ
オ

フ
ィ
リ
ピ
ンン

ブブ
ルル
ネ
イイ

南 海　
（南シナ海）　　

中
沙
諸
島

西西
沙沙
諸
島

南沙諸島　南沙 パ
ラ
ワ
ン

ミ
ャ
ン
マ
ー

マレーシア　

レレ

ア

インドネシア　
シンガポール　

マレーシア　ーシマ ーーママ

ベベベベ
ト　
 ナ　 
  ム　ム　ム　ム　

カンボジア　

ラ
オ
ス

タ イ

チベット自治区
ネパール　

イ

ン

ド

バ
ンンンン
ググググ
ラ
デ
ララ

シ
ュ

ブータン　

中 国
中華人民共和国

面 積 万万万

人 口 億億億 万人（万万 年末）年年

首 都 北京

言 語 漢語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

宗 教 道教，仏教，イスラーム教，キリスト教

政 体 社会主義共和制

元 首 胡錦濤国家主席

通 貨 元（ 米ドル米 元元元， 年末現在年年 ，売渡

しと買入れの中値。対日は 年末で年年 元元

円）円円

会計年度 暦年に同じ



安定成長への模索

今今今井井井井健健健健一一一一・佐・佐々々々々木木木木智智智智弘弘

年の中国政治は，胡錦濤が党，国家，軍の三権を事実上掌握した。これま年

で民衆重視の 親民路線親 により民衆の胡政権への支持は高いが，現実には民衆

と党・政府との対立は深刻化し，中央と地方の矛盾や親民路線の誤算も露呈しつ

つあるなど胡政権は必ずしも安定していない。

経済は加速的な高成長を維持した。通年の貿易総額は初めて 兆 を超え，日

本を上回って EU，アメリカに次ぐ世界第 位の規模となった。 GG 財務相・中財

央銀行総裁会合に非メンバー国として初めて招聘されたことは，中国が経済政策

の国際協調において不可欠な一員となりつつあることを象徴的に示した。一方，

資源・労働力のボトルネックや金融システムの不安定性など，中国経済の構造的

問題の帰趨が国際経済に持つ意味も増大しつつある。

外交では，アメリカとの間で国際社会での主導権をめぐり多岐にわたる争点が

浮上し，アメリカ包囲網を構築するため欧州やロシア，ASEANとの関係強化が

図られた。他方日本での対中脅威論の台頭により 政冷経熱政 （政治関係は冷え

込み，経済関係は活発）といわれる日中関係は改善に至っていない。

内 政内 政

月 日から開かれた中国共産党第日 期中央委員会第期期 回全体会議（以下，

中総）で党中央軍事委員会主席が江沢民から胡錦濤に交代した。胡が党のトップ

である総書記に就任した 年の中国共産党第年 回全国代表大会（第回 回党大会）回

以降も軍のトップに江がいたため胡の権力掌握は限定的で政権運営は安定しない

とみられてきた。中央軍事委員会主席の交代は，江の影響力が低下したこと，そ

して胡が党，国家（国家主席），軍の つの権力を掌握したことを意味した。しか

し，地方幹部の行政能力の欠如，民衆と党・政府の対立激化，中央と地方の対立

概 況

国 内 政 治

年の中国年
などの問題を抱え，必ずしも政権の安定はもたらされていない。

予想外の党中央軍事委員会主席の交代

中総終了後，江沢民が中央政治局に対し党中央軍事委員会主席を辞職する意

志を伝える手紙を 年年 月 日に送っていたことが明らかになった。そのなか

で江は第 回党大会前に党中央軍事委主席辞任の意志を伝えていたが慰留され，回

その後も同職辞任のタイミングを計っていたとして，自身が権力に固執していな

いことを強調した。 月 日の中央軍事委拡大会議で江と胡は共に平和的に新旧日

交代が実現したことを称賛した。この会議で江は （胡錦濤は──筆者注）軍事委（胡

副主席就任以来軍隊建設の一連の重要な政策決定に直接参加してきた。胡錦濤同

志が，中央軍事委主席を引き継ぐことを党中央が決定したことは正確な選択であ

る として胡を後任として支持した。胡も新しい時代の国防軍隊建設思想を打ち

建てたとして江の功績を称えた。

しかし，こうした公式報道が江の美しい引退を演出したものにすぎないと感じ

させるほど江の辞任は突然だった。直前まで江の党中央軍事委主席としての積極

的な活動ぶりや軍幹部の江中央軍事委主席支持が報道され，台湾問題での江中央

軍事委主席の発言権も依然として大きかった。 月の 小平生誕百周年記念大会小

で胡総書記が， 小平が幹部終身制を廃止したことを称えた発言は，間接的に江小

に辞任を迫ったものと受け取られたが，同時点ですら江の辞任が決まっていたの

か否かははっきりしない。他方， 小平が中央委員を辞し一般党員になって小 年

で中央軍事委主席の地位を総書記の江沢民に譲ったのと同様に江も一般党員にな

って 年後の 中総というタイミングで委譲したことから辞任が予定通りだった

との見方もある。また，江中央軍事委主席が 年以降指導してきた軍事改革が年

江沢民の国防軍隊建設思想江 という江沢民の名を付した理論にまとめられ，固

有名詞として使われ始めたことも辞任が近いことを含んでのことだったのかもし

れない。どちらにしても今回の交代劇の内幕には不明な点が残されている。

中央軍事委主席の交代と同時に，胡錦濤を支える中央軍事委メンバーも一部入

れ替わった。副主席に徐才厚が加わり 人体制となった。新たに委員に加わった

のは陳炳徳（総装備部部長），喬清晨（空軍司令官），張定発（海軍司令官），靖志遠

（第 砲兵司令官）の砲 名である。陸海空三軍と弾道ミサイル部隊のトップが中央

軍事委入りしたことはその機能強化が狙いだが，海軍や空軍の発言力が高まって

いることを窺わせる。
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抵抗勢力としての地方

年には省レベルの地方人事の入れ替わりも多かった。遼寧，安徽，河南，年

チベットで党委員会書記が，吉林，福建，陜西，青海で省長が交代した。このな

かには胡総書記の出身母体である中国共産主義青年団出身者の李克強（遼寧党委

書記），楊傳堂（チベット党委書記），宋秀岩（青海代理省長）が含まれており，人

事を通じた胡錦濤の権力基盤強化が始まったといえる。

しかし，胡政権発足からすでに 年を経て，この間にさまざまな政策を実施し，

政策上の抵抗勢力が存在していることも顕著になった。地方政府は， 月に経済

の引き締め政策が本格化した後も，中央の政策に支持を表明しながらも地方の特

殊性を主張し高い GDP 成長率を目指す方針を維持した。これは胡総書記が提起

した 科学発展観科 （後述）に反するが，地方指導者にとっては地元経済が発展し，

高い数値目標を達成することが業績として評価されるため，引き締め政策には抵

抗があった。温家宝首相は 月の上海市視察， 月の湖北省視察， 月の四川省

視察でそれぞれ近隣の省レベルの党と政府のトップを集め， もし（引き締め政策も

を）緩めたら，反動が現れる可能性があり，九仞仞仞の功を一簣の 簣に欠く（長年の努力をに

最後のちょっとしたことで失敗に終わらせてしまう）。各級指導者はマクロ調整

の困難さと複雑さを十分認識し，各工作をうまずたゆまず立派にやらなければな

らない と発言し中央の意向を守るよう指示した。しかし，中央政治局会議で陳

良宇上海市党委書記が温首相に対し，引き締め政策によるマイナス成長分を中央

は補 してくれるのかと迫るなど地方指導者の反発も伝えられた（ ，

年年 月 日）。日 月 日付日 人民日報人 には 月期の地方政府投資が中

央の 倍に上り，経済過熱の原因が地方政府の投資拡張傾向にあるとする地方倍倍

政府批判の文章が掲載され，依然地方政府の抵抗が強いことが示唆された。

党の執政能力の強化

中総では 党の執政能力建設強化に関する決定党 （以下，決定）が採択された。

決定は，国内外の変化のなかで 指導幹部に問題解決能力がない，指 党員幹部の

職務への自覚が足りない， 党の基層組織が指導的な役割を発揮できない， 一

部の地方や部門で腐敗がかなり深刻である，といった現在の党の執政の問題点を

挙げた。とくに地方の基層幹部への政策の浸透度は低く，彼らの執政能力の向上

は急務の課題だった（ 瞭望新聞周刊瞭 年年 月 日，第 期）。期期

決定は， 社会主義市場経済を舵取りする能力（科学発展観に基づくバランス社

安定成長への模索

の重視，党委員会の指導など）， 社会主義民主政治を発展させる能力（政治参加社

の拡大，制度化，権力に対する監督手段の拡大，党の指導の強化など）， 社会社

主義先進文化を建設する能力（党によるメディア管理の徹底による世論誘導の強

化，思想工作の強化など）， 社会主義調和社会（原語で社 和諧社会和 ）を構築する）

能力（各方面の利益関係の協調，党と大衆との関係強化など）， 国際情勢に対応

し国際事務を処理する能力（変化する国際情勢への対応など），の つの能力を高

めるべきであるとした。ここで注目されるのは，調和社会の構築が提起されたこ

とである。 貧困階層と富裕階層，貧 労働者と使用者， 都市と農村，都 内陸部

と沿海部， 物質文明と精神文明，などの対立が深刻で，これらをいかに調和，物

協調させ，安定した社会を作り上げるかが大きな課題として認識された。これは，

年年 月の中央人口環境会議で胡総書記が提起した 科学発展観科 という，

GDP 至上主義ではなく，格差や環境など人に配慮したバランスのとれた持続可

能な発展を目指す考え方に沿ったものである。 月月 日の中央政治局会議では決日

定を具体化し，共産党員に周知させるために， 年年 月から 三つの代表三 重

要思想（党が 先進的な社会的生産力の発展要求， 先進的な文化の前進方向，

最も広範な人民の根本利益，を代表するという第 回党大会で決定された中国回

共産党の指導方針）の実践を内容とする共産党員の先進性保持教育活動を全面的

に展開することが決定された。

高まる農民や労働者の不公平感と不公正感

しかし実際に社会の不安定を深刻なものにしているのは，地元政府による強制

的な土地の収用や都市での立ち退き，またその補償の未払い，企業失業者の再就

職，農民出稼ぎ労働者の権益保護など民衆の利益に直接関わる問題を要因とした

民衆，とりわけ農民や労働者など社会的弱者と党・政府との衝突が各地で増えて

いることにあった。大きな衝突は海外メディアにより伝えられている。例えば

月 日には河南省鄭州市で農地を収用される農民日 人と警官人 人が衝突した。人

月月 日には四川省漢源県で発電所建設による立ち退き問題で住民日 万人がデモ万

を起こし，胡総書記と温首相は農民が補償に同意するまで工事の中止を命令した

（ 朝日新聞朝 産経新聞産 年年 月月 日）。日

こうした農民や労働者の不満は，利益表出手段を持てない不公平感と党や政府

の幹部の腐敗からくる不公正感によるところが大きい。そのため，党や政府の権

力をいかに制限するかが課題となっており，党中央は党や政府に対する監督機能

年の中国

171170



を強化すること，行政の透明化，法治を徹底することなどの取り組みを進めた。

党内監督と法による行政の進展

党の監督については，党の内部法規として， 年暮れに党中央が制定した年

党内監督条例党 （試行） と 中共規律処分条例中 が実施に移された。これら法規

に基づき，例えばば 月には中央規律委員会（中規委）が中央官庁や地方の党や政府

機関に担当者を駐在させ，駐在先の指導者や幹部の不正行為を監督する派出機構

に対する指導を，駐在先の影響を強く受ける駐在先と中規委の二重指導から中規

委の直接指導に改め，監督機能を強化することを決定した。また 月の中規委第

回全体会議では党や政府の幹部の腐敗を監視するシステムを打ち出した。また

月 日に日 中国共産党党員権利保障条例中 が公表された。

行政については 月 日の国務院常務会議で日 法に依拠した行政実施を全面的法

に推進することに関する綱要 が採択され，法に依拠した行政を進め，法治政府

を作り上げるという目標が掲げられた。行政許可，すなわち行政による審査認可

（ 審批審 ）は，項目が多すぎる，許可することが優先され管理や監督が無視される，）

行政許可権限が権力独占の手段とされ腐敗のもとになる，など問題が多かった。

黒龍江省では 年に田鳳山元省長が処分された汚職事件絡みで年 月に韓桂芝省

政治協商会議主席が解任されるなど副省長級幹部 名，局・処長級幹部 名が名

処分された（ 新聞周刊新 年年 月月 日）。日 月には張国光元湖北省長が遼寧省月

長時の収賄罪で懲役 年の判決を受けた。こうした高級幹部の処罰は見せしめ的年

な要素が大きいが，審査認可権限を持つ中級幹部の汚職はさらに深刻であり，

年に汚職で立件された公務員は 万 人でそのうち収賄は人 万 人に上った。人

そのため政府は 年年 月から行政審査認可項目の見直し，廃止を進め，月

年 月までに全体の ％に上る％ 項目を廃止，調整した。これをさらに進め，項項

行政権力に対する監督を強化するために温首相は 月， 行政の政策決定の監督行

と責任追及制度の健全化， 行政復議制度の実行，行 審査制度の完備， 会計検

査，監察などの専門的な監督の強化，などを指示した。そして 月 日に施行さ

れた行政許可法では，行政許可の 設定権の制限，内容の明記， 実施部門の削

減， 手続きの明記， 費用の削減，廃止，費 監督，検査の強化，などが規定さ

れ，政府の権限を縮小することを目指した。

月に審計署（会計監査官庁）が発表した 年会計報告では，国家体育総局で年

オリンピック予算のうち約 億元が職員の住宅建設に流用され，中国工商銀行で億

安定成長への模索

政府が地震被災地区に発給した災害救済補助金 億億 万元のうち万 ％が接待％

費に使われていたことなど国務院の 部局で部 億億億 万元の不正があったことが万

報告され， 審計風暴審 （監査の嵐）として大きな反響を呼んだ。李金華審計署長

は不正暴露を 温首相をはじめ中央指導部の強い支持を受けている温 と述べ今後

も手を緩めないことを表明し， 年年 月 日からは党と政府の指導幹部に対す

る会計検査を県レベルからさらに下の地庁レベルに拡大することを決定した。

また 年暮れの重慶市での天然ガス田事故で親会社の中国石油天然ガス集団年

公司のトップ（総経理）が， 月 日の商業ビル火災事故で吉林市長と同市党委副日

書記が辞任するなど度重なる事故に対し党や政府の幹部の責任追及も進められて

いる。

増える中央への苦情申し立て

胡錦濤は総書記に就任してから 公のための立党，民衆のための執政公 人を人

基本とする 調和社会調 といったキーワードを掲げ，社会的強者を重視してき

た江総書記期とは異なる社会的弱者を重視する政策，いわゆる 親民路線親 を打

ち出してきた。このことが胡総書記に対する民衆の根強い支持をもたらす要因と

なっている。党中央と国務院が 月に 農民の増収促進政策に関する意見農 を中

央 号文件として公表し，農民問題を 年の最重要課題とした（具体的な政策年

は 経済経 の項を参照）。また 月の第 期全国人民代表大会（全人代）期 第 回会

議での憲法改正では， 三つの代表三 重要思想が 国の政治と社会生活における国

指導的地位 を確立したことのほか，土地の所有権を含む私有財産の保護や人権

の保障といった民衆の権利が憲法に明記された。

しかし民衆が不満を訴え，利益を表出する手段はまだ十分確保されていない。

そのため，伝統的な手段である 信訪信 と呼ばれる党や政府に対する手紙や訪問

による苦情申し立ての制度に頼らざるを得ない。民衆が抱える問題の切実さと親

民路線も手伝って， 年第年 四半期に国家信訪局が受理した手紙は ％増，％

訪問件数は ％増（共に前年同期比）に上った。中央も％ 信訪信 によって提起さ

れた問題を各地方の党や政府が解決した成果について大々的に宣伝した。苦情の

大半が失業，レイオフ，立ち退き，土地収用に関することに集中しており，中央

への 信訪信 が急増していることが近年の特徴だが，このことは実際には地元の

党や政府では問題を解決できていないことを示唆しており，地方幹部の執政能力

の欠如が問題視されるゆえんがそこにある。
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厳しくなるマスコミ統制

親民路線のもと胡政権が情報公開，メディアの監督機能の強化を進めたことで，

メディアは各地で発生した事件や事故を積極的に報道した。例えば地方政府の不

正行為として江蘇省鉄本鉄鋼公司の事件（ 経済経 の項参照）を 年年 月から

月にかけて国内メディアが詳細に報じたことは中央と地方の関係を不安定にする

要因となった。また，各地の集団抗議行動や炭鉱事故がたびたび地元メディアで

報じられた。こうした事態に対し，中央宣伝部は中央メディアが世論監督を進め

る際，地方政府や主管部門との連絡を密にするよう指示し，メディアの監督機能

強化に歯止めをかけた（ 瞭望新聞周刊瞭 年年 月 日，第 期）期 。また同部は

国内の社会争乱事件の報道を新華社報道に一元化するという規制強化を行った

（ 明報明 年年 月月 日）。日

しかし，情報公開はさらにエスカレートし，インターネット上で公然と党批判

が行われるケースも現れ，大きな反響を呼んだ。北京大学教授の焦国標は 年年

暮れに 中央宣伝部を討伐する中 と題して中央宣伝部のメディア規制を批判する

論文を公開した。また 年年 月には福建省連江県の党委員会書記が自らの解任

を不満とし，上級党組織を非難する公開書状を 人民日報人 のウェブサイトに公

開した。既述の党員権利保証条例に党員が党の決定に反対する意見を公表するこ

とを禁止する規定が盛り込まれたことはこうした動きと無縁ではないだろう。

行きすぎた情報公開や言論に対しては，李長春中央政治局常務委員が 月 日日

の 小平生誕・思想シンポジウムで小 小平理論を深く研究し，マルクス主義の小

信念を固め， つの基本原則を堅持し 西側思想理論に盲信する教条主義に反西

対し，西側の堕落した思想文化と価値観の襲来に抵抗し 西側敵対勢力のわれ西

われに対する西側化，分裂化の政治陰謀に断固抵抗し，終始政治上の冷静さと確

固さを保持し，終始イデオロギー工作の主導権を掌握する などと発言し，厳し

い見解を示した。

胡政権が進めた民衆重視の政策は情報公開を推進し，民衆の権利意識，政治意

識を高めたが，そのことが政権の不安定要素に転化していることは皮肉である。

親民路線の誤算といえる。しかし，ここで親民路線の見直しを図った場合，胡政

権は急速に民衆の支持を減らす危険がある。

（佐々木）

国内経済は引き続き高成長を維持する一方，成長の加速が孕むリスク要因が鮮

明となった。前年以来の経済の過熱傾向は， 年上半期に一段と強まった。投年

資の高い伸びに当局は警戒感を深め，第 四半期に集中的な引き締め政策を実施

した。年央にかけて引き締め政策がやや緩和されると投資・生産は再加速する兆

候を示したため， 月末には月 年ぶりの貸付・預金金利引き上げが実施されるな

ど，マクロ経済政策は注意深い微調整を必要とする局面を迎えている。

通年の成長率は，政府目標の ％前後を大きく上回る ％に達した。消費者％

物価指数（CPI）上昇率は辛うじて政府目標に収まる ％となった。％ CPI 上昇の

割程度は食糧価格の上昇による。固定資本投資は第 四半期以降やや減速した

ものの，通年で ％という高い伸びを保持し，前年比％ ポイントと小幅の低ポ

下に止まった。 年以来年 年近い好況の持続により，成長のボトルネックが表

面化した。エネルギーを中心とする資源制約は，国際経済にも大きな波紋を及ぼ

している。さらに，沿海部を中心とする生産能力の急速な拡大により，単純労働

力の不足という従来予想されなかった事態が発生した。

高成長をめぐる構造的問題として，主として次の 点に注目する必要があるだ

ろう。第 に，目下の成長は需要面では投資需要への依存度がきわめて高い。前

年は ％の成長のうち投資需要の寄与度が％ ポイント前後に達すると推定され

るが， 年もほぼ同様の水準となったとみられる。投資需要への依存度の高さ年

の背景には，所得分配の偏りというもうひとつの構造的問題があると考えられる。

第 に，投資を資金面で支える金融部門は依然として脆弱な状況にあり，過剰投

資を効果的に抑制する役割を十分に果たしていない。 月初旬に開催された党中月

央経済工作会議では 年の経済政策の重点として，引き続きマクロ経済調整を年

第 の課題に掲げている。

マクロ経済

月期には鉱工業部門の設備投資が前年同期比 ％近い伸びを示した。こ％

の事態に対して 月全人代の政府活動報告で温首相は，投資規模の抑制と不動

産・素材部門を中心とする一部業種の 盲目的投資盲 是正を三農（農業・農村・

農民）問題対策と並ぶ経済政策の重要課題に掲げた。前後してマクロ経済政策は

経 済
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引き締め姿勢を一段と強め，投融資規制・公定歩合引き上げ・準備率引き上げな

どの措置が矢継ぎ早に実施された（表 参照）。

第 四半期半ばから第 四半期にかけて，主として投資・融資の直接規制など

行政手段に基づく強硬な引き締めが実施された。 月には民間鉄鋼メーカー鉄本

公司が進めていた江蘇省常州市の製鉄所建設プロジェクトが，地方政府から違法

な投資許可を得ていたとして国務院に事業の全面中止を命じられた。建設資金の

大部分は国有銀行支店や地元金融機関が融資しており，事業中止によって多額の

債権が不良化した。同月末には国務院通達により，新規投資プロジェクトの自己

資本比率下限が鉄鋼業では ％，不動産開発等では％ ％に引き上げられた％ （従来

はそれぞれ ％，％ ％）。％ 月には銀行業監督管理委員会（銀監会）が商業銀行各

行に対し， 万元以上の大型融資案件を精査するよう指示した。既定方針であ万

る投資規制緩和の一環として国務院は， 月に 投資体制改革の一層の推進に関投

する国務院の決定 を公布した。だが発電，鉄鋼，石化などの業種は， 指定業指

安定成長への模索

表 年以降の主要な引き締め措置

（出所） 筆者作成。

年年 月 人民銀，短期債発行による不胎化政策開始。
月 不動産向け融資の規制通達 窓口規制強化。
月 法定準備率を ％から ％に引き上げ（商業銀行対象）。

年年 月 貸出利率変動幅拡大（商業銀行は基準利率の 倍上限）。倍
月 国務院，鉄鋼，セメント，アルミ等業種の過剰投資抑制指示。

銀監会，特定業種への融資対象に立ち入り検査実施決定
（鉄鋼，セメント，アルミ，自動車，不動産）。
銀監会，不動産向け融資のリスク管理に関する通達
（不動産向け融資の比率上限 ％，住宅ローンの審査強化など）。％

月 発展改革委，製鉄所の新規設立を原則禁止。
人民銀，再融資利率・公定歩合引き上げ（ ポイント）。ポ

月 準備率引き上げ（ ％）％ ，差別準備率制実施 自己資本比率等資産
内容に応じ ％の準備率適用。
人民銀，窓口規制・公開市場操作強化。

月 国務院・発展改革委，投資規制を強化 投資制限リストを制定，禁
止・制限業種に対しては銀行融資停止を要求。

月 銀監会，融資案件の検査強化。
月 銀監会，国有銀行の融資調査実施。月

貸付・預金金利引き上げ 貸付金利については上限を撤廃（信用合
作社を除く）。

種 として引き続き政府による認可を必要とすることが定められている。

引き締め政策をめぐる動揺

投資・融資規制を主体とする引き締め政策が本格化した 月中旬以降，設備投

資，不動産投資は減速する傾向を示した。中国の鋼材消費の約 割は建設需要と

される。第 四半期に大幅な上昇を示していた鋼材価格は，建設用鋼材を中心に

一転して低下した。また引き締めに伴う消費者ローンの規制強化とメーカー各社

の価格競争による消費者の買い控えを背景に，乗用車販売は 月に前月比マイナ

ス ％超と急激に減速し，以後低迷状態に陥った。年央以降広州ホンダ，北京現％

代など一部メーカーが例外的に好調を維持したほかは，上海フォルクスワーゲン，

上海GMなどの上位メーカーの販売が前年割れという結果となっている。

投融資規制の強化は，政府との結びつきが弱い民間企業に対して不利に働いて

いる模様であり，民間企業の資金繰りは全体に厳しさを増している。 月には中

国最大の民間企業グループのひとつである徳隆集団が，株価暴落を背景とする融

資回収が集中したことで事実上経営破綻した。徳隆集団は保有株式を担保とする

借入によって近年活発な企業買収を展開しており，すでに上場企業 社を傘下に社

収めていた。同社の破綻に伴う金融機関の損失は， 億元に上る可能性がある億億

とされる（ 新浪網新 年年 月 日）日 。国有銀行の不良債権処理を業務とする資

産管理会社の華融が徳隆集団の資産を接収し再編を主導するという，民間企業の

経営破綻としては異例の事態となった。

年央にかけて引き締めの 効き過ぎ効 に対する懸念の広まりに対応して，当局

は引き締め姿勢をややトーンダウンし，マクロ経済政策のスタンスを微調整する

姿勢を示した。だが鋼材を始めとする生産財の価格が 月以降再び上昇に転じ，

月には鉱工業生産（付加価値ベース）の前年同期比伸び率が半年ぶり前月を上回

るなど，再加速の傾向が生じた。このため政府は再び引き締め重視に政策をシフ

トし， 月月 日には日 年以来年 年ぶりに貸付・預金基準金利の引き上げを実施

した。 年内の短期貸付は基準金利 ％から％ ％に，％ 年物定期預金金利は

％から％ ％に引き上げられた。これと同時に実施された措置として注目す％

る必要があるのは，年初に実施された貸出金利の上限引き上げに続き，商業銀行

については上限規制そのものを撤廃したことである（信用合作社は上限を基準金

利の 倍に引き上げ）。金融機関にリスクに応じた金利決定を促すことで，市場倍倍

メカニズムを主体とするマクロ経済調整への転換を進めようとする政策当局の意
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図が反映されている。なお基準金利を上回る金利水準の融資案件が金融機関の融

資残高に占める比率は第 四半期時点で ％となっており，第％ 四半期と比較

して ポイント上昇した。金融機関のリスク意識の強化という通貨当局の意図ポ

は，一定の成果を挙げている模様である。

人民元の実質固定レート制によって生じる通貨供給増を相殺するため，人民銀

行は引き続き公開市場操作を通じて，通年で 億元の資金を市中から吸収した。億億

金融機関の人民元・外貨新規貸出額は，前年より約 億元少ない億億 兆 億元億億

に収まった。通貨供給量（MM））の伸びは前年を ポイント下回る ％となった。％

景気動向指数の動きは，企業からみた銀行の融資姿勢がやや慎重さを増してきて

いることを示している（図 参照）。

だが投資の主力である鉱工業部門・不動産部門の収益率は，依然として貸付金

利を大きく上回る高水準にある。上海など大都市の不動産市場では，投機的需要

による価格上昇が生じていることは確実である。建物分譲価格の上昇率は 年年

以来最高水準となった。都市では住宅購入者の過半が 軒目の購入であるとされ軒

る（ 日本経済新聞日 年年 月月 日）日 。上海では地元金融機関による 年の新年

規融資のうち， 割近くが不動産向けとなっている。当局は経済動向を見守りつ

安定成長への模索

図 主要鉱工業企業 社景気動向指数（DI）の推移

（注） 四半期ベース（ QQQ 第第 四半期）。
（出所） 中国人民銀行統計季報中 各四半期号より作成。各
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つ，状況に応じて 年中に新たな引き締め措置を追加する可能性がある。年

深刻化する資源制約

生産の急速な伸びを背景として，エネルギー部門を中心にボトルネックの問題

が一層深刻化した。電力需要は前年に引き続き高い伸びを示し，不足量は通年で

万万 に達した。華東地区では一般企業対象に週 日停電が実施されるなど，

年代以来最悪の電力不足に陥った。年 年から年 年にかけて電力の供給過年

剰のため実施された投資抑制が，今回の不足の背景にあるとされる。電力不足に

対応して各地で発電所の新設計画が打ち出されており，不足は 年には緩和に年

向かい， 年にようやく需給均衡が達成される見込みである。むしろ発電所の年

乱立が再び供給過剰を招くという懸念もある。

電力需要の伸びに対応した石炭輸送の急増により，輸送部門も鉄道を中心にボ

トルネック化が著しい。上半期の鉄道輸送需要の充足率は ％という低水準とな％

った（ 日刊中国通信日 年年 月 日）。道路輸送では過積載に対する規制が強

化されたこともあり，一部地域では運送コストが 割以上上昇していると伝えら

れる（ 新浪網新 年年 月月 日）。日

原油輸入量は前年比で ％増加という急速な伸びを示した。輸入額は％ ％％

増の 億億億 に達している（輸入総額の約 ％に相当）。輸入依存度は前年を ポポ

イント上回る ％に達した見込みである。％

輸入可能な一次産品と比較して潜在的に一層深刻な問題とみられるのが，水資

源の不足である。用水需要は 年に前年比年 ％増加し，全国の％ 都市で水不都都

足が発生した。北京市では工業用の水道料金が 割前後引き上げられた（ 日本経日

済新聞 年年 月月 日）日 。政府系メディアは水不足が今後 年に中国が直面す年

る最大の社会問題のひとつとなると警告している（ 中国新聞網中 年年 月

日）。

ただ，ボトルネックの表面化は単に高度成長のみに起因するものではなく，中

国の資源利用効率の低さという構造的・制度的要因によるところも大きい。アジ

ア開発銀行の推計によれば，中国は GDP 当たり の石油を消費する。

これはアジア全体の平均水準のほぼ 倍に相当する。規制によってエネルギー・倍

資源価格が低水準に抑えられる傾向があることが，需要者側の節約意識を希薄に

している。政府は目下，発電コストの約 割を占める石炭価格と電力料金を一定

の比率で連動させる新たな電力料金制度の採用を検討中と伝えられる（
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年年 月 日）。日

労働力不足の表面化

内資・外資の投資・生産の拡大によって労働力需要が急増したことで， 年年

旧正月前後を境として，沿海地域を中心に労働力の不足が表面化した。不足がと

くに深刻であるのは，高級技術職および月間賃金 元以下の非熟練労働者であ元

るとされる。広東省統計局の企業調査によれば，同省では 年にも出稼ぎ労働年

者の不足が 万人以上に達すると見込まれる（万 日刊中国通信日 年年 月 日）。

沿海地域の企業・行政では，内陸地域での直接募集や工場移転などの動きもみら

れる。だが労働力不足は沿海地域に止まらず，内陸の一部都市でも表面化してい

る模様である。都市の登録失業率は前年を ポイント下回るポ ％となり，％ 年年

ぶりの失業率低下となった。

単純労働力不足はいくつかの要因が複合して発生しているとみられる。第 に，

非熟練工の名目賃金は長年にわたってほとんど上昇していない。このため都市の

生活コスト上昇に伴って，実質賃金が低下する事態が生じている。第 に，農村

出身の出稼ぎ労働者の世代交代が進むとともに，労働環境の改善に対する欲求が

強まってきた。新しい世代の出稼ぎ労働者は，よりよい所得機会や就労環境を求

めて転職を繰り返す傾向が強い。第 に， 年代初頭から開始した一人っ子政年

策の影響で，新規労働力の伸びが鈍化してきている。だが，出稼ぎ労働者を中心

とする大多数の低賃金労働者は，依然として劣悪な労働環境に置かれている。賃

金不払いの問題は，建設業を中心として依然深刻である。建設部の発表によれば，

建設工事関係の代金不払いの 分の分 は公共事業であるとされる。

農村問題

国家統計局のサンプル調査に基づく推計によれば，農村労働力の約 分の分 に

相当する 億億 万人が出稼ぎ労働に従事しているとされる。うち省を越えた出万

稼ぎが約半分を占める（ 日刊中国通信日 年年 月 日）。日

農村世帯所得の伸びは 年以来年 年まで，年 年連続して都市世帯を大幅に

下回ってきた。このため年初に中共中央は農民所得向上を主題とする通達（ 号

文件）を公布し，いわゆる三農問題への対応に本腰を入れる姿勢を示した。これ

に関連する主要措置のひとつとして，農業特産税の廃止と農業税の減免が 月か

ら各地で始動した。代表的な食糧生産地である黒龍江省，吉林省では全国に先駆

安定成長への模索 年の中国

けて 月末に農業税を撤廃し，他の食糧主産地 省でも農業税率を省省 ％に引き下

げた（北京，上海，天津，チベットではすでに廃止）。また食糧の買付・販売に対

する規制が撤廃され，食糧生産農家に対する直接補助の支給が開始された。

年内の支給総額は 億元，支給対象農家は億億 億戸に上る（新華社，億 年年 月

日）。農業特産税・農業税の廃止による地方財政の減収の一部は，行政改革によ

る経費削減と中央財政からの補助金増により補われる。中央政府は三農問題対策

として 億元の財政支出を追加計上，計億億 億元と史上最多額となった。農業億億

税の撤廃は予定を繰り上げて 年には達成される見込みである。年

ただし地方税収減のすべてが中央補助の増額により補われるわけではなく，農

村の行政機構の簡素化が課題となっている。黒龍江省では農業税の廃止後，経費

削減のため小中学校教員数の削減，学校の合併が実施されており，合理化のしわ

よせが教育など基礎的な行政機能に及ぶことが懸念される。

月末には国務院が農地転用認可を当面凍結することを決定した（ 月に一部月

再開）。 月までに全国の開発区の 割に相当する約 カ所を廃止した。農地カ

収用保証の未払い規模は 億元近くに及ぶとされる（新華社，億億 年年 月 日）。日

食糧価格の上昇，賃金の上昇や租税負担軽減などにより，農村世帯の 人当た

り所得は実質 ％と％ 年以来の高い伸びを示した。国家発展改革委の推計で年

は，食糧価格上昇による農村世帯の所得増は合計 億元に及ぶ億 （ 日刊中国通日

信 年年 月月 日）日 が，それでも都市世帯の所得の伸びを下回っている。食糧

作付面積は 年ぶりに増加し，食糧生産は 年連続の減産から増産に転じた。

金融改革

年以来の投資ブームは，銀行融資の高い伸びによって支えられている。と年

くに 年下半期から年 年上半期にかけての素材，不動産など一部業種の投資年

拡大は，国有商業銀行や都市商業銀行を中心にリスク軽視の融資が行われやすい

経営体質が依然として存在することを示している。政府は引き締め政策の強化と

併行して，引き続き金融制度改革を推進する姿勢を示した。

国有商業銀行の株式会社の先行ケースとして政府は中国銀行と中国建設銀行を

選択し， 年末に外貨準備年 億億億 を資本注入した。 月に両行は合計 億億億

元の不良債権を信達資産管理公司に売却した（東京三菱銀行 調査月報調 年年

月号）。 年年 月から 月にかけて両行の全面的な組織再編が実施され，そ

れぞれの主要業務を母体とする株式会社として中国銀行股 有限公司と中国建設有
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銀行股 有限公司が設立された。両行はさらに劣後債 億元を発行して資本強億

化に充てた。株式会社化に伴う資産再編により，中国銀行と中国建設銀行の自己

資本充足率（BIS 基準）は年末時点でそれぞれ ％と％ ％，償却金引当率は％

％と％ ％に達した。％ 月末には両行行長が共同で記者会見を行い，月 年年

の株式上場を目指す方針を明らかにしている。なお現時点（ 年初）では，国有年

資本の管理機関として新たに設立された中央匯金投資有限責任公司が中国銀行株

式の ％，中国建設銀行株式の％ ％あまりを保有している。政府は中国工商銀％

行と中国農業銀行の 行についても資本注入と株式会社化・上場を進める方針で行

あるが，これら 行は不良債権処理・組織再編とも先行行 行と比較してはるかに行

困難であることが予想される。

年に国有商業銀行年 行の不良債権を引き継いで設立された資産管理会社行

社（華融，信達，東方，長城）は，当初引き継いだ不良債権の約 割の処理を終え

た。設立当初の目標では 年頃までに残りの年 割の処理を終える必要がある。

これまでの現金回収率は ％あまりに留まっており，不良債権処理の最終損失の％

負担は依然として明確にされていない。 年末時点の主要商業銀行年 行の不良行行

債権比率は年初を ポイント下回るポ ％となったが，不良債権比率が人事考％

査の指標となるため支店レベルで貸し換えや会計操作による不良債権隠しが行わ

れているとされる。

政策当局は銀行部門の改革のため，外資を積極的に利用する姿勢を強めている。

月末に銀行業監督管理委員会は，銀行に対する外資出資比率の合計の上限を

％に引き上げた（単独では％ ％以下）。％ 月には深 市が保有していた深市 発展発

銀行を米系投資会社のニューブリッジ・キャピタルが正式に買収した。 月には月

北京市で外銀に対して人民元業務を開放した。同時に西部，東北の 都市が開放都

地域に追加され，合計 都市で外銀による人民元業務が可能になった。都都

株式市場の危機的低迷

好景気の持続によって，上場企業の売上高・利益の伸びが史上最高水準を記録

した。だがそれにもかかわらず株式市場の市況低迷は一層深まり，株価指数は歴

史的な低水準に陥った。

株式市場低迷を受けて 月には国務院が 資本市場の改革開放と安定的発展の資

推進に関する国務院の意見 を発表，機関投資家を資本市場の主役として育成す

る方針を改めて強調した。 月末に証券監督管理委員会は，株式新規公開時の価
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格決定制度変更を理由に，新規上場を一時凍結するという異例の措置をとった

（ 年年初から再開）。年 月から 月にかけて市場はいったん上昇に向かい，上

海総合指数は 月 日に 年以来最高の年 に達したが，以後再び反落した。に

当局は保険会社による株式投資規制の緩和など株価対策に努めたが効果に乏しく，

時価総額は年末までに前年末を約 ％下回る％ 兆 億元に落ち込んだ。一方，億億

株式発行による資金調達額は前年比で ％を越える伸びを示している。％

株式市場活性化の一環として， 年以来の懸案だった深年 証券取引所の中小証

企業専門市場開設が 月にようやく実行に移され， 社が上場した。だが株価低社社

迷のため，早くも 月に新規発行を凍結するという事態となった。

企業業績の伸びにもかかわらず株式価値の縮小に歯止めがかからないという一

見不可解な現象を引き起こす最大の要因は，発行済み株式の 割強を占めるとみ

られる国有株（政府・国有企業の保有株）という巨大な不確定要素の存在である。

発行済み株式の約 割を占め市場での自由な取引を認められていない法人株の流

通問題を解決するため，当局は法人株の小規模な取引を認める通称 株市場株

を開設した（ 年年初に凍結）。年

機関投資家重視の一環として， 年には適格海外機関投資家制度年 （QFII）が導

入された。QFII の認可件数は 年上半期にいったん急減した。これは年 QFII 資

格を認められた海外機関投資家の一部が投資認可枠の大部分を銀行預金で運用す

るなど，人民元切り上げによる為替差益ねらいとみられる動きをみせたためと観

測されている。だが株価急落を受けて下半期に再び認可ペースが速まった（ 日本日

経済新聞 年年 月月 日）日 。通年では 社が新規に社社 QFII 資格を認められ，認可

件数は累計で 件，投資認可枠は合計で件件 億億億 あまりに達した。だが投資認可枠

がすべて国内株式投資に充てられたとしても，時価総額の ％に満たない。当局

が期待するように海外機関投資家が国内株式市場の投機性是正に貢献しうる規模

になるまでには，まだ相当の時間を要しそうである。

為替制度をめぐる動き

為替制度改革のゆくえは引き続き内外の注目を集めた。外貨準備は前年末から

億億億 あまり伸び， 億億億 に達した。外貨準備の増加の約半分が第 四半期

に集中して発生している。経常収支黒字や直接投資流入などの分を差し引くと，

人民元切り上げを期待する投機資金の流入は 億億億 ないし 億億億 に及ぶと推定

されている（ 世紀経済報道世 年年 月 日，日 ，

年の中国

183182



年 月 日）日 。流入した外資の一部は，上海など大都市の不動産投機に向かって

いるとみられる。中国人民銀行上海分行の調査によれば，外資による不動産購入

は 年年 月時点で同市の不動産需要の 分の分 近くを占めたとされる（ 世紀世

経済報道 年年 月 日）。

アメリカを中心とする先進国側は中国に対して，引き続き GG や二国間首脳会や

議などで繰り返し 柔軟な為替制度柔 の採用を呼びかけている。人民元の為替リ

スクに対するヘッジ手段を提供する NDF 市場は ％程度の切り上げを織り

込んだ水準で推移した。通貨政策を担う中国人民銀行は浮動幅拡大の方針に傾き

つつあるとされ， 月には為替制度改革草案が国務院に上程されたと報道されて月

いる（ 新浪網新 年年 月月 日，日 日本経済新聞日 年年 月月 日）。日

だが経済に大きな影響を及ぼす可能性のある為替制度改革に対して，政府首脳

は依然としてきわめて慎重な姿勢をとっている。同月の APEC首脳会合の際に

行われた米中首脳会談では，アメリカ側の要請に対して胡国家主席は人民元改革

の方針を重ねて明言したが，具体的な改革措置に関する言及は避けた。また人民

元制度の見直しは 現況では困難現 であり，為替レートの安定を維持できる 正正

確な制度枠組みが必要 と述べた。温首相は 月にハーグで開催された中国・月

EU 首脳会合の際の記者会見で， 弾力的な人民元為替制度を徐々に実施する弾

との方針を表明したが，具体的な時間表は明らかにしなかった（ 日刊中国通信日

年年 月月 日）日 。一方，政府は海外直接投資の促進や人民元の海外持ち出し限

度額の引き上げ（ 元元 万元）など，元高圧力の緩和に努めている。

企業改革

前年に旧国家経済貿易委員会と共産党中央企業工作委員会を母体として設立さ

れた国務院国有資産監督管理委員会（国資委）は，国有企業改革の統括機関として

主導的な役割を果たそうとしている。しかし国資委主導下の国有企業改革は，未

だに明確な方向性を確立するにはいたっていない。

国資委は中央直轄の国有企業（現在 社）社社 の経営を直接監督する一方，地方政

府所轄の国有企業については，省・市レベルに国資委と同様の国有資産委員会を

設置して経営監督にあたらせる方針を示している。省レベルではすでに設置を完

了しており，市レベルでも 年年 月までに設置を終える計画である。ただし独

占・寡占により高収益を確保している多くの中央企業と異なって，地方政府の管

理する国有企業は経営状態が著しく悪化している場合が少なくない。このため地
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方レベルの国有資産委員会の職務は，経営の監督よりもむしろ資産の売却や破綻

処理を中心とする再編が中心となる可能性が高い（ 世紀経済報道世 年年 月

日）。日

国資委はさらに大企業の経営基盤強化の一環として，中国石油，中国石化，東

風汽車の 社をモデルケースとして中央直轄企業の非生産部門分離を推進する方社

針を打ち出した。 年には実施範囲を拡大し，中央企業の非中核部門・非生産年

部門の分離を全面推進する方針を表明している。中央企業グループの従業員約

万人のうち，万 分の分 近くが非中核部門・非生産部門に属するとされる（

世紀経済報道 年年 月 日）日 。余剰人員の処遇や不良資産の処理に伴う財政

支出の原資調達が，今後の大きな課題となるだろう。国資委は国有企業の破綻処

理に際して従業員への補償を債務返済に優先するいわゆる 政策的破産政 の実施

を，今後 年内に廃止する方針を打ち出している。

中小企業を中心とする民営化の推進はこの数年来すでに既定路線となりつつあ

るが，民営化の方法と対象範囲をめぐっては，依然としてコンセンサスが形成さ

れていない。ことに従来中小の国有企業・集団所有企業で実施されてきた経営陣

による企業買収（MBO）の大企業への適用の是非をめぐっては，見解の対立が大

きい。国資委幹部は大企業のMBOを容認しない方針を明言しているが，経営の

成功により急速な発展を遂げてきた国有企業・集団所有企業では，資本支配への

経営陣側の意欲は一般に強い。香港の著名な企業統治研究者である郎咸平（Larry

H. P. Lang）は，民営化の過程で経営者や民間企業家が国有資本を低価格で買収し

て暴利を得ているとする批判を展開して大きな反響を呼んだ。国資委は目下中小

企業（総資産 億元以下）を対象とする億 MBO規制を策定中と伝えられる（ 世紀世

経済報道 年年 月 日）。日

市場開放と国内産業

WTO加盟時の合意に沿って，国内市場の開放がさらに進められた。規制緩和

の一環として，外資による業種別投資許認可ガイドラインの 奨励類・許可類奨

業種と 制限類制 業種に対する地方行政の認可権限が，それぞれ 億億 と 万万

に引き上げられた。また年末には同ガイドラインの一部改定が行われた。外資

系小売業に対する地域・出資規制は 月に撤廃された。また，外資持株会社月 （い

わゆる 傘型公司傘 ）による貿易・流通・販売業務が全面的に開放された。これに）

よって本国からの輸入品を直接小売店に販売することが可能になるなど，国内市

年の中国
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場での販売活動の自由度が大幅に拡大することになる。

国内市場の開放が進展するなか，国内産業の競争力強化が政策課題として重要

度を増してきている。産業政策の主眼である自動車産業の場合は， 年末で輸年

入数量制限が廃止となり，さらに完成車の関税が 年年 月から ％に引き下げ％

られる。政府は 月に新たな 自動車産業政策自 を発表し，自動車生産への参入

を規制して主要メーカーへの集約を進める方針を堅持している。だが既存の主力

メーカーは技術・経営の両面で外資への依存度が高い。

対外経済

輸出入は共に ％強と前年並みの高い伸びをみせた。貿易総額は％ 兆 億億億

に達し，WTO加盟以来わずか 年で倍増という驚異的な拡大を実現した。

月の先進国首脳会議で先進国側は，世界経済の成長に対する中国の貢献を評

価する一方，経済過熱に対する懸念を表明した。 月の月 GG 財務担当大臣・中央財

銀行総裁会合では中国が非グループ国として初めて招聘された。

アメリカでは中小企業を中心に中国に対する強硬な通商政策実施への圧力が存

在する。中国は 月に第 次訪米調達団を派遣し，次 億億億 強の電子機器・通信設

備購入契約に調印した。だがアメリカは，中国政府による国内半導体産業の付加

価値税優遇問題で，WTOへの提訴に踏み切った。アメリカが中国を提訴する初

めてのケースとなったが，二国間協議により国内メーカー優遇廃止で合意した

（ 月）。 月には国際貿易委員会が中国製カラーテレビのダンピングを最終認定

した。長虹など輸出大手が課徴金によって被った損害は，数億 に及ぶとされる

（ 新浪網新 年年 月 日）日 。中国側敗訴の背景には，中国が WTO の制度上

非市場経済国非 と定義されているため，価格調査に際して第三国（インド）の価

格が参照されたという要因が働いている。

WTO加盟合意では中国の 非市場経済国非 扱いは扱 年まで継続することと年

されているが，中国は貿易紛争での不利な状況の改善を目指し，各国に 市場経市

済国 認定の働きかけを強めている。 月初のASEANプラス 通商担当大臣会

議で ASEAN カ国は，中国をカ 市場経済国市 と認定することを決定した。年末

までに カ国が中国をカ 市場経済国市 と認定している。

従来実質上中国の繊維製品輸出を制限していた欧米の輸入クオータ制が，

WTOでの合意に基づき 年年 月で完全廃止となる。これにより世界繊維貿易

に占める中国のシェアは大幅に上昇するものと見込まれており（WTO予測では

年の中国

年までに年 ％に上昇），すでにクオータの廃止された品目で中国の輸出増大％

が目立っている。このため 月にはアメリカ，トルコ，メキシコなどの繊維業界

団体がクオータ制廃止の延期を求める イスタンブール宣言イ を採択し， カ国カ

の繊維団体がこれに署名した。の 月には月 EU が発展途上国向けの特恵関税対象

から中国製繊維品を除外することを決定した。

こうした状況に対して中国政府は 月，シャツ，スカート，下着など主要な衣月

料品の輸出に対して， 着当たり着 元から元 元の従量税を課税するという異例元

の輸出制限措置を決定した。税額は小額ではあるが輸出業者の収益率を ポイン

ト程度引き下げる効果があるとされ，低級品を輸出する小規模業者にはかなりの

負担となると観測される（ ， 年年 月月 日）日 。政府はこ

れによって高付加価値品への輸出構成のシフトを促し，繊維輸出への依存度の高

い他の発展途上国との摩擦を緩和する姿勢である。ただし米通商当局幹部はこの

政策を このような低率（の課税）では経済的・政治的にまったく影響を持たなこ

い として評価しない姿勢を示している（ ， 年年 月

日）。日

海外進出の進展

外貨準備の急増を反映して，中国企業の海外進出は引き続き活発な様相を呈し

ている。宝山鋼鉄は 月にブラジルの鉄鉱石企業 CVRD社との製鉄事業合弁で

合意に達した。宝山鋼鉄としては本業の製鉄分野での初めての海外投資であり，

中国企業の海外投資としても最大規模となる。

市場競争の激化，特に外資の本格的な進出に対応して，中国の製造業は競争力

強化の切迫した必要に迫られている。家電最大手の TCLは仏アルカテル社との

間で両社の携帯端末事業を統合した合弁企業を設立した。合弁企業には TCLが

過半を出資しており，事実上 TCLによるアルカテル携帯事業の買収であるとみ

なされている。年末にはパーソナル・コンピュータ（PC）最大手の聯想（Lenovo）

が米 IBM社の PC部門買収で合意に達し，世界の注目を集めた。自動車部門で

は乗用車最大手の上海汽車が韓国双龍自動車と英ローバー社を買収することで合

意に達した。また，新興乗用車メーカーの奇瑞はアメリカ市場進出を決定し，

年から年 万台を輸出する計画を打ち出している。万

中国企業の国際化の動きは，高度成長期のさなかの日本企業の経験と共通する

ところが少なくない。当時の日本企業と同様，中国企業は進出先現地への適応や
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買収先企業との融合という困難な課題に直面している。

日中経済関係

中国の国内経済と対外貿易の成長は，日本にも引き続き生産財・中間財を主体

とする対中輸出の拡大という形で利益をもたらしている。日本側統計によれば，

年には香港を含む中国との貿易総額は年 兆兆 億円に達して初めてアメリカ億億

（ 兆兆 億円）を抜き，中国は日本の最大の貿易相手国となった。香港を含む中億億

国に対する貿易黒字は拡大傾向にある（ 年は年 兆 億円）。上場企業の億億 月

中間期決算では，アジア地域の営業利益が前年同期比 ％の伸びを示し，日本国％

内を含む全地域での営業利益合計の 割近くを占めた（ 日本経済新聞日 年年

月 日）。アジア地域では中国が最大のシェアを占めると推測される。日

一方，中国側からみると対日貿易の伸びは相対的に低く，日本は 年ぶりに第年

の貿易パートナーとしての地位を失い， EU，アメリカに次ぐ第 位となった。位

ただし輸入では中国の輸入総額の ％を占める最大の相手国の地位を維持した％

（中国側統計による）。

（今井）

中国外交の中心はアメリカである。国際社会における中国の台頭を脅威として

とらえるアメリカとの間で争点は多岐にわたった。中国はロシアや EU との協力

関係を深め，アメリカに対抗するための包囲網を構築していった。多国間協議に

も積極的に参加し，アジアにおける主導権確保に努めた。他方，中国国内での小

泉首相の靖国神社参拝による対日感情の悪化と日本国内での対中脅威論の台頭が

原因で日中関係は改善に至らなかった。

争点が多岐にわたる米中関係

中国とアメリカは 年の年 ・・ 事件以後反テロや北朝鮮の核問題に関する事

カ国協議の維持では一致しているものの，中国はアメリカの 一国覇権主義一 に

一貫して反対しており，アメリカ国内では大統領選挙を控え中国脅威論が台頭し，

国際社会における主導権をめぐり争点は多岐にわたった（経済関係は 経済経 の

項）。

対 外 関 係

年の中国

アメリカの一国覇権主義に対しては他の大国と一致して対抗した。イラク問題

では 月に胡国家主席とシラク仏大統領が 多国主義多 による解決で一致し，

月 日のブッシュ米大統領との電話会談で胡国家主席が主権回復，新政権選出で日

は国連が重要な役割を発揮しなければならないと述べるなどアメリカの独走にク

ギを刺した。またイランの核問題では李肇星外交部長が 月にイランを訪問し月

IAEA の枠組みでの問題解決を支持し，制裁を視野に入れた国連安全保障理事会

への付託を目論むアメリカとは異なる立場を取っている。

アメリカの台湾への武器売却も争点となった。中台間の軍事バランスを維持す

るためアメリカは台湾に武器売却を進めたが，武器売却がアメリカの台湾の軍事

力の拡張と台湾独立支持の意思表示であると台湾が受け取ることを恐れた中国は

アメリカに武器売却の中止を求めた。 月 日，外交部はアメリカ政府が防衛的

なものとして台湾への早期警戒レーダー・システムの売却を決定したことを非難

し，胡国家主席は 月の電話会談でブッシュ米大統領に対し台湾独立の承認に反

対し，台湾当局に誤ったサインを送らないよう求めた。その後も台湾が新型地対

空誘導弾パトリオット（PACC ））発射装置やディーゼル潜水艦，発 P CC哨戒機などの

調達を検討していることが伝えられ， 月 日には江中央軍事委主席が来訪中の

ライス大統領補佐官に，また 月 日には胡国家主席が電話会談でブッシュ大統日

領にアメリカの台湾への武器売却に反対する旨を伝えた。しかし， 月に訪中し月

たパウエル国務長官は中国の台湾への武器売却中止要求を拒絶した。また， 月

日，外交部はブッシュ大統領が台湾の日 WHOへのオブザーバー参加を支持する

法案に署名したことを 中米関係の発展を損なう中 と非難した。

年の天安門事件に対する制裁として決定した年 EU の武器禁輸措置の解除を

めぐり米中の駆け引きは続いた。軍事力の充実を図りたい中国は EU に対し解除

を再三要求した。これを阻止したいアメリカは，中国を有望な武器市場と考え，

解除を支持するフランスやドイツに圧力をかけている。人権問題で時期尚早とす

るイギリスや北欧諸国の反対があり EU は 年末解除を決定していない。年

中国の人権抑圧を批判するアメリカは 月に国連人権委員会総会に 年ぶりに

対中非難決議案を提出した。結果は却下されたが，その後両国の人権対話は中断

され， 月に再開で合意した。月

軍事交流は進展し， 月 日にブッシュ政権発足後初の米軍制服組のトップと日

してマイヤーズ米統合参謀本部議長が来訪した。 月 日から日 日まで米海軍第日

七艦隊艦船が上海に寄港した。 月月 日から日 日まで梁光烈総参謀長がアメリカ日
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を訪問した。

改善の糸口がみえない日中関係

年の日中関係は年 月 日の小泉首相の靖国神社参拝で幕を開けた。 年年

月以来途絶えている両国首脳の相互訪問は月 年も実現しなかった。胡国家主年

席は 月に 友好，協力，相互利益，ウィンウィン（相方が得をする）友 という新

たな日中関係の構築を提唱し，また 月には外交部副部長だった王毅を駐日大使

に着任させるなど中国は基本的に対日重視である。しかし中国で依然続く反日感

情と日本での対中脅威論の台頭による 政冷経熱政 といわれる日中関係は改善の

出口がまだみえていない。

小泉首相の靖国神社参拝に対し，温首相は 月の川口外相との会談で 中国人中

民の感情を害している と述べ，胡国家主席も 月の河野衆議院議長との会談で

このままでは他の分野に影響が及びかねないこ と述べるなど中国首脳は日中関

係改善のために参拝の中止を求めた。また同月，外交部は参拝問題が日本の国連

安保理常任理事国入りを支持できない原因となっていることを示唆した。 月の月

APEC首脳会議で実現した首脳会談では胡国家主席が参拝を直接非難した。他方，

小泉首相は参拝を継続するかどうかについては明言を避けた。後日，武大偉外交

部副部長は小泉首相のこの対応を評価した。

中国民衆の対日感情も悪化している。 月に中国が領有権を主張する尖閣諸島

魚釣島に中国の民間人 名が上陸した。 名は沖縄県警に拘束されたが，日本政

府は送検せずに強制送還を決め，中国との関係を最優先した。 月末 月に中

国で開かれたサッカーのアジア杯大会では，中国側観客が日本の国歌斉唱でブー

イングをし，決勝戦では日本が中国に勝利したが，観戦した日本公使の車の後部

座席のガラスを割るなどの行動をとった。中国側はこの事態を重視し，後日，宋

健中日友好協会会長が 中国指導部の気持として中 遺憾の意を表明した。

日本の領海周辺で海洋権益拡大を図る中国の活動は勢いを増した。東シナ海上

の排他的経済水域（EEZ）の境界として日本が主張する日中中間線近くの日本側海

域で，中国の海洋調査船が海洋資源の獲得と軍事データの収集のために探査活動

を行っていることが確認されたのは，海上自衛隊によれば年間 回を超えた。日回

本は国連海洋法条約に基づき探査活動の事前通報，調査データの提出を再三求め

たが，中国は日中中間線を認めていないため申し出を無視し続けたままである。

月 日から中国による春暁ガス田の採掘施設の建設が開始されたことから日本日

安定成長への模索

の態度は硬化した。 月の日中外相会談では川口外相が海底下で日本側に広がる

ガス田の権益が吸い取られる懸念を表明した。これに対し李外交部長は共同開発

を提案したが，会談直後中川経済産業相が現段階では進める考えがないことを明

らかにした。そして日本政府は 月 日から日本側海域で海底の地質調査を開始

した。 月月 日に東シナ海の石油・天然ガス田開発問題をめぐる日中局長級協議日

が北京で開かれたが，中国側から鉱区のデータの提供はなかったため日本側は試

掘調査を実施すると通告し（ 産経新聞産 年年 月月 日）日 ，さらに中間線論から

カイリ論に転換し春暁など現在中国が開発中のガス田が日本のカ EEZ内である

と主張し（ 産経新聞産 年年 月月 日）日 ，中国への対抗姿勢を示した。 月の日

中協議では中国側が日本が領有権を主張する沖ノ鳥島を EEZ を設定できない

岩礁岩 であると指摘した。これに対し福田官房長官が抗議したが，沖ノ鳥島が

海洋権益をめぐる日中間の新たな争点として浮かび上がった。さらに 月月 日，日

石垣島と宮古島の間の日本領海を中国の原潜が潜航し，日本政府が海上警備行動

を発令する事件が発生した。 日になって武外交部副部長が駐中国日本大使に対日

し，原潜侵犯に遺憾の意を表明した。中国側は技術的原因としているが，実際の

年の中国

作業用船舶が横づけされ建設が進む東シナ海の春暁ガス田採掘施設
（産経新聞社提供）

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません
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原因は明らかにされていない。直後の胡国家主席との会談で小泉首相は 東シナ東

海を対立の海にしないことが重要 と述べ，中国側に理解を求めた。

年度の対中円借款は年 億円で対前年比億億 ％減と減少傾向を維持したが，％

年の国防予算が前年度実績比で年 ％増加したことや中国の％ 人当たり

GDP が を越えた上に，上記の一連の出来事が日本国内の対中感情を極度

に悪化させ対中脅威論が高まったことから一気に廃止論が浮上した。 月に小泉月

首相が対中 ODA について もう卒業の時期を迎えているのではないかも と発言

し，その後温首相も小泉首相との会談で 今の経済状況を考えると中国は必ずし今

も ODA を必要としない と発言したが，他方日本の対中 ODA が戦後賠償の代

替との認識を示唆する発言をし（ 産経新聞産 年年 月月 日），日本での対中

ODA 廃止論議にクギを刺した。さらに日本政府が 月月 日に決定した日本の新日

防衛計画の大綱に 中国の脅威中 を盛り込んだことを中国政府は 脅威の誇張脅

と批判した。

台湾問題では，日本政府が 月月 日，日 断る理由はない断 として李登輝前台湾

総統にビザ発給を認め，武外交部副部長は当初発給撤回を要求したが， 日には日

李登輝に日本滞在中の政治活動を許さないよう要求し，訪日を容認した。

北朝鮮の カ国協議参加に奮闘

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核問題を話し合う カ国協議では北朝鮮を

協議に参加させるために中国が議長国として参加国間の調整に尽力した。 年年

に協議は 回開かれ， 月の第 回会議では参加国が 朝鮮半島の非核化のため朝

に努力する と表明し，次回協議開催に原則同意したこと，作業部会の設置合意

を議長総括として文書化できたことを中国は評価した。 月の第 回会議では核

廃棄の第一段階としての北朝鮮の核凍結と北朝鮮への見返り措置の実施，凍結に

は検証が伴うことで基本合意したことを議長総括とし評価した。また中国が提案

した作業部会も 月と 月の 回開かれた。第 回会議は北朝鮮が 月のアメリ月

カ大統領選挙の結果待ちを続け，選挙後に中国の寧賦魁朝鮮半島担当大使が訪朝

（ 月），戴秉国外交部副部長が訪米し（月 月），金永日北朝鮮外交部副部長（月 月），月

デトラニ米朝鮮半島和平担当特使（ 月），鄭東泳韓国大統領特使（月 月）らが来訪月

し調整を進めたが年内には開催されなかった。

北朝鮮との二国間関係では 年年 月に金正日朝鮮労働党総書記が来訪した。

胡政権との関係強化が主要な目的であり，胡総書記や温首相らと会談した。胡総

安定成長への模索

書記は金総書記から非核化が最終目標であることを堅持し， カ国協議に積極的

に参加するとの言質を取り付け，第 回会議開催につながった。また中国側は新

たな無償援助を提供することを伝え，中国企業の北朝鮮進出を奨励すると述べた。

要人往来では， 月に李肇星外交部長， 月に李長春中央政治局常務委員が訪

朝した。李常務委員は中国側の無償援助の提供，胡総書記の関係深化のメッセー

ジを伝えた。北朝鮮側からは 月に金永南朝鮮最高人民会議常務委委員長が来訪月

し，中国側が無償援助の提供を伝え，北朝鮮の核問題について呉邦国全人代委員

長が現在和平交渉は困難に直面していると述べ，金委員長は朝鮮側が引き続き対

話を経て核問題の平和解決を求めるよう努力すると答えた。

韓国との間では， カ国協議以外に，高句麗を中国の地方政権とする中国の歴

史解釈が 月に中国外交部のホームページに掲載されたことが政治問題に浮上し

た。 月 日に武外交部副部長が訪韓し高句麗史問題を政治化しない，必要な措日

置を取るなどの 項目の口頭了解事項で合意し，その後訪韓した賈慶林中央政治項

局常務委員が廬武鉉大統領に胡国家主席からの 両国関係の長期的で戦略的な見両

地に立って，互いに尊重しあい誠実に対処しさえすれば，われわれは十分な知恵

をもって互いの関心事を適切に解決できるだろう とのメッセージを伝えた。

欧州諸国との関係強化

中国はアメリカへの対抗力を強め，経済関係拡大を図るという意図から近年に

なくフランスやドイツなど欧州との関係を強化した。 月の胡国家主席のフラン

ス訪問ではシラク大統領が原子力エネルギー，航空，鉄道分野での協力関係強化，

技術移転を申し出た。 月，シラク大統領がエアバス社やアルストム社のトップ月

など約 名の経済人を率いて訪中し，名 の協力協議に調印し，の 万万 の農産物

（小麦），原発設備， 機のエアバス機 A ，新型ヘリコプターなどを中国が購入，

する契約に調印した。 月には外国海軍との合同演習としては過去最大のものと

なった中仏初の合同軍事演習を行うなど密接な関係が構築されている。

ドイツとの関係では 月に温首相がドイツを訪問し，東北地方の工業振興のた

めの科学技術協力に関する覚書などに調印した。 月にはシュレーダー首相が来月

訪し，胡国家主席はドイツの安保理常任理事国入りを支持し，ホットライン設置

協議，経済・技術協力などに調印した。また温首相は 月にイギリスを訪問し，

首脳会談の毎年開催で合意し，イギリス企業による 億億億 以上の対中投資実施も

決まった。

年の中国
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しかし，対中政策について EU は決して一枚岩ではなく，すでにみたように対

中武器禁輸措置はまだ解除していない。中国の市場経済国認定についても価格や

費用の設定に対する国家の介入が依然として極めて強いことなどを理由に EU は

認定していない。

ASEAN から東アジアの多国間協議へ

ASEANとは協力関係が多方面にわたった。 月，中国・ ASEAN鳥インフル

エンザ予防治療特別会議が北京で開催された。 月の月 ASEAN・中国首脳会議で

は 年年 月の同会議で調印された戦略的パートナーシップ関係を深める月 行動行

計画 を発表し， 全面的な経済協力枠組み合意における貨物貿易合意全 などに

調印した。 月のスマトラ沖大地震では被災国に月 万元や物資を援助した。万

しかしASEANが主導するアジアの多国間協議ではゲスト国であるため，中国

は主導権を握るために新たな枠組み構築に積極的に動いた。 月に青島で日中韓

カ国委員会第 回会議とアジアの カ国の外相が集まるアジア協力対話第カ 回

外相会議を開き，前者では毎年最低 回の開催， カ国共同行動戦略 の制定

を決定した。後者では貧困撲滅や情報技術などの協力強化をうたった アジア協ア

力宣言 と各国協同によるエネルギーの開発確保を基調とする 青島イニシアチ青

ブ を採択した。 月の ASEANプラス日中韓外相会議と ARF 閣僚会議では，

前者で 東アジア共同体東 構想の実現推進で一致した。後者では中国が年内の

ARF 安全保障政策会議開催を提案し， 月に北京で開かれた。月 月の月 ASEAN

プラス日中韓首脳会議では中国が早期開催を主張した東アジア首脳会議の開催で

合意した。

東南アジア諸国との二国間関係では 月 日から首相就任前のリー・シェンロ日

ン・シンガポール副首相が台湾を訪問し，これに抗議し周小川中国人民銀行総裁

のシンガポール訪問が中止になった。リー・シェンロンの首相就任後関係は改善

された。南沙（スプラトリー）諸島の領有権をめぐっては， 月にフィリピンとの

間で南シナ海の海底調査を共同で行うことで合意し，中国海洋石油とフィリピン

国営石油会社が 年間の共同探査計画に調印した。しかし，ベトナムは 月に同

諸島への観光ツアーを強行するなど実効支配を進めており， 月と 月に温総理月

とファン・ヴァン・カイ首相との会談で協議されたが，平行線をたどっている。

安定成長への模索

エネルギー協力をめぐる中ロ関係

アメリカへの対抗と周辺地域の安定のためにロシアとの二国間関係の強化が図

られた。しかし，エネルギー協力では進展がみられなかった。

月にプーチン大統領が来訪し，月 年年 月に調印した中ロ善隣友好条約の

実施綱要実 （ ） を批准した。また東部国境補充協定に調印し交渉開始

から 年目にして中ロ国境は確定した。エネルギー協力については年 月 日の中日

ロ首相第 回定期会合で，天然ガス田共同開発に関するフィージビリティ調査実

施などを審議し，原油貿易拡大に関する協定などに調印した。しかし東シベリア

パイプライン計画ではロシアが大慶ルートを提案する中国とナホトカルートの日

本の両国から好条件を引き出そうと決定を先送りしている。

上海協力機構は 月に常設の北京事務所を開設した。 月の首脳会議では反テ

ロ協力，免税，特恵国条約など多領域にわたる文書が調印され，実務的な協力段

階に入った。またこの会議にはカルザイー・アフガニスタン大統領とモンゴル外

相が来賓として参加し，モンゴルのオブザーバー資格での参加を認めた。

台湾── つの選挙への圧力

台湾では 月に総統選挙と台湾独立に関連する住民投票， 月に立法委員選挙月

が行われ，中国にとっても独立志向の強い陳水扁陣営を追い込む絶好の機会とな

った。

月に来訪したアーミテージ米国務副長官から 台湾独立を支持せず，台湾の台

現状を変えようとする言動にはいかなる主旨であっても反対する との言質を得

て，台湾の住民投票を積極的に支持しないとするアメリカの方針を再確認するな

ど 年後半からアメリカを通じて陳水扁に圧力をかける戦術を採ってきた。し年

かし陳水扁当選を阻止することはできなかった。中国は総統選挙よりも投票率が

％を切り，成立しなかった住民投票に関心を向けた。％ 月 日，国務院台湾事日

務弁公室（国台辧）が総統選挙後最初のコメントを発表し 台湾の大多数の民衆が台

両岸関係の安定と発展を希望し，台湾当局が大陸を挑発することを支持しないこ

とを 住民投票住 が無効になった事実がはっきりと説明している と述べた。そ

して陳水扁の台湾独立志向が台湾社会の不安定要素を増加させ，発展環境を悪化

させ，さらにアジア太平洋地区の平和と安定に対し直接的な脅威を生み出したと

指摘した。陳水扁に対しては 現在の両岸関係発展の鍵は現 一つの中国一 の原則

を受け入れるかどうかにある とコメントした。

年の中国
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月以降は 月の立法委員選挙に向け，アメリカに台湾への武器輸出の中止を月

働きかけるとともに，民進党に様々な圧力をかけた。 月，中国に進出する一方

で民進党政権を支持する台湾の奇美実業の許文龍総裁を 我々は緑（民進党のシ我

ンボルカラー）の台湾企業を歓迎しない と非難し，台湾の対中進出企業と民進

党の切り離しを図った。また 月には人民解放軍が台湾侵攻を念頭に置いた福建

省の東山島での陸海空統合軍事演習を，台湾に近い南京軍区でミサイル発射訓練

を行い，軍事的圧力をかけた。また 月には民進党元主席で野党連合支持に回る月

許信良を団長とする両岸農業交流訪問団が訪中し，賈慶林全国政治協商会議主席

と選挙をめぐり情報交換を行った。選挙は野党連合が勝利し，中国は結果を新華

社が速報で流し，歓迎の意向を示した。しかし選挙後も陳水扁の独立志向阻止の

動きは絶えない。 月の全人代常務委員会で反国家分裂法草案が審議された。草月

案は明らかにされなかったが， 台湾独立台 の分裂勢力の国家分裂活動に反対し，

抑制し，武力行使に法的根拠を与えることなどが狙いとされており， 年年 月

の全人代で採択される。また同月に発表された国防白書では台湾情勢を 地域の地

安定を脅かす最大の現実的脅威 とし 台湾が大胆な動きに出ればその動きを粉台

砕する と警告した。

香港──民主化要求の動きを抑制

年年 月の国家安全条例制定に反対する大規模デモ以降，香港での民主化要

求の動きを抑えることが課題であった。 月，全人代常務委は 年以降の行政年

長官と立法会議員の選出方法の改訂について規定した香港基本法の付属文件 第

条と同文件 第 条の解釈を決定し，改訂の必要性を判断する権限は全人代常

務委にあり， 年の行政長官選挙の直接選挙と年 年の立法会議員選挙の直接年

選挙枠拡大を認めないとした。 月の立法会議員選挙では親中派が過半数を獲得

し中国は評価した。しかし， 月に董建華香港行政長官と会見した胡国家主席は月

香港の不足の部分を探し出しなさい香 と述べ，董長官の行政能力に疑問を投げ

かけた。

（佐々木）

胡錦濤が 年年 月に江沢民に代わり国家中央軍事委員会主席に就任し権力を

完全掌握することで，政権運営が安定する条件は整う。そのため諸問題に本格的

年の課題年

安定成長への模索

に対処していくことが課題となる。地方を掌握するために胡総書記に近い人材を

省レベルのトップに置く人事が進められるだろう。しかし基層レベルの指導者の

執政能力の底上げはいくら政治教育キャンペーンを展開しても難しく，諸問題の

解決もあまり期待できない。そのため民衆と党・政府の対立は尖鋭化し，民衆に

よる集団的な抗議活動はさらに増えることが予想される。脱江沢民路線として進

められてきた親民路線の行方にも注目しなければならない。民衆重視の改革を継

続していくのか，親民路線の誤算が露呈するなかで改革にブレーキをかけるのか

胡総書記は選択を迫られる。

年の経済政策運営の最大の課題は，過熱と急激な落ち込みを共に回避しつ年

つ成長速度を維持可能な水準で安定させることである。そのためには需要面での

投資依存度を引き下げ，消費需要の寄与度を向上させる必要がある。だがそれに

は所得水準の低い農民・一般労働者層の安定的な所得向上が不可欠であることは

いうまでもない。出稼ぎ工の問題をめぐっては，移入労働力を都市住民として受

け入れる行政・社会体制の構築が課題として浮上している。

為替制度改革への圧力は高まりつつある。人民元の対ドルレート変動幅の拡大

は切り上げにつながる可能性が高いが，切り上げが小幅（ ％未満）にとどまるか％

ぎり，国内産業に対する影響は全体として大きくないとする見方が強い。政府当

局は時機を選んで一定程度の浮動幅拡大と小幅の実質切り上げを行い，同時に新

たな水準での人民元レートの安定維持への決意を示すという対応をとることが十

分考えられる。

外交課題は，ブッシュ政権が 期目に入ったアメリカの対中政策を見極めるこ期

とにある。国務長官にライスが就任したことからアメリカが対中強硬姿勢をみせ

ることが予想され，アメリカとの争点がさらに拡大し，アジアでの主導権争いは

激化するだろう。それに伴い，欧州やロシアとの関係強化，アジアでの多国間協

議がさらに進むだろう。悪化する日本との関係改善も重要な課題である。しかし

年は抗日戦争勝利年 周年を迎えて中国の対日感情が悪化し，それに呼応して周周

日本国内の対中脅威論も強まることが予想されることから，好転は期待薄とみら

れる。

（佐々木 地域研究センター）地

（今井 地域研究センター）地

年の中国
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予防治療特別会議，北京で開催。

日 中国人民政治協商会議第 期全国委期期

員会第 回会議開幕（ 日）。日

日 第第 期全国人民代表大会第期期 回会議

開幕（ 日）。憲法改正案を採択。日

日 国家発展改革委員会，農業関連価格

と費用徴収の管理を強化する通知を発表。

日日 胡錦濤総書記，中央人口資源環境工胡

作座談会で 科学発展観科 を提起。

日日 国務院常務会議で 法に依拠した行法

政実施を全面的に推進することに関する綱

要 を採択。

日日 国務院， 西部大開発をさらに推進西

するための若干の意見 を発表。

日日 李肇星外交部長，北朝鮮訪問李 （

日）。

国務院東北地区など老工業基地振興指導

小組第 回全体会議開催。

ドミニカと国交樹立。

日日 中国の民間人 名が尖閣諸島に上陸名

し，沖縄県警が拘束。

日 川口外相来訪（川 日）

日日 チェイニー米副大統領来訪（ 日）。日

日日 国務院台湾事務弁公室，台湾総統選

挙後最初のコメントを発表

財政部・農業部・国家税務総局財 年年年

に農業税率を引き下げ，一部穀物生産区で農

業税免除改革の実験を進めることの若干の問

題に関する通知 を発表したことが判明。

日日 商務部商 外資による商業領域への投外

資管理弁法 公布が判明。公

日日 金正日朝鮮労働党総書記，非公式に金

来訪（ 日）。日

日日 国家発展改革委員会 価格上昇を厳価

しく抑えることに関する通知 を発表。

日日 商務部，北朝鮮の龍川駅での爆発事商

月

重要日誌重要日誌 中 国 年年年

日 香港との経済・貿易緊密化協定香

（CEPA）施行。

王毅外交部副部長，駐北京日本代理大使王

に小泉首相の靖国神社参拝につき抗議。

日 国務院，中国銀行と中国建設銀行の

株式制改革の実施を決定。

日日 山西省人民代表大会，代理省長に張

宝順を決定。

日日 中央規律検査委員会第 回全体会議

開催。

日日 王家瑞中央対外連絡部長，北朝鮮を王

訪問。

日日 胡錦濤国家主席，フランス，エジプ胡

ト，ガボン，アルジェリアを訪問（ 月

日）。

農業部・衛生部，広西チワン族自治区で農

鳥インフルエンザを確認し，北京の国連と

WHOの関連組織に報告。

日日 国務院 資本市場の改革開放と安定資

発展を推進することに関する若干の意見 を

発表。

日 中共中央・国務院 農民の増収促農

進政策に関する意見 （中央 号文件）を公表。号

日日 中共中央，福建省党委員会代理書記

に廬展工を決定。

日日 遼寧省人代，代理省長に張文岳を任遼

命。

国務院弁公庁，安全工作の強化を求める

緊急通知を発表。

日日 張国光・元湖北省長，汚職により党張

籍剥奪。

日日 カ国協議第 回会議開催（ 日）。日

日日 温家宝首相の土地保護工作に関する温

重要コメントを伝達する会議開催。

日日 全人代，商務部長に薄煕来を決定。全

日 中国・ ASEAN鳥インフルエンザ

月

月

月

故に対し 万元相当の物資援助を発表。万万

日日 中国人民銀行，法定預金準備率の

ポイント引き上げを実施。ポ

日日 全人代常務委，香港特別行政区の全

年行政長官と年年 年立法会の選出方法の年年

関連問題に関する決定を採択。

中央政治局会議で現在の経済情勢を分析

し，経済工作の政策措置をさらに立派に行う

ことを討議。その後引き締め措置が本格化。

国務院新聞弁公室 中国の就業状況と政中

策 白書を発表。

日日 国務院，鉄鋼，電解アルミニウム，

セメント，不動産の固定資産投資項目の自己

資本比率を適度に引き上げる通達を発表。

日日 国務院常務会議で江蘇鉄本鋼鉄有限

公司の違法鉄鋼所建設に関する引責人事を決

定し，土地市場の管理，整頓を討議。

日日 国務院弁公庁，全国で土地市場の管

理，整頓を行い，土地管理を厳格にすること

に関する決定を緊急通知。

国務院弁公庁，各地方・部門・関係部署

に建設中，建設予定の固定資産投資項目の整

理を進めるよう要求。

日 温首相，ドイツ，ベルギー，イタ温

リア，イギリス，アイルランドを訪問（

日）。

日 パキスタンでのテロ事件で中国人パ

名が死亡。

日日 カ国協議作業部会第 回会議開催

（ 日）。日

日日 新自動車産業発展政策新 を施行。

日日 呉邦国全人代常務委員長，ロシア，呉

ブルガリア，デンマーク，ノルウェーを訪問

（ 月 日）。

日日 東シナ海の春暁ガス田の採掘施設の東

建設を開始。

日日 国務院台湾事務弁公室，陳水扁台湾

月

総統の就任演説に対しコメントを発表。

日日 胡国家主席，ブッシュ米大統領と電胡

話会談。

日 胡国家主席，ポーランド，ハンガ胡

リー，ルーマニア，ウズベキスタンを訪問

（ 日）。日

日 アフガニスタンで中国人労働者が武

装グループに襲撃され， 人が死亡。人人

日日 黒龍江省政治協商会議，汚職容疑で黒

韓桂芝主席の解任を決定。

日日 上海協力機構上 （SCO）首脳会議開催。

胡国家主席が出席。プーチン・ロシア大統領

と会見。

日日 国家審計署， 年会計報告で違法年年

財務を多数報告。

カ国協議作業部会第 回会議開催（

日）。日

日中韓 カ国委員会第 回会議開催。

李外交部長，川口外相と会見。李

日日 中央弁公庁・国務院弁公庁 村務公村

開と民主管理制度を健全化し，完備すること

に関する意見 を発表。

アジア協力対話第 回外相会議開催。

日日 第第 回 カ国協議開催（ 日）。日

日 行政許可法施行。行

日 ライス米大統領補佐官来訪（ 日）。

日日 商務部 対外投資国別産業指導目対

録 を公布。

日日 国務院 投資体制改革に関する決投

定 を公布。

日日 胡総書記，上海市視察（胡 日）。日

日日 胡国家主席，ブッシュ米大統領と電胡

話会談。

日日 河南省鄭州市で農地を収用された農河

民 人と警官人人 人が衝突。人人

日 北京で開かれたアジア杯決勝戦で北

日本が中国に勝利。日本公使の車が群衆に襲

月

月

月

中 国
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われる。

日 中央・国務院， 年下半期のマク年年

ロ調整政策措置を公表。

日日 小平生誕小 周年記念大会開催。周周

胡総書記が重要講話。

日日 中国銀行株式有限公司設立。

春暁ガス田と大陸を結ぶ海底パイプライ春

ンの敷設工事が開始。

日日 訪韓中の賈慶林全国政協主席，盧武訪

鉉韓国大統領に高句麗歴史問題の解決を求め

る胡国家主席のメッセージを口頭で伝達。

日日 日本 社と提携した中国車両メー社

カーら 社，国内在来線高速化計画に関する社

入札で落札。

日 北京の日本人学校に脱北者北 人が人人

駆け込み。

江沢民，中央政治局に対し中央軍事委主江

席の辞任を求める手紙を提出。

日日 李長春中央政治局常務委員，北朝鮮李

を訪問（ 日）。日

日日 川口外相来訪。川

日日 中共第 期中央委員会第期期 回全体会

議開催（ 日）。江沢民が中央軍事委主席を日

辞職し，後任に胡錦濤。党の執政能力建設強

化決議を採択。

日日 中央軍事委拡大会議開催。江沢民，

胡錦濤が重要演説。

中央規律委員会第 回全体会議開催。

日日 温首相，キルギスタン，ロシアを訪温

問（ 日）。日 SCO第 回首相会議に出席。

中国建設銀行，国有持ち株株式制商業銀

行に改組。

日日 中国共産党党員権利保障条例中 公公

布。

日日 国際石油資本のシェルとユノカルが

東シナ海での中国のガス田採掘事業から撤退

を決めたことが判明。

月

李外交部長，パウエル米国務長官と会談。李

日 先進国先 カ国財務相・中央銀行総

裁会議（GG の特別会議に中国が初参加。）

日 温首相，第 回 ASEM首脳会議出

席のためベトナムを訪問（ 日）。

日 シラク仏大統領来訪（ 日）。日

日 李外交部長，町村外相と会見。李

日日 プーチン・ロシア大統領来訪（

日）。

日日 金永南朝鮮最高人民会議常務委委員金

長来訪（ 日）。日

重慶市万州区で市民数万人が区政府庁舎重

を取り囲む暴動が発生。

日日 中央政治局会議，共産党員の先進性

保持教育活動を全面的に展開することを決定。

日日 パウエル米国務長官来訪（パ 日）。日

日日 東シナ海の石油・天然ガス田開発問東

題をめぐる日中局長級協議，北京で開催。

日日 陜西省人代，代理省長に陳徳銘を任陜

命。

四川省漢源県で発電所建設に反対する住

民 万人によるデモが発生。万万

日日 中国人民銀行，商業銀行の貸出と預

金（ 年もの）の基準金利を年 ポイント引きポ

上げ。

呉全人代常務委員長，ケニア，ジンバブ呉

エ，ザンビア，ナイジェリアを訪問（ 月月

日）

日日 吉林省人代，代理省長に王吉 を任命。

日 賈全国政協主席，許信良を団長と賈

する両岸農業交流訪問団と会見。

銀行業監督管理委員会，農村信用社改革銀

の実験範囲を 省に拡大することを発表。省省

日日 日本政府，石垣島と宮古島の間の日

本領海を潜航する中国海軍のものとみられる

潜水艦に対し海上警備行動を発令。

日日 外交部，バヌアツが台湾と調印した外

月月

月月

年 重要日誌年年

国交樹立文書を取り消したと発表。

胡国家主席，ブラジル，アルゼンチン，胡

チリ，キューバを訪問（ 日）。日

日日 日本政府，領海侵犯潜水艦を中国原

潜と断定し，駐日中国公使に対し抗議し，謝

罪を要求。

日日 武大偉外交部副部長，駐中国日本大武

使に原潜の領海侵犯を認め，遺憾の意を表明。

日日 国務院弁公庁 炭鉱の安全監督管理炭

を強化し，小型炭鉱の閉鎖整頓工作をさらに

立派に行うことに関する国務院安全生産委員

会弁公室の意見 の緊急通知を発表。

日日 胡国家主席，アジア太平洋経済協力胡

会議（APEC）第 回非公式首脳会議回 （チリ・

サンチアゴ）出席中にブッシュ米大統領，

プーチン・ロシア大統領と相次いで会見。

日日 同首脳会議で重要講話。

日日 小泉首相と会見。小

日日 李外交部長，ラオスでの第 回

ASEAN・中国外相全体会議，日中韓 カ国

委員会第 回会議に出席。

日日 温首相，第温 回 ASEANプラス日中

韓首脳会議出席のためラオスを訪問（ 日）。日

日日 温首相，小泉首相と会見。温

国家発展改革委・商務部 外商投資産業外

指導目録（ 改正）改改 を公布。

国務院 宗教事務条例宗 財政違法行為財

処罰処分条例 を公布。

日 中央経済工作会議開催（ 日）。

日 シュレーダー独首相来訪（ 日）。

日 温首相，第温 回中欧首脳年次会議出

席のためオランダを訪問（ 日）。

日 聯想， IBM の PC 部門の 億億億

での買収を発表。

日日 外交部，日本政府が新防衛計画大綱外

に 中国の脅威中 と明記したことを批判。

日日 新華社，台湾立法委員選挙で野党連新

月月

合勝利を速報。

日日 中共中央，遼寧省党委書記に李克強，

河南省党委書記に徐光春，福建省党委書記に

廬展工を決定。

日日 アジーズ・パキスタン首相来訪（

日）。日

日日 福建省人代，代理省長に黄小晶を決福

定。

中共中央，安徽省党委書記に郭金龍，チ

ベット自治区党委書記に楊傳堂を決定。

武外交部副部長，駐北京日本大使に李登武

輝元台湾総統への訪日ビザ発給決定の撤回を

要求。

日日 北京の日本人学校に脱北者北 人が駆人

け込み。

日日 マカオ返還マ 周年記念大会，マカオ周

政府就任式開催。胡錦濤が重要講話。

日日 武外交部副部長，駐北京日本大使に武

日本滞在中の李登輝に政治活動を許さないよ

う要求。

日日 青海省人代，代理省長に宋秀岩を任青

命。

日日 北京市第二中級人民法院，商標権侵北

害でホンダ側の主張を認め，重慶力帆に賠償

支払いを命令。

国務院 土地管理を深化させ，改革し，土

厳格にすることに関する決定 を発表。

日日 全人代常務委，反国家分裂法草案を全

審議。

日日 国務院新聞弁公室 年中国の国年年

防 を発表。

日日 中央農村工作会議開催（ 日）。日

日日 中共中央・国務院 さらに農村工作さ

を強化し農業総合生産能力を高める若干の政

策に関する意見 を公布。

中 国
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羅 幹 周永康 胡錦濤

兪正声 賀国強 賈慶林

郭伯雄 黄 菊 曹剛川

曾慶紅 曾培炎 温家宝

中央政治局候補委員

王 剛

中央書記処書記 曾慶紅 劉雲山 周永康

賀国強 王 剛 徐才厚

何 勇

中央規律検査委員会

書 記 呉官正

副書記 何 勇 夏賛忠 李至倫

張樹田 劉錫栄 張恵新

参考資料参考資料 中 国 年年年

（ 年末現在）年年

．． 中国共産党

第 期中央委員会期期

総書記 胡錦濤

中央政治局常務委員

胡錦濤 呉邦国 温家宝

賈慶林 曾慶紅 黄 菊

呉官正 李長春 羅 幹

中央政治局委員 王楽泉 王兆国 回良玉

劉 淇 劉雲山 李長春

呉 儀 呉邦国 呉官正

張立昌 張徳江 陳良宇

国家機構図

中国共産党・国家指導者名簿

中 国 共 産 党 　
全国代表大会　

　

全国人民代表大会　
　常務委員会　
　専門委員会　
　

国家主席　
　

中国人民政治　
協 商 会 議 　
全 国 委 員 会 　
　
常務委員会　

　

中　　央　
規律検査　
委 員 会　

　

中央委員会　
　総書記　
　中央政治局　
　常務委員会　

中央書記処　
　

党　
中央軍事　
委 員 会　

国　　家　
中央軍事　
委 員 会　

　

人民解放軍　
　総 参 謀 部 　
　総 政 治 部 　
　

総 装 備 部 　
　

総 後 勤 部 　

国務院　
　

各部・　
委員会　

最　　高　
人民法院　

各　　級　
人民法院　

最　　　高　
人民検察院　

　

各　　級　
人民代表　
大　　会　

　
中国人民政治　
協 商 会 議　
各級委員会　

　

各　　級　
党委員会　

大軍区司令部　
　

各　　級　
人民政府　

各局・庁　
・委員会　

海軍・空軍　
・第二砲兵　

各　　　級　
人民検察院　

劉峰岩

中央軍事委員会

主 席 胡錦濤

副主席 郭伯雄 曹剛川 徐才厚

委 員 梁光烈 李継耐 廖錫龍

陳炳徳 喬清晨 張定発

靖志遠

中央直属機関

中央弁公庁主任 王 剛

中央組織部長 賀国強

中央宣伝部長 劉雲山

中央統一戦線工作部長 劉延東

中央対外連絡部長 王家瑞

．． 国家最高機関

国家主席 胡錦濤

国家副主席 曾慶紅

全国人民代表大会常務委員会委員長 呉邦国

中国人民政治協商会議主席 賈慶林

国務院総理 温家宝

国家中央軍事委員会主席 江沢民

最高人民法院院長 蕭 揚

最高人民検察院検察長 賈春旺

．． 人民解放軍

総参謀長 梁光烈

総政治部主任 李継耐

総後勤部長 廖錫龍

総装備部長 陳炳徳

海軍司令員 張定発

空軍司令員 喬清晨

第二砲兵司令員 靖志遠

．． 国務院

総理 温家宝

副総理 黄 菊 呉 儀 曾培炎 回良玉

国務委員 周永康 曹剛川 唐家 華建敏 ，

陳至立

外交部部長 李肇星

国防部部長 曹剛川

国家発展改革委員会主任 馬 凱

教員部部長 周 済

科学技術部部長 徐冠華

国家科学技術工業委員会主任 張雲川

国家民族事務委員会主任 李徳洙

公安部部長 周永康

国家安全部部長 許永躍

監察部部長 李至倫

民政部部長 李学挙

司法部部長 張福森

財政部部長 金人慶

人事部部長 張柏林

労働社会保障部部長 鄭斯林

国土資源部部長 孫文盛

建設部部長 汪光

鉄道部部長 劉志軍

交通部部長 張春賢

信息（情報）産業部部長 王旭東

水利部部長 汪恕誠

農業部部長 杜青林

商務部部長 薄 来来

文化部部長 孫家正

衛生部部長 呉 儀

人口計画生育（出産）委員会主任 張維慶

中国人民銀行行長 周小川

審計（会計検査）署審計長 李金華

国有資産監督管理委員会 主任 李榮融主

国務院秘書長を兼務

直属特設機構

中 国
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年 参考資料年年

各省，市，自治区首脳名簿（ 年末現在）年年

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

省 市市
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

北 京
天 津
河 北
山 西
内モン
ゴル
遼 寧
吉 林
黒龍江
上 海

江 蘇

浙 江
安 徽
福 建
江 西

山 東

河 南

劉 淇
張立昌
白克明
田成平

儲 波

李克強
王雲坤
宋法棠
陳良宇

李源潮

習近平
郭金龍
盧展江
孟建柱

張高麗

徐光春

王岐山
戴相龍
李允石
張宝順

楊 晶

張文岳
王 （代）
張左己
韓 正

梁保華

呂祖善
王金山
黄小昌（代）
黄智権

韓寓群

李成玉

于均波
房風友
白克明
田成平

儲 波

聞世震
王雲坤
宋法棠
学平学

李源潮

習近平
王太華
宋徳福
孟建柱

張高麗

李克強

湖 北
湖 南
広 東
広 西

海 南

重 慶
四 川
貴 州
雲 南

チベット

西
甘 肅
青 海
寧 夏

新 疆

兪正声
楊正午
張徳江
曹伯純

汪嘯風

黄鎮東
張学忠
銭運録
白恩培

楊傳堂

李建国
蘇 栄
趙楽際
陳建国

王楽泉

羅清泉
周伯華
黄華華
陸 兵

衛留成

王鴻挙
張中偉
石秀詩
徐栄凱
シャンバ
ビンツオ
陳徳銘（代）
陸 浩
宋秀岩（代）
馬啓智
イスマイ
ル・ティリ
ワルディ

楊永良
楊正午
廬鐘鶴
曹伯純

汪嘯風

黄鎮東
張学忠
銭雲録
白恩培

列 確

李建国
蘇 栄
趙楽際
陳建国

アブドライ
ム アミティア

（注）（代）は代理。

主要統計主要統計 中 国 年年年

基礎統計

人 口（万人）
就業人口（万人）

消費者物価上昇率（％）
都市部失業率（％）
為替レート（ ドルド 元，平均）元

（出所） 中国統計年鑑中 および国家統計局発表による。

国内総支出（名目価格） （単位 億元）億

（出所） 中国統計年鑑中 。。

産業別国内総生産（名目価格） （単位 億元）億

（注） 穀物，豆類，イモ類。穀
（出所） 中国統計年鑑中 および国家統計局発表による。

産業別国内総生産成長率 （％）

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
人当たり

（出所） 表 に同じ。

最 終 消 費
民 間 消 費
政 府 消 費
総 資 本 形 成 額
財 サービス純輸出額サ
国 内 総 支 出 額

第 次 産 業
第 次 産 業
第 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
食糧 生産量（万トン）
人当たり GDP（元）
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2005

China

2005年の中国

国内政治

経　　済

対外関係

重要日誌

参考資料

主要統計

Yearbook of Asian Affairs:
2000 - 2009

年 主要統計年年

国・地域別貿易 （単位 億ドル）億

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
E U
ド イ ツ
ア メ リ カ
日 本
香 港
A S E A N
韓 国
台 湾
そ の 他
合 計

輸入 輸出 輸入 輸出

（出所） 年までは年年 中国統計年鑑中 ，， 年は海関総署。年年

国際収支 （単位 億ドル）億

貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支
資本・金融収支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
流 出
流 入

証 券 投 資
資 産
負 債

そ の 他 投 資
資 産
負 債

誤 差 脱 漏
準 備 資 産

（出所） 中国統計年鑑中 各年版。各

国家財政 （単位 億元）億

財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
国内公債・国債
海外借り入れ

（出所） 中国統計年鑑中 ，， 年は全人代での財政報告による。年年

p.210

p.219

p.232

p.242

p.246

p.249
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中　　国

国　境 

省・市・自治区境 

首　都 

特別行政区 

タジキスタン 
アフガニスタン 

ロシア 

カザフスタン 

キルギスタン 

パキスタン 

�
カ
シ
ミ
ー
ル
� 

モンゴル 

新疆ウイグル自治区 

黒龍江省 

内 　
モ 

　
　
ン 

　
　
　
ゴ 

　
　
　
　
ル 

　
　
　
　
　
自 

　
　
　
　
　
　
治 

　
　
　
　
　
　
　
区 

吉林省 

朝鮮民主主義 
人民共和国 

大韓民国 

青海省 

遼寧省 北京市 

天津市 河
北
省 

山
西
省 

山東省 

甘　粛　省 

寧夏回族自治区 

上海市 

陝
西
省 

江
蘇
省 

河南省 

湖北省 

安
徽
省  浙

江
省 

日
本 

東
　
海 

�
東
シ
ナ
海
� 

福
建
省 

四川省 
重慶市 

 

雲南省 

貴州省 

湖
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中華人民共和国

面　積　　960万 ㎞2

人　口　　12億9988万人（2005年末）

首　都　　北京

言　語　　漢語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

宗　教　　道教，仏教，イスラーム教，キリスト教

政　体　　社会主義共和制

元　首　　胡錦濤国家主席

通　貨　　 元（１米ドル＝8.0702元，2005年末現在，中

国人民銀行公布の中間レート。対日は2005年

末で１元＝14.55円）

会計年度　暦年に同じ
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　 概　　況 
　2005年秋の２度目の有人宇宙飛行船「神舟６号」打ち上げ成功は，中国の華々
しい発展を国内外に強く印象づけた。胡錦濤政権は，江沢民の要職からの完全引
退によって，自らの政権基盤の強化と拡大に向けて本格的に乗り出した。その一
環として，「科学的発展観」や「調和社会」といったスローガンを次々と打ち出し
ている。それとともに，「党員の先進性保持教育」を行うことによって，共産党幹
部の執政能力の向上や規律の引き締めにも乗り出した。だが，中国社会が内包す
る矛盾は非常に多く，胡政権が取り組まなければならない問題は山積している。
　対外関係についていえば，二国間関係では日中関係の悪化が目立ち，未だ改善
の糸口を見出せないままの難しい状態が続いている。米中関係は対立と協調の要
素をはらみつつも，首脳会談や戦略的対話などを通じて外交関係の強化が図られ
た。それと同時に，中国はロシアや欧州諸国等にも積極的に接近する姿勢をみせ
ている。多国間関係においては，大国間の主導権争いが見え隠れするものの，中
国は６カ国協議をはじめとして，上海協力機構（SCO）や東アジア・サミット等の
地域の国際的枠組みに積極的に参画する多国間協調外交を展開している。
　経済は引き続き9.9％という高水準の成長率を維持した。だが近年の景気加速
を支えてきた設備投資は，需要の拡大を上回る巨大な供給能力を生み出しつつあ
る。人民元の小幅切り上げ実施にもかかわらず，引き締めの影響により輸入の伸
びが鈍化するとともに，貿易黒字は日本を上回る記録的な規模に膨れあがり，米
欧との通商摩擦の激化を招いた。経済運営は安定的な成長の維持と対外不均衡の
緩和の同時達成という，困難な課題に直面している。

　国 内 政 治

　党（総書記），国家（国家主席），軍（中央軍事委員会主席）の３権を掌握した胡錦
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濤は，自らの政権基盤の強化と拡大のために
独自色を打ち出しつつある。とくに党内の求
心力の高めるための一環としての「先進性保
持教育」の実施など，各レベルの党幹部の教
育を通じた執政能力の向上に力が注がれてい
る。だが，近年の民衆暴動の多発が象徴する
ように，幹部の腐敗や汚職，貧富の格差をは
じめとする中国社会が抱える問題は多く，胡
の政治的基盤は依然として盤石とはいい難い。

　全国人民代表大会と2005年の中国政府の方針
　３月５日から14日まで第10期全国人民代表
大会（全人代）第３回会議が開催された。温家
宝首相は政府活動報告で「鄧小平理論と『３
つの代表』の重要思想を指針として，中国共
産党の第16回全国代表大会と第16期中央委員
会第３回全体会議（３中総）および同第４回全
体会議（４中総）の精神を真剣に貫き，科学的発展観を拠り所として経済と社会の
発展の全局を統轄することを堅持し，マクロ統制を強化・改善し，改革開放を原
動力として諸活動を推し進め，社会主義の調和社会を築き上げ，社会主義の物質
文明，政治文明，精神文明がともに進歩するよう推し進めていく」と述べた。また，
2005年の活動について以下の点が強調された。⑴国内総生産は約８％の成長を目
標として，国際収支の均衡を図り，長期建設国債の発行額は800億元（前年比300
億元減）とする一方，都市部における900万人の新規雇用の創出と失業率4.6％以
内の抑制を行う，⑵人民元の基本的な安定維持を図る，⑶三農（農業・農村・農民）
対策を最重点取り組み課題とするとともに，2006年以内に農業税の全面撤廃を行
う，⑷西部大開発や東北地方等の旧工業地帯の振興と中部地域振興を促進する，
⑸国有企業改革の深化と非公有制経済発展を奨励する，⑹「科学的発展観」を実
行するために，「和諧社会」（調和社会）の構築に努める，⑺民主法制建設の強化
を図る等。
　2005年の国防予算は2004年の当初額比の15.6％増，17年連続の２桁増となった。
これに関して中国政府は，国防費が依然として財政支出や国内総生産（GDP）に

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません
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占める割合では相当程度低いものであること，さらに，2005年に増額される予算
については，軍事要員の給与待遇の適度な引き上げや軍人の社会保障，部隊編成
とそのメカニズムの調整および変更に充当されるものであることを強調した。
　３月14日には反国家分裂法が正式に採択された。同法には「（中国が）『台湾独
立』分裂勢力による国家分裂に反対してこれを抑制する」と定められ，台湾に対す
る非平和的手段，すなわち武力行使の３つの要件として，⑴台湾を中国から分裂
させる事実の創出，⑵台湾の分裂を招きかねない重大事変の発生，⑶平和統一の
可能性の完全消失，が明記された。さらに，台湾に対する武力行使の決定権が国
務院と中央軍事委員会に付与されることになった（「対外関係」の項を参照）。

　2005年の主要人事
　2005年３月の全人代において国家中央軍事委員会主席に選出された胡錦濤は，
党・国家・軍の３権すべてを名実ともに掌握した。2005年には比較的大きな人事
異動があり，胡が権力基盤を徐々に拡大しつつあることがうかがえる。省部長レ
ベルでは国務院の部長が４人（衛生部長に高強，司法部長に呉愛英，労働社会保
障部長に田成平，交通部長に李盛霖），省の党委員会（党委）は６人（山西省党委書
記に張宝順，チベット自治区党委代理書記に張慶黎，黒龍江省党委書記に銭運録，
貴州省党委書記に石宗源，湖南省党委書記に張春賢，重慶市党委書記に汪洋），
省長は３人（福建省長に黄小晶，吉林省長に王珉，山西省代理省長に于幼軍）とな
った。そのうち司法部長の呉愛英や山西省党委書記の張宝順のように，胡の出身
母体の中国共産主義青年団（共青団）からの人事登用もみられ，2005年末時点での
省部長レベルの共青団出身者は合計８人である。胡の腹心の共青団出身者をはじ
め，貴州省やチベット自治区の党委書記時代の関係者を主要ポストに送り込むこ
とができるかが今後の胡政権の権力掌握の程度を測る一つのバロメーターとなる。
　12月には人民解放軍高官の退役を含む大規模な軍の人事異動が行われ，総参謀
部のナンバー３である副参謀長の熊光楷が退役した。引退後，熊は全人代常務委
員会に転じ，後任に章沁生総参謀助理が昇進するものとみられる。さらに，総政
治部副主任の唐天標上将，軍事科学院政治委員の温宗仁上将，瀋陽軍区政治委員
の姜福堂上将，成都軍区政治委員の劉書田上将の中央委員４人の退任が決定した。
今回の人事異動は定年制と在任期間規定の大義名分で行われたが，胡政権が江沢
民の影響力の低下を図り，軍掌握へ向けて本格的に始動したことを意味する。
2007年の第17回党大会の人事に向けて軍関係者のさらなる人事異動が予想される。
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　胡錦濤政権の国内政治におけるいくつかの特色
　胡政権は国内政治面で独自色を徐々に発揮しつつある。以下ではそのなかの３
つの特色に焦点を当てる。第１は2005年の活動として掲げられた「科学的発展観」
である。胡は総書記就任以来，自らの政権運営の独自色として「科学的発展観」
を掲げてきた。「科学的発展観」とは，発展の速度や成長率のみを追求するのでは
なく，地域間のバランスや都市と農村の間のバランスを重視し，環境保護や社会
保障制度などのセーフティネットの充実を優先させて持続可能な発展を目指すと
いうスローガンである（『人民日報』2005年11月25日）。10月８～ 11日に開催され
た第16期中央委員会第５回全体会議（５中総）では，「国民経済・社会発展第11次
５カ年長期計画（2006 ～ 2011年）の策定に関する党中央の提案」が採択された（「経
済」の項を参照）。このなかで「（第11次５カ年長期計画を進めるにあたって）科学
的発展観を全面的に貫徹・実行しなければならない」，「科学的発展観によって，
確固不動に経済社会発展を統括して，人を基本とすることを堅持し，発展観を転
換し，発展モデルを革新し，発展の質を高め，経済社会の発展を全面的で調和の
取れた持続可能な発展の軌道に乗せなければならない」と明示された。つまり
「科学的発展観」が第11次５カ年長期計画推進の基調として位置づけられたのであ
る。
　第２は「科学的発展観」と一緒に提唱されることの多い「調和社会」（原語は
「和諧社会」）である。胡政権は「科学的発展観」を進めていくために「調和社会」
の構築が欠かせないという立場を採っている。「調和社会」とは，2004年10月の第
16期４中総で明確にされたスローガンである。「調和社会」とは経済発展の追求の
みならず，⑴都市と農村の発展，⑵地域の発展，⑶経済と社会の発展，⑷人と自
然の調和のとれた発展，⑸国内発展と対外開放がバランス良く考慮された社会作
りを目指すことを意味する。胡政権は，「調和社会」の構築によって，急速な経済
発展の影にある貧富の格差，農村問題，党幹部の腐敗や汚職といった深刻化する
社会矛盾の改善を目指すキャンペーンを進めている。２月19日には中央党校で
「社会主義調和社会の構築能力の向上」を主題としたセミナーが行われ，胡は「物
質文明，政治文明，精神文明の発展を推進するという歴史的な過程のなかで社会
主義の『調和社会』を着実に構築していかなければならない」と呼びかけた。
　第３は「党員の先進性保持教育」である。「党員の先進性保持教育」とは，党幹
部に対して共産党員としての思想や活動を再教育して，その執政能力を高めると
ともに，腐敗や汚職をなくしていこうというキャンペーンである。「先進性保持
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教育」は2005年１月に約6800万人の党員全員を対象にして始まり，2006年６月に
完了する予定である。先進性保持教育はおよそ以下の３つの時期に分けられる。
第１期は2005年１～６月で，主に全国の県レベルおよび県レベル以上の中国共産
党と政府の機関および企業と事業団体を対象に実施された。第２期が2005年６～
12月で，居民委員会などの都市の基層組織や郷鎮の機関を対象に実施された。第
３期の2006年１～６月は，農村基層を対象として実施する。
　胡政権が「先進性保持教育」を重視している背景には，政権運営の独自色を打
ち出すという目的があるが，それ以上に共産党員の腐敗や汚職が目に余るという
最近の事情が反映しているものと思われる。これに関して，賈春旺最高人民検察
院検察長は全人代において，2004年１年間に汚職で立件された公務員が４万3757
人にのぼったと報告した。汚職容疑の公務員は収賄が３万5031人で最多で，捜査
機関が検挙した汚職は１日当たり約120人，ランク別では地方各省のトップを含
む部長級高官は11人，局長級は198人にのぼった。このような風潮を放置すれば，
胡錦濤の政権運営に対する不満が強まり，政権基盤を揺るがしかねない事態へと
発展する可能性もある。胡はその政権基盤強化の一環として「先進性保持教育」
を実施して，共産党幹部に対する規律の引き締めを本格的に開始したのである。
　元来，「党員の先進性保持教育」は2004年の４中総で採択された「党の執政能力
建設強化に関する決定」に端を発する。その決定は指導幹部，党員幹部，党の基
層幹部の執政の向上や腐敗や汚職をなくすことが急務であるとした。そして，「党
の執政能力建設の強化は，党の末端組織や党員隊列の建設強化を基礎として，『３
つの代表』重要思想の実践を中心として共産党員の先進性を保持する教育活動を
全党で展開する」ことが呼びかけられた。また，2004年11月には「先進性保持教育」
を実施するという決定が，中国共産党中央「20号文件」として発表された。これ
を受けて，2005年１月５日，全国の共産党員に対して「先進性保持教育」の開始
を指示するために「中央共産党員先進性保持教育活動工作会議」が開催された。
同会議において曾慶紅中央政治局常務委員は「先進性保持教育」の具体的な活動
として「地方の各級党委，中央・国家機関の各部門はいずれも専門機関を設置し
て，共産党員の先進性を維持するための教育活動について具体的に指導しなけれ
ばならない」と強調した。また，１月14日には「党員の先進性保持教育」に関する
専門報告会が実施され，胡錦濤総書記が「先進性はマルクス主義政党の根本的特
徴だ」と強調するとともに，中国共産党中央政治局が全力を挙げて「先進性保持
教育」を推進していくことを唱えた。
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　問われる地方政府の執政能力と「集団性事件」の発生
　「科学的発展観」に基づく「調和社会」の構築や，「党員の先進性保持教育」とは
うらはらに，最近とくに地方レベルの執政能力が問題視されている。2005年11月，
地方政府の隠蔽体質を露呈する出来事となった松花江汚染事故が起こった。13日，
中国石油吉林石化公司で爆発事故が起き，環境基準をはるかに上回る有害物質が
松花江に流れ出した。21日，黒龍江省ハルビン市政府は水道管施設の検査と修理
を理由として，市内給水停止を発表した。しかし，翌22日，同市政府は「吉林省
で起きた石油化学工場の爆発事故による松花江の水汚染の可能性がある」と修正
した。結局のところ，松花江汚染事故が公になったのは発生から既に10日余りが
経過した後であった。11月26日，温首相が水汚染状況の視察のためにハルビン市
を急遽訪問した。翌12月２日には同事故の責任によって解振華国家環境保護総局
長が解任され，後任に周生賢が任命された。松花江汚染事故の際の情報統制に関
して，新華社は「混乱を避けるための『善意の嘘』であった」という黒龍江省長の
発言を伝えた（2005年11月27日）。しかし，松花江汚染事故は人命に関わる深刻な
出来事であったため，当局の一連の対応に国内外の不信感が強まった。
　また，2005年は前年に引き続き大規模な炭鉱事故が多発した。国家安全生産監
督管理総局の発表によれば，2005年の炭鉱事故死亡者は5986人にのぼる。炭鉱事
故の総件数は前年比8.2％減の3341件であったが，30人以上が死亡した大規模事
故は前年比３件増の11件となった。中国にとって，石炭の安定的確保は国家のエ
ネルギー問題と直接的に関わる重要課題である。中国政府は石炭の安定的確保と
炭鉱の安全対策の両立を目指して，安全管理能力の強化にも乗り出している。国
家安全生産監督管理総局の李毅中局長は，2005年の１年間で安全対策が著しく劣
る炭鉱4000カ所以上を閉鎖にして，大規模事故の責任者として副省長２名を含む
222人を処分，うち96人を刑事処分とした（『人民日報』2005年12月24日）。
　さらに，近年，幹部の腐敗や汚職，貧富の格差といった社会矛盾が広がるにつ
れて「集団性事件」，とくに貧しい農民や出稼ぎ労働者，失業労働者といった民
衆による暴動が多発している。公安部の発表によれば，「集団性事件」は1994年の
１万件から2004年に７万4000件に増加しており，参加者も73万人から376万人と
10年で５倍に増加している。その多くは地方政府の農村部における強引な土地収
用が原因とみられる。暴動の原因に関して「中央政府の精神に反する地方政府の
手法にあり，⑴一部の地方政府は土地収用政策の進め方が非民主的で，土地の転
売によって利益を得ている，⑵補償金の基準が低く，公平性を欠いている，⑶官

215214



高度成長のジレンマ

134

僚と土地事業者が結託して利益集団を形成している」とする分析もある（『瞭望』第
29期，2005年７月18日）。例えば，６月に河北省定州市で土地収用による補償額
を求めて座り込みをしていた農民が，地元政府に雇われたとみられる200 ～ 300
人の武装集団の襲撃を受けて少なくとも６名が死亡するという事件が起きた。さ
らに，12月には広東省汕尾市東洲鎮で，発電所建設に反対する住民が武装警察と
衝突する事件が起きて多数の死傷者が出た。同事件は，「天安門事件以来最大の
住民弾圧」であり，武装警察による銃撃等で20人が死亡し50人が行方不明になっ
ているとも報じられた（New York Times, 2005年12月10日）。

　趙紫陽元総書記の死去と未だ進まぬ民主化
　１月17日，趙紫陽元総書記が85歳で死去した。公式的な追悼式は実施されず，
北京郊外の八宝山革命公墓の火葬の際には賈慶林全国政治協商会議政協主席らが
参列した。新華社は「趙紫陽同志は中央と国家の重要な指導職務を相次いで歴任
し，党と人民の事業のために有益な貢献を果たした」と前置きしたうえで，天安
門事件に関して「1989年，春と夏の変わり目の政治的波風の際，趙紫陽同志は重
大な過ちを犯した」（2005年１月29日）と報道した。趙元総書記は解任されてから
約16年間，政治の表舞台から姿を消していたが，逝去に際しても最後まで名誉の
回復がなされなかった。香港および台湾系の複数の新聞社は，趙紫陽元総書記へ
の哀悼の意を表するために弔問した人々や告別式の参加を希望する人々の動きの
一部を中国政府が厳しく制限したことを次々と報じた。そこには，趙紫陽の死の
インパクトを最小限に留めることによって，民主化を支持する反体制派となりう
る人々の組織化を防ごうとする中国政府の危機感が作用したものとみられる。既
に公の場から姿を消して久しい一人の老人の死に対してさえ未だ警戒感を解くこ
とのない政府の姿勢からは，民主化運動の再燃を恐れる自信のなさが垣間見える。
　民主化を支持する反体制的な動きに対する封じ込めとはうらはらに，10月19日，
政府は初の『中国の民主政治建設』白書を発表した。同白書には，中国の民主政
治建設に向けた政治制度改革の理念と実績が記され，「中国の民主は，中国共産
党が指導する人民民主であり，最も広範な人民が主人公の民主であり，人民民主
独裁によってしっかりと保障された民主である…（中略）…中国の民主政治建設
は多くの新たな進展と成果を収めている」と謳われた。同白書の題名にある「民
主政治」とは，「人民民主独裁」という言葉からもうかがえるように，現状では中
国の民主化の進展を示すものとはいい難い。だが，中国は同白書の発表を通じて，
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少なくとも民主化の改善に努力をしていることについて欧米をはじめとする国際
社会にアピールしようとしている。そこには民主化の遅れや人権問題を理由とし
て未だ足踏み状態にあるEUの対中国武器禁輸解禁の道を開こうといった政治的
な狙いも含まれているものとみられる（「対外関係」の項を参照）。

　少数民族問題――華々しい記念祝賀大会とはうらはらに楽観許さず
　2005年はチベット自治区成立40周年と新疆ウイグル自治区成立50周年にあたる。
５月27日，全国民族工作会議が開催され，胡総書記および温首相の両指導者が民
族の団結と少数民族の居住地域の経済発展を呼びかけた。９月にはチベット自治
区成立40周年祝賀大会が，10月には新疆ウイグル自治区成立50周年祝賀大会が
華々しく開催された。とくに，新疆ウイグル自治区に関していえば，７月に黄菊，
８月に曾慶紅，10月に羅幹と相次いで中央政治局常務委員が同自治区を訪問した。
また，７月末の同自治区全人代常務委員会で自治区副主席の張舟が突然解任され，
共青団中央書記処書記の胡偉が任命される人事異動があった。
　華々しい記念祝賀大会の開催とはうらはらに，新疆軍区において武装衝突事件
が発生しているのではないかという憶測も一部に流れている。このような風評を
打ち消すべく ｢新疆軍区は民兵，予備役人員が安全と安定を維持する重要な力と
みなしている｣ ｢長年，全区の専属武力幹部，応急分隊，民兵，予備役官兵に一
人として分裂組織に参加する者，非宗教活動に参加する者はいない｣（『解放軍報』
2005年10月１日）という報道もみられる。いずれにせよ，同自治区党委書記の王
楽泉の「新疆は地理的に国際テロ組織が集まっている地域」であり「暴力的なテ
ロ活動がますます激しくなっている」（８月25日），さらには，「新疆ウイグル自
治区成立50周年祝賀活動期間に19名の国外テロ分子を逮捕した」（10月18日）とい
う発言にもみられるように，同自治区の情勢は必ずしも楽観できるものではない。

　香港――選挙制度をめぐる香港政庁と民主派の亀裂
　３月10日，香港特別行政区行政長官の董建華が2007年までの第２期目の任期を
残したまま健康の悪化を理由に辞職した。同日，董は全国政治協商会議副主席に
転任して，長官代行に曾蔭権政務長官が就任した。2003年７月の国家安全条例制
定に反対する大規模デモ以来，董行政長官の香港における不人気ぶりや執政能力
の低さに不満を持つ中央政府の意向が反映された結果であった。６月21日，無投
票当選した曾蔭権が長官として正式に任命された。その後，董の辞任が香港の民
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意と一致していたこともあってか，香港の中国返還８周年の７月のデモは約２万
人程度の比較的小規模なものにとどまった。だが，選挙制度をめぐって香港政庁
と民主派の間に亀裂がみられつつあるのも事実である。10月，香港政庁が間接選
挙の行政長官選挙における選挙委員を倍増させる等の内容を盛り込んだ選挙制度
改革案を発表した。これに対して，民主派は完全普通選挙の実施を要求したこと
から，両者の立場は真っ向から対立することになった。このことが後の12月の25
万人規模の普通選挙を求めるデモへと発展していくことになった。最終的には，
香港政庁による同改革案は香港の議会にあたる立法会において否決へ追い込まれ
るという事態になったのである。12月末に胡錦濤国家主席は，職務報告に北京を
訪問した曾蔭権行政長官に対して「香港施政に満足しており，引き続き全力で支
持していく」という旨を伝えたが，選挙制度をめぐる情勢は予断を許さない。

　台湾――連・宋野党両党首の訪中と中国の思惑
　2005年年頭，胡錦濤総書記は全国政治協商会議の新年茶話会で「平和統一と一
国家二制度の基本方針」のもとで「『一つの中国』という原則を基礎として，両岸
の対話と交渉をできるだけ早期に再開することを願っている」と述べて，事実上
膠着状態にある両岸対話の早期再開の希望を表明した。その後，台湾の野党党首
の中国訪問が相次いで実現した。４月26日に連戦国民党主席が，５月５日には宋
楚瑜親民党主席が中国をそれぞれ訪問して胡総書記と会談を行った。とくに国民
党党首の訪問は，中国と台湾が分断されて以来の「国共」会談となった。これに
関して，中国では次のように報じられた。「連戦国民党主席と宋楚瑜親民党主席は，
『一つの中国』を受け入れ，『92年コンセンサス』（その内容は中国側の見解によれ
ば，「一つの中国」の原則の堅持と，両岸双方の政治的な意見の相違を棚上げした
ことを指す）を認めて，台湾独立に反対する面において理念を共有し，立場を同
じくしたことにより，国民党と親民党の両党は戦略的パートナーシップを結び，
両岸の平和と両岸同胞の幸せを図ることができた」（『鏡報』2005年６月）。
　ただし，胡錦濤政権は台湾の野党党首の中国訪問を歓迎したものの，台湾に対
する姿勢を必ずしも軟化させたわけではない。いずれの会談上でも，台湾の野党
党首が中国の反国家分裂法採択について言及さえしなかったことは，中国共産党
と台湾野党の接触があくまでも中国側のペースで進められてきたことを端的に表
している。連・宋両主席の中国訪問実現は，台湾内部の与野党間の政治闘争や，
レームダック化が急速に進む陳水扁政権下における対中国政策の足並みの乱れに
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よるところが大きい。中国側には，台湾の野党党首との接触を通じて，未だ対話
を拒み続ける独立志向の強い民進党の陳水扁政権の孤立化を図ろうという思惑が
強く滲む。だがその一方で，外交・内政両面で追い詰められた陳水扁が残された
総統在任期間中に大胆な行動に出る危険性を完全には排除できない。
 （松本）

　経 済

　国家統計局は2004年から2005年にかけて，第２次産業・第３次産業の法人・事
業所を対象とする史上初の包括的な経済センサスを実施した。12月６日には，経
済センサスの結果の概要とそれに基づく2004年 GDP の再推計値が発表された。
それによれば，2004年 GDP の再推計結果は15兆9878億元であり，従来の公表値
を16.8％上方修正するという，統計の遡及改訂が頻繁に行われる中国でも異例の
大幅な改訂となった。従来の統計制度が近年急速に発展してきたさまざまな形態
のサービス産業を十分捕捉できていなかったことが，今次の改訂の最大の原因と
説明されている。なお早くも2006年１月初旬には，1993年まで遡った GDP と成
長率の再推計結果が発表された。
　センサス結果をふまえて推定された2005年の GDP は，18兆2321億元に達した

（速報値）。７月の人民元対ドルレート2.1％切り上げ（後述）もあって，ドル換算
では２兆2257㌦に相当する。これによって中国の経済規模は，統計上日本の約２
分の１の水準となり，ドイツに次ぐ世界第４位に浮上した。統計の信頼性をめぐ
る疑問は残るものの，中国の経済大国化はすでに動かしがたい現実であるとみる
べきだろう。
　2005年中は上半期を中心とする引き締め政策の継続にもかかわらず，年率で
9.9％という高成長が維持された。だが不動産・素材部門を中心とする投資ブー
ムによって供給能力の急拡大が続くとともに，供給過剰による調整の兆候がしだ
いに鮮明になってきた。輸出が高い伸びを維持する一方で輸入は減速傾向が強ま
り，通年の貿易黒字は前年比319％増の1019億㌦という，日本を上回る記録的な
高水準となった。貿易黒字の急増と資本の持続的な流入によって，外貨準備高も
年末までに8189億㌦に達しており，2006年中には日本を追い抜く見込みである。
　中国が名実ともに経済大国として世界経済への影響力を増大させるなかで，先
進国を中心とする諸外国との間で，貿易・投資をめぐる角逐や摩擦が先鋭化する
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傾向を強めている。国内経済が抱えるさまざまな不均衡ないし矛盾に対処しなが
ら，世界経済への調和的な融合の途を模索することが，経済運営の重要な課題と
なりつつある。

　景気動向に変調の兆し
　2003年以来の景気過熱の影響下で，経済運営は微妙な局面が続いた。9.9％と
いう通年の成長率は，2004年の成長率10.1％（GDP改訂に基づく修正値）と比較
してわずかな低下に留まる。需要面で成長を主導してきた固定資本形成の伸び率
も25.7％と前年並みの水準であり，固定資本形成の対GDP比は48.6％に達して，
絶対額でも日本を上回った。鉱工業生産もほぼ前年並みの高成長を維持した。
　マクロの統計が好調な成長持続を示す一方，ミクロのレベルでは景気動向の変
調の兆しが明らかになってきている。鋼材，非鉄金属，セメント，板ガラスなど，
2003年以来設備投資が飛躍的に伸長した素材関連業種で在庫の積み上がりが目立
つ。他方，投資と生産の伸びは依然として高い。鋼材生産は前年並みの伸びを維
持し，通年では世界総生産のほぼ３分の１に相当する３億7000万㌧に達した。こ
れはすでに市場需要を１億㌧程度上回る水準とされ，鋼材市況は激しい値崩れに
見舞われた。業界団体である中国鉄鋼工業協会は10月に一部品目の５％減産を呼
びかけたが，実効性なく立ち消えとなった。市況の変化を反映して，素材関連業
種の業績は前年の大幅増益から，利益微増ないし減益に転じた。自動車産業は拡
大基調を維持し，生産台数では遂にドイツを上回って米・日に次ぐ世界第３位の
規模を達成するなかで，収益はやはり減少に転じており，通年の利益率は大幅に
低下して製造業平均を下回る結果となった。
　不動産部門では，年初に中国人民銀行（中央銀行）上海支店が本店向けの報告で
不動産向け貸付の膨張とバブル破綻の懸念に警告を発するなど（『財経』2005年２
月21日号），過剰投資への危機感が高まった。販売価格と比較して賃料は比較的
低い上昇に留まっており，市場の投機色は明らかに強まっていた。早くから不動
産投機の動きが活発化していた上海などの地域では，不動産価格高騰は社会問題
化する様相を呈した。こうした事態に対して，３月末に国務院弁公庁は「住宅価
格の着実な抑制に関する通知」を公布し，さらに５月初には国務院常務会議で不
動産市場の規制問題が検討され，建設部・国家発展改革委員会など７省庁が提議
した「住宅価格の安定政策遂行に関する若干の意見」が国務院により承認・公布
されるなど，上半期に中央政府は不動産バブルの抑制姿勢を一段と強化した。
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　しかし結果からみてこの政策転換は，遅きに失したというべきだろう。不動産
市場を対象とする政府の一連の引き締め強化は，ことに上海では市場のバランス
を大きく変えた。前年からすでに低下傾向にあった不動産販売価格の上昇率は，
前年第４四半期から2005年第１四半期にかけての反転ののち，再び下降を開始し
た。市況の転換とともに買い手側は様子見の態勢に入っており，一部地域では値
下がりも起きてきている。こうした状況のなか，不動産業界は引き締め「行き過
ぎ」の弊害を主張する論陣を張った。政府側も市況の急激な変化が金融部門ある
いは経済全体に及ぼす影響に対する懸念から，年央以降不動産市場に対する引き
締め政策をトーンダウンし，微調整の構えに入った。だが商業用地の未利用率が
４分の１に達するなど，不動産バブル破綻の兆しは明らかになりつつある。不動
産の実際の空室率は公式統計以上に上昇しているとの観測もあり（『21世紀経済報
道』2006年２月10日），2006年にはさらに影響が広がることが予想される。
　12月の中央経済工作会議では，2006年の経済政策の第一課題として前年に続き
「安定した高度成長」の実現を掲げ，引き続き過度の投資の伸びを抑制するとしな
がら，経済運営にあたっては「保つべきは保ち，抑えるべきは抑える」（有保有圧）
とする原則に十分留意すること，消費の成長牽引機能を強化することなどに言及
し，前年に比べ引き締め色を薄めた。金融当局はすでに融資規制をやや緩和する
方向に動いているとする観測もある（『経済観察報』2005年11月７日）。

　産業政策の復活か？
　2003年の行政改革の際に国家発展計画委が国家経済貿易委の一部を吸収し，陣
容を拡大する形で成立した国家発展改革委は，特定部門の過剰投資が表面化する
なかで，再び産業発展への政策介入を強化する姿勢を強めている。
　2005年は第10次５カ年計画の最終年にあたり，党中央は10月の第16期中央委員
会第５回全体会議（５中総）で「第11次５カ年長期計画策定に関する党中央提案」
を策定した。「提案」は2006年３月の全国人民代表大会（全人代）で採決予定の「長
期計画」の素案となるものであるが，名称（旧来の「計画」を「長期計画」［原語は
「規劃」］に変更）が示すとおり，個別の産業に関する言及はきわめて限定的である。
個別産業に関わる具体的な政策方針は，原則として国家発展改革委が中心となっ
て策定する行政法規やガイドラインに委ねられている。
　主要業種を対象とする産業政策としては2004年６月に公布された改訂版自動車
産業政策（「汽車産業発展政策」）に次ぐものとして，国家発展改革委は2005年７月
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「鋼鉄産業発展政策」を公布した。鋼鉄産業発展政策は目下の過剰投資を意識し，
生産規模の抑制を前提として，産業集中度の引き上げ，生産性の向上，生産品目・
生産技術の高度化，環境への配慮などを目標に掲げている。こうした目標の下，
製鉄業の新規プロジェクトについては国家発展改革委による審査・認可を義務づ
け，また外資による資本支配を原則として認めないなど，全体として自動車産業
政策と同様，規制色の強い内容であるといえる。これに加えて国家発展改革委は
年末に「鉄鋼業の生産規模抑制，立ち遅れた設備・技術の淘汰，および構造調整
の加速についての通達」を発令し，第11次５カ年長期計画の期間中（2006 ～ 2010
年），鉄鋼生産規模を４億㌧以下に抑制するなどの数値目標を打ち出した。
　さらに国務院は12月21日，国家発展改革委が提議した「産業構造調整の促進に
関する暫定的規定」を承認・公布した。同規定では産業構造調整の原則として，
市場メカニズムの基本的な資源配分機能を十分発揮させることを強調しつつ，「国
家の産業政策による合理的な誘導を強化し，資源配分の最適化を実現する」（第
３条）とした。具体的には国家発展改革委が中心となって，業種別に特定の品目，
設備，あるいは生産技術などを「奨励類」「制限類」「淘汰類」に区分して租税や
投資認可などで差別的な政策を適用する「産業構造調整ガイドライン」を策定す
ることとし（第12 ～ 19条），当面適用するガイドラインを同時発表した。
　行政改革によって旧国家計画委員会時代の産業政策権限を取り戻した国家発展
改革委は，投資過剰・生産過剰の問題が表面化するなかで，ミクロの経済活動へ
の介入に再び強い意欲を示している。だが過去の中国の産業政策の経験では，需
給バランスや規模の経済性の観点に基づく行政介入は，結局はほぼ例外なく，市
場メカニズムの生み出すダイナミズムに押し流されてきた。過剰投資という中国
経済の「宿

しゅくあ

痾」を是正するためには，資金配分を司る金融システムの市場化と，
非効率な資源配分を是正する退出メカニズムの整備を進めるほかないだろう。

　為替制度改革と人民元切り上げ
　貿易では第１四半期に引き締め強化と市況変化の影響から輸入の伸びが大きく
減速する一方，輸出は高い伸びを維持した。このため貿易黒字は急速に拡大し，
第１四半期末時点で2004年通年のほぼ半分に相当する165億㌦に達した。このよ
うな状況の下で日米欧は，為替制度の早急な改革への要求を一段と強めた。こと
にアメリカでは，中国が大幅な為替改革を行わない場合に中国製品に対して一律
27.5％の報復関税を課すとするシュマー＝グラハム法案が議会で提起されるなど，
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人民元の問題を貿易摩擦と連動させる動きが政界で高まった（次項参照）。
　これに対して中国政府は，６月末に開催されたアジア欧州会議財務相会合で温
家宝首相が人民元改革について，⑴中国の独自判断，⑵制御可能な判断，⑶時間
をかけて進めるとする３原則を提示し，日米欧の圧力を牽制する姿勢を示した

（『日本経済新聞』2005年６月27日）。しかし７月21日晩，中国人民銀行は人民元
の対ドルレートの8.11元／㌦への2.1％切り上げと，「通貨バスケットを参考に調
整する管理フロート制」の採用を骨子とする公告を発表し，国際金融市場の意表
を突いた電撃的な改革に踏み切ったのである（表１）。切り上げ幅はきわめて小幅
に留まったものの，中国当局が従来の事実上のドルペッグ制を改め，他の主要通
貨との関係も考慮した「より弾力性に富んだ人民元為替レートメカニズムを形成
する」と明言したことで，為替レートの変動可能性は高まった。８月には周小川
人民銀行総裁が通貨バスケットの構成に言及し，ドル，ユーロ，円，ウォンが主
要な構成通貨であることを明らかにしたが，同時に「通貨バスケットを参考にす
るということは通貨バスケットの採用と同じではない」と指摘し，通貨バスケッ
トはあくまで為替レート決定の参考にすぎないことを強調した。

［前文略］

１． 2005年７月21日より我が国は，市場需給に基づき，バスケット通貨を参考にして
調整を行う，管理フロート制度を実施する。以後は人民元を米ドルのみにペッグ
するのではなく，より弾力性のある為替制度を形作っていく。

２． 中国人民銀行は取引日の取引終了後に当日の銀行間為替市場の米ドル等取引通貨
と人民元の為替レート終値を公布し，翌取引日の各通貨と人民元の取引の中間レ
ートとする。

３． 2005年７月21日19：00をもって，米ドルの対人民元取引レートを8.11元／㌦に調
整し，翌日の銀行間為替市場の外為取扱銀行間取引の中間レートとする。［中略］

４． 現段階では銀行間外為市場の米ドル対人民元の取引レートは人民銀行が公布する
米ドル取引中間レートの上下0.3％の幅で変動するものとする。［中略］

　中国人民銀行は市場の整備状況と経済・金融情勢に基づき，適宜変動幅の調整を行
う。同時に，中国人民銀行は国内外の経済・金融情勢に基づき，市場需給を基盤として，
バスケット通貨の為替レート変動を参考にして，人民元の為替レートの管理・調整を
行い，人民元為替レートの正常な変動を維持し，人民元為替レートを合理的な，バラ
ンスのとれた水準で基本的に安定させ，国際収支の基本的な平衡とマクロ経済および
金融市場の安定を促進する。

表１　 中国人民銀行「人民元為替レート決定メカニズムを整備する改革に関する公告」
（抄録）

　（出所）　中国人民銀行ウェブサイト（http://www.pbc.gov.cn/）。
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　改革実施後，銀行間外為市場での対ドルレートは，跛行しつつ緩慢に元高方向
に進んでいる（図１）。公告翌日の７月22日以降12月31日までの切り上げ幅は，わ
ずか0.5％にすぎない。しかし11月から12月にかけて，元高は明らかに加速する
傾向を示してきている。この間当局は，銀行間外為市場でのマーケットメーカー
制の導入，外為先物市場の創設，銀行の顧客向けドル売買レートの変動許容幅拡
大，米ドル以外の通貨の売買レートの変動幅制限廃止など，着実にさらなる為替
制度改革への布石を打ってきた。今後は国内経済情勢と対外関係をにらみつつ，
元高ペースの緩やかな加速を許容しながら，外為市場での変動許容幅の拡大を実
施していくという対応がとられる可能性が高い。

　通商摩擦の激化
　2005年には繊維分野を中心に，貿易摩擦が一層激化した。繊維分野ではWTO
の取り決めに基づき，米欧等の市場への輸出クォータ制が2004年末をもって撤廃
されたが，それに先だってすでに貿易摩擦が頻発しつつあった（『アジア動向年報 
2005』参照）。中国は米欧等による貿易制限措置の導入回避をめざし，クォータ制

図１　人民元為替レートの動き（７月22日以降／人民銀公布の中間レート）

　（出所）　国家外為管理局ウェブサイト（http://www.safe.gov.cn）より作成。
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廃止とタイミングをあわせ，１月１日から繊維製品主要31品目の輸出に対する従
量課税を実施した。こうした措置にもかかわらず，年初以降米欧市場への中国繊
維製品輸出は予想をはるかに超える伸びを示す結果となった。これは米欧側が本
来規定されていたクォータ制の段階的な廃止を先送りし，2004年末まで大部分の
品目でクォータ制を継続していたことによるところが大きい。アメリカ向け繊維
製品輸出の主要品目である綿シャツ・上着，綿パンツ，綿・化繊下着の輸出数量
は，前年同期比それぞれ1250％，1500％，300％という飛躍的な伸びを記録した（中
国側通関統計ベース／『経済観察報』2005年４月11日）。
　中国からの繊維製品輸入の急増に対して，アメリカとEUを中心とする保護主
義的な動きは一層強まった。EUは域内繊維業界団体からの要求を背景として，
中国製繊維製品の輸入増加率が一定水準に達した場合にセーフガード調査を自動
的に発動することを定めた「EU向け中国繊維輸出を対象とするセーフガードの
運用に関するガイドライン」を４月に公布し，同時にこれに基づきセーター，ズ
ボン，ワイシャツなど９品目に対する調査を開始した。またアメリカは上述の３
品目を含む合計７品目を対象に，輸入の伸び率7.5％を上限とする対中繊維セー
フガードを発動することを決定した。
　米欧での相次ぐ輸入制限の動きに対して中国側は反対を表明しつつも，再び自
主規制による摩擦沈静化を目指し，５月20日には74品目を対象とする輸出課税の
大幅引き上げを６月１日から実施することを発表した。だがアメリカが７品目へ
のセーフガードを撤回せず，EUがセーフガード調査を継続するなど強硬姿勢を
崩さないことに対して中国政府は強く反発し，わずか10日後に輸出課税引き上げ
を撤回するという異例の事態となった。先行き不透明感のため米欧では繊維製品
の対中発注手控えの動きが広まり，中小企業を中心とする国内繊維業界への影響
は深刻化する様相を呈した。
　中国は事態の打開を求め，アメリカ・EUとの繊維貿易交渉に着手して妥協案
を探った。EUとの交渉は比較的速く進展し，６月10日には主要10品目を対象に
2007年末までを期限とする暫定的な輸出数量制限を設け，EUはこれらの品目に
対するセーフガード調査を中止することで合意に達した。覚書によれば，この期
間各品目の対EU輸出の伸び率は８～ 12.5％を上限とし，その他の繊維製品に
ついてもEU側は対中繊維セーフガード条項の適用を自制するとされている。
EU加盟国内部でも国内繊維産業の保護を重視するフランス，イタリアなど南欧
諸国と安価な中国製品の調達意欲が高い北欧諸国の間で隔たりが存在することが，

225224



高度成長のジレンマ

144

EU 側の慎重な交渉の背景となったとみられる（『財経』2005年６月13日号）。し
かし早くも８月には複数の品目で EU の輸入量が2005年分の上限に達し，通関を
差し止められた中国製繊維製品が港湾で大量に滞貨するなど混乱が生じた。また
北欧諸国の流通業界が中国製繊維製品に対する輸入制限解除を要求するなど，
EU 内部の利害対立も表面化した（『21世紀経済報道』2005年８月29日）。
　米中間でも中国・EU 合意と同様の期間限定の数量規制で妥結を目指す交渉が
行われたものの，双方の主張の隔たりのため難航をきわめた。交渉は11月初旬に
ようやく妥結し，2006年１月から2008年末までの期間，主要繊維製品21品目の対
米輸出伸び率の上限を前年比10 ～ 17％以下としたうえ，EU の場合と同様，そ
の他の品目についてもアメリカ側が対中繊維セーフガード条項の適用を自制する
ことで覚書が取り交わされた。
　中国の繊維製品輸出のうち約３割を占める米欧市場での貿易摩擦への対応は，
中国繊維産業にとってきわめて重要な意味を持つ。合意締結によって当面の危機
は回避されたものの，アメリカとの期限が満了する2008年末以降には多大な不安
定要因が残されている。繊維製品を取り扱う米欧の流通企業には，対中貿易をめ
ぐるリスクを考慮して，調達先国の分散を目指す動きがみられる（Asian Wall 
Street Journal, 2005年7月28日）。

　資源投資をめぐる駆け引き
　中国は海外への資源投資でも，アメリカとの通商摩擦に遭遇した。石油を中心
とする鉱物資源の対外依存度上昇を背景に，資源・素材分野の大手国有企業は中
国政府の支援の下に，企業買収や出資による資源供給源の確保に注力している。
　資源投資の最大の焦点となったのは，中国海洋石油（CNOOC）による米系石油
会社ユノカル（Unocal）の買収提案である（６月）。中国海洋石油は買収金額とし
て，競争相手のシェブロン（Chevron）を上回る破格の185億㌦を提示した。しか
しアメリカでは，中国企業による石油会社買収は資源安全保障を脅かすとして政
治問題化し，結局中国海洋石油は８月に交渉断念を余儀なくされ，ユノカルはシ
ェブロンにより177億㌦で買収された。中国海洋石油側は，買収断念はアメリカ
側の政治的圧力によると言明した（『日本経済新聞』2005年８月３日）。アメリカ
の原油・石油ガス生産でのユノカルのシェアは１％にすぎず，資源安全保障を理
由に中国企業による買収を排除することは合理性を欠くとの指摘もある（Johan 
Norberg, “China Paranoia Derails Free Trade,” Far Eastern Economic Review, 

2005年の中国

145

Jan/Feb 2006）。
　一方，石油産業最大手の中国石油（CNPC）は，10月末にカナダのカザフスタン
石油を41億8000万㌦で買収することに成功した。その背景には，中国政府が当初
中国石油と同様にカザフスタン石油の買収を図っていた中国石化（CINOPEC）の
間の調整を行い，中国石化側に入札を辞退させたという事実があるとされる（『財
経』2006年２月６日号）。
　中国は海外石油資源の直接確保拡大を目指し，政府・企業が連携して油田権益
の買収や産油国との関係強化に努めている。その一環としてシリアやスーダン，
イランなど対米敵対国に接近していることも，アメリカの警戒を喚起している。

　金融制度改革の進展
　近年の投資膨張の重要な要因は，４大国有銀行を中心とする銀行部門の市場経
済化の遅れにある。2006年末の外資規制撤廃を控え，国内銀行部門の効率化は急
務である。中国政府もこれらの点を強く意識し，国有銀行の株式会社化と株式公
開上場，大手外資金融機関に重点を置いた外部資本の導入を推進している。
　2004年に株式会社への転換を完了した中国建設銀行と中国銀行は，海外上場に
向けた組織改革を進めた。うち建設銀行は，３月に張恩照董事長（当時）が収賄容
疑により免職されるという深刻な不祥事に見舞われたものの，金融部門の国有資
本を管理する中央匯金投資有限公司（匯金）からの再投資と所得税の還付によって
655億元の資本再注入を受けるとともに，バンク・オブ・アメリカとシンガポー
ルの政府系テマセク（Temasek）持株社からの出資導入に成功した（前者が8.379
％，後者が6.125％を出資）。これによって財務健全化を果たした建設銀行は，10
月末に香港市場で株式新規上場を実現して622億香港㌦を調達した。これは株式
公開による資金調達としては，2002年以来世界最大規模となった。一方中国銀行
はロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（RBS）とテマセク持株社を中心とす
る外資と出資受け入れで合意をみたものの，出資比率と株式売却価格をめぐり匯
金との調整に手間取り，年内の改組・上場の実現には至らなかった。
　国内最大の銀行である中国工商銀行は，４月に匯金から150億㌦の資本注入を
受けたのち，合計8000億元近い不良・準不良債権の分離・売却など資産再編を進
め，中国工商銀行股份有限公司（株式会社）への転換を実現した。先行する中国銀
行と同様，2006年に大手外資金融機関を中心とする機関投資家の資本導入と株式
公開の実現を目指し，複数の外資との間で出資に向けた協議を進めている。
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　建設銀行では香港上場後の株価上昇で，結果的に外資側は市場価格を下回る安
値で株式を取得したことになった。中国銀行の場合も同様の状況となることが予
想されることから，一部メディア上で外資に対する国内銀行株式の事実上の「安
売り」であるとの批判を招いている。これに対して銀行部門を監督する銀行業監
督管理委員会（銀監会）は，外資機関投資家が国内銀行に出資する場合に一定水準

（５％）の出資，最低３年間の株式保有などを義務づけていることを指摘し，外資
機関投資家の資本導入を進める姿勢を改めて強調した。
　突出して深刻な不良債権問題を抱える中国農業銀行の改組という課題は残され
ているものの，国有銀行の再編は巨額の財政支援のもとで前進を遂げてきた。中
堅銀行・地方銀行でも，外資導入の動きが進んでいる。だが，中国金融市場の成
長の果実を享受することを求める外資側と，経営支配を確保しつつ外資の先進的
な技術・経験の吸収をねらう政府・銀行側の間の思惑には，微妙なずれがうかが
われることも事実である。

　岐路に立つ株式市場
　株式市場では，国有株放出政策を引き金とする2001年６月の株価崩落から，ほ
ぼ一貫して著しい低迷状態にあった。こうした状況のなかで証券行政を司る証券
監督管理委員会（証監会）は，４月29日晩に「上場企業株式分設改革モデルケース
の関連問題についての通知」（「関于上市公司股権分置改革試点有関問題的通知」）
を公表し，従来原則として市場流通を認められていなかった国家株・法人株など

「非流通株」を，自由に流通可能な「流通株」に転換する，いわゆる株式分設制度
の改革を始動した。
　前回国有株放出政策の失敗（『アジア動向年報 2002』参照）の反省の上に立って
上記「通知」では，上場各社の主要株主（非流通株を保有する政府・母体国有企業
などの国有株主・法人株主）が非流通株の流通株転換を提案して臨時株主総会を
開催し，採択には出席株主の３分の２以上，かつ出席株主のうち非流通株主の３
分の２以上の賛成を必要とするという条件を付している。また，流通株転換後も
１年間は従来の非流通株主は株式を市場で売却してはならないこと，さらに従来
の非流通株主の出資比率が５％を超える場合には，１年後から２年後までに市場
売却可能な株式は発行済み株式の５％以下，３年後までは10％以下とするなど，
株式需給バランスの激変に対する一般投資家の懸念を配慮して，主要株主による
株式売却に厳しい制約を課した。非流通株の流通株転換にともなって，流通株主
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に対しては一定比率の株式無償割当などの優遇条件が与えられる。
　証監会は第１期モデルケースとして４社，第２期として46社を指定して改革実
施を推進したのち，その実施状況をふまえて９月には「上場企業株式分設改革管
理規則」（「上市公司股権分置改革管理弁法」）を公布し，条件の整った上場企業か
ら速やかに改革を進めるという方針を打ち出した。これ以後改革の動きは加速し，
2006年年初までに時価総額で上海・深圳市場のほぼ４割を占める434社が株式分
設改革に着手している。これまでの速度で改革が進展するとすれば，2006年中に
はすべての上場企業が改革を完了すると予想される。
　株式分設改革の始動に対して，市場は当初積極的な反応を示さなかった。市況
は引き続き悪化し，６月初旬には主要指数の上海総合指数が８年ぶりに一時1000
ポイントを割り込むという危機的な状況に陥った。これに対して当局は株式の新
規公開発行と増資の当面凍結を宣言するとともに，印紙税・所得税の減免や証券
会社の救済，自社株購入の容認など矢継ぎ早に対策を打ち出した。その後市場は
７月から11月にかけて急伸から反落を繰り返したのち，12月を境に上昇基調で展
開してきている。回復の原因としては，国内証券市場での投資を認可された海外
機関投資家（QFII――年末時点で32社が認可）が，株式分設改革の完了した企業
の銘柄を中心に，人民元建てＡ株投資を積み増す動きがあるとされる。しかし
QFII に認可されている国内投資額は年末時点で56億㌦強であり，流通株時価総
額の4.3％を占めるにすぎない。むしろ市況回復を支える主力は，QFII に追随し
た国内資本の株式市場回帰である可能性が高い。今後予想される国有株・法人株
の流通株転換の完成が市況にどのような影響を与えていくか，注目する必要があ
る。

　企業制度改革をめぐる動き
　10月27日の全人代常務委第18回会議で，会社法（公司法）の改正案が可決・公布
された（2006年１月１日から施行）。1993年の制定以来，12年ぶりの全面改正であ
る。新会社法は最低資本金の大幅な引き下げ，一人会社設立の自由化，株式会社
設立の準則主義採用，法人格否定の法理や株主代表訴訟の規定導入など，企業統
治制度を整備しつつ会社設立の自由度を高める内容となった。あわせて証券法の
全面改正も実施された。
　企業改革に関して党・政府は，民間企業の発展奨励と国有大企業の集約・再編
という二本立ての路線をとっている。１月12日に国務院常務会議は「個人事業
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者・私営企業など非公有経済の発展を奨励・支援し誘導することに関する若干の
意見」を「原則採択」し，２月24日に全文を公布した。「意見」では法律で禁止・制
限されている業種以外のすべての分野を民間資本に開放し，公益事業やインフラ，
金融，軍需など国有主体の分野へも民間資本が参入することを容認した。また，
国有企業や集団所有企業の再編に民間資本が参加することを奨励している。
　中央直轄企業の監督にあたる国務院国有資産監督管理委（国資委）は，国有大企
業の一層の集約・再編を推し進める方針を強調している。李栄融国資委主任は９
月に開催された中央直轄国有企業経営者会議で，中央直轄の国有企業を現在の
169社から80社ないし100社に集約するという当面の目標を表明した（『21世紀経済
報道』2005年９月29日）。国資委はシンガポールの政府系テマセク持株社をモデ
ルとして，最終的には傘下企業を国民経済の骨幹と安全保障にかかわる業種を中
心とする数十社程度にまで絞り込むことを目指している。だが国有大企業の集
約・再編は，国有資本の投資効率という観点からみて合理的であるとしても，独
占・寡占による市場支配力強化という弊害を生む可能性が少なくない。民間資本
の参入奨励による競争促進と国有大企業の集約・再編という２つの政策方針の間
の整合性は，今後の企業政策にとり大きな課題となるだろう。

　農村問題と農業税の廃止
　中共中央は年初に通達（１号文件）を公布し，2005年も前年からの農民所得向上
を目指す方針を引き続き堅持することを明らかにした。だが前年の食糧価格上昇
による増収とは対照的に，豊作のため食糧需給は緩和し，農民所得の伸びは再び
鈍化した。都市世帯の所得は高い伸びを維持したことから，都市・農村の世帯平
均所得比は3.22：１となり，都市・農村所得格差は改革開放開始以来最大の水準
となった（『21世紀経済報道』2005年12月１日）。こうした事態を背景として，第
16期５中総の「提案」（「産業政策の復活か？」の項参照）で党中央は，「社会主義
新農村の建設」のスローガンを掲げ，農村向け公共事業の強化，農業近代化の促
進や農地請負権の流通容認をはじめとする制度整備の推進などの方針を打ち出し
た。年末に開催された中央農村工作会議でも重ねて「社会主義新農村の建設」を
前面に押し出し，農村発展への財政投入拡大を強調した。
　農民負担の軽減を目指して2004年より段階的に進められてきた農業税の廃止は，
2005年末までに28の省レベル行政単位で実施された。残る河北，山東，雲南の３
省でも国定貧困県では農業税が撤廃された。その結果，2004年に232億元だった

2005年の中国

149

農業税収入は2005年には約15億元に減少し，これに対して中央政府から664億元
の財政補助が支出された。しかし，全国の農村の公共サービスを維持するために
必要な財政資金は少なくとも1600 ～ 1800億元といわれ，中央からの財政移転は
その一部を補いうるにすぎない（『財経』2005年３月７日，第５期）。このため，
郷鎮レベル政府と村委員会の予算は深刻な財政資金不足に直面している。農業税
廃止後，教育，保健医療，公共サービスなどの分野でインフォーマルな取り立て
がなされる例や，村行政の抱える債務問題の深刻さのため村幹部のなり手がみつ
からないなどの問題が報告されている。農民の外地への出稼ぎ，婚姻登記，住居
の新築などへの課金がなされ，また農業税廃止後も郷鎮によって引き続き「農業
税」なるものが徴収される事例も少なくない（『財経』2006年２月６日，第３期）。
一方で，村や郷鎮が累積してきた負債の問題も注目されている。全国の郷鎮・村
レベルの負債は現在6000億元にのぼるといわれ，この処理が的確になされない場
合，中央財政からの交付金が債務返済に流用される懸念も指摘されている。
　農業税撤廃にともなう農村改革の一部として，これまで農村家計の自己負担に
多くを依存していた義務教育に対して，中央財政・省財政からの経費投入を強化
する方針が示されている。2005年３月の政府工作報告では，まず2005年中に貧困
地域の貧困家庭児童・生徒を対象に教材費・雑費免除と寄宿費補助を実現し，３
年以内に全国のすべての農村の貧困家庭の小中学生に対象を拡大することが示さ
れた（『南方週末』2005年３月10日）。財政部では，プロジェクトチームを設けて
農村義務教育をめぐる財政改革の方策を検討している。しかし，地方の教育部門
も多大な負債を抱えている場合が多く，財政改革の進捗しだいでは，政府による
新たな投資が債務の返済に流用される懸念がここにも存在している。
　12月末の第10期全人代常務委第19回会議では農業税条例の正式な廃止が採択さ
れ，農業税は2006年１月１日をもって撤廃されることが決まった。農業税廃止と
いう画期的な措置が農村人口の厚生向上に確実に結びつくかどうかは，今後の財
政改革・行政機構改革の進展いかんにかかっている。党・政府は農村対策に注力
する姿勢を強めているものの，農村人口の所得向上の最大の鍵は，都市部門での
就業拡大にあることは明らかである。2003年前後から沿海部工業地域を中心に表
面化した労働需給逼迫を契機として，出稼ぎ労働者の賃金は上昇傾向を示した。

　日中経済関係
　日中貿易は拡大を継続し貿易総額は1894億㌦に達したが，伸び率は輸出入とも
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に前年を下回った。ことに輸出は半導体や生産設備，自動車（完成品）の伸びが低
下したため大幅に減速し，ドルベースで前年比8.9％の伸びに留まった。中国国
内の需要の伸びの鈍化と，現地生産の拡大という２つの要素によるものとみられ
る。結果として日本側の対中貿易赤字は過去最大の287億㌦を記録した（日本貿易
振興機構ウェブサイト「2005年の日中貿易」）。なお対中輸出の伸び減速と貿易赤
字拡大という現象は日本に限られるわけではなく，アメリカ，EU にも共通する。
　４月に発生した反日デモでは日本企業製品のボイコットが呼びかけられたが，
損失は軽微に留まった。日本企業の対中投資意欲も依然として高い。しかし外交・
通商政策の両面での日中関係の冷え込みが長期化すれば，経済面での影響の表面
化は避けられないだろう。 （今井・山口）

　対 外 関 係

　中国は６カ国協議をはじめとして，上海協力機構や初の東アジア・サミット等
の国際的枠組みへの参加等を通じて積極的な多国間協調外交を展開している。二
国間関係に関していえば，反日デモの発生にみられるように，日中関係の悪化が
際立った。米中関係においては，中国はアメリカの単独行動主義に対して依然と
して批判的ではあるものの，首脳外交や戦略対話を通じて協調関係を追求した。
それと同時に，中国は戦略的な見地からロシアや欧州諸国との接近も行っている。

　「厳冬期」を迎えた日中関係
　2005年の日中間の外交関係は「政冷経熱」という形容以上に悪化することにな
った。４月２日，成都での日本の国連安保常任理事国入りに反対する若者数十人
による日系スーパーの襲撃を皮切りにして，中国各地に反日デモが発生した。４
月９日，北京で１万人規模の反日デモが発生して，日本大使館に対する投石等が
行われた。４月16日，上海でも数万人の大規模な反日デモが発生して日本総領事
館が投石被害を受けるとともに，日系店舗等が相次いで破壊された。
　中国政府は反日デモに対して反対の立場を示したものの，その主たる原因は小
泉首相の靖国神社参拝や歴史教科書検定問題等にあるという主張を終始崩さなか
った。これに関して外交部は「デモは侵略の歴史などに対する日本側の誤った態
度に，中国市民が不満を持った自発的な行動である。中国政府は過激な行動には
賛成できず，一貫して冷静な態度を求めた。日中関係がこのような局面を迎えた
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原因は日本にあり，日本は反省に値する」（４月13日）と発表した。また，温家宝
首相は日本の国連安保理常任理事国入りについて「歴史を尊重して責任を負う国
だけがアジアと世界人民の信頼を勝ち取り，国際社会でさらに大きな役割を果た
すことができる」（４月12日）と述べた。中国側は歴史問題を引き合いにして日本
の国連安保理常任理事国入りを阻止しようとする姿勢さえみせたのである。
　４月17日の日中外相会談において，町村外務大臣は中国側に対して反日デモの
破壊行為に対する謝罪と賠償を求めたが，李肇星外交部長はそれに応じなかった。
さらに，４月23日，アジア・アフリカ会議50周年記念式典の際に行われた日中首
脳会談で，胡錦濤国家主席は日中関係発展のための５項目の主張を行った。他方，
小泉首相は反日デモをめぐる破壊活動に対する補償の要求こそ行わなかったが，
中国側に対してデモへの「適切な対応」を採るように要請した。だが，中国側か
らの謝罪の言葉はなかった。このような中国政府の一連の強硬な対応の背景には，
国内世論への配慮があるとみられる。つまり反日デモは愛国主義を旗印として行
われており，愛国主義教育はまさに中国政府によって従来進められてきたもので

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません
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あった。反日デモを政府自らが真っ向から批判することは，自らの施政を否定す
ることにも結びつきかねない。このため当初，中国政府は反日デモを事実上黙認
する姿勢を採ったのである。結果として反日デモの勢いは衰えをみせず，むしろ
インターネットを通じてさらに拡大することになった。上海では，市政府による
事前のデモへの参加を禁じる呼びかけにもかかわらず，数万人規模の反日デモが
発生した。
　この頃を境として中国政府は反日デモの鎮定に本格的に着手し始めた。その政
治的背景として，デモ勢力が貧富の格差といった中国社会が抱える矛盾に反発す
る不満分子と結びついて組織化するかもしれないという中国当局の懸念が挙げら
れる。さらに，団結した人民がひとたび暴徒化すれば，その矛先が現政権批判や
民主化要求へと転化する可能性もある。このようなシナリオに対する中国政府の
危機感は強い。反日デモは政府の取り締まりによって４月末には沈静化したもの
の，今回のデモがインターネットを通じて中国各地に拡大して，とくに外国投資
の集中する上海において図らずも政府が対応に苦慮することになったという事実
は，現政権に少なからぬ衝撃を与えたものと思われる。
　かねてより懸念材料であった小泉首相の靖国参拝問題はさらに日中関係を悪化
させた。５月16日，小泉首相は衆議院予算委員会で「靖国神社の参拝を止める理
由はない」という旨の発言を行った。これを受けて日本を訪問中の呉儀副首相が，
財界リーダーとの会談を行いながらも，緊急公務を理由に小泉首相との会談をキ
ャンセルして急遽帰国した。その後，小泉首相は靖国神社の秋季例大祭期間中の
10月17日に５回目の参拝を挙行した。これに対して中国政府は，同月23日から予
定されていた町村外務大臣の訪中と外相会談の延期を通告した。さらに，12月の
東アジア・サミットの開催時期の日中首脳会談，さらには日中韓首脳会談も相次
いで見送られた。これに関して，王毅駐日大使は「日中首脳会談の再開は靖国問
題解決が前提となる」（11月16日）と発言したが，靖国神社参拝問題をめぐる日本
政府の姿勢は依然として変化しておらず，日中双方の主張は平行線を辿っている。
　東シナ海のガス田開発問題をめぐる日中局長級協議が2005年５月と９月の２度
にわたって実施されたが前進はみられなかった。日本政府の再三の要請にもかか
わらず，中国は９月下旬に天外天ガス田において生産を開始した。日本政府は対
抗措置として民間会社に東シナ海ガス田の試掘権を与える手続きを進めてきたも
のの実際の試掘には未だ着手していない。これに対して中国は現場海域に軍艦を
派遣して示威行動に出た。10月，日本政府は中国に対して排他的経済水域（EEZ）
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の日中中間線の両側における共同開発を提案したが，中国側は難色を示している。
その後，小泉首相の靖国神社参拝によって日中関係が悪化へ向かうなかで，中国
はガス田と中国本土を結ぶパイプライン建設を遂に完成させた。
　新華社（2005年12月20日）によれば，小泉首相の靖国参拝によって冷却化した日
中間の政治関係が，経済関係にも悪影響を及ぼしている。2005年の日中関係は「政
冷経熱」から「政冷経涼」へと向かいつつあり，1972年の日中国交正常化以来，最
悪の「厳冬期」にあるという認識さえみられるようになった。

　６カ国協議再開に向けた中国の調整外交
　朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核問題をめぐる６カ国協議は，２月10日に
北朝鮮が核兵器保有宣言と６カ国協議の無期限中断を発表して以来，事実上休止
状態となった。次回の６カ国協議の再開に向けた調整が米中両国間で行われてい
た矢先の出来事であった。６カ国協議の議長国の中国は，協議再開に向けて北朝
鮮に対する積極的な説得工作を開始した。王家瑞党中央対外連絡部長が北朝鮮を
訪問して，２月21日，金正日朝鮮労働党総書記と平壌で会見を行った。王部長は
「６カ国協議を通じて核問題を解決することが中朝双方の根本的利益に合致する」
という胡錦濤総書記のメッセージを伝えた。これに対して金正日総書記は「６カ
国協議を離脱することはなく，条件が整えば交渉のテーブルに戻ることを望んで
いる」と表明した。この会談で中国側は，北朝鮮による核兵器保有宣言以来大幅
に削減していた北朝鮮に対する石油供給を大幅に増やすという意向を北朝鮮側に
示し，６カ国協議の早期再開を求めたものとみられる。また，３月23日，胡総書
記は，中国を訪問した朴鳳柱北朝鮮副首相と会談を行い，中朝友好関係を確認し
て，朝鮮半島の非核化のために中国が建設的な役割を果たす意向を伝達した。
　アメリカ政府は６カ国協議を再開に導くために，北朝鮮の友好国かつ最大の支
援国の中国に期待を寄せてきた。ライス米国務長官が２度にわたり中国を訪問し
て，６カ国協議再開に向けた米中間の協議を行ったことは期待の表れでもあった。
また，６カ国協議開催前後９月と11月に行われた米中首脳会談でも，６カ国協議
を通じて北朝鮮の核放棄を目指すことで一致した。とりわけアメリカ側は６カ国
協議再開のための交渉材料として，中国が北朝鮮に対して経済制裁をも含めた最
大限の影響力を駆使することを求めた。だが，北朝鮮への対応をめぐって米中間
で多少の温度差があったものとみられる。例えば，４月下旬に北京を訪れていた
６カ国協議の米国代表のヒル国務次官補は，６カ国協議に北朝鮮を復帰させるた
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めの方策として，中国が北朝鮮に対してパイプラインによって提供してきた石油
の全面的禁輸を提案した（Washington Post, 2005年５月７日）。しかし，中国側は，
石油供給を停止するとパイプラインに原油成分の一部が固まって目詰まりを起こ
すという理由によりこれを拒否した。中国はその代替案として食糧供給停止がよ
り効果的であり，食糧の禁輸品目の拡大を検討しているとアメリカ側に伝えた。
　６カ国協議再開に向けた米朝両国の非公式的な交渉が功を奏して，７月初旬に
北朝鮮は６カ国協議を再開することでアメリカと合意した。これを受けて７月26
日に第４回６カ国協議が実施され，９月19日には初の共同声明が発表された。共
同声明には北朝鮮の完全核放棄や核拡散防止条約（NPT）への早期復帰，国際原
子力機関（IAEA）の査察受け入れ等の６項目が盛り込まれた。さらに，11月９日
に第５回６カ国協議が開幕した。第５回６カ国協議は一時休会となり再開は年明
けに持ち越された（「朝鮮民主主義人民共和国」「大韓民国」の章を参照）。
　６カ国協議の枠組みが崩壊すれば，アメリカが北朝鮮の核問題を国連安全保障
理事会へ付託する強硬手段に出るのではないかといった憶測も流れるなかで，第
４回６カ国協議は初の共同声明の発表という一定の成果を生み出した。このこと
は北朝鮮に対して強硬な措置を採ることを避けたいと望む，中国の外交的役割に
よるところが大きい。６カ国協議実施前後，中国政府は相次いで要人を北朝鮮へ
送り込んだ。例えば，第４回６カ国協議がまさに再開されようとしていた７月12
日，唐家璇国務委員が北朝鮮を訪問した。また，再び休止が危ぶまれていた第５
回６カ国協議実施以前の10月８日，呉副首相が北朝鮮を訪問した。さらに，10月
26日には胡総書記が平壌を訪問して金総書記と会談を行った。同会談の席上，金
総書記は「既に行った確約に基づき，期日通り第５回６カ国協議に参加する」と
述べた。それとともに中朝両指導者は中朝経済・技術協力協定に調印した。

　対立と協調を織りなす米中関係
　2005年の米中関係は，対立的要因と協調的要因が混在する関係として特徴づけ
られる。最近，ゼーリック米国務副長官をはじめとするアメリカ政府関係者は，
中国が国際社会における「責任ある利害関係者」（responsible stakeholder）とな
るべきであると提唱している。これは，目覚ましい成長を続ける中国が責任ある
大国として国際秩序の維持に積極的に関わっていくべきだという，アメリカの期
待の表れでもある。他方，アメリカの「責任ある利害関係者」の提唱に呼応する
かのように，最近の中国では「平和的発展」（原語は「和平発展」）論がみられる。
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2005年12月に国務院が発表した『中国の平和的発展の道』白書に示されるように，
「平和的発展」とは胡錦濤政権が「中国脅威論」の払拭のために打ち出した，国際
社会における中国の役割を示したものである。中国が大国として平和的な発展を
目指して周辺環境の安定を図り，国際秩序の維持に積極的に参画することを指す。
近年の中国の多国間協調外交は「平和的発展」路線のもとで進められてきた。
　ただし，現時点においては「平和的発展」論について確固たるコンセンサスが
中国国内に存在するわけではなく，「平和的発展」論を軟弱な路線とみなす強硬派
も存在する。そのひとつの表れとして，例えば，2005年７月に中国人民解放軍の
朱成虎国防大学防務学院長は「アメリカが中国の領土にミサイルや弾道弾を発射
すれば，我々は核兵器で対応しなければならない…（中略）…中国は西安以東の
全都市の破壊に備えなければならないが，アメリカは数百の都市が破壊される覚
悟をしなければならない」と発言した（Financial Times, 2005年７月15日）。これ
に対して，李肇星外交部長は「個人的な見解であり，中国政府は了承していない。
核の先制使用はしないという中国政府の政策に変わりはない」として即座に否定
した。今後，胡政権がこのような強硬派の動きを抑制して，「平和的発展」路線を
前面に掲げることができるかが注目される。
　中国の日米安全保障同盟に対する不信感は依然として強い。２月19日，日米両
政府の外交・防衛関係機関のトップが集って日米安全保障協議委員会（２＋２）を
開き，日米安全保障体制を中核とする日米同盟の重要性を改めて確認した。同委
員会の共同発表には，日米両国の地域における共通の戦略目標の一つとして「台
湾海峡をめぐる問題の対話を通じた平和的解決を促す」ことが謳われた。中国は
台湾問題が共同発表に盛り込まれたことに対して「中国の主権，領土保全，国家
の安全保障に対する露骨な挑戦であり，絶対に容認できない」「台湾独立勢力へ
誤ったシグナルを送り，同勢力が危険な賭けに出るのを助長するものだ」（『人民
日報』2005年２月21日）として厳しく批判した。２月と10月に２度にわたって行
われた日米安全保障協議委員会の議題にもみられるように，最近，日米両国はミ
サイル防衛（MD）の共同開発や米軍再編を積極的に推進しており，これらに対し
ても中国がさらに警戒を強める可能性が高い。
　アメリカは７月に国防総省が発表した2005年版『中国の軍事力に関する年次報
告書』で中国の軍事力増強への懸念を鮮明にした。同報告書は，2005年の中国の
軍事費が中国政府公表の299億㌦の２～３倍，最大で900億㌦にのぼると推計した
うえで，中国の軍事力の不透明性に対する危惧を示して，中国の急速な軍近代化
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が周辺地域の米軍にとって明白な脅威となりうるとした。さらに，中国軍が台湾
対岸に650 ～ 730基の短距離弾道ミサイルを配備しており，年間100基のペースで
増強しているとした。中国政府はこれに対して強く抗議の意を示すとともに，「中
国脅威論」の払拭にも着手した。９月，中国政府は『中国の軍備管理・軍縮・拡
散防止努力』白書を発表して，中国の軍事力は国防目的の最小限であり，人民解
放軍の人員を大幅に削減しつつあると強調した。年末には人民解放軍が20万人の
人員削減を完了したと発表した。また，中国は軍事演習「北剣2005」を実施して，
アメリカ，イギリス，フランス，ドイツ，オーストラリア等の24カ国の軍関係者
を招聘して自らの軍事力の透明度の高さをアピールするために腐心した。
　アメリカが中国の軍事力増強に対する懸念を指摘する要因のひとつとして台湾
問題が挙げられる。アメリカは中国が台湾に対して武力行使を行う可能性につい
て懸念を示している。３月14日，全人代で反国家分裂法が正式に採択され，中国
が「『台湾独立』分裂勢力による国家分裂に反対してこれを抑制する」と定められ
たが，翌15日にはアメリカ議会下院において反国家分裂法に反対する決議が圧倒
的多数によってスピード採択された。また，３月21日，中国を訪問したライス米
国務長官は中国政府に対して「明らかに中台間の緊張を加速させる。歓迎できな
い」として反国家分裂法を批判をした（「国内政治」を参照）。
　もうひとつの要因は欧州連合（EU）の武器禁輸解禁問題である。近年，中国は
EU の武器禁輸解禁を目指して外交攻勢を仕掛けている。アメリカは禁輸解禁が
地域の軍事バランスを崩すとして断固として反対している。２月にはアメリカ議
会下院で，対 EU 対中国武器禁輸解禁の再考を求める決議が採択された。だが，
報道によれば，３月には中国における反国家分裂法の採択を受けて，欧州におい
て中国に対する警戒感が高まったため，EU は当初６月に予定されていた対中国
武器禁輸解禁を来年以降に先送りする方針を決めた（New York Times, 2005年３
月23日）。しかし，中国は９月に行われた EU との首脳会談で武器禁輸解禁問題
の協議継続の方針を盛り込んだ共同声明を発表した。さらに10月には胡国家主席
がヨーロッパを歴訪して，武器禁輸解除を呼びかけるとともに貿易関係の拡大強
化を図った。
　このように米中関係は依然としていくつかの対立的な要素をはらみつつも，双
方の首脳訪問を通じて外交関係の強化が図られた。９月13日に胡錦濤が国家主席
就任以来初のアメリカ訪問を行うとともに，11月19日にはブッシュ米大統領が中
国を訪問した。また，８月と12月には初の米中定期高官協議を実施して，政治，
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経済，安全保障，国際問題全般に及ぶ包括的な次官級の戦略対話を行った。

　二国間・多国間交流を通じた中ロ関係の緊密化
　「2005年は中ロ関係が成功した年」という11月18日の中ロ首脳会談における両国
の共通認識にみられるように，中国とロシアは二国間および多国間の交流を通じ
て外交関係の緊密化を図った。６月30日，胡国家主席がロシアを訪問してプーチ
ン大統領との間で首脳会談を行った。その際，両者は東部国境確定に関する協定
を結んで中ロ国境問題の解決を宣言した。また，同会談後に中ロ両国は「21世紀
の国際秩序に関する共同宣言」に調印して，国際秩序の主要な基礎は多国間主義，
平等互恵，国連主導の国際秩序の構築などであり，国際問題に対する独断的な行
動に反対することを謳った。これは暗にアメリカのブッシュ政権の単独行動主義

（ユニラテラリズム）を批判したものともいえる。
　７月５日にはカザフスタンにおいて第５回上海協力機構（SCO）首脳会議が行わ
れた。今回は正式メンバーの６カ国である中国，ロシア，カザフスタン，ウズベ
キスタン，キルギスタン，タジキスタンに加えて，オブザーバー国として，モン
ゴルをはじめとして，新たにインド，パキスタン，イランが迎え入れられた。
SCO 首脳会議では国際テロリズム対策をはじめとして，エネルギー資源をはじ
めとする経済協力の拡大，様々な分野における人的交流の展開等について討議が
なされた。共同宣言は「アフガニスタンの反テロの大規模軍事行動が既に一段落
したことに鑑み，SCO 加盟国は反テロ連合の関係各方面が同加盟国のインフラ
の臨時使用と軍駐留の最終期限を確定する必要がある」として，直接的な名指し
こそはしなかったものの，キルギスタンやウズベキスタンに駐留する米軍撤退を
要求した。
　８月には中ロ両国が初の合同軍事演習「平和の使命 2005」を実施した。同軍事
演習は８月18日から８日間，ロシアのウラジオストックと中国の山東半島および
その周辺海域において行われ，約１万人の陸海空軍が参加して，うち約8000人を
中国軍が占めたものとみられる。今回の軍事演習には SCO 加盟国に加えてイン
ドやパキスタンなどの国防幹部が招待された。演習においては台湾有事を念頭に
置いた訓練も行われ，2005年２月に日米両国が共通の戦略目標のひとつとして

「台湾問題」を挙げたことに対する牽制を意味するのではないかという見方もでき
る。もちろん，中ロ両国は同演習に関してあくまでも「反テロ戦争」や「反分裂
主義」を目標とするものであり，「第三国を仮想敵とはしない」という公式的な立
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場を採っている。だが，アメリカのユニラテラリズムや最近の在外米軍再編にと
もなう新軍事戦略を牽制する動きとしても注目される。
　中国にとってロシアは，豊富な石油や天然ガスの長期エネルギー供給源の可能
性を秘めており，かつ EU の対中国武器禁輸解禁が遅れているなかで，より高度
な武器輸入の拡大を図りうる存在である。だが，2005年の中ロ蜜月関係は事実と
しても，これまでの歴史的経緯を考えると，中ロ両国が戦略的にどこまで一丸と
なっていくのかについては即断できない。

　初の東アジア・サミットと中国の東南アジア外交
　中国はアジア太平洋地域の多国間協力の枠組みを通じた ASEAN との関係強
化に引き続き注力している。12月14日，第１回東アジア・サミットがマレーシア
で開催された。同サミットは将来の「東アジア共同体」構想の方向性を示すひと
つの試金石として注目される。同サミットの実施にあたって，中国はかねてより
ASEAN プラス３（日中韓）の枠組み内で行うべきだと主張してきた。さらに，中
国はアジア諸国に対してアメリカの東アジア・サミットへの参加を望まない立場
を明確に示していた（Newsweek, 2005年９月26日）。これに関して，中国は「東ア
ジア共同体」の形成を通じて，アメリカのユニラテラリズムを牽制しようとして
いるのではないかという見方もある。最終的には ASEAN プラス３の13カ国に
インド，オーストラリア，ニュージーランドが加わることになった。東アジア・
サミットの場では共同宣言が発表され，政治，経済，安全保障等の様々な分野の
域内協力を推進していくことが改めて確認された。それとともに，将来の「東ア
ジア共同体」の形成を見据えたアジアの地域統合を推進するために，同サミット
が重要な役割を果たしていくべきであることが謳われた。今後，「東アジア共同体」
の形成に向けた主導権争いは，地域の多国間協議の主役の座を主張する ASEAN
諸国の思惑も相俟って，大国間での政治的な駆け引きがいましばらく続くものと
みられる。
 （松本）

2006年の課題

　胡錦濤政権の政治的重要課題は2007年秋の第17回党大会に向けた本格的な権力
基盤固めである。その準備段階として，人民解放軍におけるハイレベルの人事異
動ならびに地方指導者の交替人事が活発化するであろう。とくに，共青団をはじ
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めとする胡の出身母体からの人事登用がどの程度行われるかが政権基盤の強度を
測るうえでの一つのバロメーターとなる。また，胡は共産党内の規律強化に向け
た教育キャンペーンを引き続き進めていくだろう。だが，それに対する地方の反
発も予想され，対応に負われることになるであろう。さらに，胡政権は政権基盤
をより一層盤石なものとすべく知識人やメディアに対する言論統制を強めること
も予想され，中国の政治改革の進展を望むことは難しい状況にあるといえよう。
　二国間外交に関していえば，日中関係の改善が急務であり，その重要な鍵とな
るのが2006年秋の日本の次期首相の選出である。ポスト小泉を見据えた中国の対
日政策の再編が迫られている。また，米中関係は対立と協調の両面の様相を呈し
つつ推移していくであろうが，米中定期高官協議が建設的な協議の場として制度
化しうるかが注目される。多国間協調外交に関していえば，イラクの戦後復興情
勢が混迷を極めるなかで，アメリカが６カ国協議に全力を注ぐ余裕がないという
見通しが強い。そのような状況下で，中国の６カ国協議における役割の重要性は
一層高まっていくであろう。近年，中国が積極的に参画している上海協力機構

（SCO）や，「東アジア共同体」構築の動向にも引き続き注目していくべきである。
　近年の投資主導型成長は巨大な供給能力を生み出してきた。すでに広く認識さ
れているように，外需への過剰な依存による通商摩擦の一層の激化を回避しつつ
安定した高成長を維持していくには，消費需要に軸足を移した成長への転換が不
可欠である。その実現のためにもっとも必要とされるのは，農村労働力の都市へ
の移転を通じて，新たな購買力を生み出していくことにほかならない。
　内需拡大の成否にかかわらず，国際経済のなかでの中国のプレゼンス拡大とと
もに，中国は引き続き先進工業国を中心とする諸外国との通商摩擦に直面せざる
をえない。その過程で中国は，目下のところきわめて小幅に留まっている人民元
対ドルレート変動幅の段階的拡大を迫られるだろう。
 （今井：地域研究センター）
 （松本：地域研究センター）
 （山口：地域研究センター）
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１月１日

▲

胡錦濤総書記，全国政治協商会議
新年茶話会で両岸交流の早期再開希望を表明。
　

▲

温家宝首相，陝西省銅川鉱務局を訪れ，
2004年11月28日の炭鉱事故の遺族を慰問。
　３日

▲

辜振甫台湾海峡交流基金会理事長が
死去。汪道涵海峡両岸関係協会会長が弔電。
　５日

▲

中央共産党員先進性保持教育活動工
作会議開催。曾慶紅中央政治局常務委員が重
要講話。
　

▲

温首相，インドネシアを訪問（～６日），
ASEAN地震津波復興支援緊急首脳会議出席。
　10日

▲

中央規律検査委員会第５回全体会
議が開幕（～11日）。胡総書記が重要講話。
　14日

▲

新時期の共産党員先進性保持につ
いての専門報告会開催。胡総書記が重要報告。
　17日

▲

趙紫陽元総書記死去，享年85歳。
29日の葬儀に賈慶林全国政協主席が参列。
　20日

▲

グレナダと国交回復。
　23日

▲

福建省人民代表大会，省長に黄小
晶を選出。
　29日

▲

賈全国政協主席，祖国統一に関す
る江沢民重要講話発表10周年記念大会で講話。
　

▲

吉林省人代，省長に王珉を選出。
　

▲

中国からの初の春節チャーター便第１便
が台北入り（～２月20日）。
　30日

▲

国務院，「農業総合生産能力を高め
る若干の政策に関する意見」を2005年の「中
央１号文件」として発表。
２月１日

▲

孫亜夫海峡両岸関係協会副会長，
故辜振甫弔問のため台北を訪問（～２日）。
　14日

▲

遼寧省阜新鉱業集団公司の孫家湾
炭鉱でガス爆発事故発生。200人以上が死亡。
　19日

▲

胡総書記，中央党校で「社会主義
和諧（調和）社会」に関する重要講話。
　

▲

王家瑞共産党中央対外連絡部長，北朝鮮
を訪問（～22日）。金正日総書記と会談して６

カ国協議の早期再開希望を伝達。
　

▲

外交部，日米安全保障協議委員会（２＋
２）の台湾問題に関する共同声明に反対表明。
　24日

▲

「非公有制経済の奨励と指導に関
する国務院の意見」全文公表。
　25日

▲

李肇星外交部長，カザフスタンで
の上海協力機構（SCO）外相会議出席。
３月３日

▲

中国人民政治協商会議第10期全国
委員会第３回会議開幕（～12日）。
　４日

▲

胡総書記，両岸関係に関する「４つ
の意見」を提起。
　５日

▲

第10期全国人民代表大会第３回会議
開幕（～14日）。13日，国家中央軍事委員会主
席に胡錦濤を決定。胡主席，解放軍代表団会
議で重要講話。14日，反国家分裂法採択。
　10日

▲

董建華香港特別行政区行政長官が
辞任。12日，国務院全体会議が辞任承認，長
官代行に曾蔭権政務長官を任命。
　17日

▲

町村信孝外相，対中円借款を2008
年に停止すると発言。
　20日

▲

ライス米国務長官来訪（～21日）。
　22日

▲

朴鳳柱北朝鮮首相来訪（～27日）。
　24日

▲

守屋防衛次官来訪（～27日）。第６
回日中防衛実務安全保障協議を開催。
　28日

▲

台湾の江丙坤国民党副主席来訪（～
４月１日）。賈全国政協主席と会談。
　30日

▲

国務院常務会議，「国務院の2005年
の活動要点」「2005年経済体制改革深化に関
する国務院の意見」可決。
４月２日

▲

成都で反日デモ。日系店舗襲撃。
　５日

▲

外交部，駐中国日本大使に教科書検
定についての申し入れを行う。

　 ▲

温首相，パキスタン，バングラデシュ，
スリランカ，インドを訪問（～12日）。11日，
シン・インド首相と会談して中印国境問題に
関する協定に調印。
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　８日

▲

上海・深圳株式市場，統一指数発表。
　９日

▲

北京で１万人規模の反日デモ。
　13日

▲

日本政府，民間業者に東シナ海ガ
ス田の試掘権を与える手続きを開始。
　15日

▲

中央政治局会議，常務委員参加の
先進性教育活動民主生活会の状況報告を聴取。
　

▲

「2004年中国国土資源公報」発表。
　16日

▲

上海で数万人規模の反日デモ。
　

▲

町村外相来訪（～18日）。反日デモにつき
李外交部長，唐家宏国務委員と会談。
　18日

▲

ハワード豪首相来訪（～19日）。
　19日

▲

日中関係情勢報告会開催。李外交
部長が報告。反日デモの鎮静化に着手。
　20日

▲

胡錦濤国家主席，ブルネイ，イン
ドネシア，フィリピンを訪問（～28日）。
　21日

▲

国務院新聞弁公室，『中国の知的財
産権保護の新たな進展』白書を発表。
　

▲

公安部，反日デモを規制する談話を発表。
　23日

▲

胡国家主席，小泉首相と会談，日
中関係の発展のための５項目の主張を提起。
　24日

▲

胡国家主席，インドネシアでのバ
ンドゥン会議50周年記念大会出席。
　26日

▲
商務部，EUによる中国製繊維製品

のセーフガード発動の可能性を非難。
　

▲
台湾の連戦国民党主席来訪（～５月３日）。

29日，胡総書記と会談。
　27日

▲

全人代常務委員会，呉儀の衛生部
長を解任。後任に高強を任命。
５月５日

▲

台湾の宋楚瑜親民党主席来訪（～
13日）。12日，胡総書記と会談。
　

▲

胡国家主席，ブッシュ米大統領と電話会
談。
　６日

▲

李外交部長，京都を訪問（～７日）。
ASEANプラス３（日中韓）外相会議と
ASEM外相会議出席。７日，町村外相と会談。
　８日

▲

胡国家主席，ロシアを訪問（～９日）。
祖国防衛戦争勝利60周年記念式典出席。

　16日

▲

小泉首相，衆議院予算委員会で「靖
国神社参拝を止める理由はない」と発言。
　

▲

温首相，米国商業会議所代表団と会見。
　17日

▲

呉副首相，日本を訪問（～23日）。
23日，緊急公務を理由に小泉首相との会談を
キャンセルして急遽帰国。
　20日

▲

国務院，６月１日から繊維製品輸
出関税引き上げを許可。
　21日

▲
武部自民党幹事長と冬柴公明党幹

事長来訪（～23日）。胡国家主席と会談。
　27日

▲

全国民族工作会議（～28日）開催。
胡総書記が重要講話。
　30日

▲

第２回東シナ海の開発問題をめぐ
る日中局長級協議，北京で開催。
６月１日

▲

国務院関税税則委員会，繊維製品
81品目の輸出関税を取り消し。
　

▲

李外交部長，ロシアを訪問（～３日）。
　

▲

グティエレス米商務長官来訪（～４日）。
薄煕来商務相と繊維摩擦等について会談。
　４日

▲

李外交部長，SCO外相会議出席。
　６日

▲

全国農村税費改革試点工作会議開催。
　７日

▲

中国政府，｢国連改革問題に対する
中国の立場に関する見解文書｣を発表。
　11日

▲

河北省定州市で暴動。村民が200～
300人の武装集団の襲撃を受けて６名死亡。
　

▲

米中通商閣僚会合が北京で開催。
　

▲

対EU繊維交渉，中国の輸出自主規制を
受けてEUセーフガードの発動方針撤回で妥
結。
　16日

▲

香港特別行政区行政長官選挙，無
投票で曾蔭権が当選。21日，国務院全体会議
で曾の長官任命を決定。
　17日

▲

バンク・オブ・アメリカ，中国建
設銀行の株式取得で合意。
　19日

▲

中国証券監督管理委員会，第２期
上場企業株式流通改革試点企業42社を発表。
　

▲

韓国の李海瓚首相来訪（～23日）。
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　30日

▲

胡国家主席，ロシアを訪問（～７月
３日）。プーチン大統領と会談。共同宣言に
調印。
　

▲

タクシン・タイ首相来訪（～７月２日）。
７月１日

▲

全人代常務委，司法部長に呉愛英，
労働社会保障部長に田成平を決定。
　

▲

中共中央，山西省党委員会書記に張宝順
を決定。
　３日

▲

胡国家主席，カザフスタンを訪問（～
６日）。SCO第５回首脳会議出席。
　

▲

第２回大メコン河流域（GMS）経済協力
首脳会議開催。温首相が開幕式で演説。
　６日

▲

胡国家主席，イギリスを訪問（～７
日）。Ｇ８出席（グレンイーグルス）。
　９日

▲

山西省人代，代理省長に于幼軍を任
命。
　

▲

ライス米国務長官来訪（～10日）。
　12日

▲

唐国務委員，北朝鮮を訪問（～14
日）。金正日総書記と会談。
　21日

▲

中国人民銀行が通貨バスケットを
参考とする新たな人民元為替レート制度への
移行と対ドルレートの2.1％切り上げを発表。
　26日

▲

第４回６カ国協議開幕（～８月７日
一時休会）。
８月１日

▲

四川省衛生局，豚連鎖菌感染被害
を発表。
　

▲

第１回米中定期高官協議開幕（～２日）。
　15日

▲

「流通業の振興に関する国務院の
若干の意見」発表。
　18日

▲

中ロ合同軍事演習「平和の使命
2005」を実施（～25日）。
　19日

▲

曾中央政治局常務委員，新疆ウイ
グル自治区を視察（～24日）。
９月１日

▲

チベット自治区成立40周年祝賀大
会開催。賈全国政協主席が重要講話。
　

▲

国務院新聞弁公室『中国の軍備管理・軍
縮・拡散防止努力』白書を発表。

　３日

▲

中国人民抗日戦争勝利60周年記念大
会開催。胡総書記が記念講話。
　５日

▲

対EU繊維輸出に関する新協定締結。
　９日

▲

胡国家主席，アメリカ，カナダ，メ
キシコを訪問。
　

▲

曾中央政治局常務委員，香港を訪問（～
12日）。香港ディズニーランド開園式出席。
　13日

▲

胡国家主席，ブッシュ米大統領と
会談，ハリケーン被害お見舞いの意を表明。
　

▲

第４回６カ国協議再開（～19日）。共同声
明発表。
　14日

▲

胡国家主席，国連創設60周年首脳
会議に出席し重要演説。プーチン・ロシア大
統領，シン・インド首相と会談。
　20日

▲

日本政府，東シナ海の天然ガス田
「天外天」での中国の生産開始に対して抗議。
　27日

▲

軍事演習「北剣2005」実施。
　29日

▲

中央政治局会議，第16期中央委員
会第４回全体会議以降の中央政治局の活動と
第11次５カ年長期計画について討議。
　30日

▲

第３回東シナ海の開発問題をめぐ
る日中局長級協議，東京で開催。
10月１日

▲

新疆ウイグル自治区成立50周年
祝賀大会開催。
　８日

▲

中共第16期中央委員会第５回全体会
議開幕（～11日）。第11次５カ年長期計画に関
する党中央提案を採択。
　

▲

呉副首相，北朝鮮を訪問（～11日）。金正
日総書記と会談。
　11日

▲

スノー米財務長官来訪（～15日）。
　12日

▲

「神舟６号」を打上げ，２度目の有
人宇宙飛行に成功。
　15日

▲

第７回20カ国財務相・中央銀行総
裁会議開幕（～16日）。胡総書記が重要講話。
　17日

▲

小泉首相，靖国神社を参拝。中国
が23日実施予定の日中外相会談をキャンセル。
　18日

▲

ラムズフェルド米国防長官来訪（～
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20日）。
　19日

▲

国務院新聞弁公室『中国の民主政
治建設』白書を発表。
　25日

▲

台湾光復60周年記念大会を北京で
開催。賈全国政協主席が重要講話。
　26日

▲

温首相，ロシアを訪問（～27日）。
第４回 SCO加盟国首相会議出席。
　

▲

胡総書記，北朝鮮を訪問（～30日）。金正
日総書記と会談。
　31日

▲

胡国家主席，べトナムを訪問（～11
月１日）。トンキン湾での油田開発合意文書
等に署名。
11月１日

▲

第９回中ロ首相定期協議開催。
　３日

▲

第10回中ロ首相定期協議開催。温首
相，フラトコフ・ロシア首相出席。
　８日

▲

胡国家主席，イギリス，ドイツ，ス
ペインを訪問（～15日）。
　

▲

米中両政府，包括的繊維協定で合意。
　９日

▲

第５回６カ国協議開幕（～11日休会）。
　18日

▲

胡耀邦同志生誕90周年記念座談会
が北京で開催され温首相が出席。曾中央政治
局常務委員が重要講話。
　

▲

中台民間航空業界組織，2006年の春節に
チャーター便運航で合意。
　

▲
胡国家主席，韓国を訪問（～19日）。アジ

ア太平洋経済協力会議（APEC）第13回非公式
首脳会議（釜山）出席。チリとの自由貿易協定
に調印。プーチン・ロシア大統領と会談。
　19日

▲

ブッシュ米大統領来訪（～21日），
胡国家主席と会談。胡国家主席，関係発展で
５項目提案。
　21日

▲

ハルビン市政府，吉林省の化学工
場爆発事故による松花江水汚染で，市内給水
停止を発表。温首相，水汚染状況の視察のた
めハルビン市を訪問。12月２日，国務院，解
振華国家環境保護総局長を解任。後任に周生
賢を任命。

　27日

▲

中共中央，チベット自治区党委代
理書記に張慶黎を任命。
　28日

▲

胡国家主席，エンフバヤル・モン
ゴル大統領と会談。
　29日

▲

中央経済工作会議開幕（～12月１
日）。
12月１日

▲

中国とインドの海軍，インド洋
で初の合同軍事演習を実施。
　４日

▲
温首相，フランス，スロバキア，チ

ェコ，ポルトガル，マレーシアを訪問（～15日）。
　６日

▲

広東省汕尾市東洲鎮で発電所建設に
反対する住民と武装警察が衝突。
　７日

▲

第２回米中定期高官協議開幕（～８
日）。
　９日

▲

李外交部長，マレーシアでの第２回
ASEAN中国外相会議出席。
　10日

▲

李外交部長，第１回東アジア・サ
ミット外相会議出席。
　12日

▲

ASEANプラス３首脳会議開催。
　14日

▲

温首相，第１回東アジア・サミッ
ト首脳会議出席。
　20日

▲

国家統計局，第１次経済センサス
の結果速報を発表。2004年の GDPを16.8％
上方修正。
　22日

▲

国務院新聞弁公室，『中国の平和的
発展の道』白書を発表。
　24日

▲

中共中央，黒龍江省党委書記に銭
運録，貴州省党委書記に石宗源，湖南省党委
書記に張春賢，重慶市党委書記に汪洋を決定。
　

▲

汪海峡両岸関係協会会長が死去。
　28日

▲

中央農村工作会議開幕（～29日）。
温首相が重要講話。
　29日

▲

全人代常務委，農業税条例廃止を
採択。交通部長に李盛霖を決定。
　31日

▲

人民解放軍，20万人員削減を完了。

245244



164

　 　国家機構図

　 　中国共産党・国家指導者名簿
 （2005年末現在）
　１．中国共産党
　⑴　第16期中央委員会
総書記 胡錦濤　　　　　　　　
中央政治局常務委員
 胡錦濤　呉邦国　温家宝
 賈慶林　曾慶紅　黄　菊
 呉官正　李長春　羅　幹
中央政治局委員 王楽泉　王兆国　回良玉
 劉　淇　劉雲山　李長春
 呉　儀　呉邦国　呉官正
 張立昌　張徳江　陳良宇

 羅　幹　周永康　胡綿濤
 兪正声　賀国強　賈慶林
 郭伯雄　黄　菊　曹剛川
 曾慶紅　曾培炎　温家宝
中央政治局候補委員
 王　剛　　　　　　　　
中央書記処書記 曾慶紅　劉雲山　周永康
 賀国強　王　剛　徐才厚
 何　勇　　　　　　　　
　⑵　中央規律検査委員会
書　記 呉官正　　　　　　　　
副書記 何　勇　夏賛忠　李至倫
 張樹田　劉錫栄　張恵新
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中 国 共 産 党  
全国代表大会 

 

全国人民代表大会 
 常務委員会 
 専門委員会 
 

国家主席 
 

中国人民政治 
協 商 会 議  
全 国 委 員 会  
 
常務委員会 

 

中　　央 
規律検査 
委 員 会 

 

中央委員会 
 総書記 
 中央政治局 
 常務委員会 

中央書記処 
 

党 
中央軍事 
委 員 会 

国　　家 
中央軍事 
委 員 会 

 

人民解放軍 
 総参謀部 
 総政治部 
 

総装備部 
 

総後勤部 

国務院 
 

各部・ 
委員会 

最　　高 
人民法院 

各　　級 
人民法院 

最　　　高 
人民検察院 

 

各　　級 
人民代表 
大　　会 

 

中国人民政治 
協 商 会 議 
各級委員会 

 

各　　級 
党委員会 

大軍区司令部 
 

各　　級 
人民政府 

各局・庁 
・委員会 

海軍・空軍 
・第二砲兵 

各　　　級 
人民検察院 
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 劉峰岩　　　　　　　　
　⑶　中央軍事委員会
主　席 胡錦濤　　　　　　　　
副主席 郭伯雄　曹剛川　徐才厚
委　員 梁光烈　李継耐　廖錫龍
 陳炳徳　喬清晨　張定発
 靖志遠　　　　　　　　
　⑷　中央直属機関
中央弁公庁主任 王　剛
中央組織部長 賀国強
中央宣伝部長 劉雲山
中央統一戦線工作部長 劉延東
中央対外連絡部長 王家瑞

　２．国家最高機関
国家主席 胡錦濤
国家副主席 曾慶紅
全国人民代表大会常務委員会委員長 呉邦国
中国人民政治協商会議主席 賈慶林
国務院総理 温家宝
国家中央軍事委員会主席 胡綿濤
最高人民法院院長 蕭　揚
最高人民検察院検察長 賈春旺

　３．人民解放軍
総参謀長 梁光烈
総政治部主任 李継耐
総後勤部長 廖錫龍
総装備部長 陳炳徳
海軍司令員 張定発
空軍司令員 喬清晨
第二砲兵司令員 靖志遠

　４．国務院
総理 温家宝
副総理 黄　菊　呉　儀　曾培炎　回良玉
国務委員 �周永康　曹剛川　唐家璈　華建敏＊1，

 陳至立
外交部部長 李肇星
国防部部長 曹剛川
国家発展改革委員会主任 馬　凱
教育部部長 周　済
科学技術部部長 徐冠華
国防科学技術工業委員会主任 張雲川
国家民族事務委員会主任 李徳洙
公安部部長 周永康
国家安全部部長 許永躍
監察部部長 李至倫
民政部部長 李学挙
司法部部長 呉愛英
財政部部長 金人慶
人事部部長 張柏林
労働社会保障部部長 田成平
国土資源部部長 孫文盛
建設部部長 汪光燾
鉄道部部長 劉志軍
交通部部長 李盛霖
信息（情報）産業部部長 王旭東
水利部部長 汪恕誠
農業部部長 杜青林
商務部部長 薄熙来
文化部部長 孫家正
衛生部部長 高　強
人口計画生育（出産）委員会主任 張維慶
中国人民銀行行長 周小川
審計（会計検査）署審計長 李金華
国有資産監督管理委員会＊2主任 李榮融

＊１　国家行政学院院長を兼務
＊２　直属特設機構
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　 　各省，市，自治区首脳名簿（2005年末現在）

省・市・
自治区

党委員会
書　　記

省　長
市　長
主　席

人代常務
委員会主任

省・市・
自治区

党委員会
書　　記

省　長
市　長
主　席

人代常務
委員会主任

北　京
天　津
河　北
山　西
内モン
ゴル　
遼　寧
吉　林
黒龍江
上　海

江　蘇

浙　江
安　徽
福　建
江　西

山　東

河　南

劉　淇
張立昌
白克明
張宝順
儲　波
李克強
王雲坤
銭運録
陳良宇

李源潮

習近平
郭金龍
盧展江
孟建柱

張高麗

徐光春

王岐山
戴相龍
李允石
于幼軍㈹
楊　晶
張文岳
王　珉
張左己
韓　正

梁保華

呂祖善
王金山
黄小昌
黄智権

韓寓群

李成玉

于均波
房風友
白克明
（空席）
儲　波
李克強
王雲坤
宋法棠
龔学平

李源潮

習近平
郭金龍
廬展江
孟建柱

張高麗

徐光春

湖　北
湖　南
広　東
広　西
海　南
重　慶
四　川
貴　州
雲　南

チベット

陝　西
甘　肅
青　海
寧　夏

新　疆

兪正声
張春賢
張徳江
曹伯純
汪嘯風
汪　洋
張学忠
石宗源
白恩培

張慶黎㈹

李建国
蘇　栄
趙楽際
陳建国

王楽泉

羅清泉
周伯華
黄華華
陸　兵
衛留成
王鴻挙
張中偉
石秀詩
徐栄凱
シャンバ
ビンツオ
陳徳銘
陸　浩
宋秀岩
馬啓智
イスマイ
ル・ティリ
ワルディ

楊永良
楊正午
黄麗満
曹伯純
汪嘯風
黄鎮東
張学忠
銭雲録
白恩培

列　確

李建国
蘇　栄
趙楽際
陳建国

アブドライ　
ム・アミティ

（注）（代）は代理
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主要統計 中　　国　2005年　

　１　基礎統計

　（出所）　『中国統計年鑑 2005』および国家統計局発表による。

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
人 口（万人）
　就 業 人 口（万人）
消費者物価上昇率（％）
都市部失業率（％）
為替レート（１ドル＝元，平均）

125,786
 71,394
   -1.4
    3.1
 8.2783

126,743
 72,085
    0.4
    3.1
 8.2784

127,627
 73,025
    0.7
    3.6
 8.2770

128,453
 73,740
   -0.8
    4.0
 8.2770

129,227
 74,432
    1.2
    4.3
 8.2770

129,988
 75,200
    3.9
    4.2
 8.2768

130,756
　　 …
   1.8
   4.2
 8.1917

　２　国内総支出（名目価格） （単位：億元）

　（出所）　『中国統計年鑑 2005』。ただし2004年経済センサスに基づく改定を反映していないため，今後
大幅な修正が予想される。

2000 2001 2002 2003 2004 2005
最 終 消 費
　民 間 消 費
　政 府 消 費
総 資 本 形 成 額
財・サービス純輸出額
国 内 総 支 出 額

54,601
42,896
11,705
32,500
 2,240
89,341

58,927
45,898
13,029
37,461
 2,205
98,593

 62,799
 48,882
 13,917
 42,305
  2,794
107,898

 67,494
 52,679
 14,764
 51,383
  2,686
121,311

 75,438
     …
     …
 62,875
  4,079
142,394

…
…
…
…
…
…

　３　産業別国内総生産（名目価格） （単位：億元）

　（注）　＊穀物，豆類，イモ類。
　（出所）　『中国統計年鑑 2005』および国家統計局発表による（国内総生産は2004年経済センサスに基づ

く改定値）。

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業

14,548
41,034
34,095

14,716
45,556
38,942

 15,516
 49,512
 44,627

 16,239
 53,897
 50,197

 17,068
 62,436
 56,318

 20,956
 73,904
 65,018

 22,718
 86,208
 73,395

国 内 総 生 産
国 民 総 生 産

89,677
　　…

99,215
　　…

109,655
 　　…

120,333
　　 …

135,823
　　…

159,878
　　 …

182,321
　　…

食糧＊生産量（万トン）
１人当たりGDP（元）

50,839
 7,129

46,218
 7,828

 45,264
  8,592

45,706
 9,368

 43,070
 10,510

 46,950
 12,299

 48,401
 13,944

　４　産業別国内総生産成長率 （％）

　（出所）　表３に同じ。

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業
国 内 総 生 産

2.8
8.1
9.3
7.6

2.4
9.4
9.7
8.4

 2.8
 8.4
10.2
 8.3

 2.9
 9.8
10.4
 9.1

 2.5
12.7
 9.5
10.0

 6.3
11.1
10.0
10.1

 5.2
11.4
 9.6
 9.9
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　５　国・地域別貿易 （単位：億ドル）

　（出所）　2004年までは『中国統計年鑑 2005』，2005年は海関総署。

2003 2004 2005
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

E U
　ド イ ツ
ア メ リ カ
日 本
香 港
A S E A N
韓 国
台 湾
そ の 他

  721.5
  174.4
  924.7
  594.1
  762.7
  309.3
  201.0
   90.1
  778.9

  530.6
  242.9
  338.6
  741.5
  111.2
  473.3
  431.3
  493.6
1,007.5

1,071.6
  237.6
1,249.4
  735.1
1,008.7
  429.0
  278.1
  135.4
1,025.8

  701.2
  303.7
  446.6
  943.3
  118.0
  629.8
  622.3
  647.6
1,503.5

1,437.1
  325.3
1,629.0
  840.0
1,244.8
  553.7
  351.1
  165.5
1,073.5

  740.0
  307.2
  487.3
1,004.5
1,222.7
  750.0
  768.2
  746.8
  574.5

合 計 4,382.3 4,127.6 5,933.3 5,612.3 7,620.0 6,601.2

　６　国際収支 （単位：億ドル）

　（出所）　『中国統計年鑑』各年版，2005年上半期は国家外貨管理局発表。

2002 2003 2004 2004上半期
貿 易 収 支
　輸 出
　輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支

   441.7
 3,256.5
-2,814.8 
   -67.8
  -149.5
   129.8

   446.5
 4,382.7
-3,936.2
   -85.7
   -78.4
   176.3

   589.8
 5,933.9
-5,344.1
   -97.0
   -35.2
   229.0

   542.3
 3,424.5
-2,882.3
   -39.3
    48.7
   120.9

経 常 収 支    354.2    458.7    686.6    672.6
資 本・金 融 収 支
　資 本 収 支
　金 融 収 支
　　直 接 投 資
　　　流 出
　　　流 入
　　証 券 投 資
　　　資 産
　　　負 債
そ の 他 投 資
　　　資 産
　　　負 債

   322.9
    -5.0
   323.4
   467.9
   -25.2
   493.1
  -103.4
  -120.9
    17.5
   -41.1
   -30.8
   -10.3

   527.3
    -0.5
   527.7
   472.3
   -82.8
   555.1
   114.3
    29.8
    84.4
   -58.8
  -179.2
   120.4

 1,106.6
    -0.7
 1,107.3
   531.3
   -18.1
   549.4
   196.9
    64.9
   132.0
   379.1
    19.8
   359.3

   383.0
    21.5
   361.4
   224.8
   -39.0
   263.7
    -9.7
   -84.6
    74.9
   146.3
  -180.9
   327.2

誤 差 脱 漏     77.9    184.2    270.5    -51.1
準 備 資 産   -755.1 -1,170.2 -2,063.6 -1,004.5

　７　国家財政 （単位：億元）

　（出所）　『中国統計年鑑 2005』，2005年は全人代での財政報告による。

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
　国内公債・国債
　海外借り入れ

11,444
13,188
-1,744
 3,715
 3,715
     0

13,395
15,887
-2,491
 4,180
 4,157
    23

16,386
18,903
-2,517
 4,604
 4,484
   120

18,904
22,053
-3,150
 5,679
 5,679
     0

21,715
24,650
-2,935
 6,154
 6,033
   121

26,356
28,361
-2,005
 6,879
 6,726
   145

31,628
33,708
-2,080
　　…
　　…
　　…

p.254

p.260

p.275

p.284

p.288

p.291
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中 国
中華人民共和国

面 積 ９６０万裄

人 口 １３億１４４８万人（２００６年未）

首 都 北京

言 語 中国語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

宗 教 道教，仏教，イスラーム教，キリスト教

政 体 社会主義共和制

元 首 胡錦濤国家主席

通 貨 元（１米ドル＝７．８０８７元，２００６年末現在，

中国人民銀行公布の中間レート。対日は

２００６年末で１元＝１５．２４円）

会計年度 暦年に同じ



「調和のとれた社会」実現への模索

まつもと か いま い けんいち

松本はる香・今井健一

概 況

胡錦濤政権は来る２００７年秋の第１７回党大会に向けて国内の権力基盤を固めつつ

あるなかで，中国共産党政府の「戦略的任務」として「調和のとれた社会」の実現を

掲げる方針を固めた。また，対外関係においては，引き続き平和的発展の道を堅

持して，善隣友好外交を展開している。特に，北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協

議をはじめ，上海協力機構（SCO），東南アジア諸国連合（ASEAN）との協力，ア

フリカとの関係強化等を通じて，多国間協調外交に注力している。

経済は外需の大幅な伸びに支えられ，前年を上回る１０．７％の成長を達成した。

人民元の対ドル為替レートのゆるやかな上昇は輸出に顕著な影響を与えず，貿易

黒字は前年比約７００億訐増の１７１５億訐に達した。急速な元高進行を懸念する通貨

当局による元売りドル買い継続の代価として，国内の流動性膨張は抑制困難な状

況にある。不動産市場の規制強化を契機として余剰資金の行き先は株式市場へシ

フトし，株価は年央から急騰を開始した。経済が好況に沸く一方，所得格差是正

や社会保障制度整備，省エネ・環境対策など社会政策にかかわる課題については，

十分な成果が挙がっているとはいえない。持続する高度成長をいかにして「調和

のとれた社会」の実現に結びつけていくかが，中長期的な経済政策運営の主題と

なりつつある。

国 内 政 治

胡政権は来る２００７年秋の第１７回党大会に向けて，自らの権力基盤の強化を進め

ている。胡は「調和のとれた社会」の実現を前面に掲げて，貧富の格差，農村問題，

党幹部の腐敗・汚職といった深刻化する社会矛盾の改善を呼び掛けている。しか

し，都市部と農村部の格差の問題は深刻化している。これに対応すべく，第１１次

５カ年計画では，中国の発展戦略における「新農村の建設」が最重要課題のひとつ

１２０
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に掲げられた（「経済」の項参照）。

国内政治には依然として不安定要因も残る。中央・地方政府に対する異議申し

立ての件数は年々増加しているといわれている。また，公安部は２００６年１月から

９月までに全国の公安部門が処理した民衆による集団暴動事件（中国語では「群体

性事件」）は１万７９００件で，対前年度同期比２２．１％減という公式発表を行った。だ

が，事件件数の減少という発表は当局の隠蔽体質を反映しているもので，むしろ

集団暴動事件は急増しているという見方が有力である。また，国内における言論

統制の動きも強まっている（国内政治の別項「強まる言論統制」参照）。

「社会主義栄辱観」の提起

２００６年３月４日，胡錦濤総書記は第１０期全国人民代表大会第４回会議（全人代）

開幕に先立って「社会主義栄辱観」を提起した。これは，胡総書記がモラル向上の

キャンペーンの一環として，バランスのとれた持続可能な発展を目指す「科学的

発展観」や，党幹部の執政能力強化のための再教育や腐敗・汚職の撲滅を唱える

「先進性保持教育」等を打ち出したことに続く新しいスローガンである。

「栄辱」とは道徳の基準「八栄八恥」（８つの誇りと８つの恥）を指し，「八栄」とは

祖国熱愛，人民奉仕，科学尊重，勤勉労働，団結互助，誠実信用，法律遵守，刻

苦奮闘を，「八恥」とは祖国損壊，人民背離，愚昧無知，安逸怠惰，私利私欲，道

義忘却，法律無視，贅沢淫乱を指す。胡政権は「八栄」を高め，「八恥」を改めるこ

とを呼び掛け，高度成長の影で蔓延する社会格差，拝金主義，不正腐敗等を食い

止めようとしている。なお，「社会主義栄辱観」は日常の行動規範として示された

ものであるが，その影響力は多岐に及んでいる。４月には中国の大手ネット企業

数十社が異例の共同声明を発表して，「社会主義栄辱観」に基づき反道徳的，反社

会的な言論を自発的に統制していくことを表明した。

党中央の公式決定となった「調和のとれた社会」の実現

従来，胡政権は「調和のとれた社会」（原語では「和諧社会」）の実現の必要性を説

いてきた。「調和のとれた社会」とは，都市と農村の発展，経済と社会の発展，人

と自然の調和のとれた発展，国内発展と対外開放がバランスの良い社会を建設す

ることを意味する。胡政権は，「調和のとれた社会」の実現によって，高度成長の

影にある貧富の格差，農村問題，党幹部の汚職腐敗といった深刻化する社会矛盾

の改善を呼び掛けてきた。２００６年１０月には中共第１６期中央委員会第６回全体会議

２００６年の中国
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（６中総会）において，「調和のとれた社会」の実現を，中国共産党政府の「戦略的任

務」として位置づけることが公式決定された。これにより「調和のとれた社会」が

政権路線の基調をなすことになり，２０２０年までに格差拡大を是正する目標を掲げ

た。いわば鴆小平のもとで推進された改革開放路線下の「先富論」（先に豊かにな

れるところから豊かになるべきである）が結果的に生み出した社会の格差を是正

するためのキーワードとして提起されたのが「調和のとれた社会」である。また，

かつての経済成長一辺倒や「勝ち組」優遇に代表されるような前任者の江沢民の政

権運営のアンチテーゼとして提起されたという側面もある。いずれにせよ，今回

党中央の戦略的任務として「調和のとれた社会」が位置づけられた背景には，社会

格差の問題が政権運営を揺るがすほどに深刻化していることがあるといえよう。

先進性保持教育の終了と腐敗・汚職問題の頻発

２００６年６月３０日，中国共産党創立８５周年を祝して，共産党員先進性保持教育活

動総括大会が開催された。同大会において胡総書記が重要演説を行い，先進性保

持教育活動の成果を総括するとともに，同活動がほぼ終了したことを宣言した。

先進性保持教育は党幹部の執政能力強化のための再教育や腐敗や汚職の撲滅のた

めのキャンペーンであり，２００５年からおよそ２年間にわたって，以下の３つの時

期に分けられて共産党員６８００万人全員を対象に各レベルに分けて実施されてきた。

第１期（２００５年１～６月）は，主に全国の県レベルおよび県レベル以上の中国共産

党と政府の機関および企業と事業団体を対象に実施された。第２期（２００５年６～

１２月）は，居民委員会などの都市の基層組織や郷鎮の機関を対象に実施された。

第３期（２００６年１～６月）は農村基層を対象として実施された。

しかし，先進性保持教育活動の終了とはうらはらに，大物の政府関係者の腐

敗・汚職事件が相次いだ。例えば，２００６年６月には北京市副市長の劉志華が不正

な土地取引により免職処分となった。また，同月末には中国海軍副司令員の王守

業が収賄および公金流用の容疑で解任され，死刑判決を受けた。さらに，９月に

は上海市のトップである陳良宇党委書記が上海市の社会保険基金をめぐる汚職事

件に関与したとして解任され，同時に中央政治局委員の職務も停止された。

上海市トップの陳宇良解任事件

一連の汚職事件の摘発については，純然たる汚職事件として捉えるべきなのか，

あるいは権力闘争の一部として捉えるべきなのかについては諸説入り乱れている。

「調和のとれた社会」実現への模索
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とりわけ，上海市党委書記の陳良宇の汚職事件に関しては，胡政権の権力闘争の

一環という憶測が国内外で飛び交った。同事件は，２００６年９月２４日，上海市党委

書記の陳良宇が社会保険基金３２億元の不正流用の容疑で解任された。具体的には，

陳良宇が贈賄側の投資業者に高速道路建設費を融資させて，建設予定地の収用に

便宜を払ったとされている（「経済」の項参照）。同事件では関係者５０人余りの市幹

部が拘束されたともいわれている。

陳を処分した中央政府の意図はどこにあったのだろうか。第１には，党・政府

幹部に対する汚職の取り締まりを強化することにあると見られる。近年，党・政

府幹部の腐敗・汚職に対する民衆の不満が高まっている。もちろん，幹部の資産

に対する監督の強化といった監督制度の整備等も進められているものの，未だ十

分機能しているとはいい難い。このため，中央政府は中央政治局委員という要職

にあった陳の職務停止によって，腐敗・汚職の取り締まりを実行していく決然た

る意志を示そうとしたのである。それと同時に，地方の大物幹部でもあった陳の

「見せしめ」的な処分によって，他の幹部の規律引き締めの効果も狙ったのではな

いだろうか。第２には，胡錦濤に抵抗する勢力の排除にあると見られる。まずは，

来る２００７年秋の第１７回党大会に向けて，胡が自らの権力基盤の強化を進めるなか

で，江沢民を中心とする「上海閥」の出身者である陳の駆逐を図ったという見方が

できる。さらにいえば，中央と地方の経済路線対立という要因も考慮に入れるべ

きであろう。地方に対するマクロ統制能力の強化を進めている中央政府の経済路

線に対して，真っ向から反対して成長重視路線を説く急先鋒がまさに陳だったの

である。

胡錦濤の政権基盤強化と『江沢民文選』の刊行

第１７回共産党大会へ向けて，胡錦濤総書記就任以来の大規模な人事異動が進ん

でおり，特に地方の省レベルにおける党委員会書記や省長の異動が活発化してい

る。また，胡の側近，すなわち１９８２年から１９８５年までの時期に，共産党青年団

（共青団）中央で胡とともに仕事をしていた人々の登用も徐々に増えている。例え

ば，地方の省レベルでは，張宝順・山西省書記（共青団１９８２～１９９１年在籍），李克

強・遼寧省書記（共青団１９８３～１９９８年在籍），李源潮・江蘇省書記（共青団１９８３～

１９９０年在籍），劉奇葆・広西省書記（共青団１９８５～１９９３年在籍），張慶黎・チベッ

ト自治区書記（共青団１９８３～１９８６年在籍）等である。近い将来，このような胡錦濤

の側近たちが地方政府を経て中央政府へ進出する可能性が高い。
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２００６年８月１０日には『江沢民文選』（１～３巻）が刊行された。同書は，江沢民が

次官級ポストに就任した１９８０年８月から，党中央軍事委員会を引退する２００４年９

月までの業績に関する文書や演説等合計２０３編を収録している。文選の出版は，

毛沢東，鴆小平に次ぎ，第３世代の指導者の文選出版は今回が初めてとなった。

同月１５日には党中央が『江沢民文選』学習報告会を開催して，胡総書記・国家主

席・中央軍事委員会主席が重要講話を行い「『江沢民文選』の学習は，現在および

今後の一定時期の思想政治建設，党員幹部の理論学習訓練における重要な任務で

ある」と強調するとともに，同書を必読学習文書に決定した。

胡政権は『江沢民文選』の刊行を通じて，江沢民が「歴史的指導者」であることを

内外に喧伝した。これは一見すると江の権威に対する配慮にも見えるものの，そ

れと同時に，江が既に「過去の人」であることをことさら強調する効果を狙ったも

のと見られる。さらに，これを機に胡が江を最大限尊重していることをアピール

しつつも，秋の党大会の人事において江グループ排除の姿勢を一層強めるという，

いわば「誉め殺し」的な措置を取るのではないかという見方が有力である。

強まる言論統制

２００６年１月２４日，共産党中央宣伝部によって週刊誌『冰点周刊』が停刊処分にさ

れ，翌月には同雑誌編集長である李大同が解任された。停刊処分の発端は，同誌

（２００６年第５７４期）が袁偉時・中山大学教授の論文「現代化と歴史教科書」を掲載し

たことにある。袁教授は同論文のなかで「２０世紀の１９７０年代末，反右派，大躍進，

文化大革命の３大災難を経験した人々は，これらの災難の根源のひとつが『われ

われは狼の乳で成長した』ことにあると痛切に感じている。そして，偶然，われ

われの中国歴史教科書を一読して驚愕したことは，『われわれの青少年がいまな

お狼の乳で成長している』ことだ」と論じた。すなわち，中国の歴史教科書の内容

が狭隘な愛国主義的内容に満ちていると批判するとともに是正の必要性を主張し

たのである。停刊処分に対する内外の非難の声が高まったことから，間もなく

『冰点周刊』は３月１日に復刊となったが，復刊第１号には袁教授の論文批判の特

集が組まれた。また，その際に袁教授が改めて執筆した反論については，同誌が

掲載を拒否した。中国当局が厳しい処分を下した理由には，今回の一連の出来事

が歴史問題という機微な問題にかかわるという側面があったことは否めない。し

かし，学術論争をも封じ込めようとする現政権の強硬な姿勢に対して，知識人の

間で不信感が強まっているものと見られる。

「調和のとれた社会」実現への模索
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『冰点周刊』停刊の顛末に象徴されるように，胡政権下における言論統制の動き

が目立っている。９月１３日には，中国共産党および国務院が「国家文化発展計画

要綱」を交付して，中国全土のメディア管理の強化の方針を打ち出した。そこに

は外国通信社が中国国内向けに発信する情報の内容について，事前に新華社の許

可を義務付けるという規則も含まれている。また，同月初旬にはインターネット

の特別取り締りのキャンペーンが開始され，違法・有害サイトの閉鎖に加えて，

反体制的なサイトの摘発等も実施された。目下のところ，胡政権は社会の不安定

化を防ぐために「イデオロギー管理の強化が不可欠である」と説明しているが，言

論統制の強化の背景には，体制維持に対する危機感が見え隠れする。

香港――来る行政長官選挙に向けた対抗軸の形成

２００５年３月，香港特別行政区行政長官の董建華（当時）が，２００７年の第２期目の

任期満了を待たずに辞職して，長官代行に親中国派と目される曽蔭権が就任した。

改めて２００７年３月に行政長官選挙が実施されるのに先立って，２００６年１２月，香港

行政長官の選出母体である選挙委員会の選挙が実施された。ちなみに現下では，

行政長官の選出は直接選挙ではなく，定数８００人の選挙委員会の枠内で実施され

ている。今回の選挙委員会の選挙では，香港の民主化を支持する民主派の当選者

数が，行政長官擁立の最低要件の選挙委員１００人という推薦人数を初めて上回り，

現民主派勢力は１３４人となった。これにともない，来る行政長官選挙における曽

蔭権の無投票再選の可能性も取り沙汰されていたが，民主派が対抗馬を擁立する

ことが可能となり，民主派の公民党から梁家傑立法会議員を擁立することがほぼ

確実な情勢となった。公民党は２００６年３月，民主主義や直接選挙を支持する有識

者によって結党された新政党である。目下のところ，中国政府が香港の情勢を静

観しているのは，曽の再選を確実視していることに因るところが大きいといえよ

う。しかし，民主派の勢力はこれをひとつの契機として，香港市民の民主化運動

を進めていく構えを見せており，中国に対する新たな対立軸が形成されつつある。

台湾――台湾最大の野党国民党との接触

最近，中国政府は台湾企業の大陸投資の積極的な呼び込みを通じて，中国との

対話を拒否している民進党の陳水扁政権を孤立化させようとしている。その一環

として，２００６年４月１４～１５日，台湾最大野党の国民党名誉主席の連戦を招待して，

両岸経済貿易フォーラムを開催した。１６日には胡錦濤総書記が北京の人民大会堂
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で連主席と会談を行った。国共両党主席の会談上，胡総書記は「１つの中国」原則

を中台双方が認めた「１９９２年コンセンサス」を堅持することが，平和的な発展と共

栄を実現へと繋がると強調するとともに，中台間の経済協力関係の拡大を呼び掛

けた。

「１９９２年コンセンサス」について，中国側は未だこれに関する公式的な明言は避

けているが，当時の台湾政府関係者の説明によれば，１９９２年に中国と台湾の間で

対話が行われた際に「一個中国，各自表述」（中国は１つだが，その意味は各々が

解釈して表現する）という合意に達したことを指す。しかし，そもそも中台が同

コンセンサスの合意に達した時点から双方の定義が異なっていたものと見られる。

中国当局としてはむしろ時機を見て台湾を中華人民共和国に吸収することを望み，

また，台湾当局としては中国側主導の統一を避けたいのが実状である。このため，

友好ムードを最優先とする今回の国共両党主席の会談上では，定義の違いを浮き

彫りにすることは敢えて避け，同コンセンサスの重要性を確認することにとどめ

たのである。

国共両党主席の会談は言わばレームダック化が進む陳水扁政権下の与野党間の

抗争の渦中で実現した。だが，野党国民党が台湾内の総意を踏まえないままの状

態で中国との接触を継続すれば，将来的に中国側のペースで統一交渉が進む可能

性も出てくる。 （松本）

経 済

国家統計局は２００６年からGDP統計の発表方式を変更し，速報値（翌年初）・確

報値（翌年中期）・確定値（翌々年初）の３段階に分けて発表する方式を採用した。

速報値で９．９％とされていた２００５年の実質成長率は確報値では１０．２％，確定値で

は１０．４％と相次いで上方修正された。

２００６年の成長率は，速報値では１０．７％とされている。過去の例から見て，最終

的な確定値ではこれを上回る可能性が高い。２００１年以来すでに６年にわたって，

成長の加速局面が持続してきたことになる。これは改革初期の６年（１９７９～１９８４

年）に並ぶ記録であるが，２００１～２００６年の平均成長率は１０．０％と，過去のいずれ

の景気拡大期をも上回る高水準である。

２００６年に経済成長が引き続き加速したことは，前年末から当年初にかけての国

内外の予想を完全に裏切る結果となった。前年下半期には鉄鋼業・自動車産業な

「調和のとれた社会」実現への模索
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ど高投資業種で供給過剰が表面化し，収益の伸びが顕著に落ち込んでいたことか

ら，２００７年の成長率は９％台ないしそれ以下に低下するという見方が主流だった。

成長加速維持の最大の要因は，外需が予想を著しく上回る伸びを示したことと，

投資の伸び率がわずかな低下に留まったことにある。

投資主導の高成長の持続と対外不均衡の拡大を背景に，中国政府は２００６年を初

年度とする第１１次５カ年計画で，環境保護・社会保障にかかわる目標を経済目標

以上に強調するという大きな方針転換を行った。雇用創出に十分な成長を維持し

つつ社会環境の改善を進めるという政策課題は，党・政府にとり一層重要性を増

してきている。

第１１次５カ年計画（２００６～２０１０年）の始動

第１０次５カ年計画期（２００１～２００５年）に中国は，景気動向の大きな転換を経験し

た。１９９０年代末に事実上の景気後退に陥っていた経済は，２００１年を境に，不動産

部門，素材部門，自動車産業などを中心とする投資の急拡大に牽引され，再び成

長の加速軌道に乗った。期間中の平均成長率は，目標の７％を大きく超える９．５％

に達している。都市では世帯１人当たり可処分所得の平均伸び率が目標の２倍近

い９．６％を実現し，失業率や雇用創出，世帯１人当たり居住面積でも目標を超過

達成するなど，高度成長は生活水準の著しい向上という恩恵をもたらした。一方，

農村世帯１人当たり純所得の年平均伸び率は目標をわずかに上回る５．３％に留ま

り，都市・農村の格差拡大傾向に歯止めをかけることはできなかった。さらに主

要汚染物質排出量の削減や研究開発費の対GDP比率は目標に届かず，成長の

「質」を向上させるという政府の意図は十分実現されたとはいえない結果となった。

こうした経緯を反映して策定され，２００６年３月の全人代で採択された「国民経

済・社会発展第１１次５カ年計画要綱」（２００６年～２０１０年）は，従来の５カ年計画と

比較して，いくつかの注目すべき特徴を具えたものとなった。

第１に，中国語原語の従来の呼称である「計劃」が，「規劃」に改められたことで

ある。「規劃」は日本語の「構想」ないし「ビジョン」に近いニュアンスで用いられて

おり，５カ年計画がすでに計画経済の下での指令的な「計画」という性格を失って

いるという既成事実を反映したにすぎない（ここでは定訳に従い，単に「計画」と

訳している）。

第２に，経済にかかわる政策課題だけでなく，環境保護や社会保障など社会政

策にかかわる課題に重点を置いている。この傾向自体は第１０次計画を引き継いだ
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ものだが，第１１次計画では農村支援，社会保障，環境保護などを財政支出の優先

対象とすることを明文化した。さらに，５カ年計画では初めて，人口規模，単位

GDP当たりのエネルギー消費量削減，単位鉱工業付加価値当たりの水使用量削

減，都市基本年金加入者数，農村共同医療制度普及率などの社会政策関連の目標

を，法的拘束力のある「拘束的目標」（原語では「約束性目標」）として，それぞれの

関係省庁と地方政府にその達成を義務付けることを定めており，前回計画と比較

して社会政策にかかわる課題へのシフトを一層強めたといえる。

第３に，第１０次計画と比較して特定の課題・目標・プロジェクト等に関する記

述が増え，上記の「拘束的目標」の導入とあわせて，具体性・実効性を重視する性

格を強めている。この点は，第１０次計画が従前の計画と比較して大幅に簡素化さ

れてビジョン的な性格を強めたのとは対照的な変化として，注目に値する。なお

国務院は８月末，第１１次計画の「拘束的目標」と重点プロジェクト，および改革関

連の政策課題の推進に責任を負う省庁を明示し，「制約目標」の達成度を各地の地

方政府幹部の業績評価に反映させることを定める通知を発布した。

第１０次５カ年計画は，１９９８年の第１次行政改革で旧国家計画委員会が国家発展

計画委員会に改組され産業政策関連の権限が国家経済貿易委員会に移管されたこ

とで，５カ年計画の策定主体と産業政策の実施主体が分離するという状況の下で

策定された。その後２００３年に実施された第２次行政改革で国家経済貿易委は解体

され，産業政策関連の権限は国家発展改革委（発展計画委から改称）の手に戻った。

第１１次計画が前回計画と比較して具体性・実効性重視の性格を強めたのは，国家

発展改革委の権限の相対的な強化の表れであることは疑いない。

だがこのことは必ずしも，市場経済化に逆行する流れを意味するものではない。

第１１次計画の執行体制に関する規定では，市場経済の通念としての公共政策に政

府の重点を置くことが，従来にない明確な表現で強調されている。上に挙げた第

１１次計画の特徴は，市場経済に適応した役割限定型の政府という新たな理念が台

頭する一方で，経済・社会の発展の主導者としての政府の役割を重視する伝統的

な理念が依然として根強いという，現在の党・政府体制に内在する矛盾を反映し

たものであるといえよう。

マクロ経済の動き――高まる外需依存度

投資ブームが高潮期を迎えた２００３年以来，固定資本投資は対GDP比で４０％を

超える高水準を維持してはいるものの，伸び率はゆるやかに低下してきている。

「調和のとれた社会」実現への模索
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２００６年の固定資本投資は１０兆９８７０億元に達した（速報値）。ドル換算では約１兆

４０００億訐に相当し，すでに絶対額で日本を約４割上回る。だが伸び率では２４．０％

増（名目）と，前年比で２ポイ
ントの減速となった。都市部の地区別固定資本投資では，

中部地区が前年比３３．１％増と急拡大を維持しているほかは，東部地区が２０．６％，

西部地区が２５．９％と，それぞれ前年から３．４ポイントと４．７ポイントの低下を見た。

国家統計局は２００６年９月公刊の『中国統計年鑑』で，GDPの実質成長率に対す

る各需要項目（最終消費，資本形成，商品・サービスの純輸出）の寄与率の公式推

計を初めて公表した（寄与率＝各需要項目の増分÷GDPの増分）。同推計は２００１

年以降の成長加速が資本形成の急拡大に牽引されてきたことを裏付ける一方，資

本形成の寄与率が２００３年をピークに漸減しているという注目すべき傾向を明らか

にした。最終消費の寄与率は２００４年にいったん高まったが，２００５年には再び低下

した。同年に内需全体（＝最終消費＋資本形成）の寄与率が低下したにもかかわら

ず実質GDPの成長率が引き続き上昇したのは，外需（＝商品・サービスの純輸

出）が内需の減速を補って余りある高い伸びを示したためである。２００５年の外需

寄与率は２５．８％と，国内市場が低迷した１９９７年以来の高水準となっている。

２００６年には商品輸出の伸びはやや鈍ったものの，依然として輸入の伸びを大き

く上回り，貿易黒字は前年比６８．０％増の１７１５億訐に達した。国民経済統計の固定

資本投資伸び率が投資統計を大幅に下回るなど公式統計の信頼性に対する疑問は

残るものの，経済成長の外需への依存度が２００５年から２００６年にかけて一層高まっ

たことは，ほぼ確実と見てよいだろう。

引き締め政策をめぐるディレンマ

２００４年以降本格化した引き締め政策では，投資の伸びが突出して高い特定の業

種に的を絞った，行政手段による投融資の抑制が実施されてきた。その対象と

なってきたのは，鉄鋼・建材など素材関連と自動車を中心とする製造業部門，石

炭を中心とするエネルギー部門，そして不動産部門である。これらの重点規制業

種のなかでも自動車，鉄鋼，建材は，２００５年上半期前後から供給過剰が表面化し，

収益の大幅な低下に直面していた。

前年末には国家発展改革委を中心に投資抑制を再強化する政策が相次いで打ち

出されていたが，２００６年第１四半期には銀行新規貸出が年度目標の５０％を超え，

固定資本投資の伸びが前年同期を５ポイ
ント近く上回る２７．７％に達するなど，投資拡大

はさらに加速する傾向を示した。第２四半期にも拡大傾向は続き，新規貸出の年
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度目標は８月には速くも突破された。こうした事態に対応して政府は，行政手段

と金融政策の双方を総動員し，引き締めをさらに強化する姿勢を示した。

国務院は国家発展改革委の具申に基づき３月２０日に，鉄鋼，電解アルミ，自動

車，セメント，石炭，電力など１１業種を「生産能力過剰業種」に指定する通知を各

省庁・地方政府向けに発出し，これらの業種の新規プロジェクトを厳しく抑制す

ることと，現有能力の改造・再編を進めることを求めた。８月には国家発展改革

委・中国銀行業監督管理委員会など関連省庁が「新規着工プロジェクトの整理政

策に関する指針」を発表した。同「指針」では地方政府に対して，８月末を期限と

して上半期に着工した１億元以上の投資案件（鉄鋼，自動車，電力など重点規制

案件は３０００万元以上）に対する検査を行い，参入規制，土地認可，環境アセスメ

ントなどの規制に違反する案件については，工事中止など厳しい措置をとること

を指示した。これと平行して，投資の伸びが大きい地方・業種に対しては，中央

政府の派遣した調査チームによる重点検査が実施された。その結果８月中旬には，

内モンゴル自治区で多数の電力関連案件が規制違反として摘発され，自治区主席

と副主席２人が始末書の提出を命じられるという，異例の事態となった。また１１

月には，鉄鋼業の過剰投資問題で河北省政府を名指しで批判するという措置がと

られた。これらの措置は明らかに，中央の投資抑制政策に従うよりも地元の経済

振興で実績を挙げることに熱心な地方政府幹部に対する，一種の「見せしめ」とい

う意味を持つと見られる。

不動産部門に対する引き締め政策は，２００５年年央以降ややトーンダウンする傾

向にあったが（『アジア動向年報２００６』参照），大都市を中心に価格上昇が続き，イ

ンターネット上で一般市民による不買運動が提起されるなど社会問題化する様相

を呈したこともあって，再び規制強化の方向にシフトした。５月１７日には国務院

常務会議で，「不動産業の健全な発展を促す」ことを目的として，中低位価格水準

の住宅・エコノミー住宅（低所得者向けの優遇住宅）・低賃料の賃貸住宅の供給増，

租税・融資・土地供給等の手段による住宅需要の調整など６項目の政策を推進す

ることが決定された。この決定を受けて同月２９日には，建設部・国家発展改革委

などの連名による「住宅供給構造の見直しと住宅価格の安定化に関する意見」が国

務院により承認・通達された（「国務院１５カ条」）。「１５カ条」は，６月１日以降新た

に認可される住宅開発プロジェクトに対して，１戸当たり面積６０平方襷以下の住

宅を開発総面積の７０％以上とすることを義務づけるなど，業界関係者が「有史以

来最も（不動産業界に対する――引用者注）影響の大きい政策」と評価するほどの

「調和のとれた社会」実現への模索
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厳しい内容となった（『経済観察報』２００６年６月５日）。さらに政府は，投機的売買

抑制を目的に個人による不動産転売に対する営業税・所得税の徴収（５月，７月），

外資・外国人による不動産購入の規制（７月，９月），国有地使用権の売却にあ

たっての競争入札義務づけや最低価格基準の大幅引き上げ（２００７年より適用）など，

矢継ぎ早に不動産規制政策を打ち出した。２００４年以来の不動産投資への規制強化

を通じて，不動産価格の上昇率は２００４年末～２００５年初をピークに低下してきてい

る（図１）。だが不動産市場から流出した投機資金は株式市場に流入し，株価高騰

の一端を担っていると見られる（後述）。

一連の行政手段と平行して金融政策が頻繁に発動されたことも，２００６年の引き

締め政策の特徴である。第１に，預貸基準金利の引き上げである。４月２８日には

２００４年１０月以来１８カ月ぶりに貸出基準金利の引き上げが実施され，ベンチマーク

である１年貸出金利は５．８５％となった（預金金利は据え置き）。さらに８月１９日に

は預貸基準金利がいずれも０．２７ポイント引き上げられ，１年貸出金利は６．１２％，１年預

金金利は２．５２％となった。

しかし投資の高成長を支える最大の要因は，国内の過剰流動性の膨張により資

金コストが低下する一方で，高投資業種での収益が高止まりないし回復している

図１ 全国不動産価格指数の推移
（四半期，前年同期＝１００）

（出所） China Monthly Statistics 各月号より作成。
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ことにある。経常収支の黒字と外資流入により外貨準備は引き続き速いペースで

積み上がり，２月には日本を抜いて世界１位となった（年末時点で１兆６６３億訐）。

通貨当局は人民元の対ドル為替レートの急上昇を避けるためドル買い元売り操作

を続けざるをえず，市中に大量の通貨が供給されることになる。その結果，貯蓄

率の高さと相まって銀行部門には資金余剰が生じ，銀行は利ざや確保のために貸

出拡大を追求せざるをえない。

流動性膨張の抑制策として人民銀行は，５月，６月，７月，１２月の４回にわたっ

て合計３７００億元の手形売りオペを実施して余剰資金の吸収を図った（『BTMU（上

海）週報』２００７年２月１日）。上半期には国有商業銀行を中心とする貸出増加額の

多い銀行を対象に，利回りの低い中央銀行手形の割当発行を実施するという異例

の措置も採用した。さらに，７月５日，８月１５日，１１月１５日の３回にわたり預金

準備率を０．５ポイントずつ引き上げるなど（７．５％→８．０％→８．５％→９．０％），金融政策に

よる引き締め措置の実施は近年になく積極化した。最大の問題である人民元の対

ドル為替レートに関しては，通貨当局は段階的に変動幅の拡大と元高を容認する

政策を進めてきている。対ドルレートは５月１５日に８元の大台を突破したのち，

下半期には元高が加速して年末終値は７．８０８７元／訐に達し，年間で３．３％と年初

予想並みの元高が進んだ。ただこのペースでは過剰流動性膨張の抑制は困難であ

り，今後当局は一層の元高許容を迫られることは確実である。

高投資を支えるもうひとつの要因である投資の収益の高さには，実需とバブル

の並存という微妙な問題が含まれている。中国は都市化と重工業化を主題とする

構造変換期にさしかかっており，不動産，素材，自動車部門等に対して巨大な実

需が存在することは疑いない。その一方で，大都市の高級住宅，オフィス用不動

産の空室率は上昇しているとされ，不動産市場にバブル的要素が存在することも

ほぼ確実である。不動産はすでに投資需要の最大の構成要素となりつつあること

から，その動向は産業成長全体に波及する可能性が高い。その意味で目下の投資

主導型成長は，不確実性を孕んでいるといえる。

産業高度化への途

すでに述べたように，近年の素材部門・重工業部門の高投資は，中国の産業構

造の高度化が本格化しつつあるという事実を反映している。自動車の消費台数で

は中国は２００６年に日本を抜き，アメリカに次いで世界第２の市場となった。また

生産台数でもドイツを抜き，日本に次ぐ第３の生産国となった。新興民間企業の

「調和のとれた社会」実現への模索
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奇瑞，吉利が乗用車生産台数でそれぞれ国内４位と８位に浮上するなど健闘して

いる。両社とも海外市場への進出を積極化しており，奇瑞は米ダイムラークライ

スラーとの間で，小型車のODM（相手先ブランドによる受託設計・製造）供給を

中心とする提携を取り結ぶことで基本合意に達した。同社は伊フィアット社向け

にもエンジン供給契約を締結した。

自動車産業と密接な関連を有する鉄鋼業でも，高度化の動きが活発化している。

鉄鋼業投資の総量規制が行われるなかで，国内最大級の鉄鋼メーカー・鞍山鋼鉄

は，営口市臨海部の鮑魚圏で年産５００万覈クラスの鋼板プロジェクトを認可され

た。同プロジェクトでは独クルップと合弁で亜鉛メッキ鋼板表面処理工程を建設

し，フォード，BMW，GM向けに供給する予定である。ただ，自動車，鉄鋼と

も国内市場の競争激化と共に輸出が急増しており，貿易摩擦の新たな焦点として

浮上する懸念もある。

労働力コストの上昇や既存産業での過当競争などの新たな局面に対応し，党・

政府は技術力強化により自前の技術革新能力を育成することを，これまで以上に

重視する姿勢を示している。第１１次５カ年計画では，研究開発費の対GDP比を

２０１０年までに２％にまで引き上げることを目標に掲げた。２００６年の研究開発費は

前年比で２２％増加し，対GDPでは１．４％に上昇した（前年は１．３４％）。また，世

界知的所有権機関（WIPO）統計では中国企業による国際特許出願件数が前年比

５６．９％増となるなど（『日刊中国通信』２００７年２月２日），技術力向上に向けての動

きが現実化しつつある。

通商問題の新展開――対外不均衡是正への模索

２００６年１２月１１日，中国はWTO加盟５周年を迎え，加盟合意で規定した市場開

放の過渡期が終了した。この間，中国の貿易総額は３倍に成長し，世界貿易の拡

大に大きく貢献した。WTOの予測によれば，２００７年には中国はドイツを越え，

アメリカに次ぐ世界第２の貿易大国となる見込みとされる（『日本経済新聞』２００６

年１２月１０日）。また，自動車産業をはじめ市場開放による打撃が予想された産業

も，国内市場の拡大と外資の流入，そして地場企業の健闘など，全体として好成

績を挙げている（前項参照）。中国のWTO加盟は中国にとっても世界にとっても

積極的な変化をもたらした，という見方が国内外の主流であるといえるだろう。

だがこの５年間の市場開放を通じて，世界経済に占める中国の比重が格段に上昇

する一方，中国国内では外資のプレゼンスがさらに拡大するとともに，中国の通

２００６年の中国
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商政策・外資政策は転機を迎えようとしているように見える。

２００６年の貿易黒字は，伸び率では６８．３％増と前年（３１９％増）を大きく下回った

ものの，絶対額では１７１５億訐と日本の２倍強に相当し，世界第１位のドイツに肉

迫する水準に達した。中国にとり最大の出超相手国であるアメリカの対中貿易赤

字は，同国貿易赤字の３割に相当する２３２５億訐となり，５年連続で過去最高水準

を更新した（米商務省発表による）。またEUも中国からの輸入が対米輸入を超え

（『NIKKEI NET』２００７年１月２５日），対中貿易赤字は引き続き拡大した（中国側通

関統計で前年比３割増）。

輸出の高い伸びを背景に，米欧を中心とする海外との通商摩擦への対応は，引

き続き重要な政策課題となった。EUとの間では，前年の繊維品に続き革靴の輸

入をめぐって摩擦が表面化した。EUは欧州履物産業連盟の申請を受けた調査の

結果として３月２３日に，中国製（およびベトナム製）革靴に対して，１０月まで段階

的に最高１９．４％のアンチダンピング暫定課税を実施することを決定した。さらに

１０月５日には最終採決の結果，同７日より２年間にわたって１６．５％（ベトナム製

には１０．０％）のアンチダンピング課税を実施することを正式決定した。同案件は

EU成立以来，貿易額で見て最大のアンチダンピング案件と伝えられる（『財経』

２００６年１０月１６日）。ただしEU内でも主要生産国でありダンピング推進派である

イタリアやスペインなど南欧諸国と，主要消費国であるドイツ，イギリス，北欧

諸国などの間の対立のため，税率は当初提案の１９．４％を下回り，実施年限は５年

を２年に短縮するという妥協案となった。欧州市場で販売される革靴の４～５割

は中国からの輸入品であるとされ，流通業者団体や消費者団体は，アンチダンピ

ング課税は消費者の利益を損なうものと批判している（『通商弘報』２００６年１０月１６

日，『２１世紀経済報道』２００６年１２月２５日）。EUの最終裁定に対して中国側では，

商務部が遺憾の意を表明したほか，大手製靴メーカー４社が応訴で対抗すること

を決定した。

アメリカとの間では，両国経済閣僚が二国間の経済問題を包括的に協議する初

めての「米中戦略経済対話」が，１２月１４日，１５日に北京で開催された。米側からは

ポールソン財務長官をはじめ，バーナンキ連邦準備理事会議長，シュワブ通商代

表部代表，グティエレス商務長官ら８閣僚が訪中し，胡国家主席，温首相と会談

する本格的な対話となった。アメリカ側にとって対中貿易は最大の貿易赤字要因

であると同時に，中国は２００６年中に日本を上回る輸出市場となることが見込まれ

ており，中国市場での機会拡大は通商政策上の最重要課題となりつつある。また

「調和のとれた社会」実現への模索
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中間選挙で民主党が勝利したことで，対中通商政策で妥協的とみなされることは

政権にとり不利に働く懸念がある。このためアメリカ政府は，柔軟姿勢と強硬姿

勢を織り交ぜる形で対話に望んだ。従来から中国側の為替操作を理由に対中輸入

品に一律２７．５％の制裁関税を課すとする法案を提起しているシューマー，グラム

両上院議員に対しては，財務長官・大統領の直接の説得により，上院での法案提

出取り下げを実現した（９月）。また対話実施に先立つ９月の訪中でポールソン財

務長官は，対話姿勢を強調した。一方米通商代表部は，WTO加盟５年に関する

議会報告書で，中国の知的財産権・参入障壁問題に関する強い懸念を表明し，ま

たシュワブ代表は英『フィナンシャル・タイムズ』紙への寄稿で，対話後に中国の

改革が進まなければ通商摩擦の表面化を招くと警告するなど，強硬姿勢を示した

（『日本経済新聞』２００７年１２月１０日，１２日）。

対話で米側は人民元の為替相場の一層の切り上げと柔軟性の拡大を促し，また

知的財産権保護，農業・金融などの分野での開放推進を要求した。中国側はこれ

に対し努力を表明しつつ，具体的な約束を行うことを避けた。両国は２００７年５月

にワシントンで次回対話を行うことで合意し，閉幕時の共同声明では，世界経済

の不均衡解消のため協力していくことを宣言した。米政府側は人民元の大幅上昇

が対中貿易赤字の減少につながらないことを理解しており，人民元問題で中国側

に圧力をかけつつ，市場開放面で可能なかぎりの成果を引き出すことをねらって

いると見られる。

経常収支拡大と外貨準備の急増，それに起因する国内流動性の膨張に直面して

中国は，改革・開放政策開始以来一貫して掲げてきた輸出拡大最優先の対外政策

を大きく転換し，第１１次５カ年計画では国際収支の均衡を図る方針を明らかにし

た。政策当局も不均衡解消の手段として，為替レートの柔軟化と並び，輸入拡大

を正式な政策課題に格上げした。輸出促進政策の転換を象徴する動きとして，財

政部等関係省庁は９月１４日，「一部商品の輸出増値税（付加価値税）還付率調整およ

び加工貿易禁止類商品目録の増補に関する通知」を関係機関に通達した。同「通

知」では鋼材やセメント，非金属など素材類，および繊維製品，家具，プラス

チック品，木材製品，皮革製品など軽工業品類の輸出の増値税還付率を引き下げ

ることを定めた。同時に重要な設備や一部のハイテク品，農産物加工品などにつ

いては還付率を引き上げ，輸出の総量を抑制しつつ品目構成の高度化を図る方向

を打ち出した。

繊維・アパレルや雑貨など輸出への依存度が高い労働集約的な業種は，増値税
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還付率の引き下げに加え，賃金上昇，原材料価格高騰，人民元の上昇などによる

コスト上昇に悩まされている。このため珠江デルタなど輸出企業が集中する地域

では，輸出価格の引き上げを図る動きが表面化してきた。日本の対中輸入品平均

価格は２００５年１０月にプラスに転じて以来，２００６年６月まで９カ月間上昇傾向を示

している（『日本経済新聞』２００６年１０月３日）。だが激しい競争のため，コスト上昇

分をすべて輸出価格に転嫁することは困難であり，内陸地域などに生産拠点を移

転することで，コスト削減を図る動きも活発化している（『２１世紀経済報道』２００６

年３月１３日）。

過剰流動性と貿易摩擦への対策の一環として政府は，引き続き対外投資を促進

する姿勢を示している。４月には，当局の認可した金融機関に対して一定枠内で

海外証券市場に投資することを認める適格国内機関投資家制度（QDII）が正式に

発足した。発足後銀行８行とファンド管理会社１社に対してQDII 資格が認可さ

れ，１１月までに累計１３１億訐の投資枠が供与された。国内証券市場への海外機関

投資家の投資を認める適格海外機関投資家制度（QFII）と比べて，投資枠の拡大

ペースがきわめて速いという点が注目される（『経済観察報』２００６年８月２８日）。だ

が国内株式市場の株価急騰（後述）や人民元上昇などの要因のため，海外投資ファ

ンドの売れ行きは必ずしも良好ではないと伝えられる（『日刊中国通信』２００６年１１

月３０日）。

対外直接投資については，２００５年の投資額が初めて１００億訐の大台を超えて

１２２．６億訐に達したことが商務部・国家統計局の公報により明らかにされた。２００６

年には引き続き中国石油（CNPC），中国石化（SINOPEC），中国海上石油

（CNOOC）ら国有石油大手による海外油田・天然ガス田の買収や権利取得が大型

投資案件の中心となり，通年での直接投資実績は前年比３２％増の１６１億訐となっ

た（Wall Street Journal Asia，２００６年８月２３日／『日刊中国通信』２００７年１月１７日）。
商務部関係者は，今後１０年内に中国が対外直接投資大国になるとの見方を述べて

いる（『２１世紀経済報道』２００６年９月１３日）。

転機を迎えた外資政策

２００６年の海外からの直接投資受け入れ実績は６３０億訐，前年比５％の微増に留

まった。近年アメリカ，韓国，日本など主要投資国からの直接投資受け入れには，

すでに減少傾向が現れている（『日本経済新聞』２００６年１１月７日）。これはこれらの

国々で対中進出の可能性のある企業がほとんどすでに進出をすませ，対中投資の
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重点が新規投資から再投資に移ってきていることを反映しているものと見られる。

貿易政策の場合と同様に，直接投資受け入れ政策も大きな転機にさしかかりつ

つある。外資による大手中国企業買収案件が漸増するなか，買収を通じて外資が

中国市場で独占的・寡占的地位を獲得することを経済安全保障上の脅威とみなす

議論が高まってきた。３月の全国政治協商工作会議では，政治協商委員を務める

李徳水・国家統計局長（当時）が外資による特定業界支配に対して規制を整備する

ことを呼びかけた。外資警戒論の高まりのなかでひとつの焦点となったのが，米

投資会社カーライル・グループによる徐工機械買収をめぐる紛糾である。

徐工機械は江蘇省徐州市所在の国有大手建設機械メーカー・徐工集団の子会社

であり，同集団の事業資産の主体をなす。徐工集団は建設機械業界の競争激化の

ため徐工機械売却を決定し，２００５年１０月には米投資会社カーライル・グループに

保有株の８５％を売却することで合意していた。だが中央政府による審査の過程で，

国内有数の有力メーカーを外資に売却することの是非が問題となった。民営建設

機械メーカー・三一重工の向文波総裁は自己のブログ上で，カーライル社への売

却案を「徐工機械の企業価値過小評価」「外資による基幹産業支配」と批判した。こ

れをきっかけにインターネット上でも，買収案の正当性をめぐる討論が展開され

た。結局カーライル側が持株比率を５０％まで引き下げることで決着する見通しと

される。

徐工機械に続いて問題視されたのが，河南省洛陽市の国有大手ベアリングメー

カー・洛陽ベアリングの買収案件である。洛陽市政府は２００６年５月に独ベアリン

グ大手シェフロンに洛陽ベアリングの株式のマジョリティを売却することで基本

合意していたが，中国ベアリング工業協会，中国機械工業連合会など業界団体が

シェフロン社による買収に反対を表明し，国有・民営企業複数社が対抗買収案を

提示するに到った。

こうした動きを背景に政府は，外資導入を選別的に行い，産業政策上重要な産

業・企業を対象とする外資による買収を規制する姿勢を強めた。８月８日に商務

部は，「外国投資家の国内企業買収合併に関する暫定規定」を公布した。同規定は

株式交換による買収を認めるなど一部自由化を進める一方，重点産業の企業や著

名ブランドを有する企業の買収，安全保障にかかわる買収などについて商務部の

審査・認可を義務づけることとした。これは外資による国内企業買収に対する商

務部の認可権限を実質的に強化し，また手続きを複雑化するものと受け止められ

ている（『BTMU（上海）週報』２００６年８月１８日）。これに続いて１１月９日には，国
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家発展改革委が「第１１次外資利用５カ年計画」を公布した。同計画は外資導入の力

点を「量」から「質」へ転換するという原則を掲げたうえで，外資による重要業種の

買収による独占強化に対して，業種別参入規制の策定や反独占法の制定などの対

策を進めることを提唱している。

また，１９９３年の税制改革以来長年の課題であった企業所得税法の内外統一への

動きが，ようやく現実化に向かって動き始めた。改正法案は企業所得税率を内

資・外資の別なく２４％で統一すること，現存の外資に対しては５年間の移行期間

を設けることなどを骨子としており，２００７年３月の全人代で採択されることはほ

ぼ確実と見られる。

金融改革の進展と株式市場の活況

金融部門ではWTO加盟の際の合意に基づき，加盟５周年の１２月１１日をもって

外銀に対して人民元業務の完全開放が実施された。ただし銀監会は外資銀行管理

条例実施細則を公布し，個人向け人民元業務の取り扱いは，現地法人に転換した

外銀支店にのみ認めるとした（非転換の支店については高額定期預金の取り扱い

のみ許容）。これに対応して，邦銀２行を含む９行が支店の現地法人化を申請し

て受理された。

２００５年に香港上場を実現した中国建設銀行に続き，中国銀行は香港市場（６月

１日）と上海市場（７月５日）に上場，中国工商銀行は１０月２７日に香港・上海両市

場に同時上場を果たした。２００６年に世界株式市場は株式公開発行（IPO）による資

金調達額が史上最高（２１８０億訐）を記録したが，うち中国銀と中国工商銀はそれぞ

れ世界２位（１１２億訐）と１位（２２０億訐）の座を占め，相次いで世界の IPO過去最

高額を更新した。建設銀を含む国有３行の株価は上場後も急伸した。中国国有銀

行の上場成功は中国金融市場に対する期待感を示す一方，世界的な流動性過剰に

よるバブルの懸念も孕んでいる（『日本経済新聞』２００６年６月５日）。

株式市場では２００５年４月から始動した非流通株の流通株転換改革が進展

し，２００７年初時点で上場企業の９５％が改革を完了するか，すでに着手した（『日刊

中国通信』２００７年１月２３日，流通株転換政策については『アジア動向年報２００６』参

照）。改革の進展に伴い，前年４月に凍結されていた株式の新規発行が６月から

再開された。その後中国銀行，中国工商銀行など大型 IPOが相次いだことに加

え，不動産投機の規制強化により余剰資金が株式市場に流入し，前年から緩慢な

回復を示していた株価は年央から上昇テンポを速めた（図２）。年末から株価は本

「調和のとれた社会」実現への模索
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格的な高騰を開始し，１２月１４日には上海総合指数が２２４９．１１ポイントと，市場最高値を

更新した。年末までに上海・深�市場の時価総額合計は前年末の約２．８倍の８．９兆

元に急増した。

株価急騰に対しては，すでにバブルの存在は明らかで大幅な調整は必至とする

見方と，経済の好調を反映したもので上昇基調は不変とする見方がある。ただ，

株価の全般的上昇の下では，ファンドマネージャーは強気の投資姿勢をとらない

かぎり低業績と判断されるため，自己の判断にかかわらず株価上昇株を買い増し

せざるをえないというロックイン効果が存在するとの指摘（『中国証券報』２００７年

１月２３日）は，注目に値しよう。

政府・企業間関係の変革

大型国有企業を所轄する国務院国有資産監督管理委員会（国資委）は，前年に引

き続き国有企業の再編を積極的に推し進めた。１２月に国務院は，国資委が具申し

た「国有資本の調整と国有企業再編の推進に関する指針」を承認・通達した。同

「指針」は国有資本が過度に広範な領域に分布しているとしたうえで，今後国有資

本が集中すべき重要業種・分野として，国家の安全保障にかかわる業種，重要な

図２ 上海総合指数の推移
（２００６年１月～２００７年２月）

（注） 月により取引日数が異なるため，時間軸は等間隔ではないことに注意。
（出所）『上海証券取引所統計月報』各月版より作成。
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インフラ・鉱物資源開発・公共財部門，および基幹産業とハイテク産業に属する

重要企業を挙げた。国資委は今後具体的な業種・企業のリスト作成を急ぐことと

している。同時に国資委は，直轄する国有企業数を，再編・統合により２００８年ま

でに８０～１００社に絞り込むという目標を掲げた（２００６年末時点では１５９社）。同「指

針」の公布により，今後国有資本の再編・集中の加速が見込まれる。なお国有企

業の債権処理をめぐり十数年にわたり法案作成が紛糾していた破産法は，８月の

全人代常務委でようやく可決され，２００７年６月からの施行が決まった。懸案で

あった既往の国有企業の破産案件については，労働債権の弁済が優先されること

となった。

国資委主導の大型国有企業再編政策は，巨大な独占企業を生み出すことで，市

場競争の促進と民間企業奨励という政策と矛盾する可能性を含んでいる。「指針」

の発表後，「国有資本のコントロール保持」という発想が民間企業に対する参入規

制につながりかねないとの懸念が，民間企業の関連団体から表明されている（『２１

世紀経済報道』２００６年１２月２２日）。なお法案策定中の物権法では，国有資本の保護

に関する特殊規定を設けるかべきか否かで紛糾が続いていると伝えられる。

一方，民営化の受け皿となるべき民間企業の側でも，依然として経営の不安定

性を露呈する問題が続出した。上海では投資会社福禧ホールディングスによる高

速道路営業権買収をめぐる疑惑が，市党書記をはじめとする多数の市政府幹部の

汚職摘発につながった（「国内政治」の項参照）。また近年国有企業買収で活発な動

きを見せていた斯威特グループが債務危機に陥り，２００３年に買収していた無錫市

の家電メーカー・小天鵝を市政府に売り戻すという事態が生じた。

農村・農民問題にかかわる動き

党・政府は２００５年から社会主義新農村建設」をスローガンに掲げ，農村・農民

の所得・福利水準の向上をさらに重視する姿勢を打ち出してきた。第１１次５カ年

計画でも「新農村建設」は重要課題のひとつに掲げられている。都市・農村の格差

縮小は社会的安定の維持という政治的意義だけでなく，消費需要の拡大によって，

投資需要・外需依存の成長スタイルを是正するという経済政策上の意義も大きい。

２００６年の農村世帯１人当たり所得は実質７．４％と，過去１０年で最高の伸びを記

録した（国家統計局速報値）。だが農業所得の伸びは３．６％に過ぎず，所得増の大

部分は，出稼ぎ所得を中心とする賃金所得の増加による。賃金所得はすでに農村

世帯所得の４割近くを占めており，国務院発展研究センターの調査によれば，農

「調和のとれた社会」実現への模索
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村労働力の４分の１が出稼ぎで就労しているとされる（『日刊中国通信』２００７年１

月３０日）。近年の労働力不足に対応して，２００６年には各地で最低賃金の大幅な引

き上げが行われた。沿海部を中心とする賃金水準の上昇は，農村世帯に目に見え

る利益をもたらしてきている可能性がある。

一方，近年推進されてきた農村租税改革の総仕上げとして，農業税が２００６年１

月１日をもって撤廃された。だが農業税廃止による負担軽減は，農村租税改革開

始前の１９９９年と比較して，農村世帯１人当たり１４０元にすぎない。他方，農業税

廃止に伴って実施されるはずの上級財政による補填は，必ずしも円滑に行われて

いないと見られ，郷鎮行政が歳入減により機能不全に陥る例が報告されている

（『２１世紀経済報道』２００６年２月２２日）。

年末に行われた中央農村工作会議・全国財政工作会議で党・政府は，引き続き

「社会主義新農村建設」のスローガンの下に，農村支援に重点的な財政投入を行う

方針を示している。だが農民の低所得問題の根本的解決のためには，都市への人

口移動の環境整備が不可欠であることは明らかである。農村支援を強調する党・

政府の姿勢には，社会的摩擦への懸念から，都市への急速な人口流入をできるだ

け回避したいという本音が反映されているといえる。

日中経済関係

安倍首相の就任後の外交関係改善とともに，日中経済にかかわる政治リスクは

当面減少したといえる（「対外関係」の項参照）。日中の貿易総額は前年比１２．５％増

と，引き続き中国の貿易総額の伸びを大きく下回る水準となった。これは在中日

系企業の部材の現地調達化が一層進展したことにより，日中間の産業内貿易の伸

びが鈍ってきたことを反映している可能性が高い。１２月９日にフィリピンで開催

された日中韓経済担当省会合では，中国は日韓両国に対し，日中韓自由貿易協定

（FTA）締結を提案した。これに対して日本側は知的財産権保護などの制度整備

を優先するよう要請するなど，慎重な態度をとった。なお，投資協定に関しては

正式に交渉入りすることで３カ国が合意に達した（『日本経済新聞』２００６年１２月９

日夕刊）。 （今井）

対 外 関 係

近年，中国は大国としての自信を急速に深めつつある。中国政府直属の研究機
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関である中国社会科学院の『２００６年世界政治と安全報告』は，世界の主要国の軍事

力，国内総生産（GDP），外交力，技術力，エネルギー力といった幾つかの項目

を数値化して評価した。それによれば，中国の総合国力は世界第６位（１位アメ

リカ，２位イギリス，３位ロシア，４位フランス，５位ドイツ）であり，７位の

日本を上回るものであると分析した。

このような中国の大国としての自覚を背景として，最近，胡錦濤政権は「平和

的発展」の道を堅持して，善隣友好の外交政策を展開すると謳っている。特に，

中国は多国間協調外交に注力しており，朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核問

題をめぐる６カ国協議をはじめとして，上海協力機構（SCO），東南アジア諸国連

合（ASEAN）との協力，アフリカとの関係強化等に努めてきた。多国間外交の場

では，中国が責任ある立場にあるがゆえの難しい舵取りが必要とされる局面が増

えている一方で，多国間協力を通じて，中国の高度成長を支えるエネルギー資源

の確保を図るといった実利的な一面も垣間見える。

北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協議と中国

北朝鮮が６カ国協議の再開を拒否し続けたため，同協議は２００５年１１月の第５回

会合以降は事実上休眠状態に入った。２００６年７月５日，北朝鮮が「テポドン２号」

をはじめとする弾道ミサイル７発を発射したため事態はさらに悪化した。ミサイ

ル発射の直前，北朝鮮が発射準備の燃料注入を完了した可能性があることが判明

して以来，中国は北朝鮮に対する発射の中止や６カ国協議再開を呼び掛けてきた。

それにもかかわらず，北朝鮮がミサイル発射を決行したひとつの大きな原因に

は，２００５年秋以降アメリカが科している金融制裁に対する北朝鮮の強い反発があ

ると見られる。これに対して，７月１５日，国連安全保障理事会は北朝鮮のミサイ

ル発射への非難決議を全会一致で採択した。なお，当初日本側によって提出され

た決議案は，金融制裁や軍事行動等を規定した国連憲章第７章に基づくもので

あったが，中国とロシアの反対によってすべて削除された。

８月，北朝鮮が地下核実験を行う準備をしている兆候があるという観測が米メ

ディア等から流れるなかで，１０月３日には北朝鮮外務省が核実験予告の声明を出

した。１０月６日，国連安保理は北朝鮮に対する警告の議長声明を出して，核実験

の実施が「国際社会の平和と安全への明白な脅威」であるとして制裁発動の可能性

を示唆する強いシグナルを送った。ただし，中国とロシアはあくまでも国連の場

ではなく，６カ国協議での解決を望んだため，国連憲章第７章の文言が直接的に
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盛り込まれることは避けられた。北朝鮮の核実験予告はあくまでもアメリカを米

朝二国間交渉へ促すための揺さぶりであるといった憶測も国際社会の一部に流れ

るなかで，１０月９日には北朝鮮が核実験を強行した。１０月１４日，国連安保理は北

朝鮮に対する制裁決議を全会一致で採択した。制裁決議の採択をめぐる最大の焦

点は，国連憲章第７章をどのように扱うかという問題であった。中国は軍事行動

を含む第７章の４２条を退け，非軍事的制裁を含む４１条に基づく措置に限定すべき

であると主張した。このような中国の主張の根底には，過去にアメリカが安保理

決議案を根拠としてイラク戦争に踏み切ったことに対する不信感もあると見られ

る。だが，国際社会から北朝鮮擁護に対する批判の声が上がるなかで，中国は，

大量破壊兵器関連物資の移転阻止に向けた船舶の貨物検査や金融制裁をはじめと

する幅広い非軍事的な制裁措置を盛り込むことで最終的に同意した。

北朝鮮包囲網が形成されるなかで，にわかに中国，北朝鮮，アメリカの三国間

の外交が活発化した。１０月１９日，胡錦濤国家主席の特使として唐家�国務委員が

平壌を訪問して，金正日総書記との会談で核再実験の自制と６カ国協議の再開を

強く呼び掛けた。その後の米中間の調整を経て，１０月３１日，中国，北朝鮮，アメ

リカの非公式協議が北京で開催され，年内に６カ国協議を再開することで合意し

た。１２月１８日，６カ国協議が１３カ月ぶりに北京で再開された。同協議の枠内で金

融制裁に関する専門会合も並行開催された。中国は，盧朝鮮半島の非核化，盪経

済・エネルギー支援，蘯米朝関係正常化，盻日朝関係正常化，眈北東アジア地域

の安全保障協力，という５つの作業部会設置を提案した。しかし，北朝鮮が核保

有国の立場を全面に掲げ，アメリカの金融制裁解除が核議論を行う前提であると

譲らなかったため，実質的な核交渉に入ることができず，１２月２２日休会となった。

６カ国協議は具体的な成果を得られず，次回の日程も決められないままに，２００７

年へと持ち越されることになった。

日中関係

近年の日中関係は「政冷経熱」から「政冷経涼」へと傾斜しているのではないかと

いう国内外の懸念をよそに，２００６年８月１５日の終戦記念日に小泉純一郎首相は靖

国神社参拝を断行した。同日，中国外交部は「日本軍国主義による侵略戦争の被

害国人民の感情を深く傷つけ，中日関係の政治的基礎を破壊する行為に強く抗議

する」との声明を発表した。

小泉首相の靖国神社参拝によって日中関係のさらなる悪化も一時は危ぶまれた
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ものの，これに対する中国側の対応はむしろ冷静なものであったといえよう。中

国側は２００６年９月の自民党総裁選挙を見据えて，ポスト小泉の候補者との友好関

係の構築によって，日中関係悪化の軌道修正を図ろうとしたのである。また，こ

れに呼応するかたちで，安倍晋三首相は新政権発足直後，初めての外国訪問先に

中国を選んだ。１０月３日，安倍首相が「村山談話」を引用して「日本は植民地支配

と侵略で，多くの国々とりわけアジア諸国の人々に多大な損害と苦痛を与えた」

と述べた，と新華社が大きく報道した５日後，安倍首相が中国を公式訪問した。

中国では今回の安倍訪中は「氷を打ち砕く旅」と報じられた。中国政府は，中共第

１６期中央委員会第６回全体会議の会期直前という多忙な政治的スケジュールにも

かかわらず，安倍首相の訪中を歓迎したのである。

１０月８日，安倍首相は胡国家主席や温首相らと相次いで会談を行った。日中首

脳会談は２００５年４月以来途絶えており，１年半ぶりの開催となった。日中首脳会

談では，中国側の靖国神社参拝の自粛の求めに応じて，安倍首相は将来の参拝の

有無については明言しなかったものの，政治的に困難な状況を克服するために適

切に対処する旨を伝えた。また，北朝鮮の核実験の実施予告に関して，日中双方
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が深い憂慮を示し，中国側が引き続き北朝鮮に対して６カ国協議復帰の説得を行

うとともに，拉致問題も含めて６カ国協議の枠組みなどを通じて協力していくこ

とで合意した。さらに，今後，日中両国の共通の利益を追求する「戦略的互恵関

係」を構築していくことでも合意した。日中首脳会談では日中歴史共同研究を開

始することが決定された。これを受けて１１月のアジア太平洋経済協力会議

（APEC）の場で，両国の外相によって「歴史に対する客観的認識を深めることに

よって相互理解の増進を図る」ための共同研究を年内に発足させることが確認さ

れた。１２月末には第１回の日中歴史共同研究会合が北京で開催された。目下のと

ころ，安倍訪中を機に日中関係はにわかに好転の兆しを見せている。これに関し

て，中国外交部は日中首脳会談の成果について「中日関係を改善し，発展させる

ための希望の窓が開かれた」と表明した。いずれにせよ，中国側としては，２００７

年の統一地方選挙や参議院選挙を見据えて，安倍政権の行方を静観しているのが

実状といえよう。

米中関係

中国に対する関与政策の延長線上にある「責任あるステークホルダー（利害共有

者）」（responsible stakeholder）というキーワードは，初めてこれを公式的に使っ

たゼーリック米国務副長官が２００６年６月に辞任した後も，アメリカの対中国政策

の基調のひとつとして継承されつつある。このキーワードは，目覚ましい成長を

続ける中国が「責任ある大国」として，経済協力や安全保障といった幅広い分野に

おける国際関係の秩序形成に積極的にかかわっていくべきである，というアメリ

カ側の期待感を表している。また，これに呼応するかのように，近年，中国は

「平和的発展」路線を打ち出し，大国としての平和的な発展を目指し，周辺環境の

安定を図るという大義名分のもとで，多国間協調外交を積極的に展開している。

４月２０日，訪米した胡錦濤国家主席はブッシュ大統領と首脳会談を実施した。

米中両国は会談上，盧双方が「責任あるステークホルダー」として多くの戦略的な

利益を共有しており，建設的なパートナーを目指すこと，盪６カ国協議やイラン

の核問題で協力を進めていくこと，蘯アメリカからの人民元上昇の要望に対して，

中国は人民元の為替制度改革を継続して，市場開放や輸入拡大，知的財産権の保

護を進めていくこと，盻「１つの中国」政策を堅持して，平和的な中台統一を目指

すこと等を確認した。さらに，７月のサンクトペテルブルグでの主要国首脳会議

（Ｇ８）や，１１月のハノイでのAPECの機会にも米中首脳会談が実施され，米中

２００６年の中国
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両国の首脳外交が順調に進んでいることを内外に印象づけた。

しかし，アメリカ側は必ずしも中国に対する警戒感を解いたわけではない。例

えば，２００６年２月，アメリカ国防総省が発表した「４年ごとの国防政策の見直し」

報告（QDR）は，中国が「アメリカと軍事的競争をする最大の潜在力を持つ国であ

る」として，アメリカが軍事的な優位性を保つための対策を取るべきであると主

張した。また，５月に国防総省が発行した２００６年度版「中国の軍事力に関する年

次報告書」は，中国が「アジアで最大の軍事大国」で，その「軍事力拡大は既に地域

の軍事バランスを危険な状態に陥れている」と分析するとともに，中国との間に

領土・領海，海洋資源問題等を抱える日本や東南アジア地域との緊張が拡大する

であろうという予測を示した。さらに，中国が米国全土を射程距離に入れる移動

式弾道ミサイルの開発によって，既にアメリカに対する核攻撃能力を保有してい

ることや，台湾向けの短距離弾道ミサイルの配備が年平均１００基のペースで増強

され，既に７００基以上が配備済みであること等が指摘された。それとともに，将

来，EUが対中国武器禁輸措置を解除すれば，地域の軍事バランスは崩壊して，

兵器や軍事技術の大規模な拡散が起こる可能性があると警鐘を鳴らした。近年，

中国はEU諸国に対して武器禁輸措置の解除を積極的に働き掛けてきており，EU

の一部の国のなかにはこれに前向きに応じる姿勢が見られるのも事実である。し

かし，２００６年１２月に開催されたEU外相理事会では，中国が依然として人権問題

の懸念を抱え，著しい進展が見られないことを理由に，武器禁輸措置の解除を当

面見合わせる方針が決定された。

ただし，上述のような中国に対する懸念とはうらはらに，アメリカの一部の企

業が，中国当局の言論統制に加担する動きも見せている。２００６年２月，アメリカ

議会下院公聴会でもこの問題が大きく扱われ，アメリカの大手ネット企業のマイ

クロソフト社やグーグル社が，中国当局のインターネット検閲の協力を条件とし

て中国市場へ進出していることに厳しい批判の声が挙がった。このようなアメリ

カ議会を中心とするアメリカの国民世論の動きは，今後の米中摩擦の火種になる

可能性も出てきた。

中国と上海協力機構

中国，ロシア，中央アジア４カ国（カザフスタン，キルギスタン，タジキスタ

ン，ウズベキスタン）の正式加盟国６カ国から成る上海協力機構（SCO）は２００６年

に創設５周年を迎えた。近年，オブザーバー国としてモンゴル，イラン，パキス

「調和のとれた社会」実現への模索
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タンが，ゲスト国としてアフガニスタンが参加している。６月１５日，創設５周年

を記念して第６回 SCO首脳会議が上海で開催された。とりわけ今回は，アメリ

カによって「テロ支援国家」と見做され，かつ核開発疑惑問題を抱えるとともに，

エネルギー資源大国でもあるイランの参加に大きな注目が集まった。同会議では，

地域の安全保障，経済協力，資源エネルギー問題等に焦点が当てられ，SCOに

おける協力と連携を謳った５周年の共同宣言が採択され「文化や伝統，政治体制

や価値観などの違いを内政干渉の口実にしてはならない」「国際的な大量破壊兵器

不拡散の枠組み強化に今後も貢献する」といった趣旨の文言が盛り込まれた。

胡錦濤国家主席は同会議で演説を行い，中国が SCOにおける活動を通じて善

隣友好に努め，平和的発展の道を歩むことを謳い上げた。SCO創設以来，中国

はロシアとともに同枠組みの主要プレーヤーの役割を果たしてきた。目下のとこ

ろ，中国にとって，SCO加盟国との連携によって，新疆ウイグル自治区やチ

ベット自治区とも国境を接する中央アジア地域のイスラム過激派を取り締まるこ

とは，引き続き重要な課題である。また，９・１１同時多発テロ後，アメリカはア

フガニスタンと隣接する中央アジア諸国において米軍を駐留させているが，中国

は必ずしもこれをよしとしてはいない。この点において中国とロシアの両国の利

害は一致している。既に２００５年７月の SCO共同宣言のなかにキルギスタンやウ

ズベキスタンに駐留する米軍の撤退を促す要求案が盛り込まれるとともに，同年

８月には中国とロシアが初の大規模な合同軍事演習を実施した。ここでも SCO

の枠組みを通じたアメリカとの対立の構図が浮き彫りになりつつある。

さらに，中国は，エネルギー資源確保の狙いから，SCOの枠組みを通じて，

将来のエネルギー供給源となり得る中央アジア諸国との接近を積極的に図ってい

る。中国は目覚しい経済成長によってエネルギー不足問題に直面しつつあるなか

で，膨大な石油や天然ガスが埋蔵されている中央アジア，カスピ海地域に大きな

関心を寄せているのである。このような中国の動きに対して，近年，エネルギー

輸出大国としての自信を深め，資源供給先の多角化を目指しているロシアが，少

なからず警戒感を強めているのも事実である。

中国の対アフリカ外交攻勢

中国はアフリカ諸国との関係強化のための外交攻勢を強めている。近年，中国

はアフリカの最貧国３０数カ国を対象とした大規模な債務免除の実施や，国連平和

維持活動の展開等によって，アフリカ諸国との友好関係の強化を図ってきた。そ

２００６年の中国
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こには，石油資源の確保，国連における発言力強化，台湾問題対策といった中国

側の意図が見え隠れしている。

２００６年１月１２日，中国外交部は「中国のアフリカ政策」と題する，中国のアフリ

カに対する外交政策の基本方針を示した初の文書を発表して，中国とアフリカ諸

国が全方位的協力を強化していくことを打ち出した。同文書には，中国とアフリ

カ諸国が国連の役割と機能を強化することを支持すると謳われている。これに関

していえば，国連の場で一大「票田」であるアフリカ諸国を取り込み，中国が自ら

の発言力を強化しようとしているのではないかという憶測もある。確かに，一昨

年（２００５年）に日本の国連安保理常任理事国入りが挫折した際には，中国のアジア

やアフリカ諸国への反対の働きかけが多少なりとも作用したといわれている。さ

らに，同文書には，中国がアフリカ諸国に対する軍事協力，人材育成，文化交流，

医療支援等を進めていくことや，将来，自由貿易協定（FTA）調印や，投資，資

源の共同開発，市場進出を進めていくことを目指すこと等も盛り込まれた。

１１月１日，「中国・アフリカ協力フォーラム・北京サミット」が北京で開幕した。

アフリカ５３カ国のうち，中国と外交関係を持つ４８カ国の首脳が一堂に会し，アフ

リカからの参加者は３０００人を越えた。胡錦濤国家主席は開幕式で「中国とアフリ

カの新しい戦略的関係の発展に向けて協力分野や範囲を拡大する」と強調した。

同サミットを通じて中国は，アフリカに対する大規模な借款や援助の拡大や債務

免除等を次々と打ち出した。

中国のアフリカ接近は国際社会にも多くの波紋を投げかけている。例えば，い

まや中国は原油純輸入大国へと転じて，石油の総輸入量の約３割をアフリカから

獲得している現実からすれば，アフリカへの接近は石油の安定的確保が目的では

ないかという見方もある。また，中国の「内政不干渉」原則のもとでのアフリカ諸

国への接近は，結果的にはアフリカの人権抑圧国家をも助長するのではないかと

いう批判の声が主に欧米から上がってきている。さらに，８月のアフリカのチャ

ドと中国の国交正常化に伴い，台湾が断交へ追い込まれたように，従来，台湾と

の友好国が比較的多いアフリカ地域における台湾の孤立化を図ろうという側面も

あると見られる。 （松本）

２００７年の課題

胡錦濤政権は，既に地方レベルの人事異動を積極的に進めつつあるなかで，

２００７年秋の第１７回党大会において党中央の人事を刷新すると見られる。その際，

「調和のとれた社会」実現への模索
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「上海閥」の勢力を最小限に抑えつつも，できる限り多くの胡の側近を登用するこ

とができるか否かが今後の政権の安定的運営のための大きな課題となる。しかし，

最近，政権安定のために言論統制を強めていることが民衆の不満の声を募らせ，

かえって社会の不安定要因となる可能性もある。

対外関係では，２００８年夏の北京オリンピックの開催を目前に控えて，大国とし

ての真の平和的な発展を目指すことが求められている。引き続き，国際社会にお

ける「中国脅威論」の高まりを抑えつつ，再始動しつつある６カ国協議の難局にお

いて外交的手腕を十分に発揮することができるかが注目を集めている。その意味

において，中国が進めてきた多国間協調外交の真価が試されているといえそうだ。

経済では２００６年にも高度成長が維持されたことで，世界経済のなかでの中国の

プレゼンスはますます高まってきている。重工業化や技術力強化など，産業高度

化に向けた動きも具体化してきた。だが対外不均衡の拡大，環境問題・資源問題

の深刻化，地域間・階層間格差の是正など，対外経済関係や国内社会政策をめぐ

る矛盾は少なくない。政府は今後人民元の対ドル為替レートの上昇幅をさらに拡

大し，輸入促進と黒字の対外環流によって対外不均衡の是正に努めつつ，高度成

長の成果を社会問題の解決に活用していく途を模索することを迫られることにな

るだろう。

（松本：地域研究センター）

（今井：地域研究センター）
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１月１日蜷農業税全廃。

５日蜷中共中央規律検査委員会第６回全体

会議開催（～６日）。胡錦濤総書記が重要講話。

９日蜷東シナ海の天然資源開発問題をめぐ

る日中政府間局長級非公式協議開催。

１０日蜷金正日朝鮮労働党総書記来訪（～１８

日）。胡総書記，温家宝首相と会談。

１２日蜷中共中央・国務院，「文化体制改革を

深めることに関する若干の意見」を発表した

ことが判明。

２２日蜷サウジアラビアのアブドッラー国王

来訪。エネルギー協力に関する議定書に調印。

２３日蜷ゼーリック米国務副長官来訪（～２５

日）。温首相，李肇星外交部長と会談。

２４日蜷中国共産主義青年団中央宣伝部，『冰

点周刊』を停刊処分。

２月６日蜷文化大革命時の「四人組」の１人，

姚文元が死去。享年７４歳。

１４日蜷中央党校で新しい農村建設に関する

特別セミナー開講式開催。胡総書記，温首相

が重要講話。

３月１日蜷停刊中の『冰点周刊』が復刊。

３日蜷中国人民政治協商会議第１０期全国委

員会第４回会議開催（～１３日）。

４日蜷胡総書記，政協民連，民進聯組に参

加。「社会主義栄辱観」を提起。

５日蜷第１０期全国人代第４回会議開催（～

１４日）。第１１次５カ年計画要綱承認。

６日蜷東シナ海の天然資源開発問題をめぐ

る日中局長級協議開催（北京，～７日）。

１７日蜷温首相，山西省の農村を視察。

１９日蜷「解放軍司令部条例」１０年ぶりに公布。

２０日蜷国務院，「生産能力過剰産業の構造調

整促進加速に関する通知」発出。

２１日蜷プーチン・ロシア大統領来訪（～２２

日）。胡錦濤国家主席と会談，中ロ共同声明

に調印。

２７日蜷国務院，「出稼ぎ農民問題の解決に関

する国務院の若干の意見」発表。

３１日蜷橋本龍太郎元首相来訪。胡国家主席

と会談。胡国家主席，「日本の指導者が靖国神

社への参拝を止めれば会談する」と発言。

４月１日蜷温首相，オーストラリア，フィ

ジー，ニュージーランド，カンボジアを訪問

（～８日）。第１回中国・太平洋島嶼国経済発

展協力フォーラム閣僚級会議の開催式に出席。

３日蜷温首相，ハワード豪首相と会談，原

子力原料移転協定，原子力協力協定に調印。

４日蜷曹剛川国防部長，北朝鮮，ベトナム，

マレーシア，シンガポール，韓国を訪問。北

朝鮮で金永南最高人民会議常任委委員長と会

談。

１３日蜷連戦中国国民党名誉主席来訪（～２５

日）。両岸経済貿易フォーラムに出席し，胡

総書記と会談。

１８日蜷胡国家主席，アメリカを訪問。ブッ

シュ大統領，チェイニー副大統領と会談。

２２日蜷胡国家主席，サウジアラビア，モ

ロッコ，ナイジェリア，ケニアを訪問（～２９

日）。

２２日蜷ボアオ・アジアフォーラム２００６年年

次総会開催（～２３日）。

２６日蜷上海協力機構（SCO）国防相会議，北

京で開催。合同軍事演習実施に関する共同コ

ミュニケに調印。

２７日蜷第１回 中 国・石 油 輸 出 国 機 構

（OPEC）エネルギー円卓会議開催。

蜷胡総書記の特使として唐家�国務委員が

北朝鮮を極秘訪問（～２８日）。金正日総書記と

６カ国協議復帰について会談。

蜷人民銀行，貸出基準金利引き上げを発表

（１年ものを０．２７ポイント引き上げ５．８５％に）。

重要日誌 中 国 ２００６年

１５０

５月２日蜷国連安保理常任理事国５カ国とド

イツがイランの核問題をめぐりパリで会議を

開催（８日に６カ国外相会合）。

７日蜷日中総合政策対話，北京で実施（～

９日）。

９日蜷共産党員先進性保持教育活動・党先

進性理論セミナー開催。

蜷中国，国連人権理事会の理事国に選出さ

れる。

１５日蜷SCO外相会議，上海で開催。

１９日蜷アナン国連事務総長来訪（～２３日）。

胡国家主席と会談。

２１日蜷全国県委書記・県長，「社会主義新農

村の建設」についての講習会開催（～２８日）。

蜷ドイツのメルケル首相来訪（～２３日）。胡

国家主席，温首相と会談。

２４日蜷６カ国協議米代表ヒル国務次官補来

訪（～２５日）。武大偉外交部副部長と協議。

２５日蜷人民元対米ドル相場，８元台を突破。

３０日蜷白南淳北朝鮮外相来訪（～６月６日），

温首相，李肇星外交部長と会談。黄海での石

油資源共同開発協定に調印。

６月１日蜷陝西省人代，代理省長に袁純清を

選出。

６日蜷日本政府，延期中の２００６年度対中国

円借款７４０億円の供与を決定。

７日蜷国務院常務会議が独占禁止法草案を

原則可決。

１０日蜷胡国家主席，宮本駐中国大使の信任

状受理に際し，将来の訪日の可能性を明言。

１１日蜷北京市人代常務委，劉志華副市長を

解任。

１３日蜷国務院，新規投資抑制に関する国家

発展改革委等の意見を承認，公布。

蜷人民銀，銀行融資の窓口規制実施。

１５日蜷国務院「応急管理工作の全面強化に

関する国務院の若干の意見」発表。

蜷SCO第６回首脳会議，上海で開催。

１６日蜷胡国家主席，カザフスタンを訪問

（～１７日）。

１７日蜷温首相，エジプト，ガーナ，コンゴ，

アンゴラ，南アフリカ，タンザニア，ウガン

ダを訪問（～２４日）。

２７日蜷賈慶林全国政協主席，香港訪問，

CEPA締結３周年の記念フォーラム出席。

２９日蜷中共中央，広西チワン族自治区党委

書記に劉奇葆を任命。

蜷全人代常務委で改正義務教育法可決。

３０日蜷中国共産党創立８５周年祝賀，共産党

員先進性保持教育活動総括大会開催，胡総書

記が重要演説。

７月１日蜷胡総書記，青蔵鉄道の開通祝賀大

会に出席し，重要講話。

３日蜷中共中央，甘粛省委書記に陸浩を任

命。

５日蜷外交部，北朝鮮によるミサイル発射

に対して自制を呼び掛ける。

６日蜷胡国家主席，ブッシュ米大統領と電

話会談。

蜷モンテネグロと国交樹立。

１０日蜷全国統一戦線工作会議が北京で開催

（～１２日）。胡総書記が重要演説。

蜷回良玉副首相が北朝鮮を訪問（～１５日）。

中朝友好相互援助条約締結４５周年記念の祝賀

会に参加。

１２日蜷国連安全保障理事会，北朝鮮のミサ

イル発射問題に関する決議を中国含む１５理事

国の全会一致で採択。

１６日蜷胡国家主席，Ｇ８出席のためロシア

を訪問，ブッシュ米大統領と会談。翌日は

プーチン・ロシア大統領，シラク仏大統領，

プロディ伊首相と会談。中ロ印３カ国首脳会

議に出席。

１９日蜷貴州省人代，代理省長に林樹森を選
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出。

８月１日蜷国家発展改革委等，「新規着工投資

案件の整頓に関する指導意見」発出。

６日蜷チャドと国交樹立。

９日蜷『江沢民文選』第１～３巻が発行。

１５日蜷外交部，小泉首相の靖国神社参拝に

対して抗議の声明を発表。

１８日蜷人民銀行，預金と貸出基準金利の

０．２７ポイント引き上げを発表。１年定期２．５２％，１

年もの貸出６．１２％に。

２１日蜷中共中央外事工作会議開催。胡総書

記，温首相が重要講話。

蜷人民銀行，預金準備率０．５ポイント引き上げ発

表。

２２日蜷第１０期全人代常務委第２３回会議開催

（～２７日）。企業破産法可決。

２４日蜷公安部，カザフスタンと合同で反テ

ロ合同演習「天山１号２００６」実施（～２６日）。

２５日蜷外交部，台湾の胡鎮埔陸軍司令官の

訪日について日本政府に抗議。

９月１日蜷国務院全国農村総合改革工作会議

（～２日）。温首相が重要講話。

７日蜷国務院，全国農民工工作座談会を開

催（～８日）。

９日蜷温首相，中国・EU首脳会議出席の

ためフィンランドを訪問。EU側，対中武器

禁輸措置の解除に向け努力すると表明。

１０日蜷温首相，アジア欧州会合（ASEM）に

出席。

蜷初の米中海軍合同軍事演習実施。

１１日蜷温首相，第５回 SCO加盟国首脳会

談に出席のためタジキスタンを訪問。

１３日蜷中共中央弁公庁・国務院弁公庁，

「『第１１次５カ年計画』期間（２００６～２０１０）文化

発展計画要綱」を交付。

１９日蜷IMF，中国等４カ国の投票権拡大を

決定。

２３日蜷第６回日中総合政策対話，東京で開

催（～２６日）。

２４日蜷中共中央政治局，陳良宇上海党委書

記を解任。中央政治局委員の職務を停止，党

委書記代行に韓正を決定。

２６日蜷温首相，安倍晋三新首相へ祝電。

２９日蜷台湾海峡両岸の中秋節チャーター便

第１便が台北から上海浦東空港へ到着。

３０日蜷湖南省人代，代理省長に周強を選出。

１０月４日蜷EU，中国・ベトナム製革靴に対

する反ダンピング課税決定。

８日蜷安倍首相来訪（～９日）。胡国家主席，

温首相らと会談。共同プレスコミュニケ発表。

蜷中共第１６期中央委員会第６回全体会議開

催（～１１日）。「調和社会」の建設を目指すコ

ミュニケを発表。

９日蜷北朝鮮が核実験実施。中国外務省，

抗議の声明を発表。胡国家主席，ブッシュ大

統領と電話協議。

１２日蜷唐国務委員，アメリカ訪問。ブッ

シュ大統領と会談。

１３日蜷盧武鉉韓国大統領来訪。胡国家主席，

温首相と会談。

１４日蜷唐国務委員，ロシア訪問。プーチン

大統領と会談。

蜷国連安保理，対北朝鮮制裁を含む第１７１８

号決議を全会一致で採択。

１８日蜷唐国務委員，北朝鮮訪問。１９日，金

正日総書記と会談。胡国家主席からのメッ

セージ伝達。

２０日蜷ライス米国務長官，来訪（～２１日）。

胡国家主席，温首相，李肇星外交部長と会談。

２２日蜷紅軍長征勝利７０周年記念大会開催。

２３日蜷チベット自治区党委書記に張慶黎を

選出。

２７日蜷第１０期全人代常務委第２４回会議開催

（～３１日）。

２００６年 重要日誌

１５２

蜷中国工商銀行，香港・上海証券取引所に

同時上場。資金調達額で世界最高記録更新。

３０日蜷温 首 相，南 寧 に お け る 中 国・

ASEAN対話関係構築１５周年記念サミットに

出席。

蜷甘粛省人代，代理省長に徐守盛を選出。

３１日蜷河北省人代，代理省長に郭庚茂を選

出。江西省人代，代理省長に呉新雄を選出。

蜷中国，北朝鮮，米国の６カ国協議団長が

北京で非公式会合。協議再開で合意。

１１月１日蜷中国・アフリカ協力フォーラムを

北京で開催（４～５日に首脳会議）。胡国家主

席が重要講話。「北京首脳会議宣言」および「北

京行動計画」採択。

３日蜷人民銀行，預金準備率０．５ポイント引き上

げを発表。本年３度目。

６日蜷雲南省人代，代理省長に秦光栄を選

出。

８日蜷第３回米中戦略対話，北京で開催。

９日蜷ロシアのフラトコフ首相来訪。温首

相と中ロ首相第１１回定例会議開催。

蜷国家発展改革委，「第１１次外資利用５カ年

計画（２００６～２０１０年）」発表。

１２日蜷孫文生誕１４０周年記念大会，北京で

開催。胡総書記が祖国の平和統一に関する重

要講話。

１５日蜷胡総書記・国家主席，ベトナム，ラ

オス，インド，パキスタンを訪問（～２６日）。

１８日蜷アジア太平洋経済協力会議（APEC）

がベトナムで開催。胡国家主席，第１４回非公

式首脳会談出席。会期中，盧武鉉韓国大統領，

安倍首相，プーチン・ロシア大統領，ブッ

シュ米大統領と会談。

１９日蜷米中合同海上捜索救助演習，南シナ

海で実施。

２１日蜷胡国家主席，インドを訪問（～２３日）。

シン首相，カラム大統領と会談し，共同宣言

発表。

２３日蜷第１２回全国民政会議（～２４日）。温首

相が重要講話。

蜷胡国家主席パキスタンを訪問（～２６日）。

ムシャラフ大統領と会談。自由貿易協定

（FTA）に調印。

蜷第７回日中防衛安全協議が２年ぶりに東

京で開催。

１２月３日蜷中共中央，四川省党委書記に杜青

林，吉林省党委書記に王�を任命。

４日蜷中共中央，海南省党委書記に衛留成

を任命。

５日蜷中共中央経済工作会議開催（～７日）。

１１日蜷中国・パキスタンが合同反テロ軍事

演習「友好２００６」を実施（～１８日）。

蜷外銀の個人向け人民元業務を解禁。

１３日蜷ブッシュ米大統領来訪，胡国家主席

と会談。

１４日蜷張定発人民解放軍海軍司令員死去。

後任に呉勝利。

蜷第１回米中戦略経済対話，北京で開催

（～１５日）。胡国家主席，ポールソン米財務長

官ら米側代表団と会談。

蜷上海株式総合指数，５年ぶり高値更新。

１６日蜷中国，アメリカ，インド，日本，韓

国５カ国エネルギー担当相会議開催（北京）。

１８日蜷吉林省人代，代理省長に韓長賦を任

命。

蜷第５回６カ国協議第２段階会議が北京で

開催（２２日に休会を宣言）。

２０日蜷ナザルバエフ・カザフスタン大統領

来訪。胡国家主席と会談。

２４日蜷第１０期全人代常務委第２５回会議開催

（～２９日）。孫政才を農業部長に決定。

２６日蜷日中歴史共同研究委員会第１回会議

開催（北京，～２７日）。

２９日蜷『２００６年中国の国防白書』発表。
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２ 中国共産党・国家指導者名簿

（２００６年末現在）

１．中国共産党

盧 第１６期中央委員会

総書記 胡錦濤

中央政治局常務委員

胡錦濤 呉邦国 温家宝

賈慶林 曾慶紅 黄 菊

呉官正 李長春 羅 幹

中央政治局委員 王楽泉 王兆国 回良玉

劉 淇 劉雲山 李長春

呉 儀 呉邦国 呉官正

張立昌 張徳江 羅 幹

周永康 胡錦濤 兪正声

賀国強 賈慶林 郭伯雄

黄 菊 曹剛川 曾慶紅

曾培炎 温家宝

（注：２００５年９月２５日に中央政治局委員の陳良宇

は職務停止となっている）

中央政治局候補委員

王 剛

中央書記処書記 曾慶紅 劉雲山 周永康

賀国強 王 剛 徐才厚

何 勇

盪 中央規律検査委員会

書 記 呉官正

参考資料 中 国 ２００６年

１ 国家機構図

１５４

副書記 何 勇 夏賛忠 李至倫

張樹田 劉錫栄 張恵新

劉峰岩 馬 馼

蘯 中央軍事委員会

主 席 胡錦濤

副主席 郭伯雄 曹剛川 徐才厚

委 員 梁光烈 李継耐 廖錫龍

陳炳徳 喬清晨 張定発

靖志遠

盻 中央直属機関

中央弁公庁主任 王 剛

中央組織部長 賀国強

中央宣伝部長 劉雲山

中央統一戦線工作部長 劉延東

中央対外連絡部長 王家瑞

２．国家最高機関

国家主席 胡錦濤

国家副主席 曾慶紅

全国人民代表大会常務委員会委員長 呉国邦

中国人民政治協商会議主席 賈慶林

国務院総理 温家宝

国家中央軍事委員会主席 胡錦濤

最高人民法院院長 蕭 揚

最高人民検察院検察長 賈春旺

３．人民解放軍

総参謀長 梁光烈

総政治部主任 李継耐

総後勤部長 廖錫龍

総装備部長 陳炳徳

海軍司令員 呉勝利

空軍司令員 喬清晨

第２砲兵司令員 靖志遠

４．国務院

総 理 温家宝

副総理 黄 菊 呉 儀 曾培炎 回良玉

国務委員 周永康 曹剛川 唐家� 華建敏１）

陳志立

外交部部長 李肇星

国防部部長 曹剛川

国家発展改革委員会主任 馬 凱

教育部部長 周 済

化学技術部部長 徐冠華

国防科学技術工業委員会主任 張雲川

国家民族事務委員会主任 李徳洙

公安部部長 周永康

国家安全部部長 許永躍

監察部部長 李至倫

民政部部長 李学挙

司法部部長 呉愛英

財政部部長 金人慶

人事部部長 張柏林

労働社会保障部部長 田成平

国土資源部部長 孫文盛

建設部部長 汪光�

鉄道部部長 劉志軍

交通部部長 李盛霖

信息（情報）産業部部長 王旭東

水利部部長 汪恕誠

農業部部長 孫政才

商務部部長 薄煕来

文化部部長 孫家正

衛生部部長 高 強

人口計画生育（出産）委員会主任 張維慶

中国人民銀行行長 周小川

審計（会計検査）署審計長 李金華

国有資産監督管理委員会２）主任 李榮融

（注）＊１）国家行政学院院長を兼務。

＊２）直属特設機構。
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３ 各省，市，自治区首脳名簿（２００６年末現在）

省・市・
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

省・市・
自治区

党委員会
書 記

省 長
市 長
主 席

人代常務
委員会主任

北 京

天 津

河 北

山 西

内モン
ゴル

遼 寧

吉 林

黒龍江

上 海

江 蘇

浙 江

安 徽

福 建

江 西

山 東

河 南

劉 淇

張立昌

白克明

張宝順

儲 波

李克強

王 �

銭運録

韓 正豎

李源潮

習近平

郭金龍

廬展江

孟建注

張高麗

徐光春

王岐山

戴相龍

郭庚茂豎

于幼軍

楊 晶

張文岳

韓長賦豎

張左己

韓 正

梁保華

呂祖善

王金山

黄小昌

呉新雄豎

韓寓群

李成玉

于均波

劉勝玉

白克明

張宝順

儲 波

李克強

王雲坤

銭運録

�学平

李源潮

習近平

郭金龍

廬展江

孟建柱

張高麗

徐光春

湖 北

湖 南

広 東

広 西

海 南

重 慶

四 川

貴 州

雲 南

チベット

陝 西

甘 肅

青 海

寧 夏

新 疆

兪正声

張春賢

張徳江

劉奇葆

衛留成

汪 洋

杜青林

石宗源

白恩培

張慶黎

李建国

陸 浩

趙楽際

陳建国

王楽泉

羅清泉

周 強豎

黄華華

陸 兵

衛留成

王鴻挙

張中偉

林樹森豎

秦光栄豎

シャンバ
ビンツオ

袁純清豎

徐守盛豎

宋秀岩

馬啓智

イスマイ
ル・ティリ
ワルディ

楊永良

張春賢

黄麗満

（空席）

（空席）

汪 洋

張学忠

石宗源

白恩培

列 確

李建国

（空席）

趙楽際

陳建国

アブドライ
ム・アミティ

（注）（代）は代理。

２００６年 参考資料

１５６

主要統計 中 国 ２００６年

１ 基礎統計

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
人 口（万人）
就 業 人 口（万人）

消費者物価上昇率（％）
都市部失業率（％）
為替レート（１ドル＝元，平均）

１２６，７４３
７２，０８５
０．４
３．１

８．２７８４

１２７，６２７
７３，０２５
０．７
３．６

８．２７７０

１２８，４５３
７３，７４０

―０．８
４．０

８．２７７０

１２９，２２７
７４，４３２
１．２
４．３

８．２７７０

１２９，９８８
７５，２００
３．９
４．２

８．２７６８

１３０，７５６
７５，８２５
１．８
４．２

８．１９１７

１３１，４４８
７６，４００
１．５
４．１

７．９７３５

（出所）『中国統計年鑑２００６』，国家統計局発表による。

２ 国内総支出（名目価格） （単位：億元）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
最 終 消 費
民 間 消 費
政 府 消 費
総 資 本 形 成 額
財・サービス純輸出額
国 内 総 支 出 額

６１，５１６
４５，８４６
１５，６６１
３４，８４３
２，３９０
９８，７４９

６６，８７８
４９，２１３
１７，６６５
３９，７６９
２，３２５
１０８，９７２

７１，６９１
５２，５７１
１９，１２０
４５，５６５
３，０９４
１２０，３５０

７７，４５０
５６，８３４
２０，６１５
５５，９６３
２，９８６
１３６，３９９

８７，０３３
６３，８３４
２３，１９９
６９，１６８
４，０７９
１６８，２８０

９６，９１８
７０，９０６
２６，０１２
７９，５６０
１０，２２３
１８６，７０１

…
…
…
…
…
…

（出所）『中国統計年鑑２００６』。

３ 産業別国内総生産（名目価格） （単位：億元）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業

１４，７１６
４５，５５６
３８，９４３

１５，５１６
４９，５１２
４４，６２７

１６，２３９
５３，８９７
５０，１９７

１７，０６８
６２，４３６
５６，３１８

２０，９５６
７３，９０４
６５，０１８

２３，０７０
８７，０４７
７２，９６８

２４，７００
１０２，００４
８２，７０３

国 内 総 生 産
国 民 総 生 産

９９，２１５
９８，００１

１０９，６５５
１０８，０６８

１２０，３３３
１１９，０９６

１３５，８２３
１３５，１７４

１５９，８７８
１５９，５８７

１８３，８６８
１８３，９５６

２０９，４０７
…

食料＊生産量（万トン）
１人当たりＧＤＰ（元）

４６，２１８
７，８５８

４５，２６４
８，６２２

４５，７０６
９，３９８

４３，０７０
１０，５４２

４６，９５０
１２，３３６

４８，４０２
１４，０４０

４９，７４６
１５，９３１

（注） ＊穀物・豆類・イモ類。
（出所） 表１に同じ。

４ 産業別国内総生産成長率 （％）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業
国 内 総 生 産
国 民 総 生 産
１人当たりＧＤＰ（元）

２．４
９．４
９．７
８．４
８．９
７．６

２．８
８．４
１０．２
８．３
８．１
７．５

２．９
９．８
１０．４
９．１
９．５
８．４

２．５
１２．７
９．５
１０．０
１０．６
９．３

６．３
１１．１
１０．０
１０．１
１０．４
９．４

５．２
１１．７
１０．０
１０．２
１１．０
９．６

５．０
１２．５
１０．３
１０．７
…

１０．２

（出所） 表１に同じ。

１５７
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５ 国・地域別貿易 （単位：億ドル）

２００４ ２００５ ２００６
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

Ｅ Ｕ
ド イ ツ
ア メ リ カ
日 本
香 港
ＡＳＥＡＮ
韓 国
台 湾
そ の 他

１，０７１．６
２３７．６

１，２４９．４
７３５．１

１，００８．７
４２９．０
２７８．１
１３５．４

１，０２５．８

７０１．２
３０３．７
４４６．６
９４３．３
１１８．０
６２９．８
６２２．３
６４７．６
１，５０３．５

１，４３７．１
３２５．３
１，６２９．０
８４０．０

１，２４４．８
５５３．７
３５１．１
１６５．５

１，０７３．５

７４０．０
３０７．２
４８７．３
１，００４．５
１，２２２．７
７５０．０
７６８．２
７４６．８
５７４．３

１，８１９．８
４０３．２
２，０３４．７
９１６．４
１，５５３．９
７１３．３
４４５．３
２０７．４
１，９９９．６

９０３．２
３７８．８
５９２．１
１，１５７．２
１，０７８．７
８９２．３
８９７．８
８７１．１
１，５２３．７

合 計 ５，９３３．３ ５，６１２．３ ７，６２０．０ ５，６１２．３ ９，６９０．７ ７，９１６．１
（出所）２００５年までは『中国統計年鑑２００６』，２００６年は海関総署。

６ 国際収支 （単位：億ドル）

２００３ ２００４ ２００５ ２００６上半期
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支

４４６．５
４，３８２．７
―３，９３６．２

―８５．７
―７８．４
１７６．３

５８９．８
５，９３３．９
―５，３４４．１

―９７．０
―３５．２
２２９．０

１，３４１．９
７，６２４．８
６，２８２．９

―９３．９
１０６．４
２５３．９

７９９．７
４，２８７．４
３，４８７．８

―５６．６
３６．５
１３６．２

経 常 収 支 ４５８．７ ６８６．６ １，６０８．２ ９１５．８
資 本 ・ 金 融 収 支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
流 出
流 入
証 券 投 資
資 産
負 債
そ の 他 投 資
資 産
負 債

５２７．３
―０．５
５２７．７
４７２．３
―８２．８
５５５．１
１１４．３
２９．８
８４．４
―５８．８
―１７９．２
１２０．４

１，１０６．６
―０．７

１，１０７．３
５３１．３
―１８．１
５４９．４
１９６．９
６４．９
１３２．０
３７９．１
１９．８
３５９．３

６２９．６
４１．０
５８８．６
６７８．２
８６０．７
１８２．５
―４９．３
２２０．０
２６９．３
―４０．３

３，０６７．３
３，１０７．６

３８９．３
１９．５
３６９．９
３０９．６
４１０．１
１００．４
―２９２．０
１６１．７
４５３．７
３５２．２
２，２４２．８
１，８９０．６

誤 差 脱 漏 １８４．２ ２７０．５ ―１６７．７ ―８４．１
準 備 資 産 ―１，１７０．２ ―２，０６３．６ ―２，０７０．２ ―１，２２１．１
（出所）『中国統計年鑑』（各年版），２００６年上半期は国家外�管理局発表。

７ 国家財政 （単位：億元）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６
財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
国内公債・国債
海 外 借 入

１３，３９５
１５，８８７
―２，４９１
４，１８０
４，１５７
２３

１６，３８６
１８，９０３
―２，５１７
４，６０４
４，４８４
１２０

１８，９０４
２２，０５３
―３，１５０
５，６７９
５，６７９

０

２１，７１５
２４，６５０
―２，９３５
６，１５４
６，０３３
１２１

２６，３９６
２８，４８７
―２，０９０
６，８７９
６，７３４
１４５

３１，６４９
３３，９３０
―２，２８１
６，９２３
６，９２３
０

３９，３４４
４０，２１３

―８７０
…
…
…

（出所）『中国統計年鑑２００６』，２００６年は全人代での財政報告による。

２００６年 主要統計

１５８
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p.314

p.322

p.326

p.329
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中　　国

国　境 
省・市・自治区境 
首　都 

特別行政区 

タジキスタン 
アフガニスタン 

ロシア 

カザフスタン 

キルギスタン 

パキスタン 

（
カ
シ
ミ
ー
ル
） 

モンゴル 

新疆ウイグル自治区 

黒 龍 江 省  

内 　
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ン 

　
　
　
ゴ 
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吉林省 

朝鮮民主主義 
人民共和国 
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遼寧省 北京市 
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北
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山
西
省 山東省 

甘　粛　省 

寧夏回族自治区 

上海市 

陝
西
省 

江
蘇
省 

河南省 
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安
徽
省 浙

江
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日
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東
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（
東
シ
ナ
海
） 

福
建
省 

四川省 
重慶市 
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貴州省 

湖
南
省 

江
西
省 

台
湾 

広西チワン族 
自治区 広東省 

海南省 
香港 マ

カ
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フ
ィ
リ
ピ
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ブ
ル
ネ
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南　海　 
（南シナ海） 

中
沙
諸
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西
沙
諸
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ン 

ミ
ャ
ン
マ
ー 

マレーシア 

インドネシア 
シンガポール 

マレーシア 
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  ナ 
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ラ
オ
ス 

タ　イ 

チベット自治区 
ネパール 

イ
　
ン
　
ド 

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ 

ブータン 

 中華人民共和国 

 面　積　　960万㎞ 2 

  人　口　　13億2129万人（2007年末）

  首　都　　北京

  言　語　　漢語，チベット語，モンゴル語，ウイグル語など

  宗　教　　道教，仏教，イスラーム教，キリスト教 

 政　体　　社会主義共和制

  元　首　　胡錦濤国家主席

  通　貨　　 元（ 1 米ドル＝7.3046元，2007年末現在，中

国人民銀行公布の中間レート。対日は2007年

末で 1 元＝15.61円） 

 会計年度　 1 月～12月 
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 第 2 期胡錦濤政権のスタート 
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 　  概　　況  
　国内政治では，10月に中国共産党第17回全国代表大会（第17回党大会）が開かれ，
胡錦濤総書記の権力基盤の強化が図られた。次期総書記候補に習近平と李克強が
名乗りを上げ，また「科学的発展観」の権威づけが行われたが，必ずしも胡総書
記の権力基盤強化にはつながらなかった。また，農地の強制収用などへの民衆の
不満も高まっており，集団抗議行動が増加，多様化している。しかし，政治改革
を含めた解決策をみつけることはできていない。
　経済は固定資産投資と貿易黒字という 2 大要因に支えられ，前年の高成長をさ
らに上回る11.4％の成長を達成した。輸出は前年並みの堅調を維持し，貿易黒字
は 3 年連続で過去最高を更新した。高成長の陰で，安定が続いていた物価の上昇
と株価の急騰が目立った動きとなっている。経済過熱とインフレへの懸念から，
政府は過去に例のない頻度で金融引き締め政策を発動した。これと並行して国有
外貨運用会社を設立し，積み上がる外貨準備を国内に流入させずに海外で運用し
ようとしている。生産現場の事故や環境問題にも関心が集まった。年末の中央経
済工作会議では，マクロ経済政策は10年来の中立的政策から引き締め政策にシフ
トすることが決定された。経済過熱とインフレをコントロールしつつ，安定的な
経済環境を整えるための模索が始まっている。
　対外関係では，国益重視と「調和世界の建設」という国際協調のバランスをい
かに取るかに政府は苦悩した。日本，ロシア，ASEAN など周辺諸国との関係発
展が図られた。しかし，アメリカとは台湾問題や朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）
の核開発問題，資源外交など争点が多岐にわたり，調整が難航した。 

2007年の中国 2007年の中国
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 　 次期総書記候補に習近平，李克強が名乗り 
　10月15日から21日まで開かれた第17回党大会では，中央委員が選出され，胡総
書記が第16期中央委員会報告（胡錦濤報告）を行い，党規約（党章）の改正が行われ
た。
　大会のポイントは，2002年の第16回党大会で江沢民前総書記の影響力が残った
まま総書記に就いた胡錦濤が政権 2 期目を迎え，江沢民の影響力を排除し，権力
基盤を強化できるかという点にあった。
　人事については，第17回党大会の直後に開かれた第17期中央委員会第 1 回全体
会議において，中央政治局の「委員」25人，そしてそのなかから 9 人の「常務委
員」が選ばれた。常務委員は，序列 1 位から 5 位までの胡錦濤，呉邦国，温家宝，
賈慶林，李長春が留任し， 6 位から 9 位までの習近平，李克強，賀国強，周永康
が新任である。このうち，50歳代の習近平と李克強は次期総書記候補といえる。

著作権の関係により， 　　
この写真は掲載できません
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また，常務委員 9 人を除く委員16人は留任が 8 人，新任が 8 人である。
　この中央政治局人事から，胡総書記は中国共産主義青年団（共青団）中央書記処
第 1 書記時代の部下を中心とする側近の抜擢に成功したといえる。常務委員に李
克強を，委員に王兆国，劉延東，李源潮の 3 人を配置した。また党中央の重要ポ
ストである辧公庁主任に令計劃，組織部長に李源潮を配置した。
　しかし，胡錦濤にとっての誤算もあった。ひとつは中央政治局からの江沢民人
脈の排除に失敗したことである。曾慶紅，黄菊（2007年 6 月に死去）は常務委員を
退いたが，賈慶林が留任し，賀国強，周永康の 2 人が委員から昇格したことで，
人数は変わっていない。これには，賈慶林と曾慶紅の 2 人を引退させることに対
する江沢民ら長老の反発があった。江沢民の側近である曾慶紅は胡錦濤政権下で
は，江沢民と胡錦濤の間のバランサーとして重要な役割を果たしてきた。そのた
め胡錦濤にとって曾慶紅の存在は政治的な脅威であり，曾慶紅の排除は最優先だ
った。しかし 2 人の後任を胡錦濤の側近が占めることには，江沢民や曾慶紅，そ
してその他の長老の間にも反対があった。そのため胡錦濤は，68歳に達している
ことを理由に曾慶紅だけを引退させ，その引き替えに賈慶林の残留，曾慶紅に近
い賀国強の抜擢に同意するということで，江沢民と曾慶紅と取引した。さらに賀
国強は中央規律委員会書記を，周永康は中央政法委員会書記を兼務し，公安部長
には江沢民の上海市党委員会書記時代の部下である孟建柱が就いたことで政法部
門を江沢民人脈が独占した。
　もうひとつの誤算は習近平が李克強よりも序列上位で常務委員入りしたことで
ある。これには，李克強の抜擢への反発があった。胡政権発足以降，共青団出身
者が中央や地方の党・政府幹部に登用されるケースが増えているため，委員を経
ていない李克強が次期総書記に確定してしまうことへの抵抗が党内にあった。そ
うした抵抗勢力が対抗馬として推したのが習近平だった。2006年 9 月に汚職によ
り解任された陳良宇の後任として， 3 月に上海市党委書記に就いたばかりの習近
平は，委員止まりとみられていた。しかし，高級幹部の子弟であったこと，地方
経験が豊かなことから李克強の対抗馬に推され，さらに中央政治局委員を選出す
るために初めて導入された予備的な人選のための「民主推薦」で，軍幹部の支持
を集めたものと思われる。その結果が李克強よりも序列上位に抜擢される布石と
なった。習近平は，中央書記処の常務書記と中央党校の校長を兼務し党務全般に
かかわることになり，李克強に比べ次期総書記レースを一歩リードしている。 

2007年の中国

125

  　「科学的発展観」の権威づけ 
　胡錦濤報告では今後 5 年間の施政方針が示された。まず「2020年までに 1 人当
たり GDP を2000年の 4 倍増にする」という「全面的小康社会（ある程度満足でき
る水準の社会）の建設」の目標が掲げられ，経済成長優先から持続可能な発展への
発展戦略の転換，すなわち経済格差や環境への配慮など総合的な発展が強調され
た。そして民生重視の観点から，⑴教育の発展，⑵雇用創出，⑶所得分配制度の
改革，⑷都市と農村の住民をカバーする社会保障システムの構築，⑸基本的医療
衛生制度の確立，⑹社会管理の完備が挙げられた。
　これらの施政方針は，胡政権が過去 5 年間にスローガンとして広く浸透させて
きた「科学的発展観」に沿ったものといえる。第17回党大会では，この「科学的
発展観」への理論的な権威づけが図られた。胡錦濤報告では，鄧小平理論と江沢
民が掲げた「 3 つの代表」重要思想に並ぶ，1978年末からの改革・開放が形成し
た「中国の特色ある社会主義」の理論のひとつに「科学的発展観」が位置づけられ
た。そして改正された党規約でも同様に位置づけられた。歴史的継承性を強調す
ることで「科学的発展観」の権威を高める意図がうかがわれる。しかし，その内
容は「第一義とするところは発展，核心は人間本位，基本的要請は全面的で，バ
ランスがとれ，持続可能であること，根本的な方法は全局的立場に立った各方面
への適切な配慮である」と説明されるだけで，過去の理論にみられるような共産
党のあるべき姿，共産党が進むべき方向性を含んではいない。そのため，権威づ
けを歴史的継承性に依存するしかなかった。 

  　胡錦濤の権力基盤は強化されたのか 
　側近を抜擢しながらも， 2 つの誤算を招いた胡錦濤は，権力基盤の強化に成功
したとはいえない。他方，曾慶紅が引退したことで，江沢民人脈は実質的には後
退し，中央政治局は，習近平に代表されるように胡錦濤の側近でもなければ江沢
民人脈でもないメンバーが多数派を占めている。胡総書記には政権運営で江沢民
人脈以上に彼らへの配慮が求められる。
　経済成長優先から持続可能な発展への転換，総合的な発展を内包する「科学的
発展観」を，胡錦濤報告と党規約のなかに明文化することには，「脱江沢民」の表
明という政治的な意図もあった。そして，経済成長優先の弊害は江沢民政権が残
した負の遺産であるというイメージ作りには成功した。しかし，歴史的継承性に
頼らざるを得ない「科学的発展観」の理論的な限界が露呈された。そしてそれだ
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けでなく，党規約のなかで「科学的発展観」が毛沢東思想，鄧小平理論，「 3 つの
代表」重要思想と並ぶ「行動方針」（中国語で「行動指南」）に引き上げられなかっ
たことは，政治的な抵抗があったものと推測され，権力基盤の強化は限定的とい
える。 

  　全国人民代表大会の動き 
　 3 月に開かれた第10期全国人民代表大会（全人代）第 5 回会議では，物権法と企
業所得税法が成立した。2007年度予算では国防費は3509億2100万元（約450億㌦）
で，対前年度比17.8％となった。これに対して，米国防総省は 6 月に，装備費や
研究開発費を含めた実質的な中国の国防費は最大で1250億㌦との分析を発表して
いる。
　全人代常務委員会では， 6 月に労働契約法，個人所得税法改正案， 8 月に独占
禁止法，突発事件対応法，就業促進法，10月に都市農村計画法，省エネ法改正案，
12月に労働争議調解仲裁法などが成立した。このうち突発事件対応法は，大規模
災害や事故などの非常事態への対応を強化するものだが，「いかなる組織，個人
も虚偽の情報をねつ造してはならない」とのメディア規制条項も盛り込まれた。
また12月には香港特別行政区の2017年の行政長官選挙と，それ以降の立法会選挙
で全面的な直接選挙を実施できる決定を採択した。
　第17回党大会を前後して，省レベルの幹部が多数交代した。党委員会書記は半
数の16人，首長（省長，自治区主席，直轄市長）は12人交代した。国務院の閣僚の
交代も，65歳定年制が厳格に施行され，従来とは異なり党大会の翌年の全人代を
待たず，12ポストが全人代常務委の任命で交代した。そのうち科学技術部長には
民主諸党派の中国致公党副主席である万鋼が，衛生部長には無党派で中国科学院
副院長を務めた医学博士の陳竺が就いた。共産党以外の人材の登用は1972年以来
のことで，胡政権の政治的寛容さを示したが，どちらも役職が非政治的な専門職
であることからパフォーマンスにすぎないともいえる。 

  　集団抗議行動の多様化 
　公安部によれば，2005年に約 8 万7000件だった集団抗議行動（中国語で「群体
性事件」）の件数が，2006年には10万件を突破している。この件数の増加は社会の
安定にとって憂慮すべき事態といえる。
　集団抗議行動の要因として最も多いのは，相変わらず農地の強制収用にかかわ
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ることへの不満である。国土資源部によれば，2006年の強制収用件数は対前年比
17.3％増の13万1077件に上っている。そして，補償金の一部を県政府が財政収入
に組み入れたり，政府担当者が着服することで，多くの農民は十分な補償金を受
け取っていない。2007年 7 月にも重慶市で土地の強制収用による補償金に不満を
もつ農民数千人が警察と衝突するなど，状況は改善されていない。
　 2 月には広西チワン族自治区の一人っ子政策関連の会議で，違反取り締まりの
甘い県が名指しされ，現場での取り締まりが厳しくなった。これに反発して， 5
月に博白県で村民ら 1 万人が政府機関の建物を壊すなど，いくつかの県で暴動が
起きている。
　都市部での集団抗議行動では，これまで国有企業改革によるリストラや給与未
払いに不満を持つ労働者のデモやストライキが知られている。しかし， 6 月に福
建省で，アモイ市に化学工場を建設する省政府の計画に対し，建設予定地近くに
学校やマンションがあるため，環境や健康への影響を懸念する住民側が，計画撤
回を要求するデモを行った。その際，携帯電話メールが重要な役割を果たしたこ
とから，アモイ市政府はネット規制の強化を図ったが，市民の反発により断念し
た。そして住民の力に圧された省政府は，12月にアモイ市に隣接する漳州市に建
設地を移転する決定を余儀なくされた。これは，公共政策の変更を迫る手段とし
てデモが行われ，住民運動の様相を呈している。今後こうしたケースは都市部で
増える可能性が高い。
　その他， 9 月には内モンゴル自治区包頭市，陜西省宝鶏市，湖北省武漢市，黒
龍江省チチハル市の各鉄道学校で職業訓練を受けていた退役軍人が，学校での待
遇や退職後の待遇への不満などを理由に千人規模の暴動を起こした。これは軍の
支持を必要とする胡総書記にとって，政治的に大きなダメージとなった。 

  　民衆の権利保障を重視する政治改革の提案 
　民衆が政府への不満を表出するために，デモや襲撃のような実力行使に頼るの
は，彼らが合法的な手段を有していないからである。民衆の利益表出手段を充実
させるためには，政治改革が必要である。
　第17回党大会の胡錦濤報告での政治改革に関する言及には新鮮味が乏しく，法
治国家の構築など第16回党大会の江沢民報告の内容が踏襲された。そのなかで，
農村の村民自治や都市の社区などの自治制度が「基層大衆自治制度」として社会
主義政治制度のひとつに新たに加えられた。また人民の知る権利・政治への参加
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権・意見の表出権・権力に対する監督権の保障，民主的な法治・自由平等・公平
正義の理念の樹立，人権や平等参加，平等発展の権利の保障なども盛り込まれた。
これらもまた民衆重視の「科学的発展観」の産物である。しかし，中央に国民重視，
民意の吸い上げの意思があっても，それが実現するかどうかは，地方，特に住民
と直接向き合う県レベルの党や政府の幹部の意識にかかっている。
　その点で地方幹部の政権運営能力の低下は深刻である。胡錦濤報告では，トッ
プの独断専行が原因であるとしている。そのため，党内改革として，例えば地方
党委員会が重要事項を決定する際には，構成メンバー間で討論した後に決定を行
い，特に重要な幹部を任用する際には票決制を実施することなどの党内民主の強
化を通じて，幹部の主体性を向上させる方策が盛り込まれた。こうした方策が実
際にうまく機能するかどうか，胡錦濤政権の地方に対する統制力が問われる。 

  　民族運動に対する取り締まり強化 
　国内での民族運動に対する当局の取り締まりは強化されている。ウイグル族の
運動に対しては， 1 月に新疆ウイグル自治区公安庁が東トルキスタン・イスラー
ム運動の訓練基地を攻撃し，18人を殺害，17人を拘束した。また中国政府は宗教
活動の管理も強めており，9 月 1 日，チベット仏教の活仏の後継者を選ぶ「転生」
の手続きにおける政府の許可権限を明確にした「チベット仏教活仏転生管理規
則」を公布した。宗教事務に対する当局の介入を制度化したことへのチベット仏
教関係者の不満は大きい。また，10月にチベット自治区の名刹デプン寺で，ダラ
イ・ラマ14世が米議会から勲章を受けたことを祝う儀式を開こうとした僧侶1100
人が武装警察と衝突した。
　海外では，在外の民族運動組織が国際的な認知度を高める動きを強めている。
6 月にウイグル人活動家でウイグル・アメリカン連盟会長のラビア・カーディル
がブッシュ米大統領と，チベット亡命政府のダライ・ラマ14世がハワード・オー
ストラリア首相とメルケル・ドイツ首相とそれぞれ会談している。中国当局は海
外での動きが国内の活動に波及することと外交問題化することを警戒しており，
実際にドイツとは外交問題に発展した。    （佐々木） 

  　
経 済

 

　2007年の実質 GDP 成長率は，速報値で11.4％とされている。年初の予想では，
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成長率は前年より若干減速して9.5 ～ 10％とみられていたが，これを大きく上回
り，1995年以来の最高水準を記録した。中国経済は2001年以来 7 年にわたって成
長を加速させ，2003年以降 5 年連続で10％以上の高成長率を維持したことになる。
　年初の大方の予想では，固定資本投資と貿易黒字の伸びの落ち込みが経済成長
減速の主な要因となるとみられていた。ところが実際には，固定資本投資（名目）
は13兆7239億元で2006年比24.8％増となり，前年の伸び率を0.9㌽   上回った。不
動産開発の進展がその背景にあるとみられる。貿易収支については，年初の予想
ではアメリカを中心とする世界経済の成長減速を背景に外需が減退し，輸出入と
もに増加傾向が鈍化するものとみられていた。しかし，実際には輸出の伸び率は
前年を1.5㌽   下回り，輸入額の伸びは0.8㌽   上回った。その結果，貿易黒字は2622
億㌦で前年比47.7％，847億㌦もの増加となり，2005年以来 3 年連続で史上最高
記録を更新した。

  　マクロ経済――高成長とインフレへの懸念 
　GDP が高成長を維持した一方で，国内では過剰流動性の膨張に起因するイン
フレ懸念が高まった。
　貿易黒字は前年に続き拡大の一途をたどり， 7 月に輸出増値税（付加価値税）還
付率の引き下げがあったにもかかわらず増大した。その結果外貨準備は加速的に
積み上がり， 7 月時点で 1 兆4000億㌦に達して，日本を抜いた前年の通年の規模
を超えた。年末の外貨準備高は 1 兆5300億㌦で前年末比4619億㌦の増加，伸び率
は43.2％であった。連年外貨準備が膨張する状況に対応するため，政府は外貨投
資の途を積極的に探り，外貨準備管理を強化して外貨準備の価値保全と増価に力
を入れている。金融機関からの融資も増加している。年末の金融機関の人民元各
種貸し出し残高は26兆2000億元で，2006年同期に比べて16.1％増， 1 ㌽   の伸びと
なった。外貨準備高が増加したことにより，市中に出回る人民元が増え，銀行融
資が増えることでインフレにつながり易い状況にあることが懸念されている。
　物価の高騰も目立った。消費者物価指数（CPI）は， 7 月（前年同期比5.6％増）
に過去10年来最大の伸び率を記録し，その後も高い水準を維持している（図 1 ）。
なかでも11月の CPI は前年同期比6.9％増を記録し，年間では4.8％の伸び率で
前年に比べ3.3㌽   もの加速となった。食品価格と住宅費の高騰が物価上昇の主な
要因とみられている。食品価格は12.3％の上昇で CPI を4.0㌽   押し上げた。住宅
賃貸料は4.5％の上昇で CPI を0.6㌽   押し上げた。また，70大中都市の住宅販売
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価格は年間で前年比7.6％上昇し，前年より2.1㌽   加速した。 

  　株式市場――株価の高騰と株ブーム 
　株式市場は大幅な値動きをみせつつ，年間を通してみれば総合株価指数が
2715.72㌽   （ 1 月 4 日）から5261.56㌽   （12月28日）と，約 2 倍になる大幅な急騰を経
験した。
　最初の乱高下は， 2 月27日，上海，深圳の両株式市場で発生した。人民元によ
って取引されるＡ株の上海総合指数は， 2 月26日に史上初の3000㌽   に達した。と
ころが，翌27日には268.81㌽   （8.84％）下落し，同日の終値は2771.79㌽   となった。
深圳市場もほぼ同様の値動きを示し，同日の両市場の出来高は史上空前の2007億
5700万元となった。このような大幅な株価下落は，上海総合指数が8.91％下落し
た1997年 2 月18日以来のことである。原因は，前日までに株価の高騰が続いたこ
とによる投資家の値下げ不安にあったといわれている。
　 2 度目の乱高下は 5 月29日に発生した。当日，上海総合指数の終値は史上最高
の4334㌽   を記録した。同日の深夜24時に財政部が印紙税率の引き上げ（0.1％→
0.3％）を発表すると，翌30日の上海総合指数は大幅に下落し，終値では281㌽   （6.5

（出所）　『国家統計局統計月報』各月版より筆者作成。

図 1 　消費者物価指数の推移（2006年 1 月～2008年 2 月）
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％）の下落で過去最大の下げ幅を更新した。
　しかし，通年では主要企業の株価は大きく値上がりし，年末の株式時価総額で
みた世界の上位企業500社のうち，中国・香港企業が前年の倍の44社を占めるに
至った。11月に上海市場に上場した中国石油（ペトロチャイナ）が昨年の 6 位から
大きく順位を伸ばして首位になった。中国石油の時価総額は7240億㌦で昨年比
2.8倍に膨らんだ。ただし，投資家の間には投資指標から判断すると割高感が否
めないとの見方も多く，株価上昇ピッチの速さに対する警戒感が広がっている。
　株価の高騰により，零細規模の個人投資家が急激に増えている。 5 月のＡ株口
座新規開設件数は史上最高の533万件で，前年同期比で10倍になった。証券口座
の累計数は 5 月29日に初めて 1 億件に達した。一方で，口座ごとの平均資金額は
3 月の11万9000元から 5 月には 2 万5000元に急減した。年間では，上海・深圳の
両市場で前年の10.5倍に上る6050万件の新規口座が開設され，累計取引総額は史
上最高の46億1000万元となった。最近新しく参入する投資家は「家政婦株主」「農
民工株主」などと報道される。株価の値上がりを期待して退職金や数カ月分の賃
金所得を元手に投資する庶民が急増しており，株価の激しい値動きの一端を担っ
たといわれる。同時に，株ブームにのって生活費や老後の備えを株に注ぎ込む零
細な個人株主が，株価反転時の潜在的リスクに無理解かつ無防備であることが懸
念されている。 

  　引き締め政策 
　経済成長の過熱傾向とインフレ圧力を受けて，前年に続き通貨の過剰な流動性
を吸収することを政策目標に掲げた中央銀行は，金融政策を頻繁に発動した（表
1 ）。
　年初の 1 月 5 日，中国人民銀行は 1 月15日から金融機関の預金準備率を0.5㌽
引き上げ，9.5％とする決定を発表した。その後，預金準備率は年初から数えて
9 回にわたり，それぞれ0.5㌽ずつ引き上げられた。さらに，中央経済工作会議
終了後の12月 8 日には，12月25日から年内10回目で最大幅となる 1 ㌽の引き上げ
を実施し，14.5％とされた。年内10回，合計4.5㌽   の預金準備率引き上げにより，
1 兆2317億元の現金が中央銀行に預金された。
　金利の引き上げも 6 回にわたって実施された。ベンチマークとなる期間 1 年の
預金金利，貸出金利の引き上げ状況は表 1 の通りである。年間を通して，期間 1
年の預金金利は年初の2.52％から年末には4.14％へ，計1.62㌽   引き上げられた。
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また，期間 1年の貸出金利は年初の6.12％から7.47％へ，計1.35㌽   引き上げられ
た。
　ほかに，中央銀行手形も年間に計129期，総額 3兆5668億元分発行され，市中
から5927億元を吸収した。財政部による国債の発行は計35期，総額 2兆3500億元
に上った。
　金融政策の組合せによって相乗効果を狙ったとみられる措置もとられた。 5月

（出所）　筆者作成。

表 1　2007年の主要な金融引き締め措置

政策発表日 政策実施日 対象 引き上げ前
（％）

引き上げ後
（％）

上げ幅
（ポイント）

1月 5日 1月15日 人民元預金準備率  9.0  9.5  0.5
2 月16日 2 月25日 人民元預金準備率  9.5 10.0  0.5

3 月18日 同日
人民元預金金利　   2.52   2.79   0.27
人民元貸出金利　   6.12   6.39   0.27

4 月 5 日 4 月16日 人民元預金準備率 10.0 10.5  0.5
4 月25日 5 月15日 外貨準備率　　　  4.0  5.0  1.0
4 月29日 5 月15日 人民元預金準備率 10.5 11.0  0.5
5 月18日 6 月 5 日 人民元預金準備率 11.0 11.5  0.5

5 月19日 同日
人民元預金金利　   2.79   3.06   0.27
人民元貸出金利　   6.39   6.57   0.18

7 月21日 同日
人民元預金金利　   3.06   3.33   0.27
人民元貸出金利　   6.57   6.84   0.27

7 月30日 8 月15日 人民元預金準備率 11.5 12.0  0.5

8 月22日 同日
人民元預金金利　   3.33  3.6   0.27
人民元貸出金利　   6.84   7.02   0.18

9 月 6 日 9 月25日 人民元預金準備率 12.0 12.5  0.5

9 月15日 同日
人民元預金金利　  3.6   3.87   0.27
人民元貸出金利　   7.02   7.29   0.27

10月13日 10月25日 人民元預金準備率 12.5 13.0  0.5
11月10日 11月26日 人民元預金準備率 13.0 13.5  0.5
12月 8 日 12月25日 人民元預金準備率 13.5 14.5  1.0

12月21日 同日
人民元預金金利　   3.87   4.14   0.27
人民元貸出金利　   7.29   7.47   0.18
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の預金準備率引き上げと金利引き上げは同じ 5 月18日夜から深夜にかけて，人民
元の対米ドル取引の変動幅拡大（0.3％→0.5％）と組み合わせて発表された。預金
準備率と金利の引き上げの同時発表は10年ぶりであり，また人民元の対ドル変動
幅拡大は1994年に従来の0.3％に定められて以来，初めての措置となった。これ
により，銀行間直物外国為替市場での人民元と米ドルの取引価格は，中国外国為
替取引センターが発表する人民元の対米ドル中間レートの上下0.5％の範囲で変
動させることができるようになった。こうした金融政策を組み合せた同時発動は，
中央銀行が過剰流動性への対処を重視していることを示している。
　しかし，預金準備率の引き上げなど金融政策の効果は限定的だとみられている。
1 ～10月の都市部固定資産投資（建設投資と設備投資の合計）は前年同期に比べ
26.9％増となり，不動産投資の過熱感は一段と高まった。これに対し，銀行業監
督管理委員会（銀監会）は各商業銀行に対し，不動産向け融資の増加を抑制するよ
う行政指導を強化している。
　12月 3 ～ 5 日，翌年の経済政策の基本方針をめぐる中央経済工作会議では，
2008年の金融政策の方針を，10年来続いた中立的金融政策から引き締め気味に転
じることを決定した。既に10月の党大会以降，銀監会から銀行への融資総額制限
が始まっており，今後は金融手段に加え，行政手段の発動も合わせた引き締め政
策が実施されるものと思われる。
　人民元は10月より対米ドル相場で上昇を加速させ，11月には 1 カ月の上昇率が
0.85％を達成，2007年 7 月の切り上げ以降最大の上昇幅を記録した。年末12月27
日には 1 ㌦ 7.3175元で切り上げ後の最高値を更新した。 

  　国有外貨運用会社の始動 
　頻繁な金融引き締め政策の発動にもかかわらず，その効果は限定的で，資産市
場ではあらゆる資産価格が上昇し，資産バブルの様相を呈している。その根本的
な要因は大量の外貨が国内にとどまっていることにある。
　2007年末の中国の外貨準備高は 1 兆5300億㌦に達し，日本の外貨準備高を初め
て抜いた2006年末に比べ，さらに4619億㌦（43.3％）の増加となった。中国の外
貨準備高は2001年以来大幅増を続け，2002年以降は毎年30％以上の伸び率で増加
している。積み上がる外貨を海外で運用する目的で， 9 月29日に国有の投資会社，
中国投資有限責任公司（中国投資公司）が正式に設立された。その原資として，財
政部が2000億㌦相当（ 1 兆5500億元）の国債を発行して市中の資金を吸収し，中国
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投資公司に投入している。
　同公司の設立準備は 3 月から始まり，役員は国家発展改革委，財政部，人民銀
行，外国為替管理局などの役職者からなる。中国投資公司は，設立前の 5 月末に
アメリカ系投資ファンド会社，ブラックストーン・グループに30億㌦の投資を行
った。その他大規模な投資先としては，12月19日にサブプライム問題にからんで
米モルガン・スタンレーに50億㌦の出資をしたと報道されている。年末時点でこ
れら 2 件を含む600 ～ 700億㌦の対外投資をしているほか，600億㌦を資本金とし
て中国の商業銀行に出資している。
　中国の外貨準備は従来，主に低リスク・低リターンの公的債権の購入にあてら
れていた。中国投資公司には，積み上がる外貨準備を積極的に運用して新たな収
益を上げる役割が期待されている。 

  　通商問題 
　2007年，中国の輸出入総額は初めて 2 兆㌦を超え， 2 兆1738億㌦に達した。年
間の貿易黒字は初めて2000億㌦を突破し，2622億㌦（前年比47.7％増）に達して
3 年連続で過去最高を更新した。貿易黒字を相手国・地域別にみると，対米が最
大で1633億㌦であり，EU はユーロ高の影響で1342億㌦と急増した。EU とは貿
易額が前年比27％増と貿易も拡大した。そのため，これまで主にアメリカとの通
商問題の焦点であった人民元の切り上げ問題が，EU との間でも重要になってき
ている。
　中国は2006年以来の国際収支の均衡を図る方針のもとで， 7 月 1 日から輸出品
目の一部である鋼材，繊維など，輸出全体の約 4 割について輸出増値税還付率の
引き下げや廃止を実施してきた。
　EU との間では，主な輸出品目である繊維品についての輸出数量制限が2007年
末に期限満了を迎えた。輸出数量制限とは，WTO 加盟による貿易自由化を受け
て中国から EU への繊維品輸出が急増したことから，2005年より繊維品の主要10
品目を対象に設けられていたものである。2007年末までを期限とする暫定的な輸
出数量制限を設け，それにより対 EU 輸出を抑えていた。この期限の満了を前に，
10月 9 日商務部と EU 委員会の間で協議が行われ，輸出数量制限の廃止と共に，
1 年を期限とする二重許可監督制度を起動することで合意に達した。この制度の
もとでは，輸出数量は制限されないものの，中国側での輸出許可と EU 側での輸
入許可に基づいて輸出入に二重のチェックが実施される。二重許可監督制度の対
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象は，T シャツ，男性用ズボン，下着など従来輸出数量制限の対象となっていた
10品目から 8 品目が選ばれている。11月に開催された第10回中国 EU 会談では，
金融と貿易の 2 分野で対話体制を確立することが合意された。
　アメリカとの間では， 5 月にワシントンで第 2 回中米戦略経済対話，12月に北
京で第 3 回対話が開催された。第 2 回対話では2006年の第 1 回に続き，人民元の
切り上げが大きな焦点となったが，第 3 回対話では金融分野は大きな焦点とはな
らなかった。その背景には，2005年 7 月の人民元為替レート改革以降，人民元が
米ドルに対して全体的に上昇傾向にあり，対話によるこれ以上の成果の期待は小
さいという米側の判断があるとみられる。第 3 回対話では，米中の間で 3 月来頻
発しているペットフードや歯磨き粉，玩具，タイヤなど中国製品の安全問題と環
境・エネルギー問題に重点がおかれた。 

  　経済関連法の整備 
　2007年は経済分野でいくつかの重要な法律が制定・施行された。
　 3 月16日に，1993年からの13年間にわたる 7 回の審議を経て，所有権などを規
定した「物権法」が採択され，10月 1 日から施行された。物権法では，国，集団，
個人およびその他の権利者の物権は法律の保護を受け，いかなる単位（事業所）お
よび個人もこれを侵害してはならないと定めている。個人の私的財産や所有権を
認める初めての法律となることで注目された。
　企業活動に深くかかわる法律としては，2008年 1 月 1 日から施行される「企業
所得税法」と「労働契約法」が公布された。企業所得税法は 3 月16日に公布され，
1993年の税制改革以来長年の課題とされてきた企業所得税の内外統一が実現した。
WTO 加盟後，外資企業の国内市場進出が進み，中国国内の企業との競争が激し
くなるなかで，統一された公平な市場環境の整備が求められていた。企業所得税
法では，内資，外資企業の所得税率を25％に統一し，ハイテク産業などの政府が
重要だと認める企業には内外を問わず，15％の優遇税率を適用する。従来外資系
企業の多くに10％台の優遇税制が適用されたが， 5 年の移行期間をかけてこれを
撤廃することが定められた。 

  　労働問題の頻発 
　経済成長と貿易黒字の陰で，雇用をめぐる労使間の問題が頻発し，注目を集め
た。広東省のマクドナルド，ケンタッキーフライドチキン（KFC），ピザハット
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の雇用者20万人のうち，16万人が非正規雇用で，時給が広東省の非正規雇用労働
者最低賃金基準の7.5元を大幅に下回っていることが 3 月28日，『新快報』報道で
明らかにされた。これを受けて労働組合の全国組織，全国総工会が事実を調査し，
4 月 3 日に労働法規定に違反していることを認めるとともに，各地の労組に外資
系企業の労働者使用状況調査を求めた。広東省のマクドナルドは 4 月 5 日，労組
を結成することを約束した。
　労働者の権益保護を強化する「労働契約法」は 6 月29日，全人代で可決された。
2005年12月からの立法過程において，各界から19万件もの意見を集めるなかで，
アメリカ，EU の業界団体は，新法が外資系企業の事業に不利であるとして，多
くの懸念を表明した。この法律では，労働者と使用者の間での労働契約締結義務
を厳格にし，未締結のまま労働者を就業させた使用者に違反規定を設けた。また，
同一単位で10年以上勤続した労働者または 2 回の労働契約を満了した者に対して，
労働者が希望すれば終身雇用契約を結ぶことを企業に義務づけた。
　2008年 1 月 1 日の労働契約法施行を前に，企業による契約適用回避行動もみら
れた。国内最大の電信設備メーカー，華為技術有限公司は，創業者をも含む全社
員のうち契約期間が 8 年以上に及ぶ者に自主退職を促し，再雇用することで当面
の終身雇用契約締結を回避する対策をとった。対象者は6000～ 1 万人とみられる。
韓国 LG 電子，中央テレビ，米ウォルマート上海支店でも同様の動きがあったこ
とが報道されている。 

  　食品価格の高騰 
　2007年の食糧生産量は 5 億㌧を超え， 4 年連続の増産となった。しかし，下半
期から豚肉，食用油，卵などの価格が急騰した。特に豚肉価格の高騰が著しく，
政府は農畜産業支援を中心とする対策を多く実施した。
　豚肉価格の高騰が始まったのは 4 月中旬以降で， 5 月末までに全国の豚肉価格
は500㌘ 8 元から13元に高騰した。農業部は，農産物価格の上昇は生産コストの
上昇と消費の拡大，国際市場の価格高騰による影響が大きく，農民の増収につな
がるものではないと分析している。一方，商務部は値上がりの最も根本的な原因
は豚肉の供給不足にあるとしている。その背景として，中国の養豚農家は小規模
な分散飼育を行っているため市場の需給情報に疎いこと，青耳病などの豚の疫病
が発生したこと，国内外の飼料価格の上昇により豚の飼育コストが上昇したこと
を指摘している。豚の青耳病は2006年 6 月から全国12省で発生した。2007年初頭
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から 7 月10日までに，14万3221頭が発病， 3 万9455頭が死亡した。
　豚肉価格の高騰に伴い，商務部と財務部は 8 月，合同で中央備蓄肉管理弁法を
公布して豚肉の価格安定化に努めることを発表した。また，財政部は 9 月，養豚
奨励金制度を設け，2007年の同制度運営のための専用資金として15億元を準備し，
豚肉の生産，他県への移出に貢献のあった県に奨励金を交付することとした。
　豚肉の生産は 8 月から好転し， 9 月から10月にかけてさらに回復をみせた。10
月の豚飼育頭数は前年同月比13.4％増，出荷頭数は前月比16.6％となり，長く続
いた供給の減少傾向が増加に転じているものの，年末時点で価格への影響は大き
くない。政府は12月にも母豚購入への補助金政策，養豚の規模経営支援などを盛
り込んだ養豚業者支援強化のための10項目の措置を実行に移すことを決定した。 

  　住宅問題と不動産融資抑制策 
　不動産価格の高騰と住宅難はこの数年来深刻で，庶民の大きな関心事でもある。
高騰する住宅価格への対策として，政府は低所得者向けの住宅建設と不動産向け
融資の抑制策を打ち出した。 8 月に公布された「都市低所得家庭の住宅困難解決
のための若干の意見」（国務院24号文）により，政府による低所得家庭への住宅供
給政策の方針が示された。現在，各都市で低所得者向けの低額賃貸住宅の建設が
不足し，エコノミー住宅（低所得者向けの優遇住宅）も価格が高騰しているため，
実際には低所得家庭には手の届かないものになっている。この現状に対し，国務
院24号文では低額賃貸住宅の供給を中心に低所得家庭の住宅問題解決にあたり，
ある程度の収入を持つ低所得者にはエコノミー住宅の購入を実現できるようにす
る方針を示している。これは，1998年の住宅制度改革以降実施されてきた 3 段階
の住宅供給（低額賃貸住宅，エコノミー住宅，商品住宅）に比べ，低額賃貸住宅の
供給範囲を拡大し，同時にエコノミー住宅の販売価格を引き下げて低所得家庭の
選択の幅を広げたものである。
　国務院24号文では，2010年には低額賃貸住宅の対象を最低所得グループの家庭
から，それよりやや上位の比較的所得の低い家庭に拡大することを目標に掲げて
いる。必要な資金は中央政府と地方政府が50％ずつ負担し，低所得者への住宅保
障を地方政府の業績評価の基準のひとつとすることとしている。
　また， 9 月には商品住宅購入向けの不動産融資に対する抑制措置（中国人民銀
行・銀監会通知）が発表された。同措置では，個人の購入する 2 軒目以降の住宅
や商用不動産について，頭金比率と利率の引き上げを指示し，投機需要を抑制し
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ようとしている。同時に，違法な不動産開発向け融資を防ぐことを各銀行に求め
ている。
　銀監会が銀行への行政指導を強めている背景には，預金準備率の引き上げなど
金融政策による手段では固定資本投資の拡大に歯止めをかけられないことがある。
中国の銀行は不動産を担保に貸し出しを増やしており，不動産を担保にした借金
でさらに不動産を購入する典型的なバブルの症状が表れているといわれる。しか
し，不動産価格急騰の根本的な原因は土地の供給不足にあるといわれる。土地の
供給主体が一元的に政府にある限り，今後も不動産の供給不足と価格の上昇は避
けられないだろう。 

  　銀行制度改革 
　銀行部門では，2006年末から2007年にかけて， 2 つの制度改革が推進された。
　第 1 に，WTO 加盟時の約束であった銀行業の外資への開放が実行された。
2006年12月11日，現地法人化を条件に外資銀行による個人向け人民元業務（リテ
ールバンキング）への進出が可能になった。これを受けて， 3 月に HSBC（香港
上海銀行），シティバンク，スタンダード・チャータード銀行の中国支店が現地
法人資格を申請し，銀監会に許可を受けた。 4 月 2 日には，第 1 次現地法人外資
系銀行として認められた東亜銀行（中国）有限公司，HSBC（中国）銀行，シティ
バンク（中国）有限公司，スタンダード・チャータード銀行（中国）有限公司が正式
に開業し，同月23日より人民元業務を開始している。外資系銀行の人民元業務は，
高所得者層を主要な対象としたものとされる。10月末までに外資系銀行13行が中
国国内の支店の法人銀行への再編を完了して開業し，ほかに 8 行が再編中である
とされる。
　外資系銀行は安定的に発展し，10月末までに外資系銀行の資産総額は2006年同
期比41％増の1539億㌦に達し，全国の金融機関の資産総額の2.2％を占めている。
融資残高は57.8％増の888億㌦，預金残高は38.5％増の508億7000万㌦で平均不良
債権率は0.59％である。また，外資系銀行による国内銀行への資本参加も始まっ
ており， 9 月時点で外資系銀行32行が中国系銀行23行に210億㌦を出資し，資本
参加している。
　銀行部門の第 2 の大きな改革は農村金融の再編と開放である。これは，2003年
来実施されてきた国有銀行改革と合わせて 2 大金融改革といわれる。2006年12月
20日，銀監会より農村金融機関の市場参入政策見直しに関する通達（銀監会90号
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文）が発表された。これにより，2003年来進められてきた農村信用合作社の市場
化改革を強化するとともに，従来，銀行の参入が規制されていた農村の金融市場
を開放して農村の金融機関不足，金融サービスの供給不足，競争欠如などの問題
に対処することが示された。これに基づき， 1 月に「農村の資金互助社管理のた
めの臨時規定」（銀監会 7 号文）が発表され，農民が自ら資金を出し合って運営す
る草の根の民間銀行が銀監会によって正式に許可された。草の根の民間金融機関
が認可を受けるのは，1999年農村合作基金会が国務院によって禁止されて以来，
初めてのことである。四川，内モンゴルなど 6 省でモデル事業が開始されている。
　銀監会は2006年12月31日，中国郵政貯蓄銀行の開業を正式に承認した。それを
受けて，中国郵政集団公司の全額出資による中国郵政貯蓄銀行有限責任公司が 3
月20日に発足した。郵便貯金は従来，郵便事業の一環として国営の郵政局によっ
て運営されてきた。郵政貯蓄銀行の設立により，預金規模で 4 大商業銀行に次ぐ，
第 5 の金融機関が誕生した。今後，従来の預金のみのサービスから業務範囲を広
げ，個人向け少額融資，クレジットカード事業，投資・資産運用，企業決済など
の業務を提供する。郵政貯蓄銀行は専門の農村金融サービス部門を設け，農村金
融機関との協力を強めて国のインフラ整備事業や農業・農村を資金面で支援する
ことを発表している。
　一連の農村金融改革の始動により，農村の金融事業の多様化が始まった。困難
の多い農村信用合作社の体制改革を含め，立ち後れていた農村部における金融サ
ービスの普及が目指されている。 

  　経済発展の代価――事故と環境汚染 
　高い経済発展の陰で，2007年には生産現場での大規模な事故や，環境汚染問題
が頻発した。
　河南省で 3 月22日，炭坑の水漏れ事故により15人が行方不明， 4 月16日には炭
坑の地下で爆発が発生，33人が閉じこめられる事故が起きた。また， 4 月13日に
は大型バスのタイヤが爆発し，車両が横転する事故があった。 4 月19日，20日河
北省の 2 つの炭坑で相次いでガス爆発事故が発生，少なくとも22人の坑夫が遭難
した。 4 月18日には遼寧省の清河特殊鋼工場で，鋳造中の鋼材が落下し，農民工
3 人を含む32人が死亡， 6 人が負傷した。 4 月23日，重慶で公道の橋から中型バ
スが転落し，26人死亡， 6 人が負傷した。
　これらの事故の背景として，高い経済成長率を支えるため，エネルギー原料と
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交通運輸分野の需要が旺盛で，生産能力や輸送能力を超過した生産や輸送が行わ
れていることを新華社は指摘している。これらへの対策として， 4 月に生産安全
事故報告と調査処理条例が公布され， 6 月 1 日から施行されている。この条例で
は，事故発生後 2 時間以内に死亡者，負傷者，経済的損失の規模により中央，省
レベル，地区レベルの安全管理部門に報告することを企業に義務づけており，事
故責任の追及がしやすくなった。
　江蘇省南部の太湖で 5 月末に藍藻（アオコ）が異常発生し，周辺住民約100万世
帯に供給される水道水が水質劣化と悪臭により日常生活に利用できない事態とな
った。原因はこの年の太湖の水位が低く，さらに 4 月来の高温によって藍藻の生
育に有利な条件がそろったことにあるものの，その根源は周辺地域の農業用水，
生活汚水，工業廃水に含まれる窒素やリンによる富栄養化にある。
　工業化が進む長江デルタにあり，人口密度が高い太湖流域では，経済発展の陰
で多大な環境負担がかかっている。太湖で藍藻が最初に発生したのは1970年代初
めで，1980年代中後期に入り毎年 2 ～ 3 回の頻度で異常発生するようになった。
さらに1990年代半ば以降，毎年の異常発生が 4 ～ 5 回に増加し，範囲も湖面全体
に拡大した。この背景には，周辺地域が想定を上回る速度で工業化したこと，環
境保護対策が後手に回ったことがある。太湖流域の工業用水流入量は2000年時点
で15億立方㍍に達していた。これは，1998年の「太湖水汚染防止第10期 5 カ年計
画と2010年ビジョン」時に想定された年間の汚水排水量 5 億4000万立方㍍の 3 倍
近い水量である。農業，養殖業による排水はここには含まれず，実際の汚水量は
さらに多いとみられる。
　同様の藍藻の大量発生は2007年に入り各地で発生しており，政府は 8 月の国務
院常務会議で都市飲用水安全保障対策についての研究を開始し，1984年に公布さ
れた水汚染防止法の改訂草案を審査中である。改訂法では，地方政府に水汚染の
総量コントロール基準遵守を徹底させ，同法に違反し水汚染を起こした企業への
行政処分を強化する。また，水汚染被害者が加害者に対し被害の除去と損失賠償
を求める権利を明確にするものとみられる。    （山口） 

  　
対 外 関 係

 

  　日本との関係――改善基調の定着 
　日中両国首脳の相互訪問により，安倍政権発足後の日本との関係改善が定着し
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たかにみえる。 4月，温家宝総理が日本を訪問した。温総理自身が「氷を溶かす
旅」と評した訪日の成果として発表された「共同プレス発表」では，⑴「戦略的互
恵関係」実現のための具体策，⑵東シナ海ガス田開発問題，⑶台湾問題，⑷北朝
鮮による拉致問題に言及された。そして国会で演説し，京都を訪問した。 9月に
政権に就いた福田首相も12月に中国を訪問し，省エネ，環境保護技術での協力な
どが確認された。また北京大学で講演し，天津市，孔子の生地である山東省曲阜
市を訪問した。
　首脳交流が活発になったことは，全般的な関係深化につながった。 8月には曹
剛川国防部長が日本を訪問した。これは1998年 2 月以来の中国の国防部長の来日
となった。海上自衛隊と中国海軍の艦艇の相互訪問の年内開始，防衛当局間の軍
事ホットライン開設のための作業チーム設置などで合意した。これを受け，11月
に中国海軍の駆逐艦「深圳」が日本に寄港した。これは中華人民共和国建国後初
めての中国艦船の日本寄港となった。12月には第 1回日中ハイレベル経済対話が
開かれ，環境保護や省エネ分野での協力で合意した。この時，日本産米150㌧の
輸出で合意し，また犯罪捜査で捜査当局が外交ルートを通さずに協力する日中刑
事共助条約が締結された。他方，2007年度円借款（463億円）政府交換文書が調印
され，1979年から続いた対中円借款の終了が確認された。対話終了後，プレスコ
ミュニケが発表されたが，日本側の発表と異なり，中国商務部が 3日，ホームペ
ージに掲載した際，日本が人民元の為替レートをより速いペースで切り上げるよ
う要望した部分と，エネルギーに関する貿易自由化などを定める国際エネルギー
憲章に中国が参加する意義を指摘した部分を削除して公表する問題が発生した。
日本政府は抗議したが，中国側は結局訂正に応じなかった。日本側にとって，中
国との信頼関係にかかわる問題であり，後味の悪い対話となった。
　懸案事項については大きな前進はみられなかった。国家主権にかかわる東シナ
海ガス田開発問題では，2006年 7 月以来途絶えていた局長級協議が 3月に再開し
た。温総理訪日の際，日中双方が受入れ可能な比較的広い海域で共同開発を行う
こと，そして2007年秋に共同開発の具体的方策につき首脳に報告することを目指
すことで合意し，その後 4回の局長級協議が開かれた。しかし排他的経済水域
（EEZ）の日中中間線の中国側海域で開発の進む白樺（中国名「春暁」）ガス田など
を，共同開発の対象外としたい中国側と，対象海域に含めたい日本側との従来か
らの溝が埋まることはなかった。そのため，11月の協議では政治決断の必要性で
一致し，12月の日中外相会談で確認された。福田首相の訪中時にも，「具体的な
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解決策で積極的な進展がみられた」ことを確認するにとどまった。
　台湾問題では， 4 月の温総理の訪日の際，安倍首相から「ひとつの中国の立場
を取らず，台湾独立も支持しない」との言質を得た。しかし日本政府が李登輝元
台湾総統の 5 月の訪日を認めたことに中国政府は反発し， 5 月末に， 6 月に予定
されていた G8サミットでの日中首脳会談の中止を通告していたことが後に判明
した。福田首相からは訪中の際，台湾名義の国連加盟の賛否を問う住民投票につ
いて「支持できない」との言質を得た。 

  　アメリカとの関係――台湾問題をめぐる駆け引き 
　アメリカとは首脳の相互訪問こそなかったものの， 5 月と12月に戦略経済対話，
6 月に戦略対話が開かれ，政府レベルの積極的な交流が行われた。
　他方，台湾問題が米中間の大きな争点となった。中国は台湾の陳水扁政権を孤
立させるため，台湾の野党や経済界との交流を深め， 4 月には70人以上の主要企
業トップを率いて来訪した中国国民党の連戦名誉主席と胡総書記が会談した。ま
た，経済支援を梃子に，台湾と断交したコスタリカと 6 月に，ニウエと12月に国
交を樹立し，台湾の国際的な孤立も図った。他方中国は，中台関係の現状維持で
アメリカとの認識が一致していることから，アメリカを通じて台湾に独立阻止の
圧力をかける戦略を進めている。しかし，アメリカは中台間の軍事バランスが崩
れるような中国の軍事力の拡張には反対しており，この点をめぐり米中間で摩擦
が起きた。
　陳水扁総統が2008年 3 月の台湾総統選挙で，台湾名義の国連加盟の是非を問う
住民投票を行うことを打ち出しており，胡国家主席は 9 月のブッシュ大統領との
会談で「（台湾が）いかなる形式で『台湾独立』分裂活動を行うことも絶対に許す
ことができない」と述べ，台湾独立を支持しないよう求めた。そしてブッシュ大
統領から住民投票反対の言質を取った。しかしその直後，米国防総省が P3C 対
戦哨戒機を含む台湾向け武器売却リストを発表したことから，外交部は16日，「中
国は対抗措置を講じる権利を留保している」とアメリカに強く抗議した。
　また，11月 4 日から 6 日までゲーツ国防長官が来訪し，軍事ホットライン設置
で合意した。しかしその直後，米国防総省が台湾にパトリオット 2 号を 3 機売却
したため，13日に外交部がアメリカ政府に対し「厳正なる申し入れ」を行った。
さらに中国政府は，11月21日までに空母キティホーク戦闘群，その前に掃海艇パ
トリオットと同ガーネットの 2 隻の香港への寄港申請を拒否した。外交部は，ア
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メリカ政府の台湾への武器売却と米議会のダライ・ラマ14世への栄典授与（10月）
が理由であることを示唆した。これに対し，アメリカはキティホーク戦闘群に台
湾海峡を通過させ，中国に報復し，中国政府も22日にさらにミサイルフリゲート
艦ルーベン・ジェームスの香港への寄港申請を拒否した。この一連の報復合戦は，
12月 6 日の胡国家主席とブッシュ大統領との電話会談で最終的に収拾が図られた。
　このほか， 1 月に中国が衛星攻撃兵器（ASAT）実験に成功したことを，アメリ
カは軍事的脅威として強く非難した。また 3 月の中国産原料を使ったペットフー
ドによる鳥や猫の中毒死に端を発した中国産の食品・医薬品などの有毒物質含有
問題は，その後ウナギや玩具でもみられて争点となり， 9 月の首脳会談でも議題
に上った。 

  　北朝鮮との関係――影響力低下回避の努力 
　北朝鮮の核開発問題は， 1 月のベルリンでの米朝協議以降，米朝主導で進展す
るなか，中国は自らの影響力の低下を避けるため， 6 カ国協議の枠組みの維持に
努めた。
　 2 月の第 5 回 6 カ国協議第 3 次会合では，初期段階措置（寧辺の核施設の稼働
停止・封印，見返りとして重油 5 万㌧相当のエネルギー支援など）， 5 つの作業
部会の設置などを決めた成果文書が採択された。武大偉外交部副部長は，「 6 カ
国協議が生命力を持つことが証明された」と枠組みの有用性を強調した。
　 3 月19日，アメリカの制裁により2005年 9 月以来マカオの銀行バンコ・デル
タ・アジア（BDA）に凍結されていた北朝鮮関連資金の全額を中国銀行に送金す
ることで米朝が合意した。この日から開かれた第 6 回 6 カ国協議第 1 次会合は，
実質的な議論もなく，22日に休会し，早期再開を確認する議長声明を発表した。
この休会は，中国銀行が違法の疑いのある資金の受け入れを拒否したことで送金
のめどが立たず，北朝鮮が反発したことによる。その後米財務省のクレーザー次
官補代理が来訪し，中国側関係者と協議を進めたが，合意に至らなかった。 4 月
17日には劉洪才中央対外連絡部副部長が北朝鮮を訪問し， 6 カ国協議再開と初期
段階措置の早期履行を促したが功を奏さず，結局 6 月14日からアメリカとロシア
の銀行を通じて BDA に凍結されていた北朝鮮資金が送金されたことで，北朝鮮
は初期段階措置の履行に動き出した。
　 7 月 2 日には楊潔篪外交部長が北朝鮮を訪問し，金正日朝鮮労働党総書記と会
見し，初期段階措置の履行を促し，胡錦濤の「中朝は良好な関係を保っており，
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今後も協力関係を強めていきたい」とのメッセージを口頭で伝えた。そして14日
の寧辺の核施設の稼働停止を受け，18日から第 6 回 6 カ国協議首席代表者会合が
開催され， 8 月 7 日に中国政府は 8 月中旬から重油 5 万㌧を提供することを表明
し， 9 月16日に北朝鮮に到着した。
　第 6 回 6 カ国協議は 9 月27日に再開し（第 2 次会合），中国が「次の段階の措置」
の内容をめぐり対立する米朝の調整を行った。その後中国が共同文書案を作成し，
30日から一時休会し，10月 3 日に第 2 段階措置（北朝鮮による年内の核施設の無
力化，すべての核計画の完全かつ正確な申告など）に関する成果文書が発表され
た。12月17日には武大偉外交部副部長が北朝鮮を訪問し，寧辺の核施設を訪れ，
無力化作業の進展状況を視察した。しかし，年内に第 2 段階措置は実現されなか
った。 

  　ヨーロッパとの関係――明暗分けたドイツとフランス 
　 6 月に胡国家主席がドイツ，スウェーデンを訪問し，ドイツでの G8サミット
参加国と発展途上国の首脳との対話会合に出席し，地球温暖化対策の新たな枠組
みへの対応を協議した。
　ドイツとの関係は，メルケル首相が就任直後から人権重視など中国との関係見
直しを打ち出しており 8 月に来訪したが，成果は低調だった。 9 月23日にメルケ
ル首相がダライ・ラマ14世と会談したことから関係は悪化し，翌24日，ドイツ外
務省は，ニューヨークでの中・独外相会談を中国側がキャンセルしたと発表した。
　これと対照的だったのはフランスとの関係である。11月にサルコジ大統領が来
訪し，仏エアバス社から航空機160機（170億㌦相当），仏アレバ社製の原子力発電
設備 2 基（119億㌦相当）など総額300億㌦に上る商談を成立させた。またサルコジ
大統領は対中武器禁輸措置の解除に前向きな姿勢を示した。 

  　資源外交と国際協調のバランス 
　中国はこれまで，ミャンマーの軍事政権の人権抑圧，イランの核開発，スーダ
ン・ダルフール紛争などの国際的な問題に対し，制裁強化を求める欧米とは異な
り，現政府を支持する独自の対応を取ってきた。それは，経済成長を支える石油
資源の確保など国益を優先しているからであり，資源外交と非難されている。他
方，大国として国際的な協調が求められており，中国は国益を優先させながら，
協調的な姿勢を示すことに苦慮した。

2007年の中国

145

　中国にとって，ミャンマーは国際社会から人権問題を非難される共通性を有す
るだけでなく，資源と軍事の面で要衝にあることから，中国はこれまで軍事政権
を支持してきた。 1 月12日の国連安全保障理事会での軍事政権への非難決議案の
採決で，中国は内政干渉を理由にロシアと共に拒否権を行使した。しかし， 9 月
の反政府デモへのミャンマー軍事政権の武力鎮圧に対して，中国は国際社会に抑
制した対応を求めるだけでなく，軍事政権にも自制を求めた。また当初，中国は
武力鎮圧を非難する国連安保理の議長声明の採択でも，反対の立場をとっていた。
しかしその後，米欧に，「非難」の表現を「遺憾」にトーンダウンさせ，アウンサン・
スーチーの解放を求めた部分を削除するなど大幅な修正を求め，中国は賛成に回
った。
　イラン政府に対しても，中国はイランの油田開発権益を有することなどから支
持をしてきた。 3 月のイランの核開発に対する国連安保理の追加制裁決議案に対
し，制裁強化よりも平和的解決を目指すという理由から，当初ロシアと共に反対
していた。しかし，イランに有利な修正が行われたことから，賛成に回った。
　スーダン政府に対しても，ダルフールでの大量虐殺で国際的な非難を浴びてい
るが，中国は支持をしている。中国は，スーダンに油田開発の援助を行い，採掘
された石油を輸入している。また武器の売却先でもある。そのため，米下院は 6
月 5 日，スーダン政府支持の中国に対する抗議決議を採択し，北京オリンピック
のボイコットも辞さないとの声明を出した。これには中国政府も警戒をしており，
25日からのダルフール紛争の政治解決を目指す国際会議に参加することで，国際
的な協調姿勢を示した。他方で， 7 月までに中国石油天然ガス集団（CNPC）がス
ーダン北部の13の原油鉱区の探査権を獲得しており，国益重視の姿勢に変わりは
ない。 

  　対アフリカ外交 
　2006年に中国＝アフリカフォーラムを成功させた中国は，アフリカ重視の外交
をさらに進展させた。 1 月に胡国家主席がスーダンを含むアフリカ 8 カ国を訪問
した。 5 月には中国が誘致したアフリカ開発銀行理事会が上海で開かれ，温総理
が基調演説を行い，100億元（約1570億円）の債務取消を表明した。また 9 月には
ニューヨークで第 1 回中国・アフリカ外相政治協議を開催し，アフリカ48カ国の
外相が参加し，外相レベルの対話枠組みをスタートさせた。
　こうした中国のアフリカへの接近に対し，欧米から「新植民地主義」との非難
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もあるが，アフリカ諸国の現政権からは基本的に歓迎されている。しかし，現政
権を支持する外国企業を反政府勢力が襲撃する事件に中国企業も巻き込まれてお
り， 4 月にエチオピア東部ソマリ州の中国石油関連企業による油田開発現場で中
国人 9 人を含む74人が武装集団により殺害される事件が起きた。 

  　ロシアとの関係 
　国連でのイランやミャンマーへの制裁決議採択で中国とロシアは一致した行動
を取るなど良好な関係にある。胡国家主席は，3 月に「中国年」開幕式出席のため，
ロシアを訪問し， 8 月にもキルギスタン，ロシア，カザフスタンを訪問し，上海
協力機構（SCO）首脳会議に参加し，SCO 加盟国すべてが参加する反テロ合同軍
事演習「平和の使命2007」を視察した。さらに 9 月に胡国家主席がプーチン大統
領と会見，11月には温総理がプーチン大統領と会見するなど，首脳交流は活発だ
った。
　SCO の活動では， 8 月 9 日から17日まで合同軍事演習が実施され，同16日に
首脳会議が開かれ，加盟 6 カ国以外に準加盟 4 カ国と招待 2 カ国が参加した。会
議では，地域安全保障とエネルギー協力を柱とする「ビシュケク宣言」が採択さ
れ，「友好協力条約」が締結された。しかし準加盟国のイランやパキスタンの正規
加盟や，ロシアが提案した「エネルギー・クラブ」の創設では合意に至らなかっ
た。このことは，SCO の重点を反テロ拠点の形成に置きたい中国と，エネルギ
ー協力や対欧米勢力の形成に置きたいロシアとの間の思惑のズレが反映された結
果といえる。 

  　ASEAN，南アジアとの関係 
　ASEAN との協議にも首脳クラスが積極的に参加した。 1 月と11月に ASEAN
プラス 3（日本・中国・韓国）首脳会議，ASEAN プラス中国首脳会議，東アジア
首脳会議，日中韓首脳会議がセットで開かれ，温総理が出席した。 1 月には
ASEAN との間で FTA「サービス貿易協定」が締結された。
　他方，係争中の領海をめぐりベトナムと対立した。11月に中国政府が南沙・中
沙・西沙を含む260万平方㌖     の海洋に浮かぶ島を合わせた「三沙市」を設立し海南
省に編入した。これに対し，12月 3 日にベトナム外務省が中国政府に抗議を表明
し，同 9 日にハノイ市で，同16日にはハノイ市とホーチミン市で大規模な抗議デ
モが発生した。

2007年の中国

147

　南アジアとの関係では， 3 月に南アジア地域協力連合（SAARC）の第14回首脳
会議にオブザーバーとして李肇星外交部長が出席した。また 2 月と10月には中
国・インド・ロシア外相会談が開かれ， 2 月には経済協力やテロ対策での協力，
10月にはエネルギー面での連携が協議された。そしてこの 3 カ国会談がアメリカ
を牽制するものではないことを強調した。さらにインドとは12月に中国雲南省で
陸軍反テロ合同訓練を実施するなど関係を深めた。    （佐々木） 

2008年の課題

　国内政治は， 3 月に国務院人事が出揃い，これで第 2 期胡錦濤政権の体制が整
う。そして，その政策の軸となる「科学的発展観」，すなわち経済成長優先から
持続可能な発展への転換が，本格的な実施段階に移っていく。しかし個別の政策，
とりわけ今後増えると思われる環境保護に関する規制などの中央の政策に対して
は，短期的に対応コストがかさむことを嫌う地方政府や関係省庁，企業の抵抗が
強くなっていくだろう。その時，権力基盤の弱い胡錦濤にとって政策決定や政策
執行が難しくなることが懸念される。
　経済は2008年も比較的高い成長を維持することが予想されるものの，高成長を
支えるための課題は多い。マクロ経済の好調の陰で，一部の中国企業には既に倒
産や資金繰りの悪化も現れている。一方，進出外資企業には，賃金の高騰と法整
備によるコスト上昇が収益の減少となって現れることが予想される。中国政府に
は，世界経済の負の影響に対処し，国内的には物価の高騰を抑制しつつ環境問題
や社会政策に取り組むことが求められる。
　対外関係では，中国政府の最大の関心事は台湾総統選挙であり，その結果がア
メリカや日本との関係に与える影響に注視しなければならない。しかし，アメリ
カは大統領選挙を控えているため，米中関係に大きな動きはないと思われる。そ
の分，国益重視の資源外交が積極的に展開されるだろう。日中関係では東シナ海
ガス田開発問題など懸案事項の解決は難しいが，胡国家主席の訪日が予定されて
おり，関係発展が期待できる。 
 （佐々木：地域研究センター）
 （山口：地域研究センター）
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1 月 5 日

▲

中国人民銀行， 1月15日から預金
準備率を0.5㌽引き上げ，9.5％にすると発表。
　 8日

▲

中央規律検査委員会第 7回全体会議
開催（～ 9日）。
　10日

▲

海南省人民代表大会，代理省長に羅
保銘を決定。
　11日

▲

衛星攻撃兵器（ASAT）実験に成功。
　13日

▲

温家宝総理，フィリピンを訪問（～
16日）。ASEAN＋中国首脳会議，ASEAN
＋ 3（日中韓）首脳会議，日中韓首脳会議，
東アジア首脳会議に出席。14日，安倍首相と
会見。
　17日

▲

国務院常務会議開催。政府情報公開
条例を採択。
　23日

▲

四川省人代，省長に蒋巨峰を決定。
　29日

▲

「近代農業を積極的に発展させ，社
会主義農村建設を着実に推進することに関す
る中国共産党（中共）中央と国務院の若干の意
見」（中央 1号政策文書）を公表。
　30日

▲

胡錦濤国家主席，カメルーン，リビ
ア，スーダン，ザンビア，ナミビア，南アフ
リカ共和国，モザンビーク，セイシェルを訪
問（～ 2月11日）。
2 月 8 日

▲

第 5回 6カ国協議第 3次会合，北
京で開催（～13日）。「共同声明実施のための
初期段階の措置」成果文書を採択。
　16日

▲

人民銀行， 2月25日から預金準備率
を0.5㌽引き上げると発表。
　26日

▲

全国人民代表大会常務委員会第26回
会議開催（～28日）。
　

▲

上海総合株価指数の終値が3040.599で，
初の3000突破。
　27日

▲

上海総合株価指数が前日比8.84％急
落。
　28日

▲

国家統計局，2006年国民経済・社会
発展統計公報を発表。2006年の GDP成長率

は10.7％。
3 月 3 日

▲

中国人民政治協商会議第10期全国
委員会第 5回会議開催（～15日）。
　 5日

▲

第10期全国人民代表大会第 5回会議
開催（～16日）。物権法，企業所得税法を採択。
2007年度の国防費は対前年度比17.8％増。
　17日

▲

人民銀行， 3月18日から基準金利を
引き上げ，預金金利を2.79％，貸出金利を
6.39％にすると発表。
　19日

▲

第 6回 6カ国協議第 1次会合，北京
で開催（～22日）。議長声明を発表。
　24日

▲

中共中央，上海市党委書記に習近平
を決定。
　25日

▲

中共中央，陜西省党委書記に趙楽際，
天津市党委書記に張高麗，浙江省党委書記に
趙洪祝を決定。
　26日

▲

胡国家主席，ロシアを訪問（～28日）。
プーチン大統領と会談。
　

▲

中共中央，山東省党委書記に李建国，青
海省党委書記に強衛を決定。
4 月 2 日

▲

国務院全体会議開催。曾蔭権を香
港特別行政区行政長官に任命。
　 5日

▲

人民銀行， 4月16日から預金準備率
を0.5㌽引き上げると発表。
　10日

▲

温総理，韓国，日本を訪問（～13日）。
11日，安倍首相と会談，「共同プレス発表」を
発表。
　16日

▲

連戦中国国民党名誉主席来訪（～30
日）。28日，胡国家主席と会見。
　19日

▲

国家統計局，第 1四半期のGDP成
長率が11.1％と発表。
　24日

▲

エチオピア東部ソマリ州の中国石油
関連企業による油田開発現場で，中国人 9人
を含む74人が武装集団により殺害される。
　

▲

全人代常務委第27回会議開催（～27日）。
外交部長に楊潔 ，科学技術部長に万鋼，国
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土資源部長に徐紹史，水利部長に陳雷を任命。
　28日

▲

李至倫監察部長，死去。
　29日

▲

人民銀行， 5月15日から預金準備率
を0.5㌽引き上げると発表。
5 月 5 日

▲

中国政府，セントルシアとの国交
断絶を宣言。
　 9日

▲

上海総合株価指数の終値が4013.085
で，初の4000突破。
　12日

▲

寧夏回族自治区人代，代理主席に王
正偉を決定。
　18日

▲

人民銀行， 5月19日から基準金利を，
6月 5日から預金準備率を0.5㌽引き上げる
と発表。
　

▲

呉邦国全人代常務委員長，エジプト，ハ
ンガリー，ポーランドを訪問（～27日）。
　22日

▲

米中第 2回戦略経済対話，ワシント
ンで開催（～23日）。
　28日

▲

北京市第一中級法院，国家食品薬品
監督管理局の鄭筱萸前局長に死刑判決。
　29日

▲

国務院辧公庁，「豚肉など副食品の
生産供給を着実に行い，市場を安定させる工
作に関する通知」を通達。
　30日

▲
国務院常務会議，「気候変動に対応

する中国の国家プラン」を決定。
6 月 1 日

▲

コスタリカと国交樹立。
　 2日

▲

黄菊中央政治局常務委員，死去。
　 3日

▲

国家発展改革委員会と関係部門が制
定した「省エネ・排出削減総合方案」を通達。
　 6日

▲

胡国家主席，ドイツ，スウェーデン
を訪問（～10日）。主要 8カ国（G8）と発展途
上国の首脳の対話会合に出席。
　 7日

▲

国家発展改革委員会，重慶市と成都
市に国家統一都市農村総合セット改革試験区
の設立を発表。
　13日

▲

山東省人代，代理省長に姜大明を決
定。
　

▲

国務院常務会議開催。1997年のアジア通

貨危機以来の「適度な緊縮」通貨政策を提起。
　20日

▲

国務院常務会議開催。山西省のレン
ガ工場事件の調査処理状況報告を聴取。于幼
軍山西省長が自己批判。
　21日

▲

全人代常務委第28回会議開催（～29
日）。労働契約法，個人所得税法改正案を採択。
衛生部長に陳竺の任命を決定。
　25日

▲

胡錦濤総書記，中央党校で第17回党
大会の指針となる重要講話。
　29日

▲
胡国家主席，香港を訪問（～ 7月 1

日）。 7月 1日，返還10周年記念式典に出席。
7 月11日

▲

国務院，「全国の農村で最低生活
保障制度を構築することに関する通知」を通
達。
　18日

▲

第 6回 6カ国協議首席代表者会合，
北京で開催（～20日）。プレスコミュニケを発
表。
　19日

▲

国家統計局，2007年上半期のGDP
成長率が11.5％と発表。
　20日

▲

人民銀行， 7月21日から基準金利を
引き上げると発表。
　26日

▲

中央政治局会議開催。陳良宇問題に
関する中央規律検査委の審査報告を審議。陳
良宇の党籍はく奪，公職追放を決定。経済過
熱に対するマクロ統制の強化を指示。
　30日

▲

人民銀行， 8月15日から預金準備率
を0.5㌽引き上げると発表。
　

▲

国務院，「養豚を促進し，安定した市場
供給を発展させることに関する意見」を通達。
8 月 8 日

▲

内モンゴル自治区創設60周年。記
念式典に曾慶紅中央政治局常務委員率いる中
央代表団が出席。
　 9日

▲

上海協力機構（SCO）全加盟国による
初の合同軍事演習「平和の使命2007」をロシ
ア・チェリャビンスク州で実施（～17日）。
　14日

▲

胡国家主席，キルギスタン，ロシア，
カザフスタンを訪問（～18日）。SCO首脳会
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2007年　重要日誌

議に出席。16日，プーチン・ロシア大統領と
会見。17日，合同軍事演習を視察。
　17日

▲

国務院新聞辧公室，「中国の食品の
品質と安全性の状況」白書を発表。
　21日

▲

人民銀行， 8月22日から基準金利を
引き上げると発表。
　23日

▲

上海総合株価指数の終値が5032.494
で，初の5000突破。
　24日

▲

全人代常務委第29回会議開催（～31
日）。独占禁止法，突発事件対応法，就業促
進法などを採択。国防科学技術工業委員会主
任に張慶偉，国家安全部長に耿恵昌，監察部
長に馬馼，財政部長に謝旭人，人事部長に尹
蔚民の任命を決定。
　26日

▲

メルケル・ドイツ首相，来訪（～29
日）。27日，胡国家主席と会見。
　28日

▲

呉全人代常務委員長，ブラジル，ウ
ルグアイ，チリを訪問（～ 9月 9日）
　29日

▲

曹剛川国防部長，日本とフィリピン
を訪問（～ 9月 6日）。30日，安倍首相と会見。
　31日

▲

中共中央，河北省党委書記に張雲川
を決定。
9 月 3 日

▲

山西省人代，孟学農を代理省長に
決定。
　

▲

胡国家主席，オーストラリアを訪問（～
9日）。APEC非公式首脳会談に出席。 6日，
ブッシュ米大統領と会見。 8日，プーチン・
ロシア大統領と会見。 9日，安倍首相と会見。
　 6日

▲

人民銀行， 9月25日から預金準備率
を0.5㌽引き上げると発表。
　14日

▲

人民銀行， 9月15日から基準金利を
引き上げると発表。
　19日

▲

中共中央，中央辧公庁主任に令計劃
を決定。
　27日

▲

温総理，北京での日中国交正常化35
周年招待会に出席。
　

▲

第 6回 6カ国協議第 2次会合，北京で開

催（～30日）。「共同声明実施のための第 2段
階措置」成果文書を発表。
　29日

▲

中国投資有限責任公司設立。
10月 9 日

▲

中国共産党第16期中央委員会第 7
回全体会議開催（～12日）。中央政治局活動報
告を聴取。陳良宇問題と杜世成問題に関する
中央規律検査委の審査報告を採択。
　11日

▲

中央規律検査委第 8回全体会議開催
（～12日）。
　13日

▲

人民銀行，10月25日から預金準備率
を0.5㌽引き上げると発表。
　15日

▲

中国共産党第17回全国代表大会開催
（～21日）。中央委員会報告を了承。党規約を
改正。中央委員を選出。
　22日

▲

中国共産党第17期中央委員会第 1回
全体会議開催。中央政治局委員，同常務委員
を選出。
　

▲

全人代常務委第30回会議開催（～28日）。
都市農村計画法，省エネ法改正案などを採択。
公安部長に孟建柱の任命を決定。
　

▲

中央規律検査委第 1回全体会議開催。
　25日

▲

国家統計局，2007年第 3四半期の
GDP成長率が11.5％と発表。
　26日

▲

中共中央，中央組織部長に李源潮，
江蘇省党委書記に梁保華を決定。
　27日

▲

中共中央，上海市党委書記に兪正声，
湖北省党委書記に羅清泉を決定。
　29日

▲

中共中央，遼寧省党委書記に張文岳
を決定。
11月 2 日

▲

温総理，ウズベキスタン，トルク
メニスタン，ベラルーシ，ロシアを訪問（～
6日）。SCOメンバー国首相会議に出席。 5
日，プーチン・ロシア大統領と会見。
　

▲

中央軍事委員会，常万全中央軍事委委
員・総装備部長の上将階級昇格式開催。
　 7日

▲

国家発展改革委員会・商務部，改正
された「外商投資産業指導目録」を公表。
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2007年12月 1 日から施行。
　10日

▲

人民銀行，11月26日から預金準備率
を0.5㌽引き上げると発表。
　15日

▲

国務院新聞辧公室，「中国の政党制
度」白書を発表。
　17日

▲

国務院辧公庁，「新規投資項目の管
理の強化と制度化に関する通知」を通達。
　18日

▲

温総理，シンガポールを訪問（21日）。
ASEAN＋中国首脳会議，ASEAN＋ 3（日
中韓）首脳会議，日中韓首脳会議，東アジア
首脳会議に出席，20日，福田首相と会見。
　21日

▲

中国政府，アメリカ海軍の空母キテ
ィホークの香港への寄港申請を拒否。
　25日

▲

サルコジ・フランス大統領，来訪（～
27日）。26日，胡国家主席と会談。
　28日

▲

海軍駆逐艦「深圳」が日本に寄港（～
12月 1 日）。
　30日

▲

北京市人代，代理市長に郭金龍を決
定。
　

▲

中共中央，江西省党委書記に蘇栄を決定。
12月 1 日

▲

中共中央，広東省党委書記に汪洋，
重慶市党委書記に薄煕来，安徽省党委書記に
王金山を決定。
　

▲
第 1回日中ハイレベル経済対話，北京で

開催。プレスコミュニケを発表。
　 2日

▲

中共中央，中央統一戦線工作部長に
杜青林，四川省党委書記に劉奇葆，広西チワ
ン族自治区党委書記に郭声琨を決定。
　

▲

安徽省人代，代理省長に王三運を決定。
　 3日

▲

中央経済工作会議開催（～ 5日）。
2008年の経済政策として，穏健な財政政策と
緊縮通貨政策を打ち出す。
　 6日

▲

湖北省人代，代理省長に李鴻忠を任
命。

　 8日

▲

人民銀行，12月25日から預金準備率
を 1㌽引き上げると発表。
　12日

▲

米中第 3回戦略経済対話，北京で開
催（～13日）。
　

▲

ニウエと国交樹立。
　18日

▲

国家石油備蓄センター設立。
　20日

▲

人民銀行，12月21日から基準金利を
引き上げると発表。引き上げは今年 6回目。
　22日

▲
遼寧省人代，代理省長に陳政高を決

定。
　

▲
中央農村工作会議開催（～23日）。胡総書

記と温総理が食糧安全の確保と農民の収入増
加促進について重要指示を出す。
　23日

▲

全人代常務委第31回会議開催（～30
日）。労働争議調解仲裁法，個人所得税法改
正案を採択。商務部長に陳徳銘を決定。「香
港特別行政区の2012年の行政長官と立法会の
選出方法，関連する普通選挙の問題に関する
決定」を採択。
　25日

▲

黒龍江省人代，代理省長に栗戦書を
決定。
　26日

▲

国務院新聞辧公室，「中国のエネル
ギー事情と政策」白書を発表。
　

▲

上海汽車と南京汽車が全面的協力協議に
調印。
　27日

▲

福田首相，来訪（～30日）。天津市，
山東省曲阜市を視察。28日，胡国家主席，温
総理と会見。
　28日

▲

天津市人代，代理市長に黄興国を決
定。
　

▲

新疆ウイグル自治区人代，代理主席にヌ
ル・ベクリを決定。
　

▲

広西チワン族自治区人代，代理主席に馬
を決定。
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 　 　国家機構図 （2007年12月末現在）
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 　 　中国共産党・国家指導者名簿
 （2007年12月末現在） 

1 ．中国共産党
　⑴　第17期中央委員会
総書記 胡錦濤
中央政治局常務委員
 胡錦濤　呉邦国　温家宝
 賈慶林　李長春　習近平
 李克強　賀国強　周永康
中央政治局委員 習近平　王　剛　王楽泉
 王兆国　王岐山　回良玉
 劉　淇　劉雲山　劉延東
 李長春　李克強　李源潮
 呉邦国　汪　洋　張高麗
 張徳江　周永康　胡錦濤

 兪正声　賀国強　賈慶林
 徐才厚　郭伯雄　温家宝
 薄煕来　　　　　　　　
中央書記処書記　　習近平　劉雲山　李源潮
 何　勇　令計劃　王滬寧
　⑵　中央規律検査委員会
書記 賀国強　　　　　　　　
副書記 何　勇　張恵新　馬　馼
 孫忠同　干以勝　張　毅
 黄樹賢　李玉賦　　　　
　⑶　中央軍事委員会
主席 胡錦濤　　　　　　　　
副主席 郭伯雄　徐才厚　　　　
委員 梁光烈　陳炳徳　李継耐
 廖錫龍　常万全　靖志遠
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 呉勝利　許其亮　　　　
　⑷　中央直属機関
中央辦公庁主任 令計劃
中央組織部長 李源潮
中央宣伝部長 劉雲山
中央統一戦線工作部長 杜青林
中央対外連絡部長 王家瑞

2 ．国家最高機関
国家主席 胡錦濤
国家副主席 曾慶紅
全国人民代表大会常務委員会委員長 呉邦国
中国人民政治協商会議主席 賈慶林
国務院総理 温家宝
国家中央軍事委員会主席 胡錦濤
最高人民法院院長 蕭　揚
最高人民検察院検察長 賈春旺

3 ．人民解放軍
総参謀長 陳炳徳
総政治部主任 李継耐
総後勤部長 廖錫龍
総装備部長 常万全
海軍司令員 呉勝利
空軍司令員 許其亮
第 2 砲兵司令員 靖志遠

4 ．国務院
総　理 温家宝
副総理 黄　菊1） 呉　儀　曾培炎
 回良玉　　　　　　　　
国務委員 周永康　曹剛川　唐家璇
 華建敏　陳至立　　　　

外交部長 楊潔
国防部長 曹剛川
国家発展改革委員会主任 馬　凱
教育部長 周　済
科学技術部長 万　鋼
国防科学技術工業委員会主任 張慶偉
国家民族事務委員会主任 李徳洙
公安部長 孟建柱
国家安全部長 耿恵昌
監察部長 馬　馼
民政部長 李学挙
司法部長 呉愛英
財政部長 謝旭人
人事部長 尹蔚民
労働社会保障部長 田成平
国土資源部長 徐紹史
建設部長 汪光燾
鉄道部長 劉志軍
交通部長 李盛霖
信息（情報）産業部長 王旭東
水利部長 陳　雷
農業部長 孫政才
商務部長 陳徳銘
文化部長 孫家正
衛生部長 陳　竺
国家人口計画生育（出産）委員会主任
 張維慶
中国人民銀行長 周小川
審計（会計検査）署審計長 李金華
国有資産監督管理委員会2）主任 李榮融

 　（注） 　 1 ）2007年 6 月 2 日死去。
　 2 ）直属特設機構。 
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 　 　 各省，自治区，直轄市首脳名簿（2007年12月末現在） 

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

北　京 劉　淇 郭金龍㈹ 杜徳印
天　津 張高麗 黄興国㈹ 劉勝玉
河　北 張雲川 郭庚茂 白克明
山　西 張宝順 孟学農㈹ 張宝順
内モン
ゴル　 儲　波 楊　晶 儲　波

遼　寧 張文岳 陳政高㈹ （空位）
吉　林 王　珉 韓長賦 王雲坤
黒龍江 銭運録 栗戦書㈹ 銭運録
上　海 兪正声 韓　正 龔学平
江　蘇 梁保華 梁保華 （空位）
浙　江 趙洪祝 呂祖善 （空位）
安　徽 王金山 王三運㈹ 郭金龍
福　建 廬展江 黄小晶 廬展江
江　西 蘇　栄 呉新雄 孟建柱
山　東 李建国 姜大明㈹ （空位）
河　南 徐光春 李成玉 徐光春
湖　北 羅清泉 李鴻忠㈹ 楊永良

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

湖　南 張春賢 周　強 張春賢
広　東 汪　洋 黄華華 黄麗満
広　西 郭声琨 馬　飈㈹ （空位）
海　南 衛留成 羅保銘 衛留成
重　慶 薄煕来 王鴻挙 汪　洋
四　川 劉奇葆 蒋巨峰 杜青林
貴　州 石宗源 林樹森 石宗源
雲　南 白恩培 秦光栄 白恩培

チベット 張慶黎 シャンバ
ビンツオ 列　確

陜　西 趙楽際 袁純清 （空位）
甘　粛 陸　浩 徐守盛 陸　浩
青　海 強　衛 宋秀岩 強　衛
寧　夏 陳建国 王正偉㈹ 陳建国

新　疆 王楽泉 ヌル・　
ベクリ㈹

アブドラ
イム・ア
ミティ　

　（注）　㈹は代理。

155

主要統計 中　　国　2007年　

　（注）　 1 ）穀物・豆類・イモ類。
　（出所）　表 1 に同じ。

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
第 1 次 産 業
第 2 次 産 業
第 3 次 産 業

 15,781
 49,512
 44,362

 16,537
 53,897
 49,899

 17,382
 62,436
 56,005

 21,413
 73,904
 64,561

 23,070
 87,365
 73,433

 24,737
103,162
 82,972

 28,910
121,381
 96,328

国 内 総 生 産（GDP）
国 民 総 生 産（GNP）

109,655
108,068

120,333
119,096

135,823
135,174

159,878
159,587

183,868
184,739

210,871
211,808

246,619
     －

食料1）生産量（万トン）
1 人当たりGDP（元）

 45,264
  8,622

 45,706
  9,398

 43,070
 10,542

 46,950
 12,336

48402.2
 14,103

 49,748
 16,084

 50,151
 18,665

　 3　産業別国内総生産（名目価格） （単位：億元）

　（出所）　表 1 に同じ。

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
最 終 消 費
　民 間 消 費
　政 府 消 費
総 資 本 形 成 額
財・サービス純輸出額

 66,878
 49,213
 17,665
 39,769
  2,325

 71,691
 52,571
 19,120
 45,565
  3,094

 77,450
 56,834
 20,615
 55,963
  2,986

 87,033
 63,834
 23,199
 69,168
  4,079

 97,823
 71,218
 26,605
 80,646
 10,223

110,413
 80,121
 30,293
 94,103
 16,654

－
－
－
－
－

国 内 総 支 出 額 108,972 120,350 136,399 160,280 188,692 221,171 －

　 2　国内総支出（名目価格） （単位：億元）

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
人 口（万人）
　就 業 人 口（万人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
都 市 部 失 業 率（％）
為替レート（１ドル＝元，平均）

127,627
 73,025
    0.7
    3.6
  8.277

128,453
 73,740
   -0.8
    4.0
  8.277

129,227
 74,432
    1.2
    4.3
  8.277

129,988
 75,200
    3.9
    4.2
  8.277

130,756
 75,825
    1.8
    4.2
  8.192

131,448
 76,400
    1.5
    4.1
  7.974

132,129
 76,990
    4.8
    4.0
 7.6075

　 1　基礎統計

　（出所）　『中国統計年鑑2007』，国家統計局発表による。

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
第 1 次 産 業
第 2 次 産 業
第 3 次 産 業

 2.8
 8.4
10.2

 2.9
 9.8
10.4

 2.5
12.7
 9.5

 6.3
11.1
10.0

 5.2
11.7
10.5

 5.0
13.0
10.8

 3.7
13.4
11.4

国 内 総 生 産（GDP）  8.3  9.1 10.0 10.1 10.4 11.1 11.4
国 民 総 生 産（GNP）  8.1  9.5 10.6 10.4 11.2 11.1   －
1人当たりGDP（元）  7.5  8.4  9.3  9.4  9.8 10.5 10.9

　 4　産業別国内総生産成長率（実質価格1）） （％）

　（注）　 1 ）2000-2005年の数値は2000年価格，2006年以降は2005年価格を基準とする。
　（出所）　表 1 に同じ。
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2005 2006 2007
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

E U
　ド イ ツ
ア メ リ カ
日 本
香 港
A S E A N
韓 国
台 湾
そ の 他

1,437.1
  325.3
1,629.0
  839.9
1,244.8
  553.7
  351.1
  165.5
1,398.9

  736.0
  307.2
  487.3
1,004.5
  122.3
  750.0
  768.2
  746.8
1,986.1

1,819.8
  403.2
2,034.7
  916.4
1,553.9
  713.1
  445.3
  207.4
2,000.2

  903.2
  378.8
  592.1
1,157.2
  107.9
  895.3
  897.8
  871.1
2,491.5

 2,451.9
   487.2
 2,327.0
 1,020.7
 1,844.3
   941.8
   561.4
   234.6
 2,311.3

1,109.6
  453.9
  693.8
1,339.5
  128.2
1,083.7
1,037.6
1,010.2
2,701.7

合 計 7,620.0 6,601.2  9690.8  7916.1 12,180.2 9,558.2

　 5 　国・地域別貿易 （単位：億ドル）

　（出所）　海関総署。

　 6 　国際収支 （単位：億ドル）

　（出所）　『中国統計年鑑』（各年版）。

2004 2005 2006 2007
貿 易 収 支
　輸 出
　輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支

   589.8
 5,933.9
-5,344.1
   -97.0
   -35.2
   229.0

 1,341.9
 7,624.8
 6,282.9
   -93.9
   106.4
   253.9

 2,177.5
 9,696.8
 7,519.4
   -88.3
   117.5
   292.0

‒
‒
‒
‒
‒
‒

経 常 収 支    686.6  1,608.2  2,498.7 ‒
資 本 ・ 金 融 収 支
　資 本 収 支
　金 融 収 支
　　直 接 投 資
　　　流 出
　　　流 入
　　証 券 投 資
　　　資 産
　　　負 債
　　そ の 他 投 資
　　　資 産
　　　負 債

 1,106.6
    -0.7
 1,107.3
   531.3
   -18.1
   549.4
   196.9
    64.9
   132.0
   379.1
    19.8
   359.3

   629.6
    41.0
   588.6
   678.2
   860.7
   182.5
   -49.3
   220.0
   269.3
   -40.3
 3,067.3
 3,107.6

   100.4
    40.2
    60.2
   602.7
   872.9
   270.2
  -675.6
   456.0
 1,131.6
   133.1
 5,162.9
 5,029.8

‒
‒
‒
‒
‒
‒
‒
‒
‒
‒
‒
‒

誤 差 脱 漏    270.5   -167.7   -128.8 ‒
準 備 資 産 -2,063.6 -2,070.2 -2,470.3 ‒

　 7 　国家財政 （単位：億元）
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
　国 内 公 債・国 債
　海 外 借 入

16,386
18,903
-2,517
 4,604
 4,484
   120

18,904
22,053
-3,150
 5,679
 5,679
     0

21,715
24,650
-2,935
 6,154
 6,033
   121

26,396
28,487
-2,090
 6,879
 6,734
   145

31,649
33,930
-2,281
 6,923
 6,923
     0

38,760
40,423
-2,162
    －
    －
    －

51,304
 4,956
 1,739
    －
    －
    －

　（出所）　『中国統計年鑑2007』，2007年は全人代での財政報告による。

p.335

p.341

p.353

p.361

p.365
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揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤

さ さ き のり ひろ やま ぐち ま み もり た さとる

佐 々 木 智 弘・山 口 真 美・森 田 悟

概 況

北京オリンピック（以下，五輪）の開催で，胡錦濤政権は国内外に対し中国の発

展ぶりをアピールし，権力基盤の強化を図ろうとした。しかし，チベットでの大

規模な抗議行動，四川大地震，未曾有の経済危機など予想外の出来事が重なり，

中国の不安定要因が一気に吹き出した１年であった。

国内政治では，失業者や政府の対応に不満を持つ人々が増え，大規模な抗議行

動も多発し，社会的な不安定がより深刻なものとなった。このような状況下で安

定を確保するために，胡錦濤政権には政治的な締めつけという選択肢しかなかった。

経済は世界的な金融危機の影響が月を追って深刻化した１年となった。近年経

済成長の主要因となってきた外需が急減速したのを受けて GDP成長率は年末に
かけて落ち込み，年間では前年比９．０％増と発表された。輸出入総額は前年比

１７．８％増だったものの，増加率は輸出入とも例年を下回った。他方，貿易黒字は

前年に続き４年連続で過去最大を更新した。２００８年前半には，前年来の経済過熱

とインフレ懸念が依然としてくすぶっていたため，政府は頻繁に金融引き締め措

置をとった。しかし，外需の低迷が実体経済への影響を深めるなかで金融政策は

急転し，９月以降は一連の緩和措置がとられるとともに，４兆元の財政支出によ

る景気刺激策が発表された。外需の低迷は輸出向け企業の収益悪化につながり，

出稼ぎ労働者が大量に失業するなど，雇用情勢も急激に悪化した。年末の中央経

済工作会議では，２００９年には８％の経済成長率を確保するため，あらゆるマクロ

経済政策手段を動員することが決定された。

対外関係では，五輪の成功と経済危機への対応のために，国際社会との協調が

求められ，中国の影響力が際だつ結果となった。また，台湾に対する政策が大き

く転換されたことは特筆すべき点である。

２００８年の中国

１１６

国 内 政 治

不安定さを増すチベットの状況

３月１４日，チベット自治区ラサ市内でチベット人による大規模な抗議行動が発

生し，鎮圧に当たった当局の治安部隊と衝突した（この一連の出来事を本稿では

「３．１４行動」とする。中国当局は「破壊略奪放火事件」と呼ぶ）。当局は３００カ所

が放火され，２１４の商店が燃やされ，住民の死者を１８人と発表したが，チベット

亡命政府は確認された死者を約１４０人と発表した。その後，チベット人の抗議行

動は，周辺の甘粛省，青海省，四川省のチベット族自治州に広がった。

温家宝総理は３月１８日，「黒幕が『ダライ』と無関係といえるのか」と述べ，

チベット人による一連の抗議行動の首謀者がダライ・ラマ１４世（以下，ダライ・

ラマ）であるとの見方を示唆した。しかし，チベット亡命政府はダライ・ラマの

関与を否定し，「現行の中国統治下で，チベットの人々の心に深く根ざしてきた

憤りのあらわれ」として，暴徒化の背景に中国共産党の民族政策に対するチベッ

ト人の鬱積した不満があることを指摘した。具体的には，政治権力を少数民族で

はなく漢族が握っていること，当局による「中国」文化の強要，宗教活動への干

渉による民族のアイデンティティの否定などの民族自治制度の形骸化や，２００６年

７月の青蔵鉄道の開通によりチベット経済の主導権を漢族に握られたことなどが

ある。そのダライ・ラマは，暴力による中華人民共和国からの独立ではなく，当

局との話し合いによって「高度な自治」（中華人民共和国の枠組みで，チベット

人居住地域をひとつに集約して，外交と防衛以外の最終的な決定権を有する）を

求める「中道のアプローチ」を掲げている。しかし，３．１４行動に対しては，ダラ

イ・ラマも，話し合いよりも暴力により現状を変えようとする勢力が存在するこ

とを示唆した。

公安部は３．１４行動に関連して１０００人以上を拘束しており，４月にラサ市中級人

民法院が３．１４行動に参加した３０人の被告に実刑判決を下した。また当局は３．１４行

動後にチベット人への愛国主義教育を強化している。

国際社会は，チベット人に対する当局の鎮圧を非難し，その中止を求めた。フ

ランスやドイツは五輪開会式への首脳の不参加をほのめかすことで，当局に譲歩

を迫った。他方，アメリカはブッシュ大統領の五輪開会式出席が中国の「説得を

進めるための重要なカード」との認識から出席の意向を示した。

２００８年の中国

１１７
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４月１日から始まった海外での五輪聖火リレーは，当局に反対する在外チベッ

ト人や人権活動家らによる妨害と，当局を支持する中国人留学生や中国系住民ら

による妨害阻止によって，ロンドン，パリ，サンフランシスコなどで混乱した。

とくにパリでの妨害行為に対し，一部中国人の民族主義意識が高まり，批判の矛

先は妨害行為を阻止できなかったフランス政府に向けられた。そしてそのような

対仏批判はフランスの大手スーパー，カルフールの前での反仏デモへとエスカレ

ートしていった。カルフール前でのデモは，４月１９日の北京，武漢，青島を皮切

りに中国各地に拡散していった。そして当局もこれを黙認した。

他方，当局は党中央統一戦線工作部（副部長の朱維群と斯塔）とダライ・ラマの

個人代表（ロディ・ギャリとケルサン・ギャルツェン）との面会（中国語では「接

触」）を決めた。５月４日の面会で，３．１４行動について，中国側はダライ・ラマ側を

非難し，当局側の対応，そしてこれまでの中央の対チベット政策が完全に正しいこ

とを主張した。他方ダライ・ラマ側はダライ・ラマが煽動したこと，および五輪

を妨害していることを否定し，当局が何十年間もチベット人に間違った政策を行

い続けたことによる不可避の結果であると主張した。このように双方がこれまで

の主張をくり返すだけで，実質的な議論はなかった。７月１～２日に開かれた２

度目の面会でも双方の主張は平行線をたどった。当局が８月までに２度の面会を

設定したのには，五輪成功のために国際社会の中国非難を和らげる意図があった。

１１月４～５日に開かれた３度目の面会でも，状況は変わらず，決裂した。朱副

部長は「全く信頼できない。対話の雰囲気を決定的に破壊した」「双方の見解に

大きな相違があった」と述べ，一方ロディ・ギャリは「中国側が我々の要請に応

じる姿勢を全くみせないので，次回の対話については協議しなかった」と述べた。

１１月１７～２２日にチベット亡命政府側では亡命チベット人特別会議が開かれた。

世界各地の亡命チベット人代表６００人が参加し，中道アプローチの継続を決議す

るなど中国との対話重視が大勢を占めた。

ウイグル族のなかでも民族独立運動が活発化した。７月２１日に雲南省昆明市で

２人が死亡するバス連続爆破事故が発生したが，同月２５日，トルキスタン・イス

ラム党が犯行声明を出した。また，新疆ウイグル自治区カシュガル市では，８月

４日に国境警備隊に対する襲撃事件が発生し，１６人が死亡，１６人が負傷し，同月

１２日にも検問所の保安要員４名が襲撃を受け，３人が死亡した。こうした動きに

対し，公安部は１０月２１日，第２回「東トルキスタン独立運動」テロ分子の名簿を

発表し，運動の幹部８人を「テロリスト」に認定した。

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤

１１８

四川大地震

５月１２日に四川省�川県でマグニチュード７．８の大地震が発生した。翌１３日に

は温総理が現地に入り陣頭指揮に立った。胡錦濤総書記も１８日に被災地を視察し

た。地震による死者は６万９２２７人，行方不明者１万７９２３人であり，８４５１億元の経

済被害をもたらした。政府は，６月に「�川地震災害復興条例」を施行するなど

次々と復興対策を打ち出したが，山間部の多い被災地の復興は容易には進まなか

った。また被災者への補償も十分ではなかった。さらに学校などの公共施設の崩

壊が被害を大きくしたことで，施設建設をめぐり地元政府と建設業者の慢性的な

癒着関係とそれによる「おから工事」（手抜き工事）が取りざたされ，被災者の反

感を買った。これについては，報道規制を敷くなど当局が沈静化を図り，被害者

からの真相究明要求も無視された。さらに，補償額が十分でないことも公共施設

関連被災者の不満を高めている。

全人代と党中央委員会全体会議

３月，第１１期全国人民代表大会（全人代）第１回会議が開かれた。前年２００７年１０

月の第１７回党大会で確定した党指導部の新しい顔ぶれにもとづき，国務院などの

人事が確定した。国務院総理には温家宝が再選され，副総理には李克強，回良玉，

張徳江，王岐山が選ばれた。副総理級の国務委員には，劉延東，梁光烈，馬凱，

孟建柱，戴秉国が選ばれた。また胡錦濤が国家主席と国家中央軍事委員会主席に，

呉邦国が全人代常務委員会常務委員長に再選された。注目すべきは習近平が国家

副主席に選ばれたことで，ポスト胡錦濤の地位をさらに確固たるものとした。

国務院機構改革案も採択された。機能の近い官庁を統合し，肥大化した組織を

縮減する「大部門制」がキーワードとなった。改革案では，第１にマクロ調整部

門である国家発展改革委員会，財政部，中国人民銀行の機能が変更された。第２

にエネルギー管理機構強化のため，ハイレベルの議事協調を担う国家エネルギー

委員会が設置され，エネルギー産業の管理を行う国家エネルギー局が同委員会に

設置された。第３に，情報産業部が廃止され工業情報化部が，交通部と中国民用

航空総局が統合し交通運輸部が，人事部と労働社会保障部が廃止され人力資源社

会保障部が，国家環境保護総局が昇格し環境保護部が，建設部が廃止され住宅都

市地方建設部が設置された。第４に，国家食品薬品監督管理局が衛生部の外局と

なった。しかし，官庁数は１削減されただけで，大部門制にはほど遠いものであ

った。その背景には，改革の対象となった官庁が既得権益を守るために統廃合に

２００８年の中国
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強く抵抗したこと，そして改革の責任者である李克強副総理の指導力不足があった。

１１月，党第１７期中央委員会第３回全体会議（３中全会）が開かれ，「農村の改革・

発展の推進の若干の重大問題に関する決定」が採択された。農民の土地請負制度

が現行の３０年から７０年に延長され，土地の自由流通も条件つきで認めた。また農

地のむやみな建設用地への転換を禁じた。土地所有制度の変更という党にとって

重要な政策提示であった。

安全への不信感

食品安全，生産現場の安全が脅かされる事件，事故も相変わらず発生した。

８月１日，山西省襄汾県で違法操業中の鉄鉱山で土砂崩れ事故が発生し，省政

府は死者１１人と発表した。しかし『瞭望東方周刊』誌による追跡調査で実際の死

者が４１人と判明，当局への不信感が高まった。その後９月８日に現場で土石流が

発生し，さらに２５４人が死亡した。このことで省長の孟学農が引責辞任した。

河北省石家荘市の食品メーカー三鹿集団が製造した乳児用粉ミルクに有害な化

学物質メラミンが混入されていることが発覚し，消費者の間で大パニックが発生

した。９月１３日，衛生部が三鹿製粉ミルクによる腎臓結石患者数が４３２人と発表

し，同社に操業停止を命令した。当局は，７月にはすでに情報を入手していたが，

五輪への影響を考慮し，報道規制し，対応を先延ばしにしたという指摘もある。

同２２日には国家品質監督検査検疫総局の李長江局長が引責辞任し，同３０日付『人

民日報』には市政府が対応の遅れを自己批判するインタビュー記事が掲載された。

１０月１日，国家品質監督検査検疫総局が国内の粉ミルクメーカー２０社の製品３１品

目からメラミンが検出されたと発表し，メラミンが一般用粉ミルクにも混入して

いることが判明した。１０月５日，内モンゴル自治区フフホト市公安当局はメラミ

ンの販売，混入に関わった容疑者６人を拘束した。１２月２６日，三鹿集団がメラミ

ン被害者への賠償のため９億２００万元を全国乳業協会に支払ったことを石家荘市

当局が確認したが，個別の訴訟を封じ込めるためとみられる。

相次ぐ大規模な抗議行動

政府に対する人々の不満は強く，大規模な抗議行動が相次いだ。

最近では最も規模の大きい数万人の暴動が，６月２８日に貴州省黔南布依族苗族

自治州甕安県で発生した。１５歳の女子中学生の強姦殺害事件で，地元公安部門が

逮捕した容疑者を公安関係者の子息であることを理由に釈放したことに不満を持

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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った関係者の抗議をきっかけに，慢性的に地元政府に不満を持つ層が暴動を拡大

した。貴州省政府も対応に乗り出し，地元政府と闇社会との日常的な癒着を問題

視して，７月４日に県党委員会（党委）書記と同県長が解任された。

また高利で不法に資金調達を行い，元利返済できなくなった不動産開発会社や

開発予算が足りずこれらを黙認していた地元政府に対する出資者による抗議デモ

が全国各地で起きた。これによる大規模デモの恐れがあったため，７月２７日に河

南省商丘市と同２８日に同省安陽市で予定されていた五輪聖火リレーが規模縮小と

なった。９月３～４日と２４～２６日に湖南省吉首市で，１６日には寧夏回族自治区銀

川市，１８日には浙江省麗水市で１万人規模のデモが起き，当局と衝突した。

タクシー運転手のストライキも発生した。１１月３日，重慶市で市に納める管理

費やガソリン代の過重な負担，それにより強いられる長時間労働への不満が噴出し，

タクシー運転手による待遇改善などを求めるストライキが発生した。これに対し，

薄煕来市党委書記が運転手代表に陳謝し，１台当たり１日５０元の補助金支給を決

定した。これを知った全国各地のタクシー運転手が同様のストライキを起こし，

広東省の広州市や汕頭市，海南省三亜市などで比較的大規模なストライキが発生

した。これらはタクシー運転手間の組織的連帯によるものではなく，個人的な情報

ネットワークによって全国に波及したという点でもこれまでにないケースといえる。

汚職などによる処分も多かった。３中全会で于幼軍（文化部副部長）が，広東省

深�市長だった２０００～２００３年に，弟が関係する香港企業に便宜を図った容疑で中

央委員を解任された。また１０月２８日には最高人民法院副院長の黄松有の解任が承

認された。司法幹部の処分としては過去最高位である。黄は広東省広州市の不動

産売買に関わり，不正転売で４億元の利益を得たとされた。

政治改革の限界と「０８憲章」の波紋

さまざまな問題への対応策として，発足したばかりの第２期胡錦濤政権に対す

る政治改革への期待は大きい。

２月の党第１７期中央委員会第２回全体会議で「行政管理体制改革の深化に関す

る意見」が採択され，中央と地方での行政改革が指示された。７月には「党全国

代表大会・地方各級代表大会代表任期制暫行条例」を施行し，とくに職務のなか

った代表の５年の任期中の職務を規定した。施行中の問責制も，指導幹部の目標

設定が厳しくなり，雲南省では２～７月の５カ月間に４２２人の幹部が引責辞任し

た。司法改革については，１１月２８日の中央政治局会議で，党中央が省レベルの司

２００８年の中国
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法部門を管轄し，省党

委が地級市や県レベル

の司法部門を管轄し，

司法の地方保護主義を

打破する改革案が討議

された。しかし，こう

した改革は行政改革の

域を出るものではなく，

党の指導という原則に

メスを入れるものでも

ない。

政治改革の一環とし

ての報道の自由化も進

んでいるが限界がある。五輪では，取材相手の同意を得られれば外国人記者の取

材は自由とされた。しかし，当局は，取材相手に同意しないよう圧力をかけるこ

とで，事実上の取材規制を行った。チベットの３．１４行動，四川大地震，食品安全

に関わる事件・事故では，厳しい報道統制を敷いた。党中央宣伝部は８月上旬に，

国内メディアに対し五輪期間中の独自取材を規制する内部通達を出していたこと

も判明している。

１９７８年１２月に改革・開放への転換が宣言された党第１１期中央委員会第３回全体

会議から３０周年を記念する大会が１２月に開かれた。この席で胡総書記が党の指導

を強調しなければならなかったのは，前述のような政治的不安定という中国の現

状を反映してのことだった。しかし，党の指導も一枚岩ではない。９月から政治

学習キャンペーン「科学的発展観の学習・実践活動」（以下，「活動」）がスタート

した。１年半かけて中央が地方を統制し，胡錦濤政権の権威を確立することがそ

のねらいである。しかし，胡錦濤が提唱する科学的発展観に対する認識が，持続

可能な成長を掲げる中央と経済成長至上主義の地方でずれていることから，各地

方は「活動」をインフラ整備などのプロジェクトの拡大実施の機会としか捉えて

いない。政治学習キャンペーンは権威確立の手段として機能していない。

党主導の政治改革が遅々として進まないなか，党に衝撃を与えたのが，反体制

派の学者や弁護士，新聞記者ら３０３人が署名し，１２月１０日にネット上で発表した

「０８憲章」である。３０３人には，作家の劉暁波，余傑，故趙紫陽元総書記のブレー

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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ンの鮑�や天安門事件で息子を亡くした丁子霖などが名を連ねている。憲章は，

一党独裁を否定し，司法の独立，人権の保障など１９の要求項目からなる。インタ

ーネット上で集めた署名は，８１００人を超えた（２００９年１月２２日現在）。党が恐れて

いるのは，その内容もさることながら，経済格差や経済減速により不利益を被っ

ている一般人が，反体制の動きに感化され，抗議行動を起こすなど社会的に不安

定な状態を深刻化させることである。当局は，起草者のひとりとみられる劉暁波

を憲章発表後すぐに拘束し，他の署名者への取材も禁止した。また憲章に関する

国内報道やネット論壇への規制も強化した。 （佐々木）

経 済

２００８年の実質 GDP成長率は，速報値で前年比９．０％増と発表された。２００８年の
中国は大きな自然災害と世界的な金融危機による外需の減退という厳しい内外環

境に直面し，GDP成長率は年初の大方の予測であった１０～１１％の水準を大きく下
回ることになった。これにより，２００３年以来続いた１０％を超える高い経済成長率を

６年ぶりに下回ることとなった。諸外国に比べれば比較的高い成長を保っている

ものの，四半期ごとの GDP成長率をみれば，第１四半期１０．６％，第２四半期１０．１
％，第３四半期９．０％，第４四半期６．８％と，第４四半期の落ち込みが著しい。

これは，数年来中国の経済成長の主要因となってきた外需の急減速を受けたも

のとみられる。２００８年の輸出入総額は前年比１７．８％増だったものの，２００２年から

２００７年まで６年間連続した２０％以上の急増局面よりは減速した。工業生産も減速

し，企業の利益の伸びが鈍化した。一定規模以上の工業企業の生産額（付加価値

ベース）は前年比１２．９％増で，伸び率では前年より５．６ポイント低下している。

マクロ経済

２００８年の社会固定資産投資は前年比２５．５％増で，前年の伸び率をさらに０．７ポ

イント上回って安定的に増加した。ただし，２００８年は不動産市況の悪化が目立っ

た。不動産開発投資は，中国経済の高成長を牽引してきた固定資産投資（設備投

資と建設投資の合計）のうち，２割強を占める。２００８年の主要７０都市の不動産販

売価格の上昇率は，１月に１１．３％のピークを記録したあと急速に落ち込み，８月

以降マイナスに転じた。１２月には不動産販売価格が前年同月比でマイナス０．４％

となった。これは，景気減速で住宅販売量が急減しているためとみられている。

２００８年の中国
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輸出企業の業績悪化を受けて，減税によるてこ入れ政策が２度にわたり打ち出

された。１度目は８月１日から衣料品など繊維製品を対象に，輸出戻し税の還付

率が１１％から１３％に引き上げられた。繊維製品の輸出戻し税は２００６年９月に１３％

から１１％に引き下げられており，約２年ぶりに見直された。繊維製品は中国の輸

出総額の１割強を占める重要産業だが，人民元の上昇，原油など原材料高による

コスト上昇に直面して輸出競争力が低下していた。

２度目としては，１１月１日から全３４８６品目の輸出戻し税率引き上げが実施され

た。これは，２００４年以来の輸出戻し税政策のなかで，品目が最も多く，度合いも

大きいものであるといわれる。この見直しのなかで，８月から輸出戻し税が引き

上げられた繊維製品の還付率がさらに１４％まで引き上げられたほか，一部の玩具

も１４％に引き上げられた。このように，見直しの主眼のひとつは外需の減退で最

もダメージの大きかった労働集約型商品の輸出支援にあった。もうひとつの重点

は抗エイズ薬など，技術レベルが高く，付加価値の高い商品への輸出支援であり，

産業の高度化を促すための優遇措置である。

２００８年の貿易政策の調整は，輸出の減速と関連企業の経営悪化を受けて，輸出

産業への支援を図りつつ，経済成長を維持するマクロコントロールの一環として

実施されたものとみられる。ただし，これが２００３年以来目指されてきた加工貿易

の縮小と，輸出の品目構成の高度化と加工貿易産業の高度化を目指してきた貿易

政策の弛緩につながることも懸念されている。

こうした貿易支援措置にもかかわらず，金融危機の影響はますます深化し，年

末には輸出入とも急減した。年初から輸出は減速傾向を強めたものの，１０月まで

は２０％前後の安定的な伸びを示していた。ところが，１１月に急激に悪化し，前年

同月比２．２％減の１１４９億９０００ドルと，２００２年６月以来の減少となった。１２月の輸出

も前年同月比２．８％減の１１１１億６０００万ド
ルと，さらに減少幅を広げて２カ月連続の

減少を記録している。輸出が２カ月以上続けて減少するのは１９９９年以来，１０年ぶ

りであった。なお，１１月，１２月は輸入が輸出を上回る勢いで大幅に減少したため，

１１月の貿易黒字は４００億９０００ドルと，単月としての過去最高を記録した。

年間では輸出が前年比１７．２％増の１兆４２８５億５０００万ド
ル，輸入が同１８．５％増の１

兆１３３０億９０００ドルで，いずれも年初の政府目標の２０％増を下回った。外需の鈍化が

経済成長に負の影響をもたらしたことは明らかである。一方，貿易黒字は年間で

１２．５％増の２９５４億６０００万ド
ルとなり，４年連続で過去最大を更新した。この背景に

は，国内企業の減産による原料輸入の急減速があるとみられている。

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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製造業への打撃

１月から施行された企業所得税法，労働契約法の適用にともない，年初より外

資企業の経営コストが上昇した。

企業所得税法により，外資企業では前年まで適用された１５％の優遇税制が撤廃

され，中国企業と同じ２５％が適用されることとなった。また，労働者の待遇を改

善する労働契約法の施行により，人件費が高騰した。

これを受けて，製造業が集積する華南地域で年初から外資企業に撤退の動きが

みられるようになった。山東省煙台市で韓国系紡績関連企業の管理職が従業員

１０００人以上を残して夜逃げした例，広東省深�市の香港系大手クリスマスツリー

製造企業が操業停止し，給与未払いに従業員が抗議した例など，外資企業で労務

関係のトラブルが多く報道された。

２００７年まで実施されていた輸出優遇税制の一部縮小に加え，数年来の賃金の上

昇を受けて，輸出企業の生産コストは上昇した。人民元の上昇によって製品の輸

出価格が上昇し，中国製品の価格競争力が低下していることも外資企業の撤退の

一因であるとみられた。

製造業企業への影響は外資企業にとどまらず，国内の中小企業にも波及した。

実際に，広東，浙江，江蘇など各省の輸出向け加工企業には２００７年後半から経営悪

化がみられていたが，２００８年後半に入って倒産する企業が増えた。資源高騰にとも

なう原材料高も重なり，靴や玩具メーカーに代表される労働集約型産業の経営悪

化は深刻であった。１～５月の間に珠江デルタ地域の靴関連の輸出企業は前年同

期に比べ約半数の２４２８社に激減したうえ，半数近い企業が２００８年に入って輸出実

績がないと報道された。低コスト，低利潤の加工貿易モデルでは，利潤は５～１０％

であるといわれる。靴製造にかかるコストは前年に比べ２０％増加したともいわれ，

より低コストの資源と優遇税制を求めて重慶市など西部へ移転する企業も現れた。

輸出向け企業が集積する広東省を中心に，資金繰りが悪化した企業の生産停止に

対する労働者の抗議行動が相次いだ。広東省東莞市にある香港系の大手玩具メー

カー合俊集団の２つの工場が１０月１５日に突然閉鎖した時には，失業した従業員に

よる数千人規模のデモが発生した。同工場では，８月から未払い賃金の支払いを求

めて連日数千人規模の抗議行動が続いていた。２１日には，地元の鎮政府が７０００人

の従業員に対し，両工場の賃金未払い分２４００万元余りを立て替え払いしたという。

広州市の労働社会保障部門による調査では，労働契約法の実施前後で，企業の

賃金コストは平均７．２％上昇したという。全国の一定規模以上の企業に関する統
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計では，労働契約の締結率が去年に比べ２．３％上昇し，契約期間も延びたとされ

る。しかし，飲食・サービス，観光，建設など出稼ぎ労働者が多く就業する労働

集約産業の企業では，労働契約締結率は依然として低い。また，経営コストの上

昇に敏感な中小企業・私営企業でも労働契約締結率はとくに低い。経済環境と雇

用情勢が厳しくなるなか，経営難に直面する中小企業に対して労働契約法の遵守

を求めることはとりわけ難しく，法律の施行は順調ではない。

株式相場の下落

２００７年１０月に過去最高の終値６０９２．０５７ポイントを記録した上海総合指数は，政

府による金融引き締め政策の強化を受けて４月２２日には３０００ポイントを下回った。

人件費の高騰，人民元の上昇などを受け，輸出関連産業の競争力が弱まり始めた

との見方が背景にある。

財務省は４月２３日に株式売買の印紙税率の引き下げ（０．３％→０．１％）を発表した。

これにより，２００７年５月の引き上げを元に戻したことになる。株式相場の急速な

冷え込みの一方で，政府としては景気過熱とインフレを防ぐための金融引き締め

政策を弱めることはできないためとみられる。

それにもかかわらず，株価指数はその後も急落し，８月には２００６年１２月の水準

に落ち込んだ。バブルといわれた２００７年の株価上昇分がここにきて帳消しになっ

たことになる。２００８年末の上海総合指数の終値は１８２０．８１で，前年末の終値に比

べ６５．４％も下がった。年間の最高値は５５２２．７８ポイント，最安値は１６６４．９３ポイン

トで，２３１％余りも変動した。年間を通してみると，上海株式市場では総合指数

の２００８年の下落率は６５％に達し，時価総額にして６割以上の大幅目減りとなった。

これほど大きな下落率は世界の主要指数でも群を抜くものである。中国の株式

市場には，外資による国内株式の購入規制があるため，売買の大半が国内の個人

投資家によるものとなっている。とりわけ，前年の株ブームにのって株式売買を

始めた庶民の投資家が多く，株式の長期保有傾向が弱い。そのため，株価が一方

向に振れやすい傾向を持っているとみられている。

金融政策の転換──引き締めから緩和へ

２００８年のマクロ経済政策は２００７年来の引き締め政策から，後半年に入って緩和

政策に一転した。

２００７年秋から急上昇していた人民元相場は，２００８年に入って世界的なドル安を

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤

１２６

6.2

6.4

6.6

6.8

7

7.2

7.4

7.6

7.8

8
（元）

20
07
/1/
4

20
07
/3/
4

20
07
/5/
4

20
07
/7/
4

20
07
/9/
4

20
07
/11
/4

20
08
/1/
4

20
08
/3/
4

20
08
/5/
4

20
08
/7/
4

20
08
/9/
4

20
08
/11
/4

20
09
/1/
4

20
09
/3/
4

－4.0

－2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

07/1 /3 /5 /7 /9 /11 08/1 /3 /5 /7 /9 /11 09/1

年月

（％）

消費者物価指数

工業品出荷価格指数

受けて上昇し，４月１０日に１ド
ル＝７元の大台を突破して，２００５年７月の人民元切

り上げ後初の６元台に突入した（図１）。これは，通貨当局が金融引き締めの一環

で，国内のカネ余りにつながる元売り・ドル買いの市場介入を減らしているため

だとみられた。

物価上昇は２００８年の前半まで続

き，２月の消費者物価指数（CPI）
上昇率は前年同月比８．７％に達し

た。４月まで８％台で推移し，５

月には７．７％の上昇にとどまった

ものの，他方で年初から上昇し続

けた工業製品出荷価格指数（PPI）
は７～８月にかけて１０％に上昇し，

この時点ではインフレ懸念はなお

大きかった（図２）。

インフレ対策として，前年来の

金融引き締め政策に続き，２００８年

前半は５回にわたり人民元預金準

備率の引き上げが実行された。１

図１ 対米ドル人民元為替レート水準（２００７年１月～２００９年３月）

（出所） 国家外�管理局ホームページ（http : //www.safe.gov.cn/）により筆者作成。

図２ 中国の消費者物価指数と工業品出荷価格指数

（２００７年１月～２００９年１月）

（出所） 国家統計局統計月報より筆者作成。
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～５月の４回は各０．５ポイント，６月の５回目は１ポイントの上げ幅で，預金準

備率は過去最高の１７．５％となった。

国内のインフレ懸念の一方で，４～６月期には外需の落ち込みによる GDP成
長率の低下がみられ，政府は金融引き締め政策の見直しを迫られた（表１）。中央

１ 金融引き締め措置

政策発表日 政策実施日 対 象
引き上げ前
（％）

引き上げ後
（％）

上げ幅
（ポイント）

１月１６日
３月１８日
４月１６日
５月１２日
６月７日

１月２５日
３月２５日
４月２５日
５月２０日

６月１５日／２５日１）

人民元預金準備率
人民元預金準備率
人民元預金準備率
人民元預金準備率
人民元預金準備率

１４．５
１５．０
１５．５
１６．０
１６．５

１５．０
１５．５
１６．０
１６．５
１７．５

０．５
０．５
０．５
０．５
１．０

２ 金融緩和措置

政策発表日 政策実施日 対 象
引き下げ前
（％）

引き下げ後
（％）

下げ幅
（ポイント）

９月１５日

１０月８日

１０月２９日

１１月２６日

９月１６日

９月２５日

１０月９日

１０月１５日
１０月３０日

１１月２７日

１２月８日

人民元貸出基準金利
人民元預金基準金利
個人向け住宅ローン
（５年以下）
人民元預金準備率
（中小金融機関）
１年もの貸出基準金利
１年もの預金基準金利
人民元預金準備率
１年もの貸出基準金利
１年もの預金基準金利
１年もの貸出基準金利
１年もの預金基準金利
人民元預金準備率
（大型金融機関）２）

人民元預金準備率
（中小金融機関）３）

７．４７

─

７．２０
４．１４
─

６．９３
３．８７
６．６６
３．６０
─

─

７．２０
変更なし
４．５９

６．９３
３．８７

６．６６
３．６０
５．５８
２．５２

０．２７

０．１８

１．００

０．２７
０．２７
０．５０
０．２７
０．２７
１．０８
１．０８
１．００

２．００

（注）１） ２回に分け，０．５ポイント分ずつ実施する。
２） 大型金融機関：工商銀行，農業銀行，中国銀行，建設銀行，交通銀行，郵政貯蓄銀
行など。
３） 中小金融機関：上記２）以外の金融機関。

（出所） 政府発表により筆者作成。

表１ ２００８年の主要な金融措置

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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銀行である中国人民銀行は９月１５日，人民元の貸出基準金利の引き下げを発表し，

基準となる期間１年ものの人民元貸出基準金利は９月１６日から０．２７％引き下げら

れた。６年７カ月ぶりの電撃的な利下げ発表であった。世界経済の低迷による中

国経済の減速と，なかでも深刻な打撃を受けている輸出企業への支援策を求める

政治的な圧力が背景にあるとみられる。人民銀行はさらに，９月２５日より一部大

手銀行を除く市中銀行の預金準備率を１％引き下げた。預金準備率の引き下げは

１９９９年１１月以来，８年１０カ月ぶりであった。利下げは１０～１１月にかけてさらに３

回実施され，そのうち２回（１０月８日発表，１１月２６日発表）は預金準備率とセット

で引き下げられた。とくに，１１月の利下げは貸出・預金基準金利とも１．０８％とい

う市場の予想を上回る大幅利下げであった。

４兆元の景気刺激策

金融政策の頻繁な発動にもかかわらず，１０月に発表された第３四半期の GDP
成長率は９．０％とさらに減速し，２００４年以来の最低水準となった。政府は２００７年

来の引き締め政策から一転して景気刺激策の発動を決め，１１月５日に４兆元の財

政出動による投資拡大計画を実施することを発表した。これにともなう支出は

２０１０年末までに実施される。中央政府はそのうちの１兆１８００万元を投じ，残りの

部分は地方政府の支出拡大と銀行貸付の増加などによるものと発表されている。

投資措置は１０項目にわたる。（１）低所得者向け住宅建設，（２）農村のインフラ建

設，（３）鉄道・道路・空港など基幹インフラの整備，（４）医療・文化・教育事業の

発展，（５）環境保護の強化，（６）産業の高度化支援，（７）地震復興，（８）国民所得の

引き上げ，（９）付加価値税改革による企業負担の軽減，（１０）金融支援の強化，が

含まれる。金融支援の強化のなかで，２００７年秋以来続けられた銀行融資の窓口指

導による総量規制も停止されることが明言された。

中央政府による投資額のうち，１０００億元を年内の第４四半期に先行投資するこ

とが決められた。これは１１月末までに実行され，政府発表によれば４０００億元の民

間投資を喚起したとされる。４兆元は前年 GDPの１６％ほどに当たる規模で，国
内のエコノミストの多くは，この資金投入が行われれば２００９年の GDPを１．５～
３ポイントほど引き上げる効果があるとみている。投資規模に対して期待される

経済効果が小さいことには，地方政府などによる資金調達への懸念と投資プロジ

ェクトの効果に対する疑問の両方がある。地方政府の資金調達策としては，国債

の地方財政への転用または地方債の発行などが検討されている。また，国有商業

２００８年の中国
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銀行には４兆元景気刺激策の投資項目に対する貸付が指示された。

投資プロジェクトの中身についても，多くが既存のプロジェクトの前倒し投資

であるなど，新規投資がどれほど実施されるのかは不透明である。大規模な財政

投入の経済効果に期待が集まる一方で，具体的な資金源や融資の方法については

政府内でも意見が分かれている。

マクロ経済の低迷は年末に入ってさらに深刻化し，１１月の工業品出荷価格指数

の上昇率は２．０％と大幅に鈍化した。急激に悪化の度合いを深める経済状況を受

けて，年末に開催された中央経済工作会議では，２００９年には GDP成長率８％を
達成するため，マクロ経済政策を総動員することが確認された。GDP成長率８％
とは，都市の十分な雇用を確保するために必要な最低ラインとされる。４兆元の

景気刺激策を中心とする内需拡大戦略と合わせ，財政政策を「穏健」から「積極」

へ，金融政策を「引き締め」から「適度な緩和」へ転換することが確認された。

不動産市況の悪化

２００７年までは不動産価格の高騰が問題となってきたが，２００８年は年初より不動

産市況が悪化した。

２００８年の主要７０都市の不動産販売価格の上昇率は，１月に１１．３％のピークを記

録したあと急速に落ち込み，８月以降マイナスに転じた。１２月には不動産販売価

格が前年同月比で０．４％のマイナスとなった。これは，景気減速で住宅販売量が

急減しているためとみられている。

これに対し政府は，１０月に住宅取得支援策を相次いで発表した。住宅ローンに

関しては，１０月２７日から商業銀行による個人住宅ローン金利の下限を貸出基準金

利の０．７倍にすることが発表された。同時に，ローン頭金の最低比率が２０％に引

き下げられた。また，１１月１日から個人住宅の売却と購入に対する印紙税と，個

人が住宅を売却する際に義務づけられる土地付加価値税も一時的に免除されるこ

ととなった。これに加え，地方政府が住宅消費に関する手数料の減免措置を独自

に制定することも奨励するとされた。

２００７年秋までに銀行は不動産向け融資を増やした経緯があり，融資総額に占め

る不動産向けの比率は現在２～３割に達しているとみられる。不動産価格の急落

が銀行経営に及ぼす影響も危惧されている。

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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農民工の大量失業と三農問題

沿海地域の輸出向け労働集約型企業の多くが減産や生産中止に追い込まれるな

かで，それらの企業で雇用されていた農民工（農村出身の出稼ぎ労働者）が大量に

失業する事態が発生した。毎年，旧正月前後に農民工の帰省ラッシュが起きるが，

２００８年末には失業した農民工が旧正月を待たずに大量に帰省した。この動きは「返

郷潮」と呼ばれ，１０月から目立つようになった。旧正月前に帰省した農民工は１０００

万人，失業した農民工はさらに多く，農民工全体の１５．３％を占める約２０００万人と

の調査結果が発表されている。これに毎年発生する新規出稼ぎ予備軍を加えると，

年明けに職を求める出稼ぎ労働者は２５００万人に上るとみられている。

これに対し国務院は，１２月２０日付で農民工関連の仕事に力を入れることを指示

する通達を出した。（１）都市部，沿海地域の企業は農民工の解雇を極力回避するこ

と，（２）地方の各レベル政府は，失業した農民工に対する職業技能研修を行うこと，

（３）政府が投資する建設事業では，可能な限り農民工を雇用すること，（４）帰郷し

た農民工には，農村のインフラ整備事業の雇用を与えること，（５）帰郷した農民工

の起業を支援すること等が指示されている。

農業生産の面では，前年に引き続き２００８年も順調な１年であった。全国の食料

総生産量は過去最高の５億２８５０万トンで，５年連続の増産となった。農民の１人

当たり純収入は４７００元で，実質伸び率８％を実現した。しかし，豊作ゆえに農産

物価格は低迷しており，農民の増収は出稼ぎによる賃金所得によるところが大き

い。現在農民の非農就業所得は所得全体の４割を占めており，農民工の大量失業

が農民所得に直接影響することが懸念される。

１１月に発表された４兆元の景気刺激策のなかで，農村に関してはインフラ整備，

公共サービス，農業補助などの４項目が立てられた。これに関連して，同じ１１月に

指示された軽工業発展を促進するための政策のなかで，「家電を農村へ」政策の

全国への普及が指示された。これは，農民の家電購入に対し補助金を支払うもの

で，２００８年の前半に山東，四川，河南３省の農民を対象に，特定ブランドのカラ

ーテレビ，携帯電話，冷蔵庫などを購入する際に１３％の補助金を支給するという

ものであった。この政策は３省におけるモデル実施に続き，１０月には全国に拡大

され，補助の対象となる家電の種類もそれまでの３種に洗濯機を加えた４種類と

なった。また，補助対象の商品価格の上限もそれぞれ５００元ずつ引き上げられた。

農民の所得増による消費拡大は，外需が本格的に減退した２００８年以降，中国の

経済成長を維持するためにも重要性を増している。

２００８年の中国
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自然災害による被害

１月中旬から２月上旬にかけて，南部を中心とする幅広い地域で大雪に見舞わ

れ，電力供給や交通に大きな影響を与えた。国家発展改革委員会の発表によれば，

この大雪災害による直接的経済損失は１５１６億５０００万元に達した。

交通輸送面では，送電線が寸断されたことから鉄道に被害が出た。また，主要

高速道路２万 km近くが麻痺し，全国１４カ所の空港が閉鎖されて多数の航空便が
欠航した。旧正月の帰省ラッシュ時に当たったことから，数百万人もの帰省客が

足止めされた。

電力供給にも大きな滞りが発生した。大雪により各地で送電塔や送電線の倒壊

や寸断が起きたことから，１７０の県で電力供給が中断された。さらに，電力供給

の中断と交通網の被害を受けて一部の炭坑が閉鎖したため，発電所では稼働後も

発電用石炭の在庫が大幅に減少して安定的な生産が困難になった。このために，

被災地の工業生産には大きな影響が出た。被害が甚大だった湖南省では，一定規

模以上工業企業（年間売上高５００万元以上の工業企業）の８３％，江西省では同９０％

が一時的に生産中止に追い込まれた。住民の生活にも深刻な影響が出た。今回の

災害による死亡者は１２９人，行方不明者は４人と報告されている。家屋の倒壊は

４８万５０００件，損壊は１６８万６０００件に上った。

５月１２日には，四川省�川県でマグニチュード７．８の大地震が発生した。５月

末時点で，四川省の工業企業のうち，地震で被災した企業数は２万３７５社，経済

的損害は２０４０億１０００万元に達したと発表されている。

中央政府はこれに対し，金融・財政支援を実施した。金融引き締め政策の一環

として５月２０日から実施された預金準備率の０．５％引き上げについて，地震の被

害が大きかった四川省の６都市の地方金融機関については，復興資金を潤沢に供

給するため，預金準備率が据え置かれた。また，被災者の預金引き出しを円滑に

進めるため，預金通帳がなくても身分証明証などによって５０００元を上限に預金を

引き出せる特別措置をとった。

中央財政には７００億元の復興基金を創設し，そのうち２５０億元が被災者支援やイ

ンフラ修復に充てられた。生活が困難な被災者を対象に，１日１人当たり現金１０

元と５００グラムの食糧を支給し，犠牲者の遺族には５０００元の見舞金を贈った。社

会的弱者である孤児，老人，障害者には３カ月にわたって毎月６００元を支給する

と発表された。しかし，戸籍所在地によって被災者間で補給される物資に格差が

あり，被災者が不満を募らせたとの報道もされた。なお，中央政府の被災地への
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復興支援は計画全体の３割程度であり，残りは外資を含めた民間からの資金調達

と被災地の地元政府と沿海部の豊かな地方政府からの財政支出などでまかなう予

定とされた。ところが，金融危機とそれによる沿海部企業の経営不振のため，復

興資金集めは難航していると伝えられている。

資源・エネルギー問題

原油や石炭価格の急騰を受けて，政府は６月に石油製品と電力の政府統制価格

の引き上げを発表した。石油製品の値上げ幅は１６～１８％で，全国平均小売基準価

格の上昇幅はガソリンが１６．７％，軽油が１８．１％となった。さらに，それぞれ基準

価格から８％の範囲内での価格設定が小売業者に認められる。電力料金は７月１

日から kW時当たり平均０．２５元の引き上げで，４．７％の値上げになった。ただし，
一般住宅向けと農業・肥料産業向けの電力料金は据え置かれることで，庶民の生

活には一定の配慮がはらわれた。

原料の原油，石炭価格は市場原理による価格決定にゆだねられ，石油製品と電

力価格は政府がコントロールしている。２００８年は原油価格の上昇により，中国国

内の石油精製業者は国内で石油製品を売れば損をする逆ざやが発生し，政府によ

る石油大手企業への補助金も増加していた。電力についても石炭価格の上昇を背

景に，電力事業者から電力料金値上げの要望が相次いでいた。

夏には全土で電力不足が深刻化した。年初に南部をおそった大雪や四川大地震

による設備へのダメージもあり，電力不足は南部で最も深刻になった。発電設備

能力は２００７年末時点で７．１億 kWあり，最大電力需要の１．６倍に相当する。電力不
足の原因は，発電能力自体ではなく，発電所の採算悪化による発電削減と送電能

力不足にあるとみられている。石炭価格の高騰により発電コストが急上昇する一

方で，電力料金は抑制されており，発電会社の収益が低迷していた。

中国企業による海外での資源確保の動きも加速した。２月には国有・中国アル

ミが米アルコアと共同で英豪資本企業・リオティントへの出資を決定した。背景

には，需要が膨らむアルミ資源を安定的に調達する狙いがあるとみられる。７月

には国有大手資源会社，中鋼集団によるオーストラリア資源中堅，ミッドウエス

トへの株式公開買いつけ（敵対的 TOB）が成立した。中鋼集団はミッドウエスト
株の５０．９７％を取得し，同社がオーストラリア中西部に所有する５つの鉄鉱石鉱

山の権益を事実上取得した。同じ７月に，中国機械工業集団公司の傘下企業がア

フリカのガボンで鉄鉱石鉱山開発事業に参加するための協議書に調印した。この
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鉱山の年採掘量は３０００万トンが見込まれ，中国企業のアフリカでの資源開発投資

としては最大規模となっている。

中国の石油大手３社による，海外産油国や石油メジャーとの共同投資による国

内での製油所建設の動きが進んだ。中国石油天然気集団（CNPC）は６月，カター
ル国営石油グループおよびロイヤル・ダッチ・シェル（以下，シェル）と共同で国

内に製油所と化学プラントを建設することを発表した。同社はベネズエラ政府と

も広東省で製油所を建設する方向で交渉中と伝えられる。その他，各地で外国政

府や企業と共同で製油所，ガス田の開発を協議中だとされる。中国石油化工集団

（シノペック）も広東省で，クウェート石油会社と共同で製油所や化学プラントの

新設を検討している。また，中国海洋石油総公司（CNOOC）は広東省にシェルと
共同出資で化学プラントをすでに建設した。これに隣接して，製油所も本格稼働

させる。これらはいずれも，海外から原油を輸入し，国内でガソリンや軽油など

に精製する計画であり，産油国や石油メジャーと組むことで原油の安定調達や施

設設備の建設費負担軽減が見込まれている。

これら中国企業の投資拡大の裏には，共通して国内の急激な需要増がある。資

源価格の高騰を経験した２００８年には，資源の安定供給を目指した企業活動が加速

した。 （山口）

香港特別行政区の経済情勢

２００８年の香港経済は，成長が鈍化し，失業率は上昇，貿易・物流は減少，株・

不動産価格は下落した。

２００８年の実質 GDP成長率は，第１四半期こそ前年同期比７．３％増と高い伸び
を示した。しかし，その頃からすでに，広東省に工場を持つ香港製造業者は，労

働法改正，賃金高騰，環境規制強化，人民元高などで，次第に経営に工夫を要す

るようになっていた。さらにサービス業も，ここ数年の好景気に支えられた人件

費・オフィス賃料の高騰のために業績が悪化した。８月から１２月にかけてオフィ

ス賃料は５．５％下落し高コスト構造が若干是正された。しかし，オフィス売買価

格（５月から１２月に暫定値で２８．６％減），住宅売買価格（６月から１２月に暫定値で

２１．１％減），香港株式市場の代表的指数であるハンセン指数（通年で４８．３％減）の

大幅下落は逆資産効果を通じて消費を減速させた。GDP成長率は期を追うに従
って鈍化し，第２四半期は４．２％，第３四半期は１．７％となった。第４四半期はア

メリカ発金融危機の影響が実体経済に波及し，GDP成長率がマイナス２．５％とな

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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り，深刻な不況となった。通年の成長率は２．５％だった。

失業率をみると，ここ数年の好景気に支えられ５～８月に３．２％（季節調整済）

まで下がったが，その後の景気後退を反映して，失業率は上昇に転じ，１０～１２月

には４．１％となった。

貿易総額は，１０月まで順調に推移したが，その後に輸出入ともに落ち込んだ。

１１月には前年同月比６．６％減，１２月には同１３．９％減となった。このため，通年で

は前年比５．３％の増加にとどまった。２００７年の同９．８％増と比べると増勢は半減し

たことになる。輸出先第２位のアメリカ向けがとくに大きく減少し，１２月は前年

同月比１４．８％減，通年でも前年比２．４％減であった。

コンテナ取扱量は，２００８年通年では前年比１．４％増の２４３３万 TEUと予測されて
おり世界第３位の地位を守った模様だが，１１月は前年同月比で９．４％減少した。

１２月は同２４．１％と大幅減少が予測されている。香港国際空港の貨物取扱量は，暫

定値で，１１月に前年同月比１８．７％の大幅減，１２月は同２８．２％のいっそうの減少，

通年では前年比３．１％減の３６３万トンだった。

このような不況下で，小売・飲食業の健闘が目立った。２００８年１２月の小売売上

高は，０．８％増とわずかながら前年同月を上回った。通年では前半の活発な消費

に支えられて前年比１０．５％増の２７３８億香港ド
ルだった。取扱量の前年比増が目立つ

のは，電気製品（１６．４％増）と酒税減税効果があった酒・たばこ（１５．９％増）である。

レストラン業界は，２００８年通年で売上高が１３．１％と大きく増加し，７９０億香港ド
ル

となった。不況が深刻化した１０～１２月の売上さえ前年同期比８．３％増と堅調だっ

たためである。 （森田）

対 外 関 係

日本との関係

胡国家主席の訪日など活発な首脳往来，五輪など日中関係は動きの多い１年と

なった。しかし，２００８年年初のギョーザ中毒事件により日本人の中国に対する不

信感は高まり，１２月に発表された総理府の調査では，中国に対して「親しみを感

じない」が過去最高の６６．６％（前年６３．５％）となった。さらに日本の政局の不安定

も加わり，日中関係に実質的な前進はみられなかった。

１月３０日，日本国内で中国製ギョーザ中毒事件が発生し，１０人の重軽症患者を

出した。ギョーザは河北省石家荘市の天洋食品が生産したもので，中毒の原因は

２００８年の中国
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メタミドホスと断定された。メタミドホスの混入場所をめぐり，２月２１日に日本

の警察庁が日本国内での混入の可能性は低いと発表すると，同月２８日に中国の公

安部が日本での農薬混入を示唆すると発表するなど，両国の捜査当局は自国内で

はないと主張し見解は真っ向から対立した。首脳会談直前の７月７日，中国側が

外交ルートを通じて，中国国内で天洋食品の回収ギョーザが流通し中毒事件が起

きたことを日本側に通告した。これにより中国での混入の可能性が強まった。し

かし中国側の要請で，日本政府はこの事実をすぐに公表しなかった。その後も，

首脳会談，外相会談などの場を通じ，早期の解明に向け，協力して捜査を続ける

ことで一致してきたが，２００８年中に原因は解明されなかった。

首脳間の相互訪問は多かった。５月，胡国家主席が日本を訪問した。中国側は

この訪問を「暖春の旅」と表し，日中関係の進展を高く評価した。「戦略的互恵

関係を全面的に推進することに関する日中共同声明」が調印されたが，共同声明

の作成に積極的だったのは中国側で，胡国家主席自身には新たな日中関係の方向

性を示したいという政治的な意図があった。しかしその内容は，未来志向で，新

しい日中関係が今後構築されることを期待させるものとなった。歴史認識につい

ての言及は少なく，両国が二国間協力だけでなく，アジア，国際社会に対するグ

ローバルな貢献を目指すことが確認された。さらに胡国家主席は７月の洞爺湖サ

ミット関連会議に出席するため，再び日本を訪問した。他方，福田首相は８月に

五輪開会式出席のため来訪した。また麻生首相も１０月に日中平和友好条約締結３０

周年記念レセプションとアジア欧州会合（ASEM）首脳会議に出席のため来訪した。
グローバルな貢献では，４月にメコン川流域各国も参加して，日中メコン政策

対話初会合を開き意見交換を行った。１１月の２０カ国・地域（G２０）の金融サミット
を契機に開かれた首脳会談では，世界的な経済危機について協議し，麻生首相は

中国に国際通貨基金（IMF）への資金拠出を要請したが，胡国家主席は慎重姿勢を
みせた。また１２月には，日中韓の中央銀行が韓国に対し，日中がウォンと引き換

えに外貨を提供する通貨交換（スワップ）の大幅拡大で合意した。また単独会議と

しては初の日中韓首脳会議が開かれ，世界的な経済危機の克服に向け共同で対処

することで合意し，連係強化に向けて３つの共同声明に調印した。

懸案である東シナ海ガス田開発問題では，一進一退が続いた。６月，両国政府は

共同プレス発表を行い，（１）「翌檜」（中国名：龍井）ガス田付近で共同開発，（２）「白

樺」（同：春暁）ガス田に日本の出資，（３）「楠」（同：断橋）「樫」（同：天外天）両

ガス田周辺海域は継続協議で一致し，大きな前進をみせた。しかし中国国内にはこ
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の合意への批判が少なくなかった。次の段階として権益配分などの条件を定める

条約作成のための協議が行われるはずだったが，７月の首脳会談で福田首相が，

五輪前の中国国内の対日感情悪化を懸念し，協議の先送りを提案していたことが

判明した。その後も協議の早期開催が確認されるものの，２００８年内には開かれな

かった。さらに，１２月８日には尖閣諸島・魚釣島近くの日本領海を中国の海洋調

査船が航行し，日本の第１１管区海上保安本部の巡視船の退去要求で，領海外へ出

る事件が起きた。１２月１３日の温総理との会談で麻生首相が抗議し，温総理が反論

する激しいやりとりがあった。こうしてこの問題が単なる共同開発ではなく，主

権に関わるものであることがあらためて浮き彫りとなった。

そのほか，５月の四川大地震では，海外からの支援の第１陣として日本の緊急

援助隊，医療チームが被災地に入り，その活躍ぶりは中国国内で大きく伝えられ，

感動を与えた。２００７年に初めて開かれた日中経済ハイレベル対話は，２００８年には

開催されなかった。日本の政局が不安定であることから，中国側が実質的な成果

を得られないと判断したと推測される。

アメリカとの関係

経済的な交流は増えたが，ブッシュ大統領の任期が残り１年となり，成果を焦

るアメリカとの政治的な対話はあまり進まなかった。

胡国家主席は，８月にブッシュ大統領と会見し，北朝鮮とイランの核問題など

を協議したほか，ブッシュ大統領から人権尊重と信教の自由拡大を求められたが

受け流した。１１月の会談では，ブッシュ大統領から６カ国協議の早期開催を要請

された。このほか温総理が９月にアメリカを訪問した。

米中間の対話枠組みも継続された。１月に第５回米中戦略対話，７月に第４

回，１２月に第５回の米中戦略経済対話が開かれた。しかし，１０月３日にアメリカ

政府が台湾への６５億ド
ルの武器売却を決定したことで，軍事交流は中止・延期とな

っている。

国際社会での発言権の拡大

ブッシュ政権がレイムダック状態に陥り，アメリカの経済が衰退するなか，中

国は国際社会において，大国，発展途上国の代表として発言を強めた。４月に国

連安保理常任理事国５カ国とドイツの６カ国がイランの核問題を協議する高官会

合を上海で開催し，中国がイランの核問題で貢献する姿勢をアピールした。７月
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の洞爺湖サミットでの G８と途上国５カ国との拡大会議では，胡国家主席が気候
変動問題への対応について，発展途上国に先進国並みのノルマを課すことに反対

した。また世界的な金融危機，食糧高騰に対しても発展途上国の立場を強調した。

１１月の G２０金融サミットにも出席し，国際金融システムの改革における「新興国
の発言権強化」を訴え，先進国に対し途上国向け融資の条件緩和や対外債務の減

免を求めた。さらに１２月には，海賊対策のため，ソマリア北部のアデン湾へ海軍

艦艇を派遣した。中国にとっては遠洋海域での初の護衛活動となる。

資源外交も引き続き展開し，１１月に呉邦国全人代常務委員長がアルジェリア，

ガボン，エチオピア，マダガスカル，セイシェルを訪問した。また同月に胡国家

主席がコスタリカ，キューバ，ペルーを訪問した。

韓国，北朝鮮との関係

朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核問題が米朝主導で進んでおり，中国を議

長国とする６カ国協議の意義が問われた。７月，北京で６カ国協議首席代表者会

合が開かれた。プレスコミュニケには，６月２６日に北朝鮮が提出した核計画の申

告書をめぐり，検証のしくみ作りと各国の義務履行を監視するメカニズムの確立，

検証作業への国際原子力機関（IAEA）の関与が盛り込まれた。７月にはシンガポ
ールで６カ国協議非公式外相会議が開かれたが，６カ国協議の枠組みを重視する

中国にとって，北京以外の場所で６カ国協議が開かれたことへの抵抗感だけが残

った。１２月，北京で開かれた６カ国協議首席代表会合で中国は北朝鮮の核計画申

告の検証方法に関する合意文書のとりまとめを目指した。しかし，北朝鮮が中国

の提示した合意文書案を拒否したため，次回会合を約束する議長声明を発表する

にとどまった。

北朝鮮との関係は，１月に党中央対外連絡部の王家瑞部長が，６月に習近平党

中央政治局常務委員が北朝鮮を訪問し，金正日朝鮮労働党総書記と会見し，それ

ぞれ胡総書記からの親書を手渡した。

韓国との関係では，李明博政権が発足当初から対米重視を打ち出したことから，

中国は警戒感を強めていた。４月２７日にソウルでの五輪聖火リレーで，中国人留

学生らが脱北者支援団体と衝突し，韓国国内の嫌中感が高まった。５月に李明博

大統領が来訪し，中韓関係を戦略的パートナーシップに格上げすることで一致した。

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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ASEAN，インド，パキスタンとの関係
東南アジア諸国連合（ASEAN）との関係は，３月に温総理がラオスを訪問し，

大メコン川流域経済協力サミットに出席した以外の目立った動きはなかった。７

月に楊潔�外交部長が，シンガポールを訪問し，ASEAN＋中国，ASEAN＋３（日
中韓），東アジアの各外相会議に出席した。経済イシューの重要性が高まり，日

中韓の３カ国による行動が優先されたため，中国にとっての ASEANの存在感が
相対的に低下したといえる。

南アジアの国々との関係では，１月にシン・インド首相が来訪し，共同文書で

経済分野を軸に貿易，エネルギー，環境保護，人的交流，軍事での協力拡大を確

認した。またインドの国連安保理常任理事国入り支持も盛り込まれた。５月には

中露印３カ国外相会議が開かれ，国際レベルおよび地域レベルの問題における意

思疎通と協調を強化し，３カ国の実務的な協力を深め，調和的で安定した多極的

世界の建設に力を尽くすことなどで一致したが，これは当然アメリカの存在を意

識した会議だった。７月の洞爺湖サミットでも共同で先進国に対し発展途上国の

立場を主張した。

ザルダーリー・パキスタン大統領も１０月に来訪し，インドがアメリカと原子力

協定を結んだことに対抗し，中国に対し原発の核燃料や技術供与を盛り込んだ原

子力協定の締結を求めた。しかし中国はその要請に応えず，中部パンジャーブ州

チャシュマで計画中の原発２基の建設に中国政府が協力することで合意した。

EU諸国との関係
２００８年の第７回 ASEM首脳会議が１０月に北京で開かれた。「世界の金融市場安
定化に向けて断固たる措置を取る」とする金融安定への特別声明を採択した。

ドイツとの関係は，２００７年９月にメルケル首相がダライ・ラマと会見したこと

で悪化していた。両国は，１月１８日の両国外相会談と２月１５日の温総理とメルケ

ル首相との電話会談でいったんは関係修復を確認した。しかし，チベットでの３．１４

行動に関し，メルケル首相は中国当局を非難し，五輪開会式には参加しなかった。

イギリスとの関係では，１月にブラウン首相が来訪し，教育，エネルギー分野

などで総額約８億ド
ルの協力文書に調印した。しかし，ブラウン首相が５月２３日に

イギリスを訪問したダライ・ラマと会見したことで，一時両国関係が悪化した。

その後ブラウン首相は，五輪開会式には欠席したが，ロンドンが次回五輪の開催

地であることから閉会式には出席した。
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フランスとの関係では，同国政府が３．１４行動への中国の対応を非難し，またパ

リでの五輪聖火リレーの混乱が原因で両国関係が悪化した。そのため，サルコジ

大統領は当初五輪開会式への出席の取り止めることも検討したが，結局出席した。

１１月２６日，中国は１２月１日に開催予定だった中国・EU首脳会議の延期を通告
したことを発表した。ダライ・ラマが同時期に欧州を訪問し，各国首脳と会談す

ることが理由だった。１２月６日に EU議長国のサルコジ大統領がダライ・ラマと
会談したことから，翌７日に外交部は駐中国フランス大使を呼び，抗議した。

台湾との関係

台湾総統選挙で国民党の馬英九が当選したことにより，中国の対台湾政策は一

転した。４月１１日から次期副総統である蕭万長が来訪し，胡総書記と会見した。

その後，４月２４日から江丙坤副主席，同月２８日からは連戦名誉主席，５月２６日か

らは呉伯雄主席と立て続けに中国国民党の要人が来訪した。連名誉主席との会見

で胡総書記は，「現在台湾情勢に積極的な変化が起きた。両岸関係に良好な発展

の勢いが表れている。両岸双方が，相互信頼を打ち立て，争議を棚上げし，大同

を求め小異を残し，winwinの関係を創り，両岸同胞の福祉を図り，台湾海峡の
平和を図り，両岸関係の平和発展の新局面を創り上げよう」と述べた。

その後関係改善は一気に進んだ。６月３日，外交部副部長の王毅が中央台湾工

作辧公室主任兼国務院台湾事務辧公室主任に就任したことが判明し，また前任の

陳雲林が海峡両岸関係協会（海協会）会長に就任し，新しい対台湾体制が整った。

６月１１日から江丙坤が台湾の海峡交流基金会（海基会）董事長の立場で中国を訪れ，

陳会長と会談し，１９９８年以来の海協会と海基会のトップ会談が実現した。両者は，

陳会長の台湾訪問，中台間週末チャーター便の７月からの運航開始，中国人観光

客の第三国を経由しない台湾訪問解禁で合意した。陳会長の台湾訪問は１１月に実

現した。陳会長は江董事長と会談し，トップ会談の制度化，直行チャーター便の

増発，海運で開放する港の拡大，郵便の直送，食の安全での相互連絡や被害者支

援の枠組みの設置で合意した。

その後も関係改善は進み，中国は１１月のアジア太平洋経済協力会議（APEC）非
公式首脳会談への連名誉主席の参加を容認し，台湾が国際社会での外交空間の広

げることに柔軟に対応することをアピールした。また１２月１５日に中台間の海運直

行便と郵便の直接往来が解禁され，中国が長く求めていた「三通」（中台間の直

接的な通商，通運，通郵を指す）が実質的に実現することになった。同月２３日に

揺らぐ胡錦濤政権の政治経済基盤
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は中国が台湾に贈呈した２頭のジャイアントパンダが台北に到着し，庶民レベル

での関係改善ムードを高めた。

ロシア，SCOとの関係
５月，就任したばかりのメドベージェフ大統領が最初の外遊先として中国を訪

問し，胡国家主席との会談で「戦略的パートナーシップ」の強化を確認した。１０

月には温総理がロシアを訪問した。共同コミュニケで，ロシアから中国への長期

的な原油，天然ガス供給の協力などを確認し，東シベリアの石油パイプラインの

中国向け支線の建設のうち，ロシア国内部分について合意した。また，江蘇省に

ある田湾原発の第２期工事に関する覚書を交わした。しかし，グルジアからの南

オセチア自治州とアブハジア自治共和国の独立承認をめぐっては，中国は自国の

少数民族の独立問題を抱えており承認できないとして，ロシアと見解を異とした。

上海協力機構（SCO）では，８月２８日に開かれた SCO加盟国元首理事会第８回
会議に胡国家主席が出席した。会議はドゥシャンベ宣言を採択したが，「グルジ

ア側からの侵略」や「大量虐殺」といった表現を入れようとしたロシアに中国が

抵抗し，宣言から削除された。なお，この会議にはイラン代表がオブザーバーと

して，またインド，モンゴル，パキスタンの代表も参加した。 （佐々木）

２００９年の課題

建国６０周年を盛大に迎えたい胡錦濤政権だが，同時にチベット動乱５０周年，六

四天安門事件２０周年という政治的節目をどう乗り越えるかが最大の課題となる。

また回復の見込みの立たない経済危機への対応も，社会的な不安定を緩和するた

めの課題となる。

国内政治では，少数民族や反体制勢力を強権的な手段で抑え込むなど全体的に

引き締め基調が続くだろう。

２００８年の景気低迷は，今日の中国がすでに世界経済に深く組み込まれているこ

とを明らかにした。後半期にかけて深刻化したマクロ経済の低迷は，いまだ底を

みせておらず，２００９年に８％の GDP成長率が達成できるかどうかは，４兆元の
財政出動にもかかわらず必ずしも楽観的ではない。

ここに至って中国では，経済成長を維持するためには従来進めてきた外需依存

型の経済成長モデルを見直し，内需を急拡大することを迫られている。しかし，

その途は容易ではなく，政府にはマクロ経済環境の整備とともに，農民工を含む
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失業者への社会保障の整備など，社会不安を回避するための社会政策の整備が急

がれることになるだろう。

対外関係では，国際社会との協調をさらに進めるなかで，発言権を強めていく

だろう。

（佐々木：地域研究センター）

（山口：地域研究センター）

（森田：ジェトロ香港センター）
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１月４日

▲

江蘇省人民代表大会，代理省長に

羅志軍を任命。

１３日

▲

シン・インド首相，来訪（～１５日）。

１７日

▲

第５回米中戦略対話。

１８日

▲

ブラウン・イギリス首相，来訪（～

２０日）。

２８日

▲

温家宝総理，湖南省の大寒波の被害

状況を視察（～２９日）。長沙駅で対応の遅れを

謝罪。

２９日

▲

王家瑞中国共産党中央対外連絡部長，

北朝鮮を訪問（～２月２日）。３０日，金正日朝

鮮労働党総書記と会見。

３０日

▲

党中央政治局会議。

▲

中央１号政策文書「農業インフラをしっ

かり強化し，農業の発展，農民の収入増加を

さらに促進することに関する党中央と国務院

の若干の意見」の全文公表。

▲

日本国内で中国製ギョーザ中毒事件発生。

１０人が重軽症。

２月１４日

▲

政府，寒波による１２日までの１カ

月間の被害状況を発表。死者１０７人，経済損

失は１１１１億元。

２１日
▲

第２回農業センサス発表。
▲

「国家海洋事業発展計綱要」発表。

２２日

▲

第８回日中戦略対話（～２３日）。

２５日

▲

党第１７期中央委員会第２回全体会議

（～２７日）。

２６日

▲

第１０期全国人民代表大会常務委員会

第１１回会議（～２８日）。

２８日

▲

２００７年経済社会統計公報発表。

▲

公安部，ギョーザ中毒事件に関する初の

公式見解で，日本での農薬混入を示唆。

３月３日

▲

中国人民政治協商会議第１１期全国

委員会第１回会議開幕（～１４日）。

５日

▲

第１１期全人代第１回会議（～１８日）。

１４日

▲

チベット自治区ラサ市で大規模な暴

動が発生。

１９日

▲

第１１期全人代常務委第１回会議。

２３日

▲

第２回日中財務対話。

２９日

▲

温総理，ラオスを訪問（～３１日）。大

メコン川流域経済協力サミットに出席。

３０日

▲

第８回日中防衛安保対話。

３１日

▲

党中央，山東省党委書記に姜異康を

決定。

４月２日

▲

中国政府，「ダライ集団の『内幕』」

を発表。

３日

▲

内モンゴル自治区人代，代理主席に

巴特爾を任命。

７日

▲

党中央，黒龍江省党委書記に吉炳軒

を決定。

▲

河南省人代，代理省長に郭庚茂を任命。

１０日

▲

中国人民銀行，上海外国為替市場で

の人民元レート基準を１ド
ル＝６．９９２０元とする

と発表。６元台入りは初。

１２日

▲

胡錦濤総書記，台湾の次期副総統の

蕭万長と会見。

１５日

▲

河北省人代，代理省長に胡春華を任

命。

１６日

▲

上海で国連安保理常任理事国５カ

国・ドイツによるイランの核問題を協議する

高官会合。

１９日

▲

北京，武漢，青島などのカルフール

前で反仏デモ。

２２日

▲

全人代常務委第２回会議（～２４日）。

▲

国家発展改革委員会，年初の自然災害に

よる直接的経済損失が１５００億元を超えると発

表。

２３日

▲

財政部，株式売買の印紙税率の引き

上げを発表。

２５日

▲

メコン川流域各国も参加する日中メ

コン政策対話。

２８日

▲

党中央政治局会議。

重要日誌 中 国 ２００８年
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２９日

▲

胡総書記，連戦中国国民党名誉主席

と会見。

▲

チベット自治区ラサ市中級人民法院，

３．１４行動に参加した３０人の被告に実刑判決。

５月４日

▲

党中央統一戦線工作部の朱維群，

斯塔の両副部長，ダライ・ラマ１４世の個人代

表と「接触」。

６日

▲

胡国家主席，日本訪問（～１０日）。共

同声明に調印。

７日

▲

胡国家主席，福田首相と会談。

１２日

▲

四川省�川県を震源地とするM７．８
の地震発生。

１４日

▲

党中央政治局常務委会議，地震災害

救助工作を指示。

１５日

▲

中露印３カ国外相会議（モスクワ）。

１６日

▲

日本からの緊急援助隊，四川大地震

の被災地に到着。

１９日

▲

四川大地震被災者に対する全国追悼

日（～２１日）。

２０日

▲

日本からの医療チーム，四川大地震

の被災地に到着。

２３日

▲

メドベージェフ・ロシア大統領，来

訪（～２４日）。

２６日

▲

呉伯雄中国国民党主席，来訪（～３１

日）。２８日，胡総書記と会見。

２７日

▲

李明博韓国大統領，来訪（～３０日）。

同日，胡国家主席と会談。

６月８日

▲

「�川地震災害復興条例」施行。

１１日

▲

江丙坤台湾海峡交流基金会董事長，

来訪（～１４日）。

１３日

▲

胡総書記，「科学的発展観の学習・

実践活動」試点工作に関する重要講話。

１７日

▲

習近平党中央政治局常務委員，北朝

鮮を訪問（～１９日）。１９日，金正日総書記と会

見。

▲

第４回米中戦略経済対話（～１８日）。

１８日

▲

国務院常務会議，四川大地震被災復

興の政策措置を討論。

▲

日中両政府，東シナ海問題で原則的な共

通認識に達し，共同プレス発表。

１９日

▲

国家発展改革委員会，２０日からガソ

リン，ディーゼル油，航空燃料，７月１日か

ら電力と電力用石炭の価格値上げを発表。

２４日

▲

全人代常務委第３回会議（～２６日）。

▲

日本の海上自衛隊護衛艦「さざなみ」，

広東省湛江港に寄港（～２７日）。

２６日

▲

武大偉外交部副部長，北朝鮮の核計

画申告書提出に関連する「６カ国協議首席声

明」を発表。

２７日

▲

党中央政治局会議。

２８日

▲

貴州省黔南布依族苗族自治州甕安県

で数万人規模の暴動が発生。

３０日

▲

胡総書記，「科学的発展観の学習・

実践活動」試点工作に関する重要講話。

７月１日

▲

党統戦部の朱維群，斯塔の両副部

長，ダライ・ラマ１４世の個人代表と２度目の

「接触」（～２日）。

▲

王岐山副総理，山東省の対外貿易と金融

の状況を視察（～５日）。

４日

▲

温総理，江蘇省と上海市の経済状況

を視察（～６日）。

▲

習近平常務委員，広東省の経済状況と香

港，マカオとの協力状況を視察（～５日）。

▲

中台間週末チャーター便，運航開始。

６日

▲

李克強副総理，浙江省の企業改革の

状況を視察（～８日）。

７日

▲

胡国家主席，日本訪問（～９日）。G
８洞爺湖サミットでの G８＋途上国５カ国と
の拡大会議に出席。

８日

▲

国務院，地方責任者らとの経済情勢

座談会を開催。

９日

▲

胡国家主席，福田首相と会談。

１０日

▲

国務院，経済学者との経済情勢座談

会を開催。

２００８年 重要日誌

１４４

▲

６カ国協議首席代表会合（～１２日）。プレ

スコミュニケを発表。

１１日

▲

国務院，経済専門家との経済情勢座

談会を開催。

１５日

▲

胡錦濤中央軍事委員会主席，中央軍

事委上将授与式に出席。

▲

国務院常務会議（～１６日）。２００８年上半期

の経済情勢と下半期の経済政策を討論。

１６日

▲

「党全国代表大会・地方各級代表大

会代表任期制暫行条例」施行。

１９日

▲

温総理，広東省の経済状況を視察（～

２０日）。

２０日

▲

胡総書記，山東省青島市の経済状況

を視察。

２１日

▲

党中央，党外人士座談会を開催。経

済工作について意見聴取。

▲

雲南省昆明市でバス連続爆破事故，２人

が死亡。

２２日

▲

楊潔�外交部長，シンガポール，タ

ジキスタン，アメリカを訪問（～３０日）。

ASEAN＋中国，ASEAN＋３（日中韓），東ア
ジア，上海協力機構（SCO）の各外相会議に出
席。

２３日
▲

楊外交部長，シンガポールでの６カ

国協議非公式外相会議に出席。

２５日

▲

党中央政治局会議，政策基調を経済

過熱・インフレ防止から経済成長維持・イン

フレ抑制へ転換することを決定。

８月１日

▲

山西省襄汾県で違法操業中の鉄鉱

山で土砂崩れ事故発生。

▲

政府，繊維製品を対象とする輸出戻し税

の還付率の引き上げを実施。

４日

▲

新疆ウイグル自治区カシュガル市で

国境警備隊に対する襲撃事件発生。１６人が死

亡，１６人が負傷。

８日

▲

北京オリンピック開幕（～２４日）。

▲

福田首相，来訪（～９日）。五輪開会式出

席。

▲

胡国家主席，福田首相と会談。

１０日

▲

胡国家主席，ブッシュ米大統領と会

談。

▲

温総理，ブッシュ米大統領と会談。

２０日

▲

華国鋒前党主席死去，８７歳。

２５日

▲

胡国家主席，韓国，タジキスタン，

トルクメニスタンを訪問（～３０日）。SCO加
盟国元首理事会第８回会議に出席。

▲
全人代常務委第４回会議（～２９日），循環

型経済促進法を採択。

２７日

▲

国務院常務会議，「�川地震災害復

興総合計画」を審議，原則採択。

９月５日

▲

党中央政治局会議，「科学的発展

観の学習・実践活動」の実施を決定。

８日

▲

８月１日に土砂崩れのあった山西省

の鉄鉱山で土石流が発生し，２５４人が死亡。

１３日

▲

衛生部，粉ミルクへのメラミン混入

事件で，製造元の三鹿集団に操業停止を命令。

１４日

▲

孟学農山西省長，８日の土石流事故

で引責辞任。山西省人代，代理省長に王君を

任命。

１９日

▲

胡総書記，「科学的発展観の学習・

実践活動」動員大会・省部級主要領導幹部専

題研討班開班式で重要講話。

２２日

▲

三鹿製粉ミルク中毒事件で，国家品

質監督検査検疫総局の李長江局長が引責辞任。

２３日

▲

温総理，アメリカを訪問（～２６日）。

国連総会などに出席。

２５日

▲

有人宇宙船神舟７号の打ち上げ成功。

胡総書記が酒泉衛星発射センターで重要講話。

１０月９日

▲

党第１７期中央委員会第３回全体会

議（～１２日）。「農村の改革・発展の推進の若

干の重大問題に関する決定」を採択。于幼軍

の中央委員解任を決定。

１４日

▲

ザルダーリー・パキスタン大統領，

来訪（～１７日）。

中 国
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２３日

▲

全人代常務委第５回会議（～２８日）。

最高人民法院副院長の黄松有の解任を承認。

▲

麻生首相，来訪（～２４日）。ASEM首脳
会議に出席。

２４日

▲

北京で第７回 ASEM首脳会議（～２５
日）。

▲

胡国家主席，麻生首相と会談。

▲

温総理，麻生首相と会談。

２７日

▲

温総理，ロシア，カザフスタンを訪

問（～３１日）。第１３回中露首相定期会談，SCO
加盟国第７回首相会議に出席。

２９日

▲

国務院新聞辧公室「気候変動に対す

る中国の政策と行動」を発表。

１１月１日

▲

全３４８６品目の輸出戻し税の還付率

の引き上げを実施。

３日

▲

陳雲林海協会会長，台湾訪問（～７

日）。

▲

呉邦国全人代常務委員長，アルジェリア，

ガボン，エチオピア，マダガスカル，セイシ

ェルを訪問（～１５日）。

▲

重慶市のタクシー運転手ら，労働条件の

改善などを求めストライキを実施。

４日

▲

「国家人権行動計画」制定。

▲

党統戦部の朱維群，斯塔の両副部長，ダ

ライ・ラマ１４世の個人代表と３度目の「接触」

（～５日）。

５日

▲

国務院常務会議，積極財政策と適度

の金融緩和政策を決定。

９日

▲

政府，２０１０年末までの投資総額４兆

元の大規模景気刺激策１０項目を発表。

１５日

▲

胡国家主席，アメリカ，コスタリカ，

キューバ，ペルー，ギリシャを訪問（～２６日）。

２０カ国・地域（G２０）の金融サミット，APEC
非公式サミットに出席。

２０日

▲

胡国家主席，ブッシュ米大統領と会談。

２２日

▲

胡国家主席，麻生首相と会談。

１２月４日

▲

第５回米中戦略経済対話（北京，

～５日）。

８日

▲

６カ国協議首席代表会合（～１１日）。

議長声明を発表。

▲

中央経済工作会議（～１０日），２００９年の目

標を成長維持と内需拡大に設定。

▲

尖閣諸島・魚釣島近くの日本領海を中国

の海洋調査船が航行。

１０日

▲

国務院常務会議，農民工対策を指示，

農機具購入補てんの増加を決定。

▲

学者や弁護士，新聞記者ら３０３人，ネッ

ト上で「０８憲章」を発表。

１１日

▲

広西チワン族自治区成立５０周年記念

大会。周永康党中央政治局常務委員が出席。

１２日

▲

日中韓の中央銀行，韓国に対し日中

がウォンと引き換えに外貨を提供する通貨交

換（スワップ）の大幅拡大で合意。

▲

温総理，日本訪問（～１３日）。日中韓首脳

会議に出席。

１３日

▲

温総理，麻生首相と会談。

▲

単独会議としては初の日中韓首脳会議

（福岡）。

１５日

▲

中台間の海運直行便と郵便の直接往

来が解禁。「三通」が実質始動。

１８日

▲

中国共産党第１１期中央委員会第３回

全体会議３０周年記念大会。胡総書記が重要講

話で党の指導を強調。

２０日

▲

国務院辧公庁，「現在の農民工工作

をしっかり立派に行うことに関する通知」を

発表。

２２日

▲

全人代常務委第６回会議（～２７日）。

２３日

▲

中国が台湾に贈呈した２頭のパンダ，

台北に到着。

２６日

▲

党中央政治局会議。

▲

海軍艦艇３隻，護衛任務のため，ソマリ

ア沖に向け出港。

２００８年 重要日誌

１４６

中　　央
規律検査
委  員  会

中央委員会

中央政治局
総書記

常務委員会

中央書記処

中 国 共 産 党
全国代表大会

党
中央軍事
委  員  会

国　　家
中央軍事
委  員  会

国務院

全国人民代表大会

常務委員会
専門委員会

各部・
委員会

最　　高
人民法院

最　　　高
人民検察院

中国人民政治
協 商 会 議
各級委員会

各　　級
人民代表
大　　会

各　　級
党委員会

海軍・空軍
・第２砲兵

大軍区司令部 各　　級
人民政府

各局・庁
・委員会

各　　級
人民法院

各　　　級
人民検査院

国家主席 中国人民政治
協  商  会  議
全 国 委 員 会

常務委員会

総 参 謀 部

人民解放軍

総 政 治 部
総 後 勤 部
総 装 備 部

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

◯２ 中国共産党・国家指導者名簿

（２００８年１２月末現在）
１．中国共産党

（１）第１７期中央委員会

総書記 胡錦濤

中央政治局常務委員

胡錦濤 呉邦国 温家宝

賈慶林 李長春 習近平

李克強 賀国強 周永康

中央政治局委員

習近平 王 剛 王楽泉

王兆国 王岐山 回良玉

劉 淇 劉雲山 劉延東

李長春 李克強 李源潮

呉邦国 汪 洋 張高麗

張徳江 周永康 胡錦濤

兪正声 賀国強 賈慶林

徐才厚 郭伯雄 温家宝

薄煕来

中央書記処書記 習近平 劉雲山 李源潮

何 勇 令計劃 王滬寧

（２）中央規律検査委員会

書記 賀国強

副書記 何 勇 張恵新 馬 馼

孫忠同 干以勝 張 毅

黄樹賢 李玉賦

（３）中央軍事委員会

主席 胡錦濤

副主席 郭伯雄 徐才厚

委員 梁光烈 陳炳徳 李継耐

参考資料 中 国 ２００８年
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廖錫龍 常万全 靖志遠

呉勝利 許其亮

（４）中央直属機関

中央辧公庁主任 令計劃

中央組織部長 李源潮

中央宣伝部長 劉雲山

中央統一戦線工作部長 杜青林

中央対外連絡部長 王家瑞

２．国家最高機関

国家主席 胡錦濤

国家副主席 習近平

全国人民代表大会常務委員会委員長 呉邦国

中国人民政治協商会議主席 賈慶林

国務院総理 温家宝

国家中央軍事委員会主席 胡錦濤

最高人民法院院長 王勝俊

最高人民検察院検察長 曹建明

３．人民解放軍

総参謀長 陳炳徳

総政治部主任 李継耐

総後勤部長 廖錫龍

総装備部長 常万全

海軍司令員 呉勝利

空軍司令員 許其亮

第２砲兵司令員 靖志遠

４．国務院

総 理 温家宝

副総理 李克強 回良玉 張徳江 王岐山

国務委員 劉延東 梁光烈 馬 凱 孟建柱

戴秉国

外交部長 楊潔�

国防部長 曹剛川

国家発展改革委員会主任 張 平

教育部長 周 済

科学技術部長 万 鋼

工業信息（情報）化部長 李毅中

国家民族事務委員会主任 楊 晶

公安部長 孟建柱

国家安全部長 耿恵昌

監察部長 馬 馼

民政部長 李学挙

司法部長 呉愛英

財政部長 謝旭人

人力資源社会保障部長 尹蔚民

国土資源部長 徐紹史

環境保護部長 周生賢

住宅都市農村建設部長 姜偉新

交通運輸部長 李盛霖

鉄道部長 劉志軍

水利部長 陳 雷

農業部長 孫政才

商務部長 陳徳銘

文化部長 蔡 武

衛生部長 陳 竺

国家人口計画生育（出産）委員会主任 李 斌

中国人民銀行長 周小川

審計（会計検査）署審計長 李金華

国有資産監督管理委員会１）主任 劉家義

（注） １）直属特設機構。

２００８年 参考資料

１４８

◯３ 各省，自治区，直轄市首脳名簿（２００８年末現在）

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

北 京
天 津
河 北
山 西
内モンゴル
遼 寧
吉 林
黒龍江
上 海
江 蘇
浙 江
安 徽
福 建
江 西
山 東
河 南

劉 淇
張高麗
張雲川
張宝順
儲 波
張文岳
王 �

吉炳軒
兪正声
梁保華
趙洪祝
王金山
廬展江
蘇 栄
姜異康
徐光春

郭金龍
黄興国
胡春華（代）
王 君（代）
巴特爾（代）
陳政高
韓長賦
栗戦書
韓 正
羅志軍
呂祖善
王三運
黄小晶
呉新雄
姜大明
郭庚茂

杜徳印
劉勝玉
張雲川
張宝順
儲 波
張文岳
王 �

吉炳軒
劉雲耕
梁保華
趙洪祝
王金山
廬展江
蘇 栄
姜異康
徐光春

湖 北
湖 南
広 東
広 西
海 南
重 慶
四 川
貴 州
雲 南
チベット
陜 西
甘 粛
青 海
寧 夏
新 疆

羅清泉
張春賢
汪 洋
郭声�
衛留成
薄煕来
劉奇葆
石宗源
白恩培
張慶黎
趙楽際
陸 浩
強 衛
陳建国
王楽泉

李鴻忠
周 強
黄華華
馬 �

羅保銘
王鴻挙
蒋巨峰
林樹森
秦光栄

シャンバビンツオ
袁純清
徐守盛
宋秀岩
王正偉

ヌル・ベクリ

羅清泉
張春賢
欧広源
郭声�
衛留成
陳光国
劉奇葆
石宗源
白恩培
列 確
趙楽際
陸 浩
強 衛
陳建国

アルケン・イミルバキ

（注） ㈹は代理。

中 国
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主要統計 中 国 ２００８年

１ 基礎統計

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
人 口（万人）
就 業 人 口（万人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
都 市 部 失 業 率（％）
為替レート（１ドル＝元，平均）

１２８，４５３
７３，７４０
－０．８
４．０

８．２７７

１２９，２２７
７４，４３２
１．２
４．３

８．２７７

１２９，９８８
７５，２００
３．９
４．２

８．２７７

１３０，７５６
７５，８２５
１．８
４．２

８．１９２

１３１，４４８
７６，４００
１．５
４．１

７．９７２

１３２，１２９
７６，９９０
４．８
４．０

７．６０４０

１３２，８０２
７７，４８０
５．９
４．２

６．９４８７
（出所） 『中国統計年鑑２００８』，国家統計局発表による。

２ 国内総支出（名目価格） （単位：億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
最 終 消 費
民 間 消 費
政 府 消 費

総 資 本 形 成 額
財・サービス純輸出額

７１，６９１
５２，５７１
１９，１２０
４３，６３２
３，０９４

７７，４５０
５６，８３４
２０，６１５
５３，４９１
２，９８６

８７，０３３
６３，８３４
２３，１９９
６５，１１８
４，０７９

９７，８２３
７１，２１８
２６，６０５
７７，３０５
１０，２２３

１１０，５９５
８０，４７７
３０，１１８
９０，１５１
１６，６５４

１２８，４４５
９３，３１７
３５，１２７
１１１，４１７
２３，３８１

－
－
－
－
－

国 内 総 支 出 額 １２０，３５０ １３６，３９９ １６０，２８０ １８８，６９２ ２２１，６５１ ２６３，２４３ －
（出所） 表１に同じ。

３ 産業別国内総生産（名目価格） （単位：億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業

１６，５３７
５３，８９７
４９，８９９

１７，３８２
６２，４３６
５６，００５

２１，４１３
７３，９０４
６４，５６１

２２，４２０
８７，３６５
７３，４３３

２４，０４０
１０３，１６２
８４，７２１

２８，０９５
１２１，３８１
１００，０５４

３４，０００
１４６，１８３
１２０，４８７

国 内 総 生 産（GDP）
国 民 総 生 産（GNP）

１２０，３３３
１１９，０９６

１３５，８２３
１３５，１７４

１５９，８７８
１５９，５８７

１８３，２１７
１８４，０８９

２１１，９２４
２１３，１３２

２４９，５３０
２５１，４８３

３００，６７０
－

食料１）生産量（万トン）
１人当たりGDP（元）

４５，７０６
９，３９８

４３，０７０
１０，５４２

４６，９５０
１２，３３６

４８４０２．２
１４，０５７

４９，８０４
１６，１６５

５０，１６０
１８，９３４

５２，８５０
２２，６４０

（注） １）穀物，豆類，イモ類。
（出所） 表１に同じ。

４ 産業別国内総生産成長率（実質価格１）） （％）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
第 １ 次 産 業
第 ２ 次 産 業
第 ３ 次 産 業

２．９
９．８
１０．４

２．５
１２．７
９．５

６．３
１１．１
１０．０

５．２
１１．７
１０．５

５．０
１３．０
１２．１

３．７
１３．４
１２．６

５．５
９．３
９．５

国 内 総 生 産（GDP） ９．１ １０．０ １０．１ １０．４ １１．６ １１．９ ９．０
国 民 総 生 産（GNP） ９．５ １０．６ １０．４ １１．２ １１．８ １２．２ －
１人当たりGDP（元） ８．４ ９．３ ９．４ ９．８ １１．０ １０．９ ８．４
（注） １）２０００～２００５年の数値は２０００年価格，２００６年以降は２００５年価格を基準とする。
（出所） 表１に同じ。

１５０

５ 国・地域別貿易 （単位：億ドル）

２００５ ２００６ ２００７
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

E U
ド イ ツ
ア メ リ カ
日 本
香 港
A S E A N
韓 国
台 湾
そ の 他

１，８１９．８
４０３．２
２，０３４．７
９１６．４
１，５５３．９
７１３．１
４４５．３
２０７．４
２，０００．２

９０３．２
３７８．８
５９２．１
１，１５７．２
１０７．９
８９５．３
８９７．８
８７１．１
２，４９１．５

２，４５１．９
４８７．２
２，３２７．０
１，０２０．７
１，８４４．３
９４１．８
５６１．４
２３４．６
２，３１１．

１，１０９．６
４５３．９
６９３．８
１，３３９．５
１２８．２
１，０８３．７
１，０３７．６
１，０１０．２
２，７０１．７

２，９２８．８
５９１．７
２，５２３．０
１，１６１．３
１，９０７．４
１，１４１．４
７３９．５
２５８．８
３，６２５．２

１，３２７．０
５５８．３
８１４．４
１，５０６．５
１２９．２
１，１６９．７
１，１２１．６
１，０３３．４
４，２２９．０

合 計 ９，６９０．８ ７，９１６．１ １２，１８０．２ ９，５５８．２ １４，２８５．５ １１，３３０．９
（出所） 海関総署。

７ 国家財政 （単位：億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
財 政 収 入
財 政 支 出
財 政 収 支
債 務 収 入
国 内 公 債・国 債
海 外 借 入

１８，９０４
２２，０５３
－３，１５０
５，６７９
５，６７９
０

２１，７１５
２４，６５０
－２，９３５
６，１５４
６，０３３
１２１

２６，３９６
２８，４８７
－２，０９０
６，８７９
６，７３４
１４５

３１，６４９
３３，９３０
－２，２８１
６，９２３
６，９２３
０

３８，７６０
４０，４２３
－２，１６２

─
─
─

５１，３２２
４９，７８１
１，７３９

─
─
─

６１，３１７
６２，４２７
－１，１１０

─
─
─

（出所）『中国統計年鑑２００８』，２００８年は全人代での財政報告による。

６ 国際収支 （単位：億ドル）

２００５ ２００６ ２００７
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
貿 易 外 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支

１，３４１．９
７，６２４．８
６，２８２．９
－９３．９
１０６．４
２５３．９
１，６０８．２

２，１７７．５
９，６９６．８
７，５１９．４
－８８．３
１１７．５
２９２．０
２，４９８．７

３，１５３．８
１２，２００．０
９，０４６．２
－７９．０
２５６．９
２１３．５
３，７１８．３

資 本 ・ 金 融 収 支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
流 入
流 出
証 券 投 資
負 債
資 産
そ の 他 投 資
負 債
資 産

誤 差 脱 漏

６２９．６
４１．０
５８８．６
６７８．２
８６０．７
１８２．５
－４９．３
２２０．０
２６９．３
－４０．３
３，０６７．３
３，１０７．６
－１６７．７

１００．４
４０．２
６０．２
６０２．７
８７２．９
２７０．２
－６７５．６
４５６．０
１，１３１．６
１３３．１
５，１６２．９
５，０２９．８
－１２８．８

７３５．１
３１．０
７０４．１
１，２１４．２
１，５１５．５
３０１．４
１８６．７
６３９．７
４５３．０
－６９６．８
７，０３１．２
７，７２８．０
１６４．０

準 備 資 産 －２，０７０．２ －２，４７０．３ －４，６１７．４
（出所）『中国統計年鑑』（各年版）。
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参考資料

主要統計

Yearbook of Asian Affairs:
2000 - 2009

８ 香港 基礎統計

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
人 口（１，０００人）
労 働 力 人 口（１，０００人）
実 質 GDP 成 長 率（％）
失 業 率（％）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
為替ルート（１ドル＝香港ドル）

６，７９８
３，５１３
８．５
６．８
－０．４
７．７８８

６，８３８
３，５３４
７．１
５．６
１．０

７．７７７

６，９１０
３，５７２
７．０
４．８
２．０

７．７６８

６，９５３
３，６３０
６．４
４．０
２．０

７．８０１

７，００９
─

２．５
─

４．３
７．７８７

（注） 人口は年末，失業率は季節未調整値，為替レートは年平均値。２００８年は暫定値。
（出所） 香港特別行政区政府統計處。

９ 香港 国・地域別の財貿易 （単位：１００万香港ドル）

２００７ ２００８
貿易総額 輸 入 地場輸出 再 輸 出 貿易総額 輸 入 地場輸出 再 輸 出

中 国 内 地
ア メ リ カ
日 本
シンガポール
台 湾
韓 国
ド イ ツ

２，６３７，９８４
５０６，９７０
４０６，８９６
２４５，２２５
２５８，０３７
１７２，３２３
１２９，１６７

１，３２９，６５２
１３８，７６８
２８７，３２９
１９４，７７５
２０５，１０２
１１９，３９３
４８，０４８

４０，６１０
２３，８７８
２，８６４
３，０４７
４，０３２
１，４５３
３，０２２

１，２６７，７２２
３４４，３２４
１１６，７０３
４７，４０３
４８，９０２
５１，４７７
７８，０９６

２，７８１，１８０
５０９，９９３
４１８，５０５
２５０，２６６
２４６，９８４
１６７，６４８
１４７，３８０

１，４１０，７３５
１５０，７３８
２９７，５５２
１９４，９５１
１９２，０４１
１１８，０８４
５３，４３８

３４，７５８
１８，８６０
２，２９０
３，０２５
３，８６３
１，２８５
１，９３１

１，３３５，６８７
３４０，３９５
１１８，６６３
５２，２９０
５１，０８０
４８，２７９
９２，０１１

全国・地域総額 ５，５５５，５２４ ２，８６８，０１１ １０９，１２２ ２，５７８，３９２ ５，８４９，４３９ ３，０２５，２８８ ９０，７５７ ２，７３３，３９４
（注）２００８年は暫定値。
（出所） 表１に同じ。

２００８年 主要統計

１５２

p.374

p.381

p.393

p.401

p.405

p.408
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中華人民共和国

面　積　　960万km2

人　口　　13億3474万人（2009年末）
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鮮やかな景気回復を実現し，
国際社会での主導権を握る
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概　　況
2009年の中国の国内政治は，建国60周年，「六・四」天安門事件20周年など区

切りの年を多く迎え，社会的安定を確保するための胡錦濤政権の舵取りが試され
た 1年だった。しかし，新疆ウイグル自治区での一連の大規模デモをはじめ，大
規模な集団抗議行動は後を絶たなかった。これらは一党支配の限界を露呈してい
るが，安定重視から改革よりも政治的締め付けの強化で乗り切った。
経済は，金融危機の大きな衝撃にもかかわらず，世界各国に先がけて景気回復

を実現した。年間の国内総生産（GDP）は速報値で33兆5353億元に達し，前年比
8.7％増の成長となった。四半期ごとの GDP伸び率を見ると，第 1期が6.2％，
第 2期が7.9％，第 3期が9.1％，第 4期が10.7％と，時期を追って情勢が好転した。
年初目標の 8％を超える高成長は，主に中国政府による景気対策によってもたら
された。政府は2008年末以来， 4兆元の財政出動を含む一連の内需拡大策と，大
規模な金融緩和政策を打ち出してきた。その結果，活発な固定資産投資と旺盛な
自動車，住宅消費が呼び起こされ，内需主導の経済成長が実現した。
外交は，国際社会での中国の影響力はますます高まり，途上国の支持を得てア
メリカなど先進国と渉り合い，G20金融サミットや第15回国連気候変動枠組条約
締約国会議（COP15）などグローバルな問題領域で主導権を握っていたことは否め
ない。そして各国とも経済状況改善を中国に依存しなければならず，二国間関係
でも中国が有利に展開しており，懸案事項の解決はなかなか進まなかった。

国 内 政 治

ウイグル族と漢族の感情的対立の露呈
金融危機の影響で2008年11月以降，広東省や上海周辺の省などで企業倒産が相
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次いだ。その結果解雇された出稼ぎ労働者は2000万人に上ると見られ，彼らが
2009年 1 月の旧正月後に再就職先を見つけられず社会不安が高まるのではないか
と懸念された。しかし，経済の V字回復などにより，予想された混乱はなかった。
社会不安はむしろ別のところにあった。ひとつは民族問題である。2008年のチ
ベット自治区に続き，今度は新疆ウイグル自治区が舞台となった。 7月 5日，ウ
ルムチ市でウイグル人数千人によるデモが発生し，参加者の拡大で暴徒化し当局
の治安部隊と衝突した。当局はこのデモを在外ウイグル人組織の「世界ウイグル
会議」が煽動したと宣伝し，従来通り「独立派ウイグル族 vs.共産党」の構図の
中で「暴動犯罪事件」と称した。デモによる死者数でも，当局は197人でほとん
どが一般市民と発表したが，「世界ウイグル会議」は最大数千人と発表し食い違
いを見せた。
しかし，今回のデモは「ウイグル族 vs.漢族」という民族間の感情的対立の様

相を呈した点でこれまでとは大きく異なっていた。デモの発端が 6月26日，広東
省韶関市の玩具工場で出稼ぎのウイグル人が漢族に殺された事件だったため，デ
モは反漢族的な性格を有していた。その後， 7月 7日には逆に漢族が反ウイグル
人行動を引き起こす事態にまで発展した。
8日，G 8 サミット出席のためイタリアに滞在していた胡錦濤総書記は急遽帰

国することを余儀なくされた。 9日には党中央政治局常務委員会会議が開かれ，
新疆の社会安定維持の指示が出され，同日中に周永康党中央政治局常務委員会委
員が胡総書記の指示で新疆ウイグル自治区に派遣され，一応の収束をみた。 8月
22～25日に胡総書記自らが自治区に入って，新疆駐留部隊を視察し，地元幹部に
対し，改革発展と団結安定を指示することで，一区切りつくはずだった。
しかし 9月 3～ 5日に再びウルムチ市で漢族による数万人規模のデモが起き，
治安部隊が動員され， 5人の死者が出た。きっかけは 8月中旬から市内で多発し
ていた注射針を使った殺傷事件で，被害者は531人に上った。この事件への当局
の対応に不満を持った市民による抗議デモはエスカレートし，自治区トップの王
楽泉党中央政治局委員兼自治区党委員会（党委）書記の書記退任を求め，さらに
「政府は無能」と叫ぶ異常事態に発展した。 4日に党中央は孟建柱公安部長を現
地に派遣し陣頭指揮にあたらせ，翌 5日には自治区党委が市トップのウルムチ市
党委書記を解任した。そしてウルムチ市中級人民法院は異例の速さで，12日に殺
傷事件の容疑者のウイグル族の男 1人に懲役15年，ウイグル族男女に同10年の判
決を言い渡した。
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その後 7月のデモについても，10月10日には広東省韶関市中級人民法院，同市
武江区人民法院が 6月26日の事件の犯人である漢族 1人に死刑，同 1人に無期懲
役の判決を，12月 3 日と 4日にはウルムチ市中級人民法院がデモに関わったウイ
グル人計 8人に死刑判決を下した。また2008年 3 月のチベットでの暴動について
は， 4月 8日と21日にラサ市中級人民法院が暴動に関与した計 5人に死刑判決を
すでに言い渡していた。このようにデモに対し厳しい対処をする一方， 3月30日
には政府系研究機関である中国チベット学研究センターが『チベット経済社会発
展報告』を，国務院新聞辧公室も 9月21日に白書『新疆の発展と進歩』，同27日
には白書『中国の民族政策と各民族の共同繁栄発展』をそれぞれ発表し，これま
での共産党の民族政策の成果を強調し，民族統治の正当性のアピールに躍起に
なった。しかし，そこには経済的豊かさを享受させることで少数民族を懐柔でき
るという共産党の旧来の民族政策の方針に変化は見られない。これでは漢族を巻
き込んだ民族間対立という新たな構図に対応できない。

高まる社会不安
2008年 5月の四川大地震の被災地では復興が急ピッチで進む一方で，多数の死

傷者を出した校舎の倒壊について当局による情報公開が進んでいない。ネット上
で被害を受けた児童の両親やその支援者らが，汚職が背景にある校舎の手抜き工
事の責任を追及するために公開書簡を発表したり，亡くなった児童の名簿を公表
するなど地元政府に抗議を続けた。 2月18～19日には四川省綿陽市安県で，地元
政府が被災地への補助金を別の目的に流用したことに被災者が反発し，被災者
2000人と警官らが衝突し，1人が死亡した。また11月23日には校舎倒壊をめぐり当
局を批判した人権活動家の黄琦が国家機密違法所持罪で懲役 3年の判決を受けた。
「群体性事件」と呼ばれるデモやストライキなどの集団抗議行動は，2006年の
約10万件を最後に発生件数のデータは公表されていない。しかし，官製メディア
で取り上げられる参加者の多い群体性事件は年々増えており，件数自体が減少し
ているとは考えられない。しかもその原因は様々である。地元政府による強制的
な土地収用に不満を持つ農民による暴動などは相変わらず多い。それ以外にも，
6月17日に湖北省石首市でホテルの男性従業員の不審死をめぐり，自殺とする警
察の説明に対し，ホテル側とホテルと関係の深いと見られる地元政府，警察が隠
ぺいしているのではとの疑いをもった市民約 7万人がホテルを囲み，武装警官と
対峙する事件が起きた。規模拡大の背景には，権力を振りかざす地元政府や警察
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に対する市民の日常的な不満がある。また労働争議については，2008年に全国の
各種労働争議調停組織が受理した労働争議件数は44.6万件で，前年比で10％増加
している。2009年の統計は本文執筆時まだ明らかでないが，件数は増加している
ように思われる。そのうち，賃金未払いを原因とする労働争議は深刻で，中国人
民政治協商会議全国委員会の統計によれば，2009年 1 ～ 9 月の労働争議全体の
36.4％（51.9万件）を占めている。大きな争議では， 7月24日に国有企業の通化鋼
鉄（通鋼）集団通鋼股份公司の民営企業の建龍集団による増資買収が決定し，従業
員 3万人以上がリストラや給与カットを懸念し，反対のデモを行い，建龍集団か
ら派遣されていたその日初めて出勤した社長が殴られ死亡した。
こうした事態に対し，党中央は地方幹部の問題解決能力の欠如を問題視してお
り， 5月に党・政府幹部に対し，集団的，突発的事件の処理が不適当だったため
事態が悪化し，悪い影響がもたらされた場合などに問責制度を実行する規定を採
択した。これに沿って，前者の石首事件では 7月25日，石首市の党委書記と政法
委員会書記が解任された。後者の通鋼事件では 8月 5日，通鋼集団の党委書記と
董事長が解任された。しかし，問題の本質は，一般市民が利害を表出する制度が
欠如していることから苦肉の策として一般市民は群体性事件という実力行使に訴
えている点にある。利害表出制度の整備が急務といえる。

全人代―国防費の増加と絶えない高級幹部の汚職
3 月 5 日から13日まで開かれた中国の国会にあたる第11期全国人民代表大会第
2回会議（全人代）では特別な審議事項はなかった。注目された2009年の国防予算
は，前年実績比14.9％増の4806億元に上り，兵士への待遇向上や食費の上昇など
を理由に挙げていた。 1月20日に発表された国防白書にあたる『2008年中国の国
防』は，国防費の伸び率が1988年から20年連続で 2桁を記録しており，強大な海
軍力の建設に力を入れていることを明記していた。 6月に発表されたストックホ
ルム国際平和研究所（SIPRI）の年鑑は，2008年の中国の軍事費が初めて世界 2位
となる849億㌦（前年比266億㌦増）に達したとし，増額は高度に情報化された現代
の戦争に備えた兵器や装備のハイテク化によるものと説明した。さらに軍関係者
からは空母建造を進めている事実も明らかにされた。
最高人民検察院の2008年の活動報告では，汚職などで立件された公務員が前年
より 1％増え， 4万1179人に上ったことが明らかになった。最高人民法院と最高
人民検察院の活動報告の採択では，反対票と棄権票がそれぞれ25.1％，23.7％に
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上り，党・政府職員の汚職への批判が反映された結果となった。2009年に入り，
広東省と貴州省，山東省の政治協商会議の現職の主席が汚職容疑で摘発されるな
ど高級幹部の摘発は続いている。共産党は中央規律検査委員会全体会議を 1年に
2回開催するという異例の対応をとったが，状況は改善されていない。

すでに始まったポスト胡錦濤をめぐるかけ引き
10月 1 日，中華人民共和国は建国60周年を迎えた。歴代最高指導者同様に，胡
錦濤も祝賀行事のハイライトである中国人民解放軍部隊への閲兵を行い，自らの
権力を内外に示した。しかし胡総書記の後任が決まると見られる2012年秋の開催
予定の次期党大会に向けた人事のかけ引きは始まっている。
閣僚人事では，衛生部党組書記に張茅，教育部長に袁貴仁，農業部長に韓長賦
が任命された。地方人事では，河南省党委書記に廬展工，福建省党委書記に孫春
蘭，遼寧省党委書記に王珉，吉林省党委書記に孫政才，内モンゴル自治区党委書
記に胡春華，吉林省の代理省長に王儒林，重慶市の代理市長に黄奇帆，河北省の
代理省長に陳全国が決定された。このうち中国共産主義青年団（共青団）中央出身
では数少ない経済に精通する韓長賦と胡総書記と同様に共青団トップを経験した
「60後」と呼ばれる1960年代生まれの胡春華の今後の動向が注目される。
軍人事では， 7月20日，馬暁天（副総参謀長，馬載尭の子息），劉源（軍事科学

院政治委員，劉少奇の子息），張海陽（成都軍区政治委員，張震の子息）の 3人が
上将（大将）に昇格した。これで胡錦濤の党中央軍事委員会主席就任（2004年 9 月）
後に昇格した上将は計22人となった。彼らの多くは軍内の要職に就いており，胡
錦濤の軍内での権力基盤強化が着実に進められているように見える。しかし，前
任の江沢民が毎年10人を超えるペースで上将を任命していたのに比べ少ないこと
から，胡錦濤の軍内掌握に疑問を呈する見方もある。
胡錦濤が総書記就任の 3年前に党中央軍事委副主席に就任していることから，
9月15～18日に開かれた党第17期中央委員会第 4回全体会議（17期 4 中全会）で後
継者の第一候補である習近平が党中央軍事委副主席に就任するかどうかが注目さ
れたが，人事はなかった。このことが，習近平自身が中央での活動期間が短く就
任を辞退したとか，レームダック化を避けたい胡錦濤が反対したなど様々な憶測
を呼んだ。ただ，共産党が変容する中でこうした人事が前例によらなくなってい
ることも事実である。しかし国内政治に至ってはすでに習近平が主導権を握って
いる感がある。それは「科学的発展観の学習・実践活動」（「活動」）という政治学
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習キャンペーンの展開である。2008年 9 月に開始した中央の党や政府の関係機関
を中心とする第 1期の「活動」が 2月末に終了し， 3月から全国の地方の地区・
県レベル，中央国有企業，大学を中心とする第 2期が始まった。その後 9月に開
始した第 3期は民政部門に登記している社会団体，基金会，民営非企業単位など
の「新しい社会組織」にも拡大された。「活動」は胡錦濤政権が掲げる科学的発
展観を党員に定着させることで胡錦濤の権威を高めることが目的であった。しか
し，習近平が責任者に就き，中央や地方の党組織を視察し，指示を与えるなど
「活動」を通じて党務経験を着実に積み，党内での存在感を高めている。こうし
た政治学習キャンペーンは2002年の第16回党大会前にも展開されており，その責
任者は胡錦濤だった。これに倣えば，習近平への権力移譲のプロセスが進んでい
るということがいえる。
また「太子党」（高級幹部の子息）である薄煕来党中央政治局委員兼重慶市党委
書記が重慶市で権力との癒着が問題とされる「黒社会」（裏社会）を積極的に摘発
したこと，また革命思想への回帰を打ち出したことが，次期党大会で党中央政治
局常務委員会入りを目指すためのアピールとして注目された。前者の行動は薄煕
来の前任者で胡錦濤や温家宝にも近いと見られる党中央政治局委員兼広東省党委
書記の汪洋の重慶市での執政を間接的に批判するもので，同じ党中央政治局常務
委員会委員を目指すライバルの追い落としと見られた。また後者の行動は市場経
済化の行き過ぎや共青団出身者が有するテクノクラート的発想に対抗するもので，
胡錦濤や李克強党中央政治局常務委員会委員など共青団出身者をけん制し，党内
でいまだに影響力の大きい老幹部らの支持を得るためと見られた。
秋以降，官製メディアで前総書記の江沢民の動静がしばしば伝えられたのも目
についた。10月 1 日前後の建国60周年関連の行事への参加報道だけではなく，11
月に入ってからも著名な科学者の銭学森と元外相の谷牧の葬儀への出席，新築の
中国文字博物館の扁額に揮毫したことが伝えられた。健在ぶりをアピールするこ
とで胡錦濤へのけん制と見ることもできる。

政治的引き締めの強化
17期 4 中全会では，「新たな情勢下の党建設の強化と改善の若干の重大問題に
関する決定」が採択された。決定は党建設の強化・改善の重点として，（1）マル
クス主義学習型政党の建設，（2）民主集中制と党内民主，（3）幹部人事制度改革の
深化，（4）末端組織の基礎工作，（5）党と人民大衆との切っても切れない関係の維
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持，（6）腐敗反対闘争の展開，の 6項目を挙げた。注目は民主集中制が上位に位
置づけられた点である。党の領導（指導）制度の堅持と完備を挙げ，党委員会が人
民代表大会，政府，政治協商会議，司法機関，人民団体への指導の中心的役割を
果たすことを指示した。また，党への集中的統一の維持を挙げ，党全体が党中央
に服従するよう指示した。党の指導，党中央の指導の弱体化に対する胡錦濤政権
の危機感が色濃く反映されたものといえる。
2008年12月にネット上で公開された共産党による一党支配の廃止などを求めた

「08憲章」に多くの署名が集まったことは，社会に一定程度の政治改革への期待
があることをうかがわせた。しかし，「08憲章」の発表は 6月の「六・四」天安
門事件20周年を念頭に置いたものであり，平和裏に建国60周年を迎えたい共産党
にとって，大きな脅威と映った。そのため共産党は中国国内の政治的な引き締め
をいっそう強めた。
2009年 3 月の全人代で呉邦国常務委員長が「（西側の）多党制による政権交代，

三権分立，両院制は絶対採用しない」と具体的な制度に言及したことは異例のこ
とだった。呉委員長の発言は，2008年から続いた民主や自由，人権などが「普遍
的な価値」であれば，それを基礎とする三権分立や複数政党制などの政治制度も
「普遍的な価値」であるという主張の是非をめぐる論争に対する党中央の最終結
論であり，胡錦濤政権がこの先大胆な政治改革を行う意思がないことを表明した
ものでもあった。
6月 4日，「六・四」天安門事件20周年を迎えたが，国家指導者や官製メディ

アが事件に触れることはなかった。また当時の関係者や活動家らに対する当局の
厳重な警戒の甲斐もあり，その日は何事もなく過ぎた。しかし，その後も活動家
らの動きは厳しく抑えられた。 6月23日，反体制活動家で「08憲章」の起草者の
1人でもある劉暁波が国家転覆扇動などの容疑で逮捕された。そして12月25日に
懲役11年の実刑判決が下った。
当局に批判的な報道を行う媒体への圧力も強まった。週刊紙『南方週末』は11
月に来訪したオバマ米大統領への単独インタビューに成功したが，当局により質
問事項が制限され，紙面の掲載予定箇所を空白にすることで抵抗を示した。しか
し12月に入り編集長が解任された。度重なる当局の意に沿わない報道に対する当
局の圧力と見られている。 （佐々木）
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経 済

内需がけん引した景気回復
2009年の国内総生産（GDP）は速報値で33兆5353億元に達し，前年比8.7％増の
成長となった。この景気回復は，完全に内需によってけん引された。
投資について見ると，2009年の社会固定資産投資は前年比30.1％増の22兆4846

億元となった。うち都市部が30.5％増の19兆4139億元で，農村部は27.5％増の 3
兆707億元だった。分野ごとに見ると，主にインフラと不動産開発での増加が目
立った。2009年のインフラ（電力を除く）建設への投資は前年比44.3％増の 4兆
1913億元に上っている。うち鉄道輸送業が67.5％増，道路輸送業が40.1％増，都
市公共交通業が59.7％増であった。2009年末までに中国の鉄道営業距離が 8万
6000㌖に，高速道路総延長が 6万5000㌖に達し，いずれも世界第 2位となった。
一方，2009年の不動産開発への投資は16.1％増の 3兆6232億元に達している。
消費について見ると，自動車，住宅，家電などにけん引され，社会消費財小売
総額は名目で前年比15.5％増の12兆5343億元となり，実質値で前年比16.9％増で
あった。うち都市部が15.5％増の 8兆5133億元，農村部（県および県レベル以下
の地域）が15.7％増の 4兆210億元となっている。政府の打ち出した内需拡大策が
功を奏して，農村消費の伸び率は1987年以来，初めて都市部を上回った。
金融危機の影響で輸出入はともに減退した。輸出は16.0％減の 1兆2017億㌦，

輸入は11.2％減の 1兆56億㌦に止まった。貿易黒字は1961億㌦で，前年より994
億㌦減少した。ただし，輸出は12月より，輸入は11月よりプラス成長に転じた。
各種需要の GDPへの寄与率について見ると，純輸出の寄与率が44.8％減と大

幅な減少となったが，総資本形成と最終消費は，それぞれ92.3％と52.5％という
高水準を達成して，中国経済を下支えした。
2008年に大打撃を受けた製造業は，2009年に徐々に回復した。年間売上高500
万元以上の工業企業の付加価値額の伸び率は第 1四半期が5.1％，第 2四半期が
9.1％，第 3四半期が12.4％，第 4四半期が18.0％となっており，年間を通じて
11.0％の成長となった。製造業の大幅回復は電力供給量にも裏付けられた。電力
供給量の月間伸び率は 5月まで低落し続けたが， 6月より5.2％のプラス成長に
転じた。その後，月を追って上昇していき，11月時点では26.9％にまで増加し，
2005年 1 月以来の最高水準を達成した。
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景気回復のため都市住民と農村住民の収入がともに増加した。2009年の都市部
住民の 1人当たり可処分所得は名目で前年比8.8％増の 1万7175元で，実質値で
は9.8％増となった。農村住民の 1人当たり純収入は前年比8.2％増の5153元で，
実質値では8.5％増となった。就業情勢も好転した。都市部就業者数は前年に比
べ910万人の増加となった。年末時点で農村からの出稼ぎ者は 1億4900人に達し
ており，第 1四半期末より170万人増えた。

「 4兆元投資計画」の調整と実施
中国政府による内需拡大策の核となるのは，2008年11月に制定した 2年間にわ
たる 4兆元の公共投資計画（『アジア動向年報 2009』を参照。以下，「 4兆元投資
計画」と略す）である。この計画では，当初インフラ整備に力点を置いたが，
2009年に入ってからは民生重視の方向へ調整がなされた。
具体的に見ると，「 4兆元投資計画」の調整案において，インフラ整備の面で

は鉄道，道路，空港，水利など重要インフラ整備と都市送電網の改造に 1兆5000
億元が投入され，投資額は原案より3000億元減となった。省エネ・排出削減とエ
コ環境整備分野への投資に関しては1400億元の減額が決まり，2100億元投入され
ることになった。一方，民生面に関しては，4000億元が低家賃住宅，バラック住
宅地区改造など社会保障型住宅（低所得者の生活保障を目的とする住宅）に投じら
れ，当初より1200億元の増額となった。医療衛生，教育・文化などの社会事業発
展への投資は，400億元から1500億元へ大幅に増加した。自主創新（中国の地場企
業による独自の特許をもつ研究開発活動）・産業構造調整には，3700億元が充て
られ，当初計画より2100億元もの増額となった。なお，農村関連の水道，電気，
道路，ガス，住宅など民生事業とインフラへの投資は前年同様の3700億元で，四
川大地震の震災復旧に充てられた 1兆元も変更はなかった。
自主創新・産業構造調整関連の案件に最大の増額が決定した背景には，生産能
力過剰問題への懸念が潜んでいる。高度経済成長期とあって，中国には需要が大
幅に伸び，多額の利益が見込まれる産業分野が多数存在している。そうした分野
に対して，各地の企業は活発な投資を行い，ごく短期間に膨大な生産能力を形成
してきた。中国経済のマクロコントロールを担当する国家発展改革委員会は，こ
れらの投資のうち，大部分は国内需要に見合わない低レベルの投資だと判断し，
経済が過熱するたびに，その抑制に乗り出した。2009年も「 4兆元投資計画」と
金融緩和政策（後述）の影響で，いわゆる生産能力過剰現象の発生が再び指摘され
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た。これを受けて，10月に国家発展改革委員会はじめ10の政府部門が，鉄鋼，セ
メント，フラットガラス，石炭化学工業，ポリシリコン，風力発電設備といった
6業種を生産能力過剰産業に指定し，関連する投資プロジェクトを許可しない旨，
発表した。生産能力過剰問題への懸念から，12月に開催された中央経済工作会議
では，2010年の政策運営の 2大重点の 1つとして，自主創新・産業構造調整が取
り上げられた。立ち遅れた低レベルの企業を淘汰し，より高レベルの産業構造を
形成することがその最大の狙いである。
「 4兆元投資計画」は固定資産投資の大幅増に役立ったと同時に，実施過程で
は様々な問題点も抱えていた。「 4兆元投資計画」のうち，中央政府による投資
総額が 1兆1800億元で，その他の資金は，地方政府の予算や中央財政が地方政府
に代わって発行する債券，政策的融資，銀行融資，民間投資などで賄われること
になっている。しかし，地方による投資は必ずしも期待通りに伸びなかった。 5
月18日に発表された会計検査署の報告によると，18の省における335の新規投資
事業に関して，中央資金の94％が払い込まれていたが，地方資金の払い込み率は
48％という低水準に止まっていた。12月24日に会計検査署は再び1981件の投資事
業について行った抜き取り検査の結果を発表した。それによると，2009年末時点
になっても地方資金がまだ完全に払い込まれていない状況は各地域，各事業で見
られ，最も多いところでは地方資金の40％が払い込まれていなかったとされる。
このほか，建設資金の横領や流用問題なども指摘された。

10大産業調整・振興計画の制定
内需拡大政策において，「 4兆元投資計画」と並んで，国内の旺盛な投資と消

費を促進したのは，10大産業調整・振興計画である。2009年の 1月から 2月にか
けて，中国政府は，産業連関効果が顕著で消費へのけん引力が大きい10の産業，
つまり自動車，鉄鋼，紡績，装備製造，船舶，電子情報，石油化学，軽工業，非
鉄金属，物流，に関する調整・振興計画を発表した。
10大産業調整・振興計画の目標を整理すると，大きく 4点挙げられる。つまり，

（1）「汽車下郷」（自動車を農村に）などの消費振興策を通じて，内需の拡大を図
ること，（2）企業の合併や再編，立ち遅れた生産設備の淘汰などを通じて，構造
調整を進めること，（3）省エネ，排出削減に重点を置いた技術革新を促進するこ
と，（4）新エネルギー自動車（エコカー）や第 3世代携帯電話の開発に代表される
新興産業，新たな成長分野を創出すること，である。金融危機という大きな背景
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のなかで，従来の生産重視の立場から，消費と生産の双方を重視したバランスの
とれた政策内容に変更したことが，今回の産業調整・振興計画の最大の特徴だと
いえる。
10大産業調整・振興計画で最も著しい成果を挙げたのは自動車産業である。消
費を振興するために，中央政府は， 1月20日～12月31日の期間，排気量1.6㍑以
下の乗用車の車両購入税税率を10％から 5％に引き下げることを決定した。そし
て， 3月 1日から12月31日までの間に，三輪自動車や低速トラックを廃車にし，
小型トラックに買い換えた農民，または排気量1.3㍑未満のミニバンを新規に購
入した農民に対して，購入代金の一部を財政補助することが決まった。さらに中
古車廃車・更新補助資金の増額，自動車購入を規制する不合理な規定を整理・廃
止することも計画された。
こうした政策の結果，中国は2009年に，アメリカを抜いて世界最大の自動車販
売大国になった。金融危機の影響を受け，アメリカの自動車販売台数は前年より
280万台近く少ない1043万台に止まり，過去最大時の1700万台より40％も減少し
た。一方，中国では自動車販売台数が前年比46％増の1364万台に達し，自動車の
国内生産台数も1379万台に達し，日本（793万台）とアメリカ（570万台）を抜き，世
界最大の自動車生産国になった。ただし，中国がいわゆる「自動車強国」になっ
たわけでは決してない。専門家の指摘によると，中国の自動車 1台当たりの税引
き後価格は13万元であるのに対して，アメリカは 3万㌦（約20万4800元）近くに上
る（新華社， 1月 8日報道）。現在の販売価格を見る限りでは，中国と日米の自動
車産業の間には大きな差がある。

セーフティネット構築への取り組み
2009年の内需拡大策の大きな特徴は民生重視である。「 4兆元投資計画」や産

業調整・振興計画の面だけでなく，セーフティネット構築の面においても，こう
した特徴が顕著に見られた。
中国政府は 3月18日に「医療衛生体制改革の最近の重点実施方案（2009～2011

年）」（以下，「方案」）を公表した。この改革案では，2011年までに，8500億元（う
ち中央政府の負担は3318億元）を医療改革に投入する内容が盛り込まれている。
これは建国以来，医療衛生面での最大の公共投資となる。
「方案」には， 5つの目標が掲げられている。なかでも最大の目標は，（1）基本
医療保障のカバー率引き上げを推進することである。これまで，中国では都市部
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の就業者向けに「城鎮職工基本医療保険」，都市部のその他住民（児童や高齢者な
ど）向けに「城鎮居民基本医療保険」，農村人口向けに「新型農村協同医療保険」
といった医療保険制度が提供されてきた。しかし，破産した企業や不景気企業の
定年退職者，農民工（都市部へ出稼ぎしている農民），企業創業者および個人経営
者といった社会階層は，必ずしもこれらの制度によってカバーされていなかった。
こうした状況に対応するために，改革案では，2011年までに 9割以上の国民に少
なくとも 1種類以上の基本医療保険を享受させ，高額の医療費負担を軽減する目
標を明確に掲げている。
いまひとつ注目される目標は，（2）農村部での医療衛生サービス制度の健全化

を図ることである。改革開放期に入って以来，中国では都市農村格差が深刻化す
るにつれ，計画経済期に築き上げられた農村医療システムが次第に崩壊しつつあ
る。こうした状況を改善するために，2011年までに2000カ所の県レベルの病院を
建設し， 1つの県に少なくとも 1カ所の病院を設置する予定である。2009年に 2
万9000カ所の郷鎮病院を建設し，既存の5000カ所の郷鎮病院の医療条件を改善す
ることを図る。さらに中央政府の出資で，2011年までに村ごとに 1つの診療所が
あることを実現する，といった目標が掲げられている。
このほか，改革案では（3）国家基本医薬品制度の確立や（4）基本公共衛生サービ
スの平等化，（5）公立病院改革の推進が掲げられている。もっとも，上記目標の
達成は決して容易ではない。中央政府投入分以外の資金が順調に払い込まれるか
どうか，資金の横領や乱用などの問題が防げるかどうか，さらに農村医療での人
材不足の問題など，不安材料がかなり多い。最大の懸念は，公立病院改革の問題
である。中国の医療システムは1990年代半ばまで完全に公立病院によって支えら
れてきた。しかし，国家財政による支援が不足する状況が長年続いたため，公立
病院は次第に公益性を失い，利益の追求を優先する方向に走ってしまった。今回
の改革案は，広範囲にわたる医療インフラの整備など，公平性の実現に力点を置
いている。その一方で，8500億元という膨大な資金ゆえに効率的な運用も求めら
れている。公立病院改革を実施する過程で，効率性と公平性という 2大目標を両
立できるかどうかに，今回の医療改革の成否がかかっているといえよう。
医療改革に続き， 9月 1日に中国政府は「新しい農村社会年金保険試験の実施
に関する指導意見」を発表した。これは中国国内では，農業税廃止，農業直接補
助金，新型農村協同医療保険などに続く重要な農民優遇政策だと指摘されている。
この新しい保険制度と既存制度の違いは主に 2つある。まず，既存の農村社会年
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金保険制度は農民が納付する保険料を唯一の財源としていた。一方，新しい農村
社会年金保険制度は個人負担の保険料以外に，村による補助，中央政府による助
成という 2つの新たな資金源が確保されている。うち中央政府の助成分は農民に
直接補助金の形で支給される。次に，既存の制度には，個人負担の保険料で賄う
個人口座年金しか含まれなかったが，新制度では年金が個人口座年金と基礎年金
という 2つの部分から構成されるようになっている。基礎年金に関しては国家財
政がすべて給付を保証する。指導意見によると，2009年は全国の10％の県レベル
の行政単位において同制度の試験施行を行い，その後次第に全国レベルで普及し
ていく計画である。2020年までには農村の適齢住民を100％カバーする予定に
なっている。

金融緩和政策の継続と住宅バブルの再燃
2009年の内需拡大策の目標が順調に実現した背景としては，中央銀行が大規模
な金融緩和政策（ただし，中央銀行は「適度な緩和策」と呼んでいる）を実施した
ことが指摘できる。北京オリンピックを目前に過熱した経済を抑えるため，中国
政府は2007年末に金融引き締め策に踏み切った。その結果，2008年に多くの地域
では，中小企業を中心に，民間企業が融資困難の状況に陥り，リーマン・ショッ
クの発生以前から経済情勢が大幅に悪化した。こうした教訓から2008年後半に金
融緩和政策に転換して以来，中国人民銀行（中央銀行）は 1年以上にわたって，金
融緩和政策を実施してきた。
人民銀行は，2008年 9 ～12月の間に，人民元貸出基準金利や 1年ものの預金基
準金利，預金準備率などの引き下げを数回にわたって行った。2009年に入ってか
ら，利下げは行われなかったものの，中国政府は12月の中央経済工作会議まで金
融緩和策の継続を様々な政策決定の場で確認した。図 1が示すように，金融緩和
政策は，マネーサプライの急増をもたらした。2009年に入って以来，中国の広義
の通貨供給量であるM2（現金通貨＋預金通貨＋定期預金）は月間 2割以上の伸び
率で急上昇していった。11月の伸び率は前年比29.7％となっており，史上最高の
月間伸び率を記録した。2009年12月末現在のM2の残高は前年比27.7％増の60兆
6000億元となっている。一方，金融機関の人民元貸出残高はマネーサプライを上
回るスピードで伸び，前年比31.7％増の40兆元に達した。新規貸出金の規模は9.6
兆元に上っている。
注目すべきであるのは，新規貸出金の内訳である。大きく整理すると，2009年
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の新規貸出は以下 3つ特徴があった。（1）短期貸出よりも中長期貸出の伸び幅が
大きかったことである。新規貸出金9.6兆元のうち，中長期貸出の金額は 6兆
7000億元に達し，前年比 4兆1800億元増えている。対する新規の短期貸出は 2兆
1500億元であり，前年比5241億元の増額となった。（2）企業向けの貸出よりも個
人向けの貸出がより速いペースで伸びていたことである。年末の住民向け貸出金
は前年比43.3％増の2.5兆元に達している。一方，非金融会社およびその他セク
ター向け（つまり企業向け）の貸出は前年比29.1％増の7.1兆元となっている。（3）
中小企業向けの貸出の増大が目立っていたことである。2009年，中小企業向けの
貸出は前年比30.1％増の3.4兆元に達した。うち小企業向けの貸出は前年比41.4％
も増えている（『2009年第 4四半期中国貨幣政策執行報告』）。
ところが，インフラ建設など，中長期的な投資分野に注ぎ込まれたはずの資金
は，返済期間が長いため，資本市場や不動産市場など，投機的分野に大量に流入
していった。こうした中長期貸出資金の流入は，住宅価格の急上昇をもたらした。
2009年 3 月に入って以来，住宅の販売価格は前月比10カ月続けて値上がりして
いった。前年同期比の住宅価格は 6月にプラスに転じて以来，上昇し続けている
（図 1）。2010年 1 月に発表した人民銀行報告によると，2009年全国の一般商品住
宅の平均販売価格はピーク時であった2007年よりも20.8％高くなっている。12月

（出所）　『中国経済景気月報』2010年 1 月号。

図 1　中国のマネーサプライと物価上昇率（2008～2009年）
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の全国70の大中規模都市の住宅販売価格は2007年の同時期より7.4％高くなって
いると指摘されている。
不動産バブルへの懸念から，温家宝総理は12月14日，国務院常務会議を招集し，

不動産市場の健全な発展のための政策・措置について検討した。会議では，一部
の都市での住宅価格の急上昇を抑制するため，中・低価格，中小型の普通分譲住
宅と公営賃貸住宅の用地供給を適当に増やすことや，また投機目的での住宅購買
に対する規制の必要性がとりわけ強調された。しかし，不動産市場に対する引締
策には大きな困難も予想される。後述するように，2009年の不動産開発に最も積
極的に参加したのは，「 4兆元投資計画」で優先的に資金が配分された国有企業
である。本格的な抑制措置に踏み切れば，これらの国有企業が真っ先に大打撃を
受ける。また，巨額の不動産への投機資金が回収不能になると，国有銀行の不良
債権比率が一気に高まる恐れもある。
その一方で，消費者物価は2009年に顕著に伸びなかった。消費者物価の上昇率
は11月にマイナスからプラスに転じたものの，同月は前年同期比0.6％の上昇，
12月は1.9％の上昇に止まっている。年間の物価上昇幅は前年より0.7％下がった
（図 1）。

人民元の国際化の進展
人民元の対米ドル為替レートは，2008年末の 1㌦＝6.8346元から2009年末の6.8282
元へわずかに切り上がるに止まった。その一方で，ドル建て外貨準備を減らす作
用も期待して，周辺各国との通貨スワップ協定の締結や，国際取引での人民元決
済を部分的に許可するなど，人民元の国際化に向けて，着実に進展が見られた。
中国人民銀行は，2008年末より 6カ国・地域の中央銀行と相次ぎ通貨スワップ
協定を締結した。具体的に見ると，2008年12月12日には韓国銀行，2009年 1 月20
日には香港金融管理局， 2月 8日にはマレーシアのバンク・ヌガラ（中央銀行），
3月11日にはベラルーシ共和国国家銀行， 3月23日にはインドネシア銀行， 3月
29日にはアルゼンチン中央銀行と同協定を締結した。通貨交換規模は，韓国（1800
億元），香港（2000億元），マレーシア（800億元），ベラルーシ（200億元），インドネ
シア（1000億元），アルゼンチン（700億元）となっている。金融危機によるドル安の
リスクを回避し，貿易相手国として重要性が増し続ける中国の人民元を保有しよ
う，という関係国の思惑がこれらスワップ協定の締結につながったと指摘できる。
一方，国際取引での人民元決済を部分的に許可する措置も幾つかとられた。国
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務院は 4月 8日，上海市と広東省広州，深圳，珠海，東莞の 4都市で銀行を通じ
た越境取引人民元決済実験を行うことを決定した。域外取引地域の対象としては，
暫定的に香港・マカオ地区と ASEAN諸国が指定された。その後， 7月 2日，人
民銀行と財政省，商務省，税関総署，税務総局，中国銀行業監督管理委員会が共
同で「越境取引人民元決済実験管理弁法」（以下，「弁法」）を発表した。「弁法」
は全27条で，実験地区の人民元決済管理規則を細かく定め，実験地区・企業と商
業銀行の決済行為についての規定も定めた。同月に人民銀行は上海と広東省の
365社の企業が決済実験に参加することを認めた。
ただし，スワップ協定の締結と国際決済での人民元使用の部分的許可は，地

域・利用者とも限定的なものである。真のハードカレンシーになるためには，人
民元の全面的な自由交換を実現することが必要である。

「国進民退」の顕在化
「国進民退」とは，中国経済における国有企業の占める割合が上昇し，民間企
業の割合が低下する現象を指している。市場化改革を目指す中国にしては，逆戻
りのような動きである。しかし，2009年を通じて，「国進民退」は様々な分野に
おいて様々な形で観察され，注目を浴びていた。
そもそも，2009年の景気回復の過程では，民間企業の経営パフォーマンスがよ
り優れていた。一定規模以上の工業企業の付加価値伸び率を所有制別に見ると，
国有および国有持株会社が6.9％，集団企業が10.2％，株式制企業が13.3％，外資
系および香港マカオ台湾系企業が6.2％となっていた。それに対して，民間企業
は18.7％という驚異的なスピードで回復していた。
しかしながら，このような民間企業は必ずしも「 4兆元投資計画」の恩恵を十
分に受けていなかった。『瞭望新聞周刊』の報道によると，2009年の上半期に，
四川省における民間企業投資の投資全体に占める比率は2008年の同時期よりも低
かった。広東省の 1～ 8月までの民間企業投資はわずか4.7％しか増えず，国有
企業の62.9％の投資伸び率にははるかに及ばなかった。同時期に，広東省の上半
期の省国有資産監視管理企業の資産総額は 1兆4268億元に達しており，前年比
11.3％増加した。同誌のインタビューでは，多くの国有企業関係者が 4兆元の景
気刺激策において，重点プロジェクトに参加できたため，成長の良い機会を与え
られたと認めている。
前述したように，「 4兆元投資計画」に関連する貸出の大部分は返済期間が長
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い中長期資金である。これに加えて，中国国内では多くの産業分野で生産能力過
剰の問題が発生している。このため，優先的に資金配分を受けた国有企業の多く
は，資金を持て余すようになり，投資のはけ口として不動産分野や株式などの資
産市場へ一気に殺到した。国務院国有資産監督管理委員会に直属する136社の中
央国有企業のうち， 7割もの企業が不動産に関わっていると報道されている。こ
れらの国有企業は，豊富な資金を武器に，各主要都市の土地使用権に関する入札
で，土地取引総額または平方メートル当たり単価で当該都市の最高値を相次ぎ更
新した。いわゆる「国企地王」（「地王」については表 1の注を参照）が2009年に
数多く誕生したのである（表 1）。
同じ「国進民退」の現象は，石炭業界でも起きていた。山西省は中国最多の石
炭産地を抱える。同省の炭鉱の大多数は省外から進出した民間企業によって所有
されている。2005年時点で同省中小炭鉱採掘権の65～75％は浙江省の企業によっ
て所有されていたとの報道もある。一方で事故が多発し，山西省政府は石炭産業
の再編に乗り出し， 3月25日，2010年末までに2598カ所ある炭鉱の数を1000カ所
にまで減らすと公表した。
この石炭産業の再編で物議を醸したのは，その国有企業主導の強引な進め方で

表 1　中国主要都市の「地王」（2009年）
都市 企業名 国有企業か否か 取引総額（億元） m2単価（元）
上海 緑地集団 72.45 27,231
北京 大龍地産 ○ 50.5 29,859
重慶 中海集団九龍倉 ○ 41 2,741
佛山 中海地産 ○ 38.2 6,495
蘇州 緑城集団 36 28,057
天津 中信集団 ○ 36 1,434
無錫 緑城集団 29 7,097
南京 保利地産 ○ 15.92 7,553
ハルビン ゴールドマン・サックス

投資発展有限公司
12.13 -

厦門 恒興置業 10.47 30,940
海南 安中石油 9.05 6,141
寧波 金傑房産 ○ 7.7 8,170
杭州 浙江西子房産集団 7.7 24,295
東莞 龍光地産 7.03 13,088
深圳 招商地産 /華僑城 ○ 5.3 18,875
広州 広州城建集団 ○ 3.45 15,324
済南 中国石化 ○ 0.86 17,800

（注）　「地王」とは，当該都市の土地使用権に関する入札で取引総額または平方メートル単価で
最高値を更新した企業のことを指す。

（出所）　捜狐焦点（www.focus.cn）。
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ある。再編案では，山西省の 5大国有石炭集団を主体に1161カ所の炭鉱を吸収合
併し，市や県の国有企業を主体に693カ所の炭鉱を再編すると明記している。民
間所有炭鉱には，国有企業による現金での買収，または新設会社への出資，とい
う 2つの選択肢しか与えられなかった。前者については，民間所有炭鉱の価値が
必ずしも的確に評価されなかったとの指摘が多い。また，後者の場合に，民間企
業による出資は許されるものの， 5割以上の株式を取得することは禁じられてい
た。ともあれ，2009年11月時点で，山西省の炭鉱数は2598カ所から1053カ所へ激
減し，炭鉱運営企業の数は130社にまで減少した。

中国企業による海外でのM&Aの大幅進展
金融危機と事実上の大規模な金融緩和政策という背景のなかで，2009年中国企
業の海外企業に対する吸収合併（M&A）が一気に進展した。Dealogic社の公表し
た数字によると，2009年の中国企業による海外でのM&Aの取引総額は460億㌦
に達している。また，データソースは異なるものの，清科研究センター（Zero2ipo
社）が発表した『2009年中国M&A市場報告』では，2009年の中国企業による海
外でのM&Aが38件あり，取引額は160億㌦に達し，前年比 9割増という劇的な
増加を見せていると，報告されている。
2009年の海外でのM&Aには 2つのパターンが見られた。第 1のパターンは，
資源エネルギー分野での資本提携である。金融危機の影響で2009年の年初に，国
際市場では原材料価格が大幅に下落し，中国企業による資源エネルギー分野での
M&Aに格好の機会を提供した。数多くの案件のなかでも，中国最大の非鉄金属
企業である中国アルミ社と，オーストラリアにある世界第 3位の鉱業大手である
リオ・ティント社との資本提携の計画が最も注目された。中国アルミ社は，2009
年 2 月に，195億㌦の資金をリオ・ティント社に出資する資本提携を提案し合意
した，と発表した。しかし，その後経済情勢の好転と，中豪両国の資源エネル
ギー戦略の食い違いにより， 6月にリオ・ティント社の取締役会が当該資本提携
を取りやめ，新株の発行に切り替えたうえで，BHPビリトン社と合弁会社を設
立することを発表した。契約違反への代償として，中国アルミ社には 1億9500万㌦
の違約金が支払われた。
上記の資本提携は失敗したものの，中国企業による海外資源エネルギー分野へ
の進出は止まらなかった。同じオーストラリアの場合，中国五鉱集団公司は，
鉛・亜鉛の生産量で世界第 2位を誇る同国の鉱山大手 OZ Minerals社を17億㌦で

391390



136

鮮やかな景気回復を実現し，国際社会での主導権を握る

買収した。また，宝鋼製鉄所は 2億9000万㌦で同国鉱山大手 Aquila社の15％の
株式を取得した。『環球企業家』誌が把握した28件の海外でのM&Aのうち，14
件はオーストラリア企業を対象に行ったものである。
海外M&Aのもう 1つのパターンは，経営資源やコア技術を有していながら経

営難に陥った海外企業を対象とする買収である。これは主に民間企業が主体と
なった。最も注目が集まった自動車業界では，2009年10月 9 日，まったく無名の
民間企業である四川騰中重工社が，ゼネラルモーターズ（GM）傘下の高級全地形
車ハマーの事業売却について最終取り決めに調印したと発表した。その直後の10
月28日に，アメリカのフォード社が，傘下のボルボ（Volvo）の事業売却に際して，
中国最大の自動車民間企業である吉利集団と優先的に交渉すると発表した。12月
23日，フォード側は吉利とボルボブランドの売却に関する実質的な商業条項につ
いて合意に達したと公表した。ただし，前者の買収案について，2010年 2 月25日
に，GM社は騰中重工社が期限通りに買収を実施できなかったとして，ハマー事
業の清算を発表した。一方，後者の買収案の取引の発効には，さらに中国，アメ
リカ政府主務官庁の審査を経なければならない。なお，日本との関連では，中国
最大手の家電量販店である蘇寧社が業界10位のラオックス社の27％の株式を取得
したことが挙げられる。出資額はわずか 8億円にすぎなかったが，中国の家電量
販店による初の海外でのM&A，また中国企業による初めての日本上場企業に対
するM&Aとして注目が集まった。 （丁可）

香港特別行政区の経済情勢
2009年の香港経済は，世界的な景気後退の影響を受け，マイナス成長となった。

しかし，中国経済が力強い成長を維持したことや欧米経済が安定した動きを見せ
たことで，下半期には回復基調に戻った。
2009年の実質 GDP成長率は，第 1四半期に前年同期比マイナス7.3％を記録し
た。アメリカ発の金融危機や新型インフルエンザの影響を大きく受けた形となっ
た。しかし，中国経済が急速に立ち直り，高い成長率を見せたことをはじめ，世
界経済が安定してきたことから，その後は徐々に回復した。第 2四半期はマイナ
ス3.7％，第 3四半期はマイナス2.2％，第 4四半期はプラス2.6％を記録，通年で
はマイナス2.7％にとどまった。失業率を見ると，2008年には3.2％まで下がった
後，景気後退のあおりを受けて上昇に転じ，2009年はおおむね 5％台で推移，高
止まりを見せた。
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小売売上高は， 8月まで対前年比マイナスで推移していたが， 9月以降回復に
転じてきている。この背景には，香港への旅行客数が回復に転じたことがあると
考えられる。新型インフルエンザや世界経済の後退を受け，年初は前年同期比マ
イナスとなる月が続いたが， 9月以降は回復に転じた。2009年通年では2959万人
を記録，対前年比でもわずかながら増えた（0.3％増）。このうち，中国からの旅
行客は1796万人であり，対前年比でも6.5％増を記録した。消費者物価は，通年
でプラス0.5％とわずかな上昇にとどまった。
貿易は，輸出入ともに，年初から10月まで前年比マイナスで推移した。11月以
降，ようやく回復に転じたが，通年で見ると，輸入はマイナス11.0％，輸出はマ
イナス12.6％となった。コンテナ取扱量は，2009年通年では前年比マイナス
14.3％の2098万 TEU（20フィート標準コンテナ換算）と予測されており世界第 3位
の地位を守った模様だ。香港国際空港の貨物取扱量は，通年では前年比マイナス
7.6％の335万㌧だった。
2009年は総じて不況であったといえるが，資産価格は急回復を見せた。株価に
ついてみると，世界金融危機の影響を受けて 1万2000まで下がったハンセン指数
は， 2月以降急回復を見せ， 2万台まで回復した。不動産も同様に世界金融危機
の影響を受けたが， 5月ごろから回復に転じた。もともと，香港ドルは米ドルに
ペッグされており，香港は独自の金融政策を運用できないため，アメリカ FRB
による量的緩和政策の効果が香港にも波及していることがうかがえる。このよう
な資産価格の急回復については，バブルではないかと指摘する向きもある。特に，
高級マンションの一部では，極端に高い値段で売買されているものがあり，香港
政府は住宅ローンの借入に上限を設定するなどの対策を講じている。 （普家）

対 外 関 係

「G 2論」を超え，主導権を掌握
今後の国際社会を主導するのが中国とアメリカだとする「G 2 論」が2008年夏

以降話題を呼んだ。しかし，中国がアメリカ国債の世界最大の保有国になったこ
とや金融危機からの脱出を世界各国が中国市場に頼っていることなどから，国際
社会での中国の影響力はますます高まり，途上国の支持を得て先進国と渉り合い，
今や各領域で主導権を握っていることは否めない。それは12月の COP15での合
意を，「わが国の国益に沿った建設的な合意」だったと評したところに如実に表
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れている。
その気候変動問題では， 9月の国連気候変動サミットで，胡主席は先進国が

2012年以降も温室効果ガスの排出を率先して削減し，途上国への援助を提供する
よう求めた。COP15では， 2大排出国である米中が軸となって議論が進められ，
温総理がインドなど新興国を結集し，アメリカが求める排出削減の取り組みに対
する国際的な「検証」措置に強く反対した。その代わりに主権を尊重したガイド
ラインに基づく国際的な「報告」で妥協，合意した。
金融危機への対応では，胡主席が 4月の第 2回 G20金融サミットに出席し，

IMFに400億㌦を拠出することを明らかにした。直前の 3月23日に中国人民銀行
の周小川行長が「価値が長期安定した通貨を作り出すことが，国際通貨システム
改革の理想」として，米ドル基軸通貨限界論を発表したことは世界的に大きな波
紋を呼んだ。しかし，国際社会における中国の経済的地位を鑑みれば，こうした
発言が出るのも当然であった。そのためサミットでの胡主席の発言が注目された
が，通貨体制改革については議題にしなかった。
米中の二国間関係では， 4月 1日，胡主席がオバマ大統領と初めて会談し，21
世紀における前向きで協力的，包括的な米中関係の構築に共に努力する考えで一
致した。また金融危機への対応で両国の大規模な景気刺激策を互いに評価した。
9月21～25日にアメリカを訪問した胡主席は，アメリカが中国製タイヤへの特

別セーフガードの実施を決めたことを批判し，貿易・投資保護主義に反対の姿勢
を示した。またチベット政策， 7月のウイグルでの「暴動犯罪事件」への対応に
理解を求め，オバマ大統領からアメリカが中国の主権と領土保全を尊重するとの
言質を得た。
11月15～18日にはオバマ大統領が来訪し，共同声明で国際社会において米中が

「より重要な共同責任を担っている」との考えを示した。しかし，個別の懸案事
項では平行線をたどった。胡主席は人民元の切り上げについて言及しなかった。
またイランの核開発問題では制裁よりも対話の重視を訴えた。オバマ大統領も中
国の人権問題について踏み込んだ発言を避けた。温総理は（1）中国はまだ途上国
である，（2）中国はいかなる国や国家集団とも同盟を結ばない，（3）世界の問題を
1つや 2つの国が決めることはできないことを理由に，「『G 2 論』に賛成しない」
と発言した。これには，対外的な責任負担への警戒感とともに国内に対する自信
過剰への戒めも含まれているように思われる。
ハイレベルの交流も活発で， 7月27～28日には新たな米中戦略経済対話の初会
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合が開かれ，アメリカの財政赤字や朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の核開発問
題が話し合われた。また10月24日～11月 3 日には徐才厚党中央軍事委副主席がア
メリカを訪問した。

日本との関係
麻生首相とは， 4月 2日に胡主席が会談したのに続き，同11日にも温総理が会

談し，北朝鮮のミサイル発射について，突っ込んだ意見交換を行った。さらに同
29～30日に麻生首相が来訪した際には，新型インフルエンザへの対応での連携，
10月からの北京＝羽田間の定期チャーター便の開設で一致した（10月25日から就
航）。また胡主席は麻生首相が靖国神社に供え物をしたことを念頭に歴史認識へ
の懸念を表明した。2008年 9 月に中国政府が2009年 5 月から導入を発表したこと
で企業が懸念を表明していた IT製品に対する強制認証制度について，温総理は
導入の 1年延期を伝えたが，麻生首相から導入撤回を求められた。また両国の懸
案事項である2008年の中国産ギョーザ中毒事件や東シナ海ガス田開発問題で進展
はなかった。
9月に日本で政権交代が起き，アジア重視を掲げる鳩山政権が誕生したことを

中国は基本的に歓迎し，これまで手薄だった民主党との関係構築に力を入れた。
9月21日，胡主席が鳩山首相と初会談を行った。胡主席は，鳩山首相の台湾問題
では日中共同声明を遵守し，歴史認識では「村山談話」を踏襲する姿勢を評価し
た。また鳩山首相が提唱する「東アジア共同体」構想については，コメントを避
けた。対等な日米関係，アジア重視を掲げる鳩山首相に中国は好感を持っている
が，東アジア共同体構想は日本がアジアでの主導権を握ることにも関連している
ため，必ずしも前向きの反応を示していない。10月 9 ～10日には鳩山首相が来訪
し，温総理は鳩山首相が提案する「日中食品安全推進イニシアティブ」の設置に
同意した。しかし，ギョーザ事件の真相解明については捜査継続中とかわした。
東シナ海ガス田開発問題は，2008年 6 月の開発合意から進展はなく，むしろ悪
化している。合意直後から中国側は継続協議区域の「樫」（中国名・天外天）で新
たな掘削を行っていることが 1月に伝えられた。中国側はこれを「主権の範囲
内」として日本側の抗議を認めなかった。10月には鳩山首相が日本の出資対象区
域の「白樺」（同・春暁）の共同開発の条約締結交渉の早期開始を求めたが，温総
理は国民感情を理由に先送りを示唆した。そして12月に中国側が白樺の天然ガス
掘削施設を完成させたことが判明し，中国側の単独開発の可能性が高まっている。
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民主党との関係構築を進めるために，中国共産党は12月10～11日に民主党議員
143人を含む総勢約600人を率いて来訪した小沢民主党幹事長を盛大に歓迎した。
また同14～16日に習近平国家副主席が日本を訪問したが，日本では成果よりも天
皇陛下との会見が「 1カ月ルール」に抵触したものの鳩山首相の特例要請で実現
したことがクローズアップされた。しかし中国では民主党政権の中国重視の表れ
として評価された。

北朝鮮との関係
1 月21～24日に王家瑞党中央対外連絡部長が訪朝し，金正日朝鮮労働党総書記

に，中朝国交60周年を祝い，金総書記の訪中を歓迎する内容の胡総書記の親書を
伝達した。 3月17～21日には金英日首相が来訪し，胡主席と温総理が 6カ国協議
への早期復帰を促した。
4月 6日の北朝鮮の長距離弾道ミサイル発射に対する国連安保理の対応をめ

ぐっては， 6カ国協議の崩壊を警戒し制裁決議の採択に反対し，議長声明の採択
を受け入れた。その直後の同14日，北朝鮮が 6カ国協議からの脱退を宣言したが，
外交部は北朝鮮に冷静さと自制を求め， 6カ国協議の維持を訴えた。 5月25日の
北朝鮮の核実験に対しては，中国政府は同日，「断固たる反対を表明する」との
声明を発表した。国連安保理の対応では，北朝鮮に出入りする船舶の公海上での
貨物検査の義務化が「戦争状態になりかねない」と難色を示したが， 6月10日に
義務化を見送った制裁決議案に合意した。
その後，米朝二国間対話に向けた動きを歓迎しつつも， 6カ国協議の形骸化を
危惧する中国は協議再開を模索した。 6カ国協議議長の武大偉外交部副部長が，
7月に北朝鮮以外の 6カ国協議参加国を歴訪後， 8月17～21日に北朝鮮を訪問し
た。 9月16～18日には戴秉国国務委員が訪朝し，金総書記に「朝鮮半島の非核化
を実現し，東北アジアの平和と安定を促進させることは中国の一貫した目標」で
「この目標を達成するために，中国は朝鮮側とともにあらゆる努力を傾ける準備
ができている」と述べた胡総書記の親書を手渡した。これに対し金総書記から朝
鮮半島の非核化問題について「二国間または多国間対話を通じて解決するよう望
む」との言質を引き出した。
10月 4 ～ 6 日，温総理が北朝鮮を訪問した。温総理は金総書記から「米朝協議

の状況を見て， 6カ国協議を含む多国間協議を進めたい」と一歩踏み込んだ発言
を引き出した。このとき経済技術協力協定などの文書を締結した。11月25日，訪
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朝した梁光烈国防部長が金総書記に胡総書記からの挨拶と中朝友好年のお祝いを
伝えた。そして12月 8 ～11日に米朝協議が開かれ，「 6カ国協議再開の必要性」
で共通認識を得たが， 6カ国協議の再開の目処は立っていない。

多国間協議での経済協力をアピール
多国間協議では，中国は積極的な経済協力を展開した。国際社会で途上国の代

表として影響力を拡大する目的が見え隠れするが，途上国側もおおむね歓迎して
いる。
日中韓の協力関係は10周年を迎えた。個別案件で成果もあったが，グローバル

な案件を 3カ国だけで協議することの限界も見られた。 4月の首脳会談では，北
朝鮮のミサイル発射への国連での対応について，制裁決議ではなく，「非難」の表
現を盛り込んだ議長声明を早急に発表することで一致した。10月の第 2回首脳会
議では，気候変動問題，北朝鮮の核問題を協議した。鳩山首相の東アジア共同体
構想に対しては共同声明の中で支持を示したが，具体的な議論は行われていない。
5月の財務閣僚会議では，アジア域内の外貨融通枠，チェンマイ・イニシア

ティブの拡大で日中が384億㌦ずつ拠出することで合意したが，額をめぐっては
日中が主導権争いを展開した。 6月の環境閣僚会議では中国側が日本の温室ガス
削減目標の引き上げを要求した。

ASEANとの関係では，中国が積極的なイニシアティブを見せた。 4月に温総
理がボアオ・アジア・フォーラム年次総会の席で，ASEAN域内のインフラ建設
を支援する目的で100億㌦の中国・ASEAN投資協力基金の設立と，150億㌦の信
用貸与，ASEANの途上国に対する 2億7000万元の特別援助を提案した。 8月15
日には ASEANとの間で「投資取り決め協議」に調印した。これにより FTAの
主要交渉が完了し，2010年に自由貿易圏が全面的に完成することになる。10月の
第12回 ASEAN＋中国首脳会議で，温総理は2011年から2015年までの「中国・
ASEANの平和繁栄に向けた戦略的パートナーシップ共同宣言の実施に関する行
動計画」の制定を提唱した。また将来の ASEANとの共同体実現に向け協力して
いく考えを示した。これは鳩山首相の東アジア共同体構想を意識したもので，同
時に開かれた第12回 ASEAN＋日中韓首脳会議では，東アジア共同体構想につい
ては「東アジア協力の推進」の表現にとどまった。
さらにインド，オーストラリア，ニュージーランドが加わった第 4回東アジアサ

ミットでは，温総理が中国が発展途上国の 1つであることをあらためて説明した。
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上海協力機構（SCO）では， 3月27日のアフガニスタン問題特別国際会議で，中
国政府が今後 5年間に7500万㌦の無償援助を決定した。 6月の首脳会議では胡主
席が各加盟国の世界金融危機対策を支援するため100億㌦の融資の実施を表明し
た。またアフガニスタン安定化への支援などが話し合われた。
6月16日には BRICs（ブラジル，ロシア，インド，中国）4カ国の初の首脳会議

がロシアで開かれ，世界金融危機対策，G20サミット，食糧安全保障，気候変動
などで意見交換が行われた。胡主席は席上「発展途上国の全体的な利益を共同で
守っていくべきだ」と発言した。

ロシア，資源保有途上国との関係
ロシアとの関係では，経済，資源エネルギーの領域での協力を推進させた。 4
月 1日，胡主席がメドベージェフ大統領との会談で，科学技術や軍事技術などの
分野での協力，金融危機対応での協調強化を提案した。同21日に，20年近い交渉
の末，「石油分野の協力に関する政府間協定」に調印した。これにより，中国側
は総額250億㌦の融資の返済としてロシアから石油が供給される。 6月14～18日，
胡主席がロシアを訪問し，アメリカのミサイル防衛（MD）計画に一致して反対し，
貿易での本国通貨による決済の検討に入ることで合意した。また総額30億㌦を超
える協力合意に調印した。 9月22日の胡主席とメドベージェフ大統領との会談で
は，「中国東北地方とロシア極東・東シベリア地方との協力計画要綱」を承認し，
また「天然ガス協力覚書」を締結した。10月12～14日にプーチン首相が来訪し，
経済協力など12の合意文書に調印した。その中には， 6月29日に数万の中国人業
者が集まるモスクワの市場が突然閉鎖され，それまでにロシア当局に20億㌦相当
の商品が密輸品として押収された問題に対し，通関手続きの監督強化の覚書も含
まれた。また3000億㌦を超える企業間の商談が成立した。 7月22～26日には中ロ
合同反テロ軍事演習が行われ，両国の陸・空軍2600人が参加した。
資源外交とも揶揄される資源保有国への指導者の訪問も続いた。胡主席が 2月
にサウジアラビア，マリ，セネガル，タンザニアなどを訪問した。また12月には
年間400億立方㍍の天然ガスの輸送を可能にするトルクメニスタンでの天然ガス
パイプライン開通式にも出席した。温総理も11月にエジプトでの中国・アフリカ
協力フォーラム第 4回閣僚会議に出席し，中国の金融機関による10億㌦のアフリ
カ中小企業発展特定融資への支持，政府無利子借款債務の免除，民生分野での協
力強化などを表明した。習副主席は 2月にメキシコ，ベネズエラ，ブラジルなど
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を訪問した。

EUとの関係
2008年に EUと関係がこじれ，第11回中国・EU首脳会議が延期となっていた
が，2009年には関係修復を図った。 1月27日～ 2月 2日に温総理がスイス，ドイ
ツ，スペイン，イギリス，ベルギーを訪問した。EUとの関係悪化の元凶となっ
たフランス政府は中国政府に対しチベットの独立を支持しないことを約束したこ
とで， 4月 1日に両国政府が関係改善を宣言し，胡主席とサルコジ大統領が会談
した。その後 5月20日に第11回中国・EU首脳会議が開かれ，温総理が出席し，
世界金融危機，気候変動などを協議し，（1）中小企業支援，（2）代替エネルギー開
発，（3）科学技術協力で，覚書に調印した。第12回首脳会議は11月30日に開かれ，
温総理は人民元相場の切り上げを要請されたが，「歴史に稀に見る世界金融危機
にありながら，人民元レートは基本的に安定を維持し，中国経済の発展や世界経
済の回復に有利に働いた」として一蹴した。また CO2削減に向けた技術，資金面
での協力などで合意した。

台湾との関係
2008年12月31日に胡主席が台湾との関係に関する 6項目の提案（「胡 6点」）を
行ったことで，2009年の台湾との関係改善はさらに進んだ。
3月に温総理が台湾の国際機構への参加を認める姿勢を明らかにした。 4月29

日，WHOが中華台北衛生署にオブザーバーとして総会に参加するよう招請した。
4月26日，北京で陳雲林海峡両岸関係協会会長と江丙坤海峡交流基金会董事長に
よる第 3回トップ会談が開かれ，（1）金融機関の相互進出（11月16日に関連覚書に
調印），（2）直行チャーター便の定期便化と増便（ 8月31日から運行開始），（3）犯
罪捜査や情報提供などの司法協力，の 3項目で協定が調印された。また大陸資本
の台湾進出解禁で共通認識に達した（ 6月30日に台湾が大陸資本の第 1次解禁リ
ストを発表した）。 5月26日には胡総書記が呉伯雄中国国民党主席と会談し，両
岸経済協力枠組み協定（ECFA）の年内協議入りで合意した。 7月27日，胡総書記
は中国国民党主席に当選した馬英九に祝電を送った。
台湾当局が 8月27日，同30日からのダライ・ラマ14世の台湾訪問を認めたこと
に，中国当局は反発し，中国人民銀行副行長の訪台延期や自国観光客の台湾渡航
を制限した。状況を打開するため，11月14日，APECの場で胡総書記が連戦中国
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鮮やかな景気回復を実現し，国際社会での主導権を握る

国民党名誉主席と会談し，年内に ECFAの正式協議に入ることを確認した。
12月22日，台北で陳海協会会長と江海基会董事長との第 4回トップ会談が行わ
れた。ECFAについては交渉開始で合意したが，実質的討議はなかった。また（1）
海峡両岸の漁船船員労務協力，（2）農産物検疫協力，（3）工業製品の規格・認証標
準化，の 3つの合意文書に署名した。しかし文書調印が予定されていた二重課税
の回避および税務協力の強化については税率や税種などの「技術的な問題」を理
由に意見交換にとどまった。 （佐々木）

2010年の課題
政治は，2012年秋の次期党大会に向けた諸勢力のかけ引きが目に見える形で活
発化してくるだろう。特に中央入りを目指す地方の有力指導者の動向には注目し
なければならない。胡錦濤政権の安定を揺るがす社会的な不安定要素が解消され
る見通しはない。解消には一党支配の枠組みに抵触する政治改革が不可欠だが，
社会的弱者の利害表出チャネルすら構築する意思がなく，政治的な抑えつけしか
手段を有していない。それで乗り切るには，経済的豊かさを付与していくしかな
く，高い経済成長に依存しなければならない。
その経済は，投資と消費が引き続き中国経済をけん引していくだろう。輸出市

場が回復すれば，経済成長がいっそう加速し， 2桁の GDP伸び率を達成するこ
とも考えられる。問題は，金融緩和政策の結果，市中に流入した巨額の通貨にど
う対処するかである。2009年は，8.7％の GDP伸び率を実現するために，M2の
供給量を27.7％も増やした。過剰流動性はすでに不動産バブルを引き起こしてい
る。インフレ再燃の懸念も専門家の間で広がっている。しかし，民間中小企業へ
の資金供給を維持するには，引締策にも安易に踏み切れない。2010年は中国金融
当局の知恵が試される 1年となるだろう。
外交は，引き続き中国の影響力は各領域で拡大していくだろう。国益追求のた
め途上国との連携による多数派工作をさらに進めるだろう。先進国との間では，
貿易不均衡，人民元レートなど個別の問題での摩擦は避けられない。しかし世界
経済回復の一翼を担っている以上，中国が主導権を握ることを阻止することは難
しく，国際社会における中国の優位は動かない。

（佐々木：地域研究センター）
（丁可：地域研究センター）

（普家：ジェトロ香港センター）
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1 月 9 日 ▼中国農業銀行股份有限公司成立。

▼第 9 回日中戦略対話開催。
12日 ▼党中央規律検査委員会（中規委）第 3
回全体会議開催。
15日 ▼党中央政治局常務委員会会議開催。
20日 ▼ 国務院新聞辧公室（国新辧），白書

『2008年中国の国防』を発表。
21日 ▼王家瑞党中央対外連絡部長が北朝鮮
を訪問（～24日）。金正日朝鮮労働党総書記と
会談。
27日 ▼温家宝総理，スイス，ドイツ，スペ

イン，イギリス，ベルギーを訪問（～ 2月 2
日）。
2 月 1 日 ▼党中央・国務院，2009年中央第 1
号政策文書「2009年農業の安定発展と農民の
持続的所得増を促進することに関する若干の
意見」を公表。

▼全国で「家電下郷」（家電を農村に普及
させよう）政策を開始。
8 日 ▼習近平国家副主席，メキシコ，ジャ

マイカ，コロンビア，ベネズエラ，ブラジル，
マルタを訪問（～22日）。
10日 ▼胡錦濤国家主席，サウジアラビア，
マリ，セネガル，タンザニア，モーリシャス
を訪問（～17日）。
11日 ▼党中央，衛生部党組書記に張茅を任
命。
23日 ▼党中央政治局会議開催。
25日 ▼第11期全国人民代表大会（全人代）常
務委員会第 7回会議開催（～28日）。食品安全
法案，刑法改正案を可決。
26日 ▼国家統計局，2008年統計公報を発表。

GDP伸び率は8.7％。
3 月 1 日 ▼科学的発展観の学習・実践活動の
第 2期がスタート。
3 日 ▼中国人民政治協商会議第11期全国委

員会第 2回会議開催（～12日）。
5 日 ▼ 第11期全人代第 2回会議開催（～13

日）。
17日 ▼財政部，中国初の全国規模の地方債
を代理発行すると発表。

▼党中央・国務院「医薬衛生体制改革を深
化させることに関する意見」を発表。

▼金英日北朝鮮首相，来訪（～21日）。
23日 ▼周小川中国人民銀行行長，米ドル基
軸通貨限界論を発表。
27日 ▼上海協力機構（SCO）アフガニスタン
問題特別国際会議開催。
28日 ▼チベット百万農奴解放記念日。
30日 ▼全国培養選抜青年幹部工作座談会開
催。

▼中国チベット学研究センター，「チベッ
ト経済社会発展報告」を発表。
4 月 1 日 ▼胡主席，イギリスを訪問（～ 3日）。
第 2回 G20金融サミットに出席。

▼胡主席，オバマ米大統領と会談。

▼胡主席，メドベージェフ・ロシア大統領
と会談。

▼中仏政府，関係改善を宣言。
2 日 ▼胡主席，麻生首相と会談。
3 日 ▼中国初の地方債としての新疆ウイグ

ル自治区債の取引が開始。
8 日 ▼ラサ市中級人民法院，2008年 3 月の

ラサ暴動の主犯格 4人に死刑判決。
10日 ▼温総理，タイを訪問（～11日）。日中
韓首脳朝食会に出席。
11日 ▼温総理，麻生首相と会談。
12日 ▼中規委，汚職容疑で広東省政協主席
の陳紹基を摘発。
13日 ▼国新辧，「国家人権行動計画（2009～
2010年）」を公表。
20日 ▼ 全人代常務委第 8回会議開催（～24

重要日誌 中　　国　2009年
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日）。
21日 ▼ラサ市中級人民法院，前年 3月のラ
サ暴動の主犯格 1人に死刑判決。
23日 ▼海軍創設60周年国際観艦式開催。胡
錦濤党中央軍事委員会主席が出席。
25日 ▼江丙坤海峡交流基金会（海基会）董事

長，来訪。
26日 ▼陳雲林海峡両岸関係協会（海協会）会
長と江海基会董事長の第 3回トップ会談開催。
29日 ▼麻生首相，来訪（～30日）。胡主席，
温総理と会談。
30日 ▼ 国務院台湾事務辧公室，WHOが中
華台北衛生署にオブザーバーとして総会に参
加するよう招聘したことを歓迎。
5 月 3 日 ▼日中韓財務閣僚会議開催。
12日 ▼四川大地震 1周年記念活動開催。胡
総書記が出席。
13日 ▼呉邦国全人代常務委員長，ロシア，
オーストリア，イタリアを訪問（～24日）。
20日 ▼温総理，チェコを訪問（～21日）。第
11回中国・EU首脳会議に出席。
22日 ▼ 党中央政治局会議開催。「党政指導
幹部問責実行に関する暫行規定」などを採択。
25日 ▼外交部，北朝鮮の核実験を強く非難
する「声明」を発表。
26日 ▼胡総書記，呉伯雄中国国民党主席と

会談。
6 月 4 日 ▼「六・四」天安門事件20周年。

▼党中央政治局常務委会議開催。

▼中国証券監督管理委員会，「新株発行体
制のさらなる改革と改善に関する指導意見」
を公表。
7 日 ▼第 2 回日中ハイレベル経済対話開催。
14日 ▼胡主席，ロシア，スロバキア，クロ
アチアを訪問（～20日）。ロシアで BRICs 4 カ
国首脳会議，SCO首脳会議に出席。

▼日中韓環境閣僚会議開催。

17日 ▼胡主席，メドベージェフ・ロシア大
統領と会談。

▼湖北省石首市で男性の不審死をめぐり市
民約 7万人によるデモが発生。
22日 ▼ 全人代常務委第 9回会議開催（～27
日）。農村土地請負経営紛争調停仲裁法を採
択。
24日 ▼第10回日中戦略対話開催。
26日 ▼広東省韶関市の玩具工場でウイグル
人が漢族に殺される事件が発生。
29日 ▼党中央政治局会議開催。
30日 ▼党中央組織部，2008年末の党員数が
7593.1万人と発表。
7 月 2 日 ▼党中央政治局常務委会議開催。
5 日 ▼新疆ウイグル自治区ウルムチ市でウ

イグル人数千人によるデモが発生。

▼胡主席，イタリアを訪問。
7 日 ▼ウイグル市で漢族による反ウイグル

人行動が発生。
8 日 ▼胡主席，イタリアから急遽帰国。
9 日 ▼党中央政治局常務委会議開催。

▼周永康党中央政治局常務委委員，新疆ウ
イグル自治区を視察。
20日 ▼胡中央軍事委主席，上将（大将）授与
式に出席。 3人が上将に昇格。
22日 ▼ 2009中ロ合同反テロ軍事演習を実施

（～26日）。
23日 ▼党中央政治局会議開催。
24日 ▼通化鋼鉄（通鋼）集団通鋼股份公司で
従業員約 3万人によるデモが発生。
26日 ▼党中央辧公庁，「2009-2013年全国党
員教育培訓工作計画」を公表。

▼マカオ特別行政区長官選挙で崔世安が当
選。
27日 ▼ 第 1 回米中戦略経済対話開催（～28
日）。

▼胡総書記，中国国民党主席に当選した馬
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英九に祝電を送る。
8 月15日 ▼ 中国政府，ASEANとの「FTA投
資協議」に調印。
17日 ▼武大偉外交部副部長，北朝鮮を訪問

（～21日）。
22日 ▼胡総書記，新疆ウイグル自治区を視
察（～25日）。
24日 ▼ 全人代常務委第10回会議開催（～27
日）。人民武装警察法を可決。
31日 ▼呉委員長，キューバ，バハマ，アメ
リカを訪問（～ 9月12日）。

▼中台定期直行航空便の運行開始。
9 月 1 日 ▼科学的発展観の学習・実践活動の
第 3期がスタート。
3 日 ▼ウルムチ市で注射針殺傷事件への当

局の対応に不満を持つ数万人規模のデモが発
生。

▼党中央政治局常務委会議開催。
4 日 ▼孟建柱公安部長，ウルムチ市を視察。
5 日 ▼新疆ウイグル自治区党委，ウルムチ

市党委書記を解任。
7 日 ▼ 国務院，「新しい農村年金保険実験

の実施に関する指導意見」を公布。
8 日 ▼党中央政治局会議開催。
12日 ▼ウルムチ市中級人民法院，注射針事
件の容疑者 3人に懲役刑の判決。
15日 ▼党第17期中央委員会第 4回全体会議

開催（～18日）。「新たな情勢下の党建設の強
化と改善の若干の重大問題に関する決定」を
採択。
16日 ▼ 戴秉国国務委員，北朝鮮を訪問（～
18日）。金総書記と会談。
17日 ▼党中央政治局常務委会議開催。
19日 ▼党第17期中央規律検査委第 4回全体
会議開催。
21日 ▼胡主席，アメリカを訪問（～25日）。
国連気候変動サミット，国連総会，安保理核

不拡散・軍縮サミット，G20金融サミットに
出席。

▼国新辧，白書『新疆の発展と進歩』を発
表。

▼胡主席，鳩山首相と会談。
22日 ▼胡主席，オバマ米大統領と会談

▼胡主席，メドベージェフ・ロシア大統領
と会談。
27日 ▼国新辧，白書『中国の民族政策と各
民族の共同繁栄発展』を発表。
29日 ▼「一部業種の生産能力過剰と重複建
設を抑え，産業の健全な発展を導くことに関
する国家発展改革委員会など10部・委員会の
若干の意見」を公表。
10月 1 日 ▼中華人民共和国建国60周年。閲兵
式で，胡総書記が部隊を閲兵。
4 日 ▼温総理，北朝鮮を訪問（～ 6日）。金

総書記と会談。
7 日 ▼習副主席，ベルギー，ドイツ，ブル

ガリア，ハンガリー，スロベニアを訪問（～
21日）。
9 日 ▼鳩山首相，来訪（～10日）。第 2回日

中韓首脳会議に出席。胡主席，温総理と会談。
10日 ▼広東省韶関市中級人民法院・同市武
江区人民法院， 6月26日の事件の犯人である
漢族 1人に死刑，同 1人に無期懲役の判決。
12日 ▼ プーチン・ロシア首相，来訪（～14

日）。
21日 ▼国務院常務会議が現在の経済情勢分
析，今後の経済工作を指示。
23日 ▼ベンチャー企業向け株式市場「創業
板」が取引を開始。

▼温総理，タイを訪問（～25日）。ASEAN
＋中国，ASEAN＋ 3（日中韓），東アジアの
各首脳会議に出席。
24日 ▼中規委，汚職容疑で貴州省政協主席
の黄瑶を摘発。
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▼徐才厚党中央軍事委副主席，アメリカを

訪問（～11月 3 日）。
25日 ▼北京＝羽田間の定期チャーター便の
運行開始。
27日 ▼ 全人代常務委第11回会議開催（～31
日）。

▼楊潔篪外交部長，中国・ロシア・インド
外相会議に出席。
31日 ▼全人代，周済教育部長の辞任，後任
に袁貴仁を任命。
11月 6 日 ▼温総理，エジプトを訪問（～ 7日）。
中国・アフリカ協力フォーラム第 4回閣僚会
議に出席。
10日 ▼胡主席，マレーシア，シンガポール
を訪問（～15日）。APEC非公式首脳会議に出
席。
14日 ▼胡主席，メドベージェフ・ロシア大
統領と会談。

▼胡総書記，連戦中国国民党名誉主席と会
談。
15日 ▼オバマ米大統領，来訪（～18日）。胡
主席，温総理と会談。
17日 ▼楊外交部長，日本を訪問（～22日）。
27日 ▼党中央政治局会議開催。積極的財政
策と適度な金融緩和策の継続を確認。
30日 ▼ 第12回中国・EU首脳会議開催（南

京）。

▼党中央，河南省党委書記に廬展工，福建
省党委書記に孫春蘭，遼寧省党委書記に王珉，
吉林省党委書記に孫政才，内モンゴル自治区
党委書記に胡春華を決定。
12月 1 日 ▼吉林省人民代表大会，代理省長に
王儒林を任命。
3 日 ▼重慶市人代，代理市長に黄奇帆を任

命。

▼ウルムチ市中級人民法院， 7月 5日のデ
モの主犯格のウイグル人計 8人に死刑判決

（～ 4日）。
5 日 ▼中央経済工作会議開催（～ 7日）。
10日 ▼小沢民主党幹事長，来訪（～11日）。
12日 ▼胡主席，カザフスタン，トルクメニ
スタンを訪問（～14日）。
14日 ▼国務院常務会議，不動産市場の健全
発展を促進する政策措置を検討。

▼習副主席，日本，韓国，カンボジア，
ミャンマーを訪問（～22日）。14日，鳩山首相
と会談。
15日 ▼河北省人代，代理省長に陳全国を任
命。
17日 ▼山東省政協，汚職容疑で中規委に摘
発されている孫淑義主席の解任を決定。

▼温総理，デンマークを訪問（～18日）。第
15回国連気候変動枠組条約締約国会議
（COP15）に出席。

▼温総理，鳩山首相と会談。
19日 ▼胡主席，マカオを訪問（～20日）。返

還10周年記念式典・第 3期政府就任式に出席。
21日 ▼陳海協会会長，台湾を訪問（～25日）。
22日 ▼陳海協会会長と江海基会董事長との
第 4回トップ会談開催。
25日 ▼北京市第一中級人民法院，国家政権
転覆扇動罪容疑の劉暁波に懲役11年の実刑判
決。

▼国家統計局，「第 2回全国経済センサス」
終了を報告。
26日 ▼全人代，農業部長に韓長賦を任命。
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参考資料 中　　国　2009年

　 1 　国家機構図（2009年12月末現在）

　 2 　中国共産党・国家指導者名簿
（2009年12月末現在）

1 ．中国共産党
（1）第17期中央委員会
総書記 胡錦濤
中央政治局常務委員会委員

胡錦濤　呉邦国　温家宝
賈慶林　李長春　習近平
李克強　賀国強　周永康

中央政治局委員
習近平　王　剛　王楽泉
王兆国　王岐山　回良玉
劉　淇　劉雲山　劉延東
李長春　李克強　李源潮
呉邦国　汪　洋　張高麗

張徳江　周永康　胡錦濤
兪正声　賀国強　賈慶林
徐才厚　郭伯雄　温家宝
薄煕来　　　　　　　

中央書記処書記
習近平　劉雲山　李源潮
何　勇　令計劃　王滬寧

（2）中央規律検査委員会
書記 賀国強
副書記 何　勇　張恵新　馬　馼

孫忠同　干以勝　張　毅
黄樹賢　李玉賦　　　

（3）中央軍事委員会
主席 胡錦濤
副主席 郭伯雄　徐才厚

各　級
党委員会 海軍・空軍

・第２砲兵

大軍区司令部

中 国 共 産 党
全国代表大会

全国人民代表大会 国家主席 中国人民政治
協商会議

全国委員会
常務委員会
専門委員会

中央委員会中　　央
規律検査
委 員 会

党
中央軍事
委 員 会

人民解放軍
総 参 謀 部
総 政 治 部
総 後 勤 部
総 装 備 部

国　　家
中央軍事
委 員 会

最　　高
人民法院

最　　高
人民検察院国務院

各部・
委員会

各　　級
人民代表
大　　会 中国人民政治

協 商 会 議
各級委員会

総書記
中央政治局
常務委員会

中央書記処

常務委員会

各　　級
人民政府

各　　級
人民法院

各　　　級
人民検察院

各局・庁
・委員会
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委員 梁光烈　陳炳徳　李継耐
廖錫龍　常万全　靖志遠
呉勝利　許其亮　　　

（4）中央直属機関
中央辧公庁主任 令計劃
中央組織部長 李源潮
中央宣伝部長 劉雲山
中央統一戦線工作部長 杜青林
中央対外連絡部長 王家瑞

2 ．国家最高機関
国家主席 胡錦濤
国家副主席 習近平
全国人民代表大会常務委員会委員長 呉邦国
中国人民政治協商会議主席 賈慶林
国務院総理 温家宝
国家中央軍事委員会主席 胡錦濤
最高人民法院院長 王勝俊
最高人民検察院検察長 曹建明

3 ．人民解放軍
総参謀長 陳炳徳
総政治部主任 李継耐
総後勤部長 廖錫龍
総装備部長 常万全
海軍司令員 呉勝利
空軍司令員 許其亮
第 2砲兵司令員 靖志遠

4 ．国務院
総理 温家宝
副総理　　李克強　回良玉　張徳江　王岐山
国務委員　劉延東　梁光烈　馬　凱　孟建柱
　　　　戴秉国

外交部長 楊潔篪
国防部長 梁光烈
国家発展改革委員会主任 張　平

教育部長 袁貴仁
科学技術部長 万　鋼
工業信息（情報）化部長 李毅中
国家民族事務委員会主任 楊　晶
公安部長 孟建柱
国家安全部長 耿恵昌
監察部長 馬　馼
民政部長 李学挙
司法部長 呉愛英
財政部長 謝旭人
人力資源社会保障部長 尹蔚民
国土資源部長 徐紹史
環境保護部長 周生賢
住宅都市農村建設部長 姜偉新
交通運輸部長 李盛霖
鉄道部長 劉志軍
水利部長 陳　雷
農業部長 韓長賦
商務部長 陳徳銘
文化部長 蔡　武
衛生部長 陳　竺
国家人口計画生育（出産）委員会主任 李　斌
中国人民銀行長 周小川
審計（会計検査）署審計長 劉家義
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　 3 　各省，自治区，直轄市首脳名簿（2009年末現在）
省

自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主任

北　京 劉　淇 郭金龍 杜徳印 湖　北 羅清泉 李鴻忠 羅清泉
天　津 張高麗 黄興国 劉勝玉 湖　南 張春賢 周　強 張春賢
河　北 張雲川 陳全国（代） 張雲川 広　東 汪　洋 黄華華 欧広源
山　西 張宝順 王　君 張宝順 広　西 郭声琨 馬　飈 郭声琨

内モンゴル 胡春華 巴特爾 儲　波 海　南 衛留成 羅保銘 衛留成
遼　寧 王　珉 陳政高 張文岳 重　慶 薄煕来 黄奇帆（代） 陳光国
吉　林 孫政才 王儒林（代） 王　珉 四　川 劉奇葆 蒋巨峰 劉奇葆
黒龍江 吉炳軒 栗戦書 吉炳軒 貴　州 石宗源 林樹森 石宗源
上　海 兪正声 韓　正 劉雲耕 雲　南 白恩培 秦光栄 白恩培
江　蘇 梁保華 羅志軍 梁保華 チベット 張慶黎 シャンバビンツオ 列　確
浙　江 趙洪祝 呂祖善 趙洪祝 陜　西 趙楽際 袁純清 趙楽際
安　徽 王金山 王三運 王金山 甘　粛 陸　浩 徐守盛 陸　浩
福　建 孫春蘭 黄小晶 盧展工 青　海 強　衛 宋秀岩 強　衛
江　西 蘇　栄 呉新雄 蘇　栄 寧　夏 陳建国 王正偉 陳建国
山　東 姜異康 姜大明 姜異康 新　疆 王楽泉 ヌル・ベクリ アルケン・イミルバキ
河　南 盧展工 郭庚茂 徐光春
（注）　（代）は代理。
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主要統計 中　　国　2009年

　 1　基礎統計
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

人 口（万人） 129,227 129,988 130,756 131,448 132,129 132,802 133,474
就 業 人 口（万人） 74,432 75,200 75,825 76,400 76,990 77,480 77,995
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 1.2 3.9 1.8 1.5 4.8 5.9 -0.7
都 市 部 失 業 率（％） 4.3 4.2 4.2 4.1 4.0 4.2 4.3
為替レート（ 1ドル＝元，平均） 8.277 8.277 8.194 7.973 7.608 6.949 6.831
（出所）　『中国統計年鑑 2009』，国家統計局発表による。

2 　国内総支出（名目価格） （単位：億元）
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

最 終 消 費 77,450 87,033 97,823 110,595 128,794 149,113 -
民 間 消 費 56,834 63,834 71,218 80,477 93,603 108,392 -
政 府 消 費 20,615 23,199 26,605 30,118 35,191 40,720 -
総 資 本 形 成 額 55,963 69,168 80,646 94,402 110,919 133,612 -
財・サービス純輸出額 2,986 4,079 10,223 16,654 23,381 24,135 -
国 内 総 支 出 額 136,399 160,280 188,692 221,651 263,094 306,860 335,353
（注）　2008年のデータはすべて速報値。
（出所）　表 1に同じ。

3 　産業別国内総生産（名目価格） （単位：億元）
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

第 1 次 産 業 17,382 21,413 22,420 24,040 28,095 33,702 35,477
第 2 次 産 業 62,436 73,904 87,365 103,162 121,381 149,003 156,958
第 3 次 産 業 56,005 64,561 73,433 84,721 100,054 131,340 142,918
国 内 総 生 産（GDP） 135,823 159,878 183,217 211,924 249,530 314,045 335,353
国 民 総 生 産（GNP） 135,174 159,587 184,089 213,132 251,483 - -
食料1）生産量（万トン） 43,070 46,950 48,402 49,804 50,160 52,850 53,082
1 人 当 たり GDP（元） 10,542 12,336 14,057 16,165 18,934 23,648 25,125
（注）　 1）穀物・豆類・イモ類。
（出所）　表 1に同じ。

4 　産業別国内総生産成長率（実質価格1）） （％）
2003 2004 2005 2006 2007 20082） 2009

第 1 次 産 業 2.5 6.3 5.2 5.0 3.7 5.5 4.2
第 2 次 産 業 12.7 11.1 11.7 13.0 13.4 9.3 9.5
第 3 次 産 業 9.5 10.0 10.5 12.1 12.6 9.5 8.9
国 内 総 生 産（GDP） 10.0 10.1 10.4 11.6 11.9 9.6 8.7
国 民 総 生 産（GNP） 10.6 10.4 11.2 11.8 12.2 - -
1 人 当 た り GDP 9.3 9.4 9.8 11.0 10.9 8.4 -
（注）　 1）2003～2005年の数値は2000年価格，2006年以降は2005年価格を基準とする。
　　　 2）2008年第 1， 2， 3次産業の成長率および 1人当たり GDP成長率は速報値。
（出所）　表 1に同じ。
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5 　国・地域別貿易 （単位：億ドル）
2007 2008 2009

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
E U 2,451.9 1,109.6 2,928.8 1,327.0 2,362.9 1,278.0
ド イ ツ 487.2 453.9 592.1 557.9 499.2 577.6
ア メ リ カ 2,327.0 693.8 2,523.8 813.6 2,208.2 774.4
日 本 1,020.7 1,339.5 1,161.3 1,506.0 979.1 1,309.4
香 港 1,844.3 128.2 1,907.3 129.2 1,662.3 87.1
A S E A N 941.8 1,083.7 1,141.4 1,169.7 1,063.0 1,067.1
韓 国 561.4 1,037.6 739.3 1,121.4 536.8 1,025.5
台 湾 234.6 1,010.2 258.8 1,033.4 205.1 857.2
そ の 他 2,311.3 2,701.7 3,625.1 4,230.5 2,999.2 3,657.9
合 計 12,180.2 9,558.2 14,285.5 11,330.9 12,016.6 10,055.6
（出所）　海関（税関）総署，国家統計局発表による。

6 　国際収支 （単位：億ドル）
2006 2007 2008

貿 易 収 支 2,177.5 3,153.8 2,981.3
輸 出 9,696.8 12,200.0 14,306.9
輸 入 7,519.4 9,046.2 11,325.6
貿 易 外 収 支 -88.3 -79.0 -118.1
所 得 収 支 117.5 256.9 314.4
移 転 収 支 292.0 213.5 250.4
経 常 収 支 2,498.7 3,718.3 4,261.1
資 本・金融収支 100.4 735.1 189.6
資 本 収 支 40.2 31.0 30.5
金 融 収 支 60.2 704.1 159.1
直 接 投 資 602.7 1,214.2 943.2
流 入 872.9 1,515.5 1,630.5
流 出 270.2 301.4 687.3
証 券 投 資 -675.6 186.7 426.6
資 産 456.0 639.7 677.1
負 債 1,131.6 453.0 250.5
そ の 他 投 資 133.1 -696.8 -1,210.7
資 産 5,162.9 7,031.2 5,357.9
負 債 5,029.8 7,728.0 6,568.6

誤 差 脱 漏 -128.8 164.0 -260.9
準 備 資 産 -2,470.3 -4,617.4 -4,189.8
（出所）　『中国統計年鑑』（各年版）。

7 　国家財政 （単位：億元）
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

財 政 収 入 21,715 26,396 31,649 38,760 51,322 61,330 68,477
財 政 支 出 24,650 28,487 33,930 40,423 49,781 62,593 75,874
財 政 収 支 -2,935 -2,090 -2,281 -2,162 1,739 -1,263 -7,397
債 務 収 入 6,154 6,879 6,923 - - - -
国内公債・国債 6,033 6,734 6,923 - - - -
海 外 借 入 121 145 0 - - - -
（出所）　『中国統計年鑑 2009』，2009年は全人代での財政報告による。

409408



154

2009年　主要統計

8 　香港　基礎統計
2005 2006 2007 2008 2009

人 口（1,000人） 6,838 6,910 6,953 6,989 7,026
労 働 力 人 口（1,000人） 3,534 3,572 3,630 3,649 3,677
実 質 G D P 成 長 率（％） 7.1 7.0 6.4 2.5 -2.7
失 業 率 （％） 5.6 4.8 4.0 3.6 5.4
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 1.0 2.0 2.0 4.3 0.5
為替レート（ 1ドル＝香港ドル） 7.777 7.768 7.801 7.787 7.752
（注）　人口は年末，失業率は季節未調整値，為替レートは年平均値。2009年は暫定値。
（出所）　香港特別行政区政府統計処。

9 　香港　国・地域別の財貿易 （単位：100万香港ドル）
2008 2009

貿易総額 輸入 地場輸出 再輸出 貿易総額 輸入 地場輸出 再輸出
中 国 内 地 2,781,180 1,410,735 34,758 1,335,687 2,611,733 1,249,374 26,672 1,335,687
ア メ リ カ 509,993 150,738 18,860 340,395 427,374 142,137 7,317 277,920
日 本 418,505 297,552 2,290 118,663 345,238 236,369 1,651 107,218
シンガポール 250,266 194,951 3,025 52,290 216,912 174,659 2,225 40,028
台 湾 246,984 192,041 3,863 51,080 230,362 175,649 1,918 52,795
韓 国 167,648 118,084 1,285 48,279 146,179 103,046 1,196 41,937
ド イ ツ 147,380 53,438 1,931 92,011 129,445 50,103 512 78,830
全国・地域総額 5,849,439 3,025,288 90,757 2,733,394 5,161,445 2,692,356 57,742 2,411,347
（注）　2009年は暫定値。
（出所）　表 1に同じ。

2023 年２月 28日発行

表紙写真

2008年８月８日，北京オリンピックの開会式を数時間後
に控えたメインスタジアムの国家体育場（愛称：鳥の巣）
にて，マスコットキャラクター「福娃」との記念撮影に
興じる人びと。夜の開会式にむけて，セキュリティ上の
理由から北京市内の企業，公共施設，商店は早々に店じ
まいをするよう指示された（写真：AFP＝時事）。
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